
 

 

 

 

 

 

 

 

（2）マスタープラン調査（全 151 案件） 
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2002年3月改訂

カンボディア 報告書提出後の状況

和 161,471 千円

案　件　名 英 36.84 人月 （内現地15.16人月）

団長 氏名

所属

15

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

東電設計（株）

(1) 第1期E/N調印　　 :1993年6月4日
(2) 第1期計画詳細設計:1993年6月～8月
(3) 第1期計画入札　　:1993年9月13日～10月7日
(4) 第1期計画完成　　:1995年2月28日
(5) 第2期E/N調印　 　:1994年7月30日
(6) 第2期計画詳細設計:1994年5月～9月
(7) 第2期計画入札　　:1994年10月12日～11月4日
(8) 第2期計画完成　　:1996年2月28日
(9) 第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画
　　基本設計:1997年4月～1998年3月
(10)第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画
　　詳細設計:1998年12月～1999年12月
(11)第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画
　　E/N調印:1999年6月15日
(12)第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画
　　入札日:1999年10月18日
(13)第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画
　　業者契約認証日:2000年1月13日 　　*へ

Master Plan Study on Rehabilitation and
Reconstruction of Electricity Supply in Phnom
Penh and Siem Reap, Cambodia

調 査 団 員 数

 中島　浩

 日本工営（株）

現地調査期間 93.1.11～93.2.9
93.6.25～93.7.9

　既設電力設備の老朽化により極端に逼迫している両市の電力事情を改善すべ
く下記計画の実施を提言した。
(A) ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市
　　(1) 短期的には既設発電設備の改修及び増設
　　(2) 中長期的には包蔵水力発電の開発
　　(3) 市内配電線の修復
　　(4) 給電指令設備の更新
　　(5) 電力事業運営、販売体制の改善
(B) ｼｪﾑﾘｱｯﾌﾟ市
　　(1) 既設発電設備の修復
　　(2) 短期的には新ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備の投入
　　(3) 長期的には包蔵水力発電系統からの受電
　　(4) 市内配電線のﾙｰﾌﾟ化
　　(5) 電力事業運営、販売体制の改善
　各支援国の動向、電力需要予測から日本の緊急支援としてﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市系統へ
10MWのﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備の設置、市内各発電所を効率的に運用するための連係線
の新設および給電指令設備の設置を提言した。この提言は各支援国、機関の計
画とも整合しｶﾝﾎﾞﾃﾞｨｱ国の要請を満たすものであった。
*）　（14）シェムリアップ発電計画基本設計：2001年～2001年11月
**）　上記は首都プノンペンの復旧工事であり引き続きシェムリアップ市の発
電計画がJICAとの契約に基づき下記のように実現している。
（1）基本設計
ディーゼル発電材（総電量10.5MW）の設置計画の基本設計を30,000,000万円の
受給金額にて2001年11月に完了。
（2）実施予定
D/Dを2000年5月に開始予定。引き続き計画実施が開始され、2004年3月に完成す
る予定（工事費総額21億円程度）

　日本政府は2期に分けて無償資金援助を
実施することとなった。

第1期　　　　22.28億円(完工)

下記計画を実施した。
－5MWのﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備の建設
－約8kmの配電設備の新設

第2期　　　　18.52億円(完工)

下記計画を実施した。
－5MWのﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備の建設
－約22kmの連係線の新設
－通信・給電指令設備の更新

　第2次ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市電力供給施設計画(無償
資金協力)のための基本設計調査を1997.4
に実施、1998.3に終了。
　また、同計画の詳細設計を1998.12より
実施。1999.12に終了。
　2000.1に同計画の業務契約が締結され、
現在施工管理業務が予定通り2002年3月完
工予定。　**へ

　本調査の結果を踏まえ、極度の電力不足状態にあり、いまだ計画停電を余儀なくさ
れているﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市の電源施設、配電施設の増設・修復を行うことにより、同国の復興
に不可欠な電力ｲﾝﾌﾗの整備が必要との判断から、2期に分けて日本政府による無償資金
協力が実施された。
　ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市において最大規模となる10MWのﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備の建設、約30kmの配電設
備・連係線の新設、通信・給電指令設備の更新により、ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市における電力事業の
改善と同国の復興の促進が期待されている。上記した経緯により第1期計画は伊藤忠商
事ｸﾞﾙｰﾌﾟが受注し、1995年2月末に完成した。
第2期計画は、第1期計画と同様に伊藤忠商事ｸﾞﾙｰﾌﾟが受注し、1996年2月末に完工し
た。ｶﾝﾎﾞﾃﾞｨｱ政府の要請に基づき、引き続き第2次施設計画に対する基本設計調査を
1998年3月に終了した。
1998年12月から1999年12月までの詳細設計を実施後、伊藤忠商事ｸﾞﾙｰﾌﾟが2次施設計画
を受注し、ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ市における22kV配電網修復拡張の施工管理業務を現在実施中であ
り、2002年3月に当計画は完工予定。
　マスタープラン、JICAは発電は主にホテル業の需要を満たすもので、無償に適さな
いとの理由で実現しなかった。また、一時IPPによる計画もあったが、これも実現しな
かった。再度､カンボディア側からホテル需要でなく、一般民需、水道等公共事業需要
のためのものであることを理由に申請させ認められるものである。(2002.3現在)

　ﾏｽﾀｰ･ﾌﾟﾗﾝの現地調査期間および報告書説明時などの機会、計画実施期間を利用し、
計画立案、電力設備の運転・保守・設計、電力系統の運営などに対し現地電力公社職
員に技術移転を実施した。

Ministry of Industry
（カンボディア工業省）
Mr. Khlaut Randy（副大臣）

コンサルタント名

担当者名（職位）

日本工営（株）

M/P／エネルギー一般

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 1993.7

国　　　　名 予 算 年 度 4～5
プノンベン市及びシェムリアップ市電力復興マスター
プラン 実績額（累計）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 22,547 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 75.3.7～3.30
75.8.24～8.31

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国家ｴﾈﾙｷﾞｰ計画の枠内における都市ｶﾞｽの位置付け及び展望に関して、資金、経
営、計画、技術の各面から検討を行った。
　提言内容は以下のとおりである。
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの都市部の熱ｴﾈﾙｷﾞｰ源として、都市ｶﾞｽは重要である。しかるに、ｶﾞｽ公社
（PGN）は設備の老朽化及びｻｰﾋﾞｽ低下により充分にその機能を果たしていない。従って、
早急にその修復、開発を図る必要がある。特に、天然ｶﾞｽの活用促進を強く進言した。

　ﾁﾏﾗﾔ等3ヵ所からﾁﾚﾎﾞﾝを結ぶ天然ｶﾞｽ･ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ
より、ｼﾞｬｶﾙﾀの工業用として分岐ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝを敷設
した。

　ﾁﾏﾗﾔ等3ヵ所からﾁﾚﾎﾞﾝを結ぶ天然ｶﾞｽ･ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝより、ｼﾞｬｶﾙﾀ
の工業用として分岐ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝが敷設された（この工事は本調査
実施前から既に決まっていた）。その後、本報告書で勧告され
た種々の提言は資金難から実施が遅延していた。しかし1980年
に、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府の政策変更があり天然ｶﾞｽの利用を促進するこ
ととなった。そこで大阪ｶﾞｽが本案件の詳細調査を行ない、世銀
の融資（US$32 billion）および輸銀の融資（金額不明）、英国
の技術協力（専門家）を得て、ｼﾞｬｶﾙﾀ、ﾎﾞｺﾞｰﾙ、ﾒﾀﾞﾝ3都市の都
市ｶﾞｽ供給網の近代化と拡充計画が実施され、1992年に終了して
いる。

　1999.10現在：新情報無し。

Study on Rehabilitation and Development of Town
Gas

調 査 団 員 数

 東京ガス(株) 横浜営業部長

 大川進一郎

Qoyum Tjandranegara
President Director
State Gas Public Corporation (PGN)

受注業者（ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ）
　新日鉄、日本鋼管、東京ｶﾞｽ

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1975.11

コンサルタント名

担当者名（職位）

東京ガス(株)

国　　　　名 予 算 年 度 49～50

実績額（累計）
都市ガス整備計画調査

インドネシア
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 136,714 千円

案　件　名 英 46.03 人月 （内現地20.38人月）

団長 氏名

所属

13,6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

提言は大きく二つに分けられる。
1　開発金融（ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ）の新設
2　金属加工ｾﾝﾀｰの設立及び詳細FSの実施

　2については、詳細FSをJICAに申請し、1988年度開発調査「IDN025 金属加工業者育成ｾﾝﾀｰ設立
計画調査」終了。提言ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは1989年度、1990年度、1991年度に優先Aでﾌﾞﾙｰﾌﾞｯｸにのせたが、
無償資金協力案件として取り上げられていない。提案ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの規模が大きすぎるとの指摘が
あったのに加え、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの持続性に関する懸念が援助側にあったためと思われる。
　その後、「IDN025 金属加工業育成ｾﾝﾀｰ設立計画調査」の提言は未実施になった。

現地調査期間 85.6.10～9.30／
85.11.6～12.5

1.中小工業開発のため、以下の育成策を提言した。
(1)中小工業有望案件の発掘、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ･ｻｰﾋﾞｽのためのｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽを提供する。
(2)対象業種を中小規模の「成長型」の金属加工業とする。
(3)育成業種を当初ある程度の数に留め（90～100社）、重点的・ﾓﾃﾞﾙ的に育成する。
(4)国営銀行を実施機関とする低利・長期の融資制度を確立する。
(5)金属下請け部品の品質の検査・向上を目的とした品質検査ｾﾝﾀｰを設立する。
2.対象地域はｲﾝﾄﾞﾈｼｱ全域（但し、ｼﾞｬﾜ島の主要都市周辺が中心となる）
3.総事業費　　40百万USﾄﾞﾙ
　内訳
　　　　　対中小工業融資原資　　 29.4百万USﾄﾞﾙ
　　　　　ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽ　　　　 3.0百万USﾄﾞﾙ
　　　　　共用施設                7.6百万USﾄﾞﾙ
　　　　　　（1USﾄﾞﾙ=235円）
　潜在的総資金需要　520百万～900万USﾄﾞﾙ　　（1986～1990年の5年分
　　　　うち外貨分　 50～70％                を1985年価格で評価）
4.一件当り最大資産規模：　10億～20億ﾙﾋﾟｱ
5.一件当り融資額：　　上限 5億～10億ﾙﾋﾟｱ
                      下限15百万ﾙﾋﾟｱ
6.第一期ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾛｰﾝの貸出期間は開始後約5年

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ中央銀行は国立銀行及び民間商業銀行
を通じて行う既存の間接貸付制度にOECFのﾂｰｽﾃｯ
ﾌﾟﾛｰﾝ（案件名AJDFｶﾃｺﾞﾘｰB-小規模企業向け融
資、L/A1989.11.2441百万）が実施され、中小企
業に対する低金利の資金供給が実施された。

ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 坂梨　晶保 (社)海外コンサルティング企業協会

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 工業省 官房：MOI (Secretariate
General, Ministry of Industry)
 Mr. Bachrum  S. Harahap (Special
Assistant to Minister)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

中小工業振興開発計画調査
実績額（累計）

1999.11現在：進捗状況不詳

The Study on the Development of Linkage-type
Industries in the Republic of Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1986.3

コンサルタント名

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 60
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2002年3月改訂

インドネシア 報告書提出後の状況

和 産業セクター振興開発計画 444,738 千円

案　件　名 英 142.23 人月

団長 氏名  乾　文男

所属  日本貿易振興会

16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　本調査は、輸出有望業種行く育成に関する戦略造り及び日本企業の直接投
資・技術移転促進を目的とする。

経緯: 1988年　　  日・ｲ年次協議「産業ｾｸﾀｰ振興開発計画調査」を採択。
　　　　　　　　  ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ共和国から我が国に対しTOR提出。予備調査実施。
　　　1989年4月　 S/Wに合意・署名
　　　第1年次(1989.7~1990.8)
　　　　　　　　　手工芸品、ｺﾞﾑ製品、電気機器(ﾓｰﾀｰ、変圧器等)
　　　第2年次(1990.9~1991.12)
　　　　　　　　　ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品、ｱﾙﾐ製品、ｾﾗﾐｯｸ製品(ﾀｲﾙ、衛生陶器等)

提言: 1. 業界団体活性化
　　　2. 高分子素材ｾﾝﾀｰ
　　　3. 中間技術者・技能者の育成
　　　4. 工業標準化・品質管理普及
　　　5. ﾊﾝﾃﾞｨｸﾗﾌﾄ開発振興ｾﾝﾀｰ
　　　6. 外国投資・技術提携促進
　　　7. 輸出振興事業促進
　　　8. ｾﾗﾐｯｸ原料資源調査
　　　9. 産業公害防止・省ｴﾈ促進
　　　10.工業者傘下研究所の強化
　　　11.金属加工育成

1.業界団体活性化
　JETROを通じた講師派遣研修、研修受入
2.高分子素材ｾﾝﾀｰ
　1995年より工業技術院が産業貿易省傘下の農
　産加工研究所、ｾﾙﾛｰｽ研究所とﾊﾞｲｵｹﾐｶﾙに関
　する共同研究実施
3.中間技術者・技能者の育成
　JETRO短期専門家派遣、JICAの民活方式による
　技術専門家派遣等
4.工業標準化・品質管理普及
　1993年度からJICA開発調査「工業標準・品質
　管理推進基本計画調査」(M/P, IDN105)を実施
5.ﾊﾝﾃﾞｨｸﾗﾌﾄ開発振興ｾﾝﾀｰ
　協同組合小企業省にﾃﾞｻﾞｲﾝの短期専門家派
　遣、その後長期専門家派遣
6.外国投資・技術提携促進
　JICA専門家をBKPMへ派遣
7.輸出振興事業促進
　ﾌﾟﾛ技「貿易研修ｾﾝﾀｰⅡ」を実施予定
8.ｾﾗﾐｯｸ原料資源調査．
　JICA開発調査「ｾﾗﾐｯｸ原料開発計画調査
　(M/P)」を実施
9.産業公害防止・省ｴﾈ促進
　ﾌﾟﾛ技「産業公害防止技術訓練計画」
　(1993.10~1998.10)を実施
　円借款「公害防止支援事業」(203.68億円)
　1996.12にL/A締結、本事業は地元企業が公害
　防止に必要とする投資を長期資金の融資取扱
　銀行20社を通じて融資を行うﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝで
　ある。
　　(*)に続く

(*)より
10.工業者傘下研究所の強化
　 他の提言を実施する過程で各研究機関との共同活動
11.金属加工育成
　　JICA開発調査「工業分野振興開発計画(裾野産業)」(MP)実施。ﾌﾟﾛ技も採択済み

調
　
査
　
団

住友ビジネスコンサルティング（株）

相手国側担当機関名 Achmad Djani, Acting Head
Bureau of Planning, Ministry of
Industry
（インドネシア共和国工業省）
現：Ministry of Industry and Trade

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

　当時のC/Pﾒﾝﾊﾞｰへのﾋｱﾘﾝｸﾞや現地調査での商工省お
よび電気、機器、ｾﾗﾐｯｸ、ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸの3つの業界代表者
とのﾐｰﾃｨﾝｸﾞの限りにおいて、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府が独自に特
定業種のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定しかつﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施している
例を見いだすことはできなかった。(2000年11～12月、
現地調査結果)
2002.3現在：変更点なし。

A Study on Industrial Sub-sector Development in
the Republic of Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1991.1

コンサルタント名 日本貿易振興会

国　　　　名 予 算 年 度 1～3

実績額（累計）
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2002年3月改訂

インドネシア 報告書提出後の状況

和 法定計量制度振興計画調査 132,533 千円

案　件　名 英 35.10 人月

団長 氏名  佐々木　隆一

所属  （財）日本品質保証機構

11

93.8 ～ 93.9 （1.2ヵ月）

94.1 （0.7ヵ月）

94.9 （0.4ヵ月）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

1.法定計量振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
　1)計量法、政令、省令の改正
　2)DOM及び地方検定所の役割、組織の再検討と設備
　3)計量技術者養成のための教習所の新設と研修設備の改善、充実
　4)計量関係製造業の業種別団体の設立
　5)民間計量技術者団体の設立
　6)計量振興団体の設立

2.個別実施ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの概要計画
　1)計量法改正ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　2)DOMの改革及び建屋、機器設備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　3)計量教習所の改革ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　4)中核検定所設備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　5)地方検定所整備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

　OECF Appraisalの結果、L/A(Loan
Agreement)が対象とする事業は、
1)DOM、計量教習所の機能強化
2)中核検定機関の整備・拡充(7地域)
3)技術要員の海外研修・海外専門家によ
　る巡回指導
についてのJICAﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝのﾚﾋﾞｭｰ及び
D/D(詳細設計)のみが借款の対象となっ
た。また今次対象のE/S(ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ)
について、T/A(ﾃｸﾆｶﾙｱｼｽﾀﾝｽ)と通常のｺﾝｻﾙ
ﾀﾝﾄｻｰﾋﾞｽとに分割し、T/AがJICAﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
のﾚﾋﾞｭｰを実施した後、そのﾚﾋﾞｭｰ結果の
OECF同意を条件にD/Dを実施することと
なった。

　本事業はJICAﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ(開発調査)が実施されてから既に3年が経過しており、当時の
状況をもとに事業に移すことは現実的ではないとの判断から、D/D(詳細設計)を実施す
る前にT/A(ﾃｸﾆｶﾙｱｼｽﾀﾝﾄ)としてJICAﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝのﾚﾋﾞｭｰを行い法定計量における検定設備
並びに検定員の需要見込みの見直しを行う。その結果をOECFが同意したうえでD/Dを実
施することとなった。

　*)
1999年10月  JQAはDOMの要請を受けて、T/A(ﾃｸﾆｶﾙｱｼｽﾀﾝｽ)ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのため、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
実施ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙを提出。
1999年12月現在:DOMの選考委員会は、JICAのプロｼﾞｪｸﾄ実施ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙを受諾した。
2002.3現在：新情報なし

（財）日本品質保証機構

国　　　　名 予 算 年 度 4～6

実績額（累計） 　BAPPENASの開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしてﾘｽﾄｱｯﾌﾟし、1996年1月現在
D/DのためのOECFﾛｰﾝ申請予定。(1996年1月現地調査結果)

　DOMのﾌﾟﾃﾗ所長が1995年11月に来日し、このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの早期
実現にｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側は努力しているので、JQAとして是非協力して
ほしい旨の要請があった。JQAとしてはｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側の努力を見守
り、必要に応じて協力することを表明した。
　OECFの案件として1997年現在進行中である。JQAはDOMよりﾃｸ
ﾆｶﾙｱｼｽﾀﾝﾄとしての協力要請をうけている。
1997.5   OECFはAppraisal Mission
         (査定Mission)を派遣
1997.11　E/S(ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽ)に関するL/A
         (借款契約)を調印。4.18億円の円借。
1998.11:ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･ﾌｧｰﾑのP/Q(Pre-Qualification)が実施され
た。
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの政情不安からﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施が一時中断。　　*へ

The Study on the Development of  Legal Metrology
System in the Republic of  Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1994.11

コンサルタント名

担当者名（職位）

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数

Mr. Gumaryo, SH
Director of Metrology
Directorate General of Domestic Trade
Ministry of Industry and Trade,
Republic of Indonesia

現地調査期間
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2002年3月改訂

インドネシア 報告書提出後の状況

和 166,979 千円 (契約額：105,586千円)

案　件　名 英 45.42 人月

団長 氏名  猪岡　哲男

所属  ユニコインターナショナル（株）

12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 6～7

工業標準・品質管理推進基本計画調査 実績額（累計）
　提言1)の2を中心に捉えた、標準化・認証ｼｽﾃﾑ、又は
体系、制度整備を行おうとしているが、現在の経済危機
下では当面、同国内で取り上げられる可能性は少ない。
しかし、にもかかわらずPUSTANとしては、時間がか
かってもよいという前提で実施のため支援を要請すべく
準備中である(1998年)。

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study on Master Plan of the Industrial
Standardization and Promotion of  Quality
Control.

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1995.8

コンサルタント名 ユニコインターナショナル（株）

調
　
査
　
団

(財)日本規格協会

相手国側担当機関名 工業省工業標準化センター（PUSTAN）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 0.0.0～0.0.0

調査目的:
　技術水準の向上に重要である工業標準化・品質管理事業を推進するための総
　合的ﾌﾟﾗﾝの策定。

提言内容:
　1.産業界への工業標準化・品質管理普及・浸透
　　1)国民生活の質的向上と品質意識の醸成
　　　・自動車の安全に係る予備部品への認証ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの導入
　　　・家電製品への安全ﾏｰｸ認証ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの導入
　　2)工業ｾｸﾀｰの効率向上と深化促進
　　　・中小企業向け品質ｼｽﾃﾑ認証の新設・普及
　　　・品質ｼｽﾃﾑｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録制度の創設
　　　・品質管理推進者資格制度の創設

　2.工業標準化・品質管理推進体制の整備のために
　　3)産業ﾆｰｽﾞに応えうる規格開発・普及体制の改善
　　　・規格開発ﾌﾟﾛｾｽの合理化を主眼とする体制整備への準備
　　　・標準化・品質管理の普及・浸透を目的とするｼｽﾃﾑの確立
　　　・規格原案作成過程への産業界の参画促進
　　　・規格適合認証の信頼性確立
　　4)国際的に認知される認定・認証制度の確立
　　　・国際相互認証の推進
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2002年3月改訂

インドネシア 報告書提出後の状況

和 電力セクター総合エネルギー開発計画調査 184,118 千円

案　件　名 英 45.40 人月

団長 氏名  藤目　和哉

所属  （財）エネルギー経済研究所

12

93.10.20～93.12.3／94.1.4～94.2.8

94.3.11～94.3.28／94.7.11～94.10.13

94.11.19～94.12.24／95.3.7～95.3.21

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府が2020年を目標とする発電用総合ｴﾈﾙｷﾞｰ開発計画のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを作
成するための基礎技術を確立することを目標とし、以下の分野での技術移転お
よび提案を行った。

(1)電力需要予測ﾓﾃﾞﾙの開発(電力ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備を含む)
(2)各社会部門および経済部門における電力消費動向分析
(3)発電用ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の評価
(4)電力供給ｼｽﾃﾑの再構築に関する提案
(5)電力部門に関する投資計画分析(公共および民間)
(6)電力部門における省ｴﾈﾙｷﾞｰ、環境保全に関する技術の紹介
(7)電源開発を促進するための基本戦略の提案

　電力需要予測を行うためﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備
が進められており、技術移転を行った需要
予測ﾓﾃﾞﾙを用いた将来の電力需要予測が実
施されている。

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの電力供給に関しては、実行機関としてPLNがその殆どすべてを握ってお
り、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである鉱山・ｴﾈﾙｷﾞｰ省は電力の供給および需要のｺﾝﾄﾛｰﾙに対する監督部
門として、政策または規制を通じてこれらの提言の実現を図ることとなっているた
め、実現には時間が必要である。

　調査期間中にﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの設計、運用、管理に関するｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの研修を実施し、延べ
15名が受講し好評であった。

1995.3

コンサルタント名

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

The Master Plan Study of  Electric Power
Development in the Republic of  Indonesia

最終報告書作成年月

（財）エネルギー経済研究所

電源開発（株）

相手国側担当機関名 Ministry of Mines and Energy
Dr. Yogo Pratomo
Director of Electric Power Planning
and Development Department

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

国　　　　名

調
　
査
　
団

M/P／エネルギー一般

5～7
　ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄより需要予測ﾓﾃﾞﾙの利用について、さらに
技術ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの要請があり、1996年4月専門家を1名派遣
し1ヶ月間のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞを実施した。
　2002.3現在：C/P部門より継続的に1名がAPERC（アジ
ア太平洋エネルギー研究センター）に研究員として派遣
され、エネルギーマスタープランに関する研究に従事
中。

現地調査期間

予 算 年 度

実績額（累計）



個別プロジェクト要約表 ＩＤＮ 107

2002年3月改訂

インドネシア 報告書提出後の状況

和 90,040 千円

案　件　名 英 25.50 人月

団長 氏名  岡崎　孝雄

所属  （財）石炭開発技術協力センター

6

96.1.17 ～ 2.15

96.7.14 ～ 7.28

97.1.30 ～ 2.8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

(提言)
1)人材開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑのさらなる推進
2)生産能率向上を目指し、鉱山運営管理を強化
3)当面、半機械化採炭の習熟が重要で、採掘・保守技術の開発研究も必要であ
  る。政府の支援も必要。
4)資格制度、保守監督官制度、救護隊等、保安ｼｽﾃﾑの確立が必要。
5)環境保全推進が必要。
6)低品位炭有効利用のため、山元発電、石炭ｶﾞｽ化・液化技術の推進が必要。
7)人材育成のため、訓練ｾﾝﾀｰの増強、新設が必要。学校・OJTとの併用で人材
  育成を達成させる事が石炭の安定生産に必要である。
(石炭関連人材育成ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ)
1)学校教育　 講師育成－「諸外国から講師受入」「業界から人材公募」「留
　　　　　　 学制度活用」等共同研究実施－「炭坑の技術的課題の研究、
　　　　　　 解決」
2)訓練ｾﾝﾀｰ　 LPPT強化－「JBTにより再建中」
　　　　　　　MDCM強化－「管理職ｺｰｽ回数増加」「災害防止技術ｺｰｽ新設」
　　　　　　　石炭鉱業訓練ｾﾝﾀｰ設立
3)企業内訓練　教育部門整備、専属講師育成、ｶﾘｷｭﾗﾑ整備
4)制度　　　　資格制度導入、(財)石炭協会設立、奨学金制度設置
(人材開発ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ計画)
1)名称　　　　石炭工業訓練ｾﾝﾀｰ
2)設立理由　  石炭生産量急増による人材確保、坑内堀技術者育成、高度な
　　　　　　　採掘方式技能習得
3)設立場所　  東ｶﾘﾏﾝﾀﾝ及び南ｶﾘﾏﾝﾀﾝ
4)対象者　 　 坑内堀・露天掘ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ、坑内堀熟練労働者
5)ｶﾘｷｭﾗﾑ　    石炭地質・探査、坑内・坑外保安、採炭工学、機器管理、炭質
　　　　　　　管理
6)初期投資  　12,145百万ﾙﾋﾟｱ(政府負担)､運営費4,031百万ﾙﾋﾟｱ(ﾛｲﾔﾘﾃｨより)
7)所轄　　　　鉱山総局管轄

　日本国通産省資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁指導のもと
「石炭開発技術総合支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」がｽﾀｰﾄ
した。これにより
　・技術者派遣・技術指導
　・共同研究開発・実証事業
　・ﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝ作成協力
　・技術者招聘事業
等が始められている。
　また、ｸﾞﾘｰﾝ･ｴｲﾄﾞ･ﾌﾟﾗﾝに基づく石炭利
用技術に関する協力推進中、豪州の協力に
より、ｽﾏﾄﾗ島の訓練ｾﾝﾀｰが再編され、ｶﾘﾏﾝ
ﾀﾝの新設が望まれている。
　その後、豪州は撤退し、ｽﾏﾄﾗ島の訓練ｾﾝ
ﾀｰをﾌﾟﾛ技のｻｲﾄとする方針となり、TORが
提出された。
　・準備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの設立
　・準備のため石炭局に短期専門家派遣
インドネシア石炭鉱業向上(Coal Mining
Enhancement Project at Ombilin Mines
Training College in the Republic of
Indonesia)プロジェクトの立ち上げ
本プロ技立ち上げ前の調査段階に、マス
タープラン調査報告の内容が十分活かされ
インドネシア石炭鉱業の将来発展のために
は人材育成、特に今後の炭鉱における採炭
は深部化の坑内採炭へ移行することが見込
まれ、坑内技術者育成のため、　(*へ)

・同国の石油ｴﾈﾙｷﾞｰが枯渇の方向に向かっており、国家ｴﾈﾙｷﾞｰ政策の中で、石炭政策
が重要な位置づけにある。
・ｱｼﾞｱのｴﾈﾙｷﾞｰ需要が急増傾向にあり、日本へのｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給のため、産炭国支援
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが開始された。
・将来増大が見込まれる石炭生産に対応するため、日本の技術移転が効果的である事
が、各種の共同研究等で評価されている。
・日本で実施が予定されている、炭鉱技術移転5ヶ年計画の海外拠点としても有効と判
断された。
・日本政府が計画している、炭鉱技術移転5ヵ年計画は平成14年度より18年度の5ヵ年
に渡り実施するもので、インドネシアが対象国の一つに選定された。
・炭鉱技術移転5ヵ年事業は、日本への受け入れと海外炭鉱への派遣研修がセットと
なっており、派遣についてはインドネシア国内の既存稼動坑内掘炭鉱での研修を計画
している。
*)　従来まで存在したオンビリン鉱山研修学校の既存設備の拡充を計ってJICAプロ技
のサイトとして平成13年4月にプロジェクトが立ち上げられた。
プロジェクト概要
1.協力期間:　2001.4.1～2006.3.31
2.プロジェクトサイト:　西スマトラ州サワルントン市(州都パダンから東へ約99km,人
口約56千人)　　　(**へ)

・現地調査期間中、ｾﾐﾅｰ実施。
　**)3.相手国実施機関:　鉱業人材開発センター(MDCM:　Manpower　Development
Center　for　Mines)
      4.日本側協力機関:　経済産業省エネルギー庁資源・燃料部石炭課、経済産業省
原子力安全・保安院鉱山保安課
      5.プロジェクト目標:　オンビリン鉱業専門学校が坑内技術者を養成できる。
***へ

コンサルタント名 （財）石炭開発技術協力センター

調
　
査
　
団

三井鉱山エンジニアリング（株）

相手国側担当機関名 Ministry of Mines and Energy
Directorate General of Mines
Directorate of Cool
Mr. Kawan Malau (Sub-Director)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

・Coal Mining Training Center設立に関する協力要
  請書(ﾌﾟﾛ技のTOR)が提出された。
・鉱山総局長、石炭局長等に移動があったが、人材育
　成の必要性に関する認識に変化はない。
・1999年4月、ﾌﾟﾛ技案件候補として採択され、7月に
　準備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑが設けられる。
・1999年9月より2000年5月まで、準備のための短期専
　門家を派遣。
・2000年3月　　事前調査団派遣    (M/M調印)
・2000年6月　　短期調査団派遣    (M/M調印)
・2000年11月　 実施協議調査団派遣(M/M調印)
・2001年4月1日にプロ技（インドネシア石炭鉱業技術
向上）が開始。
***)6.日本側対応:　専門家派遣(長期)チームリー
ダー、業務調整員、採掘技術、保安技術、機械技術、電
気技術、環境技術　　　(短期)平成13年度7名　･研修
員受入　年間3名　期間1ヶ月　･機材供与

Master Plan Study on Human Resources Development
Plan for Coal Mining in the Republic of
Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／鉱業

最終報告書作成年月 1997.3

石炭生産拡大のための人材育成・技術開発ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査 実績額（累計）

国　　　　名 予 算 年 度 7～8
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2002年3月改訂

インドネシア 報告書提出後の状況

和 236,122 千円

案　件　名 英 58.84 人月

団長 氏名  延原　敬

所属  （株）日本総合研究所

13

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 7～8

工業分野振興開発計画（裾野産業） 実績額（累計）
　ｱｼﾞｱ通貨危機の発生によりｲﾝﾄﾞﾈｼｱの裾野産業も深刻
な影響を受けている。こうした状況から、JICAは1988
年10月、本案件のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査の実施をｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側にｺ
ﾐｯﾄした。

　当時のC/Pﾒﾝﾊﾞｰへのﾋｱﾘﾝｸﾞや現地調査での商工省お
よび電気、機器、ｾﾗﾐｯｸ、ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸの3つの業界代表者
とのﾐｰﾃｨﾝｸﾞの限りにおいて、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府が独自に特
定業種のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定しかつﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施している
例を見いだすことはできなかった。(2000年11～12月、
現地調査結果)
　　2002.3現在：変更点なし。

The Study on the Development of Supporting
Industries in the Republic of Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.6

コンサルタント名 （株）日本総合研究所

調
　
査
　
団

八千代エンジニアリング（株）

相手国側担当機関名 The Ministry of Industry and Trade
Mr. Agus Tjahajana Wirakusumah
Director, Directorate for Program
Development, Directorate Gneral for
Metal, Machinery and Chemical
Industries

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 96.1.30～2.10／96.2.25～3.28
96.6.18～6.26／96.8.1～9.4
96.12.8～12.21

1.産業の概況
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ経済と組立産業の現状／裾野産業振興にかかる制度・政策／ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおける部
品
　産業の現状／原材料の供給概況／現地ｱﾝｹｰﾄ調査による裾野産業・要素技術の現状分析／
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの要素技術産業／ｱｼﾞｱ地域における国際競争の現状
2.分析及び提言
　1)案件別に提案される育成戦略の方向
　　自動車産業(育成戦略の方向、基本戦略、開発指標、具体的な育成策)／電気・電子産
業
　　(現状と特徴、基本戦略、開発指標、具体的な育成策)／機械部品産業(現状と特徴、基
　　本戦略、開発指標、具体的な育成策)／要素技術産業別改善策(鋳造、鍛造、金属ﾌﾟﾚ
ｽ、
　　ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ成形加工)
　2)裾野産業の総合開発戦略
　　基本戦略／裾野産業育成目標／裾野産業育成のための施策
　　(1) 制度・政策面の整備
　　(2) 技術ﾚﾍﾞﾙ向上
　　(3) 品質管理向上
　　(4) R&D活動強化
　　(5) 中小企業向け融資制度拡充
　　(6) 人材育成制度の拡充
　　(7) 経営管理能力の向上
　　(8) 産業ｲﾝﾌﾗの整備
　　(9) 租税・関税制度の合理化と通貨業務の迅速化
　　(10)国内市場開拓支援
　　(11)輸出市場開拓支援、投資活性化活動
　3)ｱｸｱｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
　　金融・機械工業開発研究所の金属加工産業向け鋳造技術支援機能の強化／中小企業共
同
　　試験研究活動支援制度の創設／地方技術指導体制強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／裾野産業企業巡回技術
　　指導活動強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ／下請企業育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／業界団体活動の強化／裾野産業育成融
　　資制度／上級技能訓練ｾﾝﾀｰの設立／経営者能力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／中小金属加工業向け工業団地
　　建設計画／通関業務の電子化／下請取引(企業間提携)促進制度の創設／部品輸出促進
策

1.より大規模な企業も対象となるよう中
　小企業の定義が改正された。
2.工業部門だけでなく商業部門も対象に
　含むように工商省内の中小企業担当部
　局が拡張された。
3.商業銀行に対して小企業向け融資の拡
　大が義務づけられた。
4.税関ｼｽﾃﾑ改善計画に対するJICAの開発
　調査が実施された。
5.金属・機械工業開発研究所(MIDC)に対
　するJICAのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力が
　1998年度に開始された。

　ｱｼﾞｱ通貨危機のなかでｲﾝﾄﾞﾈｼｱ経済が深刻な状態となったことから、緊急支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑを策定することを目的として、本件のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査がJICAによって実施された。実施
期間は、1998年12月～1999年3月。
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2002年3月改訂

インドネシア 報告書提出後の状況

和 230,142 千円 (契約額：209,477千円）

案　件　名 英 56.90 人月

団長 氏名  猪岡　哲男

所属  ユニコ　インターナショナル（株）

10名

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 7～8

セラミック原料開発計画調査 実績額（累計）
　ｾﾗﾐｯｸ業界は原料業者に対し、調査結果を報告、供給
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの参加を呼びかけた。
　その後同国経済危機により、建築関係が冷え込み、ｾ
ﾗﾐｯｸ生産(主としてﾀｲﾙ)は、従来の20%に落ち込んだ。
このためｾﾗﾐｯｸ業界による原料開発への意欲は中断して
いる。

2002.3：変更点なし

Study on Development of  Raw Material of
Ceramic Industry in the Republic of  Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1997.2

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル（株）

調
　
査
　
団

(財)北九州国際技術協力協会

相手国側担当機関名 Institute for Research and Development
of Ceramic Industry (IRDCRI)
Ir. Meda Sagara(Director)調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 95.8.27～95.9.16／95.10.29～95.12.5
96.2.11～96.3.18／96.6.23～96.8.18
96.9.24～96.10.12／96.12.15～96.12.26

1.粘土、長石の安定供給ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　1)調査結果を一般に公開し、事業採用への働きかけを行う。
　2)事業費の決定に必要な技術情報を収集し、投資家に提供、補正調査の実
　　施。
　3)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現、操業の開始、及び実操業段階での技術的諸問題に対す
　　る適切な技術支援を行える体制の確立。
　4)採掘ｻｲﾄとｽﾄｯｸｶｰﾄﾞ間のｱｸｾｽ道路整備への支援

2.小規模坏土、釉薬調整ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　1)BBK、MOIT、小規模工業開発局、Kiara Condong地区の代表者を含む関
　　連機関で実施のための協議を行い、実施促進機関を確立する。
　2)BBK、Kiara Condong地区代表者との間で技術的検討事項を協議し、事
　　業概念の最終化を図る。

3.技術支援体制整備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　1)関連機関の間で原料開発にかかる技術支援体制整備を行うための実態組
　　織を設立する。
　2)技術支援のための計画を策定、要員の確保、予算化。

提言内容の現況は暫定措置
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2002年3月改訂

インドネシア 報告書提出後の状況

和 68,468 千円

案　件　名 英 37.54 人月

団長 氏名  田村　武正

所属  （株）ニュージェック　技師長

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 9～10

新型流れ込み式水力発電導入発展計画 実績額（累計）
2002.3現在:変更点はなし。

Feasibility Study on Introduction and
Development of Advanced Run-of-River Hydropower
Stations in the Republic of  Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／水力発電

最終報告書作成年月 1999.2

コンサルタント名 （株）ニュージェック

調
　
査
　
団

（株）EPDCインターナショナル

相手国側担当機関名 インドネシア国鉱山エネルギー省
電力エネルギー開発総局

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 （第1次）97.7.22～8.15／97.10.7～10.16
　　　　 98.1.7～1.13／98.2.10～2.16
（第2次）98.7.8～7.22／98.9.28～10.7／
　　　　 98.12.8～12.28

1.勧告／提言
　ﾁﾗｷ川の水力開発をﾓﾃﾞﾙにして、中小規模の流れ込み式水力開発を全土に普
　及させるのに必要な施策として下記勧告を行った。
　(1) 鉱山ｴﾈﾙｷﾞｰ省電力ｴﾈﾙｷﾞｰ総局を中心とした流れ込み式水力開発促進の組
　　  織作り
　(2) 人材育成
　(3) ﾛｰｶﾙ産品の積極的導入とﾛｰｶﾙ製造者技術の育成
　(4) 有利な借款条件の利用

2.合意内容
　1998年10月5日付けで、調査内容につき下記が合意された。
　(1) ﾁﾗｷ川の流れ込み式水力開発のF/Sは、開発地点の選出と最適規模並びに
　　　基本ﾚｲｱｳﾄ計画で打ち切る。
　(2) その代わり、今後中長期的観点から必要となる流れ込み式水力開発地点
　　　の選定をﾁﾗｷ川と同じ地域及び南ｽﾗｳｪｼ北部の河川について行う。
　　　結果として下記10地点の有望地点が選ばれた。
　　　　・西ｼﾞｬﾜ州　　ﾁﾌﾞﾆ川2ヵ地点、ﾁｶﾝﾀﾞﾝ川3ヵ地点
　　　　・南ｽﾗｳｪｼ州 　ｳﾛ川2ヵ地点、  ﾊｳ川3ヵ地点

　1998年以降の政治的・経済的混乱に加えて、PLNの民営化と分割の方向で進んでお
り、開発主体が明確でない為に暫くは静観の模様。
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2002年3月改訂

インドネシア 報告書提出後の状況

和 224,063 千円 (契約額：251,927千円）

案　件　名 英 60.77 人月

団長 氏名  猪岡　哲男

所属  ユニコ　インターナショナル（株）

10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 9～11

インドネシアデザイン振興計画調査 実績額（累計）
「実現／具現化された内容」を参照。

Study on master plan for design promotion in the
Republic of  Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル（株）

調
　
査
　
団

（株）三和総合研究所

相手国側担当機関名 Anwar Suprijadi
Director-General
Small Enterprises Promotion
Ministry of Cooperatives and Small
Enterprises

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

ﾃﾞｻﾞｲﾝ振興のための戦略ﾃｰﾏとして以下の5点を提言
　1)産業・企業におけるﾃﾞｻﾞｲﾝ導入上の制約を取り除き、導入意欲を引きだす
　　こと
　2)振興体制の整備を段階を追って進めること
　3)提案型／発送型ﾃﾞｻﾞｲﾅｰの育成とその活動環境整備を行うこと
　4)ﾃﾞｻﾞｲﾝの水準を高め、ﾃﾞｻﾞｲﾝを見る眼を育てること
　5)優れたﾃﾞｻﾞｲﾅｰの存在を海外に発信し、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのﾃﾞｻﾞｲﾝ資源のｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ
　　を図ること

提言実現のための具体的ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとして以下のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを提案
　1)特定地域ﾃﾞｻﾞｲﾝ振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　2)特定業種ﾃﾞｻﾞｲﾝ振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　3)ｸﾗﾌﾄ実態総合評価調査
　4)ﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

　ﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関しては、専
門家ﾁｰﾑ派遣済み。(2000.3現在実施中）
　特定地域ﾃﾞｻﾞｲﾝ振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては
まもなく開始予定。
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インドネシア 報告書提出後の状況

和 141,952 千円

案　件　名 英 35.00 人月

団長 氏名  延原　敬

所属  （株）日本総合研究所

12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　以下の5つのｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが提言された。

1)輸出振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの策定調査
2)ﾓﾃﾞﾙ工業ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ設立ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
3)下請産業見本市の開催
4)経営管理ｽｷﾙ向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
5)中小企業の競争力強化(ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ)ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

　提案ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのうち、1)輸出振興ﾏｽﾀｰﾌﾟ
ﾗﾝ作成については、ﾌｪｰｽﾞⅡ調査で実施、
また3)下請産業見本市は、「ｱｾｱﾝ自動車裾
野産業ｶﾝﾌｧﾗﾝｽ」として2000年7月にジャカ
ルタで開催。4)経営管理ｽｷﾙ向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑも
ｲﾝｶﾝﾄﾘｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとして実施中である。
　一方、2)ﾓﾃﾞﾙ工業ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ設立ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
は、ｲ側からの要請があるが具体的進展は
なく、また5)ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝについは、ｲ国の
金融情勢が不安定であるため進展していな
い。

プロジェクト終了時に現地セミナー開催。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 The Ministry of Industry and Trade
Dr. Budi Darmade
Secretary of Directorate General,
Directorate
General of Metal, Machinery
Electronies and Maltiforous Industries

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

　本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに続き、ﾌｪｰｽﾞⅡ調査として、輸出振興
ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ策定のための調査団が派遣された。
　また中小企業振興、輸出促進のための専門ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
ﾁｰﾑの派遣など、この分野における日本の協力が継続さ
れている。
　2002.3現在：変更点なし。

The Follow-up Study on the Develoment of
Supporting Industries in the Republic of
Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.6

コンサルタント名 （株）日本総合研究所

国　　　　名 予 算 年 度 10～11

実績額（累計）

98.12.5～9.12.31
99.1.27～99.2.28

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ工業分野振興開発計画（裾野産業）ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
調査ﾌｪｰｽﾞ１
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和 インドネシア裾野産業ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査ﾌｪｰｽﾞ2（輸出振興） 100,722 千円

案　件　名 英 29.00 人月

団長 氏名  手島　直幸

所属  （株）三和総合研究所

8

99.7 ～ 2000.3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

提言[1]政府のとるべき政策
1.戦略的輸出振興政策
2.商社・ｱｾﾝﾌﾞﾘﾒｰｶｰを通じた貿易金融の流れをつくる
3.ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ振興戦略
4.ﾃｻﾞｲﾝ振興戦略
5.輸出振興機関の再編成

提言[2]民間部門が取り組むべき輸出競争力向上施策
　対象6業種(繊維製品、食品、飲料、木製品、電気・電子部品、自動車部品、
機械部品)について、具体的戦略計画立案のｱｲﾃﾞｱを提案した。

　NAFEDをはじめ、産業貿易省、農業省、商工会議所、業界団体、JETRO、JICA
専門家を集めたｽﾃｱﾘﾝｸﾞｺﾐｯﾃｨを組織し、調査計画、調査報告書、提言等を協議
した。

　輸出振興機関の再編成については、徐々
に実行に移されている。

　民間部門への提言については、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
期間中に行ったｱﾄﾞﾊﾞｲｽに基づき、輸出実
績を増加させる事例がみられる。

1.輸出企業の経営診断調査に同行
2.2000年2月ｼﾞｬｶﾙﾀにて1日間のﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催(中小企業経営者、NAFED Staff約150名
　参加)

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 National Agency for Export Development
(NAFED)
Ministry of Industry and Trade
Chairman Gusmardi Bustami

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

2002.3現在:新情報なし。

The Second Phase of the Follow-up Study on the
Development of Supporting Industries in
Indonesia Export Promotion

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 2000.3

コンサルタント名 （株）三和総合研究所

国　　　　名 予 算 年 度 ～11

実績額（累計）
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報告書提出後の状況

和 205,424 千円

案　件　名 英 155.00 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

日本オイルエンジニアリング(株)

国　　　　名 予 算 年 度 51～52

実績額（累計）
石油産業開発計画調査

マレイシア

 畠山　勉

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化が進んでいる。
　本報告書の勧告の主旨に従い、同国の短長期に於ける石油探鉱
開発計画が策定され、同国会議によりPETRONASにより本計画は遂
行中である。具体化されている内容は次の通り。
1.ｱﾝﾓﾆｱ尿素ﾌﾟﾗﾝﾄ
　　ｻｲﾄ：ｻﾗﾜｸ州　Bintulu
　　規模：ｱﾝﾓﾆｱ 33ﾄﾝ/年、尿素49.5万ﾄﾝ/年
2.石油精製ﾌﾟﾗﾝﾄ
　(1)ｻｲﾄ：ﾄﾚﾝｶﾞﾇ州Kerteh
　　 規模：3万ﾊﾞｰﾚﾙ/日の精製能力
　(2)ｻｲﾄ：Malaka
　　 規模：16.5万ﾊﾞｰﾚﾙ/日の精製能力

1999.11　現在：変更点なし

Master Plan Study for the Development of
Potroleum & Natural Gas Resources in Malaysia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1978.3

1.計画の概要
　ﾏﾚｲｼｱ国の石油開発はようやく緒について段階であり、1974年に制定された石油開発法に
よって、国営石油会社PETRONASが設立され、今後第3次5ヶ年計画のもので、石油及び石油
化学全般にわたるﾏｽﾀｰ･ﾌﾟﾗﾝの作成が計画され、わが国に同調査の要請が出された。
 (1)調査の内容
　ﾏﾚｲｼｱ国における石油及びｶﾞｽの埋蔵量を評価し、同国における石油及びｶﾞｽの将来の生産
推移を予測すると共に、必要とされる生産施設の規模及び型を提言し、同国内の石油及び
ｶﾞｽ資源の開発策定に際しての必要事項を調査する。
　Ⅰ　対象油田、ｶﾞｽ田
　　a.比較的長い実績を有する油田 4ヶ所　c.開発待機油田 11ヶ所
　　b.比較的短い実績を有する油田 4ヶ所　d.未開発油田   16ヶ所
　Ⅱ　調査事項
　　a.地質及び物理探査資料の解析　f.既存生産施設の処理能力の評価
　　b.坑井特性の解析              g.油田施設概念設計
　　c.油層液体特性の解析          h.投資額の算定及び投資時期
　　d.油層推移挙動調査            i.経済検討
　　e.油層ｼｭﾐﾚｰﾀによるﾋｽﾄﾘｰ･ﾏｯﾁ
2.結論及び勧告
 (1)ﾏﾚｲｼｱの原油及びｶﾞｽ埋蔵量
                     原油             ｶﾞｽ
　　原始埋蔵量    3.994.6MMSTB    46.931.4MMMSCF
　　可採埋蔵量      862.9MMSTB    14.547.0MMMSCF
　　（百万ｽｯﾄｸﾀﾝｸ･ﾊﾞﾚﾙ）　（1 Billion Standard Cubic Feet）
 (2)既存の生産施設に対する提言
　計量ｼｽﾃﾑの改善、Dehydrationｼｽﾃﾑの改善、海上生産設備のﾘﾓｰﾄ･ｺﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑの採用
 (3)生産中油田に対する提言
　Saba, Sarawakのｶﾞｽ／ｵｲﾙratio　最大生産可能量、二次回収の有り方、その他
 (4)開発予定油田／ｶﾞｽ田の生産可能性
　Bekok, Pulai, Seligi油田…109.200bpd　　　　(*)へ続く

勧告遂行の為PETRONAS機能を強化、国営操業会社
の設立（CARIGARI），P.S.ｺﾝﾄﾗｸﾄの改定実施
（EXXON, SSHELLとの）を実行している。
CARIGRIは独自の探鉱事業及びｻﾗﾜｸ沖海洋油田の
操業に従事している。

このﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに基づいて尿素肥料工場建設のF/S
が行われ、実現した（次ぎの案件を参照）また、
提言に基づいてPETRONASの機能強化のために国営
の資源探索・操業会社が別会社として設立され、
探鉱事業およびｻﾗﾜｸ沖海洋油田の操業に関わるこ
とになった。（1997年10月現地調査結果）

ｻﾊﾞ、ｻﾗﾜｸが中心であった原油生産が、半島沖油、ｶﾞｽ田郡の発見、開発により、生産量は増大して
いる。加えて、多量の天然ｶﾞｽ埋蔵が確認され、ｻﾗﾜｸではLNGﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが発足し、半島側では
Penninsular Gas Projectとして半島部の国内需要に向けると共に、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに対しても輸出する
事業が開始されている。

(*)より
Tapis油田…53.850bpd、Bekok, Pulaiｶﾞｽ田…150MMMSCF/D（20年）
　Erb油田…20.000bpd、B12ｶﾞｽ田…41MMSCF/D
　Central Lucoria E6油田…30.000bpd
　Central Lucoria ｶﾞｽ田（6ｶﾞｽ田合計）……1.34MMSCF/D（20年）

(1)、(2)と並んで石油化学ﾌﾟﾗﾝﾄ建設の勧告もなされたが、市場、財務、労働力の条件に制限が有
り具体化されていない。

調 査 団 員 数

現地調査期間 76.11.15～11.21
76.12.12～77.1.17

国営石油会社（PETRONAS） 石油開発公団石油開発技術センター
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和 483,950 千円

案　件　名 英 177.78 人月

団長 氏名

所属
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合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 88.1.31～3.30(14)／88.5.22～6.5(10)
88.10.16～12.14／89.3.15～3.24(計26)
89.10.16～12.14(17)／90.6.3～6.22(10)

M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1990.11

Malaysian Industrial Development
Authority
マレイシア工業開発庁（MIDA）担当者名（職位）

日本貿易振興会

(*)より
2)中小企業金融
ﾏﾚｰｼｱ開発銀行、ﾏﾚｰｼｱ産業開発公庫、ﾏﾚｰｼｱ産業金融等が設備近代化資金やﾌﾞﾐﾌﾟﾄﾗ企業を対象とし
た新規開業資金等、各種長期資金を提供している。また小規模企業向けにはCGC（Credit
Guarantee Corporation）が所轄する信用保証制度があり、信用力の落ちる企業に対し保証を行っ
ている。
3)人材育成
NPC（National Productivity Corporation）・MARA（Majlis Amanah Rakyat）・CIAST（Center
for Instructors and Advanced Skills Training）等の各種人材育成機関が中小企業向け研修ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑを用意している。現在新ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとして、Japan Malaysia Technical Institute （JMTI）が
注目されている。
4)技術開発支援
SIRIM（Standard and Industrial Research Institute of Malaysia）が標準化・品質検査・研究
開発を行っているほか、そのSmall and Medium Scale Industries Development Department
（SMI）が中小企業への品質管理・技術管理（Technology Management）・ITAF手続き等を指導して
いる。
5)ｲﾝﾌﾗ整備
MIEL（Malaysian Industrial Estates）が各地に中小企業向けの工場団地を造成している。現在で
は8ヵ所、267ｴｰｶｰ・488工場の建設が完了し、分譲・賃貸されている。このほか各州政府関係機関
が中小企業向け団地を建設している。（1997年10月現地調査結果）

国　　　　名 予 算 年 度 62～2
工業分野開発振興計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

　本調査は、ﾏﾚｲｼｱにおける戦略輸出育成のための総合的な協力を目指すもの
で、ﾏﾚｲｼｱ工業分野における選定業種について現状を調査分析の上、それらの育
成と輸出振興のための総合ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定することを目的とする。
　さらに、日本とﾏﾚｲｼｱの合弁・技術提携を促進すべく、当該業種における日本
の投資・合弁希望企業に関する情報を整備する。
　本調査までの経緯は以下の通り。
　1986年4月：ﾏﾚｲｼｱ側から日本政府に正式要請提出。
　1986年9月：JICAｺﾝﾀｸﾄﾐｯｼｮﾝ派遣
　1987年2～8月：JICA短期専門家派遣。
　1987年8月：事前調査団派遣、S/W締結。
　1988年1～9月：本調査第1年次
　　　　（金型、金属製自動車部品、陶磁器およびｶﾞﾗｽ製品）
　1988年10月～1989年7月：本調査第2年次
　　　　（ｵﾌｨｽ用電子機器、陰極管、ｾﾗﾐｯｸICﾊﾟｯｹｰｼﾞ／基盤、ｺﾞﾑ履物）
　1989年10月～1990年11月：本調査第3年次
　　　　（錫製品、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ及び周辺機器）及び調査各年次の提案ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに
　　　　　関する総合的取り纏め

提言：
1. 投資促進活動の拡充・強化
2. 人材育成強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
3. 高付加価値産業工業団地建設計画調査
4. 中小製造業企業向け金融・信用保証制度の拡充
5. 中小製造業企業技術支援
6. SIRIM･AMTCの金型部門の拡充
7. 業界団体活動の活性化支援
8. 輸出振興活動の拡充強化
9. 工業標準化・品質管理推進
10.R＆D活動の強化（窯業技術ｾﾝﾀｰ技術支援、ｺﾞﾑ研究所設備増強）

（高付加価値産業工業団地建設計画調査）
　JICA開発調査「ﾊｲﾃｸ工業団地建設計画」
（FS，1990-91）を実施
（中小製造業企業向け金融・信用保証制度の拡
充）
　円借款「中小企業育成事業」（139.8億円、
1992.5.28調印）供与により中小企業に工場建
設、設備投資等のための中長期資金を低利で提
供
（工業標準化・品質管理推進）
　JICA開発調査「工業標準化・品質管理振興計
画」（MP，1991-2）を実施

JICA開発調査の提言等にもとづき、1993年
MATRADE（ﾏﾚｰｼｱ貿易公社）、1996年SMIDEC（中
小企業開発公社）が設立された。
1997年現在の主要な裾野産業育成政策は次の通
り
1)ﾍﾞﾝﾀﾞｰ開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（VDP）
VDPは大企業－中小企業間の協力関係を政府主導
の下で築いていこうとするもので、日本の系列ｼ
ｽﾃﾑがﾓﾃﾞﾙになっている。ﾌﾟﾛﾄﾝ社の“ﾌﾟﾛﾄﾝ･ｺﾝ
ﾎﾟｰﾈﾝﾄ･ｽｷｰﾑ”から始まり、VDPに発展した。VDP
はﾏﾚｰｼｱ通産省が、下請中小企業（ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企業）
の育成を図ることを目的とし、同省・多国籍大
企業（ｱﾝｶｰ企業）・金融機関が連携する三者協
定方式のもとに実施される。この方式では従来
のように、政府が優遇貸付を行う代わりに、民
間金融機関がｱﾝｶｰ企業とともに、支援に取り組
むもので、国の直接的な財政負担はない。当該
ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企業は大企業との取引先としての信用度
の高さをもとに、既存融資制度の活用により、
長期低利の資金調達を図る。(*)に続く

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

住友ビジネスコンサルティング(株)

2002.3現在：変更点なし

The Study on Selected Industrial Product
Development

調 査 団 員 数

 青木　平八郎

 日本貿易振興会

コンサルタント名
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2002年3月改訂

マレイシア 報告書提出後の状況

和 175,113 千円 (契約額：170,418千円)

案　件　名 英 48.46 人月

団長 氏名

所属

14

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 3～4
工業標準化・品質管理振興計画調査

実績額（累計）
2002.3月現在：進捗情報不詳

Study on the Industrial Standardization and
Quality Assurance Improvement Programme in
Malaysia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1993.1

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 坂梨　昌保 (財)日本規格協会

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 SIRIM(Standards and Industrial
Research Institute of Malaysia)
Dr. Hamzah Kassim, Head, Corporate
Division

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 92.2～1.5ヶ月
92.6～1.5ヶ月
92.11～0.3ヶ月

　下記、工業標準化・品質管理振興の4つの主要目標を設定、それに沿って計52
件の提言を行った。
1.地元企業の品質・技術向上による産業間、業種間ﾘﾝｹｰｼﾞの促進
　1)品質管理取り組みの奨励・支援
　2)標準化への認識向上
　3)規格開発・改訂強化による品質管理・標準化基盤作成

2.ﾏﾚｲｼｱ製品に対する輸出市場での信頼性確保
　1)国内認証制度の改善・充実による品質・技術向上確保
　2)国際性のある品質管理ｼｽﾃﾑの普及を通じての信頼性獲得
　3)国際的に認知された制度による試験検査の実施

3.技術開発と国民生活の調和促進

4.技術ｲﾝﾌﾗの展開を通じて産業の競争力確立
　1)R&Dの将来的基礎の形成
　2)技術人材の長期的育成への着手
　3)品質管理普及のための場の確保
　4)品質管理の評価体制確立

（1994年3月現在）
1.提言4-4)に関し、SIRIM計量ｾﾝﾀｰ拡充ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄをﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「SIRIM計量
ｾﾝﾀｰⅡ」（1996.3-2000.2）により実施

2.提言1.に関し「工業分野開発振興計画
（裾野産業）調査」を1994-1995年度実施

・工業規格検討委員会を組織して標準のﾄﾞ
ﾗﾌﾄと作成中である。その委員会はﾌﾟﾗｽﾃｨｯ
ｸ加工、鋳造・鍛造、ｾﾒﾝﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ、ｹｰﾌﾞ
ﾙ･ﾜｲﾔｰ等の8委員会であり、1992年から随
時開始した。現在検討中の工業標準の70％
が国際規格からのものである。
・ACCSQ（Asean Consulting Committee
for Standard Quality）に参加し、ｱｾｱﾝ域
内での規格統一や相互認証等の制度を検討
している。規格はｱｾｱﾝ独自のものをつくる
のではなく、国際標準をﾍﾞｰｽとする。
・品質向上はQIP（Quality Improvement
Program）がNPCにより推進されている。現
在ISO9000取得済みの会社は約1,200社ある
が、内中小企業5-10％（約100社）であ
る。この中小企業は、1,000社以上あるの
で、取得会社は1割に満たない。
・TQMはRaya Plastic Manufacturingと
Ingressの2社をﾓﾃﾞﾙ工場にして普及を図っ
ている。
（1997年現地調査結果）

JICA調査の52の提案について、SIRIM・NPCは真摯に実行している。工場標準・品質管
理は徐々に向上していると思われる。しかし一方では、部品ﾕｰｻﾞｰの仕様は、個々の調
達品限りの仕様である場合が多い。供給もとの中小企業はまだ技術的には高度のもの
には対応できないため、やむをえず質を落としているｹｰｽもある。これは他方、質の良
いものは価格が高く、予算との兼ね合いで仕様も落とさざるを得ないという事情もあ
る。（1997年現地調査結果）
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2002年3月改訂

マレイシア 報告書提出後の状況

和 82,950 千円

案　件　名 英 21.50 人月

団長 氏名

所属

5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 4～5
SIRIM計量センター拡充計画

実績額（累計）
　SIRIM計算ｾﾝﾀｰにおいて取扱う計量分野の拡大と設備の拡
充、及び技術者の増員と養成
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式の技術協力の実現に向け調査団を派遣した。
・事前調査団（1995.3.12～3.25）
・長期調査団（1995.6.12～6.23）
・実施協議調査団（1995.9.4～9.12）
・計画打合せ調査団（1997.2.24～3.5）
・運営指導ﾁｰﾑ（1998.6.21～6.27）
・巡回指導調査団（1998.9.25～10.3）
・終了時評価調査（1999.10.13～10.30）
具体的実施に向けて専門家派遣及び研修員受入れを実施した。
　　・長期専門家派遣
　　　　ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ（1996.6～2000.2）延べ2名
　　　　調整員       （1996.5～2000.2）1名
　　　　長さ         （1996.5～2000.2）
　　　　電気         （1996.5～2000.2）
　　　　圧力         （1996.5～1998.7）
　　　　振動         （1996.5～1998.5）　　　(*)へ続く

The Study for Upgrading the Measurement Centre,
SIRIM

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1994.1

コンサルタント名 (財)日本品質保証機構

調
　
査
　
団

 三井　清人 国際航業(株)

 (財)日本品質保証機構 相手国側担当機関名 SIRIM Berhad
Mr. Md. Nor bin Md. Chik
General Manager
Naional Measurement Centre

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 93.6～7（1ヶ月）
93.11（0.5ヶ月）

1. ﾏﾚｲｼｱ工業の現状
2. 計量制度と法規制
3. 計量体系の現状と問題点
4. 量別に見たSIRIM計量ｾﾝﾀｰの現状と問題点
5. 産業界の要望
6. SIRIM計量ｾﾝﾀｰ拡充計画に係わる提言

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「SIRIM計量ｾﾝﾀｰ
Ⅱ」（1996.3-2000.2）の実現
1999年9月までの投入実績：
　　専門家派遣（延べ）：
　　　長期7名、短期24名、研修員受入れ
　　　14名、機材供与3.5億円
技術的移転内容：長さ､圧力､電気､振動分
　　　　　　　　野の標準設定技術､標準
　　　　　　　　維持管理技術・校正技術

・計量標準の検討を1996年から行い、ﾄﾞﾗﾌ
ﾄは完成した。1998年にNational
Measurement Lawとして制定する予定であ
る。
・APMP（Asia Pacific Measurement
Program）とAPRMF（Asia Pacific Regal
Measurement Forum）のｾﾐﾅｰに研修員
（trainee）を派遣予定。
・1991-1995年の当ｾﾝﾀｰ支出実績はRM20
millionであったが、政府は当ｾﾝﾀｰを強化
するため、1996-2000年の予算をRM645
millionとした。
・2001年6月に当ｾﾝﾀｰ拡充のため、移動予
定。
（1999年10月現地調査結果）

　近年のﾏﾚｲｼｱの急速な工業化に伴い、中小企業の製造技術の高度化が進み、現有設
備・技術では対応できなくなっている。このため、計量ｾﾝﾀｰとしては、第6次ﾏﾚｲｼｱﾌﾟﾗ
ﾝにおいてその設備充実のため予算獲得を実現、また開発調査の提言に従い、校正部門
を第3ｾｸﾀｰに移管し、計量ｾﾝﾀｰは、より高度な研究機関になるべく体制整備を開始し
た。これに協力するために本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが具体化した。
 (*)より
・短期専門家派遣
　　電気           （1996.10～）延べ13名
　　振動           （1996.10～）延べ 3名
　　長さ           （1997. 2～）延べ 4名
　　圧力           （1997.12～）延べ 2名
　　計量、計測一般 （1999. 7～）延べ 2名
・研修員受入れ
　　視察型         （1996.10）  延べ 3名
　　電気           （1997. 5～）延べ 6名
　　振動           （1997. 5）   1名
　　圧力           （1998.10）   1名
　　長さ           （1997. 7）  延べ3名
2002.3現在：新情報なし

　SIRIMは1996.9.1付で従来の国立研究所から研究公社に組織替えした。目的は国家公
務員の給与が低く、優秀なﾘｻｰﾁｬｰが採用しにくい為、日本の民活をみならって公社化
した。しかし、全額国家負担であり、体外的にもﾏﾚｲｼｱ唯一の公的計量研究及び検定機
関である。



個別プロジェクト要約表 ＭＹＳ 105

2002年3月改訂

マレイシア 報告書提出後の状況

和 242,222 千円

案　件　名 英 68.52 人月

団長 氏名

所属

12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 5～7
工業分野振興計画（裾野産業）調査

実績額（累計）
　本件調査期間中から中小企業関連組織の変更の動きが
あった。
　これが半年後に独立機関の設立として実現した。この
間、個別のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進については若干遅れたが、政
府内での中小企業政策への認識が大きく変わった。

2002．3現在：変更点なし

A Study on the Development and Promotion Plan
for the Supporting Industry in Malaysia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／機械工業

最終報告書作成年月 1995.8

コンサルタント名 (株)日本総合研究所

調
　
査
　
団

 延原　敬 (株)日本アジア投資

 (株)日本総合研究所 相手国側担当機関名 The Ministry of International Trade
and Industry Mr. Kassim bin Sarbani
Deputy Director, Small Medium
Industries, MITI

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 94.3.17～3.30／94.6.27～8.5
94.9.22～9.28／94.11.23～12.22
95.3.16～3.22／95.6.1～6.10

1. 産業の概況
　ﾏﾚｲｼｱにおける自動車産業の概況／自動車部品産業の現状／自動車部品産業に関す
る政策／主要な自動車ﾒｰｶｰ自動車部品ｱｾﾝﾌﾞﾗｰのｱｼﾞｱ地域戦略／日本からの投資及び
技術提供の可能性

2. 分析及び提言
1)総合開発戦略（1996-2005）
第1ﾌｪｰｽﾞ（1996-2000）
　自動車部品産業保護政策の転換による経営者意識の改革／ｷｰｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ部品製造技術
確立／ASEAN域内市場への自動車部品供給推進／個々の自動車部品製造企業の生産
性・品質管理能力向上／人材育成機関整備／外資系企業の誘致・技術提携推進／健全
な自動車需要育成／ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｻﾌﾞｾｸﾀｰ育成による産業間ﾘﾝｹｰｼﾞの確立
第2ﾌｪｰｽﾞ（1996-2005）
　製品開発能力の向上／先進国市場への自動車部品輸出の拡充／先端技術を有する人
材の育成
2)ｸﾞﾙｰﾌﾟ毎の開発戦略
a.ｷｰｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ部品のｸﾞﾙｰﾌﾟの育成
　ｷｰｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ部品国産化推進／競争力（特に価格競争力）の強化／自前の開発技術高
度化
　（製品改良から製品開発まで）
b.輸出振興型部品ｸﾞﾙｰﾌﾟの育成
　輸出企業の誘致／電子関連自動車部品の裾野拡大／競争力強化のための構造改革と
制度的受け皿の整備／海外市場開拓支援／企業経営体質の強化
c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｻﾌﾞｾｸﾀｰの育成
　人材育成策の強化／支援体制の再構築
3)自動車部品産業育成のための具体策
　規制緩和推進ﾒｶﾆｽﾞﾑの確立／ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞﾀｳﾝ構想／自動車研究・試験・情報ｾﾝﾀｰの設
置／下請育成計画（VDP）の拡充／外国投資促進活動強化及び企業間提携促進計画拡
充ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／自動車関連業界組織の活動強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／巡回指導強
化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／ｼﾞｮｲﾝﾄR&D推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／自動車需要安定化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ／海外市場開拓支援ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑ

1.通商産業省(MITI)の中小企業局が1996年5
月SMIDEC（中小企業開発公社）として独立
し、VDPの拡充等の提案実現が図られてい
る。

2. MIDA等が従来あまり積極的でなかった海
外からの投資誘致活動に本腰を入れだした。

3. 民間企業が中心となりｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞﾀｳﾝの建
設が進められている。

ﾍﾞﾝﾀﾞｰ開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（VDP：Vender
Development Program）が1993年から実施さ
れた。VDPはﾏﾚｰｼｱ通産省が、下請中小企業
（ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企業）の育成を図ることを目的と
し、同省・多国籍大企業（ｱﾝｶｰ企業）・金融
機関が連携する三者協定方式のもとに実施さ
れる。この方式では従来のように、政府が優
遇貸付を行う代わりに、民間金融機関がｱﾝｶｰ
企業とともに、支援に取り組むもので、国の
直接的な財政負担はない。当該ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企業は
大企業との取引先としての信用度の高さをも
とに、既存融資制度の活用により、長期低利
の資金調達を図る。1996年現在、ｱﾝｶｰ企業は
54社、それらｱﾝｶｰ企業が発掘した企業が94社
である。現在、VDPは企業家開発省に移管さ
れている。
また、JETROから1997年に金型専門家2名が派
遣され7社の指導を実施した。
（1997年10月現地調査結果）

(*)から
2)対象となる中小企業は、ｱﾝｶｰ企業と直接取引のある一次ﾍﾞﾝﾀﾞｰに限られており、二
次下請企業に対しては適用されない。したがってVDPは裾野の広い下請産業育成に発展
しない等の問題を抱えている。（1997年現地調査結果）

VDPは一次下請企業の育成には貢献したものの、
1)対象となる中小企業は原則としてﾌﾞﾐﾌﾟﾄﾗ企業（ﾌﾞﾐﾌﾟﾄﾗ資本が70％）であり、裾野
産業の大部分を占める中国系企業は対象にならない。
(*)へ続く
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2002年3月改訂

マレイシア 報告書提出後の状況

和 117,452 千円

案　件　名 英 24.29 人月

団長 氏名

所属

10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 6～7
クリムテクノセンター経営企画調査

実績額（累計）
1.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、1996～2000年を計画年次とする第7次
国家5ヵ年計画に、国家的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして盛り込まれ
た。
2.1996年4月1日～7日（米国ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ）、4月15日～22日
（東京、大阪、熊本、福岡）、4月18日～23日（米国ｻﾝ
ﾌﾗﾝｼｽｺ）でｾﾐﾅｰを開催し、企業誘致を推進している。
3.ﾊﾏﾀﾞ重工（北九州市、半導体生産）等の進出等、企
業立地が実現しつつある。
4.ﾐﾉﾙﾀ（株）よりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのｽｹｼﾞｭｰﾙに関する資料請求
があった。
2000年10月19日東京でｾﾐﾅｰを開催し、企業誘致を促進
している。また、富士電機（ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ）の進出等、企
業立地が実現しつつある。
2002.3現在：新情報なし

Study on Management and Planning of R&D
Supporting Facilities (Techno Centre) for Kulim
Hi-Tech Indnstrial Parkin MALAYSIA

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1995.11

コンサルタント名 (財)日本立地センター

調
　
査
　
団

 藤井　隆 日本工営(株)

 (財)日本立地センター 顧問 相手国側担当機関名 -Kulim Technology Park
 Corporation SPN. BHD TEOH,
 SOON-LIANG (Director)調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 95.6.1～7.13

1.ﾃｸﾉｾﾝﾀｰの戦略的経営方針
(1)ﾃｸﾉｾﾝﾀｰの機能
　1)R&D支援機能（物性・表面分析／環境分析）、2)ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ機能、3)人材育成機能、4)情
報提供機能、5)交流機能
(2)ﾃｸﾉｾﾝﾀｰの組織
　1)ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ･ﾃｽﾃｨﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰ、2)ﾏﾃﾘｱﾙ&ｻｰﾌｪｲｽ･ｱﾅﾘｼｽ･ｾﾝﾀｰ、3)ｴﾝﾊﾞｲﾛﾒﾝﾀﾙ･ｱﾅﾘｼｽ･ｾﾝﾀｰ、4)
ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ･ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｾﾝﾀｰ、5)ﾋｭｰﾏﾝﾘｿｰｽ･ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ･ｾﾝﾀｰ、6)ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ｾﾝﾀｰ、
7)ｾｰﾙｽ&ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝｶﾝﾊﾟﾆｰ（需要開拓のための機関として、別組織の設立）
(3)事業運営体制作りの基本方針
　1)公共性を持った民間的事業、2)外国企業との共同化の推進、3)民間企業の参画促進の
ための優遇措置の設置、4)事業調整・連携機能の充実、5)優秀な人材のﾘｸﾙｰﾄ戦略の構築

2.ﾃｸﾉｾﾝﾀｰの財務計画
(1)総投資額は86.74百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ（1995年価格、施設28.73百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ、機器58.01百万ﾘﾝｷﾞｯ
ﾄ）
　第1ﾌｪｰｽﾞ　64.51百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ（施設24.26百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ､機器40.25百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ）
　第2ﾌｪｰｽﾞ　13.55百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ（施設 2.6 百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ､機器10.95百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ）
　第3ﾌｪｰｽﾞ　 8.68百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ（施設 1.87百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ､機器 6.81百万ﾘﾝｷﾞｯﾄ）
(2)新事業主体として、KPTC/KSDC：51％、政府：29％、民間：20％の第3ｾｸﾀｰを提言。

3.ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ設立・運営のための提案
(1)立ち上げのための提案
　国家発展戦略の最重要計画としての位置づけ／責任体制明確化／速やかな予算化／建設
早期着手／円滑な設備導入／情報ｻｰﾋﾞｽ提供の先行実施／専門技術者の確保・養成
(2)ﾃｲｸｵﾌのための提案
　世界の先端研究開発期間へのｱｸｾｽ／大学・連合大学院の誘致／国内外のﾃｸﾉｾﾝﾀｰとの協力
補完関係確立
(3)有効利用のための提言
　相対的立地条件改善／工業発展のﾓﾃﾞﾙとしての位置づけ／先端科学技術機関としての位
置づけ／地域の環境対応と企業の環境対応の接点に／ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱの教育革命へ／部品輸出へ

　提言に従って、各方面において、下記の
ような分野が具体化しつつある（主なもの
を記述）。
・University Technology Malaysia(UTM)
とｼﾞｮｲﾝﾄﾍﾞﾝﾁｬｰ契約
・MIMC Electronic Materialsとｼﾞｮｲﾝﾄﾍﾞﾝ
ﾁｬｰ契約
・University Sains Malaysiaとｼﾞｮｲﾝﾄﾍﾞﾝ
ﾁｬｰ契約

すでに建屋は着工されており、若干の遅れ
はあるものの、完成間近。すでに供用が開
始されているInformation Technology
Centerと連携してｻｰﾋﾞｽを来年内には開始
することになっている。

1)当財団に、同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの内容に関する問合せがあり、これに対応した。
2)Kulim Technology Park Corporationから、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進に関する情報誌
「Techno-Tides」が送付されてきている。
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2002年3月改訂

マレイシア 報告書提出後の状況

和 126,915 千円

案　件　名 英 30.79 人月

団長 氏名

所属

11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 9～10
マレイシア省エネルギー促進計画調査

実績額（累計）
報告書提出後、短期専門家の派遣が行われ、省ｴﾈﾙｷﾞｰ
推進の為の作業を行っている。
2002.3現在：新情報なしStudy on Promotion of Energy Efficiency in

Malaysia
調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 99. 0

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

 橋本　章則

 テクノコンサルタンツ(株) 相手国側担当機関名 Department of Electricity and Gas
Supply, Malaysia (JBE & G)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 97.2～97.3／98.6～98.7
98.9～98.10／99.2

1. 省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進政策と制度に関する提言
 1) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進ｺｰﾃﾞｨﾈｰｼｮﾝﾎﾞｰﾄﾞの設立
 2) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ規則の制定
 3) 判断基準及びｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成
 4) ｴﾈﾙｷﾞｰ管理企業制度とｴﾈﾙｷﾞｰ管理者制度
 5) ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者資格制度
 6) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ表彰制度
 7) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ優遇制度の確立

2. 診断施設・工場への提言
 1) ﾐﾝｺｰﾄﾋﾞｽﾀﾎﾃﾙへの提言
 2) ﾊﾞﾝﾀﾞﾙｳﾀﾏｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰへの提言
 3) ｾﾚﾝﾊﾞﾝ病院への提言
 4) APMC社ﾗﾜﾝ工場（ｾﾒﾝﾄ）への提言
 5) ｾﾝﾄﾗﾙｼｭｶﾞｰｽﾞﾘｱｲﾅﾘｰへの提言
 6) ｱﾑｽﾃｰﾙﾐﾙへの提言

　調査実施中にﾏﾚｲｼｱｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰが設立さ
れ、その中の組織として省ｴﾈﾙｷﾞｰ部が設立
される予定であった。
　現在、ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰによって、独自に省ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ診断を実施している。
　一方制度面では、省ｴﾈﾙｷﾞｰ法の制定を目
指し、ﾚﾎﾟｰﾄ中で提案された制度の確立を
図っている。

　ﾏﾚｲｼｱでの省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進の為には、外国の技術協力が必要条件であり、日本からの継
続的な専門家派遣等の協力が必要である。
　2000.11現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのため追加情報の収集は不可
能。
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2002年3月改訂
マレイシア 報告書提出後の状況

和 裾野産業技術移転計画調査 千円

案　件　名 英 人月

財団法人素形材センター

団長 氏名 阿部典文 神鋼リサーチ株式会社

所属 財団法人素形材センター

13
00.2～00.3/00.6～00.7/00.9/01.1

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  遅延・中断

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 ペナン開発公社

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

2002.3現在:新情報なし

実施プログラムは工業･貿易局の指導のも
とに優先順位に従い、投入可能な人材、設
備、及び予算を考慮しながら、詳細実行計
画を順次立案することがステアリングコ
ミッティーにて議決されている。

国　　　　名 予 算 年 度 11～12

実績額（累計） 221,331

･調査目的:裾野産業(SI)振興を目指して以下の2点を実施することにある。
1.　SI企業への直接の技術移転による企業の競争力の向上
2．PDC及び関連機関が実施すべきSI振興策の提言
･裾野産業強化施策にかかる提言:　4つの戦略
1.　付加価値向上を目指し、企業の持つ経営資源の有効活用を図るための生産
技術活動支援
2.　ペナン及び周辺地区のMNCsや地場の大企業の多様なニーズに応えられる裾
野産業における生産活動の多様化及び各種サービスの充実の推進
3.インフォメーションテクノロジー(IT)のSMIsにおける使用を積極的に推進
し、顧客の獲得、市場情報や技術情報へのアクセス、資材調達への応用などを
支援。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4.中小企業経営者に対
する近代的な経営技術の教育システムを強化し、経営合理化を推進し、対等な
事業協力者として大企業や金融機関の信頼を獲得し、取引の機会の拡大を促
進。
･裾野産業強化のための戦略実現のための実施プログラムは以下のように提案さ
れている。
1.生産技術開発ユニットの設立
2.巡回指導ユニットの設立
3.技術高度化諮問委員会の設置
4.現地調達率向上のため協議会設立
5.原材料共同調達システムの構築
6.経営管理教育の強化
7.経営コンサルタント制度の導入

Study on Strengthening Supporting Industries
through Technology Transfer in Malayssia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／機械工業

最終報告書作成年月 01.　2

コンサルタント名
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 72,379 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 75.2.25～3.20

国家経済開発庁ユニコ　インターナショナル(株)高分子工業部長

1.計画の概要
　下記に関する現地調査を実施し、同国石油化学工業の問題点、将来のありかたに関する
第一報告書（Orientation Report）をまとめる。
(1)国内及び海外の市場調査を行い、関連製品の需要予測を行う。
(2)原料・副原料・中間原料の入手可能性の調査を行う。
(3)石油化学ｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽに関する検討
　   立地条件の調査
　   建設費用の算定
     ﾕｰﾃｨﾘﾃｨに関し、その消費量との検討
     ﾌﾟﾛｾｽ･ｽｷｰﾑの選定、適正規格の選択
     その他
(4)経済性及び国家への貢献度の評価
2.結論及び勧告
　　　（Orientation Reportの概要）
(1)窒素肥料ﾌﾟﾗﾝﾄについては相当規模のものの建設が可能であろう。
(2)合繊原料の製造を主体化するｱﾛﾏﾃｨｯｸ系Complexの建設は、時期尚早
　　（合繊工業を興す場合は原料輸入が適当）であろう。
(3)今後の比国石油化学工業は、ｵﾚﾌｨﾝ系製品の製造を志向すべきであろう。

遅延となった理由としては
1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの経済性がそれ程高くないためと推定される。
2.度重なるｵｲﾙｼｮｯｸによる需要減退採ﾅﾌｻﾍﾞｰｽ石油化学（特にｵﾚﾌｨﾝ系）工業の経済的後退。
3.計画当時の製油設備（Filcilt）がｽｸﾗｯﾌﾟされ、Caviteに立地するﾒﾘｯﾄがなくなった。
4.ﾌｨﾘﾋﾟﾝの経済状況の悪化。
5.政変

　5年経過すると文書はｱｰｶｲﾌﾞに送られることになっており、本開発初調査も20年を過ぎて手元に
なく、先方では何も答えられない。NEDAは本来この種のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを担当する機関ではなく、当時ど
ういった経緯でNEDAになったのか知る術もない。1995年11月現在ｶﾋﾞﾃにて同種のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの動きは
ないことから、本件調査は実現化に向かわず中止・消滅したものと解すべきである。（1995年11月
現地調査結果）

　台湾資本によるLuzon Petrochemicalﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（230.000t/y，ｴﾁﾚﾝ）が1994年完工目標で計画進
行中。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

日揮(株)

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ及びﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ工場稼働中。
ｴﾁﾚﾝ計画は進行中。

1999.11現在：新情報なし
Pre-Feasibility Study for the Development of
Petrochemical Industry in the Philippines

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／化学工業

最終報告書作成年月 1975.11

コンサルタント名

担当者名（職位）

ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 49～50

実績額（累計）
石油化学工業開発計画調査

フィリピン

 千野　武司
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 133,072 千円

案　件　名 英 36.98 人月

団長 氏名

所属

14

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 57
マニラ市火力発電所リハビリテーション計画調査

実績額（累計）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化が進んでいる。
1983.02　NPCと西日本技術開発との間に輸銀のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ融資を
ﾍﾞｰｽとした準備作業の為の第一次ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約
1983.03　NPC輸銀に対して融資申請、6台の発電設備中、3台相当
についてを受ける。
1983.05　丸紅（既存機納入者）に入札要請
1983.12　比国の財政事情悪化により契約直前に輸銀不可能とな
る。
1985.03　輸銀より融資Offer
1985.05　Tender Issue（ﾏﾗﾔ火力のみ）
1985.10　契約締結　ﾏﾗﾔ火力ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始
1986.07　ﾏﾗﾔ火力2号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ着工
1986.10　ﾏﾗﾔ火力2号運転開始
1987.08　ﾏﾗﾔ火力1号運転開始
1987.10　ﾏﾗﾔ火力1号試運転完了
（別紙参照）

Study for the Rehabilitation of Thermal Power
Plant in Metro Manila in the Republic of the
Philippines

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／火力発電

最終報告書作成年月 1983.1

コンサルタント名 西日本技術開発(株)

調
　
査
　
団

 大賀　利雄

 西日本技術開発(株) 火力本部 相手国側担当機関名 フィリピン電力公社
(National Power Corporation:NPC)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

82.7.6～9.30

実施機関
　NPC
総事業費
　ﾏﾗﾔ火力　　　7,574 百万円
　うち外貨分　 6,438 百万円

　対象発電所　ﾙｿﾝ島ﾘｻｰﾙ区ﾏﾗﾔ火力発電所（合計出力650MW）、及びﾒﾄﾛ
　　　　　　　ﾏﾆﾗ区ｽｰｶｯﾄ火力発電所（合計出力850MW）の設備劣化し
　　　　　　　出力が低下しているので設備更新出力の回復を計る。
実施工程
　1982年11月から1984年11月にかけて6台（ｽｰｶｯﾄ4台、ﾏﾗﾔ2台）の発電
　設備の定期修理を実施し設備改善を行う。

同　　左

第Ⅰ期工事　ﾏﾗﾔ火力1・2号機
　　　　　　（合計出力650MW）
　総事業費　　　12,294百万
　融資元　日本輸出入銀行
　融資額　10,450百万円
　（1986年7月着工、1987年10月完工）

第Ⅱ期工事　ｽｰｶｯﾄ火力、1､4号
　　　　　　（合計出力450MW）
　総事業費
　　　　　14,321百万円　 46百万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ
　融資元　日本輸出入銀行 Kredutanstalt Fuer
                         Wiederaufbau(KFW)
　融資額  12,173百万円   46百万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ
　（1989年7月着工、1990年12月完工）

第Ⅲ期工事　ｽｰｶｯﾄ火力　2､3号
　　　　　　（合計出力400MW）
　総事業費
　　　　　15,985百万円   99百万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ
             129百万ﾍﾟｿ
　融資元　日本輸出入銀行 KFW
　融資額  13,704百万円   99百万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ
　（1993年2月着工、1995年6月完工）

1.現況に至る理由
　ﾒﾄﾛﾏﾆﾗや工業団地をはじめとして、ﾙｿﾝ島主要地域で頻発する停電や電力供給不足による社会的
不安と生産性の低下を解消するために直接効果をもたらすものである。
2.報告書と実現されたものとの差異の理由
(1)実施工程の変更
　比国政情及び経済情勢不安定による融資遅延
(2)総事業費
　詳細は設備内容の点検と技術的検討の結果、改修項目が追加された。
(3)その他の状況
　当初ｽｰｶｯﾄ及びﾏﾗﾔの2発電所を対象に計画したが、資金上の理由によりﾏﾗﾔ発電所のみ第Ⅰ期ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄとして実施された。（1986.7～1987.10）更に第Ⅱ期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしてｽｰｶｯﾄ火力1､4号機につい
て1989年7月～1990年12月にﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施された。
第Ⅲ期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしてｽｰｶｯﾄ火力2､3号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝは、1993年2月に3号機が、1994年1月2号機がそ
れぞれ着工され、3号機は1994年3月に、2号機は1995年6月にそれぞれ工事が完了した。（1995年11
月現地調査結果）

(*)から　　：ｼｰﾒﾝｽ（西独）4号ﾀｰﾋﾞﾝ関係
　ｽｰｶｯﾄ2,3号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ受注業者名
　　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：西日本技術開発(株)
　　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：丸紅、日立製作所（ﾎﾞｲﾗｰ関係）、
　　         ｼｰﾒﾝｽ（西独）（ﾀｰﾋﾞﾝ関係）

ﾏﾗﾔ火力ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ受注業者名
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：西日本技術開発(株)
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：丸紅、日立製作所、ｼｰﾒﾝｽ（西独）
ｽｰｶｯﾄ火力1.4号及び2.3号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ受注業者名
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：西日本技術開発(株)
　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ：丸紅、日立製作所、1号全体、4号ﾎﾞｲﾗｰ関係　(*)へ続く

現地調査期間
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

1987.10　ｽｰｶｯﾄ火力1､4合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ Big Document発行
         ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの資金は1号機全体、4号機のﾎﾞｲﾗｰ関係及びｺﾝｻﾙﾀﾝﾄﾌｨｰは輸銀、4号機ﾀｰﾋﾞﾝ関係はKreditanstanlt fuer Wiederaufbau（KFW西独）から
         融資された。

1987.12　同上入札締切

1988.2 　ｽｰｶｯﾄ火力1､4号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約（NPC－西日本技術開発）

1988.2 　工事契約ﾈｺﾞ開始（丸紅、ｼｰﾒﾝｽ）

1988.8 　工事契約（NPC－丸紅）

1988.10　工事契約（NPC－ｼｰﾒﾝｽ）

1989.7 　ｽｰｶｯﾄ火力1号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工事開始（90年1月完了）

1989.10　ｽｰｶｯﾄ火力4号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工事開始（90年12月完了）

1990.5 　ｽｰｶｯﾄ火力2､3号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　Big Documents発行
         ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの資金は2､3号機ﾎﾞｲﾗｰ関係及びｺﾝｻﾙﾀﾝﾄﾌｨｰについては日本輸出入銀行、同ﾀｰﾋﾞﾝ関係についてはKFW（ﾄﾞｲﾂ）からの融資。

1990.6 　同上入札締切

1990.7 　ｽｰｶｯﾄ火力2､3号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約（NPC－西日本技術開発）

1990.8 　ｽｰｶｯﾄ火力2､3号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ Big Documents発行

1990.9 　工事契約ﾈｺﾞ開始（ﾎﾞｲﾗｰ関係－丸紅）

1991.2　 工事契約ﾈｺﾞ開始（ﾀｰﾋﾞﾝ関係－ｼｰﾒﾝｽ）

1991.5　 工事契約ﾈｺﾞ開始（NPC－ｼｰﾒﾝｽ）

ｽｰｶｯﾄ火力2､3号ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、1993年2月に3号機、1994年1月に2号機がそれぞれ着工され、3号機は1994年3月に2号機は1995年6月にそれぞれ工事が
完了した。（1995年11月現地調査）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 84,845 千円

案　件　名 英 25.40 人月 （内現地11.80人月）

団長 氏名

所属

11,7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 62～63
石炭鉱業技術開発調査

実績額（累計）
ﾏｲﾆﾝｸﾞ･ｴﾝｼﾞﾆｱ1名がﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの為に来日日比政府間にて、具体的
実施方法につき協議中。
　　　　　　　　　　　　　（1988.8～10）
1989.11.27～12.9　技術協力長期調査実施
　　　　　　　　　　　　　　（専門家4人）
*ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ･ｸﾞﾗﾝﾄﾞは取り止め、ﾌﾟﾛ技による専門家派遣にて処
理。

1992.5(財)石炭開発技術協力ｾﾝﾀｰが訪問したところ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝｴﾈﾙ
ｷﾞｰ局（OEA）より、JICAに対し鉱山及び保安の専門家の派遣を希
望している旨伝えられた。
1992.6　 日比2国間協議で、本件の実施は保留となっている。
1993.10　年次協議によりﾌﾟﾛ技協案件としては却下された。

1999.10現在：その後の情報は入っていない。

Master Plan study for the Coal Mining Technology
Development in the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1988.8

コンサルタント名 (株)ダイヤコンサルタント

調
　
査
　
団

 井上　正昭

 (株)ダイヤコンサルタント営業本部部長 相手国側担当機関名 エネルギー局（OEA）
Office of Energy Affairs
Executive Director調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 88.4.27～5.11／
88.6.13～6.21

ﾌｨﾘﾋﾟﾝにおける石炭鉱業の活性化の一手段として、石炭鉱業開発ｾﾝﾀｰの設置を検討し、そ
の推進にあたって以下の提言を行った。
1. ﾌｨﾘﾋﾟﾝの長期ｴﾈﾙｷﾞｰ計画のなかで石炭ｴﾈﾙｷﾞｰの位置付けを明確にし、石炭鉱業の今後の
体質改善・育成を効果的に推進していくための政策を継続的に実行すること。
2. 石炭鉱業への企業の投資効果をあげるために、技術改善の一翼を担うｾﾝﾀｰの活用を計る
こと。
3. ｾﾝﾀｰの役割は、本来の目的である技術ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞに加えて、石炭鉱業に関する調査・研究
部門の拡充、政府委託業務の実施、ｾﾝﾀｰ教育受講による資格制度の導入等により、ｾﾝﾀｰの
活動範囲の拡大活性化を計ること。

　ｾﾌﾞ島に、炭鉱技術ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを設立すること
で、日比間合意。

　本件調査に基づき石炭開発法が改正された。また、同様に炭坑の安全に関する規則について1995
年11月現在見直し作業が行われている。　（1995年11月現地調査結果）

専門家受入の為のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ用建物、倉庫は、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ側にて手配中済。
1994年8月PNOCのﾏﾗﾝｶﾞｽ炭鉱で事故が発生したが、同国の炭鉱技術の向上が望まれる。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 149,751 千円

案　件　名 英 49.53 人月 （内現地17.93人月）

団長 氏名

所属

13,12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 63～1
工業標準化・品質向上計画調査

実績額（累計）
1991.　　日本政府に対し無償資金協力の要請をする
1992.2.　JICAがASEAN生産性・工業標準化基礎調査実施
1993.3.　JICAによる事前調査実施
1993.8.　JICAとBPSとの間でﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力としての
“Industrial Standardization and Electrical Testing
Project in the Philippines”に関する議事録を締結。
1995.7.25.　上記ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが正式に開始（なお、試験ｾﾝﾀｰの業務
は1994年から開始されている）

援助方式が無償資金からﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力に変更されたのは財政
上の理由による。
（1995年11月現地調査結果）

2000.12月現在：新情報なし

The Study on the National Standardization and
Industrial Quality Control Improvement Program

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1990.1

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 坂梨　晶保

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 Mr.Renato  V.Navarrete
Director, Breau of Product Standards,
Department of Trade and Industry
（貿易工業省製品規格局）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 89.3.6～3.23／
89.7.9～7.29

本件調査の目的は、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ共和国において、工業製品の品質向上を計り、工業製品の国際
信用力を高め、国際競争力を確保し、よって工業製品の輸出拡大と工業開発に資すること
ができるように、1)工業標準化の振興、2)工業製品品質管理の改善・普及・並びに3)規格
開発及び製品認証に係わる試験検査制度・設備の整備充実、を促進するためのﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを
作成することにある。
以下の4つの枠組みでﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提案した。
1.品質に対する認識向上と標準化促進の為の体制整備
 1)標準化促進、品質規制、検査・取締体制の改善強化
 2)輸出検査制度導入
 3)品質管理研究・研修機関（QMI）の設立
 4)重点産業分野における規格開発強化
2.標準化、技術・品質向上支援設備の新設、整備
 1)中央試験・検査ｾﾝﾀｰの設立
 2)地方試験・検査・技術ｾﾝﾀｰの設立
 3)工業標準化に関わる計量校正ｻｰﾋﾞｽ体制の整備・充実
 4)技術・品質向上の為のR&D、技術指導機能強化計画策定の為の研究調査ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
3.個別企業・共同事業品質向上投資支援
 1)個別企業の品質向上投資支援
 2)共同事業としての品質向上投資支援
4.技術面での品質向上投資支援
 1)技術・品質向上の為のｾﾐﾅｰ･ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
 2)技術・品質向上の為のｽｷｰﾑ

　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力「工業標準化・電気試験技
術」（1993.8-1997.8）実施。実績は、専門家派
遣29名、受入12名、機材供与309,607千円 　BPSは中央試験・検査ｾﾝﾀｰ設立のための支援を日本政府に要請すべくﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙを提出したが、同

国科学技術者（DOST）からも類似ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙが出され両者間の調整に時間を要した。その後、内容
について修正事項あり、NEDAにて保留中。
本件はﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府が独立で実施することは困難があるため、現在、部分的・段階的にでも実施でき
るよう事業内容を分割し、海外の援助ｿｰｽに対し援助要請を行っている。

ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修（1名）
1991年4月より、工業標準化専門家1名をBPSに長期派遣、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ実施のための支援を行ってい
る。（JICA）
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2002年3月改訂

フィリピン 報告書提出後の状況

和 117,116 千円

案　件　名 英 38.05 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

・報告書と共に提供されたｶﾋﾞﾃ輸出加工区への投資促進用ﾊﾟﾝ
フレｯﾄの追加発行が相手国側担当機関(DTI)より要請され、
2,000部の増刷を行い、在日ﾌｨﾘﾋﾟﾝ大使館経由で提供した。
・ｶﾋﾞﾃ輸出加工区の拡張事業が実施された。区への投資は順調
に伸びている。
・OECFﾛｰﾝは1991年8月に認められ、それに基づくF/Sﾚﾋﾞｭｰが
1992年5月に認められた。その後F/S、M/P調査が実施されたの
は1994年9月である。にもかかわらず、工事は1992年2月に既に
開始しており、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進行はかなり変則的である。また
SAPROF(Special　Assistance  for Project Formation)では認
められなかったPhase 5が認められ、Phase 4　Extensionとし
て復活した。(1995年11月現地調査結果)
　1999年12月より約4ヶ月間(現地調査は2000年1月中旬から約
1.5ヶ月間)、事業団により同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査が実施さ
れた(弊社が実施ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ)。同工業団地は既に満杯状態であ
り、多くの外国企業が稼動中である。
　2002．3現在：変更点なし

The Cavite Export Processing Zone Development
and Investment Promotion Program in the Republic
of the Philippines

調 査 団 員 数

 相原　宣夫

 ユニコ　インターナショナル(株)

コンサルタント名

　海外(特に日本)における投資促進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施について、協力依頼先、実施要領等が
これまでﾌｨﾘﾋﾟﾝ側において十分に把握されていなかった。
　また、ｶﾋﾞﾃ輸出加工区の拡張を希望するにあたって、将来の需要予測、あるいは加
工区の比較優位性に対する認識がそれまで十分でなく、本調査報告を受けて実施が決
定された。税金の減免など他の輸出加工区に見られるｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ(4～6年は法人税が5%)
の他に、特に当地区ﾒﾘｯﾄとしては、行政側が手続きなど種々の援助をしてくれるの
で、中小企業にとって進出しやすいと言うことであろう。
(1995年11月現地調査結果)

国　　　　名 予 算 年 度 1～2
カビテ輸出加工区開発・投資振興計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ共和国ｶﾋﾞﾃ市

総事業費用

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲
　日本、及びﾌｨﾘﾋﾟﾝ国内で企業ｱﾝｹｰﾄ調査、投資環境調査をもとに、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ／
CALABAR地域／ｶﾋﾞﾃ輸出加工区に対する1991~1995年の5年間の投資／立地需要予
測を行い、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府の適切な施策が実行されれば、かなりの潜在需要が見込
めることを提示、需要の顕在化のためにﾌｨﾘﾋﾟﾝ政府の行うべき具体的投資誘
致、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを2年間ﾀｲﾑﾃｰﾌﾞﾙ、概略の予算規模を付けて提言するとともに、投
資の受入れ先としてのｶﾋﾞﾃ輸出加工区に求められるｲﾝﾌﾗ面、制度面の要整備事
項を提言した。また、今後のﾌｨﾘﾋﾟﾝ工業発展の一つの鍵となるﾘﾝｹｰｼﾞ産業育成
の取り組み方につき、ｶﾋﾞﾃ輸出加工区と周辺産業とのﾘﾝｹｰｼﾞ促進策を具体例と
して提示した。
　その他、ｶﾋﾞﾃ輸出加工区への投資促進用ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ(英・和)を作成し、提供し
た。

　本調査と同時期に実施された
SAPROF(Special Assistance for Project
Formation)調査報告も参考として、ｶﾋﾞﾃ輸
出加工区の拡張事業が日本政府(OECF)から
の借款(1990年度40.28億円)により具体化
された。
　また、外資呼び込みのためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが
本調査報告の提言の中から取り上げられ、
実施された。

現地調査期間 89.11.13～12.10／90.1.4～3.30
90.7.11～7.20

M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1990.9

Department of Trade and Industry
Mr. Nelson F. Cabangon

担当者名（職位）

ユニコ　インターナショナル(株)
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2002年3月改訂

フィリピン 報告書提出後の状況

和 469,820 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1)ｻﾌﾞｾｸﾀｰの発展段階がそれぞれの現状と特性に合わねばならない。木製家具
　等国内資源活用型かつ輸出増を主導しうる企業を備えた産業の振興が当面の
　焦点。ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾌｿﾄが中期的、金型、ｵｰﾚｵｹﾐｶﾙｽが中長期的に図られるべき。
2)投資促進については、産業育成策の立案、組織の改善、投資誘致に重点を移
　行すべき。
3)金融施策上では、大・中企業の海外直接投資の受入れと直接借入れを促進す
　べき中・小企業向けの制度融資の実施体制も拡充すべき。
4)技術水準の向上に関しては、
　a.教育訓練機関の整備拡充
　b.技術支援体制の整備
　c.R&Dの振興
　d.研修生の海外派遣
　e.海外企業との合弁・提携による技術移転の遂行に力を入れるべき。
5)ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞにおいては、製品の海外広報、市場調査、国際的に通用する輸出方
　法に接近という面では改善すべき。
6)工業標準化、品質管理を一層推進すべき。
7)中小企業振興策を戦略的、重点的に実施すべき。業界団体活動を活性化すべ
　き。
　さらに個別振興開発計画の再構成と最適優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(振興策の効果先行性
　からみて重要で、政策上優遇、特典に適するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)の選定と実施上の留
　意点について、詳細に分析、提言した。

　ﾌﾟﾛ技協方式により、ｿﾌﾄｳｪｱ開発訓練所
が1995年に建設が開始された(1999年ま
で)。日本側5百万ﾄﾞﾙ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ側が2億
3,300万ﾍﾟｿを負担する。現在日本から5名
の専門家が派遣されている。また、金型技
術ｾﾝﾀｰについてもﾌﾟﾛ技協方式により進め
ることが1995年10月に決まった。1995年11
月にはECFAの調査団が、DOST,DTI,NEDA及
び民間企業などを訪問している。一方、木
製家具産業の育成・振興については国際見
本市への出品、海外市場調査の実施、家具
産業委員会の設立、その他の施策を行って
いる。
(1995年11月現地調査結果)

　円借款「工業・支援産業拡充事業(ﾂｰｽﾃｯ
ﾌﾟﾛｰﾝ)」(1994.12.20調印、225億円)によ
り、低利の中長期資金を中小企業へ供与

調
　
査
　
団

 松本　玉一 ユニコ　インターナショナル(株)

 日本貿易振興会 相手国側担当機関名 フィリピン共和国貿易工業省
Tomas I. Alcantara
Undersecretary
Department of Trade and Industry
Board of Investments

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 90.3.15～3.29
90.6.4～8.17
91.6.10～8.8

　ﾌﾟﾛ技協方式により、ｿﾌﾄｳｪｱ開発訓練所が1995年に建
設が開始された(1999年まで)。日本側5百万ﾄﾞﾙ、ﾌｨﾘﾋﾟ
ﾝ側が2億3,300万ﾍﾟｿを負担する。現在日本から5名の専
門家が派遣されている。また、金型技術ｾﾝﾀｰについて
もﾌﾟﾛ技協方式により進めることが1995年10月に決まっ
た。1995年11月にはECFAの調査団が、DOST,DTI,NEDA及
び民間企業などを訪問している。一方、木製家具産業の
育成・振興については国際見本市への出品、海外市場調
査の実施、家具産業委員会の設立、その他の施策を行っ
ている。
(1995年11月現地調査結果)

2002.3現在：変更点なし

The Study on Industrial Sub-Sector Development 調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1992.7

コンサルタント名 日本貿易振興会

国　　　　名 予 算 年 度 3～4
工業分野振興開発計画

実績額（累計）
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2002年3月改訂

フィリピン 報告書提出後の状況

和 137,893 千円

案　件　名 英 36.50 人月

団長 氏名

所属

11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.実施機関　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ電力公社(NPC)

2.総事業費　329百万USﾄﾞﾙ

3.対象設備ﾙｿﾝ島の発電設備(水力、火力、地熱発電)及び送変電設備
　1)既設発電設備の中、特に老朽化が激しい下記各発電所及び送変電設備のﾘﾊ
　　ﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ／ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを提案
　　・ﾏﾆﾗ、ﾊﾟﾀｰﾝ両火力発電所
　　・ｱﾝﾌﾞｸﾗｵ、ﾋﾞﾝｶﾞの両水力発電所
　　・ﾏｸﾊﾞﾝ、ﾃｨｳｨの両地熱発電所
　　・ﾙｿﾝ系統の一部送電線／変電所のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
　2)電力設備(主として発電設備)の運転・保守方法(ｿﾌﾄ)の改善と提案

1.ﾏﾊﾊﾞﾝ、ﾃｨｳｨ両地熱発電所・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工事の
　実施
円借款「ﾃｨｳｨ地熱発電所改修事業」
(1994.12.7調印、70.56億円)
円借款「ﾏｸﾊﾞﾝ地熱発電所改修事業」
(1994.12.7調印、66.30億円)
「ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約」
1997.3.12調印　外貨分: 4.91億円
　　　　　　　 内貨分: 7.9百万ﾍﾟｿ
「工事契約」
1998.6工事入札締切、ﾃｨｳｨ(丸紅)、ﾏｸﾊﾞﾝ(三菱)
と契約ﾈｺﾞ中。但し、現在中断中。
2.ﾊﾞﾀｰﾝ火力発電所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工事は中止されて
　いる。(世銀資金)
3.火力発電所の運転・保守方法の改善を進める
　ため、ﾏﾗﾔ火力発電所の信頼度向上調査をJICA
　へ申請、1994年3月に事前調査が実施されI/A
　を締結。同年8月31日より1995年3月までに本
　格調査が実施された。
4.ﾏﾆﾗ火力発電所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工事のF/S調査を
　1993年11月JCIで実施し、1994年3月にF/S
　ﾚﾎﾟｰﾄが提出された。
5.円借款「変電所拡充計画」(1994.12.20調印、
　28.96億円)により7変電所の変圧器容量の増強
　実施。
6.円借款「電力網整備事業」(1995.8.30調印、
　22.24億円)により8変電所の変圧器容量の増強
　実施
7.円借款「ﾙｿﾝ系統民活支援事業」(1997.3.18
　調印、149.72億円)により民活発電所と既存系
　統を接続する送電線の建設・変電設備の拡充
　を実施

調
　
査
　
団

 小川　晃正

 西日本技術開発(株) 火力本部 相手国側担当機関名 フィリピン電力公社
（National Power Corporation: NPC）
ラマス副総裁調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 91.7.16～8.14／91.11.5～12.4
92.4.21～5.5

ﾃｨｳｲ･ﾏｸﾊﾞﾝ地熱発電所改修事業
・1999年4月、契約ﾈｺﾞ助成業務完了。
・NPCとPGI/Mr.Tanco Groupの発電所買取り交渉に係
　る、第三者資産評価の結果、1999年12月にJBIC資金
　によるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ継続の方針が打ち出された。
　2000年1月に丸紅／東芝、三菱とのﾈｺﾞにより、ｺｽﾄ
　増なしでのﾘﾊﾋﾞﾘ項目追加を合意、NPC Boardに
　諮ったが、上記供給はPGI/Tancoとの直接ﾈｺﾞ、発電
　所は競争入札によるﾘﾊﾋﾞﾘに戻る旨、NPCからJBICへ
　ﾚﾀｰ出願済。
・1999年5月以降、業務中断中。発電所買取り交渉の
　他、NPC民営化との絡みもあり、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ再開の見
　込みは立っていない。
・NPCはパーシャル・リハビリ実施を決定し2000年10月
から丸紅/東芝、三菱との間でそれぞれ契約ネゴを再
開。契約書は比国政府とJBICの承認を得て、2002年2月
発行の予定。リハビリ工事は2003年8月頃に完工予定。

Master Plan Study on Rehabilitation / Renovation
and Operation / Maintenance Improvement of Power
Facilities in Luzon Grid

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1992.5

コンサルタント名 西日本技術開発(株)

国　　　　名 予 算 年 度 3～4
ルソン系統電力設備修復・維持管理改善計画

実績額（累計）
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2002年3月改訂

シンガポール 報告書提出後の状況

和 207,290 千円 (契約額：90,041千円)

案　件　名 英 26.31 人月

団長 氏名

所属

11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(社)日本包装技術協会

2002.3現在:進捗状況不詳

Study on Development of  Packaging Center in the
Republic of  Singapore

調 査 団 員 数

 猪岡　哲男

 ユニコ　インターナショナル(株)

コンサルタント名

国　　　　名 予 算 年 度 4～5
包装技術センター開発計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

放送技術ｾﾝﾀｰの開発、活動促進
1.輸送環境調査の実施
2.物流ｼｽﾃﾑ合理化への包装面での対応
3.ｺｽﾄ最適化への対応
4.包装材品質の安定
5.ﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞ特性の改善
6.多様化する流通、消費ﾊﾟﾀｰﾝへの対応
7.適切な包装作業技術技法の普及
8.包装工程機械化促進
9.環境問題への対応

・ｾﾝﾀｰへの包装技術の蓄積
・独自研究によるｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ包装環境を反
　映した包装技法の開発
・海外包装技術情報の収集と普及
・環境問題への取り組みの積極化
・包装規格試験体制の整備
・人材育成
・東南ｱｼﾞｱ・南西ｱｼﾞｱ地区包装技術者育
　成研究ｺｰｽ開催
・東南ｱｼﾞｱ・南西ｱｼﾞｱ諸国からの包装に
　関する規格試験、依頼試験の発注、包
　装試験技術研修生受け入れ

現地調査期間 92.11.6～93.3.26
93.5.25～93.9.13

M/P／その他

最終報告書作成年月 1993.9

SISIR (Singapore Institute of
Standards and Industrial Research)

担当者名（職位）

ユニコ　インターナショナル(株)
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 10,737 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 75.3.11～3.30

タイ工業省 Industries Service
Institute
(ISI)

 (株)コスガ

1.調査対象事項
　ﾀｲ工業省ISI（Industries Service Institute）と共に、ﾊﾞﾝｺｸ地区12社他、ﾀｲ全国で合
計5地区43社で実差査を行い、ﾀｲ側が意図している振興上の基本方針に関する次の各事業の
検討を行なった。
　1)量産化体制の確率
　2)機械工具類の整備と操作技術の習得
　3)作業能力の向上
　4)未利用資材の開発と利用
　5)内需志向産業から輸出志向産業への脱皮

2.振興策等提案事業
　ISI家具部門の強化・充実を図り、ここを核機関として以下を実施する。但し先進国より
の機材供与、専門家の派遣、先進国への技術研修生の送り込みが必要である。

　1)製造技術管理方法について
　　製材、乾燥、機械加工、接着、研磨、組立、塗装等について、
　　a)基礎的技術の確立、b)伝習事業の実施、c)ISI職員の指導能力の向上

　2)ﾃﾞｻﾞｲﾝについて
　　家具産業の近代化に必要な設計、管理手法の確立
　　ﾀｲ国独自のｵﾘｼﾞﾅﾙ･ﾃﾞｻﾞｲﾝの確立
　　輸出志向地の市場調査

家具産業振興ｾﾝﾀｰの設置の概要

協力期間を3年間とし、ISIの家具部門を拡充し、
ISI所長直轄のFurniture Industry Development
Centerとして発足した。

1.ｾﾝﾀｰの機能と業務
　1)技術経営指導
　2)人材の養成
　3)技術開発

2.ｾﾝﾀｰ設立の実施ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
　STAGE1　設立準備期間(概ね1977年5月末迄)
　STAGE2　基礎確立期間(概ね1978年5月末迄)
　STAGE3　初期活動期間(概ね1979年11月末迄)

実績
1.専門家派遣：1977～1979年/13名
              1980年/18名

2.機材供与：1977年/106,852千円
            1978年/8,670千円

3.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ受入：1977～1979年/11名
                 1980年/4名

　ﾀｲ国の家具製品輸出額は1976年調査当時の200million bahtsから1995年には8.5倍の
17,000bahtsへと順調に伸びている。
　現在同ｾﾝﾀｰは、国内民間ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに委託して、今後のﾀｲ国家具産業の進むべき方向性についての
総合的調査を実施している。調査期間は5年間の予定で、この調査結果を持って新たな家具産業振
興計画を検討するものと思われる。（1996年10月現地調査結果）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　これらの提言を受けて、工業省は同省家具部門を拡充して政府
予算によりFuniture Industry Development Center(FIDC：家具
産業振興開発ｾﾝﾀｰ)を発足させた。同ｾﾝﾀｰ設立はJICAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方
式技術協力案件としても取り上げられ、設立準備段階から3年間
にわたりJICAの全面的な協力を得た（1977～1980年）。
　1996年現在、同ｾﾝﾀｰは順調に運営されており、1)年間約25ｺｰｽ
余りの研修の実施　2)個別家具工場のｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ　3)新素材の研究
開発　4)個別家具工場から持ち込まれる家具製品の品質ﾃｽﾄ　5)
専門家育成の為のｾﾐﾅｰの実施、等を主な活動内容としている。同
ｾﾝﾀｰは1階が研修場、品質ﾃｽﾄ場、試験場とそれぞれの用途に使用
されている（1996年10月）。ただし、同ｾﾝﾀｰはおよそ20年前に
JICAから提供された器材をほぼそのまま現在も使用しており、老
朽化・設備の陳腐化が見られる。同ｾﾝﾀｰではCNCﾛｰﾀｰ等の最新器
材導入を工業省を通じ政府に予算請求しているが、認められるに
は至っていない。また、JICAにも要請していくという。（1996年
10月現地調査結果）

1999.11現在：特に新情報なし。

Study on Furniture Industry Development and
Programming

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1975.11

コンサルタント名

担当者名（職位）

(株)コスガ

国　　　　名 予 算 年 度 49～50

実績額（累計）
家具産業振興計画調査

タイ

 斉藤　久夫
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 93,320 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

80.11.11～81.1.19

1. 計画の概要
 調査目的・調査内容
　ﾀｲ政府が計画中の「ﾅﾑﾊﾟｲ･ﾁｬﾑ河水力発電開発計画」地域について、同計画の推進に必要
なﾏｽﾀｰ･ﾌﾟﾗﾝを策定し、その結果を報告書として完成することを目的とする。
　1981年度は、国内解析作業を行って、ﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄを完成し、（NEA）に説明を行
い、その後にﾌｧｲﾅﾙﾚﾎﾟｰﾄを完成して送付した。
2.結論及び勧告
　Mae Pai No.6及びMae Chaem No.5の両地点は今後F/Sを実施すべきであり、またMae Pai
No.1及びMae Chaem No.4の両地点も調査を引き続き推進することが望ましいと結論され、
その旨勧告した。

　THA005ｸﾜｲﾔｲ河上流ﾀﾞﾑ中止をきっかけに、この計画も具体化検討までに至らなかった。
　なおEGATは、民営化されるのに伴い、民間独立発電業者（IPP）からの買電を増やす予定である
が、これら民間業者は初期投資が莫大で立ち上げまで7～8年もかかるﾀﾞﾑ建設よりも、火力発電所
建設を指向している。（1996年10月現地調査結果）

電源開発(株)

調
　
査
　
団

 成田　饒

 電源開発(株) 相手国側担当機関名 National Energy Administration
（NEA，国家エネルギー庁）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

ナムパイチャム河水力発電開発計画調査
実績額（累計）

1981年7月に提出された最終報告書ではMae Pai No.6とMae Chaem
No.5の両地点が優先地域とされ、引き続きF/Sを実施すべきであ
ると提言された。この提言を受けてMae Chaem No.5についてはｶﾅ
ﾀﾞ国際開発庁（CIDA）の援助を受けてF/Sが実施された。Mae Pai
No.6については、EGATによりF/S調査を日本側に要請する動きが
1983年にあったが、ﾊﾟｲ川右岸側の山地全体は野生動物保護林に
指定されていることが判明し、その後、具体化へ向けての調査は
行われなかった。
　現在までのところ、本計画調査の提言に従って水力発電所が建
設される見通しはない。環境問題への関心の高まりにより、ﾀｲ国
内で新規のﾀﾞﾑを建設することは、事実上ほぼ不可能になったと
いうのが、EGAT当局者を含めた関係者の共通した認識である。
（1996年10月現地調査結果）

1999.10　現在：変更点なし

Master Plan for the Pai and Chaem River
Hydroelectric Power Development in the Kingdom
of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／水力発電

最終報告書作成年月 1981.7

コンサルタント名

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 55～56
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 91,036 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

81.3.2～3.22

　ﾀｲ国では、主にEGATが電力開発を担当してそのEGATから電力供給を受けて、ﾊﾞﾝｺｸ市とそ
の周辺ではMEA（首都圏配電公社）が、またそれ以外の地域ではPEA（地方配電公社）がそ
れぞれ配電を受け持っている。MEAでは、配電設備利用率は全域一律50％程度と極めて低く
抑えられており、この設備利用率の改善が重要な課題であった。なぜ低いのかというと、
主要な設備をすべて2重構造にし、設備の1ﾕﾆｯﾄが故障した時にはもう1ﾕﾆｯﾄで救済するとい
う考え方に起因していた。
1982年9月に提出された本計画調査の最終報告書では、配電ｴﾘｱを1ごとの「ﾒｯｼｭ」に分けて
それぞれの現状の負荷密度を調査することにより、MEA配電ｴﾘｱをｴﾘｱA,B,Cに分けた。そし
て、それぞれのｴﾘｱの特性ごとに適正な高配電設備利用率を実現すべく、必要な設備更新・
拡充の提言がなされた。
1.実施機関：MEA
2.主な提言内容
(1)設備拡充計画
　1)配電用変電所拡充計画　2)二次送電線拡充計画　3)高圧配電線拡充計画
　4)後年度の都心への供給
(2)投資計画
　20年間で総額61,840百ﾊﾞｰﾂ
(3)投資についての勧告
　1)近年度
　　設備利用率の向上、変電所用地の先行確保
　2)遠年度
　　変電所用地の有効利用、ﾀｰﾐﾅﾙ変電所用地230kv送電線ﾙｰﾄの先行手配
(4)投資に関連しての技術上の勧告
　1)近年度
　　・二次送電線にTAACを採用
　　・配電用変電所からの配電線引き出し数増加の対策
　　・低圧系統の投資提言のための変圧器管理ｼｽﾃﾑ
　　・諸統計の整備
　2)遠年度
　　・送電線、配電線地中化への新技術採用
　　・電源規模の拡大に伴う短絡容量の増大に対する対策

(1)提言の大部分が実施されつつある。
(2)しかし：230KV送電線ﾙｰﾄの先行手配
         ：変圧器管理ｼｽﾃﾑ
         ：都心部配電線、送電線の地中化
           は実施が見送られている。
           理由は、主として財務事情（資
           金不足）によるものと思われる。
(3)最近の急激な需要増に対処すべく、数多くの
計画が立案されつつある。

(株)EPDCインターナショナル

調
　
査
　
団

 本間　利典

 (株)EPDCインターナショナル 相手国側担当機関名 Sawek Palawativichai
General Manager
Metropolitan Electricity Authority
(MEA)
首都圏電力公社

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

バンコク市配電網近代化マスタープラン計画調査
実績額（累計）

　最終報告書提出後、このｴﾘｱA,B,Cに基づいて提言の大部分が実
施されたとのことである。さらに報告書提出後の急激な需要増に
対処すべく、1986年になったMEAは需要予測の見直しを含めた本ﾏ
ｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの見直しも実施した。また提言の実施は主にｱｼﾞｱ開発銀
行（ADB）からの借入により賄った。当時OECFは地方電化の方に
注力していた。また資金的な制約のために1)230KV送電線ﾙｰﾄの先
行手配、2)変圧器管理ｼｽﾃﾑ、3)都心部配電線の地中化は実現しな
かった。本計画調査終了後の進捗状況とを概観すると、提言に
沿っておおむね順調に実現化していると言える。
　さらに、1992年になって、MEAに電力を供給するEGATが「ﾊﾞﾝｺｸ
首都圏送電網増強計画調査(F/S)」を実施した。このEGATの“送
電網”の増強方針に伴い、MEAの“配電網”の増強も必要となっ
たことから、1993年にJICAの協力を得て「ﾊﾞﾝｺｸ首都圏配電網改
善増強計画調査(F/S)」が実施され1995年11月に最終報告書が提
出された。このMEAのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは第21次円借款で「配電網信頼性
向上事業」として取り上げられ、今後5年間で実施することが決
定している。（1996年10月現地調査結果）
1999.11現在：変更点なし

The Master Planning Study for MEA's Distribution
System in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／送配電

最終報告書作成年月 1982.9

コンサルタント名

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 55～7
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 206,764 千円

案　件　名 英 70.04 人月 （内現地30.28人月）

団長 氏名

所属

2,8,7,7,2,7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

83.1.9～2.12／83.6.26～7.30／
84.1.22～1.27／84.3.4～3.21

　1979年の第2次ｵｲﾙｼｮｯｸに見舞われた直後に策定された第5次5ヵ年国家社会開発計画で
は、貿易赤字の縮小とｴﾈﾙｷﾞｰの輸入依存率の低減が唱われた。このような背景のもと各種
の省ｴﾈ対策が立案されたが、特に工業ｾｸﾀｰにおけるそれは重視された。しかし実施機関で
ある当時のNEA（国ｴﾈﾙｷﾞｰ庁）はこの分野の経験が乏しかったため、技術移転を含めて本計
画調査の実施が依頼された。本調査での提言および調査内容は次のとおりであった。
1)省ｴﾈﾙｷﾞｰ法の制定と、それに基づく各種優遇策等の実施。
2)半官半民の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進機関を設立し、民間企業に対する技術支援の実施。
3)6業種55工場についてｴﾈﾙｷﾞｰ診断を行い、業種別のｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを作成し
た。

この提言に基づき、以下のとおり実現化された。
1)1992年4月に「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」が制定され
た。同法の骨子は、a)一定基準以上のｴﾈﾙｷﾞｰを使
用する工場・建物を指定工場・建築物とし、定期
的にｴﾈﾙｷﾞｰ使用状況および省ｴﾈﾙｷﾞｰ計画の提出義
務づけ、b)指定工場・建築物に対するｴﾈﾙｷﾞｰ管理
者の選任・届け出義務づけ、c)省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進基金
の設立による補助金支出と低利融資の実施、であ
る。
2)半官半民の「ﾀｲ省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ(ECCT)」が1985年
4月に設立された。同ｾﾝﾀｰはｴﾈﾙｷﾞｰ診断およびｴﾈﾙ
ｷﾞｰ管理研修、広報、普及ｾﾐﾅｰ、情報提供等を実
施しており、ﾀｲにおける省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進中核機関と
して産業界で高い評価を受けている。
3)業種別のｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝは、NEAの
改組して発足したｴﾈﾙｷﾞｰ開発促進省(DEDP)内の
Energy Conservation Regulatory Divisionで活
用されている。（1996年10月現地調査結果）

(*)より
3.個別短期派遣専門家1989年2～7月に熱の専門家1名を3～5月に電気の専門家1名を派遣して、工場
診断技術をはじめとする省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術の普及・推進を行った。
4.1992年10月にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ選定確認調査団を派遣し、ﾀｲ側の要望を調査した結果、省ｴﾈﾙｷﾞｰ計画ｱﾌﾀｰ
ｹｱについての必要性を認め、1993年1月に日本側へ要請した。
5.1993年4月に事前調査団を派遣し、要請内容を確認した。
6.1993年6月から1995年3月までﾀｲ王国賞ｴﾈﾙｷﾞｰ計画ｱﾌﾀｰｹｱ調査を実施した。
7.NEAは、1992年10月に機構改革により、ｴﾈﾙｷﾞｰ開発促進局(DEDP)となった。
8.1994年10月にﾀｲ王国省ｴﾈﾙｷﾞｰ調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ8名を受け入れ、以下の研修を実施した。
(1)省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策の的確な実施
(2)日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進税制
(3)ｴﾈﾙｷﾞｰ管理士制度
(4)ｴﾈﾙｷﾞｰ関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

技術移転例
1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJTとしては、携行機材を使用して工場のｴﾈﾙｷﾞｰ診断技術の指導を
行った。
2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの日本における研修としては以下のことを行った。
(1)日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策研修　(2)産業界での省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法研修
(3)工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例研修　(4)ｴﾈﾙｷﾞｰ診断機材取扱研修(*)へ続く

(財)省エネルギーセンター

調
　
査
　
団

 植　政一／新倉　隆

 (財)省エネルギーセンター 相手国側担当機関名 National Energy Administration
（NEA：国家エネルギー庁）
Prapath Premmani (Secretary General)調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

省エネルギープロジェクト開発計画調査
実績額（累計）

　国家計画、ｾｸﾀｰ計画へ組み込まれている。具体的には省ｴﾈﾙｷﾞｰ
法制定を検討する際に、その資料の一部として使用された。ま
た、省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ設立のための資料として活用された。1985年4
月に省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰが設立された。
　本計画調査報告書提出後、提言はほぼ全てそのまま実現したと
言える。本調査は、調査中のOJTによる効果的な技術移転（「そ
の他の状況」参照）を含め、ﾀｲ側ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄから高く評価されて
おり、そのことが次の「THA113 省ｴﾈﾙｷﾞｰ計画ｱﾌﾀｰｹｱ調査」要請
につながった。（1996年10月現地調査結果）

1999.11現在：特に新情報なし。

The Study on the Energy Conservation Project in
the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1985.1

コンサルタント名

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 57～59
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 83,429 千円

案　件　名 英 27.07 人月 （内現地18.20人月）

団長 氏名

所属

2,1,11,2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

84.1.17～1.25／84.3.21～3.29／
84.5.14～6.13／84.8.7～8.17

　本調査が実施された1984年当時は、恒常的輸入超過、農業依存と未熟な工業部門を併せ
持つ産業構造などがﾀｲ国経済の問題点として指摘されていた。この点はﾀｲ国政府も認識し
ており、産業構造の高度化を模索していた。とくに、育成に長期間を要するが、今後の産
業構造高度化の過程において幅広い分野の部品供給を支える金属加工産業が重要視され
た。また将来は国内での需要を満たすのみならず、諸外国への輸出も見込まれていた。こ
のような背景のもと、本調査は実施された。
　本調査では同国金属加工産業の実態、問題点、対応策等が検討され、最終報告書におい
て14の振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑと4つの個別振興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが提言された。14の振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは法律、税
制、金融、行政、人材育成、業界団体等に関する提言で構成されていた。また4つの個別振
興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとは以下のとおりであった。
　1)金属加工業振興ｾﾝﾀｰ（MIDC）の設立　（事業内容：(1)人材育成、(2)情報伝達、
    (3)技術開発、(4)振興計画の企画調整等）
　2)新中小企業金融制度の創設（資金源：別途検討する。利率：ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ以下。）
　3)中小金属加工業再配置ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（特に東部臨海工業地帯の関連下請工業小規模
    工場団地創設
　4)金属加工品の輸出市場開拓調査

(*)　より
　また融資企業に対してｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる経営指導も取り入れている。提言の中の第3ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ（中小金属加工業再配置ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(特に東部臨海工業地帯の関連下請工業小規模工場団地
創設)）については工業団地創設が工業省およびMIDIの管轄外とのことで、具体的な動きは
でていない。ただし、ｺﾝｹﾝ、ﾁｪﾝﾏｲ、ﾁｮﾝﾌﾞﾘ等の地方都市にあるMIDI類似の工業ｾﾝﾀｰの活動
をMIDIはｻﾎﾟｰﾄしているという。
　提言の中の第4ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（金属加工品の輸出市場開拓調査）に関しては、同じ工業省内の
輸出振興局（DEP）が輸出促進業務を専管しているということもあり、本格的な輸出市場調
査はまだ行われてないにようである。然し、MIDI加盟企業が従来の国内でのExhibition参
加のみならず、海外のExhibitionに金属加工部品の出展を開始しているとのことである。
特にｲﾀﾘｱでのExhibition参加の成果として、金属加工部品を輸出しはじめた。（1996年10
月現地調査結果）

　その後、第6次5ヵ年計画（1987～1991年）策定
過程において、金属加工行振興を開発政策の最重
要施策として押し上げるための資料としておおい
に活用され、提言の中の第1ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（金属加工
行振興ｾﾝﾀｰ設立）が閣議で承認された。これを受
けて、1985年1月にMIDI（正式名称：機械工業開
発研究所）設立計画基本設計調査が実施された。
その計画に基づき1985年10月と1986年7月に無償
E/N（計約30億円）が締結され、1987年7月にはﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力実施協議（R/D交換）が実施
された。これらの経過を経て1985年5月に同ｾﾝﾀｰ
開所式が行われた。
　同ｾﾝﾀｰでは提言に基づき人材育成、ｾﾐﾅｰ開催、
製品検査等のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが活発に実施されている。
特に人材育成については1988年に22の研修ｺｰｽを
実施して以来、1995年にはCADやCNC操作ｺｰｽ等を
新設し計91ｺｰｽが実施された。過去8年間で述べ1
万1千人余が受講したことになる。また同ｾﾝﾀｰ内
には2つの業界団体が事務所を構え、業界誌を発行
して会員企業に情報提供をする一方、MIDIの事業
内容につき常時協議しているとのことである。ち
なみに研修ｺｰｽの新設についてもこれらの業界団
体から意見聴取を行っている。
　提言の中の第2ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（新中小企業金融制度
の創設）については、工業省およびMIDIの管轄外
のことである。1985年にOECF融資を受けた中小企
業育成ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ（正式名称：IFCTローン(Ⅰ)）
が新設され金属加工業の融資対象業種に指定され
実績があがっている。金利はﾀｲ国の民間通常融資
より1～2％程度低く、返済期間等についても緩や
かな条件である。(*)へ続く

　MIDI設立以外は、本計画調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである工業省産業振興局の管轄でない、あるいは権限
がないとのことで実現が遅延している提言がある。

（追加・情報）
　上記の4個別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ以外に最終報告書で提言された14の振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑのうち、中小企業近代化促
進法等の制定について見ると、伝統的に新規立法は極めて困難とのことで進展はない。ちなみに中
小企業関連法創設については1988年に実施された「工業分野振興開発計画調査（THA11）」でも再
度提言されたが進展はなかった。さらにその後1993年に実施された「工業分野振興開発計画（裾野
産業）調査(THA114)」でも再び同じ提言がなされたが、やはり進展はない。ちなみにこのような中
小企業基本法が未だにないことが、効果的かつ整合的な中小企業施策が実施できない最大の原因に
なっているとの分析もある。この分析とほぼ同様の認識を工業省も有しているが、立法権限は国会
にある以上、如何ともし難いというのが現状であるとのことである。
　また大学における金属加工関連学科の拡充新設も提言されたが、工業省としては詳細を捉えてい
ないとのことである。大学におけるｶﾘｷｭﾗﾑについてはﾀｲ国文部省の専管事項であり、もし拡充新設
がなっていたとしても工業省および本計画調査とは関係ないとのことである。むしろMIDIに90余の
独自の研究ｺｰｽがあり、このｺｰｽの講師として大学教授を招くことがある程度とのことである。
　また税制措置による創始産業への投資促進、および金属加工品の輸出に対する事業税・法人税・
資材輸入の関税等の免除・減免等の税制優遇措置が提言されているが、これらはBOIの管轄であ
る。（1996年10月現地調査結果）

(財)素形材センター

調
　
査
　
団

 滝　勇 石川島播磨重工業(株)

(財)総合鋳物センター（現、素形材センター）相手国側担当機関名 Department of Industrial
Promotion,Ministry of Industry Pisai
Khongsamran
工業省工業振興局（工業振興局局長）
Mr.Pisal Khongsamran
工業振興局局長

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

金属加工業振興計画調査
実績額（累計）

　第6次5ヵ年計画（1987～1991年）において金属加工事業の振興
を開発政策の最重要施策として押し上げるための正当性を説明す
る資料として活用され、勧告の中の1つのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに予算がつき
閣議において実施されることが承認された。

1985.1　 MIDI設立計画基本設計調査
1985.6 　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力事前調査
1985.10　無償資金協力「金属加工機械工業開発研究所建設計画
1/2」E/N（10.04億円）
1986.7　 無償資金協力「金属加工機械工業開発研究所建設計画
1/2」E/N（19.11億円）
1986.7 　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力実施協議（R/D交換）
1986.10-1991.9　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「金属加工機械工業開発
振興」実施
1991.6 　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了時合同評価（Joint Evaluation Report）
1999.10現在：変更点なし

The Study on the Promotion of Metalworking
Industries in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／機械工業

最終報告書作成年月 1985.1

コンサルタント名

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 58～59
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 171,983 千円

案　件　名 英 59.85 人月 （内現地22.50人月）

団長 氏名

所属

12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

85.7.0～87.3.0

提言の内容：本ｽﾀﾃﾞｨによって浮上した地点はﾕｱﾑ川支流ﾇｶﾞｵ川に位置するMae Ngao地点で
あって、F/Sの実施と追加調査工事を勧告している。
提言の概要：
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ﾀｲ国西北部ｻﾙｳｨﾝ川水系ﾕｱﾑ川上流域
・総事業費   ：3.833.4百万B（うち外貨分1.874.3百万B）
               （1B=6円）
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲：ﾀｲ国西北部ｻﾙｳｨﾝ川ﾕｱﾑ川上流息において、9つの候補地点
                地点より、4つの主要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを選定し詳細な検討を実施。

                       Mae        Mae       Mae       Upper
                       Ngao       Rit       Rit 2a    Yuam 1
　ﾀﾞﾑ高さ(ｍ)          114        87         38         62
　貯水量(MCM)          661.2      85.7        3.2      421.4
　有効落差(ｍ)          82.5      68.5      126.9       41.0
　使用水量(Cms)        166.2      41.2       10.4       53.0
　設備容量(MW)         116.9      24.0       11.2       18.5
　年間発生電力量(GWh)   245.2      61.5       43.6       54.46
　建設費10MB           3.373      1.273      698        1.791
　B/C10MB             1.305      0.82       0.858      0.503

F/S THA104を実施（1990年3月終了）

　提言内容に基づきF/S調査（THA104を参照）が実施され、1990年3月に最終報告書を提出した。そ
の後、ﾀｲ国の法律で義務づけられた環境影響評価調査を1991年から1994年までの予定で実施した。
しかしその実施中に、ﾀｲ政府が環境保護のため北緯18度以北での水資源開発を事実上凍結するとの
方針が内々に伝えられたため、この計画および上位計画である本ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの実現は断念されるに
至った。ﾀｲ国政府は1995年に正式にこの18度以北規制方針を閣議決定した。この閣議決定によりﾀｲ
国内での新規水資源開発は事実上ほぼ困難となったと認識されている。（1996年10月現地調査結
果）

電源開発(株)

調
　
査
　
団

 高島　康夫

 電源開発(株) 相手国側担当機関名 タイ国発電公社
Sommart Boonpiraks (Director)
Payak Ratnarathorn (Chief)
Prasit Srisaichua (Asst. chief)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

ナムユアム川流域水力発電開発計画調査
実績額（累計）

「ﾅﾑﾕｱﾑ川流域水力発電統合開発計画調査」として、電源開発
(株)がF/Sを実施し、1990年度に終了した。
この中で、Nam Ngao(140MW)、Mae Lama Luan(240MW)の2つの発電
所の統合開発計画が提案された。

1999.10　現在：変更点なし

Master Plan Study on Nam Yuam River Basin
Hydroelectric Power Development Project in
Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／水力発電

最終報告書作成年月 1987.3

コンサルタント名

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 60～61
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 95,096 千円

案　件　名 英 54.50 人月 （内現地15.50人月）

団長 氏名

所属

14

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

87.2.25～3.26

　本計画調査は、工業製品の規格・基準および認証制度の振興を図ることにより、ﾀｲ国工
業製品の品質を改善して国際的競争力を高め、輸出振興およびﾀｲ国内市場において輸入品
に負けずにｼｪｱを維持すること等を目的として実施された。この規格・基準および認証制度
の振興は第6次5ヵ年計画でも重要な施策として位置付けられた。これを受け、科学技術省
（MOSTE）所管の公益法人ﾀｲ国家科学技術研究所（TISTR）より試験・計量・校正ｻｰﾋﾞｽの能
力向上に関する調査要請が出された一方、工業省工業標準局（TISI）からも工業規格試験
機能向上のための試験所および試験器材の無償資金協力要請が出された。結局、年次協議
およびその後の事務ﾚﾍﾞﾙ協議の末、両要請を一本化し、開発調査の枠内で工業標準化およ
び試験・検査・計量制度の振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査を実施することでJICA、TISTR、TISIの三者が
合意し、1987年12月に最終報告書が提出された。最終報告書ではﾀｲ国工業規格に関する総
合的な分析を行い、17の問題点を明らかにしたうえで18振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言している。それ
らに加えて2ｾﾝﾀｰ設立ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを詳細に提言している。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：　ﾊﾞﾝｺｸ市内または近郊の閑静な場所

総 事 業 費 ：　44.6億円（うち外貨分7千万円）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲：(1)研究開発における試験
              (2)標準の確立と計量校正ｻｰﾋﾞｽの充実
              (3)工業規格に基づく試験
              (4)工業標準化、品質管理に関する研修

「工業標準化・試験・研修ｾﾝﾀｰ」(TISI管轄)と
「工業計量・試験ｾﾝﾀｰ」(TISTR管轄)の2ｾﾝﾀｰ設立
については実現した。1988年11月と翌1989年7月
にE/N（建物建設および機材供与）が締結され、
ﾊﾞﾝｺｸ市郊外ﾊﾞﾝﾌﾞｰ工業団地内に隣接して二つのｾ
ﾝﾀｰは設立された。
　その後、前者の「工業標準化・試験・研修ｾﾝ
ﾀｰ」に対し、5年間のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力を実
施(5年間)し、標準化・品質管理、試験の2分野を
中心に技術移転が行われた。ﾌﾟﾛ技の内容は主に
専門家派遣(長期12名、短期21名)、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ(23
名)、機械保守(約94,000千円)であった。その
後、同機材の修理・保守管理指導に必要な資材の
選定に関するﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ(修理班派遣)も行われてい
る。このｾﾝﾀｰには「電気電子」「機械」「工業材
料」「化学」「建設材料」「食品・農業製品」の6
分野の試験室があり、それに加えて民間企業内で
の試験の普及を支援する研修課がある。どの試験
室も最新の試験器材を先進国（主に日本）から随
時調達しており、高い試験制度を実現している。
　一方後者の「工業計量・試験ｾﾝﾀｰ」に関して
は、ﾌﾟﾛ技は実施されず、個別専門家派遣が派遣
された。（1996年10月現地調査結果）
従来縦割りで存在していた政府機関の付属機関・
試験所を分野別（食品、繊維、電気、電子、自動
車、ISO認証等）のInstitute（民間）に分割・統
合する産業構造改革ﾌﾟﾗﾝが進行しており、ISTTC
でも分野別統合に沿って、自動車、電気試験分野
のISTTCからの分離を準備中である。(*)へ続く

　本調査の結果を踏まえ、提案業務を担当している工業省工業標準局（TISI）の機能強化・人材育
成を通じて工業製品の品質管理を強化し、それらの品質向上を図るための協力要請が行われ、無償
資金協力により工業標準化・試験・研修センター及び工業計量・試験ｾﾝﾀｰ用の建物建設、機材購入
に必要な資金が供与された。その後、同機材の修理・保守管理指導に必要な資材の選定に関するﾌｫ
ﾛｰｱｯﾌﾟ（修理班派遣）も行われている。
また、工業標準化・試験・研修ｾﾝﾀｰに対しては、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力を実施され、標準化・品質
管理・試験の2分野を中心に技術移転が行われた。（1996年10月現地調査結果）

(*)
特に電気試験分野については、ISTTCの近くに新たな試験所を建築中であり、設備・要員とも異動
する予定。化学分野は、当面ISTTCに残る。現在、TISIの付属機関として実施している認証試験
（製品試験）は、各Instituteにその試験分野が移管された後は、TISIの委託を受けて実施するよ
うになる。（1998年10月調査時点）
1999年工業省の産業構造改革ﾌﾟﾗﾝに基づき、電気試験分野は電気・電子ｲﾝｽﾃｨﾃｭﾄ（EEi）として独
立。自動車分野は自動車ｲﾝｽﾃｨﾃｭﾄ(TAI)として独立した。その他ｻﾌﾞｾｸﾀｰ毎にｲﾝｽﾃｨﾃｭﾄが設立され、
産業毎に半民間組織形態によって当該分野での活動が行われている。（2000年）

　ｱｲﾛﾝ、冷蔵庫、蛍光灯、鉄鋼棒、電線といった製品についての性能標準化に果たした役割は評価
されるが、電気電子関連および自動車関連の部品（いわゆる裾野産業製品に属する）の標準化につ
いては現在までのところ対象外のようである。しかしこの種の裾野産業製品に対する標準化の需要
は高まっており、TISIが対象とする製品の範囲を従来の概念を超えて広げることが望まれる。
（1996年10月現地調査結果

(財)日本規格協会

調
　
査
　
団

 柿沼　幹二 (財)日本品質保証機構

 (財)日本規格協会理事 相手国側担当機関名 タイ国工業省工業標準局（TISI）
Kanya Sinsakul (Director)
タイ国科学技術研究所
Siri Nandhasri (Director)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

工業規格・検査・計量制度振興計画調査
実績額（累計）

無償資金協力
・「工業標準化・工業計量試験ｾﾝﾀｰ建設計画(1/2)」
　　1988.11.　　26.48億円
・「工業標準化・工業計量試験ｾﾝﾀｰ建設計画(2/2)」
　　1989.7.　　15.94億円

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
・「工業標準化私権研修ｾﾝﾀｰ」（1989.12.-1994.11.）
　専門家派遣　44名、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ受入　23名
　機材供与　106057千円

1994年6月に最終評価ﾐｯｼｮﾝが派遣され、当初の予定通り1994年11
月末日を以って協力期間は満了した。（1996年10月現地調査結
果）

The Study on the Development Programmes of
Industrial Standardization, Testing and
Metrology in Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1987.11

コンサルタント名

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 61～62
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 121,233 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

88.5.16～10.20

　ﾀｲ政府は1982年に世銀融資を得て、ﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地を含む東部臨海開発ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを作成
した。同ﾌﾟﾗﾝは大規模な産業基盤と国際的な物流拠点をﾊﾞﾝｺｸ首都圏以外の地域に形成し地
方分散をはかることを目的とした、ﾀｲ国内における大規模工業団地開発の先駆けであっ
た。その後1985年から1991年頃にかけて、OECF融資によりﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地の過半のｲﾝﾌﾗ整
備が行われた。1988年、このﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地の一応の完成を目前に控えて、入居企業選
定・企業誘致・工業団地運営等についての指針を提供するため本調査が実施された。その
うち入居企業選定のために、2段階の選定基準案を策定し提示した（ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ･ｸﾗｲﾃﾘｱとﾀｰ
ｹﾞﾃｨﾝｸﾞ･ｸﾗｲﾃﾘｱの2枚の企業選定評価ｼｰﾄ）。また本調査のそのほかの提言は以下のとおり
である。
- 効率的ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動の実施
- 投資ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの改善
- IEATの組織改正（Policy Coordination Section等の創設）
- 各種新施設の建設
- 工場立地手続の簡略化
- IEATの入居企業の維持管理業務分担の明確化
- 中小企業団地の設立　等

1996年度現地調査によれば、本調査の主たる成果
物である2枚の企業選定評価ｼｰﾄ(案)はかなり活用
されているという。提案された評価項目も企業選
定基準の参考にされている。
　「効率的ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動の実施」は、本工業団地
の概要・投資ﾒﾘｯﾄを説明するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ、ﾋﾞﾃﾞｵ等を
日本語、英語、中国語、ﾀｲ語で作成して企業誘致
に約立てている。
　「各種新施設の建設」は、まずｵｰｽﾄﾗﾘｱの協力
を得て技術者学校が工業団地内に新設される予定
である。既に進出企業の社員の子弟教育のためにｲ
ﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｽｸｰﾙが開校されており、将来は工業団
地内にも建設予定。通信回線は準じ増設中であ
り、特筆すべき会議場とそれに付随する最新通信
設備を集積したGlobal Access Centerという区画
を設けたことである。ここからは通信回線により
首都ﾊﾞﾝｺｸとのﾃﾚﾋﾞ同時会議が可能。
　「工場立地手続の簡略化」は報告書のなかで近
隣諸国における工場立地申請手続きの平均が1～
1.2年であることが指摘され、この短縮が提言さ
れていた。この提言を受け、進出申請から進出の
内認可が通知されるまで約25日間、実際に工場が
建設され最終的な工場操業許可がでるまで約3ヵ月
と大幅に改善されている。
　「中小企業団地の設立」については特にそのた
めの施策は実施していないが、進出した日系大手ｱ
ｾﾝﾌﾞﾘｰ企業が国産化率引上政策に対応して系列の
日系中小部品ﾒｰｶｰを同工業団地内に進出させてい
る。しかし提言が本来狙ったﾊﾞﾝｺｸ周辺からのﾀｲ
資本中小部品ﾒｰｶｰの移転は、ほとんどない。
（1996年10月現地調査結果）

　当財団に、企業ｱﾝｹｰﾄのその後の反応として、企業等からの問合わせがあり、それに応答した。
相手側にも紹介等の連絡を行った。
　その後、日本立地ｾﾝﾀｰ職員が現地へ出向き、事業進捗状況を確認し、企業紹介等に役立ってい
る。また港湾、道路等ｲﾝﾌﾗ事業、経済環境が改善されたことで、予想以上に早く進んでいることが
わかった。

- ﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地営業開始直前にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの研修が日本において行われた。これにより、体制、
支援制度等の検討が進んだ。
- 1996年からの第8次5ヵ年計画でのﾗﾑﾁｬﾊﾞﾝ工業団地関連の投資必要金が右派176,317万ﾊﾞｰﾂ。資金
調達予定先については明らかではない。
- 東部臨海工業地帯における第2の国際港は、ｳｰﾀｰﾊﾟｵ（地名）に建設予定。
（1996年10月現地調査結果）

(財)日本立地センター

調
　
査
　
団

 飯島　貞一

 (財)日本立地センター常務理事 相手国側担当機関名 東部臨海開発委員会事務局

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

ラムチャバン工業基地開発計画調査
実績額（累計）

1)提言に沿って、現地に、事業主体であるIEATの事務所が設立さ
れた他、ｻｰﾋﾞｽ施設についても充実が図られている。
2)ほぼ分譲が終了し、主要な企業の操業が始まっている。
1999.10現在：特に変更点なし

The Study on the Leam Chabang, EPZ/GIE
Industrial Promotion in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1989.1

コンサルタント名

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 62～63
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 198,364 千円

案　件　名 英 71.60 人月 （内現地21.70人月）

団長 氏名

所属

10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

87.10.12～12.10
88.7.14～7.28

　本調査は、ﾊﾞﾝｺｸでの地下水くみ上げにより近年深刻化している地盤沈下懸念および増大
する工業用水需要に対処するため実施された。提言として以下の事項が挙げられた。
1)合理化普及ｾﾐﾅｰ開催による技術指針の普及・徹底
2)量的・地域的に対象工場を拡大しての工場調査の実施
3)適当な工場を選び合理的使用設備を付与して合理化の効果を実証して周知する。
　（「ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝﾄ」構想）
4)巡回指導による技術指針の実現
5)個別工場の要望時応じた専門家派遣による技術指導
　これ以外に報告書内で税制・金融制度の優遇措置、法制度の充実、工業向け地下水料金
の値上げ等を提言。

　本調査実施中に合理的使用に関するｾﾐﾅｰが2回
実施された（1回は官公庁・大学等が対象で、1回
は民間企業が対象）。ただしこのこれらのｾﾐﾅｰに
準じての開催を提言された合理化普及ｾﾐﾅｰが、そ
の後開催されたという情報はない。また量的・地
域的に拡大した工場調査の提言もその後実現して
いない。「ﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝﾄ」構想は詳細は定
かではないが現在部内で検討中。巡回指導・個別
工場専門家派遣についても特に進展しているとの
情報はない。ただしこの提言を受けて日本に専門
家派遣を要請中。
　税制・金融措置および法制度の充実については
本部局の管轄外のこともあり、特段検討されてい
ない。工業向け地下水料金の値上げは実施されて
おり、1988年の1.5ﾊﾞｰﾂ/立方ﾒｰﾄﾙから段階的に引
き上げられ現在は3.5ﾊﾞｰﾂ/立方ﾒｰﾄﾙとなってい
る。ただし、この段階的値上げが地下水くみ上げ
抑制を意図して実施されたものかは明らかではな
い。（1996年10月現地調査結果）

　この調査では工業用水のくみ上げだけを問題としているが、飲料水等その他の用途への水供給の
考察がないため、地盤沈下と地下水くみ上げに関する包括的な調査にはそもそもなっていなかった
とも言える。かりにこの地盤低下の問題に本格的に取り組むとすると、複数のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄと組むこ
とを検討せねばならないかもしれない。ちなみにﾊﾞﾝｺｸ市は毎年2.5cmずつ地盤沈下している。
（1996年10月現地調査結果）

共同事業体：代表

調
　
査
　
団

 橋本　尚人 (財)造水促進センター

 (財)造水促進センター 相手国側担当機関名 Pisal Khongsamran
Director-General
Industrial Works Department Minitry of
Industry　工業省

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

工業用水合理的使用計画調査
実績額（累計）

報告書の内容を検討して今後の進め方を計画中だが、具体的な提
言実現はない。
　以上、提言内容を実施するには、相手国担当機関（工業省工場
局）の体制（人員、組織等）、予算等の整備が必要で、早急の実
施は難しかったと考えられる。しかし1996年10月現在、工業用水
合理的使用に関する独立のｾﾝﾀｰ設置計画（総予算1,000万ﾊﾞｰﾂ、
建設予定地ﾁｮﾝﾌﾞﾘ）が決まっており、本調査の提言内容が順次実
現する可能性がある。その計画においては、ﾗｲｾﾝｽ付与制度の導
入を検討中とのことである。これは個別工場に事業計画および運
転計画を提出させ、あらかじめ定めた基準に適合すればﾗｲｾﾝｽを
付与し工業用地下水を供給するが、ﾗｲｾﾝｽがなければ供給しない
という計画である。現在そのｾﾝﾀｰの事業内容の細部を検討中であ
るが、このほかにも調査体制の充実などが含まれるようである。
また、このｾﾝﾀｰ計画立案には本報告書が参照されたとのことであ
る。またｾﾝﾀｰ運営開始時には個別専門家派遣を希望することのこ
とであった。（1996年10月現地調査結果）

The Study on the Effective Use of Industrial
Water in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1989.3

コンサルタント名

国　　　　名 タイ 予 算 年 度 61～63
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2002年3月改訂

タイ 報告書提出後の状況

和 334,671

案　件　名 英 78.78 人月 （内現地26.92人月）

団長 氏名

所属

2/10/7/1/9/1/1/6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 87.12.14～12.20／88.1.6～2.2／
88.3.3～3.27／88.4.24～5.5／
88.7.4～7.28／88.9.11～9.21／
88.11.13～11.23／89.1.17～1.28

M/P／その他

最終報告書作成年月 1991.1

Office of National Environment Board
(ONEB)
Mr. Sangsant Panit (Acting Chief of
Air and Noise Section)
Dr. Supat Wang Wong Watana
(Environment Officer)

担当者名（職位）

(社)産業環境管理協会

(*)より
　このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、ﾄﾘｸﾛｴﾁﾚﾝなどの5種のVOCsを対象にして、ある工業地区の地質、
土壌・地下水汚染、大気汚染の調査手法の技術移転、これの物質の使用・管理状況の
調査などが行われる。これらの結果を踏まえて、今後は、汚染調査の実態、修復など
の協力が必要となろう。(1997年8月現在)
　また、1998年度の同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして、Map Ta Phut工業団地をﾓﾃﾞﾙ対象地区とした本
格的な大気拡散ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｿﾌﾄの供与を行った。ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、大気拡散ｼﾐｭﾚｰ
ｼｮﾝｿﾌﾄを供与し(ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝを含む)、その取り扱いに関する技術を移転することによ
り、他の全ての地域の大気拡散ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝがﾀｲ国独自で行えるようになった。またｻﾑｯﾄ
ﾌﾟﾗｶﾝ地区については、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ下で大気汚染関連の工場診断を行った。(1999年10
月現在)
この他、タイ国自らが、公害防止やエネルギー使用合理化のための体制を整備し、人
的組織を整えるために1999年から我が国の工場立ち入り検査制度、公害防止管理者制
度、エネルギー管理者制度を参考にし、日本の制度にあるような国家試験や資格認定
講習で技術能力を担保するスーパーバイザー制度を構築し、制度の運用を2003年から
始めることとしている。（経済産業省経済協力局技術協力課並びに日本貿易振興会に
よる）

国　　　　名 予 算 年 度 62～2
サムットプラカン工業地区大気汚染環境管理計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

　本計画調査が要請された当時、ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ工業地区の3分の1にあたる敷地で既
に2,500余の中小工場が操業していた。これに加え、近隣のﾁｬｵﾌﾟﾗﾔ川を行き交
うﾌｪﾘｰﾎﾞｰﾄ(1,300台/日)からの廃棄ｶﾞｽ、および新設された高速道路からの廃棄
ｶﾞｽが加わり、この地区の大気汚染は既に深刻なものであった。今後、敷地の残
り3分の2にﾊﾞﾝｺｸ周辺からの工場移転が見込まれ、更なる大気汚染の悪化が懸念
されていた。
　このような背景のもと本調査は実施され、同工業地区における大気汚染物
質・排出源・排出量の測定等を行った後、改善策の検討、ﾀｲ経済に与える影響
の分析、現行の行政組織・法体系に関する分析を行っている。これらの現状分
析を踏まえ、1991年1月の最終報告書で短期と長期に分けた提言が行われた。短
期では、

1)本調査で行われたｻｰﾍﾞｲの継続的実施
および
2)ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑの拡充が提言された
長期では
3)環境管理基本法の制定
4)工場への排出規制の実施
5)環境基準の見直し
6)行政組織の改編・拡充
7)職員の訓練
8)省ｴﾈ啓蒙の実施等が提言された

　この短期の提言を受けて、本調査で行わ
れたのと同様のｻｰﾍﾞｲが毎年実施されてい
る。さらに報告書が提出された1991年に、
MOSTEは同省の通常予算によりﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｼｽﾃ
ﾑの全面的刷新を行った。
　また長期の提言のそれぞれの実現状況に
ついて見ると以下の通りである。
　ﾀｲ国では、同国国家の伝統とも言えるほ
ど新規立法が難しい。しかし主要政党間の
混乱からﾃｸﾉｸﾗｰﾄのみで構成されたｱﾅﾝ内閣
が設立した1991年から1992年にかけては、
従来審議が遅延していた数多くの有力な法
案が設立した。公害対策基本法である
「Enhancement and Construction of
National Environmental Act」も10年近く
経って、突然1992年に国会を通過した。こ
の法案には首相自らの後押しがあったこと
が影響したようである。その後この法律に
基づいて、環境基準の見直し権限や工場へ
の排出規制権限等がこの公害管理(PCD)に
付与され、公害対策行政の大幅な充実・強
化が進展して今日に至っている。またこの
法律を根拠として、公害管理局(PCD)が公
害の苦情を受けて調査を実施し、調査結果
を同じMOSTE内のIndustrial Work
Departmentに報告しこの部局が調査対象工
場に改善命令等を出す仕組も整備された。
(1996年10月現地調査結果)

　今後は地方にも同様のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰを拡張していく方針で、来年中には計54になる
予定である。ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ地区での本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはこれらﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰの設置とﾈｯﾄ･ﾜｰｸ化
に大変役立った。(1996年10月現地調査結果)

　2002.3現在：新情報なし。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　本調査以降、MOSTE内で公害管理局は着実に拡充された職員
数は15人から80人となった。また職員を対象としたｾﾐﾅｰやﾜｰｸ
ｼｮｯﾌﾟも年間15～20前後開催され、大学の環境関連学部の協力
も得つつ活発に実施されている。省ｴﾈの啓蒙活動については、
産業界に対してﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ活動を実施している他、ｴﾈﾙｷﾞｰ供給側
のEGATがかなりの予算を投入して活発な行動を実施している。
以上が各提言の実現状況である。本計画調査終了後の進捗状況
を概観すると、短期・長期にわたるほぼ全ての提言が順調に実
現化していると言える。またその提言実現により、大気汚染に
関する測定数値は着実な改善を示している。それに加えて現
在、ﾊﾞﾝｺｸ手内に20の公害ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰが既に設置され測定業
務を行っている。(1996年10月現地調査結果)以上のように、従
来型の排気ｶﾞｽに関する大気汚染の管理については着実な進展
を見せているが、ﾀｲ国では規制対象となっていない揮発性有機
化合物(VOCs)による各地の工業地区における土壌汚染、大気汚
染が深刻化している。特に、近隣小学校の移転問題等も起き、
対策が急がれている。このような状況下で、通商産業省ｸﾞﾘｰﾝｴ
ｲﾄﾞﾌﾟﾗﾝの97年度ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして、VOCs汚染調査法に関する研
究協力が実施された。(*)へ続く

The Study on the air quality management planning
for the Samut prakarn industrial district in the
Kingdom of Thailand

調 査 団 員 数

 山田　剛

 (社)産業環境管理協会

コンサルタント名
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合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 62～2
工業分野開発振興計画

実績額（累計）
　MIDIの機能強化については、設立当初20程度であった研修ｺｰ
ｽが現在は約90にまで充実しており、業界段階機関誌を通じて
の情報提供、大手・外資企業と独立中小企業との「縁結び」事
業、日本での研修JICA専門家招請の実施等、提言に沿った内容
が幅広く実施されている。また、ﾃｷｽﾀｲﾙ、ｶﾞｰﾒﾝﾄ産業のTID及
び木製家具のFIDCは着実に機能が強化されており、また陶磁器
産業の「ﾗﾝﾊﾞﾝｾﾗﾐｯｸｾﾝﾀｰ」は提言を受けてその後設立された。
ただし、玩具産業の「玩具産業振興機関」は現在まで設立の動
きはない。中小企業法等の制定について見ると、立法権限は国
会にありその国会では伝統的に新規立法は極めて困難とのこと
で進展はない。
　BOI投資奨励業種としての認定については、本調査対象業種
のうち金型加工、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、陶磁器(ｾﾗﾐｯｸ)等がその後認定
されたが、大規模投資が主たる対象である。
　付加価値税(VAT)はその後導入された。また上記の通り中小
企業向けのBOI認定企業並み税制・関税優遇措置については、
更なる弾力的運用が望まれているところである。また各種輸入
関税免除措置の提言については、ﾃｷｽﾀｲﾙについて原材料の輸入
関税免除が実現したとのことである。(**)へ続く

Study on Industrial Sector Development 調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1990.10

コンサルタント名 日本貿易振興会

調
　
査
　
団

 井上　朗 日本鋼管(株)

 日本貿易振興会 相手国側担当機関名 Department of Industrial Promotion
工業省　工業振興局

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 88.1.31～3.31(12)／88.6.1～6.15(11)
88.11.1～12.20／89.3.7～3.26(計20)
89.11.1～12.20(11)／90.6.11～6.30(11)

　輸出拡大から取り残された中小企業、また輸出産業を支えるべき金型加工品など裾野産
業でもそれに対応できていない中小企業が7業種を対象に本計画調査は実施された。(金型
産業、玩具、木製家具、ﾃｷｽﾀｲﾙ、ｶﾞｰﾒﾝﾄ、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工品、陶磁器)。この7業種について産
業育成および輸出振興のための総合ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定。
<行政組織改編>
　金型産業については、工業省工業振興局(DIP)と商工省輸出振興局(DEP)との政策調整・
連携を提言。また工業省内に「資料・情報ｾﾝﾀｰ」の設立を提言。
　他6業種についても、DIPとDEPとの政策調整・連携を提言。またﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工品、陶磁器
ではとくに政府部内に「政策担当ﾕﾆｯﾄ」(振興案作成実施、民間団体との協力、情報整備、
関係機関との調整)の設立が新しく提言されている。
<公的ｻｰﾋﾞｽ機関設立>
　金型産業についてはMIDIの機能強化を提言。具体的には専門家の招請、金型研修機能の
強化、OJT、情報提供、学会の組織・運営、国内技術交流(大手/外資企業と独立中小企業)
の推進等である。
　他6業種については、玩具で「玩具産業振興機関」が詳細に提案されている。ﾃｷｽﾀｲﾙ、
ｶﾞｰﾒﾝﾄ、木製家具では既存のTID及びFIDCの強化が提言されている。また陶磁器では「ﾗﾝﾊﾞ
ﾝ･ｾﾗﾐｯｸ･ｾﾝﾀｰ」設立が詳細に提案されている。
<法整備・政策的配慮>
　金型産業では「中小企業省」の早期制定・施行が提言されている。加えて「金型加工」
のBOI投資奨励業種への指定が提言されている。
　他6産業はBOI投資奨励業種としての認定あるいは弾力的運用を求めている。
<税制・関税措置>
　金型産業では負付加価値税の早期導入(当時政府内で検討中)が提言された。BOI認定企業
並み税制・関税優遇措置に加えて金型生産用機械の輸入関税免除が提言されている。
　他6産業では玩具、プラスチック加工、陶磁器では生産機械の輸入関税免除が提言されて
いる。他6産業では玩具、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、陶磁器では生産機械の輸出関税免除、ﾃｷｽﾀｲﾙ、ｶﾞｰ
ﾒﾝﾄ、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、陶磁器では原材料の輸入関税免除が提言されている。木製家具ではﾊﾟﾗｳｯﾄﾞ
輸出税の引き下げが提言されている。
<金融措置>
　金型産業ではﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝの導入が提言されている。加えて既存の制度金融機関
(IFTC,SIFO)の積極活用と、中央銀行輸出ﾘﾌｧｲﾅﾝｽ制度の信用枠拡大・優遇金利設定(市中金
利に連動)が提言されている。また中小輸出業者のための輸出信用保証機関の新設も提言。
　他6産業では6業種とも既存の制度金融の適用が提言されている(*)へ続く

(**)より   1992年に円借款「AJDFｶﾃｺﾞﾘｰ
B」(1992.9.14調印、343.75億円)が供与さ
れﾀｲ産業金融公社とｸﾙﾝﾀｲ銀行を通じてﾀｲ
の中小企業に対して優遇金利の中長期資金
を付与。金型産業ではThai Mot and Die
AssociationとThai Foundry Industry
Associationの2業界団体が設立され、双方
ともMIDIの協力を得て定期的に業界誌を発
行しているとのことである。またﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
産業についてはThai Electral Plating
Forumが約100社の参加を得て設立された。
　1989年以降、工科系大学の新設、工学部
の増設が相次いでいる。しかしMIDI(金型
機械産業振興ｾﾝﾀｰ)とFIDC(家具産振興ｾﾝ
ﾀｰ)等の工業省産業振興局管轄の公的ｻｰﾋﾞｽ
ｾﾝﾀｰが設立されている場合には、そこで職
業訓練ｺｰｽを充実させているとのことであ
る。また資格制度については労働省の管轄
とのことで、工業省産業振興局は現在まで
のところ検討していない。金型産業、ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ加工、家具等の分野においては、日系
企業との合弁事業がかなり見られる。ただ
し、海外市場調査や輸出ﾐｯｼｮﾝの派遣等の
輸出戦略に関する事項は工業省内でも輸出
振興局(DEP)の管轄とのことで、進捗状況
の詳細は捉えられていない。(1996年10月
現地調査結果)

　本計画調査は産業振興と輸出振興をｾｯﾄで検討し、法律、税制、関税、金融、人材育成等につい
て幅広い提言がなされているにも関わらず、報告書が提出されたｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄは当然ながら工業省産
業振興局のみであった。このため、産業振興局に権限のない分野の提言については実現が遅延して
いることが多い。
(*)より
<業界団体関連>
　金融産業では金型ﾒｰｶｰの業界団体「金型工業会」の設立と定期的「金型情報誌」の創刊が提言さ
れている。他6産業では、業界団体は既にあったが、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工では一歩進んで、業界団体と関係
政府機関から成る「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ産業連絡会」の常設が提言されている。
<人材育成>
　金型産業ではMIDI,King-Monkhut工科大学、金型工業会共同の金型工緊急養成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(新人、熟
練2ｺｰｽ)が提言されている。加えて学校職業教育における金属加工業関連学科の規模と質の拡大が
提言されている。また資格制度の設備も提言。
　他6産業では玩具、陶磁器は提言された独立機関での研修を提言。ﾃｷｽﾀｲﾙでは大学拡充、木製家
具は職業学校の充実、ｶﾞｰﾒﾝﾄでは既存研修の拡充がそれぞれ提言されている。ﾌﾟﾗｽﾁｯｸではEIPC内
にﾌﾟﾗｽﾁｯｸ研修新設が提言されている。
<その他>
　金型産業では金型産業外国ﾒｰｶｰの誘致と合弁企業の推進が提言されている。他6産業では、6産業
とも海外市場調査、見本市の開催、輸出ﾐｯｼｮﾝの派遣、外貨の投資・合弁誘致等が提言されてい
る。

　ﾀｲでは伝統的に省庁間の協力関係が希薄であると言われているが、この傾向は工業
省内部でも見られ、本計画調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである工業省工業振興局(DIP)によると、
DIPとDEPとの政策・連携は実施されておらず現在でも模索されていないとのこと。
(1996年10月現地調査結果)

2002.3現在：変更点なし
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合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 3～5
悪臭防止管理計画

実績額（累計）
　ﾀｲ政府より日本政府に対し、悪臭測定及び悪臭規制
確立の専門家の派遣が要請された。(1994年10月)。
　また1996年中にDIW内に悪臭の調査分析等を行う"Air
Pollution Control"という新部局が設置される予定と
のことで、その設置決定に本調査が参照されたという。
　なお、ﾁｮﾝﾌﾞﾘ県に悪臭ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの設置を計画中。
　1996年4月から1997年2月まで悪臭測定技術指導のた
め2名の専門家が派遣された。

2002.3現在：新情報なし

Study on Prevention and Control of Offensive
Odors from Small and Medium Scale Factories in
the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1994.1

コンサルタント名 (株)環境工学コンサルタント

調
　
査
　
団

 牧山　聡

 (株)環境工学コンサルタント 相手国側担当機関名 工業省工業局
Mr. Issra Shoatburakarn（技術課長）
Mr. Sunaree Veerasawadrak（係長）
Mr. Sugunya Banapaesat（係長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 92.10～94.1

　本調査(1992.10～1994.1)では調査対象の4業種8工場の悪臭測定を実施し、悪
臭発生源および発生量を測定し、各業種における防脱臭対策を短期、中期、長
期に分けて提案。
　短期対策としては、悪臭対策研究委員会の設置、2年以内の本格的実態調査の
実施、対策ﾏﾆｭｱﾙの作成等が提言された。また本調査で使用した測定機器および
分析室の活用による測定技術の普及・研修の実施が併せて提言された。
　中期対策としては、測定器材の本格整備、「ﾓﾃﾞﾙ工場(ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞをかける工
場)」の選定、悪臭関連の法律整備による規制開始等が挙げられた。
　長期対策としては測定の定期化、規制の継続、産業廃棄物工場の建設、個別
企業に対する財政的助成措置等が提言されていた。

　これらの提言を受けて工場省工場局内に分析
室を本調査終了後も存続させ、供与された悪臭
測定機器を使用し測定技術の研修が行われてい
る。また、本調査期間中(1993年2月と7月)には
工場局職員(ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ)3名を研修員として受入
れそれぞれ約1ヶ月間、悪臭測定方法及び悪臭防
止対策の研修を行っている。さらに1994年10月
にﾀｲ政府より日本政府に対し、悪臭測定及び悪
臭規制確立の専門家の派遣の要請が出された。
これにより1996年4月から1997年2月まで、悪臭
測定に関する専門家2名が派遣され、悪臭測定機
器使用の技術指導にあたった。しかし短期対策
では他に提言された悪臭対策研究委員会の設
置、2年以内の本格的実態調査の実施、対策ﾏﾆｭｱ
ﾙの作成等は本格的実態調査の実施、対策ﾏﾆｭｱﾙ
の作成等は行われていないとのことである。ま
た中期および長期対策として提言された測定器
材の本格整備、「ﾓﾃﾞﾙ工場」の選定、産業廃棄
物の工場の建設等は今のところ予定に挙がって
いない。つまり現在までのところ測定技術に関
する技術移転が中心に行われているというとこ
ろである。
　また中期および長期対策で提言された悪臭規
制については必要な法律が整備されていない
し、工業省には立法権限がないとのことで実現
していない。加えて個別企業に対する財政的助
成措置も工業局の管轄外であるとのことで実現
していない。
(1996年10月現地調査結果)

 各省間の独立性が強く、協力意識が希薄である。そのためｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの管轄を超えて
他省に関わる提言はそもそも実現する可能性が低い。
　ﾀｲ国会での法律審議手続きが非常に遅く、新規立法に関する提言とその新規法律に
根拠を置かざるを得ない対策の提言は、早期の実現可能性が低い。(1996年10月現地調
査結果)
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2002年3月改訂

タイ 報告書提出後の状況

和 214,685 千円

案　件　名 英 42.07 人月 （内現地28.58人月）

団長 氏名

所属

15

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 5～6
省エネルギー計画アフターケア調査

実績額（累計）
　本ｱﾌﾀｰｹｱ調査報告書提出後、提言はほぼ全て着実に
実現している。本調査は、ﾀｲ側ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄから前回の省
ｴﾈ調査(THA104)同様、調査中のOJTによる効果的な技術
移転を含めて高く評価されている。(1996年10月現地調
査結果)

　1995年に「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」が施行された。1997年
から2000年にかけ、法で規定されている工場の指定が
順次行われている。 法で規定されている｢エネルギー
管理者｣の数・能力を向上させ,さらなる省エネ推進の
ため｢エネルギー管理者訓練センター｣を開設すること
となり、JICAプロ技支援要請が出された。2002年2月に
RD締結予定。（協力期間3年。長期専門家4名）
（2002.3現在）

The Study (After-Care) on the Energy
Conservation Project in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1995.3

コンサルタント名 (財)省エネルギーセンター

調
　
査
　
団

 中川　暉雄／石田　寛

 (財)省エネルギーセンター 相手国側担当機関名 Ministry of Science, Technology and
Environment
Dr. Pathes Sutabutr (Director General)調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 93.8.5～93.9.3／93.10.13～93.11.10
94.2.21～94.3.10／94.7.3～94.9.15
95.1.16～95.1.25

　歩年調査は1982年～1984年に実施した「ﾀｲ王国省ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開発計画調
査」のｱﾌﾀｰｹｱとして位置付け、1992年4月にﾀｲが公布した「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」に
関するｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝｴﾈﾙｷﾞｰ関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構築作成に対する提言および省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断
技術移転を行うことを目的とし、次の項目について調査した。

1.ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
　1)ｴﾈﾙｷﾞｰ開発促進局(DEDP)の組織改善
　2)DEDP地方事務所の設置
　3)省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進基金のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
　4)ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者の育成

2.ｴﾈﾙｷﾞｰ関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構築

3.OJT、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟによる省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断技術の技術移転
　1)工場、建築物省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断技術
　2)工場、建築物省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善計画作成技術
　3)工場、建築物省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進計画評価技術

1.DEDPを省ｴﾈﾙｷﾞｰに関する規制部門、促進部
　門、 研修部門に3部門に組織変更し、省ｴﾈﾙ
　ｷﾞｰ促進法の要請に対応できる組織にした。
2.「省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進法」により設置が求められて
　いるｴﾈﾙｷﾞｰ管理者の育成のための研修制度を
　確立し、実施している。
3.DEDPは供与機材を使用して、工場診断を実施
　している。
4.指定工場・建築物に定期的提出が義務づけら
　れているｴﾈﾙｷﾞｰ使用状況および省ｴﾈﾙｷﾞｰ計画
　に関してﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを整備し、業務に役立てて
　いる。

　また本調査を通じた技術移転は以下の通りで
ある。

1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対し、現地において調査団連携機
　材を使用した工場診断技術をﾜｰｸｼｮｯﾌﾟおよび
　OJTにより指導した。
2.1994年10月、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ7名が日本で以下の3
　研修に参加した。
　(1) 日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰで政策
　(2) 産業界の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法
　(3) 工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例研究。
3.1994年10にﾀｲ王国省ｴﾈﾙｷﾞｰ調査のｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ
　8名を受入れ、以下の4研修を実施した。
　(1) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策の的確な実施
　(2) 日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進税制
　(3) ｴﾈﾙｷﾞｰ管理士制度
　(4) ｴﾈﾙｷﾞｰ関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備
(1996年10月現地調査結果)

省エネ促進基金（ENCON　Fund）は、エネルギー管理者の認定研修援助,省エネルギー
診断並びにその結果に基づく省エネルギー設備導入への資金援助、新エネルギー開発
研究資金援助などに利用されている。その運用資金額はこれまでに約450億円に上って
いる。
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2002年3月改訂

タイ 報告書提出後の状況

和 214,798 千円

案　件　名 英 57.85 人月

団長 氏名

所属

12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 5～6
工業分野振興開発計画（裾野産業）調査

実績額（累計）
　本報告書の提出後、政府発行の資料でもこの報告書のﾃﾞｰﾀ・
図表をそのまま転記しており、提言の実現化に加えて業界に関
する基礎的資料を提供したという意味で、本計画調査報告書は
有効に活用されている。(1996年10月現地調査結果)
　1999年2月より同年8月まで、ﾀｲの経済危機を踏まえた中小企
業の振興について、JICAのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実施した。同調査に
よる提言は、ﾀｲの中小企業振興基本法として法制化されてい
る。(1999年12月現在)
　中小企業、自動車、電気・電子の各分野毎にｲﾝｽﾃｨﾁｭｰﾄを設
立。現在、日本政府の支援を受け各々の組織強化が図られてい
る。(2000年11月現在)
2002年2月現在、本調査の役割は、同フォローアップ調査に受
け継がれている。本調査報告書の役割はほぼ完了したのかもし
れない。結局提案17プログラムのうち、13プログラムが実施さ
れた。未実施分は工業省（カウンターパート）の管轄外のプロ
グラム、あるいは民間の協力が必要なものであった。

The Study on  Supporting Industries Development 調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／機械工業

最終報告書作成年月 1995.3

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 稲員　詳三

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 工業省工業振興局（DIP）
Manas Sooksmarn
Director-General
Department of Industrial Promotion
Ministry of Industry

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 93.9～計3.5ヶ月

　本調査ではﾀｲ中小企業と外資企業の双方に企業ｱﾝｹｰﾄを実施し、民間のﾆｰｽﾞに迫り、17の
個別ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言した。そしてそれらのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの予想/期待される定量効果を明記してﾀｲ
工業省に提言した。(なお以下の記述ではﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑをProと略記している(例:ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ1→
Pro 1)。)
<行政組織改編>
　中小企業／裾野産業振興のため、工業省工業振興局(DIP)再編が提言されている。再編後
DIPは調査課、政策課、振興課、下請企業課、金融課、地方中小企業課から成る。(Pro 3)
<公的ｻｰﾋﾞｽ機関設立>
　官民資金により財団を設立し、公的ｾﾝﾀｰの運営を委託することにより、民間のﾆｰｽﾞ・活
力を導入する。(Pro 9)
<法整備・政策的配慮>
　裾野産業や中小企業に特定した政策は従来体系化されていないので、「中小企業基本
法」と「下請企業振興法」の制定を提言。(Pro 1,2)
<税制・関税措置>
　下請引取契約におけるSupplier側の新規雇用・教育・R&D費用を法人所得税から減額、
Buyer側の技術指導費も法人所得税から減額。(Pro 6)
<金融措置>
　中小企業向金融・保証制度は一通り整っているので、それらの改善(融資限度額引き上
げ、金利・返済期間・据置期間の改善、代理貸付の全国ﾈｯﾄﾜｰｸ化と政府による利子補給・
保証料負担、信用保険会社の設立と、機材ﾘｰｽ支援(利子補給、支払保証、加速償却)を提
言。(Pro 12)
<人材育成>
　<技術者養成>1)総合的巡回指導ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(Pro 7)　2)裾野産業への技術検定制度の新規導
入(鋳造、金属ﾌﾟﾚｽ加工、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工、金型製作)に(Pro 8)　3)企業－大学協同職業訓練
機関への学校法人格の付与(Pro 10)。4)技術者の育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの継続(Pro 14)
<管理者養成>
　経営者再教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(制度金融、ﾘｰﾁ支援申込の条件)(Pro 13)
<その他>
　各種産業統計の整備(Pro 4)。BUILD活動(下請契約促進・ﾏｯﾁﾝｸﾞ)の拡大(Pro 5)。
　投資支援策として1)海外中小企業ｸﾞﾙｰﾌﾟによる「ｸﾞﾙｰﾌﾟ投資誘致ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」(Pro 15)　2)
新規企業家ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(Pro 16)　3)隣接業界からの「新規参入支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」(Pro 17)

　「裾野産業振興課」(98人)と「産業振興政策
計画課」(30人)の新設を含めたDIPの大規模改編
を予定している。この改編案は1996年8月に国王
の署名がなされており、2ヵ月以内に実施される
予定である。「裾野産業振興課」は、業界組織
化、試験ｻｰﾋﾞｽ、ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ、大企業との縁結
び、情報提供、各種行政事務等を担当する。ま
た現在のところ政策立案を行い政府に働きかけ
る部署がないので、新設の「産業振興政策計画
課」はそれを担当する。
　現在JICAに対し「裾野産業ｾﾝﾀｰ」設立ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄを申請中である。金型産業における現在のMIDI
のような機関を目指している。今回ﾋｱﾘﾝｸﾞした
Directorによると、このようなｾﾝﾀｰは本来、民
営で行われるべきと考えており、なるべく民間
の協力を得て業務を実施したいとのことであ
る。
　これらの法律の必要性は以前より高く認識さ
れており、法案は既に作成済みで産業大臣に提
出されている。しかし、ﾀｲ国では法案を国会通
過させることは極めて困難であり、まだ設立し
ていない。ちなみにこのような中小企業基本法
が未だにないことが、効果的かつ整合的な中小
企業施策が実施できない最大の原因になってい
るとの分析もあり、この分析とほぼ同様の認識
を工業省も有している。しかし立法権限は国会
にある以上、如何ともし難いというのが現状で
あるが、毎回内閣が変わるたびに期待してい
る。1993年10月にﾀｲ投資委員会(BOI)は4業種(金
型、ｼﾞｸﾞ、鍛造、鋳造)を、今後技術発展をはか
るべき基礎的工業の対象業種に指定し投資奨励
されることとなった。
(*)へ続く

　本報告書における提言の実現化状況を概観すると、各提言分野で何らかの具体的動きや成果が見
られる。1988年の工業分野振興計画調査でも幅広い提言がなされたにも関わらず、報告書が提出さ
れたｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの工業省産業振興局に権限のない分野の提言については実現しない提言が多かっ
た。しかし本裾野産業育成調査においては、かなり広範囲で提言が実現しつつある。この理由とし
ては、1)政府が裾野産業育成の重要性を認識するようになったこと、2)本調査報告書がﾀｲにおける
ほとんど唯一の総合的裾野産業調査であり、政府機関内で裾野産業について論じられるときは必ず
参照されている、といったことが考えられる。政府発行の資料でもこの報告書のﾃﾞｰﾀ・図表をその
まま転記しており、提言の実現化に加えて業界に関する基礎的資料を提供したという意味で、本計
画調査報告書は有効に活用されている。(1996年10月現地調査結果)
(*)より
　そして1994年9月に同委員会は「特別業種として10業種をｻﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰとして定める規定」
を発表した。同布告では、上の4業種を含め14業種に対し、次の通りの税制・関税優遇措置を付与
した。機械輸入関税の免税(BOI第1、2地域50%、BOI第3地域100%)、法人税の8年間免除、外資出資
比率規制の適用除外等。ﾀｲ産業公社(IFCT)が1985年にOECFの融資を受けた中小企業育成ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ
(正式名称:IFCTﾛｰﾝ)を設けて実績をあげており、中小企業金融公社(SIFC)が同様のﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ融資
をOECFに申請し決定した(35.08億円、LA9.9.30)。また1992年にIFCT、大蔵省、ﾀｲ銀行協会の3者で
「小規模企業信用保証公社(SICGT)」という融資保証機関が設立され、中小企業の担保不足を補っ
ている。1992年に日本の経団連とﾀｲ工業連盟の出資により、ﾀﾏｻｰﾄ大学にﾀﾏｻｰﾄ大－ﾀｲ工業連盟工科
大学が設立され、私立大学としての学校法人格が付与されている。(**)へ続く

(**)より
　また日本のJODCの協力を得て巡回技術指導が実施されている。裾野産業への技術検定制度の新規
導入や経営者再教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ新設については前述のｻﾎﾟｲﾝｾﾝﾀｰ設立に際して検討したい傾向である。
各種産業統計は近年の次第に拡充・整備されて来ており、BUILD活動についても活発に実施されて
いる。ただし新規参入支援に関しては特に新しい動きはない。(1996年10月現地調査結果)
2002年3月現在：タイにおける中小企業振興策は、次段階（民活など）へ移行するであろう。
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2002年3月改訂

タイ 報告書提出後の状況

和 144,131 千円

案　件　名 英 40.95 人月

団長 氏名

所属

9  （業務調整員を含む）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 10～11
タイ生産統計開発計画（フェーズ１）

実績額（累計）
　ﾌｪｰｽﾞ2の終了時にOIEの中での月次統計の業務改革が
行われた。現在、OIE-IICが独自に、日本人専門家の指
導を得ながら月次統計を拡大整備している。

2002.3現在:生産統計開発計画調査(フェーズ2)に引き
継がれているので、フェーズ2要約表を参照のこと。

A Study on the Development of Industrial
Statistics in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.6

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 黒川　雄爾 三井情報開発(株)

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 工業省産業経済室工業情報センター
（OIE-IIC）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 98.8～ 4回　計6ヶ月

　本調査において、速報性と信頼性を備え、かつ国際標準に適う月次生産指数
の公表を目指し、設計、実査、審査・修正、製表、分析、公表といった各作業ｽ
ﾃｯﾌﾟを網羅した生産統計開発計画をﾀｲ国工業省工業情報ｾﾝﾀｰに提案するととも
に、各種ﾏﾆｭｱﾙ及びﾜｰｸｼｮｯﾌﾟｾﾐﾅｰを通じて技術移転を行った。

1.1999年1～3月にﾊﾞﾝｺｸ及びその周辺の
　377事業所のﾊﾟｲﾛｯﾄ調査を実施し、こ
　れに引続きﾀｲ側で実施している。
2.臨時予算ではあるが、1999年度87百万
　ﾊﾞｰﾂという巨額の実行予算をとり、
　2000年度通常予算に17百万ﾊﾞｰﾂの内示
　を得ている。2000年度13人の増員要求
　を行い5人の増員に成功した。
3.長期専門家(実査、公表担当)が、それ
　ぞれ1999年11月及び2000年1月に派遣
　された。
4.1999年2月にﾌｪｰｽﾞ2のS/W協議が行わ
　れ、1999年7月～2000年7月にﾌｪｰｽﾞ2調
　査が実施され、調査対象事業所の拡大
　ﾘｽﾄの作成、指数開発及びｿﾌﾄｳｪｱ開発
　を行った。

機材供与:93-10401　Notebook Compaq Presario 1650, Printer Canon BJC-210SP, MS
Office 97
産業統計の集団研修1人と、同時期にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修として3名を受け入れた。
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2002年3月改訂

タイ 報告書提出後の状況

和 133,863 千円

案　件　名 英 36.65 人月

団長 氏名

所属

12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 10～11
タイ工業分野振興開発計画（裾野産業）フォローアッ
プ調査 実績額（累計）

　提言した17ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの大半が、一部修正を加えられて
実施に移されている。本報告書に相前後して提出された
水谷ﾚﾎﾟｰﾄにおいても、ほぼ同様の提言がなされてお
り、お互いが補完しあう形となっている。このことが、
ﾀｲ側のすばやい反応につながっているものと思われ
る。
2002.3現在：経済産業省の委託による現状把握調査
が、何度か行なわれていると聞く（IDCJなど）。
JICA(役務提供)によって、タイ国の中小企業振興策の
見直し調整が行なわれる予定（2002年3月）。

The Follow Up Study on Supporting Industries
Development in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 稲員　詳三 (財)国際開発センター

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 工業省工業振興局計画課

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 99.3～ 4回　計3.1ヶ月

　5大戦略の下、合計17のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言した。この中には調査終了時期に一部
準備が開始されたものも含まれる。
　5大戦略は次の通り:

1)中小企業金融の強化
2)中小企業の経営協力・技術の向上
3)中小企業の人材育成
4)中小企業の市場開拓支援
5)中小企業のﾋﾞｼﾞﾈｽ環境の整備

・中小企業ｲﾝｽﾃｨﾁｭｰﾄの設立
・自動車ｲﾝｽﾃｨﾁｭｰﾄの設立
・電気・電子ｲﾝｽﾃｨﾁｭｰﾄの設立
・中小企業向け信用保証枠の拡大
・SIFCの強化
・ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙの創設
・中小企業診断士の育成と診断制度の普
及、等
・自動車インスティテュｰトの活性化につ
いては、部品産業への技術移転プログラム
が、JICA専門家、JODC派遣専門家、シニア
ボランティア約10名前後で実施中（2000年
から）。
・電気・電子インスティテュートについて
は、JODCのコンサルティング型専門家派遣
事業により活性化計画調査完了（2001
年）。
・中小企業診断士育成は、JICA,JODCの専
門家派遣によって、ODA支援が3年目に入
る。

　1997年のﾀｲ通貨危機により製造業が受けたﾀﾞﾒｰｼﾞは大きく、早急な構造改善策の実
施が求められていた。そのような中でなされた本調査での提言は時節を得たもので
あった。



個別プロジェクト要約表 ＴＨＡ 117

2002年3月改訂

タイ 報告書提出後の状況

和 197,505 千円

案　件　名 英 49.25 人月

団長 氏名

所属

11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 10～11
タイ国ヒ素汚染地域環境改善計画調査

実績額（累計）
・2001年初旬　本調査結果を基にヒ素汚染地域を環境
保護地域に指定する政府方針が決定された。
・2001年上旬以降　数度にわたり指定のための地元公
聴会を開催。
・2001年末　　地元住民が指定に同意。
・2002年　　国家環境会議で正式な指定が行なわれる
予定。その後、必要予算措置がとられ､本格調査が実施
される予定。

The Environmental Management Planning Survey for
Arsenic Contaminated Area of the Nakhon Si
Thammarat Province in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／鉱業

最終報告書作成年月 2000.3

コンサルタント名 三井金属資源開発(株)

調
　
査
　
団

 大屋　峻

 三井金属資源開発(株) 相手国側担当機関名 Environmental Research and Training
Center MOSTE
Ms. Sukanya Boonchalermkit
Head of Toxic Substances Dept.

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 98.9～00.3

　本調査により砒素汚染の進んだ地区が抽出され、その汚染機構が明らかに
なった。

1)砒素汚染された土壌の除去
2)新規汚染の回避
3)汚染地下水の浄化
4)地下水の監視
5)地元住民の啓蒙

である。

　砒素汚染の進んだ地域の環境保護地域指
定の為に、国家環境会議へ提案された。

　調査結果ならびに提言を受け、県知事ならびにﾀｲ国政府環境部署は汚染の深刻さを
実感し、その対処に熱心に取り組んでいる。また、タイ国政府科学技術環境省では環
境保護地域指定後の対策実施の技術援助を希望しており、個別専門家の派遣を要請し
た。本調査のサブC/P期間であった工業省鉱物資源局では、本件で扱った錫鉱山跡地が
全国に散在し同様の問題が多いことから、より包括的、全国的、持続的な対策を検討
しており、その立案に我が国の協力を要望している。
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2002年3月改訂
タイ 報告書提出後の状況

和 ナコンチャシマ地域産業開発計画調査 千円

案　件　名 英 39.67 人月

M/P /工業一般

ユニコインターナショナル株式会社

団長 氏名 渡辺洋司 財団法人国際開発センター

所属 ユニコインターナショナル株式会社

00.5～0.47ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

00.　6

コンサルタント名

国　　　　名 予 算 年 度 11～12

実績額（累計） 135,766

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

99.1～0.57ヶ月/00.1～0.67ヶ月/00.3～0.6ヶ月

工業省経済産業室

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

調査時と政権が変わったものの、現政権においても地方
開発重視の視点は変わらず、調査で提言した中から｢一
村一品運動｣が全国に展開されることとなった。この
他、産地診断プログラムが工業省で実施されている。

･都市部と地方の経済格差の拡大。ＢＯＩの投資だけでは産業が発展しない地方もあ
る。
･日本のＮＧＯや地方自治体の積極的な支援がある。

一村一品運動の全国展開：この運動につい
てはそのための基金が各県に配分され、工
業省の産業振興局が中心となって指導して
いる。

ナコンチャシマ、プリラム、スリン、チャイヤプムの4件から成るクラスターに
おいて、ワークショップを通じて、地方主導、民間坂の計画作りを調査過程で
実施しながら,クラスター内の各県の産業開発とクラスター全体の産業開発計画
（マスタープラン）を策定することを目的とした。これら開発計画の中には、
中小企業振興施策の地方への拡大のためのアクションプラン及び優先業種（裾
野産業、食品加工産業）の振興プログラムも含められている。また、調査作業
の過程を通じて、タイ側カウンターパートに対し、技術移転を図ることも目的
の一つとされた。　最終的にはアクションプランとして合計38のプロジェク
ト・プログラムを提示し、その中で特に重要性が高いと判断された以下の10プ
ロジェクト・プログラムについては、実施後期待される効果や実施の手順につ
いても検討した。
①地域産業開発公社の設置プロジェクト
②一村一品運動の普及
③先端農産物河口研究実用センター設立プロジェクト
⑤経営トップエグゼキュティブセミナープログラム
⑥産地診断プログラム*1
⑦PRIDプログラム*2の継続
⑧ツーステップコントラクト*3推進プログラム
⑨Marketing&Designセンター設立プロジェクト
⑩内陸コンテナデポの建設プロジェクト
(注）　*1　地場産業の産地診断
*2　タイ工業省の施策“Promotion of Rural Industrial Development
Project”
*3　現地企業が日系部品企業に納入し、日系部品企業は自社製品として品質を
保証し、日系メーカーに納入、全ての責任は日系部品企業が持つ。

The Study on the Master Plan for the Industrial
Development in the Provincial Cluster of Nakhon
Ratchasima, Buri Ram, Surin and Chaiyaphum in
the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月
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2002年3月改訂

タイ 11～12 報告書提出後の状況

和 生産統計開発計画調査（フェーズ２） 116,781千円 プロジェクトの最終段階で工業省では機構改革があり

案　件　名 英 30.01 人月 局長課長が交替したがJICAから2人専門家が派遣されて

M/P /工業一般 いて(2000.11～2002.1)、工業統計は毎月作成され公表

00. 7 されていた。

ユニコインターナショナル株式会社 1)能力のある職員が5人増員された。

団長 氏名  黒川 雄爾 三井情報開発株式会社 2)月次統計を実施するための予算が毎年つくようにな

所属  ユニコ インターナショナル株式会社 工業省経済産業室 った。

7 3)10業種、150事業所で2年間公表してきたが、本年夏

99.7～5.6ヶ月/00.1～2.2ヶ月 には規模が3倍に拡大される見通しである。

00.6～0.4ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行・活用
調査の目的は、同プロジェクトのフェーズ1調査の結果に基づいて以下の4点を 報告書の他に、統計作成のための各種マニ  提言内容の現況に至る理由

実施することにある。1)統計処理用の本格的コンピューターシステムの開発 ュアル、 コンピュータ・システムを作成 1)工業省幹部が産業政策を企画する上で、工業生産動向をフォローし、また企業活動

2)月次生産動態統計調査の実施（実査拡大、審査・分析・公表、体制づくり等) し、研修を大量に行なったので、人材が育 をモニターする手段として統計の重要性を認識したこと。

に関する提言、各種指数の開発、コンピューターシステムの運用 ってきた。 2) 民間企業の協力を得るためのセミナー、表彰式などを行ない、結果をインターネッ

3)カウンターパートへの技術移転 トで流したところから企業の協力を得たこと。

4)工業生産指数の公表開始 3)IMFの統計整備の要請もあり、NESDBが統計予算の特別枠をとって月次工業統計を最

パーソナル・コンピューター、サーバーと汎用ソフトを多用した分散型コンピュ 優先としてくれたことから大蔵省が予算を経常化してくれたこと。

ータ・システムを開発し、審査負担を軽減し、2000年5月以降毎月公表できるよ 4)中央銀行は月次工業統計を作成しているが、他の統計への関心が深く、工業省の統

うにした。 計作成に技術的協力をしてくれたこと。

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

最終報告書作成年月

コンサルタント名

国　　　　名 予 算 年 度

実績額（累計）
A Study on the Development of Industrial
Statistics in the Kingdom of Thailand (Phase2)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野
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2002年3月改訂

ヴィエトナム 報告書提出後の状況

和 326,689 千円

案　件　名 英 91.37 人月

団長 氏名

所属

19

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 5～7
ハノイ地域工業開発計画調査

実績額（累計）
・報告書の提出に沿って、改革、整備が進みつつあ
　る。
・工業団地の外部ｲﾝﾌﾗ整備に関し、OECFﾛｰﾝがｳﾞｨｴﾄﾅﾑ
　政府により申請された(1996年8月)。10月のOECFの審
　査を経て、採択された。(1997年3月)
・1999.12現在:
　ﾀﾝﾛﾝ工業団地が民間資金により工事を実施。
　ﾊﾉｲ都市ｲﾝﾌﾗ整備事業が円借款によりD/D実施中。
・2000.11現在:
　ﾀﾝﾛﾝ工業団地が2000年7月に完工。入居企業4社が決
　定。1社は操業開始。

Hanoi City Area Industrial Development 調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1995.11

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

 小泉　肇 テクノコンサルタンツ(株)

 日本工営(株) 相手国側担当機関名 Nguye Ngoc Le
Vice-Chairman
Hanoi People's Committee（ハノイ市人民
委員会）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 94.8.29～94.9.29
94.12.1～95.1.12
95.5.24～95.6.22

(調査の目的)
　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑの工業・経済の近代化と市場経済への円滑な移行を実現するため
　に、ﾊﾉｲ地域の既存工業の近代化を計り、外国からの投資と技術を導入して工
　業の振興を図る。
(工業振興におるけﾏｸﾛ的課題)
　国営企業改革／金融改革／税制改革／組織・行政改革／投資促進／工業・
　貿易振興
(工業振興におけるﾐｸﾛ的課題)
　生産ﾗｲﾝ改善としつけ教育／分業・下請ｼｽﾃﾑ導入／下請・裾野産業育成／
　工場・企業経営の訓練／環境保全
(ﾊﾉｲ地域の工業開発方針)
・国家開発計画における工業化の方向性(2010年目標)と北部経済開発ﾄﾗｲｱﾝｸﾞﾙ
　の工業開発ﾌﾚｰﾑﾜｰｸとの整合性の確保
・高次加工業及び都市型工業(機械・金属加工業、裾野産業、ﾊｲﾃｸ加工業)の立
　地
・既存工業(機械・金属加工業、電気・電子工業、繊維・縫製工業、化学工業)
　の近代化
・既存工業の再配置
・複数の新たな工業開発団地の建設
(ﾊﾉｲ地域の工業振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ)
短期ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ:
　組織改革・法制度改革の推進／株式化・民営化の促進／金融ｼｽﾃﾑ強化／分
業・下請ｼｽﾃﾑ構築による工業再生／企業経営者訓練組織／工業生産性向上／ﾀﾝﾛ
ﾝ北工業団地とｻﾞｰﾗﾑ工業団地開発／工業ｾｸﾀｰに対する外国投資促進
中長期ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ:
・組織、法制度改革及び民営化の促進、金融ｼｽﾃﾑ改善の継続により工業振興
　ﾌﾚｰﾑの改善を更に促進
・工業振興政策の更なる強化
・工業の近代化促進と工業団地の開発
(*)へ続く

1.組織改革:軽工業省、重工業省を合併
　し、工業省となった。
2.工業団地の内、ﾀﾝﾛﾝ北は我が国民間主
　導により開発された。ｻﾞｰﾗﾑについて
　は、韓国民間企業が開発済み。
3.2000年11月現在、円借款「ﾊﾉｲ市ｲﾝﾌﾗ
　整備事業(第1期:ﾀﾝﾛﾝ北地区公的支
　援)」(1997.3.26調印、114.33億円)
　により、工業団地開発の部分が実施さ
　れている。
4.ﾊﾉｲ市からﾎｱﾗｯｸ市を結ぶ道路建設が
　1999年の始めに完成した。
5.製鉄所や造船所はﾊｲﾌｫﾝに移転してい
　るが、企業移転のための資金融資や優
　遇政策(優遇貸付や輸出入保証制度)が
　設定。
6.ﾀﾝﾛﾝ北工業団地は住友商事が開発して
　いる。入居企業が操業を開始した。
7.ｻﾞｰﾗﾑ工業団地はSaidongとBaituの2つ
　の地区で工業団地の開発が進行中であ
　る。
2002､3現在：タンロン工業団地の2期計画
あるも具体化していない。

(*)より
(その他提言)
・国公営工場の活性化対策
　工場長ｸﾗｽのﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ／5Q運動／下請けｼｽﾃﾑの構築等
・5ヵ所の戦略的工業団地整備(ﾀﾝﾛﾝ北、ｻﾞｰﾗﾑ、ﾀﾝﾛﾝ南、ﾄﾞﾝｱｲﾝ、ｿｸｿﾝの各工業団地
　を2000～2010年にかけて整備)
・工業振興方策
　金融ｼｽﾃﾑ改善方策／税制の改善方策／組織改革

・ﾀﾝﾛﾝ工業団地へは入居企業の引合いが多く、同社は2期開発を検討中。
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2002年3月改訂

ヴィエトナム 報告書提出後の状況

和 245,856 千円

案　件　名 英 56.60 人月 （内現地35.10人月）

団長 氏名

所属

15

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 5～7
全国電力開発計画調査

実績額（累計）
Son La(F/S)については、特に情報なし。
ﾊﾑﾂｱﾝ、ﾀﾞﾐ建設中
ﾀﾞｲﾆﾝは近々建設開始
ﾄﾞﾝﾅｲNo.3はJICA F/Sの終了。

2002．3現在:変更点なし

The Master Plan Study on Electric Power
Development in the Socialist Republic of Viet
Nam

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1995.9

コンサルタント名 電源開発(株)

調
　
査
　
団

 小山　隆平 (財)日本エネルギー経済研究所

 電源開発(株) 相手国側担当機関名 Electricity of Viet Nam
（EVN，ヴィエトナム電力公社）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 1994.1.8～2.6／1994.3.5～3.28
1994.7.4～8.2／1994.9.16～10.18

1.調査目的
　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ政府は、1995年までの電源開発ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝにより、多数の電力開発ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄを実施中であるが、1996年以降については、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを確定するには至っ
ていない。そこで、本調査は、1996年から2010年までのｳﾞｨｴﾄﾅﾑ全土における電
力開発計画を策定することを目的とする。

2.調査内容
　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑの将来的な電力需要を予測し、経済的に利用可能なｴﾈﾙｷﾞｰ源の選定を
踏まえた電力供給計画を策定するとともに、その具現化に有効な諸制度を検討
した。

3.電力予測
　電力需要は2000年で18,631GWh(1993年の2.3倍)、2010年で55,948GWh(1993年
の7倍)

4.結論及び勧告
　Son La水力計画については、開発規模をEIA及びF/Sを早急に実施したうえで
決定することを勧告した。
　Sesan川水系の水力計画について、総合的な開発計画を得るためM/Pを早急に
策定することを勧告した。
　上記F/S及びM/Pは1996年に着手することを併せて勧告した。

・Season川のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ策定については、
　ADBにより入札が実施中(1996年11月現在)
・1997年のｱｼﾞｱ経済危機に伴って電力開発計画
　の基本計画の変更が行われた。
・発電所の建設計画も影響を受けJICA調査団の
　提言より実施が遅れている。
<Son La水力計画(F/S)について>
・ﾌｰﾐｰではｶﾞｽ利用によるガス・ﾀｰﾋﾞﾝ発電所建
　設に円借款が実施されている。
<Season川水系の水力計画について>
・Season 3に関してはｽｳｪｰﾃﾞﾝのSIDAの資金協力
　によるF/SとADBによる技術的なｻﾎﾟｰﾄが実施さ
　れており、現在資金調達先を探している。
・Season 4に関してはﾌﾟﾚF/Sがｳﾞｨｴﾄﾅﾑのｺﾝｻﾙﾀﾝ
　ﾄ会社であるPCCにより実施されている。
・KrongとThuong KortumはﾌﾟﾚF/Sの準備中であ
　る。
・ﾊﾑﾂｱﾝﾀﾞﾑは現在建設中であり、2000年12月に
　完成の予定。
・ﾄﾞﾝﾅｲNo.3,4はJICAがF/S調査を実施中。
・1993年以降の円借款ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしては、ﾌｰﾐｰ
　火力(ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ)発電所建設事業(1994年1月
　28日調印、累計619.32億円)、ﾌｧｰﾗｲ石炭火力
　発電所建設事業(1994年1月28日調印、
　累計728.26億円)。ﾊﾑﾂｱﾝ･ﾀﾞﾐ水力発電所建設
　事業(1994年1月28日調印、累計530.74億円)、
　ﾀﾞﾆﾑ電力ｼｽﾃﾑ改修事業(1997年3月26日調印、
　70億円)、ｵﾓﾝ重油焚き火力発電所建設事業
　(E/S)(1998年3月30日調印、6.36億円)、ﾀﾞｲﾆﾝ
　水力発電所建設事業(1999年3月30日調印、
　累計40.3億円)が決定している。

・JICA調査当初のC/Pのｴﾈﾙｷﾞｰ省は、工業省に併合された。
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2002年3月改訂

ヴィエトナム 報告書提出後の状況

和 342,334 千円

案　件　名 英 83.06 人月

団長 氏名

所属

17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

・東南ｱｼﾞｱの深刻な経済危機に伴うｳﾞｨｴﾄﾅﾑの経済悪化から、ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ側は本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　の次のSTEPの推進を一次延期。
(一貫製鉄所に係わる本格F/Sを2000年以降に要請する意向)
・1999年、経済の安定化を睨み、下工程の熱延・冷延に関してﾌﾟﾚF/Sに取り組むこと
　にした。
・2000年JICA／鉱工業調査案件として、熱延に関するﾌﾟﾚF/Sを実施することになっ
　た。

提言内容は延期されているものの、小規模な近代化事業は検討中。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(1) 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ協力として下記の要請がｳﾞｨ
　　ｴﾄﾅﾑより日本政府に対し提出された。
　　1)当面の薄板の需要に応えるべく、将来の一貫製
　　　鉄所構想と整合のとれた形での小規模熱間圧延
　　　ﾐﾙの建設に係わるﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ
　　2)既存製鉄所の近代化の為の助言・協力
(2) MASTER PLANで議論された各種ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実行の為
　　の検討がｳﾞｨｴﾄﾅﾑ側で始まった。
　　・小規模冷延設備の建設／台湾・日本ﾒｰｶｰとのJV
　　・太原製鉄所の近代化／中国のODA延期、(但し
　　　小規模な近代化事業は検討中)
(3) 1999年12月現在、ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ側は熱延・冷延に関す
　　るﾌﾟﾚF/Sを日本側に要請した。
(4) 2000年度のJICA／鉱工業調査案件として、熱延に
　　関するﾌﾟﾚF/Sを調査中。
2002.3現在：変更点なし。

The Master Plan Study on the Developing of Steel
Industry in the Socialist Republic of Vietnam

調 査 団 員 数

 小林　譲二

 新日本製鐵株式会社

最終報告書作成年月 1998.3

Pham Chi Cuong
Vice President
Vietnam Steel Corporation (VSC)

コンサルタント名

担当者名（職位）

新日本製鐵(株)

国　　　　名 予 算 年 度 8～9
鉄鋼産業振興M/P調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ概要　　　　2010年のｳﾞｨｴﾄﾅﾑの鉄鋼需要は640万ﾄﾝ／年と想定し、
　能力460万ﾄﾝ／年規模の高炉一貫製鉄所を段階的に建設する。
　・(step-1)　2006年までに熱間圧延(能力160万ﾄﾝ／年)・冷延(能力70万ﾄﾝ／
　　年)・CGL/EGL(能力230万ﾄﾝ／年)をｽﾀｰﾄ
　・(step-2)　2010年までに能力230万ﾄﾝ／年の高炉・ｽﾗﾌﾞCCをｽﾀｰﾄ、及び熱
　　間圧延(能力320万ﾄﾝ／年)、冷延(能力120万ﾄﾝ／年)、CGL/EGL(能力30万ﾄﾝ
　　／年)に増強
　・(step-3)　2010年以降に能力230万ﾄﾝ／年の高炉・転炉をｽﾀｰﾄ

2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　　　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ中部ｽﾞﾝｸﾜｯﾄ地区(日本のODAでｲﾝﾌﾗ整備検討)、
　　　　　　　　　　 若しくは北部ﾑｲﾛﾝ地区(ﾀｯｹｰ鉱山近傍)

3.建設費　　　　　　 step-1のみ実施　　　約14億ﾄﾞﾙ
　　　　　　　　　　 step-3までの総合計　約57億ﾄﾞﾙ

現地調査期間 1996.10～1998.3

M/P／鉄鋼・非鉄金属
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2002年3月改訂

ヴィエトナム 報告書提出後の状況

和 178,648 千円 （契約額：179，839千円

案　件　名 英 45.98 人月

団長 氏名

所属

14

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 8～9
標準化・計量・検査　品質管理M/P調査

実績額（累計）
　提案実施に向けてSTAMEQは引き続き要請を提案して
いるが(1998年)、同国内で保留されている。

2002.3現在：進捗状況不詳
Study on Development of Industrial
Standardization, Metrology, Testing and Quality
Management in the Socialist Republic of Viet Nam

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1998.1

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 猪岡　哲男 (財)日本規格協会

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 Directorate for Standard and  Quality
(STAMEQ)
Dr. Nguyen Hun Thien
(Director General)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 96.3.9～96.3.22／97.5.18～97.7.2
97.8.19～97.8.30／97.12.1～97.12.10

・下記に沿ってそれぞれ提言し、それに基づきﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ提言を行った。
1.標準化・品質行政のｼｽﾃﾑと組織体制
2.規格開発・普及
3.認識・認定
4.品質管理
5.試験・検査
6.工業計量・校正

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ提言
1)社内標準化・品質管理普及体制の整備、指導者育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
2)中核企業の品質能力向上支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
3)電子・電気機器安定にかかる強制認証制度拡充ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
4)外国との相互協定に基づき外国規格適合製品認証体制の整備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
5)計量標準・校正体制の整備・拡充

(1) 工業標準化に係わる行政ｼｽﾃﾑと組織
　　体制の確立、及び工業規格の開発と
　　その普及
　　1)法律の整備
　　2)標準化委員会(Standardization
　　　 Committee)の設置
　　3)2000年1月のｽﾀｰﾄに向けてｳﾞｨｴﾅﾄﾑ
　　　工業規格(VIS)の整備を実施中で
　　　ある。
　　4)工業規格には強制規格を作るべく
　　　準備中である。
　　韓国の援助(KOICA、1.5百万US$)で
　　電気製品の安全基準を作成中(電線、
　　扇風機、ﾍｱﾄﾞﾗｲﾔｰ、ｱｲﾛﾝ、湯沸かし
　　器の5品目)で2000年1月から認証事
　　業をｽﾀｰﾄする。

(2) 品質ｼｽﾃﾑ認証・試験所認定
　　STAMEQでのVILAS(品質ｼｽﾃﾑ認証
　　ｽｷｰﾑ)の実施とTCVN(Technology
　　 Centre)の拡充。

(3) 試験、検査、及び校正
　　1)試験機材や測定機器等の更新。
　　2)電気分野でﾖﾛｰｯﾊﾟ(EU)の支援を受
　　　けて4つのﾗﾎﾞの環境整備を行って
　　　いる。
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2002年3月改訂

ヴィエトナム 報告書提出後の状況

和 164,524 千円

案　件　名 英 37.07 人月

団長 氏名

所属

15

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 10～11
中小企業振興計画調査

実績額（累計）
　2001年に開催されるｳﾞｨｴﾄﾅﾑ共産党大会で中小企業振
興が正式に決定される。これを契機に、報告書で提案し
た諸方策が具体的な実現に移行するものと見られる。
2002．3現在：変更点なし。

Study on the Promotion of the Small and Medium
Scale Industrial Enterprises in the Socialist
Republic of Vietnam

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.12

コンサルタント名 (株)野村総合研究所

調
　
査
　
団

 小早川　護 (財)素形材センター

 (株)野村総合研究所 相手国側担当機関名 ヴェトナム国計画投資省産業局
ハイ（HAI）副局長

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 99.3～99.11

　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑにおける民間中小企業の振興のために、調査団は中小企業基本政策及
び実行計画案の策定を行った。策定の範囲は、監督官庁機構、実施機関機構、
関連法規、信用保証制度を含む中小金融制度、人材育成制度、機械及び部品産
業、縫製産業、電機及び部品、食品加工業、その他などである。策定の対象期
間葉、2005年までの短期、2010年までの中期、2020年までの長期である。調査
は、我が国通産省、外務省、お蔵省との政策調整を行いつつ実施し、ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ計
画投資省に提案を行った。

　ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ計画投資省は、中小企業基本法
草案、監督機構草案、信用保証制度草案を
起草中である。しかし、初めてのことも
あって作業は遅れている。また、以上の仕
組みを運用する能力も充分とはいえない。
従って、我が国からのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟが必要とさ
れよう。

　信用保証制度の実施に向けて、我が国からの技術移転が急務と考えられる。
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2002年3月改訂
ヴィエトナム 報告書提出後の状況

和 産業公害対策マスタープラン調査(産業廃水） 千円

案　件　名 英 54.62 人月

M/P /その他

(財)国際環境技術移転研究センター

団長 氏名 倉剛進 三菱化学エンジニアリング株式会社

所属 (財)国際環境技術移転研究センター

15 Dong Ngoc Tung局長

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

214,685

99.10～11/99.11～12/00.2～3/00.6/00.7～8

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 00.　9

コンサルタント名

・工場に対する技術指導、技術者、研究者養成については工業省傘下の研究所及び国
営企業を中心にかなり実施されている。
・基準修正、総量規制的手法、モニタリング強化、公害防止管理者制度の導入につい
ては、工業省化学研究所、同戦略研究所等で導入の検討の勉強が続けられている。
・税制優遇、長期融資制度、共同処理施設導入などについてヴィエトナム国の財政的
状況が改善していないため実施の希望を工業省が要請しているが未だ大蔵省から認め
られるに至っていない。
・工業省内の環境とエネルギーオフィス（仮称）の設置についても財源難により人員
増が困難として設置されてはいないが化学研究所等の既存機関を利用した技術指導は
実施中である。

(*)
・2001.2～3月 日本人専門家4名が化学、紙パ工場のクリーナープロダクション等技術
指導

1．環境規制面(1)汚染負荷量の大きい工場
を重点に改善する四日市市総量規制手法、
モニタリング方法の具体的実施方法をヴィ
エトナム工業省化学研究所以下３名が実費
で研修、来日（2000．7)
2．企業支援面
(1)工業省傘下の化学研究所等の機関が国
営企業の技術指導を実施
(2)水質汚染防止技術について化学研究所
の研究員が技術研修に来日し東京大学で研
究開発に従事（2000．9～12． 3名）
(3)日本人専門家4人が工場の技術指導を実
施(2000．2～3)
(4)クリーナープロダクションを中心に技
術研修を四日市で実施(1999.11、2000.9、
2001.10）
(5)日本人専門家によりハノイの中小企業
に対して技術指導を実施

1．環境側面
(1)環境基準の修正
(2)総量規制的手法による対象水域及び汚染物質の決定
(3)モニタリングの強化
(4)環境測定士制度の導入
(5)公害防止管理者制度の導入
(6)違反企業に対する罰則の強化
(7)住民への情報公開と参加促進
(8)有害物質使用企業の登録
 2．企業支援面
(1)人材養成 公害防止管理者及び環境技術コンサルタント
(2)技術指導
(3)公害防止投資の支援 長期融資、税制優遇、表彰制度
(4)共同処理施設の導入
(5)情報交流の促進
 3．その他の活動設備集約産業の統合化、ISO14000等促進、防止機器産業育成
大学の環境工学講座の拡充、国営企業生産性向上、省庁連携促進

・溶存酸素、電気伝導度等5項目を即時に測定できる携帯型水質分析器を供与した。そ
の後同省化学研究所などの技術研修に用いられている様子である。
・カウンターパート研修として2000.1月に3名を受け入れた。現地セミナーはハノイ、
ホーチミンで各2回実施しその他ハノイで4つのワークショップを実施した。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 工業省技術品質管理局

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

・1999秋～工業省傘下の研究所による国営企業の指導
開始
・1999.11月～四日市でヴィエトナム側（研究者中心）
参加の技術研修ワークショップ実施
・2000.9月 四日市でヴィエトナム側（行政企業技術者
中心)参加の技術研修ワークショップ実施
・2000.10月 四日市でヴィエトナム側（研究者中心)参
加の技術研修ワークショップ実施
・2000.9月～12月 ヴィエトナム工業省化学研究所より
2名が水質汚染防止技術の研究のため来日、滞在
・2000.11月～12月 日本人専門家派遣により技術指導
（ハノイ近郊中小企業）
・2001.7月 工業省化学研究所3名 公害防止対策実施状
況調査
・2001.10月 四日市でヴィエトナム側（行政技術者中
心）技術指導、ワークショップ実施　(*へ)

国　　　　名 予 算 年 度 11～12

実績額（累計）
The Master Plan Study for Industrial Pollution
Prevention in Viet Nam (Waste water)

調 査 延 人 月 数
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 66,016 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

16,16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

(株)野村総合研究所

国　　　　名 予 算 年 度 54～55

実績額（累計）
小規模工業開発計画調査

バングラデシュ

 橋田　担

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1999.10現在：変更点なし

Development Plan of Small Scale Industries in
People's Republic of Bangladesh

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1980.9

1.計画の概要
(1) 調査目的                  (3)小規模金属加工、軽機械工業
　包括的なﾏｽﾀｰ･ﾌﾟﾗﾝ作成と        開発についてはさしあたり、
　有望ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ確定               金融、原材料、供給、ﾏｰｹﾃｨﾝ
　実施にすぐ移せるような         ｸﾞ及び流通、技術についての問
　具体的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ発掘             題解決が重要である。
(2) 調査内容                   (4)日本からの適正技術の協力に
　農業関連工場の開発とﾌﾟﾛ         ついて製品に関するｼｰｽﾞ(ﾋﾝﾄ)
　ｼﾞｪｸﾄ確定                       提供
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施の具体的手法          －製品ｶﾀﾛｸﾞ作成
　の提示                            －製品図面と規格ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ設立
2.結論及び勧告                      －日本人専門家ﾊﾟﾈﾙ設立
(1) 国内の小規模工業の現状          －短期委嘱専門家の巡回指導
　とその振興・開発政策につ         技術に関するｼｰｽﾞ提供
　いてはIDAの資金供与が充分         －生産工程表その他生産関連
　である。                            資料ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ設立
　従業員の訓練に問題あり、          －国内適正技術保有工場ﾘｽﾄ作成
　又、設備、材料、指導員が          －専門家ｽｷﾙｽﾞ･ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘｰ作成
　不足している。                    －短期委嘱専門家の巡回指導と
　ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰが未整備である。         生産技術に関するﾉｳ･ﾊｳ･ﾒﾓﾗﾝ
(2) 要請のあった4地域(Chandpur,       ﾀﾞﾑ作成
　Joydebpur, Kustia, Bogra)に
　おいて小規模工業として開発を
　急ぐべき分野は農機具、機械、
　金属製品、軽機械、機械部品な
　ど生産と修理をおこなう金属加
　工ならびに軽機械工業と一括総
　称されるｻﾌﾞｾﾝﾀｰである。

1.ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ国側が本M/Pの実施に対し、地域とﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｽｹｰﾙを拡大して、報告書に提示された所
要金額（約7億円）をはるかに上まわる金額相当の無償供与を要求してきたこと。
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進当事者（中小工業公社）のﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ政府内調整能力不足。

　しかし、現地政府担当者によれば、上記の理由はおよそ真実から遠く、実際のところはひとえに
資金面の都合によるとの由。
（1996年10月現地調査結果）

　本M/Pは、その後のBangladesh Small & Cottage Industries Corp.(BSCIC)のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ立案の際
に基準となっている。また、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭには45万の小規模ﾋﾞｼﾞﾈｽが存在しており、BSCICによる研
修ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの重要性は高い
（1996年10月現地調査結果）

調 査 団 員 数

現地調査期間 81.11.11～12.1／
80.1.13～3.31

Bangladesh Small & Cottage Industries
Corporation (BSCIC)

 (株)野村総合研究所
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2002年3月改訂

バングラデシュ 報告書提出後の状況

和 278,906 千円

案　件　名 英 77.31 人月

団長 氏名

所属

13

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 94.8～(0.5ヶ月)／94.11～(1.33ヶ月)
[1年次]
95.4～(1ヶ月)／95.7～(0.33ヶ月)[2年次]

M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1995.9

バングラデシュ人民共和国投資委員会

担当者名（職位）

(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

1.「民活化による工業団地開発」等の安易な政策判断により、一時韓国の企業に開発
　のｺﾝｾｯｼｮﾝを与えたが、1997年の経済危機の影響もあって実施が頓挫する。
2.既存の輸出加工区と異なり、地場産業の育成・強化を含めた総合的な工業開発を目
　指す～経済特区」開発を提案したが、その意義と重要性について既存の関係機関
　(輸出加工区庁、投資委員会)の充分な理解と認識が得られず、またこれらの機関の
　事業実施能力の不足(人材、資金)もあって事業化が妨げられた。
3.ﾊﾞ国の民間ｾｸﾀｰの人材不足と資本形成の未熟により、事業化へのｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞは全て政
　府が取る必要があるが、政府の財政難や対外債務の増大の面から政府内での具体的
　ｺﾝｾﾝｻｽが形成されなかった。
4.ﾊﾞ国の投資先としての魅力度は「政情不安定」「投資ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの不足」「不合理な
　手続き上の問題」等の面から低く、1997年のｱｼﾞｱ経済危機による影響を受けて、
　外資企業の投資に対する積極的な姿勢が消失した。

国　　　　名 予 算 年 度 5～7
チッタゴン地域工業開発計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

調査の目的:
　ﾁｯﾀｺﾞﾝ地域の工業開発計画の検討を通じてﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭの工業の振興及び産業構造の転換
を実現(特に外国からの投資の拡大)し、同国が抱える課題の解決を図る。
(ﾁｯﾀｺﾞﾝ工業開発計画)
1.開発ｼﾅﾘｵ:
　1)工業開発(特に初期段階)では集中型投資が適当であり、政策的な工業開発の特別工業
地
　　域として特別工業開発地域の法制化と指定が重要かつ必須条件。
　2)特別工業開発地域の中には経済特区を設置し、外国からの直接投資を誘致。
　3)基盤整備費用の軽減のために、関連ｲﾝﾌﾗのうち、都市基盤としての機能を併せ持つも
の
　　は、地域開発事業や都市開発事業の一貫として整備を実施。
2.工業化への戦略的ｱﾌﾟﾛｰﾁ:
　1)工業化のﾌﾟﾛｾｽに即した加速的かつ重点的な基盤整備推進
　2)農業と工業の間のﾘﾝｹｰｼﾞの深化・拡大の加速化
　3)工業の開発と成長の加速化
3.提言内容:
　1)特別工業開発地域及び経済特区の法制化と指定
　2)各種施設を伴う複合的な機能を備えた地域としての経済特区の開発
　3)規則作成・許認可等の権限を持ち事業に全責任を持つ「ﾁｯﾀｺﾞﾝ開発会社」の創設によ
る
　　直接投資の誘致推進
　4)既存工業の振興

(ﾁｯﾀｺﾞﾝ経済特区開発実施計画)
1.提言内容
　1)進出企業／ﾁｯﾀｺﾞﾝ開発会社／関係行政出先機関における人材開発
　2)制度的な課題の解決(関税／金融／課税制度／企業設立／政府保証)
　3)通商概念を盛り込んだ開発の実施
2.開発期間:1997年初めから3年間以内に整備完了
3.経済特区事業分析:
　1)雇用創出30,000人(2005年)／2)付加価値額57億ﾀｶ(2005年)／3)外貨獲得40億ﾄﾞﾙ(2005
年
　　までの累計、当初70%・その後80%が輸出)／4)ﾈｯﾄ開発ｺｽﾄ$82.2百万／5)事業期間

・経済特区の法制化のためﾀｸｽﾌｫｰｽが、
　1996年10月頃内閣内に設立され、1997
　年現在作業中。
・現在、まだ法制化されていない。今後
　の動向を見る必要あり。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

日本工営(株)

・1997年5月に調査団団長をした者が新内閣及びﾀｸｽﾌｫｰ
　ｽに対し、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの説明のため在ﾊﾞﾝｸﾞﾗ大使ととも
　に出向いた。                                 ・
2002.3現在：新情報なし。

The Study on Industrial Development of
Chittagong Region.

調 査 団 員 数

前　迪

パシフィックコンサルタンツインターナショナル

コンサルタント名
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 92,998 千円

案　件　名 英 34.67 人月 （内現地16.67人月）

団長 氏名

所属

25,7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 85.10.14～12.24
86.8.21～9.2

国家経済委員会
周　培年　（能源局長）

 (財)省エネルギーセンター　専務理事

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　大連市内

計画内容
・ｴﾈﾙｷﾞｰの管理について、4工場を調査し、工場側の省に対する姿勢、組織、ｴﾈﾙｷﾞｰ消費状
況把握と管理などの状況報告
・ｴﾈﾙｷﾞｰ使用上の問題点のまとめ
・4工場ごとの改善方策の具体化とその経済効果のまとめ
・大連市工業部門に対する省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進施策として目標設定、進捗状況の管理、工場に対
する指導援助と条件整備に関する具体的な提言のまとめ。

1.工業省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善の資料として活用され、一部
の工場では改善の実施をした。
2.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「大連市省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝ
ﾀｰ」（1992.7-1997.7）実施。
3.1992～1997年度までの日本側投入実績は、CP受
入れ23名、専門家派遣49名、機材供与528,476千
円となった。

・中華人民共和国省ｴﾈﾙｷﾞｰ法が1997年11月1日に
公布され、1998年1月1日に施行された。これにと
もなって、各地方都市では各自の省ｴﾈﾙｷﾞｰ法を作
成した。大連市においては大連市省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理方
法が1999年に作成され、現在市人民大会で正式な
法律になるために申請中である。
・当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始当時はｴﾈﾙｷﾞｰの有限性から省ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ政策を国家をあげて推進していく気風であっ
たが、現在では状況が変化し、生産品のｺｽﾄを削
減するために省ｴﾈﾙｷﾞｰ進めている。
・大連市としては経済不況から電力消費量が減少
し電力の供給過多の状況にある。したがって電力
の積極的使用を奨励しているが、同時に効率的、
有効的な使用を呼び掛けている。
（1999年度現地調査結果）

(*)
(5)1995年2月中国側研修員4名を受入れて、省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理研修を実施
(6)1995年6月大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ計画事業の進行状況確認および細部調査のために調査団を派
遣した。
(7)1996年2月中国側研修員4名を受入れて、省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理研修を実施
(8)1997年3月にﾌﾟﾛ技終了時評価調査団を派遣し、評価報告書を発行するとともに、1999年1月ま
で1.5年延長が決定された。
(9)1997年3月CP研修員3名を受入れ、省ｴﾈ実技研修を実施
(10)1998年11月にﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査団を派遣し、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後の国立化体制を確認した。
(11)1999年1月8日をもってﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを終了した。

技術移転例
1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJTとしては、調査団携行機材を使用して工場診断技術を指導し
た。
2.診断材料の取り扱い方法の指導を行った。
3.1987年4月に短期専門家（熱管理）を派遣した。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1.中国側に供与した調査団携行機械を使用して工場省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断
を中国側独自で実施している。
2.「省ｴﾈﾙｷﾞｰ法」の制定について今年（1994年）の全国人民代表
大会に提出され、審議中である。1998.1.1から施行された。ただ
し施行細則はまだ公布されていない。
3.本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの次期事業として大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ事業のﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ方式技術協力の正式要請が中国政府からあり、1991年10月
末に日本政府は事前調査団を1992年4月に長期調査団を中国に派
遣し今後の協力事項について協議を行ない、1992年7月に実施協
議調査団を派遣し、R/Dを締結した。期間は5年間とした。
(1)1993年3月中国側研修員4名を受け入れて、省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理研修
を実施。
(2)1993年10月に、大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ計画事業の進行状況確
認および細部調査のために調査団を派遣した。
(3)1994年4月中国側研修員4名を受け入れて、省ｴﾈﾙｷﾞｰ管理研修
を実施。
(4)1994年5月「中国大連省ｴﾈﾙｷﾞｰ教育ｾﾝﾀｰ」が設立され、工場ｴ
ﾈﾙｷﾞｰ管理・熱管理技術・電気管理技術研修を実施している。
(*)

The Study of Energy Conservation Promotion
Project in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1987.1

コンサルタント名

担当者名（職位）

(財)省エネルギーセンター

国　　　　名 予 算 年 度 59～61

実績額（累計）
工業省エネルギー計画調査

中国

 新倉　隆
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 106,939 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

88.1～（3週間）

中国の金型産業を振興するために調査団は大別して次の3種類の提言を行った。
1.金型産業を育成するための組織問題、関係産業問題、金型産業の技術向上問題等、金型
産業の基盤改善についての提言。
2.診断した4工場（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ射出成型用金型、精密小型ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ射出成型用金型、ﾓｰﾀｰｺｱ用ﾌﾟ
ﾚｽ金型、ﾀｲﾔ用金型）に就て各々の近代化の対応策を提言。
3.金型技術者養成ｾﾝﾀｰについて、とりあげるべきﾃｰﾏ、ｶﾘｷｭﾗﾑ、必要設備、予算についての
提言。

　本調査の提言のうち、金型技術者養成ｾﾝﾀｰに関
して、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力「上海現代金型技術者訓
練ｾﾝﾀｰ(1991.9-1998.6)による支援が決定され、
中国が整備するｾﾝﾀｰにおいて日中双方の技術協力
によりｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの養成を図ることにより。中国の
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ用金型技術の向上が実施された。金型製
作ｺｰｽのｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰとなるべきｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの金型技術
が向上し、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ射出成型用精密金型について
実践的な金型技術者が養成されている。
　1994年度までに専門家派遣累計26名、受入17
名、機材供与319,491千円

左記のうち、2については中国としては予算申請を中央政府にという所までは知っているが、その
後の経緯は不明。

項目3について、日本のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力にのるかどうかの検討（主として技術協力会社が存在す
るかの検討）が行われ、一応協力会社の存在が確認されたが、中国情勢から中断した。

上海は中国の工業化における重要な拠点であり、工業発展の基礎となる金型産業に対しても重点的
な振興を計画している。本調査と上海市がまとめた上海金型産業振興計画をもとに、我が国に対し
て上海市の金型産業育成に関する技術協力の要請が行われた。

ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 三上　良悌

 ユニコ　インターナショナル(株) 会長 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局副局長
俛　根仙調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

金型産業振興計画調査
実績額（累計）

上海ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品金型工場：
　現存するが、所属はﾌﾟﾗｽﾁｯｸ業界に変更された。外国からの設
備を導入して発展している。
上海無線電金型工場：
　現存するが、経済不況のため生産は鈍っている。設備改良した
が、運営は上手くいっていない。
上海電機金型工場：
　現存する。基本的に改良は実施していない。現在運営面で困難
に直面している。
上海ｺﾞﾑ金型工場：
　現在従業員220名、生産額（1999年）は1,000万元。JICA側の診
断通りではないが、独自に改良して順調に運営されている。
（2000年2月現地調査結果）

The Study for the Development Program for Die &
Mold Manufacturing Industry in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1988.10

コンサルタント名

国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 136,148 千円

案　件　名 英 44.79 人月 （内現地23.00人月）

団長 氏名

所属

13

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

88.6.26～11.15

1.青島市は輸出加工区建設に適した条件を備えた地域である。即ち、軽工業、紡績工業を
主とした多様な工業集積を有する都市であること、中国の中で経済基礎が比較的整ってお
り、良好な港湾に恵まれた対外貿易の盛んな都市であること、さらに豊富な資源を有する
背後地をひかえ、交通が便利で技術力にも比較的優れ、良質で豊富な労働力資源に恵まれ
ていることである。但し、候補地区は青島市街からのｱｸｾｽが悪く、また海外からの航空ｱｸｾ
ｽ並びに通信事情が悪い。
2.青島地域への立地適合業種は「地域動向性評価」、「立地実現性評価」で適正が認めら
れ、かつ「立地条件適正評価」にもﾊﾟｽした業種とした。23業種（当面）および24業種が選
定された。“当面”適合する業種、製品は労働集約型（中間技術型、量産技術型を含む）
が主体であり“将来”の業種・製品は先進技術型の比重が増大している適合業種は、食
品、繊維、衣服、出版、化学、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ窯業、非鉄、一般機械、電機、精密機械等である。
3.適合業種に基づいて、用地開発計画、生産規模の想定、土地利用計画、施設計画を含む
輸出加工区開発ﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝを策定した。用地面積は260haである。
4.輸出加工区の制度／運営・管理についての提案を行った。

1992.9～1993.2　青島開発計画事業に係わる案件
形成促進調査（SAPROF調査）がNKによって実施さ
れた。その内容は下記の3ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのF/Sである。
1.青島経済技術開発区の上下水道整備
2.港湾整備
3.ﾌｪﾘｰ調達
1993.5月に、上下水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの円借款「青島開
発計画（上水道・下水道）」（25.13億円）がｺﾐｯ
ﾄされ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施された。

1996年12月に港湾整備に関する円借款「青島港前
湾第2期建設事業」（27億円）がｺﾐｯﾄされた。本
案件は貨物取扱需要に対応するために、同湾前湾
地区にｺﾝﾃﾅ2ﾊﾞｰｽ、雑貨4ﾊﾞｰｽ（計6ﾊﾞｰｽ、取扱能
力合計315万ﾄﾝ/年）を建設するものである。

日本工営(株)

調
　
査
　
団

 寺田　恵一 (財)日本立地センター

 日本工営(株) 相手国側担当機関名 青島市人民政府
青島経済技術開発区管理委員会主任
青島輸出加工区開発調査協調組組長
許　善義

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

青島輸出加工区開発計画調査
実績額（累計）

1993.5月頃に上下水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する円借がｺﾐｯﾄされた。
・日本企業側が大連に力を入れたために青島での輸出加工区計画
は先延ばしにされた感がある。
・1992年12月19日に中央政府より「青島保税区」建設が認可され
た。現在、第1期建設（面積0.86平方km）、第2期建設（面積0.96
平方km）はほぼ終了している。第3期建設にとりかかるところで
ある。
・既存の「経済技術開発区」整備及び新設の「保税区」建設に係
るｲﾝﾌﾗはすべてJICA開発調査を基にしており、現在ほとんどのｲﾝ
ﾌﾗは完成している。
（2000年2月現地調査結果）

The Study on the Development of Qungdao Export
Processing Zone in the People's Republic of
China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1989.3

コンサルタント名

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 徳興銅鉱山鉱廃水処理計画調査 268,306 千円

案　件　名 英 66.20 人月（内現地22.70人月）

団長 氏名 長浜　達也

所属 三井金属資源開発(株) 開発本部

12
93.3.6～3.31/93.6.1～7.3/93.8.15～9.31/

93.10.14～12.16/94.5.15～6.15/94.7.17～8.5/

94.10.15～10.31/95.1.16～1.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 3～7

実績額（累計） 　本調査に基づき1996～1997にわたって、新規廃水処
理施設の詳細設計を実施するために
　1)現地概況･ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ設計調査
　2)ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ設計元請の決定
　3)ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ現地据付監督
　4)実証試験の実施･運転員の教育訓練
　5)新規廃水処理施設詳細設計に関する指導
　を引続き協力し、これからは千代田化工関係ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
によって、JICAより受注、実施されている｡
　2000年にﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ詳細設計が終了予定(詳細は
JICA鉱調部承知)
　爾後、本格工事が円借で進む可能性あり｡
2002年1月　　中国側にて工事計画を立案し進行中との
情報がある。

The Study on Waste Water Treatment Project in
Dexing Copper Mine.

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／鉱業

最終報告書作成年月 1995.3

コンサルタント名 三井金属資源開発(株)

・有色金属工業総公司
　　催　虎林　（外事局処長）
・北京有色冶金設計研究総院
　　劉　　仁　（副工程師）
・徳興銅鉱山
　　森　昌　　（総工程師）

調
　
査
　
団

同和工営(株)

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

(現状の認識)
徳興鉱山廃水は、2003年にはph1.5～4.0の酸性廃水4.9万立法ｍ/日とph1.1～
1.2のｱﾙｶﾘ性廃水28.1万立法ｍ/日に達し、下流の楽安川、陽湖の汚染が進行す
るため早急に対処する必要があること｡

(提言)
1.廃水処理計画
　空気攪拌方式による二段中和法の廃水処理施設を新設する｡その為の詳細設計
を早急に実施する必要がある｡
　･新規廃水処理施設の建設費　　範囲内　　　5,100万元
　　　　　　　　　　　　　　　 範囲外　　　9,953万元
　　　　　　　　　　　　　　　 建設期間　　2年間
　･操業費　　　　　　　　　　　平均　　　　0.58元/立法ｍ
2.環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画
　処理施設の効果確認と将来の汚染に対する改善予測をするための基礎ﾃﾞｰﾀ収
集を目的にﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施｡
3.廃滓堆積場余剰水排水系の事故処理対策
4.停電等によるｱﾙｶﾘ廃水の流出防止対策
5.不法立入禁止
6.管轄外廃水の処理
7.廃水量及び排物質総量の抑制

1.新規廃水処理工程のうち中国が未経験の
分野である空気攪拌及び二段中和設備に関
するJICA開発調査(詳細設計)を実施
(1996.8-)

　中国側(有色金属工業総公司)は本調査団の指摘及び提案内容を深刻に受けとめ、北
京有色冶金設計研究総院と共に徳興銅鉱山に対して、廃水処理対策の早期実施を指導｡
その結果報告書による改善提言内容の実行を早期に実現させると共に新規廃水処理場
建設費用を予算化させた｡並行して新規廃水処理工程のうち中国が未経験の分野である
空気攪拌及び二段中和設備に関する詳細設計を日本側へ要請した｡
　これを受け日本側では、予備･事前調査を経て｢徳興鉱山廃水処理計画詳細設計調査｣
を1996年8月から実施中である｡詳細設計調査の第1回調査で、空気攪拌及び二段中和の
詳細仕様を決定するためﾃﾞｰﾀ取得を目的としたﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ設計･建設が行われる｡

1.徳興銅考案廃水管理各論の技術移転(堆積場排水系の事故処理／停電等事故時のｱﾙｶﾘ
廃水流出防止対策立案／廃水量排物質総量の抑制／酸性排水の不法流用防止策の検討
等)
2.新規廃水処理場建設及び操業費の試算(中国側設計積算手法の移転)
3.詳細設計後は千代田化工関係ｸﾞﾙｰﾌﾟが、かかわっている｡
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 寧夏石炭資源開発利用計画調査 113,898 千円（契約額:109,297千円）

案　件　名 英 27.50 人月

団長 氏名 三上　良悌

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

6

96.11 ～ 計2.3ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 7～8

実績額（累計） 2002.3現在：進捗状況不詳

The Study on Utilization of Coal in Ningxia 調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／鉱業

最終報告書作成年月 1996.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 科学技術委員会

現地調査期間

（調査目的）
　寧夏における石炭資源と開発利用の高度化を推進し、寧夏経済を振興させる
ことを目標としたﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを作成することを目的とし、石炭資源の開発の進め
方、石炭を原料とした既存工業高度化、新たな高度石炭加工工業の開発等につ
いて調査を行う。対象地域は寧夏全域とし、太西炭と霊武炭の開発利用に重点
を置く。

（石炭資源開発利用計画）
1.発展ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ
　石炭の予想埋蔵量は2000億ﾄﾝであり、1995年の生産規模が続いた場合、2200
年間の生産が可能。品種が豊富で、品質も良く、比較的採掘が容易という特徴
をもつ。
2.石炭資源の現状と将来計画
　ここ数年、1400万ﾄﾝ前後を出炭、2010年には2600万ﾄﾝを予想。選炭率も44％
と高い。
3.石炭・電力多消費型産業の可能性
　2010年には1995年に比べて、石炭消費が無煙炭塊炭1.7倍、無煙炭粉炭3.5
倍、ｺｰｸｽ用炭1.2倍、動力用炭5.5倍に増加。多くの産業において優位性があ
る。
4.石炭の生産と需要のﾊﾞﾗﾝｽ
　供給が過多になると考えられる霊武炭の処理対策が必要、利用量の不足は出
炭量を制約し鉱山の効率が悪化する。
5.需要拡大への対策
　霊武炭の需要拡大には、ｾﾐｺｰｸｽ製造、ｱﾝﾓﾆｱ・尿素製造、山元発電等が考えら
れる。
6.環境評価
　冬季のTSP及びNOXの値が高いのは石炭の燃焼、特に住宅・中小工場等の石炭
燃焼による汚染の影響が考えられる（但し、NOXは基準値内）。黄河の水はSSは
高くても平均的にはCODは低い。黄河以外の中小水路では汚染が進行。適切な対
策が必要。

1)石炭火力発電所（石嘴山）：近々建設着
工予定である。
2)活性炭生産工場は順調に稼動しており、
　日本が輸入している。
3)天然ｶﾞｽからの化学肥料生産：中国石油
化工公司にｱﾝﾓﾆｱ（尿素）製造機器が2基建
設されており、さらにもう1基を自治区政
府及び中国石油化工公司で予定している。
4)苛性ｶﾘ生産：この案件は消滅した。
5)熱圧成型ｺｰｸｽでの特級鋳物用ｺｰｸｽ生産：
調査時（1996）と同じく実験用のﾊﾟｲﾛｯﾄ設
備で4万ﾄﾝを生産するのみで進展はない。
6)炭化珪素生産：ﾊｲﾃｸ産業振興の意味から
国家の重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして注目されてい
る。
（1999年度現地調査結果）

調
　
査
　
団

三菱マテリアル(株)

相手国側担当機関名 寧夏回族自治区
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2002年3月改訂

インド 報告書提出後の状況

和 工業団地（IMT）建設計画 214,770 千円

案　件　名 英 58.14 人月 （内現地28.61人月）

団長 氏名  黒河内　恒

所属  八千代エンジニヤリング(株)常務取締役

14

92.11.23～92.12.6

93.1.24～93.3.28

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

八千代エンジニヤリング（株）

国　　　　名 予 算 年 度 4～5

実績額（累計）

担当者名（職位）

現地調査期間

1)インド側はﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの結果を踏まえ、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝで検
  討の対象となった候補地４地点の内、最も優先順位
  の高いﾊﾘﾔﾅ州ｸﾞﾆｶﾞｵﾝにおけるﾓﾃﾞﾙ工業団地開発の
  F/Sの実施につき要請した。
2)この要請を受け、JICAは1994年2月、F/Sに係わる事
  前調査団を派遣しS/Wの協議・署名を行った。
3)上述S/Wに基づき、JICAによる「ｲﾝﾄﾞ工業団地建設計
  画(F/S)調査」が1994年7月より着手され、1995年6月
  に完了した。
4)ｲﾝﾄﾞ側は実行に着手するため日本政府に円ｸﾚを要
  請、OECFは1995年6月末E/S(26.5億円)分をﾌﾟﾚｯｼﾞ
  した。
5)本調査はより具体化されたかたちで、IND003ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
   ﾄ(IMT実現化に際してのF/S)へと引き継がれた。
   その意味に於いて本案件は「実現済」と言える。
2002.3現在：変更点なし

The Master Plan Study on the Industrial Model
Town in India

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1993.12

コンサルタント名

Department of Industrial
Development,
Ministry of Industry, India
Mr. Surendra Singh (Secretary)

(1)ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ近郊(ﾋﾞﾀﾞﾃｨ及びｻﾄﾇｰﾙ)及びﾃﾞﾘｰ近郊(ｲﾉﾀﾞ及びｸﾞﾙｶﾞｵﾝ)の4候補
   地の中からﾓﾃﾞﾙ工業団地(IMT)に最適なサイトをﾘｺﾒﾝﾄﾞし、選定されたｻｲﾄ
   に対するIMTの概念設計を行うﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝが策定された。

(2)また、特にIMTの実現化のためには外国投資促進に関し、近隣諸国との競合
   を強く意識した具体的施策の早期展開が必要である旨の提言がなされた。

(1)1994年2月21日に日本・ｲﾝﾄﾞ間で本
   ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを受けてのF/S調査実施に関
   するS/Wが締結された。

(2)F/S調査はﾃﾞﾘｰ近郊のﾊﾘｱﾅ州ｸﾞﾙｶﾞｵﾝ
   において、外国資本・技術を導入し、
   雇用機会の創出、技術・経営手法の移
　 転、ｲﾝﾄﾞ産業界全体のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ等を図
   るべく、外国企業及びｲﾝﾄﾞ国内企業を
   誘致できる様な国際水準のｲﾝﾌﾗを有し
   たﾓﾃﾞﾙ工業団地建設にかかる計画を策
   定するもの。

(3)また、本F/Sにおいて、同計画の概念
   設計の策定及び財務的・経済的ﾌｨｰｼﾞ
　　ﾋﾞﾘﾃｨの確認を行う。

1.ﾚﾎﾟｰﾄ提案に基づきｲﾝﾄﾞ側は事業実施体として日本商社連合と第三ｾｸﾀｰ設立の申し
  入れをした。

2.日本商社連合と独自にF/Sを行い採算性について検討したところ開発事業に乗り出
  すほどの利益確保は困難と判断し、その旨をｲﾝﾄﾞ側に伝えた(1995年10月末)。

3.最終的にIND003ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況と同じである。1997年にはいり、日本商社連合は
  ｲﾝﾄﾞ側提示の土地価格では採算があわないとして最終的に実施不可能との結論に
  至った。IMTを取り巻く近隣ｲﾝﾌﾗ整備等にOECF融資が要請される可能性が大であっ
  たが、日本ｸﾞﾙｰﾌﾟの撤退でOECF融資も白紙になった。

調
　
査
　
団

テクノコンサルタンツ（株）

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数
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2002年3月改訂

インド 報告書提出後の状況

和 マハラシュトラ州揚水発電開発計画 314,445 千円

案　件　名 英 65.60 人月 （内現地46.70人月）

団長 氏名  牛島　照美、近藤　滋

所属  電源開発（株）

17

97.9.4～94.9.24／95.1.9～95.2.16

95.3.16～95.3.30／95.9.27～95.10.14

95.11.22～95.12.6／96.2.25～96.3.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止・消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 6～9

実績額（累計） 2002.3:変更点なし

Master Plan Study on Pumped Storage
Hydroelectric Power Development in Maharashtra
State, India

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／水力発電

最終報告書作成年月 1998.3

コンサルタント名 電源開発（株）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

（株）ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾂﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

［プロジェクトサイト］

　　　　　　　Hevaleサイト　　　Jalondサイト　　　Marleshwar
落差(m)         551                598                697
出力(MW)        960              1,200              2,000

　ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査で有望とされた3ヶ地点をﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査の対象としたが、そのう
ち2ヶ地点が鳥獣保護区の一部に位置していることが州森林局より指摘された。さら
に、この地点での地層調査を中止するように指示を受けた。またﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査
対象3地点の航空写真測量を実施したが、地形図の国外持ち出しの許可がｲﾝﾄﾞ政府より
出なかったため、日本国内でのﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査ができなくなった。今後はﾌﾟﾚ･ﾌｨｰ
ｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ設計に向けて地質調査、水文調査、電力調査を実施して最適な開発計画案を決
定する必要がある。

Government of Maharashtra
Irrigation Department
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 330,609 千円

案　件　名 英 78.06 人月 （内現地31.86人月）

団長 氏名

所属

11,28

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 77.10.10～12.17／
78.7.3～79.3.26

建設部水資源局 日本工営(株)

1.計画の概要
(1)調査の目的
　本調査は大韓民国における水資源開発の長期展望を行ない第一次調査により選択された
10地点に対して、多目的ﾀﾞﾑ建設の技術的・経済的妥当性を予備的に検討する。
(2)調査の内容
　調査団はﾀﾞﾑｻｲﾄの弾性波探査、ﾀﾞﾑｻｲﾄ地質図作成、築堤材料調査水文調査、洪水被害調
査、都市用水需要調査、土壌調査、土地利用調査、農業基盤整備事業調査、電力市場調
査、目的別水需要調査、水収支予測、多目的ﾀﾞﾑの概略設計と工事費積算および多目的ﾀﾞﾑ
の経済分析を実施した。

2.結論及び勧告
　調査対象ﾀﾞﾑの運転開始時期は、いずれも揚水需要から決定され、漢工流域2008年、洛東
江流域1991年、ｾﾝｼﾝｺｳ流域1986年と算定される。
(1)漢工流域5地点のうち、洪川、達川およびｶﾞﾝﾋｮﾝﾀﾞﾑが経済低に成り立ち、中でも洪川ﾀﾞ
ﾑは大規模な発電と長期の揚水供給の可能性があり最有力である。
(2)洛東江流域3地点のうちでは、臨河ﾀﾞﾑが経済的に成り立つと判定された。
   このﾀﾞﾑは発電とともに流域の用水供給に重要な役割を果たすと考えられる。
(3)ｾﾝｼﾝｺｳに提案された住岩ﾀﾞﾑは経済的妥当性が高く、特に南海岸工業地帯への用水供給
の観点から早期開発が望ましい。
(4)今後の課題として、水文観測の充実と更に詳細な水質調査を勧告する。

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ段階で提案された10ﾀﾞﾑ地点の内、住
岩、臨河、咸陽、洪川ﾀﾞﾑの4地点については、以
下の通り計画が進行している。

住岩：円借款(111億円)が充当され1986年から本
格工事に入り1990年に完成した。ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは日本
工営。

臨河：1984年から韓国政府資金により一部工事実
施されていた。1987年から円借款(約70億円)が充
当され、1988年春からﾀﾞﾑ本体設立に着手し1991
年に完成した。ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは日本工営。

咸陽：韓国政府資金による詳細設計が終了してい
るが、工事資金計画が未定である。

洪川：1990年度に工事着工を予定したが、補償問
題が大きく、実施の見通しがたっていない。

長期的視点にたった水資源開発の重要性が理解され、優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実現し、供用されている。他
のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄも韓国政府の水資源開発製作に基づいて実施が検討されている（1994年3月現在）。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

電源開発(株)

1.対象となった10ﾀﾞﾑのうち住岩、臨河、咸陽、洪川ﾀﾞﾑについて
は第2次国土総合開発10ヶ年計画（1982～1991年）に盛り込まれ
ており、特に住岩ﾀﾞﾑについては、第5次経済社会開発5ヶ年計画
期間中の事業費140百万ﾄﾞﾙ、うち円借款60百万ﾄﾞﾙを予定して鋳
型、1984年8月に111億円の円借款（L/A）が行われた。
2.またﾊﾟﾑｿﾝｺﾞﾙ、麟蹄、ｶﾞﾝﾋｮﾝ、奉化については第3次10ヶ年計
画（1992年～）に盛り込む予定であるが、九切及び達川ﾀﾞﾑにつ
いては経済性等の問題から現在のところ建設する計画はない。

　ﾀﾞﾑ建設には巨額のｺｽﾄがかかるので韓国政府としては資金調達
の困難性等により緊急を要するものから段階的に建設を実施して
おり、1982年に完了した大清ﾀﾞﾑ、1985年に完成した忠州ﾀﾞﾑに引
き続き現在は陝川・住岩・臨河ﾀﾞﾑが完成している。
1999.10現在：特に新情報なし

The Long-Term Multipurpose Dam Schemes
Preliminary Feasibility Study in the Republic of
Korea

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／水力発電

最終報告書作成年月 1979.9

コンサルタント名

担当者名（職位）

日本工営(株)

国　　　　名 予 算 年 度 52～54

実績額（累計）
水資源総合開発計画調査

大韓民国

 脇　治雄／久野一郎
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2002年3月改訂

モンゴル 報告書提出後の状況

和 198,389 千円

案　件　名 英 55.00 人月 （内現地22.00人月）

団長 氏名

所属

12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 92.12.7～12.23／93.2.24～3.28
93.6.16～7.9／93.11.30～12.12

M/P／鉱業

最終報告書作成年月 1993.12

エルデネット鉱山
S. Otgonbileg（総裁）
S. Gezegt（生産技術部長）担当者名（職位）

三井金属資源開発(株)

1.ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山民営化計画が進行中、ﾖｰﾛｯﾊﾟ系企業が興味を持ったとの情報がある。
2.SW-EWによる酸化鉱処理事業の増産が計画されている。提言は5,000t/年としている
が10,000t/年計画に向かって計画進行中。

国　　　　名 予 算 年 度 4～5
エルデネット鉱山近代化計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

1.近代化計画の概要
(1)基本方針
・生産障害要因（電力、部品供給不安定）の解消
・銅生産120千t／年維持のための投資計画
・各部門の機械設備の更新・改善
(2)採選鉱
・稼働率の向上とｺｽﾄ低減を目指した採鉱機械の導入
・選鉱粗鉱処理能力の増強
(3)ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
・新設備の導入
(4)組織改革
(5)用水
・第二水源の確保

2.財務経済分析
・投資額       3.4億ﾄﾞﾙ
・FIRR         14％～20％
・EIRR         27％～40％

3.その他
・電力不足、部品供給不足の対策を早急に講じること（発電所の建設他）。
・銅生産量120千t/年維持のための投資計画はﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙである。
・市場経済に合致した経営管理の導入。技術改善により、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝを図ること。
・鉱山の民営化は時期尚早。

・選鉱処理能力の増強（自己資金にて実施
中）
・高性能採鉱機械の一部導入（ 　〃  ）
・報告書の指摘に従って重機類の更新は西
側（USA、日本）より調達されている模様
・日本は「ｺﾏﾂ」が商談に入っている。
・AOTS制度にのって「ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山」より1
名の地質研究員が来日、受入会社は三井金
属資源開発(株)である。
・酸化鉱処理にSX-EW法を使って実操業に
入った。
　ﾚﾎﾟｰﾄでは銅製錬所の建設はやめ、SX-EW
による銅生産を勧告した。
・ﾛｼｱからの電力供給量が増加し当面電力
不足は解消されており、暖房用ﾎﾞｲﾗｰの発
電計画は立ちぎれとなった模様。

・報告書の取り扱いにつき1994年11月ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄｺﾝﾂｪﾙﾝとしての結論を得た。
・生産ｺｽﾄｱｯﾌﾟ銅価ﾀﾞｳﾝの両面から経営難に直面、本調査提言の分社関係を2000年まで
に実行する。
・品位が下がりはじめ生産コストは80¢程度上昇している。
・80km離れたｾﾚﾝｹ川からの導水によるｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山用水の流送ｺｽﾄ削減のため地下水開
発の要望あり。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(株)三井金属エンジニアリング

・ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山関係者が来日の都度、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを訪問
し、進行の情報交換を行っている。
・内閣が数回変わり経済政策の焦点が定まっていない。
・ｴﾙﾃﾞﾈｯﾄ鉱山を民間に売却する様計画されている。
・ﾓﾝｺﾞﾙの所有分51％を約2億ﾄﾞﾙ程度の金額との情報が
ある。この数値は報告書で試算した価値に近い。
・当時の主要ﾒﾝﾊﾞｰは（技術者を含む）が鉱山を離れ情
報は得にくい状況にある。

2002.3現在：変更点なし

Erdenet Mine Modernization and Development
Program

調 査 団 員 数

坂井　茂

三井金属資源開発(株) 調査本部

コンサルタント名
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2002年3月改訂

モンゴル 報告書提出後の状況

和 327,836 千円

案　件　名 英 96.13 人月

団長 氏名

所属

16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

本調査はﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱およびｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画調査（第一部）と石炭利用
開発ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査（第二部）により成る。

（第一部ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画）
1)ﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：首都ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙの東110km，海抜1350ｍ
総事業費：150百万USﾄﾞﾙ（3年間）
実施内容：鉄道方式をﾄﾗｯｸ方式に変更し、石炭生産能力を600万ﾄﾝ/年に増加。
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：あり　2.EIRR=97.0％　FIRR=10％
3.EIRRの前提条件は石炭価格6057Tg/t、1998年に鉄道方式をﾄﾗｯｸ/ｼｬﾍﾞﾙ方式に変更。
対象期間23年（1996-2018年）。FIRRの前提条件は輸入設備・部品の取引税・輸入税
を免税、石炭取引税の半分（5％）を還付、課税後経費を操業費用繰入。

2)ｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：首都ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙの南東260km，海抜1200ｍ
総事業費：5000万USﾄﾞﾙ（3年間）
実施内容：石炭生産能力を200万ﾄﾝ/年に増加。
1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ：あり　2.EIRR=67.1％　FIRR=23.6％
3.FIRRの前提条件は投資資金の外貨借入金利2％、借入金比率80％、石炭販売価格
6000Tg/t。

（第二部ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ要旨）
　1)ｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱の開発を優先
　2)山元火力発電所を建設し、ﾌﾞﾘｹｯﾄを生産。
　3)所要資金は2005年迄に約560百万USﾄﾞﾙ。

1.石炭の安定供給を確保するためﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱の4百万ﾄﾝ/年への復旧およびｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ
炭鉱の2百万ﾄﾝ/年への増強を行うべき。
2.計画経済ｼｽﾃﾑから市場経済に移行過程にあるため、石炭産業に係る課税が過大であ
り、調整が必要である。
3.市場経済における石炭産業の人材育成が重要である。

1.ﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱の生産能力を4百万ﾄﾝ/年に
復旧せしめるためのﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ業務が、世
銀・OECFの協同融資約40百万ﾄﾞﾙで、1997
年より実施中。
2.ｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱の生産能力を2百万ﾄﾝ/年
に向上せしめる開発業務「ﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ･ｼﾍﾞｵﾎﾞ
炭鉱開発事業」がOECFの融資58.27億円
（第1期）を得て、1997年より実施中（L/A
締結 1997.2.28）。（1996年SAPROF実施）
3.「ﾓﾝｺﾞﾙ炭鉱総合開発計画Ⅱ」として
OECFより42.98億円の円借を締結。1999年
より実施中（E/N 1998.2.10,L/A
1998.2.12）

　従来、比較的良質な石炭を算出し主力供給源であったｼｬﾘﾝｺﾞﾙ炭鉱が生産最盛期を過
ぎており、安定した代替供給源が必要となっていた。他方、良質炭を賦存する炭鉱の
開発には輸送ｲﾝﾌﾗの開発が必要であった。そこでﾓﾝｺﾞﾙ政府は、OECF（当時）の融資に
より同国石炭の主力消費者である第4火力発電所のﾎﾞｲﾗｰを改造し、既に鉄道と接続し
ているﾊﾞｶﾞﾇｰﾙおよびｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰの低品位炭を効率よく使用拡大するための対策を実施
し、1998年にはその第一期工事が終了した。この改造計画と前後して、代替主力炭鉱
であるﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱とその後続が期待されるｼﾋﾞｰ･ｵﾎﾞｰ炭鉱の改善・更新が決定され、
現在、実施進行中である。

　ｴﾈﾙｷﾞｰの安定供給（石炭／電力）のため緊急課題として実行に向け進行中である。
　(財)日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所は太平洋炭礦(株)と共同して、第一期と第二期のｺﾝｻﾙﾃｨﾝ
ｸﾞ業務を受注。第一期計画の機器納入で伊藤忠商事、現地抜水工事で鴻池組、使用中
機器の修理部品納入でﾓﾝｺﾞﾙ企業4社がそれぞれ受注。第二期計画では、国際入札実施
中。

調
　
査
　
団

佐藤　武比古

(財)日本エネルギー経済研究所 相手国側担当機関名 インフラストラクチャー開発省　燃料局
（旧エネルギー地質・鉱山省）
チムルバートル スンドゥイ
（General Director 石炭部長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 93.11.8～12.7／94.7.18～9.2
94.9.20～10.14／94.12.8～12.22
95.1.10～2.27／95.6.1～6.15／
95.9.4～9.13

（ﾊﾞｶﾞﾇｰﾙ炭鉱改善計画）
　世銀、OECF共同融資を得て実施中。
世銀、JBIC（旧OECF）協調融資を得て1997年着手し、世銀
融資分は1999年に完了、JBIC融資分は継続して実施中。
2001年夏には改善計画が終了見込み。

（ｼﾋﾞｰｵﾎﾞｰ炭鉱改善計画）
　OECF融資を得て第一期分実施中。
　1997年にJBIC（旧OECF）から第一期分の融資を得て同年
着手し実施中で、1998年にはJBICから第二期分融資を得
て、調達計画進行中。既に生産性の向上において部分的成
果が現れており、全ての改善計画の終了は2003年春を予
定。

（石炭利用開発ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査）
　上記2炭鉱のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝにより､200５年迄石炭能力は十分｡
　なお、首都ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙの大気汚染低減の観点から、同国政
府関係機関において、ﾌﾞﾘｹｯﾄの導入が検討されている。
(2002.3現在)

Study on Comprehensive Coal Development and
Utilization in Mongolia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1995.11

コンサルタント名 (財)日本エネルギー経済研究所

国　　　　名 予 算 年 度 5～7
石炭産業総合開発計画調査

実績額（累計）
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2002年3月改訂

モンゴル 報告書提出後の状況

和 158,128 千円

案　件　名 英 41.96 人月

団長 氏名

所属

15  （含、交替者、調整員、通訳）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

短期戦略
1)既存の原資の有効活用
　天然資源の有効活用
　ｺﾒｺﾝによる生産ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄのﾌﾙ活用
2)中小企業の活力の引き出し
　適正規模の資金援助
3)政府の強力なﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの発揮
　戦略なき移行経済による市場失敗の認識と戦略的産業政策の策定と実施

中長期戦略
1)産業構造・企業体質改善
　信用創出の育成と振興
　産業構造改革
2)技術革新
　使用ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
1)貯蓄・融資協同組合の育成、民間の自助活動による金融環境改善
2)今回の診断企業に対する個別技術支援の継続
　銀行の融資に関する企業指導
3)各種協同組合支援による流通制度の改革→原材料集配機能の強化
4)品質評価ｾﾝﾀｰ機能の強化→既存国立研究機関を支援し活用

調査団が選んだ優良企業の内4社に対しKFW
（ﾄﾞｲﾂ）の資金援助が実現した。

企業経営と生産技術について、企業診断の過程でC/Pに対する技術移転を行った。特に
企業経営に対する技術移転については、ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝを念頭に置き、財務管理に重点を
置いて行った。

調
　
査
　
団

渡部　陽

(株)サイエス 相手国側担当機関名 工業農産省　開発計画局長
Mr.N.BATAA

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 98.7.22～8.28／98.10.3～11.4
98.12.5～12.25

2002.3現在：新情報なし

The Study for the Promotion of the Industrial
Sector in Mongolia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.1

コンサルタント名 (株)サイエス

国　　　　名 予 算 年 度 10
モンゴル国工業開発計画調査

実績額（累計）
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2002年3月改訂
モンゴル 報告書提出後の状況

和 再生可能エネルギー利用地方電力供給計画調査 350,714千円

案　件　名 英 55.70 人月 (現地35.00)

M/P /新・再生エネルギー

日本工営株式会社

団長 氏名 渡辺芳知

所属 日本工営株式会社

6+１（業務調整） Gungaarentsen DAMDINSUREN

98.10～98.12/99.2～99.3/99.5～99.7/99.1

00.2～00.3/00.7～00.8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

00.　9

コンサルタント名

・3村落に太陽光パネル、風力発電機およびバッテリーからなるパイロット・プラント
が据え付けられた。
・ウランバートルでの技術移転セミナーが2回、村落での技術移転セミナーが各パイ
ロット・プラント据付村落でそれぞれ2回ずつ実施された。
・各年度に1名、合計3名のカウンターパート研修生の受け入れが行われた。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 モンゴル国インフラ開発省

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 (Deputy Director, Energy Department当時

国　　　　名 予 算 年 度 10～12

実績額（累計） マスタープラン調査の完成は2000年9月で、この時期、
村落の電力供給では日本の無償資金によるディーゼル発
電機の供与が緊急案件として実施されていた。この無償
計画が2002年度で完了すると考えられる。（第4次村落
電化はNKではなくPCIEが監督業務を担当。）マスター
プランで提案しているシステムは、太陽光や風力などの
再生可能エネルギーとディーゼル発電機によるハイブ
リット・システムを基本としている。このため、ディー
ゼル発電機の供与計画が完了した時点で、本プロジェク
トの実施を日本政府に対し無償資金協力として要請する
予定であるとの情報も得ている。

村落の電力供給はロシア製ディーゼル発電機により行われていたが、1997年当時、こ
のディーゼル発電機の老朽化により多くの村落が無電化村落になりかけていた。モン
ゴル政府はもともと、再生可能エネルギーを取り入れた村落の電力供給計画を描いて
おり、本マスタープラン調査の要請は1995年ごろには出されていた（1995年にNKが確
認したのはドラフトのみ。）。
本来であれば、このマスタープラン調査終了後、ディーゼル発電機も含めた村落の電
力供給プロジェクトが進められるべきであったが、無電化村落の出現を食い止めるた
め、モンゴル政府はディーゼル発電機の供与を日本政府に緊急要請し、無償資金協力
として実施された。ディーゼル発電機の供与計画完了により、モンゴル政府は本来描
いていた村落の電力供給システムを実現させるべく、現在の状況になったものといえ
る。

提出した報告書に基づき、相手国政府は再
生可能エネルギーによる村落電力供給計画
を政府の開発計画の中に含めている。実施
については、2005年のプロジェクトを日本
に対し、無償資金協力にて要請する意向を
持っている。

モンゴル全国の系統に接続されていない167村落に対し、太陽光、風力、小水
力、ディーゼル発電機、系統連携により電力供給を行う計画である。2015年を
最終目標年とし、2005年.2010年.2015年と3つの段階で計画を提案している。最
も近い2005年では、Basic　Human　Needsの充足を最優先と定め,学校・病院・
ソム役場に対して24時間の安定電力供給を目標としている。プロジェクト完成
後、日常の運営維持管理は各村落で行い、設備の所有権と運営維持管理の最終
責任はインフラ開発省が持つことになっている。

Master Plan Study for Rural Power Supply by
Renewable Energy in Mongolia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月
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2002年3月改訂

パキスタン 報告書提出後の状況

和 47,453 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 91.9.0～92.7.0

M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1992.9

Mr. Muhammad Yunus
Head of Spinning Department
Textile Industry Research and
Developt. Centre
Mr. Mohammad Yunas Siddiqi
Deputy Chief
Planning and Development Division

担当者名（職位）

日本貿易振興会

国　　　　名 予 算 年 度 3～4
繊維産業振興開発計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

1.企業ﾚﾍﾞﾙでは、各企業ﾍﾞｰｽでの改善努力が必要。また、個々の企業による対
　応が困難な問題については、業界が一丸となって対応すべき。業界団体に
　あっては、業界の組織化を更に推進し、技術の向上、人材育成、経営の近代
  化・合理以下、規格標準化などの問題に取り組む必要がある。更に民間ﾍﾞｰｽ
　技術協力ｽｷｰﾑを活用し、外国技術者の要請をすべき。

2.政策ﾚﾍﾞﾙでは、繊維産業の総合的発展に行き着くための起動力を輸出指向型
　ｶﾞｰｿﾝﾄ部門の拡大・発展に求めるべき。当面の政策目標を輸出ｶﾞｰｿﾝﾄ部門の
　育成に置き、そのために必要と思われる幾つかの政策修正が必要。さらに繊
　維産業の現状を常にｳｫｯﾁしつつ、実情に応じた適切な政策を立案し、他省庁
　との政策の整合・調整を図りながら政策を実行していく機能をもった行政ﾕﾆｯ
　ﾄを設立すべき。

3.公的機関の活動・機能については、最重要課題とみられる人材育成、技術訓
　練の面で補強すべき。現在の繊維産業が上流から下流に至るまで全体として
　低ﾚﾍﾞﾙの技術水準に留まっており、中間管理技術者も量的、質的とも低水準
　にあるので、人材育成、技術訓練或いは技術指導の面で様々な施策が早急に
　講ずるべき。

4.財政措置として、繊維産業の中流(織布、染色)と下流(ｶﾞｰｿﾝﾄ)部門へ重点配
　分

5.ｶﾞｰｿﾝﾄ素材とｶﾞｰｿﾝﾄの輸入環境(特に関税)の改善

6.綿糸輸出所得控除の恩恵を廃止すべき。
提言内容の現況は暫定措置

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

2002.3現在：変更点なし

Scope of Work for the Study on the Textile
Industry Development Program in the Islamic
Republic of Pakistan

調 査 団 員 数

 青木　平八郎

 日本貿易振興会

コンサルタント名
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2002年3月改訂
ラオス 報告書提出後の状況

和 国境（サバナケット地域）経済特別区開発計画調査 千円

案　件　名 英 32.16 人月

M/P /工業一般

(株）日本コーエイ総合研究所

団長 氏名 小林 肇 日本工営株式会社

所属 （株）日本コーエイ総合研究所

7 Dr. Sonphanh KEOMIXAY

00.7～01.1

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

01.　2

コンサルタント名

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 ラオス人民民主共和国国家計画委員会(CPC/NERI)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

国　　　　名 予 算 年 度 12

実績額（累計） 123,231 SEZ計画実現のために、ラオス政府側は以下のアクショ
ンをとっている。
１）SEZ法案を議会で審議。
２）首相の政令（Decree)公布
３）法案承認の為の追加説明資料作成

SEZ計画は首相が承認し、政令（Decree)として公布された（2002.1）。
SEZ法案が議会(National　Assembly)で審議され、継続審議となった（2001.10）。
2002年10月に再度審議される予定。SEZ関連法規及び実施体制具体策の助言のためにﾌｫ
ﾛｰｱｯﾌﾟ調査が要請された（2001.1,2002.1）。
調査団からは、法案審議に必要な資料・メモを作成し、CPC/NERUに提出（2001.12、
2002.2）。

SEZ機能の明確化と開発地域の選定につき
合意。
SEZ計画は首相の承認するところとなっ
た。
SEZ法の案文を作成した。

最終報告書（目次）
1.　序章
2．ラオスの経済と興業
3.サバナケット地域の概況
4．投資需要
5．経済特別区の類型
6.経済特別区開発計画
7.制度的枠組みサバナケット県でのSEZ機能を明確にし（物流、輸出加工、自由
貿易、サービス産業振興）、4候補地区を評価して、第2メコン橋からXeno町ま
での国道9号線沿いをSEZとして開発することを提言。

The Study on Special Economic Zone Development
in Border Area (Savannakhet Province) in Lao PDR

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月
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2002年3月改訂
ラオス 報告書提出後の状況

和 再生可能エネルギー利用地方電化計画調査 千円

案　件　名 英 49.00 人月

M/P /新・再生エネルギー

プロアクトインターナショナル株式会社

団長 氏名 大滝克彦 （株）四国総合研究所

所属 プロアクトインターナショナル株式会社

8 Houmphone Bulyaphol(局長)

00.9～00.11/00. 12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1)太陽光発電による地方電化
･パイロットプロジェクトを実施して、Solar　Home　SystemとBattery
Charging　Stationの2方式について、ラオスの条件に合った技術を提案し、住
民の料金負担をもとに実際に地方電化の手法として活用できることを確認。
･工事手法、維持管理手法、及びそのために必要となる住民レベルの活動（組織
育成のトレーニング等）について、具体案を提示
2）小水力による地方電化
･パイロットプロジェクトを実施せず、机上検討のみであったが、1村落の電化
に適した20ｋｗクラスのマイクロ水力についての基本デザインを提示した。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 工業手工芸省電力局

調 査 団 員 数

調査結果をベースに、無償資金を確保して、太陽光発電による地方電化事業を本格的
に実施したいとの方針であり、現在、無償資金の具体化を待っている状態。C/P側は組
織を充実させつつあり、事業実施能力については問題ないと考えられる。

本調査結果は非常に高く評価され、特に太陽発電につい
ては提案された方式に基づき、ラオス全体の地方電化を
進めたいという意向である。既に約200箇所の電化を行
う為の無償資金援助要請が提出されている。

調査終了後、世銀により同様の調査が継続
中である。ここではJUCA調査の手法に基づ
き、既に約10箇所の村落が太陽光発電に
よって電化された｡また,これまでにパイ
ロットで設置済みのシステムについても順
調に稼動しており、料金徴収もスムーズに
行われている。

担当者名（職位）

98.9～98.10/99.1～99.2/99.5～99.6/

99.9～99.10/00.2～00.3/00.5～00.6

現地調査期間

最終報告書作成年月 01.　2

コンサルタント名

The Study on Rural Electrification Project by
Renewable Energy in the Lao People's Democratic
Republic

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

国　　　　名 予 算 年 度 10～12

実績額（累計） 306,881
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2002年3月改訂

スリ・ランカ 報告書提出後の状況

和 183,401 千円

案　件　名 英 49.13 人月 （内現地20.30人月）

団長 氏名

所属

13

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 91.3.8～91.3.22
91.6.15～91.7.14
91.11.15～91.11.29

M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1993.3

A. S. Jaya Wardena
Secretary
Ministry of Industry, Science and
Technology

担当者名（職位）

日本工営(株)

　JICA調査及びOECFのSAPROF調査時には、工業省が主導となって調査が進行していた
が、1994年の政権交代以後、工業省の大臣をはじめ、関係担当者が交代し、最近で
は、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実行意欲が薄れて来ていると思われる。加えて、工業省と運輸省の権
力争い、ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ選定の際の政治的圧力等が、ｶﾀﾅIEのD/D中断、及びｼｰﾀﾜｶIEのﾃﾝﾀﾞｰの
やり直しをもたらしたものと考えられる。
　ｼｰﾀﾜｶIEﾃﾝﾀﾞｰは、本邦業者が落札、工事が始められた。

国　　　　名 予 算 年 度 3～5
工業分野開発振興計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

　輸出振興投資促進策:本調査で提言した短期、中長期のｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、制度改
善等に即し、EDB(Export Development Board),BOI(Board of Investment)等が
実施していく予定である。

　金属加工育成:工業大臣は本調査で提案したｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに沿って実施してい
く旨表明した。特に、金属加工訓練ｾﾝﾀｰについて、工業団地予定地のｶﾀﾅに建設
する方針を表明した。

　工業団地計画:工業大臣は、ｱｰｻｰﾌｨｰﾙﾄﾞ地区及びｶﾀﾅ地区での工業団地建設
を、本調査の提案に沿って、早期に実現していく方針を表明した。

・1993年9～12月、OECFによるSAPROFが
　工業団地開発の精査のため実施され
　た。

・円借款「工業団地開発事業」(1994.6
　調印、37.98億円)が供与された。対象
　は以下の通り。
　－ｱｰｻｰﾌｨｰﾙﾄﾞ工業団地の詳細設計及び
　　建設
　－ｶﾀﾅ工業団地の詳細設計

・工業省の専門家派遣事業が継続され
　た。

・1994年8月の政変に伴い、円借事業の実施が遅れていた。
・1997年8月にｼｰﾀﾜｶ工業団地の工事着手
・2000年11月現在、全ﾛｯﾄが売約済、17社操業中

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

ユニコ　インターナショナル(株)

・OECFによるSAPROF実施済み(1993年12月)
・1994年 6月　　工業団地に関する円借調印済
・1995年 5月よりNKのE/S開始
・1996年 1月　　ｼｰﾀﾜｶ(ｱｰｻｰﾌｨｰﾙﾄﾞ)工業団地D/D完了
・1996年 5月　　ｶﾀﾅ工業団地D/D中断(ｽ政府が当ｻｲﾄに
　　　　　　　　滑走路(空港)建設を予定。)
・1996年10月　　Re-Tender中(NKの推薦したｺﾝﾄﾗｸﾀｰの
　　　　　　　　他案件の工事ﾐｽ等によりｽ政府に承認
　　　　　　　　されず)
・1997年 8月　　ｼｰﾀﾜｶ工業団地入札終了、工事着手
・1999年12月　　ｼｰﾀﾜｶ工業団地、工事終了。
・2000年 9月　　E/S終了
・2000年10月　　Disbursement 期間完了
・2002.3現在：変更点なし

Study on Industrial Sector Development

調 査 団 員 数

 小泉　肇

 日本工営(株)

コンサルタント名
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2002年3月改訂

スリ・ランカ 報告書提出後の状況

和 172,205 千円

案　件　名 英 40.20 人月 （内現地28.50人月）

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 7～8
全国送電網整備計画調査

実績額（累計）
　2000年までの計画から、一部EIA不要な変電設備増強
計画および次に実施する計画のF/SおよびEIA調査につ
いてOECFに資金要請があった。
(TSDP-1:31.14億円)
・L/A締結:1997年8月13日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへのｲﾝﾋﾞﾃｰｼｮﾝ:1998年5月 8日
・ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙの締切:　   1998年6月24日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはEPDC
　2次計画として、M/Pの2000年まで及び2005年までの
計画から、EIA済あるいは不要な変電設備増強計画につ
いてOECFに資金要請があった。
・2000年1月現在、工事中
(TSDP-2:40.30億円)
L/A締結:1998年9月28日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへのｲﾝﾋﾞﾃｰｼｮﾝ:1998年11月25日
・ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙの締切り:　 1998年 1月27日
・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄはNK　　　　*へ続く

The Master Plan Study for Development of the
Transmission System of the Ceylon Electricity
Board

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／送配電

最終報告書作成年月 1997.1

コンサルタント名 日本工営(株)

調
　
査
　
団

 塚原　澄雄

 日本工営(株) 相手国側担当機関名 Dr. Leslie Herath
Chairman
Ceylon Electricity Board (CEB)
セイロン電力庁

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 96.1.17～96.2.15／96.5.28～96.7.26
96.9.2～96.10.16／96.12.1～96.12.15

(調査目的)
　・CEB作成の長期電力需要予測・長期発電力増強計画に基づき、1996年から
　　2015年までの20年間のCEBの全国的長期送電系統整備計画を策定し、同時
　　に計画された送電系統設備の予備設計を行うこと(最初の2000年までの5年
　　分を当面実施すべき緊急計画とした)
　・送電系統計画作業の技術をCEBのｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ技術者に移転すること
(対象地域)
　ｽﾘﾗﾝｶ全土
(既存発電系統の現状と問題点)
　・発電電力量の約93%が水力。主要送電線は中央山地における水力発電所から
　　全国の約60%を消費するｺﾛﾝﾎﾞ地区へ送電(220kV系統と132kV系統)。
　・送電系統はｺﾛﾝﾎﾞ地区を除いて主として樹枝状系統になっており、供給信頼
　　性に問題がある。
　・132kV系統には設備が老朽化しているもの、系統の予備容量の不足している
　　ものがある。
(送電系統計画)
1)2000年までの拡張・整備計画(計17案件、うち14案件が緊急実施案件)
　・Upgrading of 132kV Biyagama-Pannipitiya Line to 220kV
　・Reconductoring of Kolonnawa-Panipitiya 132kV Line
　・Construction of Sapugaskanda GSS-KHD 132kV Line
　・Upgrading of Sapugaskanda P/S-Sapugaskanda GSS 132kV Line
　・Construction of Ratnapura 132kV Substation
　・Construction of Aniyakanda 132kV Substation等
2)2005年までの拡張・整備計画(計22案件)
3)2010年までの拡張・整備計画(計23案件)
4)2015年までの拡張・整備計画(計10案件)
(計画ｺｽﾄ)
　合計1,183.6百万ﾄﾞﾙ(-2000 133.3百万ﾄﾞﾙ、-2005 237.7百万ﾄﾞﾙ、-2010
465.5百万ﾄﾞﾙ、-2015 347.0百万ﾄﾞﾙ)、EIRR 26.3%
　緊急開発案件分　116,803千ﾄﾞﾙ(外貨93,246千ﾄﾞﾙ、内貨23,557千ﾄﾞﾙ)

・OECFより31.14億円の円借(1997)
・OECFより40.30億円融資のL/A締結
　(1998.9.28)
*・2001年6月、業者契約締結(2003年6月完
工予定）。また、TSDP-3 が来年度案件と
して要請されている。

　本調査の結果を踏まえ、第1次実施案件としてKolonnawa S/Sのﾘﾊﾋﾞﾘと、132kV
Biyagama Pannipitiya送電線の220kVへの昇圧が採用された。また、第2次実施案件の
主なものとして、Athurugiriya S/SとRatnapura S/Sの新設および132kV Kelanitissa-
Kolonnawa送電線(2.2km)の220kVへの昇圧が採用された。
　これらはｺﾛﾝﾎﾞ地域への供給力強化および送電ｼｽﾃﾑの安定化を目的として、2000年お
よび2005年までに実施すべき緊急案件として報告書で提言したSub-projectsである。ｽ
ﾘ･ﾗﾝｶでは、50kVおよび10km以上の送電線建設には環境影響調査(EIA)が義務づけられ
ているが、上記は全てEIA済あるいは不要な案件である。
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2002年3月改訂

スリ・ランカ 報告書提出後の状況

和 66,943 千円

案　件　名 英 16.90 人月

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 10～11
スリ・ランカ工業振興・投資促進計画（フェーズ１）

実績額（累計）
　ﾌｪｰｽﾞⅠ調査報告書を提出後に、引き続きﾌｪｰｽﾞⅡ調
査が実施された(1999.11~2000.7迄)。ﾌｪｰｽﾞⅠ調査は
ﾌｪｰｽﾞⅡ調査で取り上げるべき有望業種を選定すること
を主体としており、具体的な工業振興M/PはﾌｪｰｽﾞⅡ調
査で策定された。

Master Plan Study on Industrialization and
Investment Promotion in Sri Lanka (Phase I)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.9

コンサルタント名 (株)コーエイ総合研究所

調
　
査
　
団

 小泉　肇

 (株)コーエイ総合研究所 相手国側担当機関名 スリランカ政府　工業開発省
Mr. S. Jayawardena
(Dty. Director)調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 98.2.14～98.3.21
99.7.1～99.7.9

・本M/P調査は2つのﾌｪｰｽﾞに分けて実施される。
　ﾌｪｰｽﾞⅠ:M/Pが対象とする工業ｻﾌﾞｾｸﾀｰ選定
　ﾌｪｰｽﾞⅡ:工業開発・投資促進のためのM/Pの策定

・ﾌｪｰｽﾞⅠ調査の作業(Steering Committee有)
　1.工業分野のｻﾌﾞｾｸﾀｰ現状評価
　2.有望ｻﾌﾞｾｸﾀｰ選定の為の工業開発ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ設定
　3.28ｻﾌﾞｾｸﾀｰから5～7の有望業種選定
　4.ﾌｪｰｽﾞⅡ詳細調査に向けての提言

・ﾌｪｰｽﾞⅡへの提言
　1.6ｻﾌﾞｾｸﾀｰ(食品加工／縫製業／皮革製品／ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品／一般機械／
　　電機・電子製造)の開発戦略策定
　2.UNID,GTZ,USAIDの協力結果を踏まえた、JICA調査としてのｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
　　製品、一般機械、電機・電子製造ｻﾌﾞｾｸﾀｰへの焦点集中
　3.情報ｻｰﾋﾞｽ産業の詳細調査
　4.ﾌｪｰｽﾞⅡ調査の対象産業分野:ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ産業／一般機械産業／電機・電
　　子産業／情報ｻｰﾋﾞｽ産業
　5.自由貿易体制や地域間連携等周辺環境への留意。産業別戦略におけるﾏｰｹ
　　ﾃｨﾝｸﾞ・生産性・投資の注視注視
　6.工業ｾｸﾀｰ全体戦略の策定
　7.ﾌｪｰｽﾞⅠで考察した開発ﾌﾚｰﾑの洗練化
　8.ﾌｪｰｽﾞⅠ調査結果・提言の参照

　ﾌｪｰｽﾞⅠ調査後に、予定されていた通り
ﾌｪｰｽﾞⅡ調査が実施された。ﾌｪｰｽﾞⅠ調査で
提言された有望業種の内、ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、
一般機械、電機・電子、情報ｻｰﾋﾞｽ産業に
関する開発戦略と具体策を検討すると共
に、全国の工業振興戦略を策定した。ま
た、縫製業と皮革産業についてはUNIDOが
調査を分担し、その調査結果をJICAのM/P
に取込んだ。
　更にﾌｪｰｽﾞⅡ調査終了後に、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調
査が要請され、「中小企業開発公社」の設
立に関して具体的な計画の策定が行われ
た。
また、フォローアップ調査として｢テクノ
パーク計画｣につき具体的な計画が策定さ
れた(2002．3)。

　ﾌｪｰｽﾞⅡ調査後に、JICAによる開発調査ﾍﾞｰｽでの技術支援、IT技術に係る専門家派
遣、及びJBICによるﾃｸﾉﾊﾟｰｸ開発・政府機関強化・中小企業開発公社設立に係る資金協
力が要請された(2000.8)。この内、中小企業開発公社設立については、JICAﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
調査(2000.11～2001.3)で具体的な設立計画の策定につき協力が続けられた。
また、テクノパーク開発についてJICAﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査（2002.1～2002.3）が実施され
た。

　ﾌｪｰｽﾞⅡ調査では、ｲﾝﾄﾞ、ﾏﾚｰｼｱ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｽﾘﾗﾝｶ、日本の工業振興政策についての
国際ｾﾐﾅｰを開催している。
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2002年3月改訂
スリ・ランカ 報告書提出後の状況

和 工業振興・投資促進計画調査（フェーズⅡ） 177,126千円

案　件　名 英 45.20 人月

M/P /工業一般

（株）コーエイ総合研究所

団長 氏名 小泉肇

所属 ㈱コーエイ総合研究所 スリ・ランカ民主社会主義共和国工業開発省

10 Mr.W.C.Dhcerasekana Secretary

99.11～00.1

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調査内容については要約表｢LKA―103｣の通り。
最終報告書の構成は以下の通り。
Summary　　　　　　要約
Main　Report　　　　報告書
Appendix　Ⅰ
Appenndix　Ⅱ（UNIDO）
Appendix　Ⅲ

Master Plan Study for Industrialization and
Investment Promotion in Sri Lanka (Phase Ⅱ）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 00.　7

コンサルタント名

国　　　　名 予 算 年 度 11～12

実績額（累計） 提案された中小企業支援策に関し、JICAフォローアッ
プ調査として｢中小企業振興機関の設立計画｣が策定さ
れた（2001.3）。
また、提案されたテクノパーク建設に関し、JICAﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ調査として｢テクノパーク計画｣が策定された
（2002.3）。

工業開発省（MID)はM/PをWhitePaperとする予定であったが、WhitePaperとするに至ら
なかった。｢中小企業振興機関の設立計画｣につき、IFC,ADB,JBICに資金協力の可能性
をあたった。テクノパーク計画については、第３５次円借款リストに載せて要請され
ている。

M/Pで提案された組織改革、工業統計整備
についてはUNIDOがフォローする予定とさ
れた（フォロー状況不明）。
中小企業振興の為のSMIDEC設立計画が策定
されたが未だ実現にいたっていない。テク
ノパーク計画についてはﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実
施（2002.2-3）。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間
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2002年3月改訂

エジプト 報告書提出後の状況

和 72,178 千円 (契約額：71,598千円)

案　件　名 英 16.07 人月

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(財)北九州国際技術協力協会

　本調査を受けてﾌｪｰｽﾞ2の調査が行われ、その後日本
及びｲﾀﾘｱが鋼板工場を建設した。
　2002.3現在：97.1から98.1にわたって実施された
フェーズ２に引き継がれていることより、フェーズ2要
約表参照。(実施コンサルタント:日本鋼管㈱/㈱神戸製
鋼所)

The Study on Feasibility of a Project to Produce
Steel Flats

調 査 団 員 数

 三上　良悌

 ユニコ　インターナショナル(株)

現地調査期間 96.5～計1.07ヶ月

(調査目的)
　従来のｴｼﾞﾌﾟﾄにおける鋼板需要調査を実施し、薄板生産工場建設計画の具体的な検討
(ﾌｪｰｽﾞ2)に入るべきかどうかを検討する。

1)ﾐｸﾛ分析結果　　　　　　　　　　　　2)ﾏｸﾛ分析結果
　年度　　 最低　　 中間　　 最高　　　  年度　　 最低　　　中間　　 最高
　2005　1426846t  1733537t  1969969t　 　2005　 1427000t  1734000t  1970000t
　2006　1505772t  1505772t  2147472t　 　2010　 1663000t  2086000t  2562000t
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   2015　 1942000t  2528000t  3386000t
3)国内需要予測の条件
・GDP成長率　最低4%、中間5.5%、最高1999~2005年6.5%、2005~2020年8.5%
・各部門のGDP成長率　第3次発展計画成長目標使用
・鋼材に対する鋼板の比率は30%で変化なし
・耐久消費財の急速の成長は仮定しない
・ﾌﾙ操業2005年

(生産の将来計画)
1)計画されるﾌﾟﾗﾝﾄの鋼板需要量
・EISCOが1994~1995年ﾚﾍﾞﾙの生産を2005年以降継続する場合
　　　　　　　　　　2005　　　　　　　　　2006
　　　　　　　CR　　　　　HR　　　　CR　　　　　HR
最低成長率　181,894t　　821,493t　205,187t　  898,509t
中間成長率　272,221t　1,120,732t　301,284t　1,178,309t
最高成長率　341,280t　1,351,319t　392,702t　1,524,358t
・EISCOのPlate millが止まる場合
　　　　　　　　　　2005　　　　　　　　　2006
　　　　　　　CR　　　　　HR　　　　CR　　　　　HR
最低成長率　181,894t　  902,493t　205,187t　  979,509t
中間成長率　272,221t　1,201,732t　301,284t　1,259,309t
最高成長率　341,280t　1,432,319t　392,702t　1,605,358t (*)に続く

(*)より・EISCOが該当製品を生産しない場合
　　　　　　　　　　2005　　　　　　　　　2006
　　　　　　　CR　　　　　HR　　　　CR　　　　　HR
最低成長率　454,204t　1,398,393t　477,497t　1,475,409t
中間成長率　544,531t　1,697,632t　573,594t　1,755,209t
最高成長率　613,590t　1,928,219t　665,012t　2,101,258t
(建設必要性評価)
1)評価前提条件
　・最小の年間経済規模－直接還元製鉄40万t、電気炉20万t、連続鋳造20万t、熱間
　　圧延80万t、冷間圧延30万t、連続燃鈍36万t
　・輸出は全生産量の20%
　・各ｹｰｽの新ﾌﾟﾗﾝﾄ製品需要は上記のとおり
2)勧告
　・2005年のHR、CR需要は経済規模に達する(CRは輸出も考慮)
　・2005年は準備、建設期間を考慮すると妥当
　・中間成長率は過去の実績を見ても妥当、2005年以降鉄鋼需要は急増
　・以上の結果から需要面からは鋼板工場の建設は妥当であり、投資前調査ﾌｪｰｽﾞ2に
　　入ることが望まれる

工業天然資源省工業化総局

コンサルタント名

担当者名（職位）

ユニコ　インターナショナル(株)

M/P／その他工業

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 1996.11

国　　　　名 予 算 年 度 7～8
薄板生産工場建設計画調査（フェーズ１）

実績額（累計）
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2002年3月改訂
エジプト 報告書提出後の状況

和 工業廃水対策調査 200,941千円

案　件　名 英 49.29 人月

M/P /その他

00.　12

団長 氏名 長濱 逸郎 千代田化工建設株式会社

所属 千代田デイムス・アンド･ムーア株式会社

12
99.9～99.10/99.11～99.12/00.2～00.3/00.9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

国　　　　名 予 算 年 度 11～12

実績額（累計）

エジプト国における工業廃水汚染の現状について調査とそれに基づく提言を
行った。
1）調査対象5工場における廃水処理装置に関する設計業務。さらに、5工場の中
からデモンストレーションプラント（廃水処理設備）の設置に相応しい1工場の
選択。
２）工業廃水を適切に処理することを促進するための政策提言（水環境行政の
強化、公害防止技術の向上、クリーナープロダクション技術の普及等）
３）技術移転セミナー（廃水処理原論、プライベートセクターにおけるプロ
ジェクト等）の実施。

Study on Industrial Waste Water Pollution
Control in the Arab Republic of Egypt

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

特になし

調
　
査
　
団

千代田デイムス･アンド・ムーア株式会社

不明

不明

デモンストレーションプラントの導入に関
してはエジプト国と日本国側とが合意して
いるS/Wの条件（予算等）を満たすことが
出来ず、実現されなかった。

相手国側担当機関名 エジプト国国営企業省･エジプト国環境



個別プロジェクト要約表 EGY 103

2002年3月改訂
エジプト 報告書提出後の状況

和 エネルギー経済モデル策定調査 141,121千円

案　件　名 英 38.33 人月

M/P /エネルギー一般

財団法人 日本エネルギー経済研究所

団長 氏名 福島 篤

所属 財団法人 日本エネルギー経済研究所

5 Dr.Hani Alnakeeb (OEP総裁）

99.10～99.12/00.1～00.3/00.6～00.8/

00.10～00.11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

OEPは、提言項目について、経済チームと
技術チームの2課を配置している。ただ
し、スタッフの交替もあり、さらなる能力
向上が必要である。　このため短期専門家
を派遣（14年1月下旬～6月下旬)し、モデ
ルの運用・維持能力の向上を図っている。

　本調査の目的は、エジプト国のエネルギー経済モデルを開発すると共に。そ
の構築・運用に関する技術移転を実施することにあった。すなわち、モデル構
築と技術移転が本調査の2本柱であり、通常のM/P調査とは若干趣が異なってい
る。C/PであるOEPは、エネルギー政策、特に燃料シフト政策等へのモデルの有
効性を確認するとともにOEPスタッフの更なる能力向上を期待した。主な提言は
以下のとおりであった。
1)モデルの精度を向上させるためのデータ収集システムの整備
2）モデルの習熟とモデルの運用・維持
3）本モデルは短期モデルであるので、中・長期問題へ適用する場合、国家計画
との整合性の確保
4）エネルギー政策への適用にあたっては、需要、価格、供給計画と順次モデル
の機能を適用していくこと

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 エジプト国エネルギー計画機構(OEP)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

国　　　　名 予 算 年 度 11～12

実績額（累計）

現地調査期間

調査時点において、OEPは石油省の傘下にあったが、昨
年電力省の管轄下に移された。したがって、OEPの仕事
の内容もシフトしつつあるのが現状である。OEPは電力
省への貢献の柱として、モデルを使ったシミュレーショ
ンに期待している。

調査時の技術移転セミナーにおいて、石油省次官から原油輸出を確保するため、石油
製品から天然ガスへの燃料シフトが国家的課題であり、ついては天然ガス供給インフ
ラの整備、天然ガス産業への育成施策にかかわる技術協力要請を検討する話があっ
た。OEPもその方向で検討してきたが、電力省へ移管したことにより、提言内容の実務
は石油・ガス中心から電力中心にシフトしつつある。

最終報告書作成年月 01.　1

コンサルタント名

The Study on Building on Energy-Economic Model
for the Arab Republic of Egypt

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野
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2002年3月改訂

イラン 報告書提出後の状況

和 石油化学工業製品計画調査 66,797 千円

案　件　名 英

団長 氏名  千野　武司

所属  ユニコインターナショナル㈱

10

77.9.27～77.11.10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

ユニコインターナショナル㈱

国　　　　名 予 算 年 度 52～53

実績額（累計） イラン・イラク戦争による被爆被害者により日本側投資
会社はＭＩＴＩから海外投資保健の支払いを受け撤退。
その後イラン側は韓国、イタリア、ドイツ等のコントラ
クターの協力を受け、一部完成模索開始。現在増設計画
あり。イラン側は日本を含む各国に改めて協力依頼中。
1979．10現在：特に変更なし

The Development Plan for the Petrochemical
Downstream Industries in Iran

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／化学工業

最終報告書作成年月 78．　9

コンサルタント名

担当者名（職位）

現地調査期間

1.計画の概要
（1）調査の目的
イランにおいては、現在大規模な石油化学プラントがペルシャ湾岸に建設中で
あり、1979年10月に操業を開始し、1980年には一部を除いて本格操業に入る予
定である。しかしこれから生産される原料を使う加工産業は国内で十分育って
いるとは云い難く、製品の国内需要もよく把握されていない。このため製品別
の需要調査と国内の加工振興計画に関して調査を行うものである。
（2）調査の内容
石油化学製品の市場分析と需給予測
プラスティックおよび合成ゴム成形加工業の振興の為のマスタープラン作成
2.結論および勧告
（1）イラン国内における石油化学製品の需要を大きく伸ばすためのボトルネッ
クは次の通り。
流通機構の不整備、パイプ用としていまだに鉄が使われていること（ＰＶＣパ
イプはほとんど使われていない）、成形加工技術が低いため、工業製品の部品
は全て輸入されていること
（2）国内の需要を喚起するためには、ＮＰＣ（National　Petrochemical
Co.）が中心となり、加工業者に対する教育、先進国からの技術導入、加工業育
成の為の投資、地方の成形加工業者が集中している場所へのストックポイント
の設置、国民への石油化学製品の優秀さのアピール、製品規格の設定（例えば
JIS規格のようなもの）等の実施を早急に推し進めるべきである。

イラン革命による混乱、イラン・イラク紛争の発生により未実施となっている。現在
IJPCプロジェクトの工事再開の目途は立っていない。従って下流製品を対象とした本
調査は具体化不可能な状況にある。

IJPCを｢母なる産業｣として完成させる方針であり、石油化学工業の育成を重要課題と
しているが、本件調査での需要推計はその前提が大きく異なってきたため、現状では
見直しが必要なものとなってきている。工業省は1984年12月、本調査の見直しを要請
したが、現地調査の困難さ、需給予測の困難さ等を理由として協力困難な旨回答。他
方、イラン政府はアラク精油所（計画中）からナフサ等の原料供給を受けてポリマー
等を生産するアラク石油化学コンプレックスの建設を計画を推進しようとしている。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 NPC(National Petrochemical Co.)

調 査 団 員 数



個別プロジェクト要約表 ＩＲＮ 102

2002年3月改訂

イラン 報告書提出後の状況

和 エネルギー計画調査 311,396 千円

案　件　名 英 92.56 人月

団長 氏名  宮田　満

所属  （財）日本エネルギー経済研究所

19

92.2.2～3.13／92.6.3～93.3.29／

93.6.3～6.12／93.6.30～9.4／

93.9.16～11.27／94.1.30～2.28

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 3～6

実績額（累計） 1995.9～:「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用計画調査」を開始し
た(1995.9～1997.10)。

1996.7:上記調査におけるｲﾗﾝ側ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ(原調査の際
と同じ)より"ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀおよび省ｴﾈﾙｷﾞｰのためのｾﾝﾀｰ
"設立に対する協力の要請の意志表示があった。

1999.2:上記"ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀおよび省ｴﾈﾙｷﾞｰのためのｾﾝﾀｰ
"として、"ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ"が設立された(下欄参照)。
（2002.3現在）

The Collaborative Study on the Comprehensive
Energy Development Plan in the Islamic Republic
of Iran

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1994.3

コンサルタント名 （財）日本エネルギー経済研究所

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 Plan and Budget Organization

調 査 団 員 数 担当者名（職位） （現、Management and Planning Organisation）

現地調査期間 （計画予算庁。現、管理計画庁）

Dr. Y. Saboohi

1.ﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　1)ｴﾈﾙｷﾞｰの合理的利用の研究のためｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀ･ﾍﾞｰｽの構築
　2)省ｴﾈﾙｷﾞｰのための対策の検討
　　・不要なｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減
　　・効率の改善
　　・ｴﾈﾙｷﾞｰの回収
　　・電気およびｶﾞｽのﾛｰﾄﾞ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
　3)省ｴﾈﾙｷﾞｰのﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの推定
　　・技術的ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの推定
　　・経済的ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの推定と労働生産性へのｲﾝﾊﾟｸﾄ
　　・ｴﾅｼﾞｰ･ｲﾝﾃﾝｼﾃｨの最適化
　4)適正な政策に関する暫定的な研究

2.ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾗﾝ
　1)政策
　　基本的な政策方向の検討と形成－価格政策、課税対策、研究・開発・ﾃﾞﾓﾝｽ
　　ﾄﾚｰｼｮﾝ(R.D.&D.)政策
　2)機構・態勢の整備
　　・ｴﾈﾙｷﾞｰ情報ｼｽﾃﾑの構築
　　・ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者を教育するための教育施設の整備
　3)財政支援の整備
　4)人的資源の開発

1.「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用計画」(JICA開発
調査、FS)開始(1995.9～1997.10)。この調
査にて、左欄の提言内容の詳細な検討を
行った。
2.提言内容のうち、1-1)および2)、ならび
に2-1)の1部および2)は具体化(実施)され
ている。
3.「ｲﾗﾝ･ｱﾌﾜｽﾞ製鉄所における省ｴﾈﾙｷﾞｰ対
策事業」(NEDO発注、2000.9～2001.3)を受
注し、CDMにつながるFS調査を行ってい
る。
4.エネルギー省のFn　Energy
Efficiencing Organization (2000.5)、ま
た、石油省のFnOrganization for
Optimization of Fuel
Consumption（2000.8）と2つの省エネ促進
機関が設立された。
5.｢イラン化学工業の省エネルギー促進事
業（NEDO発注、2001.8.29～2002.3.31）を
受注し、CDMにつながるFS調査を行ってい
る。
6.JICA｢プロジェクト方式技術協力｣の枠組
みの中で｢エネルギー管理訓練センター｣の
実施につき協議中（カウンターパートは上
記Energy　Efficiency　Organization)。

　左欄の1.および2.に記したように、ｲﾗﾝ政府は省ｴﾈﾙｷﾞｰの推進について非常に熱心で
あり、提言内容の1部はすでに具体化(実施)されているとともに、新たに詳細な調査が
要請され、「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用計画調査」として実施された。
　なお、左欄2.に記した2-2)は、上記「ｲﾗﾝ国ｴﾈﾙｷﾞｰ最適利用計画調査」実施後、ｲﾗﾝ
政府(*)の支援の下で、ｼｬﾘﾌ工科大学(Sharif University of Technology)の中に、
"ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ（現、管理計画庁）"を設立する、という形で実施された。
　　(*)計画予算庁および石油省。

　最上欄(右側)に記したように"ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾃﾞｰﾀおよび省ｴﾈﾙｷﾞｰのためのｾﾝﾀｰ"の設置に対
する日本政府の協力を求めていたが、上欄に記したように、その後、"ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ
"がｲﾗﾝ政府の支援によって設立された。
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2002年3月改訂

イラン 報告書提出後の状況

和 イラン国火力発電所環境影響評価調査 383,980 千円

案　件　名 英 53.46 人月

団長 氏名  野口　雅章

所属  （株）数理計画

11

96.12～1.2ヶ月／97.1～2ヶ月

98.6～1.5ヶ月／98.9～0.5ヶ月

99.3～0.5ヶ月／99.9～0.5ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

ｴﾈﾙｷﾞｰ省のみで処理できる提案
1.発電設備の保守管理の向上
2.発電所職員の公害教育の実施
3.ｴﾈﾙｷﾞｰ省環境組織の拡大
4.蒸気ﾀｰﾋﾞﾝの効率向上

他の担当機関を含んで処理する提案
1.国内重油ﾊﾞﾗﾝｽの調査による発電所での煤煙脱硫の必要性の検討
2.ｴｽﾌｧﾊﾝ地域でのSMPの発生源の特定とその対策検討
3.ｼｭﾐﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙの精度向上

ｴﾈﾙｷﾞｰ省のみで処理できる提案の1.2につ
いて
・職員研修所でのｶﾘｷｭﾗﾑの拡大・追加を
　実施

ｴﾈﾙｷﾞｰ省のみで処理できる提案の3につい
て
・環境部に3課を追加
　 1.環境・煙道ｶﾞｽ測定
　 2.分析
　 3.ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ、EIA

ｴﾈﾙｷﾞｰ省のみで処理できる提案の4につい
て
・予算不足で新品との取替は未実施。
　補修のみ実施。

他の担当機関を含んで処理する内案につい
て
・他省や地方自治体を含むため進捗状況
　なし。
2002.2現在：JICA供与機械を使用して当時
の対象以外の発電所の煙道ガスをエネル
ギー省環境部のみで測定している。

提言内容を広く含んで先方より次のプロジェクトの提案があったが、2001年夏にJICA
で不採用となった。
提案内容：｢今までの発電所は技術・環境・経済面から総合的に検討して建設していな
い。その能力もイラン側にはない。そこで、日本側の協力を得てダブりツ、エスファ
ン両発電所をモデルに総合的検討を実施して、イラン側の能力を向上させる｣

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

東電環境エンジニアリング（株）

エネルギー省環境部長

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

Dr. A.R. Karbassi

実績額（累計） e-mailにて情報交換継続中(2002.3現在)

The Study on Evaluation of Environmental Impact
of Thermal Power Plants in Islamic Republic of
Iran

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 2000.1

コンサルタント名 （株）数理計画

国　　　　名 予 算 年 度 8～11
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 153,370 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 76.7.7～7.16

SCOP社 (社)日本プラント協会

1.計画の概要
　ｲﾗｸ共和国の石油事業公社（State Company of Oil Project）によって計画される輸出用
石油製油所の建設に必要な各種技術資料を集積する。
2.結論及び勧告
　SCOP社によって提供された輸出用石油製油所計画の入札仕様書に従って、供給原油分析
地及び製油所計画について検討し、又ﾌﾟﾛｾｽ装置、用役設備、ｵﾌｻｲﾄﾀﾝｸ設備、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ設備
に係る基本設計仕様及び条件等を説明するとともに、これらの詳細設計役務遂行に係る基
本条件についても想定した。

ｲﾗﾝ／ｲﾗｸ戦争及びｸｳｪｰﾄ紛争による計画停止

国連ｲﾗｸ制裁に伴い、最近の情報なし。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

本調査後ｲﾗｸ国はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現に向って、ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙの見直し
により1978年にPuilman Kellog社にBid Package作成（Basic
DesignおよびTerms of Refernce）およびManagementの依頼を出
した。しかしながらｲﾗﾝ／ｲﾗｸ戦争の影響（1978年以降）で、FAO
地区で港湾機能が停止したため、本計画は中断されている。
　なお、Kellogがどこまで作業したかは不明である。
1999.10現在：変更点なし

Technical Study Report on Export Oil Refinary 調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／化学工業

最終報告書作成年月 1977.1

コンサルタント名

担当者名（職位）

(社)日本プラント協会

国　　　　名 予 算 年 度 51

実績額（累計）
輸出用石油製油所計画調査

イラク

 岩本　吉辰
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2002年3月改訂

ジョルダン 報告書提出後の状況

和 374,527 千円

案　件　名 英 91.87 人月 （内現地47.42人月）

団長 氏名

所属

17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

(1) 調査対象地域　ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ国のほぼ南半分(ｶﾗｸ県、ﾀﾌｨｰﾗ県、ﾏｱﾝ県、ｱｶﾊﾞ県)

(2) 南部地域工業開発戦略　「空間的ﾘﾝｹｰｼﾞ強化」「南部地域優先ｲﾝﾌﾗ整備」
　　「工業基礎ｲﾝﾌﾗ整備」

(3) 南部地域工業開発計画
　　1)有望業種の選定
　　　・ﾀｰｹﾞｯﾄ業種:13業種
　　　・ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾐｯｸｽ:100種類以上の製品
　　　・最も高い開発ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを持つ工業ｻﾌﾞｾｸﾀｰ:化学工業を選定
　　2)最優先／優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定と評価
　　　・最優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:3件(南部地域工業技術ｾﾝﾀｰの設立、南部地域中小工
　　　　業振興ｾﾝﾀｰの設立、職業訓練ｾﾝﾀｰの強化)
　　　・優先ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:11案件
　　3)最優先／優先工業団地ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定
　　　・10候補地区より、優先先1ヵ所(ｱｶﾊﾞ:A-2ｻｲﾄ)及び優先3ヵ所(ｶﾗｸ、
　　　　ﾀﾌｨｰﾗ、ﾏｱﾝで各1ヵ所)を選定
　　4)Pre-F/Sの実施・結果
　　　・A-2はﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙと判断(工業ﾛｯﾄ面積160ha、投資額合計41.74百万JD-
　　　　1JD=1.14ﾄﾞﾙ、FIRR7.8%、EIRR(WTPｱﾌﾟﾛｰﾁ)13.2%、EIRR(GVAｱﾌﾟﾛｰﾁ
　　　　14.9%)
　　　・ﾏｱﾝ、ﾀﾌｨｰﾗについては、採算性、経済妥当性のより詳細な検討が必要
　　　・ｶﾗﾌは採算性が極めて低いが、ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ側が強く実施を希望している。
　　　　地域振興の観点から条件付きで実施を許容すべきである。

　JICA調査は広範な内容の提言を含むた
め、今回の現地調査ではJIECが直接管轄し
ている工業団地計画に焦点を当てた。その
結果、以下の内容が判明した。

1)調査ではAqaba地区の開発を最優先し、
　Ma’an, Karak, Tafilaを実施すること
　を勧告しているが、現実には政治的決
　定によりKarakが先行し、次いでAqaba
　の準備が進行している。
2)Karakは昨年(2000年10月)に造成が始ま
　り、近く完成の予定。
3)Aqaba地区の開発はUSAidから15百万ﾄﾞﾙ
　の支援(ｸﾞﾗﾝﾄ)を受け、現在F/S実施中
　(ｺﾝｻﾙはWelber-Smith社と地元ｺﾝｻﾙの
　JV)F/Sは今年3月に終了予定。
4)Ma’an地区の計画は第1期工事として
　43haの造成が2002年に完了する運びと
　なっている。
5)Tafila地区は現在待機中で具体的な進
　展はない。

(2001年1～2月現地調査結果)

現地調査期間 95.11～95.12（40日間）／
96.1～96.3（60日間）／
96.7～96.9（50日間）／97.1（9日間）

M/P／工業一般

国　　　　名 予 算 年 度 7～8
南部地域工業開発計画調査

実績額（累計）

最終報告書作成年月 1997.1

ジョルダン工業団地公社
総裁　Mr. ヒンダウイ

コンサルタント名

担当者名（職位）

日本工営(株)

・元来、政府予算は外国援助に頼って来た部分が大きいにもかかわらず、中東和平の
　停滞によって難しい状況となっており、1997年現在ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進捗が見られていな
　い。
・調査途中で、ｲｽﾗｴﾙにﾈﾀﾆﾔﾌ政権が誕生し、その後中東の停滞等を背景に提言した
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進捗は際立っていない。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(財)日本立地センター

・中東和平の停滞により、外国による援助が難しい状
　況となっており、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進捗も見られていな
　い。
・ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ工業団地公社は、A-2ｻｲﾄ及びｶﾗｸｻｲﾄの土地
　収用を既に始めており、当工業団地ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実現
　可能性があると思われる。
・2002.3現在：変更点なし

The Study on Industrial Development in the
Southern Districts

調 査 団 員 数

 赤川　正俊

 日本工営(株)
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2002年3月改訂

ジョルダン 報告書提出後の状況

和 131,230 千円

案　件　名 英 29.50 人月

団長 氏名

所属

5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　F/Sの実施に至っていない。実施を控える理由はないと思われる。早期実施が望まれ
る。ただし、小額資金で行える対策について実施中。

　電力損失低減対策検討手法

現地調査期間 96.2.24～96.3.27／96.6.17～96.10.15
96.11.22～96.12.20／97.3.3～97.3.17

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ:有り
　　EIRR=15.04%
　　FIRR= 9.27%

2.送配電損失率は対策を実施しない場合、2009年には11%と推定される。対策
　を実施することで、7.2%に抑制できる。

・NEPCO,JEPCO,IDECOはJICA配電専門家の
　指導を受け、三相ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ電流改善中。
　またLV系統の力率改善についても検討
　中。
・1999年6月、M/Pに基づくF/Sを東京電力
　との共同企業で受注(現在実施中)。

東電設計(株)

調
　
査
　
団

 大河原　邦夫

 東電設計(株)電力計画室 相手国側担当機関名 National Electric Power Co. (NEPCO)
Mr. ALI. Y. AL-ZUBI
(Load Research and Management Section
Head)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

送配電網電力損失低減計画調査
実績額（累計）

1.JICAは配電専門家を1997.6~1998.5ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝに派遣
　し、主として力率改善、山相ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ電流改善につい
　て、NEPCO,JEPCO,IDECOに対して技術指導を行った。

2.ｼﾞｮﾙﾀﾞﾝ側から日本側にF/Sの実施について要望が出
　ている。また、東電設計からJICAに電力損失低減は
　CO2削減につながることをご説明すると共に、F/S実

　施について要望した。
1999.6～1997.7　MPに基づくFSを東京電力との共同企
業で実施。
2002.3現在:変更点なし

The Study on Electric Power Loss Reduction of
Transmission and Distribution Networks in the
Hasemite Kingdom of Jordan

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／送配電

最終報告書作成年月 1997.5

コンサルタント名

国　　　　名 予 算 年 度 7～9
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2002年3月改訂

ジョルダン 11～12 報告書提出後の状況

和 企業経営能力強化計画調査 247,022千円

案　件　名 英 57.87 人月

M/P /工業一般

01. 3

ユニコインターナショナル株式会社

団長 氏名  猪岡 哲男

所属  ユニコ インターナショナル株式会社 貿易産業省

8

00.2～1.4ヶ月/00.6～2．9ヵ月

00.10～2.1ヶ月/01.1～0.5ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況   進行･活用
企業の経営能力強化を通じてジョルダン国における工業（manufacturing 家具を対象とするデザインワークショップ  提言内容の現況に至る理由

industry)の競争力改善に資することを目的として、①企業経営能力強化のた 実施のため短期専門家が派遣された。

めのマスタープラン及びアクションプランの設定、②カウンターパートへの企

業診断および経営相談手法にかかる技術移転、③マーケティング、工業デザイ

ンに重点を置いたジョルダン企業の経営能力にかかる認識強化を行なうもので

ある。この目的に沿って、①マーケティング調査プログラム、②工業デザイン

ワークショップ、③企業診断を実施した。詳細調査対象は「電気･電子産業」

及び「プラスチック成型、金属加工などの関連裾野産業(related supporting

 engineering industry)」であるが、本調査で策定するマスタープラン、ア

クションプランは製造業全体の企業経営能力強化という観点から策定した。こ

れらのプログラムを通じてのファインディングをもとに、次の提言を行なった。

１）市場のニーズを把握しそれをもとに商品を企画したり、ニーズに合ったサ

ービス方法を案出したりする経営能力２）ニーズを満たす商品を製造、性能･品

質を維持、サービスとして提供できる経営能力を付けることを目標に、これに  その他の状況
向けて次の分野での活動を行ない、関係セクターの認識の向上と参加促進、基

盤の整備、活動の展開を図ること:①概念の普及および啓蒙 ②技術移転、人

材育成 ③経験交流と普及 ④表彰、奨励 ⑤輸出市場への広報・宣伝 ⑥関連イ

ンフラの改善･整備 ⑦情報収集･提供 ⑧研究開発 ⑨研究開発への支援

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名

担当者名（職位）

現地調査期間

国　　　　名 予 算 年 度

実績額（累計）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数

The Study on the Strengthening of Enterprises
Management Capability in the Hashemite Kingdom
of Jordan

調 査 延 人 月 数
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2002年3月改訂

モロッコ 報告書提出後の状況

和 236,529 千円

案　件　名 英 56.80 人月 （内現地34.30人月）

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 96.3～98.1

M/P／新･再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

最終報告書作成年月 1998.1

Centre de Development des Energies
Renouvelables (CDER)（再生可能エネル
ギー開発センター）
Mohamed Moubdi (Secretarie General)
Taoumi Mustapha (Chef de la Division
Technique)

担当者名（職位）

中央開発(株)

ﾓﾛｯｺの地方（農村地域）における電化率は1994年現在21％にとどまっており、これは
近隣諸国‘ｴｼﾞﾌﾟﾄ84％、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ80％、ﾁｭﾆｼﾞｱ70％等）と比較しても明らかに低い水準
となっている。こうした状況からﾓﾛｯｺ政府は地方電化を国の重要課題の一つとして位
置付け、1980年代初頭からいくつかの基本計画を策定して電化取り組んできた。今回ﾓ
ﾛｯｺ政府は地方電化の一環として、現在電化率14％のﾊｳｽﾞ地方の120村落（約6,200世
帯）を対象とした電化ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ作成に関する技術協力を日本政府に要請し、電化の実
現を図ったものである。

国　　　　名 予 算 年 度 7～9
ハウズ地方分散電化計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

本調査を通じて、調査対象村落の多くは小規模で、道路などのｱｸｾｽが不便な広
い地域に散在していることが明らかとなった。これにより本調査地域の全村落
に既設の送電線を延長して行う電化手法は投資と電力消費量の関係から効率が
悪く、分散電化方式（太陽光発電、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電、ﾏｲｸﾛ水力発電及び一部村落へ
の既設送電線の延長）による電化供給が望ましい方法であることを確認した。
この結果、ﾊｳｽﾞ地方の電化率は14％から23％に上昇するものと試算される。ま
た、この電化は遅れた地域の社会・経済に大きなｲﾝﾊﾟｸﾄとなり、直接及び間接
の地域開発効果が多く期待できる。このように本電化計画は公共性が高く早期
実施が望まれるが、経済性に劣るので公的資金及び国外の有利なﾌｧｲﾅﾝｽの供与
が望まれる。また実施に際しては電化対象村落に対し、電化手段についての住
民の要望を確認し、反映させることが望まれる。さらにCDERを中心とした実施
体制と完成後の維持管理方法について提案している。

ﾓﾛｯｺ政府より日本政府に対し、本事業の実
施について無償資金協力を要請中。
130億7300万円のE/Nを締結（1998.4.21）
OECFより6億270万円の円借（L/A）を締結
（1998.6.5）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(株)三祐コンサルタンツ

実現／具体化された内容に、記載の状況から進展はな
い。

2000年11月現在：JICA無償資金協力部が予備調査の要
請を行った。
2002.3現在：新情報なし

Master Plan Study on Decentralized Rural
Electrification on Haouz Region In Kingdom of
Morocco

調 査 団 員 数

島田　良秋

中央開発(株)

コンサルタント名
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 56,641 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 78.2.19～3.25

Undersecretary for Industry Ministry
of Commerce Industry　商工省

 (株)野村総合研究所

1.計画の概要
(1)調査の目的
　ｵﾏｰﾝ国は現在、外貨収入を石油輸出のみに頼る産業構造にあり、しかも石油資源枯渇が
近いとの見通しがある。従って今後の工業開発のためには、産業の石油離れを実現する必
要があるとの観点から、窯業、大理石、銅関連等の工業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現可能性等につき調
査すること。
(2)調査内容
　1)ｵﾏｰﾝ国の工業開発戦略の検討として
　　a.ｵﾏｰﾝ国の社会・経済の現状と将来展望
　　b.工業立地の現況と動向
　　c.ｵﾏｰﾝ工業開発
　　d.工業開発の基本戦略に関する提言
　2)主要戦略業種のﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査として
　　a.対象業種の選定と分析
　　b.「ｵﾏｰﾝ」側指定業種（大理石、窯業、ｶﾞﾗｽ、銅関連、建材、
      小型漁船舶、海水淡水化利用）のﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査
　　c.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査への提言
2.結論及び勧告
　ｵﾏｰﾝ国最大の産業は中西部に算出する石油であり、政府収入の90％、外貨収入の90％以
上を占めている。調査の結果指定業種をしぼり、ｵﾏｰﾝ国の工業ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして可能性が存
在するものとして以下のものが挙げられる。
(1)炭酸塩岩石とｾﾒﾝﾄを用いた製品（建築材料）
(2)銅製品（銅鉱山開発ﾀﾞｳﾝｽﾄﾘｰﾑ）
(3)製油所
(4)ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製氷ﾀﾝｸ等

　製油所建設の詳細については、個別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ要
約表OMN 001　参照。
　ｵﾏｰﾝ商工省では、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ策定後、ほぼ2年毎
に省独自にﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝのﾚﾋﾞｭｰを行っている。JICAﾚ
ﾎﾟｰﾄは工業開発計画策定実施の基本資料として活
用されている。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1.ﾌﾟﾚ･ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨありとしたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾊﾟｯｹｰｼﾞ4件についてF/S
調査要請が出され、日本政府はそのうち製油所建設計画を取り上
げ1978、1979年土にF/Sを行った。
2.F/S終了後本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施が決定し1980年11月から建設開
始、1982年10月完成、現在操業中。1985年増強工事開始
3.また、ｵﾏｰﾝの鉱物資源の有望性、それに伴う鉱物探査の必要性
の指摘に対し、ｵﾏｰﾝ政府より要請が出され1978、1979年JICAﾍﾞｰ
ｽにより鉱物資源調査を実施した。
さらに同調査の提言に基づき再びJICAﾍﾞｰｽにより南部地域資源開
発協力基礎調査を実施。同調査の結果、開発可能な鉱物資源の賦
存はほとんど認められなかった。
1999.10現在：新情報なし

Survey on the Industrial Development Plan of the
Sultanate of Oman

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1978.11

コンサルタント名

担当者名（職位）

(株)野村総合研究所

国　　　　名 予 算 年 度 52～53

実績額（累計）
工業開発計画調査

オマーン

 橋田　担
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2002年3月改訂

オマーン 報告書提出後の状況

和 212,657 千円

案　件　名 英 62.04 人月

団長 氏名

所属

10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 2～3
産業統計情報センター設立計画

実績額（累計）
1.統計処理ｼｽﾃﾑのための短期専門家2名派遣
2.統計企画のための長期専門家1名派遣
3.通産省の調査統計部より短期専門家派遣
4.第1回の統計調査が終了するまで日本から専門家を派
　遣することになっている。
2000.11現在:計画に基づき、工業統計調査が実施され
ている。
2002.3現在:新情報なし。

The Study on the Establishment of the Industrial
Statistics Information Center

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1992.5

コンサルタント名 ＣＲＣ海外協力(株)

調
　
査
　
団

 丸山　満

 (株)CRC総合研究所 相手国側担当機関名 商工省
Kiyumi工業局長

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 91.3.17～92.3.27

1.調査の目的
　五ヶ年計画の重点施策とした工業振興を掲げているが、現状を把握するのに
十分な統計ﾃﾞｰﾀに欠け、政策の適切な具体化がなされていない。かかる状況
下、工業部門に関する統計の本格的整備のため、当ｾﾝﾀｰ設立を計画し、そのた
めの調査実施を要請してきた。

2.提言
　1994年からの第一回工業統計実施に向けて次の点に関する計画を策定し、提
　言した。
　　(1) 工業統計の実施主体となる「産業系統情報ｾﾝﾀｰ」自身の基本機能
　　(2) 工業統計調査の実施計画案策定
　　(3) ｵﾏｰﾝ商品分類ｺｰﾄﾞの作成

　最終報告書の提案に基づき、商工省内に
統計情報ｾﾝﾀｰが設立され、ここが中心と
なって統計調査が実施されている。
　また運営委員会も設置され、本件の実施
にあたって関係省庁の協力も得られる体制
が整ってきた。
　ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの増員は計画通りに進んでい
ないが、日本からの専門家による指導によ
り、その能力の向上が見られる。
　同省では今後商業統計も実施したいとの
意向を持ち、将来、商工省の情報ｾﾝﾀｰとし
ての位置付けをしている。
　また、ｾﾝﾀｰの名称もIndustrial
Statistics and Information Centerとし
た。

1.相手国の推進体制
　出来るだけ早く調査を実施したいとの強力な要請があったが、実施母体となる工業
　統計ﾕﾆｯﾄの人員整備等がなされておらず、まず実施主体としてのｾﾝﾀｰの基本機
　能と人員整備が急務であった。

2.1994年実施に向けて1993年より大規模なﾊﾟｲﾛｯﾄ調査を行う必要性があり、かなり詳
　細な実施案策定が要求された。
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2002年3月改訂

オマーン 報告書提出後の状況

和 144,034 千円 （契約額：135，875千円

案　件　名 英 35.94 人月

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 5～6
工業開発基本計画調査

実績額（累計）

M/P／工業一般

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 1994.12

商工省
H. E, Khamis Bin
Undersecretary for Industry
Ministry of Commerce and Industry

コンサルタント名

担当者名（職位）

ユニコ　インターナショナル(株)

1.輸出市場の確保
　1)輸出振興活動の組織化
　2)貿易会社の設立

2.外国投資の促進
　1)外国投資家にとってより魅力ある投資条件を整備するための法制整備
　2)外国投資促進のための組織整備
　3)ﾌﾘｰｿﾞｰﾝの設置振興

3.工業開発金融制度の強化

4.人材開発
　1)技術能力習得長期ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
　2)経営能力強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

5.技術基盤の確立
　1)技術研究および部品開発を支援する機能の確立

6.ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの拡充
　1)湾岸施設
　2)工業団地

　商工省は本提言をﾍﾞｰｽとして、その開発計画を実施すべく努力している。予算措置
も徐々に実現しており、とりわけ技術面での更なる支援が期待されている。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　提言「5」を取り上げ、その具体化のためにJICAに調
査を依頼(工業開発ｾﾝﾀｰ設立計画本格調査--1996年実施
済み)。
　1997年同提言実現へ向けて長期専門家の派遣要請あ
り、実現。その結果ｾﾝﾀｰ実現への予算措置も見込まれ
ている。但し、その具体的実現への技術的支援が更に要
請されている(商工省より要請済み)。

　投資促進のためOCPED設立。
　国際ｺﾝﾃﾅ幹線をｻﾗｰﾗに誘致。今後FZの開発が予定さ
れている。

2002．3現在:変更点なし

The Study on Master Plan for the Industrial
Development

調 査 団 員 数

 坂梨　晶保

 ユニコ　インターナショナル(株)

現地調査期間 93.11.7～93.12.27／94.2.13～94.2.23
94.6.25～94.7.29／94.11.6～94.11.12



個別プロジェクト要約表 ＯＭＮ 104

2002年3月改訂

オマーン 報告書提出後の状況

和 96,206 千円 （契約額：95，009千円）

案　件　名 英 23.39 人月

団長 氏名

所属

7

95.12～0.6ヶ月/96.2～0.9ヶ月

96.6～0.3ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 7～8
工業開発センター設立計画本格調査

実績額（累計）
2002.3現在：進捗状況不詳

The Study on Establishment of  Industrial
Research Center

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1996.7

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 坂梨　晶保

 ユニコインターナショナル㈱ 相手国側担当機関名 商工省
All Bin Masoud Al-Sunaidy
Director General of Industry
Ministry of Commerce & Industry

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

(調査目的)
　商工省が第5次5か年計画(1996~)において設立を計画している技術支援機関
　である「工業開発ｾﾝﾀｰ」について、設立計画の策定を行う。
(ｾﾝﾀｰの活動内容)
1)既存産業のﾆｰｽﾞ、特に既存産業の向上、多様化、拡張のためのﾆｰｽﾞに応え
　る技術支援
2)有望工業ｾｸﾀｰにおける新規事業を始めるに当たっての技術的支援
3)上記1),2)を実施する上で必要とされる独自研究
(重点対象分野と技術支援内容)
1)衣料縫製技術分野
　・高付加価値製品生産・輸出市場価格競争力強化、製品ﾗｲﾝ多様化促進技術
　・生産ﾗｲﾝにｵﾏｰﾝ人技術者・技能者が参加てきる雇用機会送出
　・Cutting Center設置、CAD/CAMｼｽﾃﾑによるﾊﾟﾀｰﾝ作成等のｼｽﾃﾑ導入
　・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ設置
2)食品・包装技術分野
　・特に輸出指向事業者に対して包装技術支援実施(当初は食品産業関連包装に
　　焦点)
　・技術情報収集・提供、ｾﾐﾅｰ・窓口相談・巡回指導、包装資材ﾃｽﾄ等実施
　・独自研究実施
3)非金属鉱物開発・研究分野
　・非金属鉱物に関する開発研究を実施し、資源ﾍﾞｰｽの工業開発・採掘投資に
　　役立つ情報提供(当初はｾﾗﾐｯｸ原料開発に注力)
　・ｾﾗﾐｯｸ原料開発－ﾃﾞｰﾀ収集評価、組成分析・品質試験、結果の普及
(組織)
　行政としての政府からの独立性確保、国の工業開発政策との整合性確保に運
　営委員会設置、政府からの資金的支援の確保
(技術ｽﾀｯﾌ)
　独立当初は海外から招聘(海外からの技術協力確保)

提言内容の現況は暫定措置
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2002年3月改訂

オマーン 報告書提出後の状況

和 104,073 千円

案　件　名 英 29.07 人月

団長 氏名

所属

10  （業務調整を含む）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 9～10
電力合理化システム需給管理計画調査

実績額（累計）
　緊急対策として提言したｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機への注入の
実施についてMEWはﾒｰｶｰであるGEと技術を重ね、当社に
も意見を求めてきた。一部誤解のあった部分を説明し、
推進を強く勧めた。また、独立して運転していた2つの
電力系統の連系については着実に工事が進められている
模様。中央給電指令所計画も工事中である。
　ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟのため、電力系統解析が専門のJICA長期専
門家が赴任(1999.4～2000.4)し、提言の具体化を図っ
た。基本的には、JICA報告を高く評価し、着実に実施
していく姿勢である。

The Study on Demand Supply Management for Power
Sector in Sultanate of  Oman

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1998.11

コンサルタント名 プロアクトインターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 大滝　克彦 (株)四国総合研究所

 ﾌﾟﾛｱｸﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)代表取締役 相手国側担当機関名 Salim Al-Rujaibi
Director of Planning and Statisticss
Ministry of Electricity and Water
(MEW)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 97.10～98.9　（第1次～第4次）

1.電力需給
　1)ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機について注水による出口増加を行う。
　2)ｺﾝﾃﾞﾝｻを多数設置して系統の安定度を向上させる。
　3)Muscat系統とWadi Jizzi系統を連系し、ｺｽﾄ削減を図る。
　4)各発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの運転ﾓｰﾄﾞを変更して燃料費の削減を図る。このためには
　　中央給電指令所の設置が望ましい。

2.電気料金制度について、料金区分の変更や定額料金の新設などにより、増収
　を図る。
　また、電力ﾒｰﾀｰの定期的な取替を行う。

1.
　1)(ﾒｰｶｰと交渉中)
　2)既に60MVA分以上のｺﾝﾃﾞﾝｻが設置済
み、系統安定度改善効果大。
　3)連系は政府計画にｵｰｿﾗｲｽﾞされた。着
工は遅れ気味だが、2003年完成目標。
　4)中央給電指令所の建設は決定。工事発
注済であり、完成予定は2002年。

2.現在、電力ｾｸﾀｰの民営化が発電部門か
　ら本格化しており、料金問題について
　はその動きの中で検討されていくであ
　ろう。

　夏季の電力主要の急増に対処するため、ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機の注水やｺﾝﾃﾞﾝｻの設置と
いった緊急対策をまず提言した。このうちｺﾝﾃﾞﾝｻ設置については直ちに実施された。
　一方、注水については、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄであるMEW内部に技術に詳しいｽﾀｯﾌがほとんどお
らず、外部のﾒｰｶｰに聞くという体質のため、全ての判断が遅れ気味になってしまう。
現在も検討中とのことであるが、発電所の民間への売却の話が進んでいるため、これ
以上の進展は当面望めない。また、Barka発電所の新設という大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが正式決定さ
れ、系統連系や中央給電指令所の建設といった計画も、JICA報告による提言通り実施
されることとなった。このようにJICA報告のﾗｲﾝに沿って各種事業が実施されている。
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2002年3月改訂

サウディ・アラビア 報告書提出後の状況

和 119,608 千円

案　件　名 英 30.72 人月

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　調査業務が完了した後、情報は提供されていない。SASOは、報告書提出時にマス
タープランの実施に向けて努力することを約束していたのでﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの確実な実施に
向けて提言の内容を分析し、具現化するであろうと期待している。
　なお、SASOが具現化の段階で我々の経営資源が必要と判断した場合には、JICAを通
じて貢献することは可能と思われる。

・市場品買い上げ試験等において技術移転の実施
・諸外国における消費者保護行政の仕組に関するｾﾐﾅｰ等の実施
・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修の実施

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

富士テクノサーベイ(株)

2002.3現在：標準化機関強化計画に関するプロジェク
ト完了後、SASOから情報の提供はない。

The Study on the Master Plan for the Development
of the Saudi Arabian Standards Organization
Activities for  Consumer Production

調 査 団 員 数

 富澤　一行

 (財)電気安全環境研究所

最終報告書作成年月 1998.5

サウディ・アラビア王国標準化公団
（SASO）
Nabil A. Moulla(Deputy Director
General of SASO)

コンサルタント名

担当者名（職位）

(財)電気安全環境研究所

国　　　　名 予 算 年 度 8～10
標準化機関強化計画（消費者保護）

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

1)規格
　特に安全に関して、欠如しているｻｳﾃﾞｨｱﾗﾋﾞｱ規格(SSA)は早急に制定し、現
　存するSSAも直ちに見直すべきである。[要 技術者補充]

2)認証・登録・認定制度
　SASOは次の新しい認証制度を発足させるべきである。
　　a.国内製品に対する規格適合性ﾏｰｸ
　　b.輸入製品に対する試験後合格ﾃﾞｰﾀの確認制度

3)試験・検査
　試験の数と内容の増加に対応するため、SASOは自らの試験設備増強をすべき
　である。(具体的なﾘｽﾄ提言した)、また先進的なﾗﾎﾞ管理体制を取り入れるべ
　きである。[要 予算措置]IECEE-CB制度への参画は活動強化、国際社会での
　地位向上の為に有効な方法である。

4)消費者支援機関の設立と育成
　消費者教育、消費者苦情処理ｼｽﾃﾑ等を行う消費者支援機関を設立すべきであ
　る。[要 予算措置、省庁間協議]

5)広報活動と消費者教育
　雑誌「The Consumer」の内容をよりﾎﾟﾋﾟｭﾗｰにして購買者数の増加を図るべ
　きである。

　本報告書提出後の状況欄のとおり。

現地調査期間 97.6.5～97.7.4
97.9.11～97.10.7
98.2.12～98.2.20

M/P／工業一般
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2002年3月改訂

シリア 報告書提出後の状況

和 133,891 千円

案　件　名 英 31.10 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
　発電設備の運転維持管理技術に関するJICAｸﾞﾙｰﾌﾟ研修(1名)及び個別研修(1名)が実
施された。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1.発電所修復計画は1995年8月にOECFによってﾊﾞﾆｱｽ発
　電所3～4号機のSAFROF調査が実施され、修復工事が
　実施される可能性が高い。
2.電力訓練ｾﾝﾀｰは我が国の無償資金協力が実現し、
　1996年8月E/Nが締結された。

　電力需要の拡大に伴い設備増加の必要性が増してい
る。これに対し今後、約5bil.US$の総投資額が見積も
られている。発電関係は日本から、送変電に関しては
ﾖｰﾛｯﾊﾟからの融資を受けているが、現在近隣諸国との
総電線網の連携計画が進行中。

(2001年1～2月現地調査結果)
2002.3現在：変更点なし。

Master Plan Study on Rehabilitation and Manpower
Training for Power Plants in the Syrian Arab
Republic

調 査 団 員 数

 千葉　規矩

 八千代エンジニヤリング(株) 取締役

コンサルタント名

　ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査に引き続き実施された基本設計調査に於いて我が国の無償資金協力に
よって訓練ｾﾝﾀｰが建設される必要性、妥当性、緊急性が我が国政府によって理解、承
認された為。

国　　　　名 予 算 年 度 5～7
発電設備リハビリ・人材養成訓練計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

(調査の目的)
　ｼﾘｱ国の発電設備の定格電力の合計は1994年現在約3,600MWであるがその内約
75%を火力発電に依存している。しかし火力発電設備は運転維持管理に携わる要
員の技術不足が主とした原因で、現有出力は約75%に低下している。
　本調査はその現有出力を向上させる為の既存設備の修復案を策定すると共
に、運転維持管理要員の育成と再教育を図る為の電力訓練ｾﾝﾀｰの設立計画を策
定するものである。

(提言内容)
1.発電設備の修復計画
・UNITのｸﾘｰﾆﾝｸﾞ実施、計装制御装置の更新
・高過剰空気率運転をしない(ﾎﾞｲﾗ効率低下及び低温腐食防止のために)
・損傷の早期対策修理実施
・ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ時の詳細点検項目の確実かつ早期の対策実施
・ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ時の性能試験実施、結果確認

2.電力訓練ｾﾝﾀｰ建設計画
・建設に当たっての「ｼ」国の発電事業の内での位置づけの明確化
・ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの確保
・既設訓練校及び発電所等との連携を図る。
・訓練修了生待遇の向上を図り、訓練生の意欲を高める
(*)3)電力訓練ｾﾝﾀｰの設立
　送電／変電用訓練ｾﾝﾀｰは2国間援助による11 Mil.Ecuの無償によりAdraに完成
している。しかし、ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの技術、経験が不十分であることから日本での研
修を希望している。
(2001年1～2月現地調査結果)

　我が国の無償資金協力により「電力技術
研修所」が建設されることになった。
　1996年1月より基本設計調査が実施さ
れ、1996年9月にE/N(10.22億円)が締結さ
れた。
　1996年9月　　　実施設計を作成。
　1997年7月10日　6億4,900万円の無償資
　　　　　　　　 金協力実施の交換公文
　　　　　　　　 締結
　1999年初:　　　工事完了
1)発電施設のﾘﾊﾋﾞﾘ
　Banias No.3,4のﾘﾊﾋﾞﾘ(Overhaul)は、
　日本の無償資金(10億円)で完成。
　No.1,2に関しては国際入札でEnel(ｲﾀﾘ
　ｱ)でｺﾝｻﾙに選定。Mehardeh No.1,2に
　ついては、ﾄﾞｲﾂのﾗｰﾒｲﾔｰ社とｺﾝｻﾙ契約
　が結ばれており、数日中に業務開始の
　予定。
2)発電所の電気・計装ｼｽﾃﾑの改造・更新
　Banias No.3,4についてはﾘﾊﾋﾞﾘ工事と
　同時に完了。No.1,2及び他の発電所に
　ついては計画はあるがまだ始まってい
  ない。 ( *へ)

現地調査期間 94.10～95.6

M/P／火力発電

最終報告書作成年月 1995.7

電力省、発・送電公社
（オディ総裁、シャバニ発電部長）

担当者名（職位）

八千代エンジニヤリング(株)
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 46,782 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 77.2.8～3.9

Societ Tunisienne de l'Electricite et
du gaz (STEG)
テュニジア電力ガス公社

 (株)EPDCインターナショナル調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　本調査で勧告したｶｾﾌﾞ揚水発電計画については1977、1978年度
にF/Sを実施しﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨありとの結果が得られている。1977年ﾗ
ﾃﾞｨｽ火力F/S実施。The Survey for Electric Power Development Plan

in the Republic of Tunisia
調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1977.10

国　　　　名 予 算 年 度 51～52

実績額（累計）
電力長期計画調査

チュニジア

コンサルタント名

担当者名（職位）

(株)EPDCインターナショナル

 小池　仁

1.計画の概要
(1)要請の背景
　ﾃｭﾆｼﾞｱ共和国は近年工業化を指向し、これに伴い同国の電力需要は大きく増加すること
が見込まれており、これに対処するため供給施設の増強が必要である。本計画は同国の要
請を受け、現在考えられているﾋﾟｰｸ電力供給のための揚水発電等の計画について最も適切
な計画を勧告するため、ﾃｭﾆｼﾞｱ電力ｶﾞｽ公社（STEG）の電力系統の長期計画を精査するとと
もに、今後の同国ｴﾈﾙｷﾞｰ事情等を含む総合的検討を行い、15ヶ年（1977～1991）の電力設
備計画の策定、長期計画での揚水発電計画の位置づけを明確にすることを目的とした。
(2)調査内容
　報告書内容の骨子は次の通りである。
 1)ﾃｭﾆｼﾞｱ国の一般事情（風土、経済、電力等）
 2)既設電力設備の検討
 3)長期電力需要想定及び需給ﾊﾞﾗﾝｽの策定
 4)新規供給投入の時期及び開発優先順位の検討
 5)ｶｾﾌﾞ揚水発電所計画の概要（予備設計、概算工事費）
 6)ｶｾﾌﾞ揚水発電所計画の経済性
 7)上記1)～6)にもとづく長期電力設計計画（1977年～1991年）
2.結論及び勧告
(1)電源開発計画の内容は、既に発生済みの発電設備計画を除けば、1983年以降ﾍﾞｰｽ供給と
して先ず150MWﾕﾆｯﾄのｽﾁｰﾑ火力を建設し、それとﾋﾟｰｸ供給力としてのｶｾﾌﾞ揚水発電計画
350MW（1期75MW×2台、2期100MW×2台）とを組合せ、開発することが最も適切である。
(2)ｶｾﾌﾞ揚水発電計画については、代替設備としてのｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝと比較して経済性があり、火
力発電設備が主力を占める電力系統内で運転予備力として、また、負荷追随運転による規
定周波数の維持offshore天然ｶﾞｽ開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの関連で、ｶﾞｽ･ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの設備利用率を向
上させる等最適な計画である。
(3)ｶｾﾌﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては詳細な現地踏査にもとづくﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ調査を実施する必要が
ある。

(1)1977年当時のJICA Planの需要予測
　（JICA Plan　年率11％の伸び率）
1976年実績　1,350GWH（全ﾃｭﾆｼﾞｱ需要）
1985年予測　3,940
1990年予測　6,700
1992年の実績は5,740GWHであり、JICA Planの需
要予測は大きすぎたことになる。
(2)実施
　1基170MW×2基（JICA Planでは150MW×2基）の
ﾗﾃﾞｽ発電所が建設され、1985年に運転開始され
た。ｶｾﾌﾞ揚水発電所は、建設費用の増加・ｱﾙｼﾞｪﾘ
ｱからの天然ｶﾞｽ供給開始の遅延・ｶｾﾌﾞ以上の揚水
発電所用適地確認等により、未実現・中断となっ
た。
(3)今後（1995年以降）需要予測と設備投資計画
　STEGは2001年まで年率7.5％で需要が増加する
と予想しており、この需要に対応するには、
1,820MWの設備が必要と判断。現在の設備能力が
1,100MWだから、2001年までに、700MWの設備投資
が必要となる。
　この700MWは、340MWを汽力発電
（170MW×2基：STEGによるﾗﾃﾞｽ発電所の拡張）と
ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電（350～500NW）で供給することを計
画している。大規模水力発電所の増設・拡張は考
えていない。
　ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電はBOO方式により民間資本（外
資）導入を計画。従って将来、民間の発電会社が
設立されることになる。しかし、民営化は生産部
分だけであり、民間発電会社はSTEGに対して売電
するのみで、送配電はあくまでSTEGの独占を維持
する予定。 (*)へ続く

1.一連の調査の結果、ｶｾﾌﾞ揚水発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが技術的にﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであることは相手方に充分納得さ
れた。しかし、調査時以降の石油等燃料市況の変化や、またｱﾙｼﾞｪﾘｱからの天然ｶﾞｽ供給が1982年か
ら予定されたことがあって、ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝに比べ建設コストが2倍以上となる揚水発電は当分見送りと
なった。
2.ﾍﾞｰｽ火力は提案されたｽｰｽ地点はその後の調査により、ﾗﾃﾞｽ地点に変更されたが、150MW2台のｽﾁｰ
ﾑ火力として実現した。

(*)より
(4)水力発電所
　水力発電は、現在は総発電量の1％を供給するにすぎない。これは、自然条件上の水力発電所適
地が少ないこと（落差・水量等）、火力発電に比べて大きな投資を必要とすること等による。
　水力発電所建設費：US$1,500～2,000/KWH（土木工事を除く）
　火力発電所建設費：US$  750～  900/KWH（土木工事を含む）
　従って、今後2001年まえの設備投資計画は、小規模水力発電の増設となる。具体的には3MW以内
の大小様々な規模のものを9基建設予定であり、内2基についてはすでに入札を行った。
　（1995年10月現地調査結果）

本ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの勧告を受けて
1)150MWﾗﾃﾞｽ火力のF/S実施後、建設された。（資金の一部は円借、ﾒｰｶｰは三菱重工）
　　1982年度68.4億円円借款供与。
2)ｶｾﾌﾞ揚水のF/Sが実施された。

調 査 団 員 数



個別プロジェクト要約表 ＴＵＮ 101 （２／２）

2002年3月改訂

 実現／具体化された内容

マスタープランの中心的課題であったカセブ揚水計画は、諸事情の変化により中断となってしまった。しかし、もう一方の提言であったベース用火力発電所の建
設はその後「ＴＵＮ001火力発電開発計画」としてF/Sにつながり、最終的には円借款によりラデス火力発電所の建設として完成した。
STEG（電力ガス公社）は、本調査がその後の電力開発計画の基礎となり、有効に利用されていると考えている。またJICA調査団の具体的作業に対する評価は全般
的に良好と判断しているが、調査実施後かなり時間がたっているためSTEG側の関係者も少なく、現在明確な判断を下すのは困難である。
（2001年1～2月現地調査結果）
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2002年3月改訂

チュニジア 報告書提出後の状況

和 174,443 千円

案　件　名 英 39.77 人月

団長 氏名

所属

10  （通訳・調整員を除く）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(財)素形材センター

1.ﾁｭﾆｼﾞｱより投資促進大臣の来日(1998.5)時、JICAに
　てｾﾐﾅｰを予定。
2.CETIME改革のためのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を1998年後半
　に予定。
提言に従い、まずCETIMEの機能強化は着実に実施され
ている。組織編成が行われ、CETIME職員も独自に企業
診断を実施できるよう、移転された技術の一層の向上に
励んでいる。また国立生産性ｾﾝﾀｰの準備として、
CETIME内に生産性本部を設立する計画も開始された。
一方、工業省を中心として、農業の生産性向上運動が国
家計画として推進されている。さらに民間もUTICA(ﾁｭﾆ
ｼﾞｱ経営者連合会)と政府と協力して運動を支援してい
る。この調査は、生産性向上の運動の一層具体的な推進
を確実にするために、「TUN104工業技術支援組織強化
計画」へと引き継がれた。(2001年1～2月現地調査結
果)
 2002.3現在：新情報なし

The Study for Development of Mechanical and
Electrical Industry in the Republic of Tunisia

調 査 団 員 数

 渡部　陽

 (株)サイエス

コンサルタント名

国　　　　名 予 算 年 度 9
機械・電気産業生産性向上計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

　ﾁｭﾆｼﾞｱは2010年を目処として、拡大EUのへの加盟を決定、それまでに現在EU
製品にかけている関税障壁取り払う必要があり、自国産業の生産性をEU並に引
き上げる必要に迫られている。このためC/PであるCETIMEを中心に政府・民間一
体となった機械・電気産業分野の生産性向上提案を示し、理解された。

1.CETIMEに対する提言:民間への技術、経営管理、市場開発支援、具体的には
　生産性ｾﾝﾀｰ機能設立。
2.民間企業に対する提言:産・学・官協力、製造業協会結成、ｾｸﾀｰ情報収集ｼｽ
　ﾃﾑ改革。
3.政府に対する提言:中小企業対策(各種)、貿易構造改革、部品産業育成、税制
　の見直し、科学技術振興。

現地調査期間 97.6.10～6.29／97.9.13～10.12
97.11.9～11.30／98.2.7～2.16

M/P／機械工業

最終報告書作成年月 1998.3

CETIME（機械・電気産業技術センター）
シヤバン氏（技術部長、プロジェクト責任
者）担当者名（職位）

(株)サイエス
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2002年3月改訂

チュニジア 報告書提出後の状況

和 87,316 千円

案　件　名 英 33.57 人月

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.資源の利用とﾏｸﾛ･ﾏﾃﾘｱﾙ･ﾊﾞﾗﾝｽ
2.産業廃棄物の処理実態
3.リン酸石膏の利用方法の検討
4.特定品目(鉄、紙、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、ｱﾙﾐﾆｳﾑ)のﾘｻｲｸﾙの可能性の検討
5.ﾌﾟﾚF/Sの背景、対象の設定及び目的
6.鉄のﾘｻｲｸﾙの推進(施設整備計画および事業性評価)
7.紙のﾘｻｲｸﾙの推進(施設整備計画および事業性評価)
8.ﾘｻｲｸﾙ促進のための政策・施策
9.結論と提言

　産業廃棄物ﾘｻｲｸﾙの有望品目として特に鉄と古紙を取り上げ、年10万ﾄﾝの電
炉、年5万ﾄﾝの再生ﾊﾟﾙﾌﾟ工場のﾌﾟﾚF/Sを行い、特に電路事業の事業性が高いこ
とを示した。
　また産業ﾘｻｲｸﾙを推進するための国家戦略とﾘｻｲｸﾙ政策について提案した。

1.相手国政府では、電炉工場に対する海
　外からの投資を期待しており、ｱﾌﾟﾛｰﾁ
　のあった企業に対して本成果の情報提
　供を行っている。
2.我が国での具体化した内容は、今のと
　ころない。

2002.3現在：変更点なし。

*)・2001年以降、フォローしていないが、
テュニジア国では都市ゴミのリサイクルを
進めることとしており、国家廃棄物戦略に
基づき。リサイクル施設の整備を進めるこ
とにしており、その資金援助をJBICに出さ
れていると聞く。リサイクルが進んできた
場合に、その資源化のための受け皿向上の
整備が重要になるはずで、その動向を注視
する必要がある。

・リサイクル施設（電炉、古紙再生）については、ヨーロッパでも設備能力に過剰感
があり、ダンピングすれすれの価格での供給が可能であり。市場規模の小さいテュニ
ジアに流入した場合に、小規模産業のそれらのサプライヤーはひとたまりもないとこ
ろに問題がある。一方,リサイクル製品は付加価値が高くないので、ローカルな市場で
生きていける余地もあり、そのバランスと経済の見通しを如何に判断して、新たなビ
ジネスチャンスとして地元企業の側から投資マインドが形成されるかがポイントとな
る。

　調査工程中、、予算化されたｾﾐﾅｰはﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙの説明時の1回であったが、調査の中
間段階で1回、余分にｾﾐﾅｰを実施した。また調査の方法、ﾘﾝ酸石膏のﾘｻｲｸﾙ、有害物質
の処理、ﾘｻｲｸﾙ、ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘｰ調査、鉄・古紙のﾏﾃﾘｱﾙﾌﾛｰ、ﾘｻｲｸﾙ政策についての関係者を
集めたﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを4回開催し、我々のﾉｳﾊｳ、現状の把握の方法、対策のあり方などの考
え方について技術移転を試みた。

調
　
査
　
団

 大野　眞里

 (株)エックス都市研究所 相手国側担当機関名 工業省産業振興課：
Mohamed Fadhel ZERELLI
LAROUSSIB. LAZREG
環境・国土整備省産業廃棄物課：
HASSINI Salah

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 97.9～98.11

　1998年11月にﾁｭﾆｼﾞｱ国工業省は、引続き電炉の本格
FSの実施を希望表明。1998年12月に報告書提出後、三
菱商事が関心を証明し、情報収集あり。
　1999年2月、共英製鋼㈱が関心があるとの情報を入
手。1999年2月以降、共英製鋼㈱と三菱商事等が開始す
るとの情報があった後、現在までﾌｫﾛｰしていない。
　2000年以降、共英製鋼㈱を含め電炉業界の低迷によ
り、進出への感心が失われている模様。2001年には、
機会を見つけて発展の可能性をﾚﾋﾞｭｰする予定。
調査の提言はまだ十分に実現に至っているとはいえない
が、最近はﾘｻｲｸﾙに関して政府のﾊｲﾚﾍﾞﾙでの議論も多
く、政府の重要政策の一つとして認識されつつある。
(2001年終了の第9次5ヶ年計画で9箇所の廃棄物処理場
の整備が完了し、第10次計画では10番目の処理場が含
まれる予定)このように現在は本調査で提言された内容
に関して、制度的・社会的環境の整備段階と考えられ
る。(2001年1月～2月現地調査結果)　*へ

The Study on Recycle Plan for Industrial Waste
in Republic Tunisia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1997.12

コンサルタント名 エックス都市研究所(株)

国　　　　名 予 算 年 度 9～10
テュニジア国産業廃棄物リサイクル計画調査

実績額（累計）
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2002年3月改訂

チュニジア 報告書提出後の状況

和 203,817 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

(1) 工業省機械・電気技術ｾﾝﾀｰ(CETILME)生産性部の設立についての提言
　1)CETIME生産部案
　　・診断技術の更なるﾚﾍﾞﾙ･ｱｯﾌﾟ及び品質管理と原価管理を今後重点的に強
　　　化する。
　　・投資計画診断能力の強化
　　・意識改革の継続
　　・CETIME内部の専門家と外部との専門技術の共有
　　2)CETIME生産性部の水平展開
　　・CETIMEが受けた診断技術を他の製造業ｾｸﾀｰに活用すべく技術の水平的拡
　　　散を図る。

(2) 政府に対する提言(製造業の生産性向上戦略に係る提言)
　　国立生産性ｾﾝﾀｰ設立とともに、次の7項目の提言を行った。
　1)生産性の定義と測定の標準化
　2)国家品質計画の戦略策定
　3)国際競争力の戦略的ｾｸﾀｰﾚﾍﾞﾙの比較評価
　4)経営改善技術の場の創設
　5)中小企業診断士育成と資格制度
　6)中小企業(SME)の産業構造改革に係る政府の支援
　7)企業経営改善の技術指導

　2000年度は3人の専門家をﾁｭﾆｼﾞｱに派遣
し、C/Pの更なる組織強化を実施中。まだ
進行中であるが相手先より非常に有益との
評価をえている。

1)本調査の提言に従い、国立ｾﾝﾀｰの核と
　なるべきｾﾝﾀｰがCETIME内に既に設置さ
　れた。さらに国立ｾﾝﾀｰ設立のF/Sも実
　施されており、現在は2回にわたり実施
　されたJICA調査結果の成果の強化中。
2)経営者の意識改革ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ計画に関し
　ては、政府が活動中。最近5年間で経営
　者の意識は大きく変わり、今年1月から
　水準化運動の枠内で、経営者に対する
　新たな経営助成金制度が開始されてい
　る。
3)技術移転に関しては、基本的な企業診
　断技術の移転が行われ、調査終了後の
　現在も、ﾁｭﾆｼﾞｱ(CETIME)技師達が独自
　に企業診断を継続し、技術向上に向け
　た自助努力を行っている。
4)財務診断に関しては、調査期間が短
　かったこともあり、また多くのﾁｭﾆｼﾞｱ
　企業において財務諸表が不備であった
　為、期待された効果は明確でない。
(2001年1～2月現地調査結果)

調
　
査
　
団

 渡部　陽

 (株)サイエス 相手国側担当機関名 チュニジア工業省
機械・電気技術センター（CETIME）
OUAZAA Mchamed調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 99.2～00.2／4回

　2000年、3人の専門家派遣実施中。

　生産性向上運動に関しては水準化事務局など、他にも
多くの組織が関係しており、来年には国立生産性ｾﾝﾀｰ
設立に向けてこれらの組織が集結する予定である。
　ﾁｭﾆｼﾞｱ側の理解では、水準化計画はほぼ予定通りに
進展中。また1999年より工業だけでなく、ｻｰﾋﾞｽ・流通
企業も計画の対象に含み始めた。
(2001年1～2月現地調査結果)
2002.3現在：新情報なし

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 2000.4

コンサルタント名 (株)サイエス

国　　　　名 予 算 年 度 10～11
チュニジア工業技術支援組織強化計画

実績額（累計）



個別プロジェクト要約表 ＴＵＲ 101

2002年3月改訂

トルコ 報告書提出後の状況

和 351,747 千円

案　件　名 英 57.78 人月

団長 氏名

所属

17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 95.11.26～12.25／96.2.13～2.22
96.7.8～7.14／96.7.29～9.20

M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1997.1

トルコ共和国電力調査総局（EIE）

担当者名（職位）

テクノコンサルタンツ(株)

(*)より
・中小製造業に関する情報収集ｼｽﾃﾑ強化
　・海外の省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術情報収集ﾁｬﾝﾈﾙ拡大
　・ﾊﾟｿｺﾝ通信によるﾃﾞｰﾀの供給、配付ｼｽﾃﾑ整備
11.省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
　　・省ｴﾈﾙｷﾞｰ成功事例ｾﾐﾅｰの実施
　　・中小工場経営者・技術者に対する教育実施

国　　　　名 予 算 年 度 7～8
エネルギー利用合理化計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

(主な結論と提言)
1.組織・機構
　・EIEは工業省のKOSGEBと協力して中小製造業の省ｴﾈﾙｷﾞｰを推進すべき
2.省ｴﾈﾙｷﾞｰ法・規制
　・現在の規制の適用範囲を500TOBまでの工場へ拡大、規則の義務はｴﾈﾙｷﾞｰ年間消費量の
報
　　告に止める
　・工業ｾｸﾀｰも対象とする省ｴﾈﾙｷﾞｰ基本法の制定
3.ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ作成
　・EIEはｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ作成に指導的役割を発揮すべき
4.特典、優遇措置
　・現行の税の減免措置、低金利融資、保証制度の広報充実
5.ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者資格
　・EIE、その他機関で実施中のｴﾈﾙｷﾞｰ管理者ｺｰｽ拡充によるｴﾈﾙｷﾞｰ管理者候補の工場要員
の
　　訓練実施
　・3年後を目指してｴﾈﾙｷﾞｰ管理者の配備促進
　・ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者有資格のｴﾈﾙｷﾞｰ管理者への任命・登録、ｴﾈﾙｷﾞｰ管理者へのEIEからの情報
　　提供
6.省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ
　・EIE/NECC強化、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ設置と中小製造業技術者に対する省ｴﾈﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ実施
7.EIE/NECCの組織と職務
　・監督機関としての機能強化、省ｴﾈ活動・教育・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ促進
8.EIE/NECCの活動、ｴﾈﾙｷﾞｰAudit
　・中小工場に対する簡単なｴﾈﾙｷﾞｰAudit実施
　・大規模工場に対しては有料化検討、指定工場に対する確実な実施
9.技術情報配付
　・中小製造業に対するKOSGEBとの共同活動強化
　・ﾎﾟｹｯﾄﾌﾞｯｸ作成、配付
10.ｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成
　・情報配付ﾙｰﾄ確立　　　　　(*)に続く
　

2002.3現在:本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのため追加情報の収集は不可能。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

三菱化学エンジニアリング(株)

2002.3現在：新情報なし

The Study on Rational Use of  Energy

調 査 団 員 数

 田中　恒二

 テクノコンサルタンツ(株)

コンサルタント名
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 41,494 千円

案　件　名 英 19.24 人月 （内現地3.74人月）

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 78.2.3～3.3

商工開発公社 (財)日本木材備蓄機構　調査役

1.計画の概要
(1)調査目的
　ｹﾆｱは森林資源の乏しい国でありながら、生産される木材は効率的かつ経済的な方法で利
用されていない。よって木材加工業とくに既存の製造工場の近代化を見出し、新しい木材
工業の導入の可能性を検討すると共にその実現のために、とらなければならない措置につ
いて示唆することであった。
(2)調査内容
　既存の製材工場の近代化および木材資源の有効利用策のため次の項目について調査し
た。
　1)既存製材工場の機械設備・伐木運材設備・経営の近代化策
　2)新しい木材産業の導入
　3)ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
　4)近代化のための訓練ｾﾝﾀｰの充実
　5)近代化計画と所要資金計画

2.結論及び勧告
　近代化の方向として
(1)製材工場の旧式な丸鋸機械から効率的な帯鋸機械に転換して、網率の向上と歩止りの向
上をはかる必要がある。
(2)残材特に鋸屑の利用のために「ﾌﾞﾘｹｯﾄ工場」の建設が適当である。
(3)木材産業の総合的な発展のために「木材二次加工工場」を建設し、家具部材住宅部材等
の供給することが適切である。
(4)茶の輸出振興に寄与するために「ﾃｨｰﾁｪｽﾄ工場」を建設することが適当である。証左に
ついてはさらに調査の必要がある。
(5)従業員の訓練の必要性が存在し、「訓練ｾﾝﾀｰ」の設備を充実する必要がある。
(6)およそ総額1,230万ﾄﾞﾙが調査対象16工場の近代化所要資金として必要である。

　本案件の担当はIndustrial & Commercial Development Corporation(ICDC)である。1978年に開
発調査がなされた後、長期間特に融資等もなされなかったことで、当案件の優先順位は下がってし
まった。また、当案件はｹﾆｱ全体の森林資源に関わるKenya Forestory Mater Planと関わりが出て
くるようになり、当案件の実施は実質上Ministry of Natural Resourceの管轄下におかれるように
なった。
さらに1993年からは構造調整政策の実施に基づいて民営化が図られ、当案件のように商業的に成功
する見込みの低い案件は実施しなくなったということも重要な理由である。また、現状ではこのﾚ
ﾍﾞﾙの産業はKIEの融資案件であるとも言える。
　その理由は小規模産業に対してはKIEが融資を行うことになっているが、ICDCは現在政府機関に
おける、大中規模の産業に対して融資を行う金融機関に変化しつつある。本来、KIEとICDCは一つ
の組織であったのが分かれたものであり、この2つで産業のほぼ前提への融資が可能になってい
る。（1996年10月現地調査結果）

ICDCにおいて現在進みつつあるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはHort culture、Tanary、Pipe Line等があるが、今後は
工作機械等の基本的な産業の育成に力を入れたいと考えている。（1996年10月現地調査結果）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1999.10現在：新情報は入っていない。

Survey of the Modernization Plan of Wood
Processing Industries in the Republic of Kenya

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1978.11

コンサルタント名

担当者名（職位）

(社)日本林業技術協会

国　　　　名 予 算 年 度 52～53

実績額（累計）
木材加工業近代化計画調査

ケニア

 繁沢　静夫
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2002年3月改訂

ケニア 報告書提出後の状況

和 183,606 千円

案　件　名 英 51.20 人月

団長 氏名

所属

11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 2～3
輸出振興計画調査

実績額（累計）

M/P／工業一般

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 1991.10

商務省、国際貿易局（Ministry of
Commerce, KETA)
Mr. R.O.Ogama(Ag. Director)

コンサルタント名

担当者名（職位）

八千代エンジニヤリング(株)

　ｹﾆｱ国の貿易促進のために関連する制度、組織および産業について調査・分析
を行い、それを基に輸出振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを作成し、実行の要として各種ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑを提案した。
　ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの内容は以下から成っている。

　・輸出振興制度の改善・開発について
　・輸出振興組織および機能の開発について
　・情報整備について
　・貿易斡旋、貿易研修、広報、展示活動について
　・在来型輸出産業の改善・拡大について
　・「戦略型中核工業」の育成について
　・産業育成に関する共通項目について

　輸出振興に関する専門家派遣要請があ
り、1992年2月よりJETROから1名派遣と
なった。
　1996年現在も派遣中であり今後も継続さ
れる予定である。

　報告書に基づいてExport Promotion
Council(EPC)が設立されている。この組織
は商務省国際貿易局(Ministry of
Commerce, KETA)の下部機関として設立さ
れた。移管後は実質的にはKETAの政策部は
商務省に残ったものの、それ以外はEPCに
移管され、現在は法律上も、実質的にもか
なり自立的な決定権を持っているようであ
る。
　その他、進行中の事業は、貿易に関する
情報の公開をｹﾆｱ人及びそれ以外の人々に
対して行うこと、業務におけるｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの
導入、また講習会を実施し、必要な情報を
人々に提供することである。輸出保険等の
制度的な改革が報告書の大きな柱として挙
げられているが、今のところはあまり進行
していない。(1996年10月現地調査結果)

2000.10現在:進展なし
　現在はまだﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ進行のかなりの部分を専門家に依存しているように見える。
1993年2月よりJETROから1名専門家が派遣されており、現在は交代の専門家(JETRO)と
ともに1997年2月までは2名体制となる。ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの更なる育成が重要に見える。
(1996年10月現地調査結果)
　また、円借款「輸出促進計画」(1993.10.26調印、82.49億円)が供与されている。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

日本貿易振興会

2002.3現在：変更点なし。

The Study o the Master Plan for Trade Promotion
in the Republic of  Kenya

調 査 団 員 数

 黒河内　恒

 八千代エンジニヤリング(株)常務取締役

現地調査期間 90.9.7～90.12.5
91.3.7～91.3.25
91.9.14～91.9.23
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2002年3月改訂

モーリシャス 報告書提出後の状況

和 233,060 千円 (契約額：229,574千円）

案　件　名 英 57.12 人月

団長 氏名

所属

13

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
提言は真摯に受け止められ、その大部分が検討ないし、実施されている。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

電源開発(株)

・ﾊﾞｶﾞｽ発電の活用について主要製糖工場においてF/S
が実施されている。
・中央電力公社の組織改革が進行中である。
・電力需要は引き続き堅調で2000年には1400Mkwhと
なった。
・カウンターパートの旧エネルギー省はMinistry of
Public Utilitiesの一部局となったが、電力分野の
BOO、BOT政策を強力に推進し、すでに675MkwhはIPPで
ある。
・バガス・コール発電については、主要精糖工場の
BelleVue（35MW×2）、Fuel　Co.（28MW）、Beau
Chump（28MW）と合計126MWが2000年までに完成し、稼
動している。さらに、Medine（30MW）、Union
（30MW）、Britania（30MW）の建設計画が進行中で
2005年までに90MWが稼動し、IPPのシェアは60％とな
る。　　　　　**へ

A Study on Long Term National Energy Plan in the
Republic of Mauritius

調 査 団 員 数

市来　良英

ユニコ　インターナショナル(株)

コンサルタント名

・ﾊﾞｶﾞｽ発電の活用は部分的に試みられているが、主要電力ｿｰｽとなるまでには至って
いなかった。エネルギー源として石油よりも石炭利用を提案していた。調査機関中
は、IPPに関する制度の整備が進行中で、IPP側のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞが未だ不明の部分があっ
た。
・本調査はいいタイミングで実施され、堅調な電力需要を背景にこの4年間でモーリ
シャス政府が民間主導型に政策を大胆に進めたことから、報告書の提案がうまく実現
したことになる。
**）
・中央電力公社（CEC）は、従来発電と送電を一元的に行なっていたが、政府の民間活
力活用政策の断行によって送電に特化した投資をすることとなった。今までに手がけ
ていたFort Geoge(26.5MW×4＋29MW)による135MWの建設は完成した。他の古い発電設
備は次々閉鎖していく予定である。BOO最初の大型発電所のBelleVueからの買電契約
は、建設コストのローン期間中の7年間は1.8ルピー/kwh、その後は1.1ルピーで買電す
ることが決まったが、CECのFortGeogeの発電コスト（1.5ルピー）を下回るものであ
り、電力民営化の成功例として世銀はプッシュしている。
・かねてからCECが自己建設に意欲を燃やしていたFortWilliamの発電所計画について
は、2007年以降にBOTが300MWを建設することが決まり、世銀がF/Sをすでに実施した。
今後BOTの候補企業の募集が行なわれるが、これが完成するとCECの発電シェアは10％
に低下する。

国　　　　名 予 算 年 度 7～9
エネルギーセクター長期開発計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

報告書の内容
・ｴﾈﾙｷﾞｰｾｸﾀｰの開発と現状　　　　　　　・ﾊﾞｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞｰの利用
・ｴﾈﾙｷﾞｰ政策と機構　　　　　　　　　　　　・ｴﾈﾙｷﾞｰの需要予測ﾓﾃﾞﾙ
・ｴﾈﾙｷﾞｰ開発課題と対策　　　　　　　　　・最適投資計画
・ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
*）この結果、電力需要は長期予測通り高い伸びをしている。中央電力公社
（CEC）が海外借入で投資すると、為替差額負担があり料金設定が高めになって
いた。地元の有力企業である精糖工場には砂糖輸出の伸び悩みによる投資余力
のあるところから、CECが適正料金で買電する仕組みができれば、精糖工場によ
る年間を通じる発電により、IPPで安料金で電力供給できる条件が整っていた。
本プロジェクトでは、エネルギーモデルによる長期需要予測を行い、発電所の
新規建設と廃棄のスケジュールとバガスの有効利用を提案し、その実施方法と
してのIPPの手法を紹介した。

・ｴﾈﾙｷﾞｰｾｸﾀｰの組織強化と法制の整備
・ﾊﾞｶﾞｽ発電の活用
提言にそって製糖工場のひとつが外国
（EU）より資金を調達し、ﾊﾞｶﾞｽ発電設備
を整備して、電力公社への外販を始めてい
る。
・IPP推進のための法制の整備
農業の主力である砂糖生産は横這い、減少
気味であり、繊維、エレクトロニクスなど
の製造業では外資のモーリシャス人による
take overが進み、モーリシャス人資本が
マダガスカル等に生産拠点を移している。
しかしSAFE（South　Africa-Far　East）
とWASC（West　African　Sub-Marine
Cable）の2大海底ケーブルが完成し、アジ
ア、ヨーロッパとの通信能力が飛躍的に伸
びた。観光、金融活動は引き続き4％前後
の成長を続けており、ITパーク作り、飛行
場、港湾、道路、下水道などの公共事業が
目白押しである。　*へ

現地調査期間 96.3～97.7

M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1997.6

地方自治・公共用役省
Mr. Soccramanien Vithilingen,
Permanent
Secretary, Ministry of Energy, Water
Resources, Postal Services, Scientific
Research and Technology

担当者名（職位）

ユニコ　インターナショナル(株)
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2002年3月改訂

ナミビア 報告書提出後の状況

和 14,183 千円

案　件　名 英 48.23 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
特になし。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

八千代エンジニヤリング(株)

2000/06-M/Pを基にMME（The　Ministry　of Mines and
Energy）の指導により、Rural　Electricity
Distribution　Master　Plan　for Namibiaが全国の
Regional毎にNamPower（ナミビア電力会社）により作
成され、地方電化計画の実施準備が整っている。
(2002.3現在)

Study for the Electricity Master Plan in the
Republic of Namibia

調 査 団 員 数

 松井　正臣

 (株)EPDCインターナショナル

コンサルタント名

首都圏の電力需要増及び地方の鉱物資源採掘・精錬需要増（5.5％-地方電化　12.0％-
2001）による。

国　　　　名 予 算 年 度 8～10
全国電力開発計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

　本調査開始時、既にﾅﾐﾋﾞｱと南ｱﾌﾘｶ共和国の400kV電力連係が実施段階にあ
り、Cunene水力発電F/S及びKudu海底ｶﾞｽ利用のｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ･ｻｲｸﾙ発電F/S進行中(非
公開)であったが、こうした状況を考慮して、短・中・長期の需給ﾊﾞﾗﾝｽに対応
する発電ｼｽﾃﾑ増設の最適ｼﾅﾘｵ(地方電化の実施ｽｹｼﾞｭｰﾙを含む)を提言した。電力
ｾｸﾀｰの政策、制度、組織に関する改善策、環境保全型の再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの採用
についても提言してある。

　発電ｼｽﾃﾑ増設最適ｼﾅﾘｵに沿った形で、
400kV連係送電線（Aries南ア西部～
Kokerboomナミビア南部-1999/12竣工、
Kokerboom～Auasナミビア首都近郊-
2000/05竣工）が建設された。（総旦長
900km/一回線）
http://www.nampower.com.na参照。
2002/02現在Kokerboomナミビア南部-
Skorpion　Zinc　mineナミビア南西部（旦
長251km）の建設工事が開始されている
（工期52週間）。

現地調査期間 0.0.0～0.0.0

M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1998.9

Mr. S. C. Simasiku
Permanent Secretary
Electricity Division
Ministry of Mines and Energy

担当者名（職位）

(株)EPDCインターナショナル
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 48,403 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 75.2.11～3.22

リバース州経済復興省 ユニコ　インターナショナル(株)

1.計画の概要
　下記の内容に関し現地調査を実施し、相手国政府に中間報告を行い帰国した。
PartⅠ
　ﾅｲｼﾞｪﾘｱの現在に於ける繊維消費事情調査
　ﾅｲｼﾞｪﾘｱの国内合繊素材別需要量調査
　ﾅｲｼﾞｪﾘｱ国内加工工程合繊加工品生産可能量調査
　ﾘﾊﾞｰｽ州の加工工程合繊加工品生産可能量調査
PartⅡ
　ﾘﾊﾞｰｽ州の合繊加工品生産ｽｹｼﾞｭｰﾙの設定
　建設すべき工場の具体案作成
　経済性評価並びに社会に対する貢献度の評価
PartⅢ
　ﾘﾊﾞｰｽ州の合繊原糸、原綿製造について企業化可能性の検討
　ﾘﾊﾞｰｽ州での合繊原料製品について企業化可能性の検討
2.結論及び勧告
　当初計画通り、現地調査を実施し、中間報告を行い帰国（中間報告書内容は次の通
り）。
(1)現地調査に加え、国内作業を経て本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関する検討詳細を報告する。
(2)現地調査終了段階に於ける調査団意見は次の通り（概要）。
　1)合繊需要は増加するだろう
（種類はpolyester steable fibar及びfilamentyarnが主体であろう）
　2)ﾘﾊﾞｰｽ 州内は合繊加工業創設はfeasibleであろう。
　3)合繊製造業・合繊原料製造業を加工業と同時に創設することは時期尚早ではないか。
(3)今後国内作業実施に関する諸条件・方法等について相手政府の了承をとりつけた。

　合繊加工業は設備投資資金の制約があり、ﾘﾊﾞｰｽ州での企業化はなされていない。

　ﾅｲｼﾞｪﾘｱ政府は、合成繊維開発については、現在なお強い関心を有しており、需要国からは有望
な分野である。なお、当国は1983年1月1日より完成品ならびに布類のｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄは輸入禁止、ﾔｰﾝは
I/L（Import Licene）品に移行しており、国内産業保護政策がとられている。1986年現在合繊加工
会社は全国に約10社あるが、主としてI/Lの制限に伴う原材料不足のため操業率は高くない。合繊
を含む繊維製品は品不足のため、売手市場となっている。1986年以降の状況変化については不明。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

（Mr.Ogoninより聴取）

　本調査を踏まえた計画は、石油化学工業の進展（1990年以降）
を持って再検討される模様。
1999.11現在：変更点なし

Survey on the Development of Synthetic Fiber
Industry in River State

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1975.11

コンサルタント名

担当者名（職位）

ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 49～50

実績額（累計）
リバース州合成繊維工業開発計画調査

ナイジェリア

 中川　芳一
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 30,356 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 74.11.28～12.28

Joseph J. Mpiza
Regional Development Director
Kilimanjaro Region
経理府中小工業省
キリマンジャロ州政府

 (財)国際開発センター 主任研究員

1.計画の概要
(1)関連資料の収集
(2)ﾀﾝｻﾞﾆｱに於ける中小工業の実態調査
(3)開発有望業種の選定およびﾌﾟﾚﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査
(4)工業開発基地の概念設計
(5)総合開発調査団によるﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝとの調整
2.結論及び勧告
　ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州の中小工業の現状は、同州の大企業に較べ、技術、経営両面ではるかに遅れ
をとっており、かつ生産能力が十分に活用されていない。開発の戦略としては、
(1)既存の生産能力の活用化をはかるみと。
(2)緊急に必要とされている工業を重点的に開発すること。
開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとしては、
(1)計画訓練およびｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽ
(2)工業団地開発
(3)工業協同組合への開発ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの供与
(4)開発金融機関による中小工業貸付けの強化
　このうち(1)の機能を果たすため新たな組織（ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州工業開発ｾﾝﾀｰ）を設立する。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
　1.案件名：ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州中小工業開発
　2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ：ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州地域開発局
　3.目的・内容：ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ総合開発計画の一環と
               してｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ中小工業開発ｾﾝﾀｰ
               (KIDC)を設立し、機械加工、鋳
               造、鍛造、窯業及びﾌﾞﾘｹｯﾄ製造
               の分野において
　(1)適正技術の導入と改良
　(2)技術指導と普及
　　　 工業開発に係わる企画・調査
　(3)人材の育成のための技術協力を行う。
4.協力実績
　1985年度までの延人数
　　長期専門家　29名
　　短期専門家　28名
　　研　修　員　15名

　　機械供与　　238百万円

　ﾓｼ地区に溶鉱炉、鍛造、簡単な機械製作機器、設計・製図、ﾌﾞﾘｹｯﾄ製造、瓦・ﾌﾞﾛｯｸ製造が、ｻﾒ
地区には食器製造、硝子製造が教育的ﾚﾍﾞﾙで行える機材が設置されており、非常に細々とではある
が訓練は行われている。機材の大分は使用可能であるが、一部は故障しており、ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ不足のた
め利用できない。しかし、そのような故障機械も含め、保存は良くなされており、盗難等にあった
形跡はない。なお、現在 35 million Tshの電気料金未払い分のために一部の送電が止められてお
り、溶鉱炉は利用できない。
　現在、KIDC独自に抜本的なReconstruction Programが進められている。また、1994年に、KIDCを
管轄するPMOによって国内のｺﾝｻﾙﾀﾝﾄであるTanzania Industrial Studies and Consulting
Organization(TISCO)にF/Sが依頼されており、1996年に調査結果が提出されている。（1996年10月
現地調査結果）

(*)より
現在、それによって利益を上げようとしても生産は規模の経済に基づいたｺｽﾄ削減が不可能となっ
てしまっている。（1996年10月現地調査結果）

　提言がﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄｱﾌﾟﾛｰﾁを採用したがために、KIDCによって技術を習得しても周辺にはその技
術を生かす場がないという状態が生まれている。また、開発計画後の詳細な計画がなされる際に、
ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄにおける「技術移転」のみに集中したために、導入されたそれぞれの設備は教育する
のに適当な規模に限定された。当初の開発計画においては同業者組合を結成し、同敷地内に生産設
備を建設することで周辺の中小企業育成をねらったが、その計画が進行しなかったため、ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟ
ﾗﾝﾄのみが残ることになった。(*)へ続く

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1.ｷﾘﾏﾝｼﾞｬﾛ州工業開発ｾﾝﾀｰ（KIDC）設立について、ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府よ
り協力要請がなされ、1976.12に3名の個別専門家が派遣された。
2.その後、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術指導と無償案件として取り上げられ
ることになり、1978.9 実施協議ﾁｰﾑが派遣され、R/Dが結成され
た。
3.1979年度我が方の無償資金協力によりKIDCおよびKADCの両ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄに対し20億円で建物、ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ、機械設備を完成
（1981.3.31）
4.R/Dによる4ヶ年の協力に引き続き、1982.9.13より、3ヶ年の
R/D延長が行われ、さらに1988.3まで機械加工、鋳造・鍛造、食
器の3部門についてﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ協力が行われることになった。
1999.10現在：新情報無し。

The Feasibility Study on Small Scale Industrial
Development in the Kilimanjaro Region

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1975.8

コンサルタント名

担当者名（職位）

(財)国際開発センター

国　　　　名 予 算 年 度 49～50

実績額（累計）
キリマンジャロ州中小工業開発計画調査

タンザニア

 目良　浩一
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2002年3月改訂

タンザニア 報告書提出後の状況

和 230,608 千円

案　件　名 英 33.50 人月

団長 氏名

所属
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合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(株)三祐コンサルタンツ

　現在進行中の第一次、第二次ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ電力供給拡充
計画に続く無償案件として、第三次計画の申請が1998
年7月ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府より日本大使館に提出されている。
　所要資金は約30億円。
　なお、第二次計画は1999年12月、完成予定が2000年6
月に延期されている。
（2000年1月～2002年8月）タンザニア国主要都市配電
設備リハビリテーション調査実施中(2002.3現在)。

Master Plan Study and Pre-feasibility Study on
Dar Es Salaam Power Supply System Expansion in
the United Republic of Tanzania

調 査 団 員 数

 北沢　仁

 電源開発(株) 国際事業部

コンサルタント名

タンザニア国の社会・経済の中心地、首都ダレサラム市の電力安定供給。

国　　　　名 予 算 年 度 4～5
ダルエスサラーム市電力供給拡充計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

1.長期(15年)・短期(5年)ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝにおいて以下の内容で合意した。
　1)長期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
　　a.新設変電所(11ヵ所、設備容量175MVA)
　　b.既設変電所容量増加(19ヵ所、設備容量増加分510MVA)
　　c.132kV,33kV送電線の新設(18回線、約83km)
　　d.11kV配電線の新設(約57km)

　2)短期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
　　a.新設変電所(6ヵ所、設備容量80MVA)
　　b.既設変電所容量増加(3ヵ所、設備容量増加分165MVA)
　　c.132kV,33kV送電線の新設(8回線、約36.4km)
　　d.11kV配電線の新設(20回線、約20km)

2.勧告
　1)短期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝで選定された9変電所については、資金調達の上、実施に移
　　す。
　2)基本案である為、経済活動・都市開発計画などにより、見直し修正が必要
　　となる。
　3)計画的な電源開発が不可欠である。

　TZA003「ﾀﾞﾙｴｽｻﾗｰﾑ送配電網計画調査」
と一体になった形で無償資金協力により、
短期ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの内容に沿った拡充が実施さ
れている。
1996年　ダレサラム電力供給拡充計画
（D/D）無償資金協力　0.45億円
1997年　ダレサラム電力供給拡充計画
（1/2期）無償資金協力　12.01億円
1997年　第二次ダレサラム電力供給拡充計
画（詳細設計）無償資金協力0.40億円
1998年　ダレサラム電力供給拡充計画
（2/2期）無償資金協力　7.84億円
1998年　第二次ダレサラム電力供給拡充計
画（1/2）無償資金協力　8.26億円
1999年　第二次ダレサラム電力供給拡充計
画（2/2）無償資金協力　3.85億円

現地調査期間 92.1～92.2（1.5M）
93.8～93.9（1.0M）

M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1994.3

Managing Director
Tanzania Electric Supply Company LTD.
タンザニア電力公社（TANESCO）担当者名（職位）

電源開発(株)
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2002年3月改訂

ジンバブエ 報告書提出後の状況

和 160,631 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(株)サイエス

　ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴは、2000年6月総選挙により野党(MDC)の議席が急上
昇し2大政党時代を出現させた。(以前は、150人議席の2名が野
党、これに対し今回の選挙で一気に57議席へ)これは、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞ
ｴ独立の英雄であったﾑｶﾞﾍﾞ大統領の強行なるｺﾝｺﾞ出兵による失
政が原因で、経済の低迷が続いていること(製造業成長率1999
年-5%、2000年-4.2%)、食料不足による大規模な暴動発生(2000
年10月)、白人土地収用問題のこじれなど、社会不安が急速に
拡大したことによる国民の不満が一気に表面に現れたためであ
る。このような経済、政治上の不安定は、同国の国際収支を大
幅に悪化させ、今まで外国からの借入金(世銀等)の返済にﾃﾞﾌｫ
ﾙﾄのなかった優等生も本年はほとんど返済されていない。(外
貨収入の根幹であったﾀﾊﾞｺ収入1/3減)以上のような状況を鑑み
ると、来年には大きな政治的混乱が発生し、危険地域の一つと
なる可能性が大きくなると考えられる。このような時期にﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ調整を行うことは非常に困難と思われる。従って今後1年
位は政治・経済の動向を見極める必要がある。
2002.3現在：新情報なし

The Master Plan Study on the Promotion of Small
and Medium Scale Enterprises in the Republic of
Zimbabwe

調 査 団 員 数

 阿部　典文

 (財)素形材センター

コンサルタント名

国　　　　名 予 算 年 度 10
ジンバブエ中小企業振興計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

調査の目的:
・ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国中小企業振興のための包括的ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの策定及び提言。
・調査重点4業種(金属加工・食品加工・繊維(縫製)製品・木製家具)発展のため
　のｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ策定。
・調査重点4業種ﾓﾃﾞﾙ企業(10社)に対する生産管理を中止とする企業診断。
振興に係わる提言:
現状認識を3つの断面(法制／機構／政策)より捉え、次の勧告を行った。
法制: 中小企業振興のための基本法及び近代化促進法を制定すること。
機構: 商工業省内に、振興政策担当部局を設立し、横通しを図ること。また、
　　　中小企業金融制度が整備されていないので、専門の金融機関及び信用保
　　　証機能を拡大すること。
政策: 中小企業特有の構造上の弱点を改善するための政策及び事業活動の不利
　　　の是正に係わる政策の大枠を定めること。
　次に経営及びﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ、技術及び人材、金融政策については、中小企業振興
の立場より提言を行い、また重点4業種についてはｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国の原材料を活用し
た産地立地型の企業の振興(金属及び食品加工)、輸出を対象とした企業の振興
(縫製及び家具)を目標としてｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの提言を行っている。

(提言実施のためのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)
　提言実施は、新設が予定されている商工業省、政策担当部局が核となり、優
先度を定め順次実行に移されるが、提言の部分的な実現を一日も早く行うため
に、次のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を提案した。
　Project 1: 振興政策の企画・立案能力向上のための訓練・指導
　Project 2: 中小企業の技術課題の解決支援を目的とする中小企業支援ｾﾝﾀｰ
　　　　　　　の設置
　Project 3: 輸入機械・保守部品国産化のための試作品設計・生産ｾﾝﾀｰ(金属
　　　　　　　加工)
　Project 4: 食品加工(多目的真空冷凍乾燥方式)ﾊﾟｲﾛｯﾄ工場
　Project 5: ﾏｰｹｯﾄ開発支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(繊維及び繊維製品)
　Project 6: 木製家具技術指導ｾﾝﾀｰの開設

現地調査期間 98.3.15～98.3.26／98.5.16～98.6.14
98.7.18～98.8.16／98.10.13～98.10.29

M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1998.11

商工業省　（MOIC）

担当者名（職位）

(財)素形材センター
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2002年3月改訂

ジンバブエ 報告書提出後の状況

和 245,012 千円

案　件　名 英 47.17 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　太陽光発電ｼｽﾃﾑによる地方電化を促進するために、太陽光発電による地方電
化計画を策定し、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ政府に以下の行動を早急に行う様に提言した。

　(1) 太陽光発電による地方電化計画は、ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国現在の未電化家庭、約
　　　150万件の1割を対象とし、第1期計画15,000件、第2期計画135,000件の
　　　電化を行う。

　(2) 第1期計画15,000件の内、6,000件には無償資金により約3.5百万ﾄﾞﾙの導
　　　入を期待する。

　(3) 政府は太陽光発電による地方電化計画及び電力ｻｰﾋﾞｽ供給方式(ESCO方
　　　式)の採用を決定し、ZESA(ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ電力供給公社)を実施機関とする。

　(4) ZESAは、本調査のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝで示した実施候補地域から実行地域を決定
　　　し、年度毎の電化計画を作り、計画に沿った資金計画を策定する。政府
　　　は早急に必要資金の手配をする。

　(5) 政府は、太陽光地方電化を推進するための支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(技術ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ、
　　　供給部品の品質向上、融資制度の準備等)を実行できるように責任を持っ
　　　て各関係機関に働きかける。

　具体化事項なし

　ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ国は現在、政治的、経済的に厳しい情勢にあり、新しいﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実行は
困難である。

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後、草の根無償資金により約200件分の戸別型ｼｽﾃﾑの機材が提供さ
れ、現在設置予定地を選定中。

調
　
査
　
団

 谷　　隆之

 (財)日本エネルギー経済研究所 相手国側担当機関名 Mr. C.T. Mzezewa (Director)
Department of Energy
Ministry of Transportation and Energy調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 97.2.2～97.2.26／97.5.25～97.8.11
97.10.19～97.11.18／98.1.10～98.2.20
98.7.10～98.8.8／98.12.6～98.12.20

JICAより専門家が派遣されて提言の実現にむけて協力
している。
　2000年7月、Mr.MzezewaがC/P研修で来日。
　2002年2月　JICA専門家1名、DOEに駐在。

The Study on the Promotion of Photovoltaic Rural
Electrification in the Republic of Zimbabwe

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1999.3

コンサルタント名 (財)日本エネルギー経済研究所

国　　　　名 予 算 年 度 8～10
太陽光発電地方電化促進計画調査

実績額（累計）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 316,353 千円

案　件　名 英 102.00 人月

団長 氏名

所属

29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 85.8.27～87.3.15

企画庁　　　　グリンスプン次官
工業貿易庁　　ガルシア次官

 (財)国際開発センター

1.調査の目的
　本調査の目的は、ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ経済の現状を踏まえ、工業活性化に重点を置く経済活性化と
輸出復興のための政策手段策定に資する基礎資料を作成することにある。調査は、ﾏｸﾛ経
済、農業、工業、運輸および輸出の5部門と経済全般にわたっている。

2.提言
1)ﾏｸﾛ経済部門：農業品加工業・石油化学・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連産業等の振興、および、中・長期
計画の策定と経済目標の提示とその実行。また、中・長期計画策定の際の留意点として
は、現実的な目標値の設定、統計の整備、行政組織の簡素化、及び民活導入などを指摘。
2)農業部門：作物部門では生産性・物流の効率の向上、畜産部門では家畜飼育の安定と収
益性の確保、及び食肉加工業の再活性化、漁業では漁獲・加工段階でのｺｽﾄﾀﾞｳﾝを骨子に指
摘。
3)工業部門：工業復興のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝとして、官民協調体制確立、合理的外資政策の導
入、技術開発支援体制確立、及び長期資本市場整備等の必要性を指摘。
4)輸出部門：輸出振興制度の整備、輸出のためのﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・情報ﾈｯﾄﾜｰｸの構築、及び人材
養成体制整備等を指摘。
5)その他：石油化学ｾｸﾀｰの総合計画の策定、金融制度の整備、及び中小企業支援策の策定
等の必要性を指摘。

　報告書が提出された1987年は、同国でﾊｲﾊﾟｰｲﾝﾌ
ﾚが始まったまさに最初の年であったため、直ちに
提言内容が同国の経済政策に活用されることはな
かった。その後、1990年代当初から、ﾒﾅﾑ政権が
実施してきた経済改革の一環として、本調査のﾏｸ
ﾛ経済編で述べられた提言の多くが実現されてきた
という認識が一般的である。特に輸出振興・産業
多様化・流通の整備などの面で、同調査結果は、
「ｱ」国指導者層の「参考書」として活用された。
　実現・具体化されたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとしては、工業技
術院（INTN）内のﾊﾟｯｹｰｼﾞｾﾝﾀｰがある。ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝ
ｸﾞｾﾝﾀｰ必要性に関しては、本経済開発調査におい
て農産品加工物の品質管理の向上、ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ研
究充実の重要性が提言される中でふれられてい
る。同ｾﾝﾀｰは現在も機能を続けており、技術院予
算により建物の増築等、施設の拡充が続けられて
いる。他方、更に絞り込んだ提言を行うことを目
的に第二次経済開発調査（大来2）が実施され、
1996年に報告書が完成した。当該ﾚﾎﾟｰﾄはここで
議論している経済開発調査ﾚﾎﾟｰﾄ（第一次調査ﾚ
ﾎﾟｰﾄ）と共に、大来財団の主催ｾﾐﾅｰ、また日本政
府関係者等を通し、中央政府のみならず、同国内
州政府、及び民間企業に対しても披露されてい
る。
（1997年9月現地調査結果）

　一国の経済運営のあり方に言及し、かつ活用された同調査ﾚﾎﾟｰﾄの意義は高いというのが多くの
見方である。「ｱ」国にとって幸いなもとは、経済環境の悪化が起こっていた当時、政府が参考に
できる唯一の経済政策に関する指針書として本調査ﾚﾎﾟｰﾄが存在したことである。大統領を含めた
指導者が緊急事態を乗り切るための道具として活用したことでまさに国民的評価を受けた。一方、
もしﾊｲﾊﾟｰｲﾝﾌﾚが収まらず、経済状況が好転しなかったならばいまだ机の下に押し込まれている可
能性もある。このように、経済的に苦しい時期に、我が国の低減がﾀｲﾐﾝｸﾞよく提出されたことが評
価された好事例の一つと考えられる。
　ところで同国内の研究機関との面談において、本調査に以下のような若干の批判的ｺﾒﾝﾄが述べら
れることもあった
●工業振興・政策金利の設定など、国家財政に大きな負担のかかる政策は提言されるべきではな
かった。
●中小企業についての言及が弱い。
●市場をより開放し民営化を更に進めるという提言に加え、徴税ｼｽﾃﾑの整備が提言されるべきで
あった。
●日本側調査団が「ｱ」国の行政機構について十分な情報収集を行わなかったため、同国の実態と
は矛盾した提言が行われた。その例として、「ｱ」国側ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの問題がある。ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄは、民
間企業と政府の間をとりもつことが可能で、双方からの意見の聴取、調整を行いつつ、経済政策の
作成が可能な権限をもつ人々によって構成されるべきであった（ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに偏りがあった）。
（1997年9月現地調査結果）

1)調査の最終段階で、ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ市内で主要な調査結果をふまえ公開のｾﾐﾅｰが開かれた。
2)1987年5月に開かれたｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ州立銀行協会年次総会において、大来団長の代理として調査団側
副総括が記念講演を行った。
3)団員の1名がﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞｾﾝﾀｰ協力のための調査団員として、再度ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝを訪問した。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　1986年7月来日したｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ大統領と中曽根首相（当時）との
合意に基づき日ｱ賢人会議が設立された（日本側議長：大来団
長）そこでの審議の中でもまず、本調査の報告書が出発点として
活用された。

1999.10現在：新情報無し。

Study on Economic Development of the Argentina
Republic

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1987.3

コンサルタント名

担当者名（職位）

(財)国際開発センター

国　　　　名 予 算 年 度 60～61

実績額（累計）
経済開発調査

アルゼンティン

 大来佐武郎



2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 318,963 千円

案　件　名 英 70.20 人月 （内現地26.47人月）

団長 氏名

所属

2,7,6,5,6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

87.12.8～12.23／88.2.22～3.31
88.9.26～10.26／88.10.20～11.9
88.11.3～12.3

1.中小規模製造部門における省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進の促進強化を目的として、9業種10工場に対する
省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断により、ｴﾈﾙｷﾞｰ使用実態を把握し、国ﾚﾍﾞﾙでの推進施策と工場ﾚﾍﾞﾙでの省ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ改善方法の提言を行なった。
2.工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰを推進するためのｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝのための資料を作成して提
出した。

1.1989年に経済政策の一環としてｴﾈﾙｷﾞｰ価格の政
府補助が廃止され国際価格に上昇したため、省ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ推進の必要性が更に増大した。
2.「ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ国経済成長3ヵ年計画」（1993～95
年）に、省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術導入による中小企業振興を
掲げた。INTIがその実行部隊として今後の政策を
つくるべく、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの作業をしている。
3.国家ｴﾈﾙｷﾞｰ計画（1998～2000年）に、ｴﾈﾙｷﾞｰ政
策、省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進を掲げた。具体的には、ｺｽﾄ削
減、品質向上、及び環境保護を中心に競争力ｱｯﾌﾟ
を企業が得られるよう、
a.工場診断（省ｴﾈ診断、機材の効率的活用の指
導）
b.発電事業の環境基準遵守調査を事業として行っ
ていくことを明示、実行している。
4.1995年3月、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ
工業分野省ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」（1995.7-2000.6）
のR/Dが締結された。ﾌﾟﾛ技協力1995.3～1997.8ま
での投入実績は、専門家派遣19名、C/P受入れ8
名、機材供与418,296千円である。
5.報告書は工業「省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善」の資料として活
用されている。

　本調査終了後、経済の好転、石化ｴﾈﾙｷﾞｰの開発・増産、及びそれに伴うｴﾈﾙｷﾞｰ政策の変更によ
り、「省ｴﾈの徹底による国際収支の改善」という当初目的の必然性が後退し、提言内容の実現にも
勢いがなくなった。一方、当時のC/PであるINTIは省ｴﾈ工場診断を通し、省ｴﾈ文化の普及を図ろう
と現在でも活動を続けている。しかしながら、各種分野における“民営化”の流れにあって、INTI
にも独立独歩の組織運営が求められつつある。（1997年9月現地調査結果）
　・研修生受入：2000年3月（計測診断1名）
　・短期専門家派遣：1999年7月製紙工場、9月ﾓﾃﾞﾙ工場（ｻﾆｰﾃｯｸｽ）、
                    2000年1月製紙工場、5月石油製油所、9月省ｴﾈ管理、
                    10月ﾋﾞｰﾙ工場
　・終了時評価調査実施：2000年6月、10月31日ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ完了

［その他の状況］
技術移転
1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対して、現地において調査団携帯機材を使用した工場ｴﾈﾙｷﾞｰ診断技術をOJTにより指
導した。
2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの日本での研修内容は以下のとおり。
(1)日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策研修　(2)産業界での省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法研修
(3)工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例研修　(4)ｴﾈﾙｷﾞｰ診断機材取扱研修
(5)ｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀ解析方法研修　　(*)へ続く

(*)より
3.ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝがわの要請に基づき、1992年2月中旬、10日間省ｴﾈﾙｷﾞｰ短期専門家を派遣。
4.ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ側の要請に基づき、1994年2月、1年間の省ｴﾈﾙｷﾞｰ長期専門家を派遣予定。

(財)省エネルギーセンター

調
　
査
　
団

 新倉　隆／井口光雄

 (財)省エネルギーセンター 相手国側担当機関名 Instituto Nacional de Tecnologia
Industrial
（INTI：国立工業技術院）
Lic. Jorge R. Fucaraccio (Direccion)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

工場省エネルギー計画調査
実績額（累計）

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの次期事業としてﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ
工業分野省ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の正式要請がｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ政府からあ
り、1994年4月に事前調査、1994年8月に長期調査を実施し、1995
年3月にR/Dを締結した。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始は1995年7月とし、協力期
間は5年間である。1995年10月から順次、長期専門家4名を派遣す
るとともに、研修員の受入を実施している。
　1996年3月に計画打合調査を実施し、1996年11月には計測制御
の短期専門家1名を派遣した。1997年5月に巡回指導調査団を派
遣。1997年3月1名（ﾌﾟﾛｾｽ制御）、1997年6月2名（食油工業、工
場管理）計3名の短期専門家を派遣した。1997年10月1名（食油工
業）1998年2月1名（石油工業）1998年3月5名（実習装置試運転）
1998年9月2名（石油工業）の計9名の短期専門家を派遣した。
1997年10月に2名研修員を受入れた。1998年5月に実習装置が完
成、使用開始した。
1998年7月に巡回指導調査団を派遣した。1998年11月及び1999年1
月に各1名の研修生を受入れ、実習中心の研修を実施した。1998
年10月以降、合計6名の短期専門家を派遣した（石油、炉、ﾎﾞｲ
ﾗｰ、情報等）

The Study on the Rational Use of Energy in
Industry in the Argentina Republic

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1989.10

コンサルタント名

国　　　　名 アルゼンティン 予 算 年 度 62～1
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Susumu KATAKURA
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2002年3月改訂
アルゼンティン 報告書提出後の状況

和 品質管理評価改善計画 223,718 千円

案　件　名 英 70.30 人月 （内現地28.74人月）

団長 氏名  竹下　輝雄

所属  （株）ＣＲＣ総合研究所

12

89.8.7 ～ 89.10.5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

提言の概要
　1.自動車産業及び一般産業における品質管理の必要性
　2.輸出認証制度の必要性
　3.自動車部品ﾒｰｶｰにおけるTQC導入のｽﾃｯﾌﾟと要領
　4.自動車部品の輸出振興のための提言．
　5.国家的品質管理普及のための提言
　6.輸出認証制度の導入
　7.技術交流ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと対処すべき課題

　本調査の目的は、「ｱ」国において工業製品の輸出拡大を図る上で重要となる
「工業標準化認証制度」の導入、及び工業界の大多数を占める中小企業におけ
る品質向上に貢献する「TQC(総合的品質管理)導入推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」の策定にあっ
た。具体的には、2つの作業が行われた。1つは、同国自動車業界の品質管理に
関する問題点を明らかにし、解決方法の提言を行い、品質管理改善ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作
成すること。もう1つは、同国の工業標準認証制度の実態を把握し、日本の制度
の実態を踏まえた上で同認証制度確立計画を策定することであった。

　その後、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの要請により、日本
から専門家が派遣され、同国の自動車部品
工業会の品質管理についての実施指導が行
われ、大きな成果をあげた。

　本調査がもとで、実現・具体化されたﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄとしては、1997年1月に実施された
QS9000に係わる研修ｾﾐﾅｰがある。部品協会
を同ｾﾐﾅｰを継続的に行っていくといってい
たが、講師は米国ﾋﾞｯｸﾞｽﾘｰより招聘されて
いる。なお、最近研修ｾﾝﾀｰも建設してい
る。(1997年9月現地調査結果)

　調査後、景気低迷により一時は本調査に対する関心は薄れていたようであるが、近
年になって自動車産業が活性化したため、あらためて本調査が評価を受けている。特
に品質に対する考え方は研究体制の変更へと結びついた。換言すれば、「品質を意識
する」という思考方法を啓発し得たという点で同調査が活用されたものと考える。ま
た、当時日本からきた調査団は、実際に自動車部品工場へと踏み込み、現場を実際に
見ていた。そのような「現場主義的」活動が、実質的ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄである、部品協会所属
の人間を感銘させた、ともいわれていた。
(1997年9月現地調査結果)

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 Ruben Zeida

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

（中小企業局長）

実績額（累計） 　調査後しばらくの間は景気の悪化に伴い自動車生産量
が伸びず、品質管理どころではなかった。しかし、ﾒﾙｺ
ｽﾙの発足を契機に自動車産業は急激に拡大をはじめ、
あらためて品質管理・品質向上に真剣に取り組む状況と
なっている。工業標準化に関しては、
1)工業規格は、自動車メーカー主導（自動車規格）で
  行われているため、国が行う必要性が薄いこと、
2)業界と政府間での当該分野における連携が薄いた
  め、品質システム認証機関を設置していないこと、
3)実施機関たるINTIに権限等が与えられなかったこ
　と、などから当初より進展する余地はなく、現在に
  至っている。なお、当時実施的なC/Pであった
　CIFARA(中小企業自動車部品業界)は大企業の支援
  する協会 に吸収され、現在はAFACという新組織と
  なっている。(1997年9月現地調査結果)
2002.3 現在：変更点なし。

The Study on the Promotion of Total Quality
Control in Small and Medium Scale Industries and
Certification System for Industrial Export
Products in the Argentina Republic

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1990.11

コンサルタント名 ＣＲＣ海外協力（株）

国　　　　名 予 算 年 度 1～2
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2002年3月改訂
アルゼンティン 報告書提出後の状況

和 火力発電所大気汚染防止対策調査 327,670 千円 (契約額：184,579千円）

案　件　名 英 48.85 人月

団長 氏名  市来　良英

所属  ユニコ　インターナショナル（株）

10

93.3 ～ 計1ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 4～6

実績額（累計） 　当該調査の結果は、各発電所が民営化された後の大気
汚染問題に対する対策をｴﾈﾙｷﾞｰ庁が見極めるためのｶﾞｲ
ﾄﾞﾗｲﾝという意味においては十分な貢献を行ったものと
考える。また、将来のｴﾈﾙｷﾞｰ計画の参考書、ならびに
汚染数値測定の技術移転という面でも活用されている。
(1997年9月現地調査結果)
　2000年度事業団開発調査案件として「火力発電所設
置に係る排出基準設定調査」が実施される。これは、選
定された環境問題重点地域をモデル地域として、環境測
定値、排出測定値等を解析することにより、現在の排出
基準を再評価し、地域ごとの環境面の条件の違いを考慮
した、ｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝ国全域に適用可能な総合的な火力発電
所の新設・増設の可否判断基準を確立することを目的と
している。2000.11より｢火力発電所設置にかかる排出
基準設定調査｣が実施されており、本年3月終了の予定
の実施コンサルタントは㈱数理計画/東電環境エンジニ
アリング㈱(2002.3現在）。

The Study on Air Pollution Control for Thermal
Power Plants.

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／火力発電

最終報告書作成年月 1994.9

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル（株）

調
　
査
　
団

三洋テクノマリン

相手国側担当機関名 Carlos Bastos

調 査 団 員 数 担当者名（職位） Secretary

現地調査期間 Secretaria de Enegia

エネルギー庁

1.政府の役割
　1)ばい煙発生施設の把握
　2)発電所周辺大気環境監視体制の確立
　3)発電効率向上対策の管理・指導
　4)新設・増設・再設ﾕﾆｯﾄ建設前の環境審査体制強化
　5)調査研究機関の充実(大気汚染防止技術、新燃料技術)

2.個別発電所の役割
　1)ばい煙発生状況及び周辺地域のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
　2)排気系統施設の保守・管理体制強化
　3)使用燃料の管理
　4)運転管理の強化
　5)石炭使用時の粉塵飛散防止対策及び石炭灰の適正処理処分

3.汚染物質低減の為の燃料技術の改善

4.ばい煙ｲﾝｽﾍﾟｸｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑ導入
　1)地域ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽﾃｰｼｮﾝ
　2)中央ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ
　3)人的開発計画

　当調査は、ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽをはじめとする主要都市周辺地域に偏在する火力発電所
より排出される環境汚染物質の排出の量的、及び質的把握(測定方法等)に関し
て技術的側面から助言を行い、かつ、ｴﾈﾙｷﾞｰ庁の行政的役割について提言を行
うことを1つ目の目的としていた。2つ目の目的は、同国における大気汚染に係
わる火力発電所の影響の現状と中・長期的解析を行うことで、同庁の大気汚染
防止に関連する施策への提言を行うことであった。

　調査時の提言の一つに、電力会社の民営
化に際した入札条件の一つとして、NOx,
CO2の排出水準規制の設定があった。発電

所の民営化後、落札した企業の発電所での
検査が行われたが、該当した全企業（発電
所）において基準はｸﾘｱされた。
この数年で発電の効率性が上がり、NOx,
CO2の排出量自体が下がっているのが現状

である。仮に排出水準をｸﾘｱしない場合に
は、一定期間内での改善を求め、その期間
内に改善できなければ罰金が課される仕組
みが作られた。
(1997年9月現地調査結果)
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 49,428 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

直営

国　　　　名 予 算 年 度 49～50

実績額（累計）
亜鉛製錬計画調査

ボリヴィア

 真栄城　勇

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　1978年西独KLOCKNER社による報告が提出された。それによる
と、亜鉛製錬所建設と同時に硫酸工場も勧告されているが、1986
年2月現在ﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞになっている。
1999.10現在：変更点なし

Zinc Refinery Survey 調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1975.9

計画の概要
1.調査の目的
　ﾎﾞﾘﾋﾞｱ政府の要請に基づき、同国の重要産業である鉱業開発に伴う亜鉛製錬計画につい
てその可能性を調査した。同国は本亜鉛製錬工業を開始することにより、硫酸製造及び硫
酸利用による銅の製錬さらには、化学肥料の製造等の工業計画を有しており、本亜鉛製錬
計画はこれら計画の第一段階として極めて重要なものである。

2.調査の内容
　ﾏﾃﾙﾃﾞ鉱山を初めとする亜鉛鉱産出地域、亜鉛製錬工業建設候補地及びその他関連する事
項を中心に以下の調査を行った。
　(1)ﾎﾞﾘﾋﾞｱにおける亜鉛鉱産出量の予測
　(2)亜鉛製錬工業企業化の可能性の検討
　(3)建設すべき工場の概要の検討
　(4)亜鉛製錬工業開発の同国経済及び社会に与える影響の検討

3.結論及び勧告
　亜鉛鉱山探鉱・開発の遅れもあり、また製錬技術の確立・当初投資節減の面からも第1・
2期にわけて建設することが妥当である。
　　第1期　3,000ﾄﾝ（亜鉛量）
　　第2期　6,000ﾄﾝ（　〃　）
　製錬方式は湿式とし副製品である硫酸に関しては、ﾎﾞﾘﾋﾞｱ国内の硫酸消費状況に鑑み、
硫酸は製造せず郵送及びｽﾄｯｸに便利な硫酸を製造する新方式を検討する必要がある。

　計画そのものは＜とりやめ＞でなく、＜現状では具体化の方向が見出せない状況＞である。
　理由として、KARACHIPAMPA鉛・銀製錬所の操業を軌道に乗せることが優先されていること、また
亜鉛の国際市場価格の低迷があげられる。

　現在、KARASHIPAMAPA鉛・銀製錬所の操業問題の解決を優先。本件ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化については
鉛鉱石の手当を予定しているﾎﾞﾘｳﾞｧｰﾙ鉱山開発を主とした一連の増産計画が進めば亜鉛鉱石の産出
増大も見込め、活発化する可能性もある。

調 査 団 員 数

現地調査期間 75.2.21～3.26

鉱山冶金省 秋田製錬(株)　取締役製錬所長
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2002年3月改訂

ボリヴィア 報告書提出後の状況

和 245,536 千円

案　件　名 英 51.30 人月

団長 氏名

所属

10  （内　業務調整1名）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 97.9～99.5

M/P／鉱業

最終報告書作成年月 1999.10

持統開発企画省
・副大臣 Mb. Neisa Roca. Hurtado
・環境総局長 INg. Marcelo Ballon
Echazu
ポトシ県：天然資源環境局長(現知事顧問)
　　　　　Lic. Luis Salazar Panozo

担当者名（職位）

三井金属資源開発(株)

 ボリヴィア政府の当該国内の鉱害防止ストーリーの基づき、その基幹事業として当セ
ンターの設立を熱心に日本政府へ要請し、JICAプロ技として実施することが認められ
たことによる。

国　　　　名 予 算 年 度 9～11
ボリヴィア国ポトシ県鉱山セクター環境汚染評価調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

・現地鉱業の重要性
・ﾗ･ﾘﾍﾞﾗ川(ﾎﾟﾄｼ市)・ﾀﾗﾊﾟﾔ川／ﾋﾟﾙｺﾔﾖ川(国際河川)の汚染の現状
・同上汚染源と鉱害発生のﾒｶﾆｽﾞﾑ
・対策項目:
　選鉱尾鉱の河川放流防止、ｲﾝﾍﾆｵの工程改善検討、坑内涌水・廃石堆石場浸透
　水の坑廃水処理、教育・啓蒙・人材育成計画、選鉱尾鉱の廃滓堆場での処理
　および廃水処理、技術協力支援の受入れ、ｲﾝﾍﾆｵ尾鉱からの錫場の導入、
　ﾓﾃﾞﾙ選鉱場の導入、廃石、ｽｰｸからの有価金属の回収、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑの完
　備、ｲﾝﾃｸﾞﾚｲ選鉱場の建設、環境保安研究ｾﾝﾀｰの設立
・鉱害防止計画基本ﾌﾛｰ
　この中で、特に鉱害に対処するための人材育成に係る「環境保安研究ｾﾝﾀｰ」
　の設立が極めて重要

１.件名：JICAプロ技｢鉱山環境研究セン
ター｣
２.２.期間：2002年7月～2007年6月
３.目標
（1）プロジェクト目標
ポトシに適した、鉱業廃水による水質汚濁
防止のための行政制度及びそのための技術
が確立される。
（2）上位目標
鉱業廃水による水質汚濁を防止し改善す
る。
（3）スーパーゴール
国内の他地域に対し、センターで確立され
た鉱廃水による水質汚濁を防止するための
行政及びその技術が普及される。
４.ボリヴィア側機関
（1）主要官庁：持続開発企画省環境・天
然資源・森林開発次官室
（2）実施機関：ポトシ県天然資源・環境
局
５.日本側投入
（1）専門家投入：長期専門家（チーフア
ドバイザー、業務調整、環境調整、廃水処
理、化学分析）、短期専門家（鉱業環境行
政　他）　　　　　　　　　　　　　　　　

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

ユニコ　インターナショナル(株)

・ﾎﾞﾘｳﾞｨｱ国及びﾎﾟﾄｼ県は、「環境保安研究ｾﾝﾀｰ(仮
称)」を鉱害防止とのﾓﾃﾞﾙ事業とすべく当ｾﾝﾀｰの日本国
の技術協力による設立の要請が強く出された。
・当ｾﾝﾀｰの設立ができないと、鉱害防止事業に一歩が
出せない状況にある。
・2000年4～8月　同上センター導入に係る短期専門家
派遣→実施の妥当性と可能性あり
・2001年4月～2002年1月　第1～4次短期調査→日本/ボ
リヴィア間の意見調整及びプロ技実施内容の双方承認
・2002年3月　「鉱山環境研究センター」に係るR/D締
結（予定）
・2002年7月　「鉱山環境研究センター」に係るP/J開
始（予定）

The Study on Evalution of Environmental Impact
of Mining Sector in Potosi Prefecture of the
Republic of Bolivia

調 査 団 員 数

 大木　久光

 三井金属資源開発(株) （MINDECO）

コンサルタント名
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2002年3月改訂

ブラジル 報告書提出後の状況

和 203,573 千円

案　件　名 英 40.70 人月 (内現地30.20人月)

団長 氏名

所属
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合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 90.6.16～90.8.14／90.12.1～91.2.13
91.2.16～91.3.17／91.5.17～91.8.29

M/P／水力発電

最終報告書作成年月 1991.10

サンタカタリーナ州電力公社(CELESC)

担当者名（職位）

日本工営㈱

　Salto Pilao発電計画が最も有望であるとの提言に至った大きな理由は以下の3点に
ある。

(1) 発電方式は流れ込み式で小さなPond設置、導水路は地下式であることより特に環
　　境上の問題は考えられない事、また、環境上より最も影響の少ない計画案を選
　　定している事。

(2) 技術的に特に大きな問題は考えられない事。

(3) 経済的に特に優れている事。

国　　　　名 予 算 年 度 2～3
イタジャイ川流域包蔵水力調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

　ｻﾝﾀｶﾀﾘｰﾅ州では当時、製造業の生産高が州経済の1/3近くを占めており、電力
消費量も著しい伸びを示していた。しかし、同州では電力需要の95%を他州から
の供給に頼っており、将来の電力供給安定化を鑑み、独自電源の開発が課題と
して挙げられていた。このように同州内における電力需給落差の大きさが懸念
される中、連邦政府の要請を受け、CELESC(ｻﾝﾀｶﾀﾘｰﾅ州電力公社)と協議の上、
同川流域の包蔵水力計画調査をJICAが実施した。
　調査は大きく3つの段階に分かれていた。第1段階で流域内にある包蔵水力地
点(ﾀﾞﾑｻｲﾄ候補地)の把握を行い、更に詳細な調査の必要な地域の選定を行っ
た。第2段階では前段階にて選定した地域におけるPre-Feasibility Studyを実
施した。合計16の包蔵水力地点を確認した上、環境影響予備調査、及び、社会
や環境に与える影響の調査も行った。更に経済性の評価を行い、最終的に3つの
地点(Salto Pilao,DalbergiaおよびBenedets Nove)を第3段階調査の対象地点と
した。調査第3段階において、3つの地点を経済性、実施ﾀｲﾐﾝｸﾞ、地域社会、経
済開発への貢献度、及び、環境への影響、という5つの観点から総合的に判断し
た結果、Salto Pilao(ﾋﾟﾗｳﾝ滝)が相対的にはもっとも優れている地点である、
という評価を行った。

　本調査は「ﾋﾟﾗｳﾝ滝水力発電開発計画調
査(F/S)」へと継続された。ﾋﾟﾗｳﾝ滝水力発
電計画を入札にかける上での参考資料とし
て活用した他、同州の水力発電を含めた全
体ｴﾈﾙｷﾞｰ計画を考える上での参考資料とし
ても活用されている。しかし、連邦政府が
環境に関する法律を改正した結果、本調査
結果を再検討する必要性が発生し、現地ｺﾝ
ｻﾙによるF/Sを再度行った経緯がある(法律
改正のﾎﾟｲﾝﾄは、経済評価、需給、環境影
響評価の3点である)。
(1997年9月現地調査結果)

　実質的ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄであったCELESCによれば、先方は同調査内容に満足はしている。ただし環境法
の規制により新たな分析が必要となったため、ﾚﾎﾟｰﾄの再分析・検討に3ヵ月ほどかかり、連邦政府
へのﾋﾟﾗｳﾝ滝水力発電調査の認可申請に時間がかかったという。このように法規制の変更による事
業の再検討はJICA開発調査に限らず、大型ｲﾝﾌﾗ案件調査ではよく見られる現象である。CELESCによ
るこのような指摘は、今後開発調査を構成する上で検討すべき課題を提供した一例である。
(1997年9月現地調査結果)

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　ﾚﾎﾟｰﾄ内容に基づきCELESCは、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ外務省(ABC)
へ、F/Sの技術支援についての要望書を提出し、1993年
3月に同F/Sを開始、1994年2月末に最終報告書を提出し
た。

2002.3現在:変更点なし

The Study on Itajai River Basin Hydroelectric
Power Potential Inventory Project

調 査 団 員 数

 久野　一郎

 日本工営㈱

コンサルタント名
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2002年3月改訂

ブラジル 報告書提出後の状況

和 342,097 千円

案　件　名 英 26.80 人月

団長 氏名

所属
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合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 7～9
石炭火力発電所環境評価調査

実績額（累計）
　1998年9月に打診したが、特記すべき動きはないとの
ことであった。
1999年12月の打診結果:
・ﾌﾞﾗｼﾞﾙ南部電力公社は調査対象のCandiotaⅡ発電所
を2000年に民有化する。環境庁は2003年末までに脱硫
装置の設置を要求している。
・未建設のCandiotaⅢは、その所有権は公社からｹﾞﾗﾁｫ
ｽｶ発電会社に移行された。
・ﾘｵｸﾞﾗﾝﾃﾞﾄﾞｽﾙ電力公社の発電所は民有化され、
GERASUL社が所有。
・民有化による組織変更で、旧調査団では情報入手が困
難となった。
2001年には、全く連絡なし。ただし、民営後のGerasul
社のホームページでは、発電所からの大気環境問題を重
視して環境測定を実施していると述べている。これには
本プロジェクトが移転した技術と供与機械も含んでいる
と思われる。(2002.3現在）

The Study on Evaluation of Environment Quality
in Regions under Influence of Coal Steam Power
Plants in the Federative Republic of Brazil

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／火力発電

最終報告書作成年月 1997.9

コンサルタント名 ㈱数理計画

調
　
査
　
団

 野口　雅章 東電環境エンジニアリング㈱

 ㈱数理計画 相手国側担当機関名 1.ブラジル南部電力公社
　Edison Pereira de Lima(環境部長)
2.リオグランデドスル州電力公社
　Claudio Krebs(環境担当)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 94.6～1ヶ月／95.2～2ヶ月
95.6～1.5ヶ月／96.3～0.5ヶ月
96.7～0.5ヶ月

排煙対策
1.ｼﾞｮﾙｼﾞｭﾗｾﾙﾀﾞ発電所－特になし
2.ｼｱﾙｹｱｰﾀﾞｽ発電所
　SO2と煤塵対策が必要。但し発電能力が小さいので、他の発電所との統合を考

　える。
3.ｶﾝｼﾞｵｯﾀ発電所
　低NOxﾊﾞｰﾅの採用と湿式排煙脱硫装置により、SO2と煤塵の除去を図る。

4.ｼﾞｬｸｲ発電所
　湿式排煙脱硫装置の設置

煤煙ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの続行
環境大気ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの続行と強化

・CandiotaのSO2除去装置は上記の通り。

・煤煙と環境大気のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞは対象3発電所と地域で続行中。
・GERASUL社(上記)は全環境部とｼﾞｮﾙｼﾞｭﾗｾﾙﾀﾞ発電所に統合。そこで調査で作成した
　撹散計算ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを使用して、将来増設計画の環境影響を評価中。

　調査終了後破損した放射収支計(JICA支給機材)をﾌﾞﾗｼﾞﾙ側で同じ製品を購入した。
　現地代理店の交替により、NOx分析計の部品入手に困難との連絡があり、日本側ﾒｰｶｰ
に対処を依頼した。同時に先方には新代理店を紹介した。
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2002年3月改訂

チリ 報告書提出後の状況

和 110,270 千円

案　件　名 英 30.00 人月 （内現地17.00人月）

団長 氏名

所属
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合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 91.3.2～3.28（第1次）
91.6.8～91.7.7（第2次）

M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1991.12

Mr. Hernan Pavez Garcia
 Director Ejecutivo
Instituto Nacional de Nonnalizqcion
(INN)

担当者名（職位）

(財)日本規格協会

　同部門は現状6人という小部隊の上、上層部の人の入れ替わりが激しく、組織として
暫くの間不安定な状態が続いていた。このように利益や雇用を直ぐに生み出すことの
ない組織やﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄには国の支援や関心も薄いために組織基盤が脆弱な場合が多い。
先方C/Pの不満は、そのような組織の不安定性にも起因するものと推定される。相手国
政府から、権限を持つ機関や省庁をC/Pとして得られない場合にも、同様に援助要請を
避けることも必要かも知れない。
(1997年9月現地調査結果)

(*)から
　AOTSの実施する以下の集団研修ｺｰｽにINNｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄが参加している。

1)貿易投資円滑化等協力研修生受入事業標準認証研修「国際標準化活動ｺｰｽ」
　1998年度、2000年度
2)同「TQMｺｰｽ」1998年度、1999年度、2000年度
3)同「認定制度ｺｰｽ」1998年度、1999年度、2000年度

国　　　　名 予 算 年 度 2～3
工業標準化制度整備計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

　ﾁﾘ国の工業技術水準・製品の品質面において、向上・改善の余地は大きい、
というのが当時のﾁﾘ国内における共通認識であった。一方、同国経済省は、工
業製品の輸出拡大を最優先の開発課題としてあげており、産業発展の基盤の一
つといえる工業標準化制度の整備計画の策定を考えていた。本調査は主に次の3
項目の実現を目的に実施された。

1)工業標準化の振興、特に統一された国家認証制度の整備・普及
2)社内標準化の徹底を含む全社的品質管理の普及
3)前項の「認証制度」実施に係わる計量標準体系の整備

　調査では工業標準化の現状・課題、また具体的な整備計画、実施体制等を提
言。更に計画実施の効果としては、製造業者のｺｽﾄ削減、及び技術水準向上、並
びに公正な商取引の促進や、国としての科学技術・研究開発ﾚﾍﾞﾙの向上等が挙
げられた。

個別専門家派遣

1.標準化　　　1993年1月より2年間
　(1995年1月完了)
2.計量と認証　1993年4月より3年間
　(実施済)
3.品質管理　　1993年5月・6月
　(実施済)

　1994年3月標準化分野における専門家に
ついては相手機関より現在の専門家の延
長、または後任要請が提出されたが、実施
されなかった。

　National Measurement Accreditation
System,National Measurement Network
of Metrologyという二つのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実現
した。前者は政府予算により、後者はﾄﾞｲﾂ
のPTBの支援で始めた(専門家派遣と研修の
みで、ﾄﾞｲﾂ側から提案された)。
(1997年9月現地調査結果)

　JICAの実施する以下の集団研修ｺｰｽにINNｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄを常時参加させている。
1)TQC・標準化活動実践ｺｰｽ(PhaseⅡ)(1999年度に廃止)
2)工業標準化・品質管理ｼﾆｱｾﾐﾅｰ(1998年度に廃止)
3)認証・検査制度(2000年度に制度名変更。しかし実施されていない。)
(*)へ

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　提案されたLegal Metrology Lab(中央計量研究所)は
その建設費がUS$25Milと言われ、資金不足という理由
で未だに実現していない。
　JICAの専門家派遣の終了に伴い、ﾄﾞｲﾂのPTBが支援を
開始している。(1997年9月現地調査結果)
　本件は今後、状況の改善や変化がないと予想される。
(2000年11月現在)
2002.3現在：新情報なし。

Study on the Industrial Standardization System
Development in the Republic of Chile

調 査 団 員 数

 柿沼　幹二

 (財)日本規格協会 理事

コンサルタント名
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2002年3月改訂

コロンビア 報告書提出後の状況

和 315,174 千円 (契約額：331,480千円)

案　件　名 英 104.56 人月

団長 氏名

所属

17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度

コンサルタント名

63～2
零細・小中規模金属加工工業振興計画

実績額（累計）
　金属加工業振興ｾﾝﾀｰ設立については、ｶﾞｳﾞｨﾘｱ大統領
政府の方針にも合致している。
　このﾌｫｰﾗﾑでは、同振興ｾﾝﾀｰの早急な設立のための委
託が合意されることになっており、ついてはJICAの本
件担当者の出席を希望する旨の案内書(1991年4月２日
付)が届いている。
　1994年8月の(前大統領の)大統領方針で、各ｾｸﾀｰ毎に
競争力向上と業界内ﾈｯﾄﾜｰｸづくりに対する方針が出さ
れた。しかしながら金属加工業界の組織化は思う様に進
まなかった。
　DNP(国家企画庁)や科学振興ｾﾝﾀｰの要請で、金属加工
振興ｾﾝﾀｰ(CRTM)が1995年11月24日に設立され1996年よ
り業務を開始した。
(1998年11月現地調査結果)

2002.3現在:進捗状況不詳

The Study on the Development of Micro, Small and
Medium Scale Metalworking Industries in the
Republic of Colombia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1990.9

ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 三上　良悌 石川島播磨重工業(株)

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 DNP　（国家企画庁）
Martha Cecilia Bernal
(Jefe, Unidad de Cooperacion Tecnica
Internacional, DNP)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

　現在のところ、進展なし。

　同国中小・零細金属加工業の抱える問題は、次の2項目に集約される。
　1)運転資金の調達が困難な為、受注後高金利のｲﾝﾌｫｰﾏﾙに頼るなど、健全な経営が
　　行えない。従って、企業体力の強化が図れない。
　2)技術面では、主に素型材を支援する機械が存在せず、最終製品に至る品質の確保
　　が図られていない。

現地調査期間 89.3.8～3.22／89.6.13～7.27
89.9.3～10.20／90.2.19～3.20

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｺﾛﾝﾋﾞｱ共和国ﾎﾞｺﾞﾀﾞ市及び近隣主要都市

総事業費
　94百万米ﾄﾞﾙ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲
　金属加工振興ｾﾝﾀｰの設立
　金属加工業専用工業団地建設
　SENAへのﾒｯｷｾﾝﾀｰ設置
　SENAへの鋳造ｾﾝﾀｰ設置
　中小・零細金属加工業向ｾｸﾀｰﾛｰﾝの設立
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2002年3月改訂

コロンビア 報告書提出後の状況

和 240,406 千円

案　件　名 英 54.86 人月

団長 氏名

所属

9/13

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

2002.3現在：変更点なし。

Estudio de Prevencion de la Contaminacion
Industrial pro la Promocion de Tecnologias de
Produccion mas Limpias en Santa fe de Bogota
Republica de Colombia

調 査 団 員 数

 片柳　翁

 三菱化学エンジニアリング(株)

現地調査期間 98.10.14～98.12.12
99.1.30～99.3.20

1.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ:ｺﾛﾝﾋﾞｱ国ﾎﾞｺﾞﾀﾞ市

2.調査対象ｾｸﾀｰ:繊維、油脂精製、石鹸、ﾒｯｷ

3.対象4ｻﾌﾞｾｸﾀｰからの汚染負荷は小さいが、ﾎﾞｺﾞﾀﾞ市の産業公害低減のために
　は、さらに汚染負荷低減が必要。

4.ｸﾘｰﾅﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ技術推進
　(1) 共通:生産管理面の改善余地がある
　(2) 繊維:廃熱回収設備設置
　(3) 油脂:ﾌﾟﾛｾｽからの漏れ防止の徹底
　(4) 石鹸:中小工場への押出機設置
　(5) ﾒｯｷ :水洗水の中和再利用

5.行政への提言
　(1) 産業公害提言にかかる基本方針の策定と広報
　(2) 対象ｻﾌﾞｻｸﾀｰの産業公害低減対象の推進
　(3) 産業界全体に対する波及促進
　(4) ﾒｯｷ工業団地計画の推進
　(5) 環境法令の見直し

　提言内容の現況は暫定措置。

・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修:1999.3.29～4.17(DAMA職員2名来日)
・供与機械:　　 水質ﾁｪｯｶｰ／分光光度計／COD計／油分計

最終報告書作成年月 1999.8

ボゴダ市環境局（DAMA）
Manuel Felipe Olivera (Director)

コンサルタント名

担当者名（職位）

三菱化学エンジニアリング(株)

10～11
ｺﾛﾝﾋﾞｱﾎﾞｺﾞﾀ市ｸﾘｰﾅｰﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ技術の推進による産業
公害低減調査 実績額（累計）

M/P／工業一般

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

国　　　　名 予 算 年 度
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 51,971 千円

案　件　名 英 36.00 人月 （内現地12.50人月）

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 75.1.20～3.20

エクアドル電力公社：Instituto
Ecuatoriano de Electrificacion,
キトー電力会社：Empresa Electrica
Quito S.A.,
グアヤキル電力会社：Empresa Electrica
del Ecuador S.A.

 電源開発(株)

1.長期電力開発計画の主要ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの完成時期を、それまでのINECEL案に対し、以下のよ
うに提案した。

　   水力           INECEL案       日本側案
　Pisayambo        1976/69.2Mw    1977/69.2Mw
　Paulte           1981/400Mw     1984/500Mw
　   火力
　North themal     1975/30Mw      1977/30Mw
　Guayaquail Ⅰ期  1977/50Mw      1978/73Mw
　Guayaquail Ⅰ期  1978/50Mw      1979/73Mw

2.全国連系送電線については予定通り建設し、地域系統と連系すべきである。
3.建設に当っての外部からの資金導入に必要な調査、準備等を開発に時期に合せて積極的
に実施すべきである。
4.INECELは1975年から10年間に745.2MWの水・火力発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを開発、1,700km、
1,185MVAにおよぶ全国連系変電設備を建設し、これらの諸設備の運用、保守管理を担当す
るものとする。
5.電力需要の想定は、電源設備計画、送変電設備計画、全般に対して、その想定の安定
性、定量的精度の向上を計るため、ﾃﾞｰﾀの収集、整理も行うべきである。
6.INECELは、1985年以降の発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして、Santo Domingo火力（300MW）、Toachi火
力（1期225MW）およびGuayllabamba No.1水力（1期計画210MW）、の調査を進めるととも
に、これらの大規模計画の他、工期、工事資金の面から中規模水力（50～100MW）の調査を
併せて進めていくべきであることを勧告した。

1.提案したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの運転開始年、出力と融資元
は以下のとおり。

水力
Pisayambo 1977/69.2Mw　IDB
Paute     1983/50Mw  　IDB ｲﾀﾘｱ
火力
North thermal   1977/31.2Mw
GuayaquailⅠ期  1978/73Mw
GuayaquailⅠ期  1980/73Mw　円借款
　なお、North thermalはDiesel Guangopoloと、
GuayaquilはEstero Saladoと、それぞれ改名され
た。

2.日本側提案のPaute～Milagro間送電線増設は、
Paute～Milagro～Guayaquilまで延長され、電源
開発(株)がF/Sを行い、1990.11.15に円借款が
89.13億円（第2次送電線網計画ﾌｪｰｽﾞB1）が供与
された。運開予定は1994年。また、INECELが独自
で実施したF/S、「二次送電系ﾌｪｰｽﾞB1」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
に対し、1984年に円借款94.99億円が供与されて
いる。

3.1985年以降の発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの現況は、Santo
Domingo火力、Toachi水力に関してはﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ。
Guayllabamba川水力発電計画は「ﾁｪｽﾋﾟ水力発電
計画」としてJICAがF/Sを行った。 　現在工事継続中（第2次送電網計画ﾌｪｰｽﾞB2）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1995年に円借款85.76億円（第2次送電線網計画ﾌｪｰｽﾞB2）が供与
され、2001年の竣工を目標として現在工事中である。

　勧告にあるPisayambo水力は1970年代初期に、Paute水力は1981
年に、Guayaquil火力は1978年にそれぞれ完成し、稼働してい
る。
（1998年11月現地調査結果）

1999.10現在：変更点なし

Study on Long-Range Electric Power Development
Program

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1975.10

コンサルタント名

担当者名（職位）

電源開発(株)

国　　　　名 予 算 年 度 49～50

実績額（累計）
長期電力開発計画調査

エクアドル

 吉沢　広吉
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2002年3月改訂

エクアドル 報告書提出後の状況

和 196,240 千円

案　件　名 英 37.00 人月

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

OECFﾛｰﾝ(電発ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ)により建設中。
送電線設備:第2次送電線網建設計画(ﾌｪｰｽﾞB-2、1995年
度)にて建設中である。
(1998年11月現地調査結果)
2002.1　CONSEJO　NACIONAL　DE　ELECTRICIDAD
（CONELEC)電力審議会によりPLAN　NACIONAL　DE
ELECTRIFICACION(2002-2011）が作成された。(2002.3
現在)

Study on Service Reliability Improvement Project
of National Interconnected System (SNI)

調 査 団 員 数

 山本　克彦

 電源開発(株)

現地調査期間 93.2.17～93.3.16／93.7.27～93.8.10
93.10.18～93.11.1／94.1.10～94.1.27

1.供給信頼度は、2003年までLOLP 0.3日/月を確保できる。しかし、既設設備
　の保守管理を適正に実施し事故率を下げること、新規電源を計画通りに開発
　していくことが必要である。
2.SNIの潮流改善のため、新たな主幹送電線を建設する必要がある。
　(ﾌｪｰｽﾞD2、ﾌｪｰｽﾞB2)。
3.計算機を導入した新しい系統運用ｼｽﾃﾑを早期に設置することが必要である。
4.電源が南部に偏っているので、中・北部に水力電源を開発することが必要で
　ある。
5.適正な保守運用を遂行する上で、各種ﾃﾞｰﾀの蓄積と整備を統計的に処理する
　必要がある。
*)続き
送電設備　　1993年　　　2000年
230kV旦長　820km　　　1,040km
138kV旦長　1,170km　　1,423km
合計(km)　　1,990km　　2,463km
送電設備　473km（24％）増設
全国電力系統信頼度向上対策計画調査MPの勧告に沿って着実に整備の増設・送
電線の信頼度向上が進められている。

発電設備
　 30.9MW Gas Turbine　　　1993年運開
　 75.0MW Gas Turbine　　　　　〃
　 33.0MW Gas Turbine　　　　　〃
　 80.0MW Gas Turbine　　　1994年運開
　130.0MW Daule Peripa水力BOTで入札中
　230.0MW San Francisco　　　 〃
送電線設備
　SNI Phase D2 230kV T/L建設中
(OECF円借款　第2次送電線網計画ﾌｪｰｽﾞB2-
85.76億円－1995年度)
発電設備　1993年　　2000年
水力(MW)　1,470.1　　1,748.5
火力（MW)　　808.1　　2,111.5
合計(MW)　　2,278.2　3,860.0
発電設備1,581.8MW（69％）増設
変電設備　　1992年　　　　2000年
230/138KV　2,731MVA　　3,717MVA
変電設備986MVA（36％）増設
*)へ

二次送電線網の普及による地方電化の進展、電化の向上（年間5.1％の伸び）による。

1999.4.1 INCEL(エクアドル電力庁）は民営化された。

エクアドル電力庁：INECEL
(Instituto Ecuatoriano de
Electrification)
Ing. Gonzalo Paez
Ing. Rodrigo Nieto E.

コンサルタント名

担当者名（職位）

電源開発(株)

M/P／エネルギー一般

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 1994.7

国　　　　名 予 算 年 度 4～6
全国電力系統信頼度向上対策計画調査

実績額（累計）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 52,296 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 76.11.27～12.19

工業促進公社 (株)野村総合研究所

1.計画の概要
　ｴﾙ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙ共和国は、第4次5ヶ年計画を1978年よりスタートさせるがこの5ヵ年計画の
基本は工業化の促進にあり、特に金属機械工業部門を開発するべく現在UNIDOの援助を得
て、同部門の基礎調査を実施中である。当ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの要請は1976年度に、ｴﾙ･ｻﾙｳﾞｧﾄﾞﾙに派
遣したJICAﾌﾟﾛﾌｧｲﾐｯｼｮﾝに対して行われたものであり、その要請内容は以下の
　(1)同国の金属機械工業開発のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ作成
　(2)有望と考えられる戦略各業種の選定とその検討
　(3)工業開発拠点地域の検討
であり同国より指定した　1)手工具、2)電気ﾒｰﾀｰ、3)農業用機械、4)小型ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰの4業種
を中心に、より詳細なF/Sを含むものであった。
2.結論及び勧告
　調査の結果以下の如き概要の結論を得た。
(1)同国の工業開発を考える上でのﾈｯｸは人口過少による国内ﾏｰｹｯﾄが狭小なことである。
従って工業開発を実現するためには、輸入代替と輸出産業育成の2面を考慮しなければなら
ない。
(2)しかも輸出産業にとっては、国際競争を持たなければならないという厳しい条件がある
ため、鋳鍛造等基礎産業の未発達な同国にとっては、これが業種を選択する上で大きな制
約条件とならざるを得ない。
(3)上述のような状況において、同国より提示された4業種を検討した結果、対米輸出に重
点を置いた「手工具工業」にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨを認められるが、これも日本企業の技術とﾏｰｹｯﾄを
そのままゆずり受けるとの条件のもとにおいてである。
(4)従って同国の金属機械工業開発のためには、職業訓練校の充実等を通じ、基礎技術の定
着を図るなど長期的戦略のもとで、地道な努力を行う必要がある。

1.政権交替及び行政の混乱
2.報告書が計画省宛提出されたが、工業化の実務担当は経済省であり、両省間の意思の疎通のまず
さがあったのではないか
3.1980年以降の内戦（1979年10月のｸｰﾃﾞﾀｰによる政権交替及び以後の当国政情不安が現在まで継続
している）のため
4.中米経済環境の悪化、共同市場の低迷
　等である。また相手国の予定した民間投資家が不足していたこともあげられる。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化が進んでいない。
　5ヵ年計画（1978～1982）の工業ｾｸﾀｰ計画に結論がとり入れら
れたが、政権が交替したため過去の政権においてのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ案と
いう考えが強く、現在のところ見通しはたたない状態である。

1999.11現在：変更点なし

Survey on Development Plan of Metal Mechanical
Industires in El-Salbador

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／機械工業

最終報告書作成年月 1977.12

コンサルタント名

担当者名（職位）

(株)野村総合研究所

国　　　　名 予 算 年 度 51～52

実績額（累計）
金属機械工業開発計画調査

エル・サルヴァドル

 石川　郁郎
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 95,332 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

(株)EPDCインターナショナル

国　　　　名 予 算 年 度 63～1

実績額（累計）
沿岸地域電力開発計画調査

ガイアナ

 小池　仁

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

ｶﾞｲｱﾅ国政府は、本調査報告書で勧告された開発計画の内、最も
緊急を要するものとして挙げられたｶﾞｰﾃﾞﾝｵﾌﾞｴﾃﾞﾝ発電所の更新
計画を日本政府に対し、無償協力の要請を行った。
日本政府は、これに応じて、1989年9月E/Nを調印し、無償案件と
して、同計画は1991年1月竣工した。

2000.11現在：変更点なし

The Master Plan Study on Electric Power
Development Project in Coastal Area

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／火力発電

最終報告書作成年月 1990.5

1. Garden of Eden発電所の1機更新計画の緊急具体化
　5.7MW中速ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備1基の新設。
　基礎、建物は既存利用。運開予定1990年末、費用約7億円。
2. Onverwagt発電所の3機更新計画の促進
　Berbice系統の電力不足解消のため2.6MW3台の更新計画を早急に具体化する必要がある。
3. New Kingston発電所の新設計画の準備
　今後の主力となるべき発電所であり、建設計画の具体化をｵｰｿﾗｲｽﾞする必要がある。ま
ず、Feasibility Studyを行なうこと。13MW低速ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ4機、現Kingston PS跡地に新設。
燃料はC重油。1995年運開を目途。建設費約80億円。
4. Tiger Hills水力地点の開発準備
　将来的には、国産水力ｴﾈﾙｷﾞｰの利用を図る必要があり、規模的にも、立地的にも妥当な
Tiger Hills地点の開発に向けて、具体的に詳細調査、資金調達等の準備を進める必要があ
る。
　貯水池式、56MW、Kaplan水車型、台数2基。
5. Georgetown市需要の60Hz化の推進
　New Kingstonの出現までの間に、不経済な50/60Hz両系統の需要を60Hz一本に統一する工
事を実施すべきである。

1.最も緊急を要するとして提言を行なったGarden
of Eden発電所の一基更新計画は、平成元年度の
無償案件（7.15億円）として、日本政府が取り上
げた。
　　E/N　　1989年9月
　　完工　 1991年1月

2.その他の開発計画については、顕著な動きは無
い。

　首都Georgetownを含むCoastal Areaの電力不足の状況は、真に逼迫していた。日本政府として
も、その実態を本調査により確認したため、ｶﾞｲｱﾅ国政府の要請を諒とし、無償供与ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとし
て推進することを決定したものである。

調 査 団 員 数

現地調査期間 89.7.11～9.26

ガイアナ電力公社（GEC）
Miss Verlin Klass

 (株)EPDCインターナショナル
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2002年3月改訂

メキシコ 報告書提出後の状況

和 161,928 千円

案　件　名 英 35.50 人月

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止・消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 91.1.21～3.27
91.7.15～9.18

M/P／鉱業

最終報告書作成年月 1992.3

エネルギー鉱山国営企業省
鉱業振興局（CFM）

担当者名（職位）

同和鉱業(株)

国　　　　名 予 算 年 度 2～3
鉱山公害対策計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

　調査対象地域の鉱害の実態把握及び防止対策を提言した。

1.ｴﾙﾎﾞﾃ地域
　(1)堆積場の堤体崩壊防止法＿押え盛土工法
　(2)堆積場からの粉じん公害防止法＿覆土法
　(3)選鉱場排水対策に関する改善法

2.ﾊﾟﾗﾙ地域
　(1)堆積場堤体崩壊防止法＿排土法と押え盛土工法の併用
　(2)堆積場からの粉じん公害防止法＿覆土法
　(3)選鉱場の排水処理法＿排水沈殿池、ｱﾙｶﾘ塩素法

3.新ｴﾙｺｺ地域
　(1)堆積場予定地に対するﾓﾃﾞﾙ堆積場案
　(2)排水による地下水防止法＿ﾘｻｲｸﾙ法　他

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　本案件は先のMEX003に付帯した案件であったが1992
年のCFMの解消時にCRMには引き継がれず、消滅した。
（選鉱場、CRM関係者も本案件の存在自体を知らな
い）。
（1998年11月現地調査結果）

2002.3現在：新情報なし

The Study on Environmental Impact of Mining
Activities and Countermeasures

調 査 団 員 数

橋本　滋

同和鉱業(株)

コンサルタント名
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2002年3月改訂

メキシコ 報告書提出後の状況

和 266,909 千円

案　件　名 英 59.00 人月

団長 氏名

所属

10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 1～3
大気汚染固定発生源対策計画

実績額（累計）
　JICA鉱工業開発調査部は本件のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟとして、「ﾒ
ｷｼｺ合衆国大気汚染対策燃焼技術導入計画調査」を形成
し、1993年6月より同ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ2社がこれを行っている。
内容は主としてﾒｷｼｺの燃料に合ったNox削減のための燃
焼方式を確立するため、ﾊﾟｲﾛｯﾄ･ﾌﾟﾗﾝﾄにおいて種々のﾃ
ｽﾄを行うものである。
　同調査は、1995年9月に終了したが、その後のﾌｫﾛｰは
独自に行っていないので1997年10月現在不明。
　環境天然資源漁業省ﾒｷｼｺ環境庁（INE）が大気発生源
の確定や、1995年以降のﾒｷｼｺ首都圏大気汚染特別ﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑ（Programa para Mejorar Lacalidad del Aire en
al Vallede Mexico 1995-2000：連邦ﾚﾍﾞﾙ、固定/移動
発生源とも）を作成するに際しての重要な参考文献とし
て活用された。
（1998年11月現地調査結果）

2002.3現在：変更点なし

The Study on the Air Pollution Control Plan of
Stationary Sources In the Metropolitan Area of
the City of Mexico

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1993.9

コンサルタント名 (株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

調
　
査
　
団

内田　顕 (株)日本環境アセスメントセンター

(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 相手国側担当機関名 都市開発環境省（当時の名称）
担当次官　Sergio Reyes Lujan
公害局長　Rene Altamirano
大気部長　Rogelio Gonzalez

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 90.2～90.3／
90.6～90.7／
90.9～90.11

1. 本調査に先行して開始されたOECFによる重油の直接脱硫ﾌﾟﾗﾝﾄ建設ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
により、1995年頃より脱硫重油が供給されることを前提とし、Nox、SO2、ばい
じん対策として、
1)2ヶ所の火力発電所は脱硫重油と天然ｶﾞｽの混焼、または乳化脱硫重油と天然
ｶﾞｽの混焼
2)その他の在来重油燃焼施設では、主として脱硫重油または乳化脱硫重油また
は軽油に転換。ｾﾒﾝﾄ工場は、脱硫重油と天然ｶﾞｽの混焼　3)脱硫重油供給開始ま
では、主として在来重油を天然ｶﾞｽまたは軽油と混焼する。

2. 燃焼管理改善

3. 燃焼装置改善（投資額1～2億米ﾄﾞﾙ）

4. その他の改善策

（1994年3月現在）
1.天然ｶﾞｽ等への部分的転換

2.提案に含まれていなかったが、在来重油
に代えて、より良質のｶﾞｽｵｲﾙが首都圏に供
給されている。

3.一部の工場では、燃料管理や燃料装置を
改善した。

　大気汚染が深刻であって、優先的に投資されるべきﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして評価されていた
ことが根本的な理由と思われる。
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2002年3月改訂

メキシコ 報告書提出後の状況

和 516,835 千円

案　件　名 英 94.00 人月

団長 氏名

所属

11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 4～7
大気汚染対策燃焼技術導入計画調査

実績額（累計）
燃焼ﾌﾟﾛｾｽに関する企業からの質問に対して回答する際
の参考書として、本調査報告書が有効に活用されてい
る。特に大企業向けと中小企業向けの両方のﾌﾟﾛｾｽが明
記され実用的とのこと。
（1998年11月現地調査結果）

2002.3現在：変更点なし

The Study on the Combustion Technologies for the
Air Pollution Control in the Metropolitan Area
of the City of Mexico.

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他

最終報告書作成年月 1995.9

コンサルタント名 (株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

調
　
査
　
団

内田　顕 (株)日本環境アセスメントセンター

(株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 相手国側担当機関名 環境庁（当時の名称）
　長官　　　 Ms. Julia Carabias Lillo
　基準局長　 Mr. Gabriel Quadri de la
           　Torre
　大気部次長 Mr.Enrique Compuzano
         　  Balbuena

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 93.6～93.8／94.1～94.3
94.6～94.12／95.5～95.8

1.調査の目的
1) ﾒｷｼｺ市首都圏の固定発生源からのNoxおよびはいじんの排出を削減するため
に、適切な燃焼技術・方法を提案する。
2) 上記技術を試験ﾌﾟﾗﾝﾄにおける燃焼試験を通じてﾒｷｼｺ側ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに移転す
る。

2.結論と勧告
1) 燃焼技術
・燃焼施設における空気比の適正保持
・軽油使用ﾎﾞｲﾗｰ－自己再循環型低Noxﾊﾞｰﾅと排ｶﾞｽ再循環導入
・ｶﾞｽｵｲﾙ使用ﾎﾞｲﾗｰ－大型は低NoxﾊﾞｰﾅとEGR導入、小型は蒸気霧化方式導入・自
己再循環型ﾊﾞｰﾅへの改造・低空気比運転実施
・天然ｶﾞｽ使用ﾎﾞｲﾗｰ－自己再循環型低NoxﾊﾞｰﾅとEGR導入を奨励
・省ｴﾈﾙｷﾞｰ－低空気比運転実施
・燃焼と安全の管理計器－設置の推進
2) 実施促進措置
低Nox燃焼技術の普及および制度強化のための提案は下記のとおり。
・Nox排出削減のためのｵﾍﾟﾚｰﾀ育成
・Nox対策に係わる制度の強化　　財務・技術面での支援
　　　　　　　　　　　　　　　 企業内自主監視組織の導入
　　　　　　　　　　　　　　　 測定ｻｰﾋﾞｽ業の免許制度の導入
　　　　　　　　　　　　　　　 計器の公的検定制度の導入
　　　　　　　　　　　　　　　 計測標準の供給ｼｽﾃﾑの確立

　国営の独占企業団である石油公社の供給する燃料油が、将来にわたって高窒
素分のものであり続ける一方、排出基準を徐々に厳しく定めざるを得ない国際
関係に置かれるため、この様な提言となった。
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2002年3月改訂

メキシコ 報告書提出後の状況

和 151,725 千円

案　件　名 英 60.62 人月

団長 氏名

所属

11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 8～9
サポーティングインダストリー振興開発計画調査

実績額（累計）
提案したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのうち3つについて、ﾒｷｼｺ側より日本
政府への技術協力要請が出された。そのうち1件はJICA
開発調査として実施された。他の提案ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについ
ても特に国営金融機関NAFIN（開発銀行）で検討され
た。ﾒｷｼｺ大統領来日時のｾﾐﾅｰにおいて本調査について
の謝意がのべられた。ﾒｷｼｺへの経団連訪問団（30名）
に対して本報告書内容を説明。

2002.3月現在：本調査報告書は日本ODA（特にJICA）の
継続支援ベースになった。
本調査報告書は、再び関係者の中で関心を呼びつつあ
る。

A Study on Master Plan for the Promotion of the
Supporting Industries in the United Mexican
State

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1997.2

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

稲員　詳三

ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 メキシコ商工省（SECOFI）
Dr. Igunacio Navarro（工業振興局局長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 96.1～計4.1ヶ月

1996年1月から15ヶ月間に計5回で、合計約4ヶ月の現地調査を実施。
ﾒｷｼｺ商工省（SECOFI）は、JICAにﾒｷｼｺのｻﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ（対象業種：自動車
部品／電気・電子部品）の振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査を国際協力事業団に依頼した。
ﾒｷｼｺ地場資本の中小企業がﾀｰｹﾞｯﾄｸﾞﾙｰﾌﾟである。本件ではJICA開発調査初めて
の試みとしてPCMが導入された。調査団員は11名現地調査回数は5回。
調査団はPCMﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを通じ、またPCMの手法に従い、下記のような6つの戦略と
戦略を達成するための12のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを提案した。
戦略1：技術向上(3)　　　 戦略4：人材開発(1)
戦略2：下請け契約促進(3) 戦略5：金融支援強化(1)
戦略3：起業家育成(2)　　 戦略6：中小企業育成政策(2)

「戦略1技術向上」の中「Project-1巡回指
導による技術移転」がJICA開発調査（工調
課）によって実施中。
開発調査としては新しい試みである。
2002.2現在：提案事項のうち「技術セン
ター強化策」については、JICAのプロ技に
よる技術支援がCIDECIに供与され、鋳造部
門のJICA専門家派遣も行なわれた。提案事
項のうち、「中小企業コンサルタント認定
制度確立」は、メキシコ政府によって制度
が制定された後、JICA開発調査「中小企業
コンサルタント養成・認定制度」が実施さ
れた。（2002年1月完了）

実施／具体化したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは別記の通り。ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの性格上、提案されたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが
そのままの形で実現される、若しくは内容の修正を加えつつ実施されることが多い。
また振興策立案の参考とされる例もある。全体的に活用されているということになろ
う。
2002.3現在：2000年に政権交代が行なわれた。政権政党が交代した（75年ぶり）。
新政権下、「日墨中小企業フォーラム」が現地で設立されて、その中に「サポーティ
ングインダストリー部会」が設置された。



個別プロジェクト要約表 ＭＥＸ 105

2002年3月改訂

メキシコ 報告書提出後の状況

和 315,203 千円 （契約額：302,466千円）

案　件　名 英 76.18 人月

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 9～11
メキシコ合衆国要素技術移転調査

実績額（累計）
両ｾﾝﾀｰ共に本調査を契機に発足した巡回指導部が継続
して活動している。
最終報告書の内容は、来日したSECOFIﾌﾟﾗﾝｺ大臣、及び
在日ﾒｷｼｺ大使に対して、個別にﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝを行った。
(2002.3現在)

Estudio de transferencia de tecnologias
esenciales a la industria de apoyo en los
estados unidos mexicanos

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

守口　徹

ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 メキシコ合衆国産業技術開発センター(CIDESI)
及び応用科学センター(CIQA)
メキシコ商務省(SECOF)Lic. Nora Elisa
Ambriz(工業振興局局長)
CIDESI Ing. Angel Ramirez Vazques(所長)
CIQA Dr. Luis Francisco Ramos de Valle(所
長)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 97.9～計10.2ヶ月

両ｾﾝﾀｰの企業巡回指導機能強化に対して、
　1)組織作り
　2)設備の拡充と職員の教育研修
　3)活動の広報・宣伝
　4)財政支援
　5)外部専門家とのﾈｯﾄﾜｰｸのｱﾌﾟﾛｰﾁと具体策を提言した。

関係機関への提言としては次の6点を強調した。
　1)ｻﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ（SI）振興の好機
　2)技術風土
　3)一般中小企業育成政策から独立したSI育成政策
　4)SI育成政策と技術支援機関
　5)技術支援機関強化の基準重要性
　6)ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ資格制度の導入

両ｾﾝﾀｰの機能強化では、
1) 組織作り
2) 設備の充実
3) 広報・宣伝
は徐々に具体化しつつある。
新たなｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ資格基準制度の導入につい
ては、JICA開発調査の要請が出され、2001
年1月より実施。

両機関ともに調査においては、要素技術を中心にし生産管理技術を組み合わせた企業
指導体制の確立を目指したが、生産管理面での指導が優勢を占めている。その傾向は
特にCIQAにおいて顕著である。両機関ともに活動の更なる発展の阻害要因は一に資金
不足である。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 247,705 千円

案　件　名 英 78.70 人月

団長 氏名

所属

20,2,6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

電源開発(株)

国　　　　名 予 算 年 度 59～60

実績額（累計）
エネ川水力発電開発計画調査

ペルー

 山本　敬

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

八千代エンジニヤリング(株)

1. F/S調査実施に向けて、引き続き水文観測を行うほか、ｱｸｾｽ道
路の建設、前進基地となるｷｬﾝﾌﾟ施設の拡充を行う。
2. ﾍﾟﾙｰ政府は、日本政府にPre F/S実施の要請状を出状したい意
向である。

1999.10現在：変更点なし

The Ene River Hydroelectric Power Development
Project

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／水力発電

最終報告書作成年月 1985.12

1.調査の概要
　ｱﾏｿﾞﾝ川の支流、ﾀﾝﾎﾞ川上流及びﾍﾟﾚﾈｰ川の下流の一部を含めたｴﾈ川全体の水力発電に関
する最適開発計画（ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ）を作成することである。

2.報告書の概要
　最適開発計画としては、ｴﾈ･ﾊﾟｷﾂｧﾊﾟﾝｺﾞ（1,379MW）、ﾀﾝﾎﾞ･ﾌﾟｴﾙﾄ･ﾌﾟﾗｰﾄﾞ（620MW）及びｴ
ﾈ･ｽﾏﾍﾞﾆ（1,074MW）の3地点の組合わせであり、合計出力3,073MW、発生電力量は24,820GWh
である。
　その経済性は代替火力（石炭）との比較において、(B/C)=1.27、(B-C)=1,147百万USﾄﾞﾙ
であり、このうち、ｴﾈ･ﾊﾟｷﾂｧﾊﾟﾝｺﾞ地点の経済性が最も高い。
この地点単独で(B/C)=1.76、(B-C)=1,545百万USﾄﾞﾙである。
　この第一開発順位のｴﾈ･ﾊﾟｷﾂｧﾊﾟﾝｺﾞ地点について、開発規模及び開発時期の検討を含めた
技術面、経済面及び環境面からの開発可能性調査が求められる。
　なお、第二開発順位は、ﾀﾝﾎﾞ･ﾌﾟｴﾙﾄ･ﾌﾟﾗｰﾄで最後のｴﾈ･ｽﾏﾍﾞﾆを開発する。

調 査 団 員 数

現地調査期間 84.7.6～85.2.12
85.2.24～3.10
85.6.23～7.13

ELECTROPERU S.A.（ペルー電力公社）
Ing.Jose's Claudio Salamanca c.
（技術担当理事）
Ing.Rolando Celi Rivera
（企画担当理事）

 電源開発(株)
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 62,811 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

ＣＲＣ海外協力(株)

国　　　　名 予 算 年 度 55～56

実績額（累計）
繊維産業振興計画調査

パラグァイ

 竹野　萬雪

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　調査団の勧告を受け院内で検討した結果、1982年5月26日付で
在ﾊﾟ日本大使館宛専門家派遣要請書（A1ﾌｫｰﾑ）を提出。しかし、
1.受け入れ体制の不備、2.商工省での低い関心などを主因に日本
側は拒否した経緯がある。

　技術標準院が中心となって繊維企業と共同で繊維品質標準規格
を作成。
　1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず、情報無し。

Study on Development of Textile Industry in the
Republic of Paraguay

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1981.7

1.計画の概要
調査の目的
　ﾊﾟﾗｸﾞｧｲ共和国繊維産業の現況を診断し、技術的経済的問題点を摘出し、今後の開発可能
性についての評価を行ない同国の繊維産業全体の振興策を主軸とする繊維産業開発基本構
想（M/P）策定のため1979年7月、日本政府に調査実施を要請してきた。
　調査内容
　(1)一般経済状況
　(2)繊維産業の現状把握
　(3)既存繊維企業の診断
　(4)綿糸輸出の可能性と生産体制
　(5)綿織物並びに製品輸出の可能性
　(6)繊維産業構造の変化
　(7)国立技術標準院の機能強化
　(8)「ﾊﾟ」国政府の繊維産業振興策
　(9)繊維産業開発計画の財務分析
　(10)繊維産業開発計画の経済社会的効果

2.結論及び勧告
　繊維産業の振興は輸出の付加価値を高め、工業化を促進し、経済の安定化をめざすため
に極めて重要な役割を果たす。このための計画実現の第一歩として次の2点に実施がなされ
るべきである。
　(1)国立技術標準院（I.N.T.N.）の機能強化
　　1)I.N.T.N.が十分な活動ができるよう権限を付与させるための法律改正
　　2)機能施設の充実及び人材の確保育成
　　3)I.N.T.N.の活動のPR
　(2)ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨの実施
　　1)小規模繊維企業での共同生産
　　2)輸出用繊維企業の新設

　ﾌﾟﾛ技「繊維産業品質管理」（1995.2-1997.2）
を実施中。期待成果は、INTNの繊維部門強化及び
同国の繊維産業の発展を資することを目標に、ｶｳ
ﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ自身が、綿紡績、繊維試験・検査、原綿
及び綿糸の工業規格整備・輸出のための検査に関
する技術を身につけること。協力活動内容は、①
輸出のための試験・検査技術確立、②綿製品の工
業規格の整備と業界への規格の普及、③原綿から
紡績までの工程における製造技術及び品質管理技
術向上。
　実績は、専門家派遣36名、受入16名、機材供与
376710千円。

　ﾌﾟﾛ技は、20人の研修員の受け入れを達成した
こと、また、INTN内に3つの部局をつくり機能強
化に貢献した、という面から評価を受けた
（1996.12、最終評価が日・ﾊﾟﾗ合同で行われ
た）。ある部局では、繊維の品質管理、試験、民
間企業への指導、及び職業訓練校（SNPP）内の繊
維技術ｺｰｽへの支援という4つの機能を備えるまで
にいたった。
（1997年9月現地調査結果）

1.相手先の推進体制
　先方機関における予算措置、ｽﾀｯﾌの配属、機構改革etc.がなされておらず（勧告が生かされてい
ない）主体的な取り組みの姿勢がない。しかし先方責任者の主張は“M/P作成が第一段階である。
このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは専門家が到着して実施されることになる”と、専門家派遣を強く要請した。
2.主務官庁である商工省におけるﾌﾟﾗｲｵﾘﾃｨが高くないのも原因の一つと考えられる。

　1980年代終わりになって、累積債務が拡大し、貿易収支の改善を図るためには農産品の輸出に頼
る現状を脱却し、工業振興と工業製品の輸出が急務となった。特に、輸出額の約40％を占める綿花
について加工品として輸出することがより重要となったため。

1995年にINTNは中央銀行をはじめとする他の政府系機関、及び繊維関係の民間企業と共に第一次繊
維産業M/Pをつくり、更に2年後の1994年には第二次M/Pを作ったが、ﾏｰｹｯﾄの変化、気候変動、及び
病虫害発生などで計画通りに産業振興が進められないのが現状である。
（1997年9月現地調査結果）

調 査 団 員 数

現地調査期間 80.11.15～12.14

商工省 (株)センチュリーリサーチセンタ（CRC）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 64,044 千円

案　件　名 英 32.00 人月 （内現地8.00人月）

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 パラグァイ 予 算 年 度 63
石油精製品市場計画調査

実績額（累計）
　PETROPARにて報告書を検討した結果、ｹｰｽ2につき更に詳細検討
を希望、JICA、JCI宛検討要請書が出された。
JICA、JCIはこれを断ったが、再度JCI宛依頼状が出された。依頼
主のPETROPAR総裁は最近更迭となったが、新総裁の下でも詳細
F/S実施検討している模様。
1998.10現在：変更点なし

The Study on Master Plan on Supply and Marketing
System of Petroleum Products in the Republic of
Paraguay

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／化学工業

最終報告書作成年月 1989.1

コンサルタント名 日揮(株)

調
　
査
　
団

 北村　美都穂

 日揮(株) 企画開発室長代理 相手国側担当機関名 Julio C. Gutierrez
President
Petroleos Paraguayos
石油公団（PETROPAR）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 88.3.7～3.25

本調査では、石油産業とその製品に関わる需要と供給、また流通面での調査・分析を行
い、石油製品供給計画案を策定することが目的とされた。その結論と勧告の概要は以下の
通りである。
1)石油供給源の多様化や石油備蓄の増強というような明確な石油政策、及び基本目標を設
定する必要がある。
2)ﾊﾟﾗｸﾞｧｲの石油製品市場が成熟するに伴い、市場原理が活用できる価格決定方式を石油公
団（PETROPAR）が選択できるように変えていく必要がある。このことは、製品原価（特に
輸送ｺｽﾄ）の削減に貢献する可能性をもつ。
3)政府は石油製品のｺｽﾄ削減を最重要視するのか、公団の維持、技術の確保のために高ｺｽﾄ
製品を容認し続けるのか、判断をする必要がある。報告書では3つのパターンを提示し、判
断材料としてそれぞれの場合のﾒﾘｯﾄ･ﾃﾞﾒﾘｯﾄを示した。

ﾊﾟﾗｸﾞｧｲ国の将来の石油製品供給ｼｽﾃﾑとして、次の3代替案を提示した。
　　　ｹｰｽ1：全量輸入
　　　ｹｰｽ2：製品輸入極小化（製油所の全面改修）
　　　ｹｰｽ3：ｹｰｽ1、2の中間（現在製油所の一部改修による能力増強
            とﾌﾟﾚﾐｱﾑｶﾞｿﾘﾝ・自給化のための二次精製装置新設）
将来の供給ｺｽﾄは、ｹｰｽ1が最低、2が最高3は1、2の中間、ｹｰｽ2は推奨できない。
ｹｰｽ1と3を比較すると供給ｺｽﾄは3の方がやや高いが、これは石油製品の安定供給と国の産
業・技術資産維持のためのｺｽﾄとみなすことも可能。いずれかをとるかは国の政策協定の課
題である。

　石油公団（PETROPAR）は、ｹｰｽ2の調査団が最も否定的であった製油所の全面改修による生産力の
向上、及び製品輸入の縮小化を選定し、詳細検討を行う以降を表わした。実際に処理能力増強の提
言を実行しようとしたが、政治・経済的変化（ｸｰﾃﾞﾀｰ）により実現は不可能となった。また、本調
査以前には世銀に対しても同様の調査を依頼していたが、やはり処理能力増強案は否定されてい
た。
近年、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ・有鉛ｶﾞｿﾘﾝ・無鉛ｶﾞｿﾘﾝ以外の製品販売が自由化された。その結果、SHELL等国際石
油資本の製品が市場に流入し、石油公団の独占販売体制は崩れた（ただし、販売価格は規制してい
る）。同公団には、現在の処理能力である7500BSDを2005年には19000BSDとする計画がある（ただ
し現在でも5500BSDﾚﾍﾞﾙでしか稼働していないため、提示された計画には疑問が残った）。同時に
将来にわたり、国内石油製品市場の20％ｼｪｱは確保していきたい意向を示している（法令上公団に
はﾊﾟﾗｸﾞｧｲへの石油製品供給義務がある）。

　面談した石油公団によれば、調査ﾚﾎﾟｰﾄは石油業界の全般的な分析等を行っているので、参考資
料として、また、精製技術に関する基礎技術書として活用している。
（1997年9月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 44,387 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 80.8.1～8.23

LATU
工業エネルギー省
工業技術研究所

 新王子製紙(株)

1.計画の概要
調査目的
　「ｳ」政府の紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業開発計画立案に資する基本計画書を作成する。
調査の内容
　(1)ｳﾙｸﾞｧｲの一般概況
　(2)森林資源及び紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業の現況
　(3)紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業開発計画
2.結論及び勧告
　(1)既存企業は近代化を一層進めるために、税制、金融面の政府援助が必要である。
　(2)中期計画としての新聞用紙工場の建設は、そのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを有する国内ｸﾞﾙｰﾌﾟを
     指導し、又金融、税制面の援助が望まれる。
     　尚、「ｳ」側に詳細なF/Sを行わせて、その援助を行うことが望ましい。
　(3)長期計画
　　　 植　　林　　紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業を工業化政策の一環として育成するためには植林を
                   優先させねばならない。
　　　 国家助成　　輸出指向の工場は国家助成が必要であり、又十分な原料確保の為、
                   植林奨励策が望まれる。
　　　 LATUの強化  LATUを強化することにより民間企業に対して品質改善指導、援助
                   を行う機能を付与することができれば、将来ｳﾙｸﾞｧｲ紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業が
                   輸出指向産業として発展に貢献できる。

1. 1984年度に紙ﾊﾟﾙﾌﾟ工場建設計画F/Sが実施さ
れ、日産750tﾚﾍﾞﾙの工場建設がﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙと結論さ
れた。

2. 1986年1月にJICA造林木材利用計画（M/P）の
事前調査団が派遣され、調査実施の合意がなさ
れ、本格調査は1986年度に終了（農計部案件）

3. 1981.9よりﾌﾟﾛ技「紙ﾊﾟﾙﾌﾟ品質改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ」実施（1985.3終了）。LATUに紙ﾊﾟﾙﾌﾟ研究室が
設置され、技術移転が行われた。

4. 1990年に第三国研修を行い「小さい国ﾓﾃﾞﾙ」
として一連の関連ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの報告が行われた。

　品質改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、LATU（工業技術研究
所）内に研究室が作られ、品質向上に大きく貢献
した。（1997年9月現地調査結果）

1.植林に関し、当初は紙ﾊﾟﾙﾌﾟ工場への原料供給を目的としたものであったが、更に多角的な植林
振興の必要上同工場に限定せず、全国的な造林・木材利用計画（M/P）に変更された。
2.新聞用紙工場の建設は、新聞業界が国産新聞用紙の使用に関心を示さないため、中止された。

　地元ﾊﾟﾙﾌﾟﾒｰｶｰが設備増強を計画したことが、本調査が要請されたきっかけの一つとして言われ
ているが、当時LATUの役員であった印刷会社の社長が、紙（ﾊﾟﾙﾌﾟ）の品質の不満を持っていたと
ころから始まったともいわれている。多くの印刷会社は、当時はﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞから技術指導を受けてい
た大手製紙ﾒｰｶｰ（現在はﾄﾞｲﾂ資本）の供給するﾊﾟﾙﾌﾟの低品質・高価格に泣かされており、品質の
向上、及び原料供給元の増加・増産を望み、要請を出した経緯があったという。（1997年9月現地
調査結果）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　本紙ﾊﾟﾙﾌﾟM/Pは同国紙産業振興の基本となった。本調査終了
後、森林法が制定され、植林推進者には、融資、補助金、及び免
税等のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞが与えられるようになった（この制度や法律の基
となったのは、別途JICA調査による「造林M/P」であったが、そ
のM/Pが作成されるきっかけとなったのは本調査「紙ﾊﾟﾙﾌﾟ産業開
発計画」であった）。
　提言された既存工場の診断で提言が受け入れられ、製紙技術が
向上した結果、柑橘類を梱包する高品質の段ﾎﾞｰﾙの製造が調査終
了後数年後に達成された。ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰの質も同様に向上した。
　ただし、新聞紙供給工場については同国の新聞業界の協力がえ
られなかったため実現しなかった。また、ﾊﾟﾙﾌﾟ工場について
も、実現には至っていない。
（1997年9月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

The Study on the Pulp and Paper Industries
Development Project of the Oriental Republic of
Uruguay

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1981.2

コンサルタント名

担当者名（職位）

新王子製紙(株)

国　　　　名 予 算 年 度 55

実績額（累計）
紙パルプ産業開発計画調査

ウルグァイ

 雨宮　善
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2002年3月改訂

ウルグァイ 報告書提出後の状況

和 202,562 千円

案　件　名 英 44.60 人月

団長 氏名  竹野　萬雪

所属  (株)CRC総合研究所

10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 2～4
衣料産業振興計画

実績額（累計）

1992.11

コンサルタント名

担当者名（職位）

(株)CRC総合研究所

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1.ｳﾙｸﾞｧｲﾆｯﾄ工業会の幹部であり、ｱﾝｻﾞﾃｯｸ社の役員で
　あるﾙｲｽ･ﾏﾙｺｳﾞｨｯﾂ氏が1993年度JICAの個別研修生と
　して1993年10月訪日し、㈱JUKI(ﾐｼﾝﾒｰｶｰ)で管理者養
　成講座とQC講座(1週間)、㈱島精材製作所(機械ﾒｰｶｰ)
　で最新編機を含む全般的な実習(3週間)を行った。

2002.3現在：変更点なし。

The Study on Garment Industry Development
Program in the Oriental Republic of  Uruguay

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月

調 査 団 員 数

現地調査期間 91.6.27～92.11.30

工業省
Alberto Iglesias工業局長

1.調査の目的
　ｳﾙｸﾞｧｲ衣料産業の代表的な業種である毛織物、ﾆｯﾄ、ﾃﾞﾆﾑの3業種の現状を、
　流通市場面、企業経営・組織面、生産技術面、貿易政策面等の多角的側面か
　ら捉え、これに対して輸出志向型の振興ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝを策定する。

2.提言の概要
　　1)品質表示ﾏｰｸ制度の制定(品質改善)
　　2)協業化の実施(ｺｽﾄ削減)
　　3)UTU(職業訓練学校)の拡充(人材育成)
　　4)ﾌｧｯｼｮﾝｳｨｰｸの開催(市場拡大)
　　　および他のMERCOSUR(南米共同市場)諸国の同意が得られることを前提
　　　に、中・長期計画としての、
　　5)MERCOSURﾌｧｯｼｮﾝﾘｿｰｽｾﾝﾀｰの誘致

　提言内容で実現されたものは、ﾌｧｯｼｮﾝ
ｳｨｰｸだけである。昨年1996年に第一回目が
開催され、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査団が現地訪問を
行った2週間ほど前に第二回が開催され
た。
(1997年9月現地調査結果)

　提案内容が殆ど実践されていない主な原因としては、報告書の提出ﾀｲﾐﾝｸﾞが悪すぎ
た、ということがある。「ｳ」国の衣料産業は、1970年代には輸入代替産業として、
1980年代には米国への輸出による成長を続けていた。(当時は政府の輸出割り戻し金=
補助金という形での政府支援はあった。)1980年代後半からは債務危機を含め、経済は
不安定な状態となり、1990年代に入ると輸出市場が米国からﾒﾙｺｽｰﾙ域内へとその比重
が高まった。米国ほど品質向上にうるさくないﾌﾞﾗｼﾞﾙ、ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝへの輸出比重の高まり
は繊維業者の品質向上意欲を低迷させ、技術革新の勢いはますますなくなってきた。
従って、「品質向上」を根幹においている本調査の提案内容が殆どみられることがな
かったことも、特段不思議な現象でもない。(1997年9月現地調査結果)

　面談者による調査へのｺﾒﾝﾄは以下の通りである。
　1)提言内容は興味深かったが、業者の環境が激変したので分析や提言内容は十分に
　　使いきれていない。
　2)調査は人事・経営面への分析をもっと行うべきであった。
　3)省庁をC/Pとせず、工業会をC/Pとし、現場の調査にさらなる重点が置かれていれ
　　ば、上述の問題は解決されたかもしれない。
　4)同産業がとるべき戦略についての議論がもっとなされていればよかった。

(1997年9月現地調査結果)
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2002年3月改訂

ウルグァイ 報告書提出後の状況

和 160,730 千円 (契約額：162,450千円)

案　件　名 英 40.23 人月

団長 氏名

所属

10  （通訳団員1名を含む）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 10～11
ウルグァイ東方共和国林産工業開発基本計画

実績額（累計）
　1999年10月の大統領選後、工業省はじめ関係官庁の
官僚、政府高官が交代したため、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌﾟﾛﾓｰﾀｰの
工業局長も辞任。
　その後、本基本計画も進捗していない模様。
　2001.9　LATUが同国森林産業に関する世銀セミナー
を計画中との報告があった。(2002.3現在)

La repubrica oriental del uruguay estudio del
plan basico sobre el desarrollo de la industria
forestal

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／その他工業

最終報告書作成年月 1999.1

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 白石　正明

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 鉱工業エネルギー省工業局長

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 98.2～計3.1ヶ月

　林産工業開発基本計画として、以下の5つの開発目標を設定し、そのための相
互に関連した5つの開発方針、開発方針に沿った11の開発戦略、25のｻﾌﾞ開発戦
略、6つの開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、15のｻﾌﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定した。

　1)20億ﾄﾞﾙ輸出産業への育成
　2)林産工業の分散立地による地域開発の促進
　3)人工林による持続可能な新興林業国の樹立
　4)木材の高度利用社会の実現
　5)地球環境改善への貢献

提言内容の現況は暫定措置

提言内容の現況は暫定措置
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2002年3月改訂
ソロモン諸島 報告書提出後の状況

和 長期電力開発マスタープラン調査 161,494千円

案　件　名 英 50.08 人月

M/P /エネルギー一般

東電設計株式会社

団長 氏名 村田孝久 アイシーネット株式会社

所属 ㈱東電設計

8
98.12.18～99.3.399.5.17～00.3.31

00.5.10～01.3.20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 10～12

実績額（累計）

01. 1

コンサルタント名

相手国側担当機関名

担当者名（職位）

ソロモン諸島国天然資源省ソロモン電力庁

Master Plan Study of Power Development in
Solomon Islands

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

F/Sの実施にいたっていない。実施を控える理由はないと思われる。

1.フィージビリティ：有り
EIRR＝　9.63%　　　　　　FIRR＝　8.38％
2.系統や小水力による電力供給計画や太陽光発電による農村の電化計画は実現
の可能性があるものと考えられ,特に太陽光発電家屋電化システム（SHS)による
有効な地方電化計画を実施すべきである。
3.SHS普及にあたり、SHS発電設備に関する教育・訓練が出来るPV訓練センター
を設立することが必要。

調
　
査
　
団

調 査 団 員 数

現地調査期間

2002.3現在：変更点なし
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2002年3月改訂

キリバス 報告書提出後の状況

和 188,364 千円

案　件　名 英 973.00 人月

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(財)日本エネルギー経済研究所

1.太陽光発電ｼｽﾃﾑを設置した
　(1) 一般家庭用　　120WP　55戸
　(2) 集会所用　　　720WP　 1戸
2.ｷﾘﾊﾞｽ政府が維持管理し、電灯供給を継続するため、
　初期50$、毎月9$を徴収する。
3.地域住民の生活向上がはかれる。さらに普及するこ
　とを期待する。
4.1994年12月、SECのAkura氏に逢ったところ、ｷﾘﾊﾞｽ
　政府は地方電化計画を積極的に推進することが正式
　に決定したとのこと。
5.1995年10月ｸﾘｽﾏｽ島の電化計画の援助要請がある
　予定とのこと。

2002.3現在：変更点なし

A Study of Utilization of Photovoltaics for
Rural Electrication.

調 査 団 員 数

 高橋　昌英

 (株)四電技術コンサルタント電機部部長

現地調査期間 92.3.7～29(4名），92.6.8～7.12(5名）
93.1.1～2.14(4名)，93.7.19～8.5(4名)
94.1.27～2.17(6名)　　計5回，143日間

　ｷﾘﾊﾞｽ共和国の電化計画、住民の経済力、および住民の生活実態ﾆｰｽﾞ等の調査
を行った。

1.ｷﾘﾊﾞｽ政府は地方住民の生活ﾚﾍﾞﾙの向上に努力しており、特に電気の供給は
　優先度の高い項目である。また住民からの要請も強い。
2.同国の独力での資金調達は困難である。一方、国民の収入は一家族あたり
　2,000～3,000A$/年であり、電気料金に多くの出費は困難であり、月5～
　10A$程が限度であろう。
3.電力供給方式は集中と分散方式を検討したが、分散方式が適している。
4.地方電化計画を成功させるには、ｼｽﾃﾑの保守・維持管理が重要であり、そ
　の組織の定形化と技術移転が重要である。
5.国策会社SECは充分その責務を果たすことと思う。

　調査結果に基づき、次の場所に太陽光発
電ｼｽﾃﾑおよび気象観測装置を設置した。

(1) 太陽光発電ｼｽﾃﾑ
　　・一般家庭　　55ヵ所
　　・集会所　　　 1ヵ所
(2) 気象観測装置　 1式
(3) 四輪車　　　　 1台

　設置後1年経過して同ｼｽﾃﾑは順調に稼動
しており、保守も充分行われている。
　さらに、日本に引き続き、EUｸﾞﾙｰﾌﾟが、
日本のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと同一の太陽光発電ｼｽﾃﾑを
250ｾｯﾄ取付している。

1.現地住民は、明るい電灯に非常に興味を示し、さらにﾃﾚﾋﾞ、ﾋﾞﾃﾞｵを見ることを望
　んでいる。
2.今後住民の現金収入の見通しがつけば、ﾃﾚﾋﾞ、ﾋﾞﾃﾞｵの要求とともに電化が早く普
　及すると考える。

・Mr. Rutete Ioteba
Acting Energy planner MWE
・Mr. Terubentau Akura
Manager SEC

コンサルタント名

担当者名（職位）

(株)四電技術コンサルタント

M/P／新・再生エネルギー

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 1996.3

国　　　　名 予 算 年 度 2～5
太陽光発電地方電化計画

実績額（累計）
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2002年3月改訂

ブルガリア 報告書提出後の状況

和 261,674 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

3/3/3/6/7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 92.6.15～7.10／92.10.20～10.30
93.2.15～2.27／93.2.26～3.28
93.5.29～7.10

M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1994.3

Ministry of Industry
Dobrin Oreshkov
(Team Leader & Electric Expert)
Valentin Stankov (Heat Expert)
Mitko Dimitrov (Heat Expert)
Nestor Nestorov (Heat Expert)

担当者名（職位）

(財)省エネルギーセンター

(*)
　1998年6月以降、8名の短期専門家を派遣した(食品、ｶﾞﾗｽ、繊維、炉、計測、紙
等)。
　1998年12月に巡回指導調査団を派遣した。
　1999年4月に研修生1名を受け入れた。

研修生受入れ　　1999年 4月(省ｴﾈﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ1名)
　　　　　　　　1999年10月(電気省ｴﾈ1名)
　　　　　　　　2000年 3月(省ｴﾈ政策1名)
　　　　　　　　2000年 6月(計測技術1名)
短期専門家派遣　1999年 4月(省ｴﾈﾋﾞｼﾞﾈｽ方策)
　　　　　　　　　　　 9月(工場運営管理)
　　　　　　　　　　　10月(技術情報)
　　　　　　　　　　　11月(繊維)
　　　　　　　　2000年 5月(省ｴﾈ管理)
　　　　　　　　　　　 5月(ﾎﾞｲﾗｰ運転)
2000年10月にプロジェクト終了。2001年6月にセンターは経済省参加の独立法人となっ
た。職員数、予算とも増加。プロジェクトフォローアップ及び新規採用職員のための
教育を目的とし、2001年7月～2002年1月に短期専門家2名が派遣され、指導に当たっ
た。

国　　　　名 予 算 年 度 3～5
省エネルギー計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

1.ｴﾈﾙｷﾞｰ需給、省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策の問題点
　1)ｴﾈﾙｷﾞｰ需給上の問題点
　2)省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策上の問題点
2.ｴﾈﾙｷﾞｰ政策の確立
　1)ｴﾈﾙｷﾞｰ供給政策
　2)省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策
3.ｴﾈﾙｷﾞｰ主管組織の明確化
4.ｴﾈﾙｷﾞｰ価格の適正化
　1)原価主義に基づく適正な価格の設定
　2)二部料金制の導入
5.省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策実施機関の位置
6.工場省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進施策
　1)ｴﾈﾙｷﾞｰ多消費工場での省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進の強化
　2)省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進のための工場での技術的判断基準の認定
　3)省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進のための接技投資促進策
　4)省ｴﾈﾙｷﾞｰの普及啓蒙、情報提供、表彰
7.技術開発
8.ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ製造業部門の省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進のために次の5工場ｻﾝﾌﾟﾙとして調査し、
　技術的改善の適言をした。
　1)洗剤工場
　2)ｶﾞﾗｽ工場
　3)繊維工場
　4)製紙工場
　5)食用油工場

1.国家計画(1995～1998年)に、ｴﾈﾙｷﾞｰ計
　画が盛り込まれた。
2.産業省内に省ｴﾈﾙｷﾞｰ主管機関として省
　ｴﾈﾙｷﾞｰ部が設立された。
3.1995年8月、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
　「ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」
　(1995.11.1~2000.10.31)のR/Dが締結
　された。活動内容は「工場診断・改善
　指導」「情報提供」「施策提言」
　「広報」等。1996年度までの実績は専
　門家派遣18名、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ受入2名、
　機材供与17,711千円。
4.報告書は「省ｴﾈﾙｷﾞｰ改善」の資料とし
　て活用されている。
5.省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰは供与機材を使用し
　て、有料の工場診断を実施している。
6.省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策に係る最高意志決定機関
　として、閣僚会議直属の省ｴﾈﾙｷﾞｰ
　委員会(ﾒﾝﾊﾞｰ25名)が設置され、政策
　の立案と実施に際しては、産業省に属
　する省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰと緊密な連絡を取り
　合っている。現在国会で審議中の省ｴﾈ
　法案は、両組織の共同作業により作成
　された。
　(1998年11月現地調査)

技術移転:1. ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対し、現地において調査団携行機材を使用した工場診断技術をOJTにより
　　　　　　指導した。
　　 　　2. 1992年11月及び1993年11月、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ各2名に日本で以下の研修を行った。
　　　　　　(1) 日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策　　　(2) 産業界の省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法
　　　　　　(3) 工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例
2000年3月:終了時評価調査実施　10月31日ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ完了

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの次期事業としてのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力「ﾌﾞﾙ
ｶﾞﾘｱ省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の正式要請がﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ政府からあ
り、1994年1鎌に東欧省ｴﾈﾙｷﾞｰ基礎調査、1994年11月に事前調
査、1995年5月に長期調査を実施し、1995年8月にR/Dを締結し
た。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始は1995年11月とし、協力期間は5年間であ
る。1995年11月に産業省内にEEC(Energy Efficiency Center)
が設立され、同時に11月から1996年2月にかけて長期専門家4名
を派遣するとともに研修員の受入を実施している。
　1996年6月に供与機材(計測機器類)ｷｬﾘﾌﾞﾚｰｼｮﾝのために短期
専門家2名を派遣した。1996年11月に製鉄工場(電気炉)診断の
ために短期専門家2名を派遣した。
　1997年2月に繊維工業及び肥料工業予備診断のためそれぞれ
短期専門家3名、合計6名を派遣した。
　1997年3月にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ2名を受入れ、計測実習指導を行っ
た。
　1997年6月3名(肥料)同11月2名(繊維)1998年2月2名(肥料)同7
月2名(医薬品)の短期専門家を派遣した。1997年11月に巡回指
導調査団を派遣した。1998年2月にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ2名を受け入れ、
省ｴﾈ技術指導を行った。
(*)へ続く

The Study on the Rational Use of Energy in the
Republic of Bulgaria

調 査 団 員 数

 井口　光雄

 (財)省エネルギーセンター

コンサルタント名
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2002年3月改訂

ブルガリア 報告書提出後の状況

和 470,328 千円

案　件　名 英 58.27 人月

団長 氏名

所属

16

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 5～7
鉄鋼産業再構築及び近代化計画調査

実績額（累計）
1996.5
　川崎ﾐｯｼｮﾝを派遣し、ｸﾚﾐｺﾌﾁ製鉄所を対象としたOECF
資金調達のためのF/Sを行うことで合意。
1997.6
　政権交替(1997年4月)で、窓口が変わり、OECF資金の
ための政府L/Gは出ないことが判明。どきような資金で
行うか検討中。
1997～1998
　IMFの管理下にて民営化が進められており、ｸﾚﾐｺﾌﾁ製
鉄所も対象となっている。
　1999年7月にKremikovtzi製鉄所は地元のDura
Metals(現地のﾄﾚｰﾀﾞｰ)が71%の資本を握り民営化され
た。その他の4製鉄所に関しては不明。
2002.3現在：変更点なし。（PCI,転炉改造の各案件も
検討しているようであるが、資金手当ても含め、進捗は
認めにくい。）

Study of Restructuring and Modernization of the
Steel Industry in the Republic of Bulgaria

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1996.3

コンサルタント名 川崎製鉄(株)

調
　
査
　
団

 百合野　貴之 住友金属工業(株)

 川崎製鉄(株) 人事部付 相手国側担当機関名 ブルガリア共和国産業省
金属局局長
Mr. P. Gowanov調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 95.5.13～5.23（11日）
95.7.1～8.8（39日）
95.11.4～11.28（25日）

(調査目的)
　ｸﾚﾆｺﾌﾁ、ｽﾄﾏｰﾅ、ｶﾒｯﾄ、ﾌﾟﾛﾒｯﾄ、ﾚｺｺの5つの製鉄所を対象に、鉄鋼産業の再構
築のための近代化計画を策定した。

(提言内容)
 近代化対象である5製鉄所に対して9ｼﾅﾘｵの近代化案を検討・呈示し、10年間に
行うべき内容として、以下の点を提言した。

1)ﾌﾟﾛﾒｯﾄ製鉄所の閉鎖・ｸﾚﾐｺﾌﾁ製鉄所を中心とする生産能力の適正化(350万t/
　年から186万t/年へ)
2)操業改善による生産ｺｽﾄの削減
3)公害防止対策
4)人材育成
5)近代化必要金額:約270百万US$

　ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ鉄鋼業は国際競争力に乏しいた
め、生産能力の調整は大幅な下方修正を強
いられている。
1)ﾌﾟﾛﾒｯﾄに代わり、ｶﾒｯﾄ製鉄所を完全閉
　鎖(1998年初)。
2)ｸﾚﾐｺﾌﾁ製鉄所は3台の高炉のうち1台を
　停止、また電気炉2台のうち1台を停
　止。生産量を年間230万ﾄﾝから160万ﾄﾝ
　へと30%削減した。
3)ｽﾄﾏｰﾅ製鉄所では3台の電気炉のうち2
　台のみ操業。生産量も25%削減(年間
　80万ﾄﾝから60万ﾄﾝ)。
4)操業効率の改善:ｸﾚﾐｺﾌﾁ製鉄所におい
　て、連続鋳造技術の導入が図られてい
　る。来年度初めにも、基礎設備の組み
　立てに取り掛かる予定。実施が遅れた
　のは、ひとえに資金面の手当ての問題
　による。ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全体の必要経費は
　80百万米ﾄﾞﾙとされている。但し、本
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ完成後は年間50百万米ﾄﾞﾙの
　ｺｽﾄ削減が可能とされる。
5)上記の生産設備改善に伴い、ｸﾚﾐｺﾌﾁの
　旧生産設備はｽﾄﾏｰﾅ或いはﾌﾟﾛﾒｯﾄに移
　設する計画もあり。
6)以上の鉄鋼業再編のための諸ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　は、本件JICA調査報告書を基に、ﾌﾞﾙ
　ｶﾞﾘｱ政府自らが作成した”National
　 Program for Restructuring of
　 Steel Industry in Bulgaria”に
　準拠している。(1998年11月現地調査)

　1997年に対外支払不能となり、IMFの管理下となり、国営企業の民営化が進行中。鉄
鋼業も民営化対象となっている。このために、政府L/Gを要する。OECF、輸出入銀行と
いった資金調達の目処がつかない状況。従って、民営化後の新ｵｰﾅｰの動向を注視す
る。

a.民営化後のKremikovtziに関してはｵｰﾅｰであるDura Metalsは3年間でUS$300Milの
　投資を行うことをﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ政府に約束しており、現在投資案件についての予算引合
　いを出している。

b.投資案件としては、JICAのM/P Planで提案しているものも含まれているが、より製
　品に近いところの投資案件(多くは細々とした改造案件)も含まれている。

c.川崎製鉄としては、細々とした投資案件は競争力が無いことから、JICAの調査時に
　提案した案件のうち、高炉へ微粉炭吹込み装置(PCI)導入と転炉の改造の2案件に関
　しての参画を検討している。

　閉鎖したｶﾒｯﾄを除く4製鉄所の全てにおいて、株式会社化は終了している。今後の課
題は株式を民間に売却することによって政府持ち株の割合を減らし、新の意味の民営
化を達成することである。(1998年11月現地調査)
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2002年3月改訂

ハンガリー 報告書提出後の状況

和 155,473 千円

案　件　名 英 30.07 人月 （内現地15.91人月）

団長 氏名

所属
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合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
技術移転例
1.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJTとしては、携行機材を使用して工場のｴﾈﾙｷﾞｰ診断技
　術の指導を行った。
2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ3名が日本で以下の研修を受けた。
　1)日本の省ｴﾈﾙｷﾞｰ政策研修　　　　　　　　2)工場の省ｴﾈﾙｷﾞｰ優秀事例研修
　3)産業界での省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進方法研修　　　　4)ｴﾈﾙｷﾞｰ診断機材取扱い研修

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

2002.3現在：変更点なし

The Study on Rational Use of Energy in the
Republic of Hungary

調 査 団 員 数

 井口　光雄

 (財)省エネルギーセンター

コンサルタント名

国　　　　名 予 算 年 度 2～3
省エネルギー計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

1.ﾊﾝｶﾞﾘｰの製造業部門の省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進のために、政府(工商業省)、ｴﾈﾙｷﾞｰ管理
　安全公社(AEEF)および省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進に関する機関の省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進活動を調査
　し、次の

　1)ｴﾈﾙｷﾞｰ価格の市場原理に基づく決定
　2)省ｴﾈﾙｷﾞｰ法の制定
　3)省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術開発
　4)情報提供
　5)工場省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断
　6)省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進ｾﾝﾀｰの設立

2.ﾊﾝｶﾞﾘｰの製造業部門の省ｴﾈﾙｷﾞｰ促進のために次の5工場をｻﾝﾌﾟﾙとして調査
　し、技術的改善の提言をした。

　1)繊維工場
　2)ﾀﾞｲﾔ工場
　3)ｱﾙﾐﾅ工場
　4)ｾﾒﾝﾄ工場
　5)鉄鋼工場

　ﾊﾝｶﾞﾘｰのｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄであるAEEFは付与さ
れた工場省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断機材を用いて、工場
に対して省ｴﾈﾙｷﾞｰ診断を実施した(1994年3
月現在)。

1993年ﾊﾝｶﾞﾘｰ初の国家ｴﾈﾙｷﾞｰ製作公布。
1996年省ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、国会により認
可。
1997年省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰを設立
電気／ｴﾈﾙｷﾞｰ価格は完全に自由化されてお
り、現在では西欧との間には価格差はな
い。
(1998.11現地調査)

現地調査期間 91.7.22～9.20

M/P／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1992.9

ハンガリー政府経済省エネルギー局

担当者名（職位）

(財)省エネルギーセンター
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2002年3月改訂

ハンガリー 報告書提出後の状況

和 中小企業振興計画調査 千円

案　件　名 英 51.53 人月

M/P /工業一般

ユニコ インターナショナル株式会社

団長 氏名  稲員 祥三 株式会社三和総研

所属  ユニコ インターナショナル株式会社

16

00.6～1.53ヶ月/00.9～3ヵ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間

小山JICA専門家が、最終報告書提出時から長期派遣さ
れ提案事項のフォローアップを行なっている。

国　　　　名 予 算 年 度 12

実績額（累計）
The Development Study on the Promotion of Small
and Medium-sized Enterprises in the Republic of
Hungary

調 査 延 人 月 数

調査実施時、同国は市場経済の体制を導入中であった。中小企業振興における政府の
役割と市場経済化を念頭において提言内容をまとめた。

2001年12月末現在、提案内容が実現/具体
化されたとい う情報はない。小山JICA専
門家（長期派遣）がフォローアップ中で実
現／具体化中(2002.3現在)。

 ハンガリー国は市場経済移行後10年を迎え、またEU加盟を視野に入れて、政
治・経済を始めとする各分野の改革を急いでいる。特に近年は、中小企業振興
に力を入れ2000年1月には基本法である「中小企業振興法」を施行した。2001年
から2007年までの国家開発計画（俗称セーチュニプラン）を策定中であった。
この機をとらえ、ハンガリー国はわが国に対して中小企業振興計画調査の実施
を依頼してきたものである。本報告書の提言、提案内容がセーチュニプランの
具体化に貢献することが期待されている。
調査項目:
1）ハンガリー経済と中小企業の地位
2）中小企業政策・体制
3）特定分野開発計画（下請け振興、金融制度、人材開発、ビジネス情報）
4）マスタープラン（全体構想、戦略とアクション･プラン）
パイロットプロジェクト実施本件調査では、JICA鉱工業調査課の初めての試み
として、開発調査の構想の中でパイロットプロジェクトの実施を行なった。下
記3件のパイロットプロジェクト（PP）のうちPP‐1は指示書確定、PP‐2、PP‐
3はPhaseⅠで選択、PhaseⅢで実施したものである。
PP‐1:下請け振興プロジェクト（企業診断6件を含む）
PP‐2:インターネット利用マッチメイキングプロジェクト
PP‐3:若手経営者集中教育プロジェクト
提案事項:開発目標:競争力のある中小企業育成
（戦略1）中規模･小規模支援充実
（戦略２）振興策と制度の末端への浸透
（戦略3）設備近代化と技術革新
（戦略4）下請け取引き振興
（戦略5）成長産業の創業支援具体的施策として、政策提言8件、提案プログラ
ム13件を提案した。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 ハンガリー共和国経済省

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

コンサルタント名

198,528

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 00.　12
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2002年3月改訂

リトアニア 11～12 報告書提出後の状況

和 パルプ・製紙工業開発計画調査 177,401千円

案　件　名 英 45.71 人月

M/P /その他工業

00. 11

ユニコインターナショナル株式会社

団長 氏名  白石 正明

所属  ユニコ インターナショナル株式会社 リトアニア国経済省工業戦略局

13 Osvaldas Ciukysys(経済副大臣)

00.2～1.17ヶ月/00.5～2.13ヶ月/

00.10～0.33ヶ月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

 ①投資勧誘のためのタスクフォースチー
ムの形成
 ②政府内（閣議）で本プロジェクト推進
の合意取り付け
 （01.4）
 ③INVESTMENT GUIDEの配布
 （世界の主要紙・パ企業93社）
 ④投資勧誘活動の継続実施（在外公館
ベース）

  独立回復後、リトアニア経済は他の市場経済移行国と同様に低迷を続けてい
る。特にロシア偏重の市場・経済体制はロシア経済の不安定さを直接反映して
いる。同国は国内資源にも乏しく、長期的に経済安定化の基礎となるべき産業
の開発に努力しているが、農業も鉱業も不振を極めている。かかる状況下、リ
トアニア政府は、唯一国産資源として持続的に供給可能な森林資源に着目し、
林産工業の開発を重点政策として取り上げ、その一環として大型パルプ工業の
実現を図ることを目的に日本政府に対し本件計画調査への協力を要請した。ま
た、典型的資本集約型工業であるパルプ工業の実現には、同国の資本力では到
底実現不可能との判断から、外国資本の導入を前提とした計画作成を意図して
おり、外国企業誘致の目的も調査の範囲に含まれいる。
  市場調査、原料調査、立地選定、立地環境調査、投資環境調査、工場設計、
経営計画、財務分析等が調査内容の主要な部分を構成し、原料供給の量的可能
性（持続的供給力）と価格的競争力、立地環境の適性と選定（公害負荷の測定
を含む）,製品の価格競争力等、通常のF/Sとしての必要項目は全て含まれてい
る。
政府による積極的政策支援の提案策定等が調査内容の中で重要な点となってお
り、外資導入を実現するための手段として「投資促進資料（INVESTMENT
GUIDE）」を作成し、主要先進国の製紙メーカーを中心とした投資家に対し戦略
的働きかけを行なう戦術提案が含まれている。この他、リトアニアの既存製紙
メーカーの整理統合提案、古紙回収・利用に関する政策提案を行なっている。
   本調査で特別重要とされる環境対策については、EU加盟を前提とした環境基
準の充足が条件となることから、紙・パルプ産業を対象としたEUの
BestAvailableTechnologyの適用を中心に工場設計が行なわれた。この中には乾
式デバーカー､ECF/TCF法による漂白、酸素脱リグニン等が含まれ、この他用水
のリサイクル利用、熱回収と効率利用（省エネ）によるエネルギーの自給シス
テム、排水のバイオ処理等が含まれている。

  最終報告書提出直前（10月）に総選挙が行われ、
2001年1月に新内閣が成立したが、その後数次にわたる
内閣改造により経済省大臣も3回交代したため、4月の
閣議で実施促進の決定が行なわれたにもかかわらず、本
プロジェクトの実施決定は7月の内閣改造まで中断され
た。タスクフォースチームは経済省大臣を主任、同省副
大臣を副主任とし、全体で16名の構成となっており、
メンバーには国会副議長、国会議員、LDAスタッフ等を
含む。プロジェクトの実施促進活動は2001年8月27日、
世界の主要紙・パ企業93社に対する勧誘書類の送付を
以って開始された。しかし、世界不況を反映し、回答は
思わしくなく、同国の在外公館を通じた勧誘を継続して
いるが、この先の実施促進策につきJICAの協力を期待
している。

国　　　　名 予 算 年 度

実績額（累計）
The Study on the Development of Pulp and Paper
Industry in the Republic of Lithuania

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月

コンサルタント名
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2002年3月改訂

ポーランド 報告書提出後の状況

和 147,824 千円

案　件　名 英 38.66 人月

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間 96.8.17～9.25／96.11.16～12.15
97.2.23～3.6

M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1997.3

ポーランド政府経済省
Ministry of Economy of the Republic of
Poland担当者名（職位）

(株)サイエス

国　　　　名 予 算 年 度 8～9
国有企業リストラクチャリング計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

　2001年に向けて、ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞの国有企業は全て民営化を迫られている。ﾐｴﾚﾂｴﾝｼﾞ
ﾝ社の調査を通し、C/Pたる経済省に行った提言は全産業に広く役立ったことと
なった。

提言内容
1.2000年の自動車産業のｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌﾟﾗﾝ策定、政府との協力
2.工業会と技術協会の設立
3.国内部品産業の育成
4.輸出政策
5.現場改善と現場ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

1.1997年3月にﾐｴﾚﾂｴﾝｼﾞﾝ社ﾄｯﾌﾟﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ
　は中・長期案件作成を確約した。
2.現場改善ｻｰｸﾙﾁｰﾑの活動が成功し、全従
　業員の参画意識が高まった。
3.各種業界団体が編成され始める。全体
　の総括組織としてﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ商工会議所
　設立。
　(1998.11現地調査)

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(財)国際開発センター

　1998年2月ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査団が2ヵ月間の現地ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
調査及びｾﾐﾅｰを行った。

2002.3現在:新情報なし
The Study on Restructuring Plan of Enterprises
Controlled by the State in the Republic of
Poland

調 査 団 員 数

 渡辺　陽

 (株)サイエス

コンサルタント名
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2002年3月改訂

ポーランド 8～11 報告書提出後の状況

和 省エネルギー計画マスタープラン調査 千円

案　件　名 英 25.00 人月

M/P /エネルギー一般

99．　6

財団法人 省エネルギーセンター

団長 氏名  竹村洋三 財団法人日本エネルギー経済研究所

所属  財団法人 省エネルギーセンター ポーランド共和国経済省/省エネルギー公社

19

97.3～99.3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

現地調査期間

国　　　　名 予 算 年 度

実績額（累計）

最終報告書作成年月

1)｢省エネルギー技術情報センター（ECTC)｣の設立
2）人材育成
３）モデル工場選定。モデル工場を通じた省エネの意識、技術の普及
４）省エネ事例、機器の普及、導入促進
５）ESCO育成経済省、大蔵省、環境省、建設省にて構成するステアリングコ
ミッティを組織し、開発調査期間中3回のコミッティを開催。

The Master Plan Study for Energy Conservation in
the Republic of Poland

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

コンサルタント名

・省エネ診断用計測機材を供与
・平成10年度2名、平成11年度1名の研修員を日本へ受け入れ
・平成10年3月中間報告セミナー、平成10年10月測定機材デモンストレーションを実
施。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 Dr.Roman Babot

(Director of International Cooperation Division)

提言された内容の一つである｢省エネルギー技術情報セ
ンター（ECTC)｣の早期設立の為短期専門家2名が派遣さ
れ｢ECTC　Project　Feasibility　Study｣が作成され
た。2000年10月プロジェクト方式技術協力のための基
礎調査、2001年5月から12月までに短期調査数回が行わ
れ、2002年3月RD締結予定である。（協力期間5年。長
期専門家4名）（2002.3現在）

ポーランドはEU早期加盟を目指しており、加盟要件の一つとしてエネルギー効率向
上、環境負荷低減があるため、省エネ推進は必須の課題である。

担当者名（職位）

394,033
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2002年3月改訂

ポルトガル 報告書提出後の状況

和 165,460 千円 (契約金額：151,739千円

案　件　名 英 41.97 人月

団長 氏名

所属

8  （＋通訳1名）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

・ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙは本調査中にDACに加盟したため、地域を変
　えてのJICA調査依頼があったが、協力不可能という
　ことになった。
・ICEP/東京の説明によると、本調査の提言、特に
　「ﾋﾞｾﾞｳ地区の総合開発」の項を読んだﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙの
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社(財閥系企業)が興味を持ちﾋﾞｾﾞｳ市長に
　相談し、ﾋﾞﾃﾞｳ市長は用地の無償提供を申し出たとの
　ことである。財閥系企業としてﾊｲﾃｸ工業の開発を行
　いたいとのことである。
・ﾊｲﾃｸ工業団地開発のため、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ財閥は、日本の
　ﾊﾟｰﾄﾅｰを捜しているとのこと。弊社に問い合わせが
　あり。心当りに話をするつもりである。
　(1994年3月現在)

2002.3現在:進捗状況不詳

The Industrial Development Promotion Study of
Aveiro-Viseu Region in the Portuguese Republic

調 査 団 員 数

 相原　宣夫

 ユニコ　インターナショナル(株)

コンサルタント名

　提言内容は自治体によるﾊｲﾃｸ工業団地の開発であったが、実施母体が設立されるま
でに至らず、代わってﾊｲﾃｸ工業団地開発を含めたJICAﾚﾎﾟｰﾄ提言実現化のためのﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟｸﾞﾙｰﾌﾟが形成されている。その間、市は独自の外資誘致に対し、土地の無償提供を
行っている。
　その後、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ南部で自動車関連の投資が進み、部品産業については、一部本調査
対象地域においても企業の進出が見られる。その際、提言した投資振興策が参考とさ
れている。
(1999年12月現在)

国　　　　名 予 算 年 度 3～4
アベイロ・ビセウ地域工業振興総合計画

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

(基本戦略)
1.環境と調和した工業振興
2.ｱﾍﾞｲﾛ地区工業の近代化を再構築
3.ﾋﾞｾﾞｳ地区工業の加速的振興
4.工業の波及とﾘﾝｹｰｼﾞ
5.中小規模伝統工業の近代化

(基本戦略実現の手段)－ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
1.工業団地の造成
2.産業廃棄物中央処理現場建設
3.工業再配置
4.外国企業とJ/V促進
5.外国大型投資の誘致
6.住環境の整備
7.ﾋﾞｾﾞｳの空港の整備
8.経営者の再教育
9.中小企業向制度金融

(ﾋﾞｾﾞｳ地区の総合開発計画)
　特に工業後発地域ﾋﾞｾﾞｳについて、上記手段のうち1,6,7を組み合わせたﾃｸﾉﾎﾟ
ﾘｽ･ﾋﾞｾﾞｳの総合開発計画を提案した。

　欧州諸国から誘致促進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに工業用
地の無償提供を組み入れ、1992～1993年の
投資実績を前年比30%にまで上げることが
できた。日本からの投資誘致にもこのﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑが適用されているが、投資実現までに
は至っていない。

現地調査期間 91.6～92.5

M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1992.7

Instituto do Comercio Externo de
Portugao-ICEP
Prof. Miguel Athayde Marques (Vice
President)

担当者名（職位）

ユニコ　インターナショナル(株)
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2002年3月改訂

スロベェニア 報告書提出後の状況

和 130,535 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

下記の通り個別専門家が派遣された。

1997年 9月～1999年 8月(2ヶ年)
　　長期専門家　　久保 幸路(水使用合理化)
1997年10月～1997年12月(3ヶ年)
　　短期専門家　　田中 良弘(排水処理専門家)
1998年 9月～1999年 8月(1ヶ年)
　　長期専門家　　緑川 義教(排水処理)
2002.3現在：新情報なし

The Study for the Sanitation of the Drave River
by Waste Water Pretreatment and Conservation in
Industry in the City of Maribor

調 査 団 員 数

 後藤　藤太郎

 (財)造水促進センター

コンサルタント名

2000.10現在:個別専門家派遣については、本調査の提言具体化のため、ﾏﾘﾎﾞｰﾙ市より
　　　　　　強い要請があった。

国　　　　名 予 算 年 度 7～8
マリボール市産業廃水予備処理及び水使用合理化計画
調査 実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

(調査目的)
　ﾏﾘﾎﾞｰﾙ市の主要産業分野における工場廃水処理の改善及び水使用合理化促進
のための標準的廃水処理及び水使用合理化ｼｽﾃﾑ計画の策定、及びそれらｼｽﾃﾑの
普及に向けた行政・関係当局が取るべき施策についての提言の実施
(調査地域概要)
　ﾏﾘﾎﾞｰﾙ市はｽﾛｳﾞｪﾆｱ第2の都市(人口15.2万人、1994年)であり、原材料を加工
し販売する工業都市であるが、この10年企業のﾘｽﾄﾗの結果、不況による失業者
が深刻である。そのため、環境ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの投資は不十分な状況にある。
(提言内容)
1.産業排水及び予備処理
　・工場の産業排水実態把握のための専任担当者の配置、工場内における用水
　　流量計設置、定期的な水質・水量の測定
2.水使用合理化
　・企業への技術的財政的援助、合理化を妨げないWWTP料金体系設定
　・用排水量の正確な把握と完全な水ﾊﾞﾗﾝｽ作成、用途別必要な最低量・質の
　　把握、工場の操業状況に対応した水ﾊﾞﾗﾝｽの見直し、経済性を確認した上で
　　実施可能なものから合理化実施
3.WWTP
　・料金設定基本方針－「費用は使用者支払料金で賄う」「平均処理費を

　　160SIT/m3とし産業排水の汚濁程度、量を増減する」「汚濁の程度を表す
　　指標はCOD,BOD,SSとする」
4.行政が採るべき施策
　・人材育成のための専門機関設置、専門家認定制度
　・環境対策に対する優遇制度設置－環境設備取得に対する税の減免、環境設
　　備投資に対する低利融資
　・環境関係ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ会社の育成
(その他)　ﾓﾃﾞﾙ工場20に対して、「用水・排水の現状分析、考察」「水使用合
理化のﾓﾃﾞﾙｼｽﾃﾑとその経済性評価」「廃水処理・予備処理のﾓﾃﾞﾙｼｽﾃﾑとその経
済性評価」「一部ﾓﾃﾞﾙ工場についての財務分析」を実施

　提言内容を具体化するために産業排水処
理及び水使用合理化に関する個別専門家を
派遣し、ﾏﾘﾎﾞｰﾙ市の代表工場に対し個別に
より詳細な指導をすることになった。

現地調査期間 95.3～97.3
（都合5回派遣）

M/P／その他

最終報告書作成年月 1997.3

環境省
マリボール市

担当者名（職位）

(財)造水促進センター
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2002年3月改訂
アルメニア 報告書提出後の状況

和 アルメニア民間セクター開発計画 147,784 千円

案　件　名 英 41.24 人月

団長 氏名  東　勇次郎

所属  CRC海外協力（株）

8

98.10.8 ～ 98.11.28

99.2.25 ～ 99.3.27

99.7.15 ～ 99.7.24

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

ｱﾙﾒﾆｱ政府に対する提言等
1)中期(7ヵ年)開発計画「Vision Armenia-2005」の策定(主要な政策課題を特
　定し、中期的解決を計る。そのための開発戦略と政策、計画策定の手法、具
　体例として貿易政策、地域開発政策等)
2)民間ｾｸﾀｰ開発政策と実施機関及びﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｼｽﾃﾑの構築(経済省を縮小、改
　編して経済開発企画省を設ける。開発銀行を創設する。中小企業支援基金等
　の創設、ADAの強化等)
3)9項目の実施ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提案
4)重点ｻﾌﾞｾｸﾀｰのうち、2ﾓﾃﾞﾙ企業の経営指導を行った。

1)中期計画(3～5年)の策定が試みられて
　いる(報告書が参考にされている)
2)経済省を縮小、機能を追加して報告書
　の主旨に基づき改編された。
3)ADAが強化された。人口ｾﾝｻｽが実施さ
　れた。
4)2ﾓﾃﾞﾙ企業は、調査団の経営指導と提言
　を受けて、経営改善を徐々にではある
　が進めている。

　現政権の再重要課題は、経済問題である。経済改革の基本方針・方向は変わらない
が、政変後政府の具体的政策の継続性が十分確保されていない。
　本調査で中心的役割を果たしてきたADA Yeghiazaring長官は2000年2月に突然更迭さ
れた。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

（監）トーマツ

アルメニア開発庁

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

Armenian Development Agency

Mr. Gagik Yeghiazarian　（長官）

・1999年10月、議会中ｻﾙｷｼｱﾝ首相が暗殺され、同首相
　の弟が首相に就任。
・2000年3月省庁の縮小(25省庁から18省)、組閣があ
　り、ｿ連邦崩壊後、政権から離れていた共産党員が
　入閣する等、挙国一致体制の政権となった。
・2002.3現在、経済問題が最大課題でとりわけ民間部
門の発展、国営企業の民営化推進が重要課題で本マス
タープランの提言は重視されているが、政情の不安定、
民間セクターの低成長、財政不足などで提言内容が十分
に実施されていない。

The Study on Master Plan for Development of
Private Sector in the Republic of Armenia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1999.7

コンサルタント名 ＣＲＣ海外協力（株）

国　　　　名 予 算 年 度 10～11

実績額（累計）
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2002年3月改訂

アゼルバイジャン 11～12 報告書提出後の状況

和 バクー市配電網改修・復興計画調査

案　件　名 英 38.49 人月 (現地25.19)

M/P /送配電

00.　12

日本工営株式会社

団長 氏名  宮川喜章 ㈱コーエイ総合研究所

所属  日本工営株式会社 バクー市電力部（BEN)

7

99.8～99.11/00.1/00.2～00.3/00.5～00.7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

基本設計レベルの調査によって抽出されたプロジェクト
に対して、調査終了後 無償資金協力の要請がアゼル側
よりなされた。しかし、実施機関であるBENの民営化の
問題により、採用されなかった。  (2002.3現在)

163,063千円

なし

最終報告書作成年月

コンサルタント名

国　　　　名 予 算 年 度

実績額（累計）
Master Plan Study on Rehabilitation and
Reconstruction of Electricity Supply in Baku in
Azerbaijan Republic

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

・調査の目的：
(a）配電システムの改修・復興計画の策定（M/P)
(b）緊急性の高いプロジェクトの基本設計レベルの調査
・調査対象地域：
首都バクー市内のSabail, Yasamal, Nasimi, Narimonov, NizamiおよびKhatai
の6地区
・配電網改修・復興計画の概要：
地中線路の改修・新設・469線路（232.9ｋｍ）
配電用変電所の改修・新設：262ヶ所
変圧器の増容量：374台（173.4MVA)
その他,宮殿指令システムに対する提言
・基本設計レベルの調査：
上記MPより、Sabail地区を最優先地域として選定した。
地中線路の改修・新設・42線路（17.4ｋｍ）
配電用変電所の改修・新設：35ヶ所
変圧器の増容量：54台（32.9MVA)
総事業費は約14百万ドル
 

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間
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2002年3月改訂

カザフスタン 報告書提出後の状況

和 353,002 千円

案　件　名 英 74.09 人月 （内現地15.16人月）

団長 氏名

所属

26

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

住鉱コンサルタント（株）

・民営化は予想を上廻るｽﾋﾟｰﾄﾞで実行されている。
・外国資本との間で合同もしくは売却の交渉が活発化
　している。
　特に、銅関係部門は外国資本による経営に切替った
　(ｼﾞｪｽﾞｶﾞｽﾞｶﾞﾝ、ﾊﾞﾙﾊｼetc)。
・政府内行政組織が大幅に変更されたとの情報があ
　る。

2002.3現在：非鉄金属鉱業は生産を回復し民営化が推
進されている。

The Master Plan Study on Promotion of the
Nonferrous Metals Industry

調 査 団 員 数

 松浦　淳雄

 三井金属資源開発（株）

現地調査期間 95.11～97.3

1.生産事業体を利益ある体質へ変革する
　・新現鉱山の開発、既鉱山の増減産、不採算事業からの撤退、など原料基地
　　の再整備
　・原料の安定供給に見合った製錬所の操業
　・市場のﾆｰｽﾞにあった加工品の生産量、品質及びﾕｰｻﾞｰの開拓
　・企業の経営、管理体制を整備する
2.市場と市場開発　　　生産品の市場戦略をうち立てる。LMEへの登録
　　　　　　　　　　　商社機能の育成、貿易振興事業団当によるﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ
3.振興計画の実行体制　振興支援組織の創設、法制度改訂
4.環境保全
5.外国からの支援　　　国際協力機構からの資金援助、開発協力等
6.1996～2000年　基盤の整備
　2000～2005年　安定成長と構造改新
　2005～　　　　産業構造の活性化高度化
7.政策提言に関するｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
　1)産業危機脱出の為の政策実施(企業負債一時凍結、外資法改正、関税・
　　物品税・付加価値税等の減免)
　2)不採算国営企業の縮小・閉鎖
　3)民営化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを2000年を目途に実施、その後は民間中心の経営実施
　　2001年以降、行政は監督・監査・許認可権で産業を管理・指導
　4)振興政策の実施は実行機関を新設
　5)環境行政は、環境省－国土全般、通産省－事業地域の分担、公害発生可能
　　性地域では環境技術管理ｾﾝﾀｰを設立し管理ｼｽﾃﾑの中心に外国の協力獲得に
　　積極的なｱﾌﾟﾛｰﾁ実施
　6)資金調達は企業責任による自己調達を原則とし、政府は政府保証等の支援
　　実施
　7)非鉄金属産業製品内需拡大のために農業、機械製造業等の振興実施

・企業の経営体制の整備の中で提案した
　東ｶｻﾞﾌ州の企業合同が実行され民営化
　に移行した。 1.鉱山の閉山については地域社会に及ぶ影響が大きく実行が遅れている模様。

2.民営化が進行中、ﾊﾞﾙﾊｼｺﾝﾋﾞﾅｰﾄに外国資本が参加して経営権を持った。
3.韓国三星ｸﾞﾙｰﾌﾟ、加ﾆｭｰﾓﾝﾄ社が参加後、ﾆｭｰﾓﾝﾄ社は撤退。

　担当者(元政策総局長)は東ｶｻﾞﾌｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ合同の民営化会社の経営者になった。
　遷都が実施され(Almaty→Astana)、遷都に伴う各種事業(含ODA)が活発に行われてい
る。

産業貿易省
V. K. Kulsartov
産業政策総局　局長

コンサルタント名

担当者名（職位）

三井金属資源開発（株）

M/P／鉄鋼・非鉄金属

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 1997.2

国　　　　名 予 算 年 度 7～8
非鉄金属産業振興計画調査

実績額（累計）
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2002年3月改訂
カザフスタン 報告書提出後の状況

和 機械産業振興計画調査 千円

案　件　名 英

M/P /機械工業

財団法人 素形材センター

団長 氏名 若林 輝彦 八千代エンジニアリング株式会社

所属 財団法人 素形材センター

97.11～99.3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 エネルギー･産業･貿易省

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

国　　　　名 予 算 年 度 9～11

実績額（累計） 306,949

･調査目的:カザフスタンの市場経済化を支援し、機械残業の振興に資するこ
と。
･調査対象地域:　カザフスタン共和国国内
･調査項目:
1)経済社会状況調査　  2)機械産業状況調査　　 3)企業調査
マスタープランとして現状分析に基づき、国際市場での競争力確保のため、分
業･専業化による技術力及び価格面で優位に立てる合理的な生産体制の確立を目
ざし、短･中･長期の観点から開発戦略について提言。短期的課題としては、既
設の生産設備を生産･縮小させて、現在の市場規模に適応する生産体制に変換す
る必要がある。中期的には現在輸入に依存している部品･コンポーネントの国産
化を行い、長期的には「機械産業開発プログラム(案)」でも現在の輸入製品の
国産化を順次図っていくこととした。研究開発費の削減、早期育成、国際市場
に参入する際のマーケティング力を考慮すると、国際企業グループとの技術提
携による開発方式が望ましい。最後に、アクションプランとして、機械産業振
興実行計画、産業再編成計画、モデル企業経営改善計画を提示。

Master Plan Study for the Development of
Machinery Industry in the Republic of Kazakhstan

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

最終報告書作成年月 99．　3

コンサルタント名

2002.3現在：新情報なし。
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2002年3月改訂

キルギス 報告書提出後の状況

和 324,658 千円 (契約額：321,519千円)

案　件　名 英 82.37 人月

団長 氏名

所属

16＋1  （通訳）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度

コンサルタント名

(工業開発ﾋﾞｼﾞｮﾝ)
　当面既存のｻﾌﾞｾｸﾀｰによる国内資源ﾍﾞｰｽの工業製品の輸出強化による外貨獲得、現在輸入されている工業
製品の国産化による外貨節減を行い、その間に持続的成長を支えるべき産業構造の再編と保有技術・設備
を活かした非在来型工業、非資源ﾍﾞｰｽの産業、国内資源ﾍﾞｰｽの新工業等の育成を図る。

(有望ｻﾌﾞｾｸﾀｰ選別のｸﾗｲﾃﾘｱ)
1.原材料入手可能性　2.保有技術・要員活用可能性　3.既存生産設備利用可能性　4.需要
5.製品の品質・価格
(有望ｻﾌﾞｾｸﾀｰ進行・育成戦略)
1.繊維工業
　1)短期　「優良な材料確保」「巨大企業縮小集約化・効率的経営」「運営資金援」「業界
　　団体結成」「企業経営・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞに関する教育・指導」
　2)中長期　「ﾓﾃﾞﾙ工場設置」「国内流通機構整備」「外国企業との提携と投資受入」
　　「商品企画、ﾌｧｯｼｮﾝ開発、市場調査等の技術修得」「ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｧｲﾊﾞｰ製造技術導入」
2.機械、電気・電子工業
　1)短期　「ﾀｼｭｸﾐｰﾙ多結晶ｼﾘｺﾝ工場稼動」「既存工場稼動率向上」「業界団体結成」
　　「需要調査と市場開拓」「企業経営機能修得」「個別企業の要素技術、設備、要員ﾘｽﾄ
　　　ｱｯﾌﾟ」
　2)中長期　「企業ﾘｽﾄﾗ」「輸出拡大準備」「大型投資実施」
3.食品加工工業
　1)短期　「食品加工業管轄省庁の連携強化」「流通機構整備」「食品衛生思想徹底」
　　「期間農産品国産化」
　2)中長期　「業界団体結成」「需要調査と市場開拓」
(工業開発経過悪実施のための政策、制度面における提案)
1.行政機構改革
　1)工業政策・貿易政策立案能力強化　「工業政策・貿易政策の一元実施」
　　「企業体の管轄・工業政策実施体制一元化」「望ましい産業貿易実施のた
　　めの組織・人材の確保・育成」
　2)政府組織改革　「省の数の削減、政策立案・実施・予算実行責任・権限移管」
　　「組織簡素化」「役職人員大幅削減」*に続く」

1.行政機構、特に工業省の改善
　但し、不十分
2.工業開発銀行の設立(1999年開業)
3.中小工業育成の促進活動
4.専門家派遣要請(対日本)
　　　*工業政策
　　　*軽工業(木綿、皮革興業)
5.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施協力要請
　　　*石炭、石炭工業開発調査
　　　*工業開発促進機関設立
　　　*電気、機械工業開発計画
6.多結晶ｼﾘｺﾝ工場
　　　*民間協力による工場稼動計画進行
　　　 中
　　　(1999年には着手見込み)
　　　*太陽電池工業の育成計画進行中
　　　(企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ結成)
7.開発銀行設立に合わせ、OECFの2-STEP
　 LOAN要請が行われる見込み。

　JICAによるﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝは、同国工業開発の基本案とな
り、現在に至るまで、工業開発の指導書として活用され
ている。今後共提案ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施を含め、日本に対す
る期待が大きい。
　1998年3月にはJICAのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査により、電気、機
械工業再建のためのReviewと提案を行った。又、専門
家派遣要請に対し、政策立案専門家及び市場開発専門家
の派遣(1999年)が予定されている。
 1999年に専門家2名が派遣された。
2001年に再度1名が派遣され現在も滞在中。(2002.3現
在)

The Study on Master Plan of Industrial
Development Plan

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 M/P／工業一般

最終報告書作成年月 1996.11

担当者名（職位）

現地調査期間

7～8
工業開発マスタープラン調査

実績額（累計）

*
2.金融・制度改革
　1)金融ｾｸﾀｰ　「国家資産基金内に民営化促進基金設置」「工業開発・貿易銀行創設」「銀行改革
　　実施」「NBKによる監督業務充実」「銀行預金保険制度実行」資本市場改革」「ﾘｰｽ産業育成」
　2)財政・税制度　「資本利得税撤廃」「国内資金活用」「目的税徹底」「税務行政見直し」「優
　　遇措置検討」「新税制施行」
3.貿易促進　「商品発掘・開発」「市場発見・開拓」「ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁ、商品開発、販売機能充実」
　「制度整備(輸出入銀行創設、輸出保健制度創設、貿易保健ｾﾝﾀｰ創設等)」
4.投資促進　「関連法規・優遇制度整備」「経済特別開設」「外国投資促進機関設立」「外国投資
誘致活動実施」
5.流通　「卸と小売の分化・確立」「専門化」「消費者までの時間的距離短縮」「独立性確保」
6.運輸　「幹線道路整備」「中央ｱｼﾞｱ5ヵ国による鉄道会社創設」「西欧・ｱｼﾞｱへの定期航空路開
　設」
7.中小工業ｾｸﾀｰ振興　「団体結成」「金融・技術・創業・市場開発支援」「裾野産業形成」
8.環境保全　9.社会環境改善　10. 工業標準振興
11. 品質管理能力振興 「QC活動活性施策実施」
12. 人材育成 「教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ見直し」「外国語大学設立」等

　経済開発は順調に進行しており、GDP伸び率も1997年は10%を超えた。但し、工業生
産伸び率は低く、工業部門の活性化が重要な鍵である。

ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 白石　正明 (株)ＣＲＣ海外協力

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 商工省
　Mr. Kuban Kanimetov
　工業政策局長調 査 団 員 数
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2002年3月改訂

キルギス 報告書提出後の状況

和 197,923 千円

案　件　名 英 44.51 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度

・鉱業分野のGDPは国家全体の10%を目標
・鉱業振興を3段階(育成期、自立期、発展期)に分け、それぞれ適切な政策の実
　施立案(ﾓﾃﾞﾙ探鉱開発地域の設定)
・中小規模鉱床の開発促進
・ﾓﾃﾞﾙ鉱山の設定と国の支援政策
・資源研究開発ｾﾝﾀｰの設立と技術支援
・中小鉱山の金融支援(探鉱開発基金等)
・一元的鉱業統括組織の設立
・環境管理体制の整備、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制の強化

・鉱業統括組織の簡素化を実施、鉱業公
　社を廃止し、地質鉱物資源庁に権限を
　集中。
・国家非常事態省に堆積場の汚染ﾓﾆﾀﾘﾝ
　ｸﾞ、自然災害の防止のためのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
　ｾﾝﾀｰを設立、管理体制を強化。
・中小鉱床の評価見直しを実施し、その
　中から将来有望な鉱床の概算F/Sを実
　施、自主探鉱実施中。

9～11
キルギス鉱業振興マスタープラン調査

実績額（累計）

M/P／鉱業

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

Steering Comitte of the Kyrgyz
Republic Murzagaziev Sh.M. (Depty
Chairman)

コンサルタント名

担当者名（職位）

三井金属資源開発(株)

・資源研究開発ｾﾝﾀｰの設立協力を日本国に要請中であるが、諸般の事情により繰り延
　べされている。このため最近の技術習得が遅れている。
・政策的な支援、長期鉱業振興計画等の立案に必要な最新鉱業技術を有する専門家が
　不足しているため、正当な鉱床評価が困難で次のｽﾃｯﾌﾟに進めない。

・資源研究開発ｾﾝﾀｰの設立協力を日本国に要請中であるが、諸般の事情により繰り延
　べされている。このため最近の技術習得が遅れている。
・政策的な支援、長期鉱業振興計画等の立案に必要な最新鉱業技術を有する専門家が
　不足しているため、正当な鉱床評価が困難で次のｽﾃｯﾌﾟに進めない。
・地質鉱物資源庁から資源開発協力基礎調査について、再開の可能性について問い合
わ　せあり。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

・鉱業の技術支援組織として、資源研究開発ｾﾝﾀｰの設
　立のため日本国へ技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを要請中。
・2002.3　鉱業関連組織の再編が続行中。Master Plan Study on Promotion of Mining

Industry in the Kyrgyz Republic

調 査 団 員 数

 西尾　政義

 三井金属資源開発(株)

現地調査期間 97.12～99.8

最終報告書作成年月 1999.10



 

 

 

 

 

 

 

 

（3）資源調査（全１５件） 
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 180,878 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

8,11,9,5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 78.1.10～3.31／78.4.1～79.3.31
79.4.1～6.9／79.11.7～80.3.31

鉱山省石炭公社
地質調査所

 住友石炭鉱業(株)

1.計画の概要
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は、ｽﾏﾄﾗ西ｽﾏﾄﾗ州炭鉱の石炭増産を目的として、隣接地区の炭量確認調査と
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝのF/Sを求めてきた。
　日本政府は、これに応じてﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査ﾁｰﾑを派遣し、8本の試錐を1979年6月に終了し
た。
　その結果を分析すると、南方方面に炭層の拡がりが有望と推定され、これに展開につい
て確認しておくことが炭鉱開発のF/Sに資するので、さらに2本のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞを行って炭層状況
の調査を実施した。
　2本のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞは追加の意味をつけてS-3、S-4とし、予定掘削長はS-3=650、S-4=700ｍで
ある。
　　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施予定機関　P.N.Tambang Batubara,Unit
                            Produksi Ombilin
　　・建設予定地：ｵﾝﾋﾞﾘﾝ鉱区内（ｻﾜﾙﾝﾄ）
　　・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：支出推定40百万USﾄﾞﾙ（F/S：49百万USﾄﾞﾙ）
　　・設備能力及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲：目標生産75万t/year
                                （1983年実績35万t）
2.結論及び勧告
　(1)S-3のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの結果、A層1.35ｍ、C層3.85ｍの炭層を確認した。
    （742ｍ 掘削）
　(2)S-4については、炭層の存在が見られなかった。（399ｍ 掘削）
　(3)ｼｭｶﾞｰﾙ（Sugar）地域の地表調査を約14平方kmにわたり実施し、地質図（1/5,000）を
作成した。
　(4)その他（今後のﾌｫﾛｰ）
　　 ｵﾝﾋﾞﾘﾝ炭鉱のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（石炭輸送、港湾を含む）のF/Sの実施を1980年度に予定す
る。

JICA実施のｻﾜﾙﾝﾄ（ｵﾝﾋﾞﾘﾝ）石炭開発計画調査の
概要・報告書提出後の状況については個別ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ要約表IDN008参照。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　勧告に従ってｵﾝﾋﾞﾘﾝ炭鉱のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝに関するF/Sを1980年度
に実施した。
　対象地域は
　　既存採掘区域　Sawah Rasau, Tauah Hitan
　　新規開発区域　Waringin, Sugar
　　Sugar地区ではS-13までﾎﾞｰﾘﾝｸﾞが実施された。
　　坑内採掘／露天採掘設備入荷
　　　（露天掘用は稼働中、坑内用は一部稼働中）
　1983～1986年に鉱山省と世銀との協力で炭鉱探査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実
施された。1990年にﾌﾗﾝｽよりｵﾝﾋﾞﾘﾝⅡ炭鉱のF/Sが実施された。
1996年1月現在ｵﾝﾋﾞﾘﾝⅡ炭鉱開発を進める民間企業の入札を行っ
ている。（1996年1月現在現地調査結果）
　最終的に中国1社に絞り、細部ﾈｺﾞ中であるが、昨今のｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
の経済事情もあり、契約に至っていない（1998年9月現在）。
　中国のｺﾝﾄﾗｸﾀｰとの交渉は現在も継続中で契約に至っていな
い。（1999年11月現在）

The Survey for the Rehabilitation of the
Ombiline Coal Mine

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1980.6

コンサルタント名

担当者名（職位）

住友石炭鉱業(株)

国　　　　名 予 算 年 度 52～54

実績額（累計）
オンビリン石炭開発計画調査

インドネシア

 河合栄一／伊藤公彦
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 422,614 千円

案　件　名 英 101.40 人月

団長 氏名

所属

19

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

81.2.3～3.26／81.7.6～7.16
81.8.24～11.10／82.6.20～7.6
82.7.25～83.3.31

実施機関
　VSI（火山調査所）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Lempur地域のDuabelasｴﾘｱ

総事業費
　未　定

実施内容
　5MWの小容量地熱発電所の建設

実施経過
　計画開始時期　未　定
　計画完了時期　未　定

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ担当機関の追加調査を実施したいとの意向から1986、1987、1988年度にｸﾘﾝﾁ地熱開発計
画としてF/S調査を実施。

　資金及び技術力の不足からF/S調査が一時中断していた。

　1986年12月F/S以降、案件名は「ｸﾘﾝﾁ地熱開発調査」に変更された。

　1998年度後半に、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの資金でJICA供与の機材を使って小口径試験井（予定深度1,000ｍ）が
掘削開始された。しかし、掘削後の坑内ﾄﾗﾌﾞﾙ等により噴出には至っていない。なお、当該地域の
大部分が国立公園に指定されたため、開発には公園との調整が必要となるｹｰｽも考えられる。

技術移転
(1)調査手法、解決手法について担当技術者に簡単にﾚｸﾁｬｰを行った。
(2)解決手法について、日本の地熱地帯と当該地熱地帯について比較しながら、ﾚｸﾁｬｰし、日本の地
熱地帯、発電所、開発作業状況の視察を実施した。
(3)地熱井掘削機、坑井特性測定器を供与し、使用方法を指導した。

西日本技術開発(株)

調
　
査
　
団

 江島　康彦

 西日本技術開発(株) 地熱部長 相手国側担当機関名 鉱山エネルギー省火山調査所：
Volcanological Survey of Indonesia
(VSI)
W.Subroto Modjo (Chief of Geothermal
Dev.)

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

ルンプール地熱開発計画調査
実績額（累計）

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ-：有り
（結　論）
・調査井は噴出に成功し約20t/hを噴出している。
・Duabelas地区の地熱貯溜層の分布面積は1.5km程度と推定さ
れ、開発可能出力が30MWが見込まれる。
・Sikai地区は有望と考えられるが、調査不足であるため現時点
では正当な評価ができない。

（提　言）
・Duabelas地区は30MWのﾎﾟﾃﾝｼｬﾙがあることが推定された。本地
区のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを確認するための追加調査が必要であるが、Lempur
地域の電力事情を考慮して、最初に5MWの小容量地熱発電設備を
開発するための技術的、経済的可能性調査結果を実施することを
提言する。
・引続きDuabelas地区並びにSikai地区の追加調査を実施するこ
とが望ましい。

The Feasibility Study for the Lempur Geothrmal
Development Project in the Republic of Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／新・再生エネルギー

最終報告書作成年月 1983.10

コンサルタント名

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 55～58
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2002年3月改訂

マレイシア 報告書提出後の状況

和 265,020 千円

案　件　名 英 63.68 人月

団長 氏名

所属

7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 8～11
マレイシアサバ州石炭探査・評価調査

実績額（累計）
･1999年、ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域においてDMGにより、4本の石炭
探査試錐が実施され、現在報告書を作成中である。
　またﾏﾘｱｳ地域の石炭資源いついて、ｻﾊﾞ州政府が関心
を示しており、同地域の探査について現在DMGと協議が
行われている。
・1999年実施した石炭探査の報告書はいまだ作成中。
・サバ州政府はマリアウ地域の石炭資源に関心を有しつ
つも、同地域の原始林の保護を理由に地域内での試錘を
含む探査を許可していない。

The Study on Coal Exploration and Assessment in
Sabah, Malaysia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／エネルギー一般

最終報告書作成年月 1999.9

コンサルタント名 三井鉱山エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

 島　健彦 日鉱探開(株)

 三井鉱山エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 Minerals an Geosciene Department
Malaysia (Sabah)
Alexander S.W.Yan (Deputy Director)調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 97.3～97.12／98.2～98.3
98.7～98.10／99.2～99.7

　ﾌｪｰｽﾞ1調査の結果選ばれた3地域について、詳細な地表調査および既存資料の
検討を行い、次の2地域について技術および経済性の両面より炭鉱開発可能性の
評価を行った。結論は次のとおり。
　南西ﾏﾘｱｳ地域：立地および地質条件よりみて、開発の可能性は低い。
　ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域：将来の開発可能性は比較的高い。

［提言の内容］
(1)ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域における詳細探査と石炭開発F/Sの実施
(2)調査地の西に隣接するﾏﾘｱｳ地域における石炭探査および資源の評価
(3)本地域全体の石炭開発に関するﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの作成
なお、上記提言の調査が実施される場合には、DMG（鉱山地科学局）の担当とな
る。

(1)ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域における詳細探査（4本
　 の探査試錐を実施）
（2）マリアウ地域の北西部に隣接するピ
ナンガ地域の調査の実施。

　ﾏﾚｰｼｱおよびｻﾊﾞ州政府は、国産資源の活用を重要視しており、提言内容について
は、基本的に合意している。
　ｼﾘﾑﾎﾟﾎﾟﾝ地域の探査は、小規模で予算も少額ですむため、報告書提出後すぐに実施
された。ﾏﾘｱｳ地域については、より規模の大きな探査であり、また原始雨林の中に位
置するため、環境問題も含めて政府内の関連機関で意見を調整中である。

機材供与：調査用車両、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ、測量器具等
ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ研修受入：延べ3名、3ヶ月
現地ｾﾐﾅｰ開催：ﾄﾞﾗﾌﾄﾌｧｲﾅﾙ提出後、石炭関連機関を集めて実施
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2002年3月改訂

タイ 報告書提出後の状況

和 370,157 千円

案　件　名 英 76.88 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 7～9
石炭探査・評価

実績額（累計）
2000年7月から2002年1月にかけて、ガオ炭田を対象と
したF/S技術移転プロジェクト（ガオ石炭盆総合開発計
画）が実施され、経済性を考慮した開発可能性評価技術
の移転がなされた。このF/S調査において開発有望とし
て選定された区域は、2002年早々、公開入札が実施さ
れる予定である。

The Study on Coal Exploration and Assessment in
the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／鉱業

最終報告書作成年月 1997.10

コンサルタント名 三菱マテリアル(株)

調
　
査
　
団

 村岡　次郎

 三菱マテリアル(株) 相手国側担当機関名 Department of Mineral Resources,
Ministry of Industry
（工業省鉱物資源局）
Nawee Pitchayakul, Chief of Coal
Exploration Section

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 95.7.16～9.9／95.11.5～96.2.10
96.6.2～7.13／96.11.3～97.2.22
97.6.1～7.4／97.10.19～10.30

　DMRは移転された技術を活用するとともに、今後新しい業務となる開発計画や
実施案の検討能力を備えることが必要と判断している。この為には開発の可能
性の高い炭層堆積盆を選定しJICAとの共同によるF/Sを実施することが望ましい
と判断。

1)実施機関:Coal Exploration and
　Development Section,Department
　of Mineral Resources(工業省鉱物資
　源局石炭探査・開発課)
2)対象地区:ﾌﾟﾗｴ鉱区、ﾉﾝ･ﾌﾟﾗﾌﾞ鉱区、
　ﾒ･ﾗﾏｵ鉱区
3)実施内容:上記実施機関と共同して上記
　対象区域を調査し、成果を解析して開
　発を前提に評価を行った。共同作業を
　通してﾀｲ国側に石炭資源の探査・評価
　技術の移転を行った。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 164,162 千円

案　件　名 英 40.00 人月 （内現地27.50人月）

団長 氏名

所属

6,9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

(株)ダイヤコンサルタント

国　　　　名 予 算 年 度 55～57

実績額（累計）
ゾングルダック炭田海域部開発計画調査

トルコ

 井上　正昭

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　数年後、ｺｽﾞﾙ坑東部の海域の調査を計画したが、陸上部の開発
に変更している。ｱﾏｽﾗ鉱区深部は、ﾀﾞｲﾔｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ(株)がﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの
柱状対比を実施しこれに基づき物理探査の計画を勧告した（1988
年）。しかし、当局は地形・地質が物理探査に適さぬとしてﾎﾞｰﾘ
ﾝｸﾞ調査をした。本地区では、1984年～1986年にｺﾝﾍﾟｯｸｽ社（ﾎﾟｰﾗ
ﾝﾄﾞ）が開発F/Sを実施している。この結果に基づき新地区の開発
とこれを燃焼した30～60万ｷﾛﾜｯﾄの発電所建設を考えているが、
州政府は第三者による炭鉱開発を要求しているので、日本に頼み
たいとの意向である（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名：ｱﾏｽﾗB鉱区開発F/S）。
1993年、石炭開発技術協力ｾﾝﾀｰ（JATEC）国内主要炭鉱を対象と
して、保安集中管理、人件費／資材管理のための調査団を派遣し
た。一部の炭鉱では世銀資金により電算化を実施している。

1999.10現在：その後の情報は入っていない。

Pre-Feasibility for the Zonguldak Off-Shore Coal
Mine Development Project in the Republic of
Turkey

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1983.1

　ｺｽﾞﾙ鉱Buyuk炭層にて630万ﾄﾝの炭量が埋蔵していることが予想されるも、海域部にて
種々の断層が入りくみかつ炭層傾斜も急勾配であるため、その採掘法は特殊なものとす
る。また、埋蔵炭量を増加させるため現在ある坑道からの水平ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞによる探査が必要で
ある。

　（実施機関）　　E.K.I（ｴﾚﾘｰ石炭公社）
　（実施予定地）　Kozul炭鉱内及びZonguldak沖
　（調査範囲）　　1.坑内ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査の継続
                 2.海域部物理探査追加
                 3.ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ技術研修の実施

開発予定地：ｱﾙﾑﾄｼﾞｭｸ･ｺｽﾞﾙ
　　（海域のみでなく陸側にまで開発範囲を拡
大）
・ｺｽﾞﾙ鉱区、海域部は困難となったが、ｱﾏｽﾗ鉱区
等の有望鉱区が発見されているので、その実現を
勧告している。

(*)より
(5)民間資本導入
TTKは、Amasra B鉱区の開発について、外国投資
家に興味をもたせるべく、鉱区開発に加え、その
石炭を用いた発電所建設をｾｯﾄで行う計画を用意
した。BOT方式ですすめたい意向である。しか
し、先進諸国において石炭採掘は斜陽産業となっ
ているので、欧米の民間企業からは、BOT方式の
申請はない。
(6)ｺｽﾞﾙ鉱区（爆発事故以来の状況）
1993年にｺｽﾞﾙ鉱区で爆発事故（263人死亡）が発
生した。JICAは、これを契機に、安全管理等のﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄを実施中である（1995～2000年の5年
間）。現在、ｺｽﾞﾙ鉱区での生産活動は、事故以前
の水準までに戻った。TTKは、今後ｺｽﾞﾙ鉱区の一
層発展を図りたい意向。
           （1995年11月現地調査結果）

(1)本調査の意義
　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは、ｿﾞﾝｸﾞﾙﾀﾞｯｸ炭田ｺｽﾞﾙ鉱区の海底地質調査等を行った。この調査により、海底の地
質・埋蔵量等を把握できたと共に、調査機器を調達し、その操作方法等のﾉｳﾊｳも取得できた。
(2)石炭生産と販売
　TTK（Turkish Hard Coal Enterprises：炭田公社）は、Uzulmez（Asma, Amasra炭田），Kozlu
（1炭田），Karadom（Armutcuk等の3炭田）の3炭田会社をもち、年間3 million tonのHard Coal
（亜歴青～歴青炭：ﾘｸﾞﾅｲﾄではなく、良質だが量が少ない）を採掘している。販売先は、ｴﾚﾘｰ等の
製鉄会社（0.8 million ton）・発電所（1.8 million ton）等である。しかし、発電所は年間40
million tonの石炭を必要としており、その多くを輸入炭に依存している。発電所・製鉄会社等が
輸入炭に依存する原因は、国内生産が充分でないこと・生産の早期拡大は期待できないこと等によ
る。
(3)埋蔵量
　TTKは、JICA Studyの後、MTAの調査により多くの鉱脈を発見し、前記炭田において160 million
tonの石炭埋蔵を確認している。
(4)経営状況
　毎年、多額の赤字を題しており、政府からの補助金で補填されている。政府からこの赤字額の縮
小を強く要請されており、TTKは、従業員の削減・機械の一層の導入等により、生産性をあげよう
としている。TTKは、年間4.5～5 million tonの石炭採掘、17,000人（現在　21,000人、すでに過
去10年で40,000人から21,000人まで合理化した）体制をめざしている。　(*)へ続く

  現在、各炭鉱（5炭鉱）の入昇坑管理、人件費／資材管理の電算化を望んでいる。
  また、炭鉱事故防止政策が必要とされ、鉱山保安専門家の派遣を希望している。

調 査 団 員 数

現地調査期間 81.3.12～3.31／
81.4.1～82.3.20

石炭公社
Turkish Coal Enterprises

 (株)ダイヤコンサルタント
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 47,100 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

海外石炭開発(株)

国　　　　名 予 算 年 度 52

実績額（累計）
ヌギヤナ（ガーナ）炭田石炭開発計画調査

マラウイ

 青木　正行

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

・試錐結果から、地表露頭より、炭層状況が貧化していることが
判明し、経済的に採掘不可能とされ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施は中止されて
いた。

・しかし、現行の森林・天然資源省の考え方では、1986年4月よ
り5年間に、これまでの1) JICA調査、2) THE CHAMBER OF MINES
OF SOUTH AFRICA調査、3)KIERINTERNATIONAL調査をもとに具体化
が進められる予定。
1999.10現在：変更点なし

Investigation on Development Project of Ngana
Coalfield in the Republic of Malawi

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1978.2

1.計画の概要
　調査内容
　　(1)関連資料の収集
　　(2)炭層追跡調査（Trenching Surveyによる）
　　(3)石炭ｻﾝﾌﾟﾙ採取
　　(4)測量作業
　　(5)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ（輸送用道路、湖上輸送用Jetty）の調査

2.結論及び勧告
　　(1)炭質は低揮発分、高灰分の低度瀝青炭で石炭化度は高くない。
　　(2)純炭発熱量は5,300Kcal/kg程度で低い。
　　(3)ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ整備及び技術指導をも含めた経済性の検討を十分に行うこと。
　　(4)ﾏﾗｳｲ全土のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ結果について分析を行う。

1. 1985年当初までは石炭をﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ経由ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴより輸入していたが、ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸの政情悪化によ
り
   輸入が完全に停止し、それに代わるものとして、本ｶﾞｰﾅﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄも含めて昨年末より国内炭田
の
   開発に着手している。
2. ﾏﾗｳｲは依然として炭田等の開発には外国からの資金、技術援助をあてにしており、自国のみで
開
   発する余裕も能力もない。
3. 1985年8月より、北部Livingstonia南西部約8km地点にあるKaziwiziwiにおいて、ﾏﾗｳｲ政府の全
額
   出資により、労働集約的作業が容易である露天採鉱法をとって採鉱を開始しているが、炭質、
採
   と鉱量も将来的に不十分との認識をもっているため、ｶﾞｰﾅ炭田の採鉱はあきらめていない。

調 査 団 員 数

現地調査期間 77.7.23～9.16

農業天然資源省
L.P.Amthony
(Secretary of the Treasury)

 海外石炭開発(株)
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 228,136 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

6,4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

住友石炭鉱業(株)

国　　　　名 予 算 年 度 55～57

実績額（累計）
石炭開発計画調査

スワジランド

 野崎　元

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1999.11現在：新情報は入っていない。

The Lubhuku Coalfield Development Project in the
Kingdom of Swaziland

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1983.1

　調査地域内には総計1.86億ﾄﾝの埋蔵炭量が期待され、そのうち約70％が貫入岩が少な
く、地質構造の安定した北部約25kmに賦存する。将来新規炭鉱開発のためこの北部におい
て、より詳細ばﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査を実施し、その後経済・財務評価を含めたF/Sの実施を勧告し
た。

　　（実施機関）　　Ceological Survey and Mines Dep.
　　                  （地質調査鉱山局）
　　（調 査 地）　　ﾙﾌﾞｸ地域
　　（調査結果）　　試錐本数28本、総掘削長10,661ｍ
                   稼行対象となる炭層：3層（南部より北部が有望）
                   埋蔵炭量：1.86億ﾄﾝ
                   炭質：稼動中のﾑﾊﾟｶ炭鉱と同じ

　1983年度よりF/Sとして「ﾙﾌﾞｸ石炭開発計画調
査」が行われ、1985年度に終了している。詳細は
本要約表SWZ001を参照。 　1983年度、試錐機2台（300ｍ、500ｍ級）の機材供与を行い、1984年度は日本の技術移転によりｽ

ﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ政府の手で試錐工事を実施した。
　この調査結果も含めたﾌﾟﾚF/Sを1985年度に実施した。
　結果は以下の通り。
1.開発対象炭層：ﾙﾌﾞｸ北部区域 Main Seam
2.炭質：大部分が半無煙炭、一部無煙炭。
        ﾑﾊﾟｶ炭鉱及びﾒﾀｰﾙ無煙炭に匹敵。
3.生産規模：精炭51万ﾄﾝ/年（原炭64万ﾄﾝ/年）
            可採炭量3,500万ﾄﾝ
4.開坑：斜坑方式。
5.採炭：ｺﾝﾃﾆｱｽ･ﾏｲﾅｰによる柱房式
6.初期投資額：約2,690万USﾄﾞﾙ
              （1985年度・金利含まず）
7.山元原価：16.00VSﾄﾞﾙ/精炭ﾄﾝ
8.その他：F/Sに当たっては、下記の諸点を明らかにしておくことが望ましい。
　(1)石炭開発に関する諸政策の明確化
　(2)石炭市場の具体化
　(3)開発推進体制の強化

調 査 団 員 数

現地調査期間 80.11.11～81.3.22
81.7.18～82.3.4

Director
Geological Survey and Mines Department
天然資源エネルギー省

 住友石炭鉱業(株)
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 29,222 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

日本ソーダ工業会

国　　　　名 予 算 年 度 50～51

実績額（累計）
天然ソーダ灰開発計画調査

タンザニア

 新村　明

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1999.10現在：新情報なし

Pre-Feasibility Study on Natural Soda
Development in Lake Natron Related Tranportation
Facilities

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／鉱業

最終報告書作成年月 1976.8

1.計画の概要
　ﾅﾄﾛﾝ湖の天然ｿｰﾀﾞ資源を開発するための投資計画のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを作成し、将来におけるﾌｨｰ
ｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査のための調査事項および調査計画を作成する。
2.結論及び勧告
　ﾅﾄﾛﾝ湖の天然ｿｰﾀﾞ灰を年産100万ﾄﾝ規模で開発し、約100kmはなれたｱﾙｰｼｬ西方20kmに位置
するﾓﾝﾃﾞｳﾘにおいて精製し、ﾀﾝｶﾞ港より輸出する。総投資額は、319百万USﾄﾞﾙ。
　ﾅﾄﾛﾝ湖に存在するｿｰﾀﾞ資源中には、平均1.37％のﾌｯ化ｿｰﾀﾞを含有しており、ﾌｯ化ｿｰﾀﾞ除
去工程が不可欠である。その為の建設費用及び製造ｺｽﾄも増大する。
　しかもｿｰﾀﾞ灰の世界市場は将来共小さく、輸出に際し輸出市場規模を充分精査する必要
がある。

　調査結果は本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施を進めていない。主な理由は、技術的理由、市場・需要に関する問
題による。
1.ﾅﾄﾛﾝ湖－ﾓﾝﾃﾞｳﾘ間（約100km）、ﾓﾝﾃﾞｳﾘ－ﾀﾝｶﾞ港（約400km）のｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰの整備に莫大な投資
を要する。
2.ｿｰﾀﾞ灰の品質保持のため、特殊な貯蔵施設の整備も必要であり初期投資のみならず、品質管理技
術面においても多々問題があるとみられる。
3.ﾀﾝｻﾞﾆｱ側のﾛｰｶﾙｺｽﾄ負担能力がない。

結局、ﾀﾝｻﾞﾆｱ政府はどこからもﾌｧｲﾅﾝｽを得ることができず、計画は進展していなかった。さらに、
ﾅﾄﾛﾝ湖は世界的に貴重なﾌﾗﾐﾝｺﾞの生息地であり、環境保護を求める国際世論からみてもこの計画の
実施は困難になったと考えられていた。
しかし、1993年になってｱﾌﾘｶ開発銀行のﾌｧﾝﾄﾞによってﾌﾗﾝｽのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社があらたにF/Sを実施し
た。この調査では、生産規模を年間15万ﾄﾝに圧縮し、ｲﾝﾌﾗ整備に必要な資金は6700万ﾄﾞﾙと算出し
た。ただし、ﾌﾗﾝｽの調査自体は、この圧縮された規模でもﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙとは明言しているわけではな
い。しかし、ﾀﾝｻﾞﾆｱ国営化学会社（NCI）はこれを前向きに解釈し、実現に向けてｱﾌﾘｶ開発銀行に
向けて融資を求めている。また、ｱﾌﾘｶ開発銀行の融資の条件である環境ｱｾｽﾒﾝﾄはすでに実施済みで
ある。正式な報告はまだ公表されていないがNCIは、前向きの感触を得ている模様。（1996年10月
現地調査結果）

調 査 団 員 数

現地調査期間 75.11.13～75.12.7

National Chemical Industry (NCI)
Mr. パレソイ

 通商産業省基礎産業局
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 342,235 千円

案　件　名 英 78.75 人月

団長 氏名

所属

3,8,2,8,1,1

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

日鉱探開(株)

国　　　　名 予 算 年 度 56～59

実績額（累計）
ネウケン州北部地熱開発計画調査

アルゼンティン

 掛川　周男

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず、情報無し。

The Pre-Feasibility Study for the Northern
Neuquen Geothermal Development Project in the
Argentina Republic

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／新・再生エネルギー

最終報告書作成年月 1984.11

1.調査対象としたﾈｳｹﾝ州北部15,000平方kmの範囲の中から、3次にわたる調査の結果、ﾄﾞﾑｰ
ｼﾞｮ（Domuyo）地域で極めて有勢な熱水・蒸気混合型地熱資源の賦存を把握し、これを検証
するための調査井掘削の有望地点として、ab両地区を選出した。

2.
(1)一般的に地熱資源開発は、技術的・経済的ﾘｽｸが大きく、特にｱﾙｾﾞﾝﾃｨﾝでは技術的土壌
と経験が極めて不足しており、可能な限り段階的且つ着実に進める必要がある。
(2)このため次段階として必要なことは、ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ評価段階の後半部として、400ｍ級熱流量
井の掘削・測温、1,500ｍ級の調査井掘削による検証、更にこれに関連した各種試験を行
い、全ﾃﾞｰﾀによる最終総合解析を行う必要がある。
(3)以上により当該ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙが実証評価された場合、当該資源の開発が周辺地域に及ぼす経
済的・社会的効果影響について検討予測し開発段階への進行と方策を検討する。

(※)
提言に関して
(1)本調査終了後、1984年～1985年（現地夏季）にｱ国側C/Pによって400ｍ級熱流量坑井が
掘削され、更に有望な測定結果が得られて、将来の開発を前提とした地熱資源確認地区と
して認識された。
(2)ｱ国側はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区の地理的環境や州政府の政策の変更から、緊急開発重点をｱｸｾｽの良
いｺﾊﾟｳｴ地区に映して、以降の開発調査を行う事を希望し、JICAの新規技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと
して実施する事が要請された。
　1987年S/Wが調印され、同年～1991年にわたり1,800ｍ級坑井掘削を含む諸調査・試験・
F/Sが実施された。
(3)ｱ国側では本調査で技術移転を受けた技術者と供与機材を母体に、国政府・州政府によ
りﾈｳｹﾝ地熱ｾﾝﾀｰ（Centro Geotermico del Neuquen）が設立され、以後の同国内の地熱開発
の技術的な推進中核となった。
(4)州政府はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区のｲﾝﾌﾗ整備の手段として、当面同地区の地熱兆候景観と温泉を対
象に観光/ﾘｿﾞｰﾄ開発を州予算及び民間資金を導入して開始した。

1. 1984-1985年にｱ国側CPによって400ｍ級熱流量
坑井が掘削され、更に有望な測定結果が得られ、
将来の開発を前提とした地熱資源確認地区として
認識された。

2.ｱ国側はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区の地理的環境や州政府の政
策変更から緊急開発重点をｱｸｾｽの良いｺﾊﾟｳｴ地区
に移して以降の開発調査を実施することを希望
し、JICAに要請された。1987年にSWが調印され、
1987-1991年に1800ｍ級坑井掘削を含む諸調査・
試験・FSが実施された。（ARG002 ﾈｳｹﾝ州北部地
熱開発計画）

3.ｱ国側は本調査で技術移転を受けた技術者と供
与機材を母体に、国政府・州政府により、ﾈｳｹﾝ地
熱ｾﾝﾀｰ（Centro Geotermico del Neuquen）が設
立され、同国内の地熱開発の技術的な推進中核機
関となった。

4.州政府はﾄﾞﾑｰｼﾞｮ地区のｲﾝﾌﾗ整備の手段とし
て、当面同地区の地熱兆候景観と温泉を対象に観
光・ﾘｿﾞｰﾄ開発を州予算及び民間資金を導入して
開始した。

第1、第2ｽﾃｰｼﾞのJICAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了後もｱ国側C/Pによりﾄﾞﾑｰｼﾞｮ、ｺﾊﾟｳｴ両地区での調査と観測は継
続されていたが、1995年の州知事選挙の結果による政権交代以降は、地熱開発が州の重点政策から
削除されたため、現時点では地熱ｾﾝﾀｰの活動もいささか停滞気味との事である。

［その他の状況］
1.技術移転例
(1)現地調査に際して、全期間ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ（延9名）と合同して調査を行い、具体的に技術指導を
行っ
   た。
(2)各年次とも現地調査開始時と終了時には、現地でｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄおよび有識者を対象に説明会を行っ
   た。
(3)3年次にわたり準高級4名、一般4名計8名の研修員が来日し、調査結果の国内解析や評価作業を
研
   修するとともに、地熱発電所、地熱発電機、ﾀｰﾋﾞﾝ工場、関連官庁、研究所等を訪問見学した。
(4)各種調査手法に必要な機材のうち、JICAは地化学探査、物理探査、坑井掘削のための機材（23
品
   目）、車両（3台）等総額34,700千円（FOB）を供与し、調査期間を通じて、使用方法を指導し
   習熟させた。
(*)へ続く

(*)より
2.その他
　ｱ国側のCP側は、今までのJICAの技術移転による蓄積を基に、“地熱ｾﾝﾀｰ”を設立し、ｺﾊﾟｳｴ地区
の開発に重点をおき、JICAの技協ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに期待すると共に、独力で小型地熱発電のﾃｽﾄﾌﾟﾗﾝﾄ
（670KW）を1988年4月に運開させた。しかし、天然ｶﾞｽが活用されるにつれて、地熱発電への意欲
を州政府がなくし、同ｾﾝﾀｰも消滅、技術者は離散、機材もどこかにいってしまった。

調 査 団 員 数

現地調査期間 82.2.20～3.31／82.11.15～82.3.31
83.10.1～10.12／83.11.7～84.3.29
84.3.22～3.29／84.7.29～8.5

ネウネン州政府エネルギー公社、企画庁計
画調整局、公共事業省国家エネルギー庁燃
料資源局
（89年以降）ネウケン州政府エネルギー公
社、公共事業省国家エネルギー庁、外務省
国際協力局

 日鉱探開(株)
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 145,370 千円

案　件　名 英 60.70 人月 （内現地28.00人月）

団長 氏名

所属

10,2,4,2,1,2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

三菱マテリアル資源開発(株)

国　　　　名 予 算 年 度 53～56

実績額（累計）
プチュルディサ地区地熱開発計画調査

チリ

 坂井　定倫

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

日鉱探開(株)

探査結果に基づき有望と考え選定した地点において、ﾁﾘ側は地熱
調査井No.6を掘削した。又、この調査結果の妥当性は第3者のｲﾀﾘ
ｱのｺﾝｻﾙにより評価されているが、先方の事情により探査は中断
されている。
1999.11現在：変更点なし

The Pre-Feasibility Study for the Puchuldiza
Geothermal Development Project in the Republic
of Chile

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／新・再生エネルギー

最終報告書作成年月 1980.3

1.計画の概要
　ﾁﾘ政府はﾌﾟﾁｭﾙﾃﾞｨｻ地区地熱開発調査を要請し、日本政府は、これに応え1978年11月～12
月地質・物理探査の調査団を派遣した。国内解析により、地熱貯溜層の規模、深度を考察
し、次に行われるべき調査井の位置、掘削深度を決定した。
　CORFOはこの勧告により、1979年10月より調査井掘削を計画し、この掘削により得られる
地質、温度、圧力等の諸ﾃﾞｰﾀの解析は、前年度の表面調査結果と関連を有し、地熱貯溜の
正確度の高い評価につながることから日本に対し、この検層の指導を求めた。
　CORFOの実施する掘削ﾃﾞｰﾀの解析と前年度の補充として、南方方向の電気探査を実施し、
貯溜層の南北方向のひろがりの確認を行うこととした。
2.結論及び勧告
(1)CORFOの掘削計画が遅延した1979年度内に地熱貯溜層に到着しなかった事情から電気探
査の解析のみを行った。
　1978年度の東西2本の測線（6km×2本）にひきつづき南北方向に6km×2本を実施した。こ
の結果、北に延びる低比低坑帯が確認された。
　既掘削調査井No.1～No.5の噴気が自然停止したので原因究明を行い対策を指導した。
　遅延している調査井の掘削計画について、ｹｰｼﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの指導、冷水混入の防止、検層
による貯溜層の観測の重要性につき指導した。
(2)その他（今後のﾌｫﾛｰ）
　1980年度のCORFOの掘削計画をみて、調査団を派遣し検層を行い、地熱貯溜層の評価報告
書を作成する必要がある。

　探査結果に基づき、有望と考え選定した地点に
おいて、ﾁﾘ側は地熱調査井No.6を掘削した。

同案件が検証した掘削井No.6は、同調査終了後2年後の1982年に放置の決定がされた。その理由は
以下の通り。
1)存在した地熱水の温度が十分でなかった。
2)地熱発電の開発を成功させ、周辺の銅鉱山への電力の供給を最終目的に調査は行われたが、銅価
格が下落し、それら鉱山が稼働しなくなった。
3)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄであったﾌﾟﾁｭﾙﾃﾞｨｻﾞは、地熱発電候補としては、当時それほど有望視されていな
かった。（面談したｴﾝｼﾞﾆｱの談によれば、ﾌﾟﾁｭﾙﾃﾞｨｻﾞの南方300kmに位置するEl Tatio地区がUNDP
の支援の下、地熱電源開発を成功させており、ﾌﾟﾁｭﾙﾃﾞｨｻﾞの開発に、そもそも先方が熱心ではな
かった、という経緯がある。）（1997年9月現地調査結果）

　現在では低温の地熱水であっても発電する技術（北米）ができたため、本格的な発電ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと
して認知されている。すでに1995年より、調査が再開されている。これはｲﾀﾘｱ資本にて実施されて
いるが、15年前に本調査にて掘削した調査井No.6の近辺に、調査井No.7としてﾎﾞｰﾘﾝｸﾞが行われて
いる。面談者（SAE）によれば、この新しいﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査掘削地を決定するのに、当該JICA市源調査
の結果は有効利用されたという。なお、本ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査でﾋｱﾘﾝｸﾞを行った先方組織は、調査当時
C/Pであった「CORFO（国内産業開発公団）」の事業を民間に委譲するために設立された機関
（SAE：企業庁）であった。しかし、今後同地熱発電条件の開発主体は、このSAEの手をも離れ、更
に別組織下に移る予定である。（1997年9月現地調査結果）

調 査 団 員 数

現地調査期間 78.11.1～12.30／80.10.12～12.18／
79.7.20～8.6／81.2.15～2.21／
79.10.24～12.17／81.11.22～12.6

Patricio Trujillo Ramirez
CORFO地熱委員会
（国内産業開発公団）

 (株)大手開発
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報告書提出後の状況

和 44,696 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 76.2.7～3.5
76.9.7～9.20

CARBOCOL
（コロンビア石炭公社）

 海外石炭開発(株) 調査部主席調査役

1.計画概要
　ｺﾛﾝﾋﾞｱ共和国政府の要請に基づき同国のLa Jagua，Caucasia，Urabaの3炭田を中心に稼
行中La Chapa，Amaga，Cucuta炭田等の調査を実施し、石炭試料の分析、検討、炭田開発の
可能性の検討ならびに今後の調査計画の策定も行うものである。

2.結論及び勧告
(1)La Jagua，Caucasia，Urabaの3炭田のうち、La Jagua炭田は石炭堆積分としての規模は
小さいが、炭層の状態、地質構造、採掘条件、用水の確保、輸送事情等いずれの点より判
断しても最も開発可能性の高い地域である。

(2)La Jagua炭田について次の段階として夏季の調査をすることが望ましい。
　　1)地層序、炭層条件を確認するためｺｱ試錐を行い分析資料として石炭ｺｱを採取する。
　　2)石炭ｺｱの分析を行い炭質の検討を行う。
　　3)地質調査で炭層露頭の確認、地質構造を把握する。
　　4)試錐位置の測量を行う。

(3)Caucasia炭田はAnchica付近のように概してｱｸｾｽが困難な所が多いので輸送等のｲﾝﾌﾗｽﾄﾗ
ｸﾁｬｰを考慮し開発すべき地域である。

(4)Uraba炭田は炭層状況、地質状況等より判断して、現状では開発対象として考えられな
い。しかし、この炭田の南北延長にも炭田が分布しているので今後調査する必要があると
思われる。

　同国第3の工業地帯Cali-Yumbo地区の最重要ｴﾈﾙｷﾞｰ源であるｶｳｶ河渓地区炭田の石炭採掘状況に行
きづまりが予想され、このままでは同工業地帯は石炭以外のｴﾈﾙｷﾞｰに転換せざるを得ない状況に
なってきた。このため本調査の勧告による未開発炭田のF/Sよりもｶｳｶ河渓地区炭田のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの
可能性の検討の方が優先度が高くなった。また、1979年の法律により政府機関を通さなければ石炭
開発ができなくなったこと。Jagua地域の所有権をめぐっての法的決着がついていないことから、
JICA F/Sで有望視していたJagua地域の開発は中断されている。

1999.11現在：新情報なし

ｾﾚﾎﾝの開発
北部：EXXONとCARBOCOLとの共同開発決定、年間1,500万tの輸出を1986年以降予定
中部：CARBOCOLが直接開発、1990年までに1,000万t/年の生産予定
南部：未開発　　調査を担当した海外石炭開発(株)は組織消滅。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　1976年10月、ｺﾛﾝﾋﾞｱ政府から、本調査で勧告した3炭田のF/Sよ
りも優先的に、ｶｳｶ河渓地区炭田のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの可能性の検討に
関する技術協力の正式要請がだされ、1976、1977年度にJICAﾍﾞｰｽ
で実施した。なお、3炭田の現状は次の通り。
　・Jagua地域：開発中断。開発に必要な所有権問題が決着せ
ず、
               これに必要な法的措置もとられていない。
　・Uraba地域：Colombiaの民間企業が調査したが、有望な結論
は
               えられなかった。
　・Caucasia地域：民間企業（ｶﾙﾎﾟﾈｽ･ｶﾘﾍﾞ）によって現在調整
                  中、第1次結果は良好であった。
　JICAの調査した地域では現在も炭鉱開発が進んでいるが、JICA
調査との直接関係が有るか否かについてECOCALBONが確認中。
（1998年11月現地調査結果）

1999.10現在：新情報なし

Coal Development Project 調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1976.10

コンサルタント名

担当者名（職位）

海外石炭開発(株)

国　　　　名 予 算 年 度 50～51

実績額（累計）
石炭開発計画調査

コロンビア

 青木　正行
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和 43,332 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 コロンビア 予 算 年 度 51～52
カウカ河渓地域石炭開発調査

実績額（累計）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの具体化の状況は次の通り。
1.ｺﾞﾛﾝﾄﾞﾘｰﾅｽ地区
　「実現／具体化された内容」のとおり。
2.ﾗ･ｶｽﾀｰﾀﾞ鉱山
　年間10万ﾄﾝの維持が対されている。
3.ﾊﾟﾝｾ及びﾘﾘ鉱山
　年間10万ﾄﾝの増産は可能と判明・確認埋蔵量は1980年代の終り
までに掘り尽くされる見込み。
4.ﾗｽ･ﾒﾙｾﾃﾞ計画
　1983年より年産9.6万ﾄﾝを目指す計画が展開されている。
5.ﾘｵ･ｸﾗｵ計画　　　　同　上
6.ﾗ･ﾌｪﾚｲｱ計画
　1990年に年産10万ﾄﾝを目指すﾌﾟﾚF/S調査の段階
7.ﾊﾟﾙﾏｰﾙ、ｻﾝ･ﾌﾗﾝｼｽｺ　　　同　上

　JICA調査団によって呈示された他の地区は未だ諸般の理由によ
り実行移されていない。（1～7の資金源は鉱床の所有者と民間の
石炭消費企業）

The Survey for Coal Development Project in Cali
Coalfield in the Republic of Colombia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1972.0

コンサルタント名 海外石炭開発(株)

調
　
査
　
団

 青木　正行

 海外石炭開発(株) 相手国側担当機関名 鉱山エネルギー省
石炭公社

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 77.2.5～3.21

1.計画の概要
(1)調査の目的
　現在稼働しているValle del Cauca炭田が、現在の方法では、今後の採掘に行きづまりを
きたすため、同炭田のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの可能性につき日本政府に対し要請があった。

(2)調査の内容
　　国内作業　1)石炭質料の分析、2)地質図の作成、3)今後の調査計画と開発の検討
　　現地調査　1)関係機関との打合せ、2)関連資料収集、3)表地質調査、
　　　　　　　4)稼行炭田調査、5)石炭資料の採取

2.結論及び勧告
　有望地点の選定（12地点）
  Colondrinas（2地点），La Cascada. Rio Lili, Rio Jordan, Jordan
  La Buitrera.Rio Claro.Guachinte.Cas carillo. La Ajicera,
  Palmar, San Francisco

勧告
(1)坑口ﾚﾍﾞﾙ以下の採掘
(2)ﾓﾃﾞﾙ炭坑の選定、開発
(3)日本からの専門家派遣
(4)開発規模、1炭坑当り平均10万ﾄﾝ程度
(5)深部の斜坑坑底にたまる水は留水地をつくりﾎﾟﾝﾌﾟで排水を行う。
(6)排気坑口には扇風機を設置して機械通気を行う。

ｺﾞﾛﾝﾄﾞﾘｰﾅｽ地区については、その次の10年間に年
産22万ﾄﾝの生産を維持するための鉱山計画を推進
を予定。 1999.11現在：変更点なし

調査を担当した海外石炭開発(株)は組織消滅。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 78,660 千円

案　件　名 英 28.50 人月 （内現地23.70人月）

団長 氏名

所属

9,5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 81.6.15～82.3.26／
82.5.29～9.1

電力公社
Coordinator
Ministro de Energio y Minas

 (株)ダイヤコンサルタント調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(株)ダイヤコンサルタント

Pre-Feasibility Study for the Baja Talamanca
Coal Development Project in the Republic of
Costa Rica

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／ガス・石炭・石油

最終報告書作成年月 1983.3

コンサルタント名

担当者名（職位）

共同事業体：代表

国　　　　名 予 算 年 度 56～57

実績額（累計）
バハ・タラマンカ石炭開発計画調査

コスタ・リカ

 佐藤　利典
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 88,603 千円

案　件　名 英 35.10 人月 （内現地14.20人月）

団長 氏名

所属
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合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

三菱マテリアル資源開発(株)

国　　　　名 予 算 年 度 47～48　51～52

実績額（累計）
地熱発電開発計画調査（第三次）

グァテマラ

 渡辺　憲一

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　電力庁INDEは地質、物理調査を行ったうえ、試錐探査を行った
その結果に基づいてINDEは生産井規模の大口径調査井3井の掘削
を計画、わが国に対し、掘削、計測、解析評価に携わる専門家派
遣を要請越したことにより、1978年9月以降逐次JICA専門家の派
遣をみた。
　1980年には大口径3井の掘削が行われ、20ﾄﾝ/時～25ﾄﾝ/時の蒸
気の噴出をみた、2号井、3号井は、生産井への転用が可能と考え
られ、1981年にはさらに3件の大口径井掘削が行われ、その何れ
も20ﾄﾝ/時以上の噴気があるため全体の蒸気では概して1万数千ｷﾛ
ﾜｯﾄ/時以上の発電が可能とみられるに至る。現在蒸気の計測、分
析、地下水位の状況等計測が進められている。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：約2,500万ﾄﾞﾙ（米州開発銀行より借款）
建設ｽｹｼﾞｭｰﾙ：近々ﾌﾟﾗﾝﾄ、入札の予定

1999.11現在：進展なし

Survey on Geothermal Power Development Project 調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／新・再生エネルギー

最終報告書作成年月 1981.2

1.計画の概要
　第1次及び第2次調査により優勢な地熱徴候をもっていることが確認されたｽﾆｰﾙ地区につ
いて、地質調査、電気探査、地震探査等を実施して地熱貯溜層を解明し、試錐位置を選定
した。

2.結論及び勧告
　ｽﾆｰﾙ地区が地熱発電開発に有望な地域であることを確認し、次の勧告を行った。

(1)構造井掘削
　有望地区における地質層序、地温勾配、地熱流体の性状等を構造ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞによって確認す
ることが必要。
(2)調査井（ﾃｽﾄ井）掘削
　生産井掘削に先だち、深層の各種物性、噴気状況を確認するため、調査井を掘削する必
要がある。
(3)再解析
　構造井、調査井による調査の結果、本地区の地熱発電のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを総合検討し、再解析見
直しを行う。
(4)広域調査
　本地区の周辺には、他に有望地域の存在も考えられるため、広域調査を行う必要があ
る。

JICAによる専門家派遣（3人）
INDEによる継続調査、開発
中南米の開発資金による生産井の掘削

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ範囲……11孔中3孔生産中

総事業費…25百万ﾄﾞﾙ（米州開発銀行よりの借
款）

提言内容と具体化されたものとの差異：
　報告書の提案内容と現在INDEが進めているﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの内容には現段階では原則的な差異はなく、
井戸掘削の位置に若干の変化がある程度。

　調査協力の結果、他の有望地域として指摘されているｱﾏﾃｨﾄﾗﾝ湖近辺域の地熱地帯の調査・開発
がJICAの協力調査により1998年ｽﾀｰﾄした。

調 査 団 員 数

現地調査期間 76.11.28～77.1.21

電力庁
I.N.D.E
Instituto Nacional de Electrificacion

 (株)大手開発
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 707,997 千円

案　件　名 英 75.33 人月 （内現地43.50人月）

団長 氏名

所属
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合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 団 員 数

現地調査期間 85.1.20~2.17/85.6.12~8.9/85.6.24~9.20/
85.11.27~86.1.31/86.7.21~8.3/87.3.2~3.15/
87.7.20~7.31/87.10.12~88.3.23/88.1.20~2.22/
88.1.20~2.22/88.3.9~3.23/88.6.20~7.13/ (*)

電力局（CFE）
Antonio Razo Montiel（当時；Gerencia
de Proyectos Geotermoelectricos）

 日本重化学工業(株) 地熱事業本部顧問

貯溜層評価からﾗ･ﾌﾟﾘﾏﾍﾞｰﾗ地域の可能出力は75MWと結論されたが、発電所建設のために
は、経済性を含む開発可能性調査（F/S）を行う必要がある。
　その調査は、
　1)貯溜層の挙動を確実に把握するために既存の生産井7坑の連続噴気。
　2)経済性を考慮して、1)の蒸気利用としての口元発電で15MWの発電が可能。
　　1)と2)から貯溜層挙動ﾃﾞｰﾀが入手できる。又、経済性調査の面から経済的に成り立つ
生産井の坑数を検討する。その為には、2～3本の調査井を掘削し、ﾃﾞｰﾀを収集する。これ
によりどの地点で生産井を掘削すれば、どの程度の蒸気量が得られるのかが得られるかの
予測が可能になる。以上の調査から最終的な出力規模を決定する。

(*) 1988. 8.8-8.31/1989.1.30-2.5

　最近のCFEの出版物（GEOTERMIA）によれば、
10MW口元発電は、1996年1月設置する計画になっ
ていたが99年現在進展は見られない。
　現在なおﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞであることを、1999年7月に
CFE関係者に確認した。

現地（CFE地熱開発部）の判断で現在の生産井を用いて1991年度の10MW口元発電ﾌﾟﾗﾝﾄ建設（2本の
井戸を利用するが、内1本はJICA井）に向け工事を行う予定であったが、本調査実施中より、噴気
による周辺の植性に対する被害（植物の枯渇）が問題となり、環境団体の圧力等でﾊﾘｽｺ州政府が本
調査終了後に工事の一次中断を決定。
　CFE地熱開発部は、その後環境回復に努め、現在ほぼ復旧したと州政府の評価を受け、同地域の
地熱開発を再開する見通しである。
　現在のところ、政府筋（環境担当）からの開発許可は未だ得られていないが、25HWの地熱発電所
の建設ﾌﾟﾗﾝを立て、その蒸気源である坑井のﾒﾝﾃﾅﾝｽ作業を継続している（1998年10月現在）。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　現地担当窓口からﾌﾟﾘﾏﾍﾞｰﾗの工事進捗状況について随時情報を
入手すべく折衝を続けている。
　1991年ﾌｫﾛｰ調査として日本重化学工業(株)独自に調査員（佐藤
浩）を派遣して、現地の工事の進捗状況の把握を行った。
　1992年から1999年にかけては、毎年一度GRCの大会参加の際に
CFEの技術者に会い、情報を入手している。
　1996年設置予定の10MW口元発電は延期されているとの情報があ
るが、現地での確認はまだ行っていない。
　現地では坑井等は整備されており、いつでも発電所建設にかか
れる状況である。環境問題（木の切りすぎ）があり、着工が遅れ
ているが、CFEは「環境問題はいずれ解決するだろう。そうなれ
ば建設に着手できる。」と言っている。（1997年現在）
　1984年から1994年にかけて同州では州政府内の人事異動と環境
団体の圧力により、同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが政治問題化。ﾒｷｼｺ連邦電力庁
（CFE）に対して同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの中止要請が出され受理された。そ
の結果、調査による木の伐採と工事用道路等の設置による土壌浸
食の回収・復元活動が実施された（ｻｲﾄは自然環境保護地域
内）。
（1998年11月現地調査結果）

Pre-Feasibility Study on the La Primavera
Geothermal Development Project

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 資源調査／新・再生エネルギー

最終報告書作成年月 1. 3

コンサルタント名

担当者名（職位）

日本重化学工業(株)

国　　　　名 予 算 年 度 59～63

実績額（累計）
ラ・プリマベーラ地熱開発計画調査

メキシコ

 中村　久由



 

 

 

 

 

 

 

 

（4）ASEAN 諸国プラントリノベーション協力調査（全１１件） 
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2002年 3月改訂

 結論／勧告

和 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

実施機関
　工業省基礎化学総局
　　A. ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　東部ｼﾞｬﾜ、ﾊﾞﾆｭﾜﾝｷﾞ市

総事業費
                中期計画     長期計画
　総事業費    2,537百万円   6,165百万円
　うち外貨分  1,740百万円   4,259百万円
　　　　（1USﾄﾞﾙ=230円=1,000Rp）

実施内容
　1.中期計画
　(1)設備改善（主要項目）
　　・更新……ｳｵｯｼｬ（3基）、ﾌﾛｰﾎﾞｯｸｽ、ｶﾂﾀ、
              ﾜｲﾝﾀﾞ等
　　・新設・増設…ﾌﾞﾛｰﾀﾝｸ・ﾁｯﾌﾟｻｲﾛ、ｽｰﾊﾟｶﾚﾝﾀﾞ
　　・予備品の充実
　(2)教育訓練
　　・海外からの教育訓練（17人－月）
　　・海外からの技術者派遣（17人－月）

（別紙参照）
(*)へ続く。

(*)（報告書の内容の続き）
工業省基礎化学総局
　B. ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場

西部ｼﾞｬﾜ州、ﾊﾞﾝﾄﾞﾝ県ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ市

　　  中期計画     長期計画
　　1,836百万円   8,442百万円
　　1,156百万円   5,766百万円
　　（1USﾄﾞﾙ=230円=1,000Rp）

1.中期計画
　(1)設備改善（主要項目）
　　・更新……ｽﾄﾛｰｶｯﾀ、ｾｸｼｮﾅﾙﾄﾞﾗｲﾌﾞ、ｻｸｼｮﾝｸｰﾁ、
              ｼｪｰｷﾝｸﾞﾏｼﾝ、ﾜｲﾝﾀﾞｰ、ﾎﾞｲﾗｰ、各種
              工作機械、各種試験器
　　・新増設…濃度調節機、ﾊﾟﾙﾊﾟｰ、除塵機、
              ﾁｪｽﾄ、ﾎﾟﾋﾟﾝｽﾘｯﾀ、ﾜﾗ解梱機等
　　・予備品の充実
　(2)教育訓練
　　・海外での教育訓練（28人－月）
　　・海外からの技術者派遣（17人－月）

（別紙参照）

1. 工業省は報告書に基づいて1985、1986年度、BAPPENASに実施を働きかけた。
2. 工業省は、1985年7月ﾊﾞﾆﾜﾝｷﾞ工場の技術、生産担当役員を日本に派遣し、日本市場とその
将来動向を調査させた。
3. ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場は中期計画を4段階に分割し自己資金で逐次実施を計画。第1段階として1号抄
紙機系統の改善工事を仏ﾒｰｶｰに発注、完成。
4. ﾊﾞｷｽﾗﾊﾏｯﾄ工場は中期計画を自己資金で実施すべく計画。生産効率を高めるためにｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
政府は民営化を推進しており、1992年にはﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場に関しては90％、ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場に関し
ては55％が民間資本となっている。本報告書の提言については部分的には実現されたが、どち
らの工場も民営化を推進しているため、円借款には消極的である。

プロジェクトの現況に至る理由

1. ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場については、長期計画で計画している製品構造と競合する製品市場に民間企
業が進出した。
2. ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場については、長期計画で計画しているｼｶﾞﾚｯﾄ紙市場に民間企業が進出し、新工
場が稼働した。

　紙・ﾊﾟﾙﾌﾟ関係の国営企業は、1994年3月現在、大幅な赤字である。この分野においては国営
企業の指導的役割はなくなってきている。

 実施済

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR（中期計画）=22.61％（ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場）
          13.80％（ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場）
3.期待される開発効果

　(1)ﾊﾞｽｷﾗﾊﾏｯﾄ工場
　　　中期的には、既設設備のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを行い、市場競
　　　争力を強化、1991年以降黒字経営とする。長期的
　　　には、2号抄紙機を増設して､特殊紙を年間6,020t
　　　生産販売し、経営を強化する。
　(2)ﾊﾟﾀﾞﾗﾗﾝ工場
　　　現在、黒字であるがｼﾞﾘ貧が予想されるため、中期
　　　計画として既設設備のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝにより市場競争力
　　　を強化する。長期計画としては、4号抄紙機を増設
　　　して、高級ｼｶﾞﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ年産3,000t生産販売する
　　　並びに麻ﾊﾟﾙﾌﾟ生産設備を増設して、麻ﾊﾟﾙﾌﾟ年産
　　　3,360t生産し50％自家消費50％を外販する。もっ
　　　て経営の安定を図る。

The Study for the Plant (Paper and Plup) Renovation
in the Republic of Indonesia

調 査 延 人 月 数 35.31

調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

最終報告書作成年月 1984.11

コンサルタント名

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間

狩野　忠夫

本州製紙(株)

84.2.26～3.27

工業省基礎化学総局：Directorate General
of Basic Chemical Industries
バスキラハマット工場、パダララン工場
Mansur（工業省紙・ゴム計画局長）

本州製紙(株)

国　　　　名 予 算 年 度 58～59

実績額（累計） 81,083

インドネシア
プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査

（内現地9.99人月）
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 58～59

1984.12

コンサルタント名

プラント（苛性ソーダ）リノベーション計画調査
実績額（累計） 51,571

調 査 延 人 月 数 19.89 （内現地15.00人月）

調
　
査
　
団

安達　勝雄 (社)日本プラント協会

(社)日本プラント協会技術部長 相手国側担当機関名 工業省基礎化学総局
Directorate General for Basic Chemic
Industry, Ministry of Industry
Mr. Soenaryo（Director for Programming,
DGBC当時）

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間 84.5.16～6.5

 遅延･中断

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=9.0％、EIRR=18.5％
　改修について3つのｹｰｽを検討した。現在の第1、第2両
系列をｲｵﾝ交換膜法に改修するｹｰｽ3が最も収益性が高く、
環境問題も解決する。このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ成功のためには、運
転及び保守管理体制を改善し、生産能力の確保を図ると
ともに、市場ｻｰﾋﾞｽに人材を投入し、販売を拡大し、早期
に100％運転を期さねばならない。また、ソフトな融資条
件を供与し、財務的にﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰを与えることが必要で
ある。

The Feasibility Study on the Renovation of Caustic
soda Plant of P.T.Industri Sod Indonesia in the
Republic of Indonesia 調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／化学工業

ユニコ　インターナショナル(株)

最終報告書作成年月

実施機関
　工業省所管の国営会社であるP.T.Industri
　Soda Indonesia（Persero）（略P.T.ISI）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｽﾗﾊﾞﾔより8kmに位置するﾜﾙ地方に対象工場がある。

総事業費
　総事業費　　　24百万USﾄﾞﾙ
　うち外貨分　　14百万USﾄﾞﾙ
　　（1USﾄﾞﾙ=230円=1,000Rp.）

実施内容
　1. 1953～1956年日本の援助で建設された電解による苛性ｿｰﾀﾞﾌﾟﾗﾝﾄ
     の改修設計である。
　2. 水銀法電解によるﾌﾟﾛｾｽを、ｲｵﾝ交換ﾌﾟﾛｾｽに変換し、生産量を増強
     する。
　3. 苛性ｿｰﾀﾞ／塩素利用の現設ﾌﾟﾛｾｽ、用役設備付帯設備の増強、取り
     かえ、新設を行う。
　4. このﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝによって、現設38t/dから63t/dまで苛性ｿｰﾀﾞの生産
     能力がｱｯﾌﾟする。

実施経過
　1985.12　　計画開始
　1987.12　　計画完了

　近年の都市化にともない現在この工場の立地するﾜﾙｰ地区はｽﾗﾊﾞﾔの中心地となってしまっ
た。そのため環境問題もあり当該地区で工場ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを行うことには工業省は消極的で、近代
的大型電解工場を新立地に建設する方向を検討中である。
　その後、ﾒﾗｸ地区でPT ASAHIMAS SUBANTRA CHEMICAL（旭化成との合弁）によるPVC及び大型
電解ｿｰﾀﾞ工場が建設されたが、この工場の生産高の80％は自社製品の材料として使われてい
る。また1994年3月現在、大阪ｿｰﾀﾞ（DAISO）とJVでP.T.ISIがﾚｰﾖﾝや他の繊維用材料となる苛
性ｿｰﾀﾞを生産するための工場を計画している。
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

1　新立地に近代的な大型工場を新設するほうが、ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝよりも良いとの意向が働いている
こと等が遅延の原因となっている。
2　当該工場がｽﾗﾊﾞﾔの中心地に立地しており、提言ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現には環境問題が発生する。
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 59

1985.3

コンサルタント名

プラント（紡績工場）リノベーション計画調査
実績額（累計） 48,883

調 査 延 人 月 数 19.50 （内現地4.80人月）

調
　
査
　
団

有田　生雄

東洋紡エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 Ministry of Industry, Mr.Soesant Saharjo
(Diretor of General of Maltifarious
Industry)
SANDANG II Mr.Soemarlan BK Teks
(President Director)

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間 84.8.6～8.26

 実施済

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR=14.78％
　財務的な鋭敏度分析ではｹｰｽ4は税引前内部収益率は
14.78％となりﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙとなる。又、雇傭・地域開発への
貢献、非石油製品輸出振興政策に有効であること、国営
紡の最新鋭ﾓﾃﾞﾙ工場としての役割を考えると社会的にも
評価できる。安定運営を続けてゆくためには、工場原価
の提言と優秀技術の導入・移転が必要である。

The Study for the Plant (Spinning Mill) Renovation
in the  Republic of Indonesia

調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

東洋紡エンジニアリング(株)

最終報告書作成年月

実施機関
　工業省の管轄下でSANDANG Ⅱが実施

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ･ｻﾝﾀﾞﾝⅡ傘下のﾁﾗﾁｬｯﾌﾟ工場

総事業費
　総事業費　　5,476百万円
　　内貨　　　　3,430百万Rp
　　外貨　　　 20,171百万Rp
　　　　　（431Rp.=100円）

実施内容
　第2工場のｶｰﾄﾞ　　　91台
　第2工場の精紡機　　74台を改修再使用し、残り全部の生産設備は
                     撤去、新鋭機を導入
　自家発電設備1機の導入
　第１工場空調設備の撤去、更新
　原綿倉庫の新設
　技術移転・訓練

実施経過
　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約後13ヶ月

                実施予算
総事業費        5,338百万円
内貨            5,644百万Rp
外貨            4,841百万円
            （Rp 1=¥0.088）
1988.7 　L/A調印
1988.11　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府と東洋紡ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞの間にｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約締結
1988.12　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄﾁｰﾑ現地調査に出発
1989.4 　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによるﾃﾝﾀﾞｰﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ作成
1989.6 　ﾃﾝﾀﾞｰｵｰﾌﾟﾝ
1989.8 　ﾃﾝﾀﾞｰｴﾊﾞﾘｭｴｰｼｮﾝ
1989.9 　ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ落札
1989.11　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府、OECFの承諾手続中
1989.10　ｼﾋﾞﾙｺﾝｽﾄﾗｸﾀｰ契約
1990.2　 ﾒｲﾝｺﾝｽﾄﾗｸﾀｰ契約
1990.3 　工事開始
1991.4 　技術指導開始
1991.5 　工事完了
1991.6 　試運転完了
1991.7 　ﾌﾙ操業開始
1992.6 　技術指導終了

　日本政府は1987年度にASEAN等を対象として約700億円の特別円借款の計上が内定し、本ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄはその1つに含まれた。
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ工業省、企画庁も本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに積極的取組姿勢を示し、F/Sの見直し（ﾙﾋﾟｱ切下げ、
ｲﾝﾌﾚによる数字の是正）も行われた。
　1987.8　　OECF Mission ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ訪問、Implementation Program打合せ。
　1987.12 　日本政府、ﾈｼｱ政府へﾌﾟﾚｯｼﾞ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実施へ。
　1988.7　　L/A調印
　1990.3　　工事開始
　1991.7　　ﾌﾙ操業開始
　1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は本案件に対して積極的姿勢を示した、その理由として(1)現地通貨ﾙﾋﾟｱの切下
げで国際競争力がつき、本件の収益性がF/S時点より相当上がったこと、(2)非石油・ｶﾞｽの輸
出が国策になったこと、があげられる。

　この工事自体はほぼ当初の計画どおりに進行・終了した。しかしその後の、本工場の経営は
大幅な赤字を計上している。
　1994年3月現地調査では、国営の紡績工場はすべて赤字経営で、市場を民間企業に食われて
いる。
　建設後の高生産・高品質も日本人が退去後は見る影もなくなる。今の国営の組織運営では死
を待つのみ。
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 59～60

1985.9

コンサルタント名

プリオク火力発電所リノベーション協力計画調査
実績額（累計） 44,105

調 査 延 人 月 数 16.49 （内現地6.90人月）

調
　
査
　
団

堀内　清

西日本技術開発(株) 火力本部 相手国側担当機関名 インドネシア電力公社：PLN (State
Electricity Corporation)
Ir.Ketut Kontra,Mse（退職、計画部部長）
Ir.Poedjantro Soedjono（保修課課長）

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間 85.1.21～3.15

 実施済

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=13.68％、FIRR=15.23％
3.今後、電力需要の大幅な伸びが予測され、1989年より
  本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの発電所の役割が再重要視されよう。
  従って、この時期までに経年劣化している対象電力ﾌﾟﾗ
  ﾝﾄを整備しておく必要がある。

The Feasibility Study for Priok Thermal Power Plant
Renovation Project in the Republic of Indonesia

調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／火力発電

西日本技術開発(株)

最終報告書作成年月

実施機関
　State Electricity Corporation (PLN)
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｼﾞｬｶﾙﾀ市　ﾌﾟﾘｵｸ発電所　No.3，No.4号石油火力ﾕﾆｯﾄ
総事業費
　総事業費　　　3,250百万円
　うち外貨分　　3,020百万円
実施内容
　1.ﾎﾞｲﾗｰ
　　一次過熱器　：全数取替（原設計通り）
　　二次過熱器　：全数取替（伝熱面増加）
　　空気予熱機　：全数取替（一級上段ｻｲｽﾞ）
　　ｽｰﾄﾌﾞﾛﾜｰ　　：修　理
　　減温器ｽﾌﾟﾚｰ ：修　理（ﾉｽﾞﾙ取替）
　　ﾉｽﾞﾙ
　　ﾊﾞｰﾅｰ       ：修　理（部品取替）
　　化学洗浄    ：工事実施（ﾄﾞﾗﾑ及びﾎﾞｲﾗｰﾁｭｰﾌﾞ）

　2.ﾀｰﾋﾞﾝ
　　動翼及び静翼　：全数取替（高効率翼に取替）
　　ｺﾝﾃﾞﾝｻｰﾁｭｰﾌﾞ  ：全数取替（2Units分）
　　ﾛｰﾀﾘｰｽｸﾘｰﾝ    ：全数取替（高性能機採用）
　　給水ﾎﾟﾝﾌﾟ     ：容量増加（10％増加）

実施期間
　1986.10　　　計画開始
　1988.9 　　　計画完了

同　左

総事業費　　　1,590百万円
うち外貨分　　1,510百万円
1.ﾎﾞｲﾗｰ
　一次過熱器　：全数取替（原設計通り）
　二次過熱器　：全数取替（原設計通り）
　空気予熱機　：新型採用
　ﾊﾞｰﾅｰﾁｯﾌﾟ       ：ﾉｽﾞﾙ取替（原設計通り）
　蒸気ﾄﾞﾗﾑ内散水管：取替（原設計通り）
2.ﾀｰﾋﾞﾝ
　静翼           ：3段分取替
　ﾀｰﾋﾞﾝﾛｰﾀ       ：検査
　復水器ﾁｭｰﾌﾞ     ：全数取替
　主塞止弁        ：修理・部品取替
　給水ﾎﾟﾝﾌﾟ       ：ﾛｰﾀ取替（容量ｱｯﾌﾟ）
　ﾀｰﾋﾞﾝｹｰｼﾝｸﾞﾎﾞﾙﾄ ：全数取替
　冷却水ｸｰﾗｰ      ：ﾁｭｰﾌﾞ取替
　海水管          ：一部取替
3.電気・制御
　蒸気温度制御装置：新ｼｽﾃﾑに変更
　空気予熱器入口空気制御装置：新ｼｽﾃﾑに変更
　ﾓｰﾀ取替         ：一部取替
　CWPﾓｰﾀｰｹｰﾌﾞﾙ    ：取替
4.その他
　制御空気ﾄﾞﾗｲﾔｰ  ：取替（原設計通り）
　蒸気ｴｾﾞｸﾀｰ      ：ﾉｽﾞﾙ取替

1. PLNではﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの経済性を考慮して、実施範囲・内容を決定。
2. PLNの要請により、円借款を対象とした実施計画(I/P)のﾄﾞﾗﾌﾄを西日本技術開発(株)で作
成。
3. OECFの特別借款対象ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（既往ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ活性化協力）になり、1988年1月にPledgeさ
れ、1988年7月にLoan Agreement締結。15.9億円
4. 1989.7　 ﾌﾟﾘｵｸﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ契約
5. 1989.8　 現地調査、購入仕様書作成業務開始
6. 1990.7　 入札公示
7. 1990.10　入札締切、　　*)へ続く

プロジェクトの現況に至る理由

*)より
8. 1991.7　 ｺﾝﾄﾗｸﾀｰとの契約及び詳細設計開始
9. 1993.10　現地工事開始
　 1993.10　3号機工事着工
　 1994.2 　4号機工事着工
10.1994.7末 現地工事終了、PLNによる見直しにより工費削減
11.1996.1 　現地調査、ｼﾞｬﾜ・ﾊﾞﾘ電力系統の電力需要緩和により運転待機中
                            （1996年1月現地調査結果）

ｼﾞｬﾜ・ﾊﾞﾘ電力系統の電力需要逼迫により工事着工が1992年9月から1993年10月に延期になっ
た。
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 60

1986.2

コンサルタント名

プラント（チェプ製油所）リノベーション計画調査
実績額（累計） 60,491

調 査 延 人 月 数 19.28 （内現地5.40人月）

調
　
査
　
団

中川　進

東洋エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 チェプ製油所：PPT Migas
(The Cepu Oil and Gas Training Centre in
the Republic of Indonesia)
Ir.Muchtisar D.P. (Head)
Ir.Santosa Suparma (Head of Affiliation
Section)

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間 85.7.1～7.21

 遅延･中断

技術移転
　ﾃﾗﾁｬｯﾌﾟ工場の生産技術上経営上での問題点を指摘し、
その改善方法を示唆した。又、現地調査の各分科会に於
て共同調査を通して専門的指導を行った。（具体的なｶﾘ
ｷｭﾗﾑ等の準備はしていない）。
1992.6に技術指導を終了し、全技術者は帰国した。実施
機関は引き続き、日本人技術者の常駐を希望しており、
通産省-JICA派遣事業部へ要請がある可能性がある。

The Study for Plant (Cepu Pil Refinary) Renovation
in the Republic of Indonesia

調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／化学工業

東洋エンジニアリング(株)

最終報告書作成年月

実施機関
　不明

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾁｪﾌﾞ製油所

総事業費
　総事業費　　　2,279百万円
　うち外貨分　　1,974百万円

実施内容
　1. 製油所（常圧蒸留装置・能力2,000 BPSD）の新設
　2. ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ･ﾏｼﾝの更新
　3. ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ機器の更新
　4. 設備点検保守用機器の新設

実施経過

なし。 ・PPT Migas は、本計画の早期実現に向けてWorkを開始するのも1987年5月頃国営石油公社で
あるPERTAMINAに本計画に係る設備が移管される話がもちあがった。
・一旦PERTAMINAへの移管決定されたがPPT Migas にて本計画を進めたいという要望があり、
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進者は再び未決定となった。1994年3月現在では管轄問題は解決しており
（PERTAMINAは土地のみを所有）、PPT Migas は当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実現を熱望している。

プロジェクトの現況に至る理由

　Cepu Refineryの管轄問題

　1986年に日本に対して円借款案件として援助要請されたが取り上げられず。
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 60

1985.12

コンサルタント名

プラント（ジャカルタ鋳物センター）リノベーション計画
調査 実績額（累計） 79,803

調 査 延 人 月 数 29.44 （内現地5.34人月）

調
　
査
　
団

滝　勇

石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 Ministry of Industry
Ir.H.M Toybl (Director of Basic
Metal Industries)

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間 85.5.30～6.18

 実施済

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り

2.EIRR=13.3％、FIRR=8.9％
　条件(1)長期借入金利13％／年、返済期間12年

      (2)短期借入金利15％／年

      (3)技術教育訓練ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ関係投資ｺｽﾄをｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
         政府、あるいは外国からの支援に仰ぐ。

The Feasibility Study for the Renovation of Jakarta
Foundry Center in the Republic of Indonesia

調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／機械工業

石川島播磨重工業(株)

最終報告書作成年月

実施機関
　P.T.BARATA

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Pulogadung（Jakarta）

総事業費
　2.97百万USﾄﾞﾙ
　（1USﾄﾞﾙ=250円=1,110RP.）
　内貨 1.41百万USﾄﾞﾙ
　外貨 1.56百万USﾄﾞﾙ

実施内容
　重点を経営・技術に置く。
　1.JFC自身によるﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画の検討
　2.ﾏﾈｰｼﾞｬｰｸﾗｽ以上に対する経営管理手法等の教育
　3.販売・営業体制の強化ならびに生産計画の確立
　4.品質改善のための鋳造技術の確立
　5.技術標準・作業標準等の確立
　6.鋳造技能訓練所のJFC内での設立地

実施経過
　第1段階　第1年目…1,000T/Y、第3年目…1,800T/Y
　第2段階　第4年目…2,100T/Y、第6年目…2,400T/Y
　第3段階　第7年目…2,500T/Y、第10年目…2,650T/Y

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはその後、P.T.BARATA社全体のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画としてUNIDO
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに取りあげられ､ｽﾗﾊﾞﾔ地区3工場を対象にして以下の通り実施
した。
　1987.9～1987.12　F/S（Phase 1）
　1988.11～1990.10実施（Phase 2）

1993.4 頃からPhase3としてUNIDOから専門家が派遣される予定であったが、UNIDO側の
       事情により中止となった。
1999.11現在、その後の情報は全くない。

プロジェクトの現況に至る理由
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 60～61

1987.2

コンサルタント名

プラント（バティック織布工場）リノベーション計画調査
実績額（累計） 46,149

調 査 延 人 月 数 15.00 （内現地4.60人月）

調
　
査
　
団

菅野　晃

(社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 工業省、協同組合省、GKBI (Garbungan
Koperasi Batic Indonesia)
Dr.Sularso (Chairman of GKBI)調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間 86.7.2～7.22
86.7.6～7.17

 具体化準備中

・G.K.B.Iは、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ繊維産業の代表的な機関であり、
その直営工場であるﾒﾀﾞﾘ工場へのﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画はｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
の将来に向け外貨を獲得する意味からも必要な計画であ
ると結論づけた。
　勧告案としては、ｼｬﾄﾙ織機とｴｱｰｼﾞｪｯﾄ織機との組合せ
による3つの案をそれぞれ検討し、その中の第2計画案で
あるｼｬﾄﾙ織機72台、ｴｱｰｼﾞｪｯﾄ織機50台、年間生産量730万
ﾔｰﾄﾞを推奨勧告した。

Study on the Renovation of Public Cambric GKBI MILL
in the Republic of Indonesia

調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

(社)日本プラント協会

最終報告書作成年月

実施機関
　G.K.B.I

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　G.K.B.I ﾒﾀﾞﾘ工場（直営工場）ｼﾞｮｸﾞｼﾞｬｶﾙﾀ

総事業費
　264億ﾙﾋﾟｱうち外貨分3,442百万円
　　（1USﾄﾞﾙ=160円=1,125ﾙﾋﾟｱ）

計画内容
・紡績工程ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
　　革新織機（ｴｱｰｼﾞｪｯﾄ織機）導入の為、糸質の向上と安定供給を
    はかるべく紡績工程の一部ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
・織布工程ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
　　老朽化した既存の織機の入れ替えと準備工程部門の一部の機台
　　入れ替えににより、輸出向けの広幅の生地綿布の生産をはかる。
 
・染色仕上工程ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画
　　現存する設備工程のうち一部部品の補充と老朽個所の取替修理
　　など、最小限の改修をはかる。

・G.K.B.Iの課長ｸﾗｽ3名をJICA研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにより日本に招き、実地研修
を行う。

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国の銀行資金で実施することが決まり、入札が行われた。

　1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

・具体化の可能性は高いと見られる。同様の案件でﾁﾗﾁｬｯﾌﾟ繊維工場のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画（1987年
度特別円借52億9,300万円のL/A 締結）が先行し、それが実施の緒についたあとに本件が取り
あげられた。
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

実施機関
　B O I・Paper Industries Corporation of the Philippines
(PICOP)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾐﾝﾀﾞﾅｵ島ﾋﾞｽﾘｸﾞ

総事業費
　11,025百万円
　　外貨　5,448百万円
　　内貨　5,537百万円
　　　（1USﾄﾞﾙ=245円=18ﾍﾟｿ）

実施内容
　PICOP ﾋﾞｽﾘｸﾞ工場の改修
　・2台の抄紙機の改造
　・TMPﾌﾟﾗﾝﾄの改造及増設

実施経過
　1986.12 　　計画開始
　1988.9　　　計画完了

薬品製造ﾌﾟﾗﾝﾄ増設が追加された。

資金繰りの関係から緊急を要するものから実施するため2段階に分け
る。
　第1段階：抄紙機ﾌﾟﾚｽの改造、薬品製造ﾌﾟﾗﾝﾄの増設
　　　　　　 外貨　25億円
　　　　　　 内貨　 9億円
　第2段階：抄紙機の改造（ﾌﾟﾚｽ以外）、CTMPの増設
　　　　　　 外貨　60億円
　　　　　　 内貨　21億円

　調査報告書の勧告に基づき部分的にﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを実施した。資金手当等の状況詳細は不明。
（1995年11月現地調査結果）
1999.10現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由

技術移転
1.ﾋﾞｽﾘｸﾞ工場の技術系幹部に対し、現地でｴﾈﾙｷﾞｰ問題、ﾊﾟﾙﾌﾟ配合問題について講義を行っ
た。
2.工場診断を基に、各部門に亘って、原価低減上の問題、品質問題、操業問題、設備上の問題
をとり上げ改善提言を行った。（本件は三菱重工より事情を聴取した）

 実施済

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR=12.3％
　PICOP　ﾋﾞｽﾘｸﾞ工場の改修（主に2台の抄紙機のﾘﾉﾍﾞｰｼｮ
ﾝ）を先行させ、ｲﾘｶﾞﾝ工場の抄紙機移設についてはPICOP
の資金余力がついた時点で実施することを提言した。

The Feasibility Study for the Plant (Paper & Pulp)
Renovation in the Republic of the Philippines

調 査 延 人 月 数 25.47

調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／その他工業

最終報告書作成年月 1984.8

コンサルタント名

調
　
査
　
団

本州製紙(株)

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間

近藤　哲朗

新王子製紙(株)

84.9.10～9.28

投資庁：Board of Investment (BOI)
Min.Edgardo Tardesillas (Vice Chairman)

新王子製紙(株)

国　　　　名 予 算 年 度 59

実績額（累計） 76,144

フィリピン
プラント（紙・パルプ）リノベーション計画調査



個別プロジェクト要約表 ＰＨＩ 302

2002年 3月改訂

 結論／勧告

和 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

5

プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 59～60

1985.5

コンサルタント名

プラントリノベーション（ルソン島送電網）計画調査
実績額（累計） 67,476

調 査 延 人 月 数 25.83 （内現地18.80人月）

調
　
査
　
団

松本　茂

西日本技術開発(株) 相手国側担当機関名 国営電力公社 (National Power Corporation
:NPC), Mr. J.U.Jovellanos(Special
Assistant to Chairman), Mr.C.D.Del
Rosario (Senior Vice-President)

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間 84.9.18～11.1

 実施済

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.EIRR/FIRR=7.6～12％
3.期待される開発効果
　　電力系統の事故停電を減らし、施設の強化、運用
　　の近代化を図ることにより、ｴﾈﾙｷﾞｰ利用の効率化
    を図る。

1999.10現在：変更点なし

The Feasibility Study for the Plant Renovation
(Luzon Grid Transmission System) in the Republic of
the Philippines 調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／送配電

西日本技術開発(株)

最終報告書作成年月

実施機関
　National Power Corporation (NPC)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾙｿﾝ島

総事業費
　総事業費　　　102億2,500万円
　　　　　　　　（4,138万USﾄﾞﾙ）
　　　うち外貨分 79億9,800万円
　　　　　　　　（3,238万USﾄﾞﾙ）
　　　　　内貨分 22億2,800万円
　　　　　　　　　（900万USﾄﾞﾙ）
　　　　　（1USﾄﾞﾙ=247円，1P=14円）

実施内容
　1. 基幹送電線保護装置の更新ならびにﾘﾚｰ用給電運用のためのﾏｲｸﾛ
     通信網の拡充整備
　2. ﾏﾆﾗ北部の拠点Balintawakに対する供給送電線の強化
　3. 230KV Mexico SSなど老朽変電所設備の更新
　4. 教育保守体系の整備

実施経過
　1985.10　　計画開始
　1988.7 　　計画完了

1. 基幹送電線の保護装置の更新
2. ﾏｲｸﾛ及び電搬通信網の拡充整備
3. 自動再閉路装置の設置
4. 系統電圧の改善対策
5. 230KV ﾒｷｼｺ変電所などから老朽変電所設備の更新
6. その他SCADAの拡充、故障検出装置の改善、教育保守体系の整備
    （模擬盤、保守用車両）等が実施された。
　 なお、これら等の内容は、F/Sの内容と殆ど同じである。

ADBとNPCの間で、業務契約が締結（1986年12月、47百万ﾄﾞﾙ）され、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実施済み。

プロジェクトの現況に至る理由
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

国　　　　名 フィリピン 予 算 年 度 60～61

1986.11

コンサルタント名

プラント（アイランドセメント）リノベーション計画調査
実績額（累計） 60,773

調 査 延 人 月 数 22.53 （内現地4.10人月）

調
　
査
　
団

鳥谷部　良

小野田エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 Board of Investment（投資委員会）
Blesilda B.Magno (Senior Analyst)

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間 86.7.7～7.15

 中止･消滅

　ICC.ｱﾝﾃｨﾎﾟﾛ工場は湿式であるので、燃料消費量が多
く、且つ電力単価の高いﾏﾆﾗ電力会社から電力の供給をう
けているため電力費が高い。この二つが同社の財務状態
を大きく圧迫しているので、対策として湿式ｷﾙﾝから乾式
NSPｷﾙﾝへの転換、ならびに電力購入先を国営電力会社へ
転換することを中心とするﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝが考えられる。
　検討の結果、このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは技術的ならびに経済的に
ﾌｨｰｼﾞﾌﾞﾙであることが認められた。

The Feasibility Study on the Plant (Island Cement)
Renovation in the Republic of the Philippines

調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／窯業

小野田エンジニアリング(株)

最終報告書作成年月

実施機関
　ｱｲﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ（ICC）ｱﾝﾃｨﾎﾟﾛ工場

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾘｻｰﾙ州、ｱﾝﾃｨﾎﾟﾛ、ﾀﾌﾞﾊﾞｯｸ村

総事業費
　725,182,000P　うち外貨分415,818,000P
　　（1USﾄﾞﾙ=192.05円=19.103ﾍﾟｿ）

事業計画
　・ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝの方式
　　既設NO.1ｷﾙﾝをNSPｷﾙﾝに転換し、能力を2,600t/dclに倍増する。
　　したがってNO.2ｷﾙﾝは休止する。
　・各部門のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
　　原料受入：既設設備の整備
　　原料粉砕：堅型ﾐﾙ1基新設他
　　焼　　成：上記ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ通り
　　ｾﾒﾝﾄ粉砕：既設設備の整備
　　包　　装：輸送機能力増加
　　受 注 先：ﾏﾆﾗ電力会社から国営電力会社へ変更

・ICC職員の日本における研修

ｿﾘｯﾄﾞｾﾒﾝﾄ社（民間）は、既存ﾌﾟﾗﾝﾄのﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝと2基の生産ﾗｲﾝ拡張を行った。詳細は不明。
（1995年11月現地調査結果）
1999.10現在：その後の進展なし

プロジェクトの現況に至る理由

F/S実施中に政権交替が行われ、その後の政情不安により、ｾﾒﾝﾄ需要が極端に減退した。その
ため、ICC運転中止、更に工場売却へと追い込まれている。現在同社はﾌｨﾘﾋﾟﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄ･ｺﾝｻﾙﾀﾝｼｰ傘下のｿﾘｯﾄﾞｾﾒﾝﾄに引継がれている。
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2002年 3月改訂

 結論／勧告

和 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

9

プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

(株)EPDCインターナショナル

国　　　　名 予 算 年 度 59

実績額（累計） 62,722

タイ
南バンコク火力発電所リノベーション協力計画調査

（内現地8.30人月）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間

難波　弘

電源開発（株）

84.7.17～8.15

EGAT：Electricity Generating Authority
of Thailand（タイ電力公社）
Mr.C.Suthidnongchai (Assistance General
Manager 当時）
Mr.B.Krairiksh （Director当時）

 実施済

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
(1)南ﾊﾞﾝｺｸ火力はﾊﾞﾝｺｸに隣接しており、系統に占める
   比率の非常に高い重要な発電所で首都圏のﾍﾞｰｽ負荷
   需要に今後とも対応させる必要がある。
(2)一方、ﾀｲのｴﾈﾙｷﾞｰ政策上、当火力発電所用燃料は輸
   入石油よりｼｬﾑ湾の天然ｶﾞｽに転換することが輸出入
   収支ﾊﾞﾗﾝｽ上重要である。
(3)上記の理由よりﾊﾞﾝｺｸ火力発電所のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、すなわ
   ち発電ﾌﾟﾗﾝﾄの信頼性向上、効率の回復、近代化、寿
   命の延長が早急に必要である。
(4)このための工事実施時期の確保、資金の準備、ﾌﾟﾛｼﾞ
   ｪｸﾄ実施体制の準備、新技術導入への配慮などを提言
   した。

South Bangkok Thermal Power Plant Renovation
Project in the Kingdom of Thailand

調 査 延 人 月 数 25.90

調査の種類／分野 ASEANﾌﾟﾗﾝﾄﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ／火力発電

最終報告書作成年月 1985.2

コンサルタント名

実施機関
　EGAT

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ﾀｲ国ﾊﾞﾝｺｸ郊外ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶｰﾝ市

総事業費
　総事業費　　　225億円（2,132百万ﾊﾞｰﾂ）
　うち外貨分　　171億円（1,615.3百万ﾊﾞｰﾂ）
　　　　　　（1ﾊﾞｰﾂ=10.57円）

実施内容
　南ﾊﾞﾝｺｸ発電所（1～5号機合計出力130万KW）のﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ項目は以下の
とおり
　1.ﾎﾞｲﾗｰﾁｭｰﾌﾞ取替、空気予熱器の材質変更、主ｺﾝﾃﾞﾝｻｰの材質変更等
    の信頼性向上対策(13項目)
　2.運転方法や設備改善等による効率回復(6項目)
　3.合理的保守運用、事故未然防止、環境保護対策、最新の機器や設備
    導入に伴うﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ等の近代化(10項目）以上29項目の実施により、
    信頼度が高く、効率の高い近代的な機能を有した発電所として稼働
    するよう計画した。

実施経過
　1986.7　　計画開始
　1991.1　　計画完了

＜信頼性向上・寿命延長措置＞　費用計 660,013 million baths
　1)ﾎﾞｲﾗ管　（1・2号機）
　2)A/H（空気予熱器）（1・3号機）
　3)主要蒸気管（1号機）
　4)ｺﾝﾃﾞﾝｻ管取替（材質変更）（1～2号機）
　5)純水電置手入れ（1～5号機）
　6)水質管理危機（1～5号機）
　7)発電機ﾛｰﾀｺｲﾙ端（1～5号機）
　8)自動燃焼制御装置改善（3～5号機）
　9)ﾀｰﾋﾞﾝ･ｼﾞｬｰﾅﾙ温度測定（1号機）
＜工場効率改善措置＞　費用計 120,000 million baths
 10)蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ改善（1号機）
＜近代化＞　費用 30,840 million baths
 11)ﾊﾞﾙﾌﾞ近代化（1・2号機）
 12)ﾊﾞｰﾅｰ傾斜（1～3号機）
 13)排水処理施設（1・2号機）
＜技術提言＞　費用計 19,500 million baths
 14)化学洗浄技術向上（1～5号機）
 15)ﾀｰﾋﾞﾝ潤滑油の品質管理技術向上（1・2号機）
実施者（作業者）
　ﾀｲ電力公社（EGAT）、三菱重工業（MHI・受注施工分）
　（1996年10月現地調査結果）

　調査終了直後は不況により電力需要の伸びが予想より小さく、EGATの設備にまだ余裕があっ
た。このため、本格的なﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝは実施せず通常の補修工事で不具合個所の修理・取替を行っ
ていく方針が確認され、このﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ計画は一旦延期された。
　しかし1987年に入って急激に増加した外国資本投資が引き起こした好景気に伴い、電力需要
は従来予想をはるかに超えて伸びることとなった。この伸びに対処するためEGATは電源開発計
画の見直しを行った結果、南ﾊﾞﾝｺｸ火力発電ﾕﾆｯﾄの更に数年の寿命延長を図るべきとの結論に
至り、1987年10月、自己資金にてﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝを開始した。現在、本最終報告書の提言に基づき、
ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝが最終段階に入っている。（1996年10月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 24,702 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

6,3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

(社)日本電子機械工業会

国　　　　名 予 算 年 度 56～57

実績額（累計）
工場（冷蔵庫・洗濯機）近代化計画調査－北京

中国

 竹内　芳朗

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1983.9 　電氷箱廠　契約調印（ｲﾀﾘｱの会社）
1983.7 　洗衣機廠　契約調印：東芝(株)
1984.7 　同　　上　改造完成
1985　　 設備設置

1999.10現在：新情報なし

The Study for the Factories (Refregerator,
Washing Machine) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1982.6

計画の概要
1.調査目的
　　北京電氷箱廠及び北京洗衣機廠に対し工場診断を実施し当該工場の近代化計画を作成
    する。
2.結論及び勧告
　(1)北京電氷箱廠
　　 冷蔵庫の生産を現行30千台から1985年100千台とすることを目標として総合的管理ｼｽﾃ
ﾑ
     を確立し、諸設備の利用技術等の向上をはかる。
　(2)北京洗衣機廠
　　 洗濯機の生産を現行300千台（白蘭200：二層洗100）から1985年500千台（200：300）
     とすることを目標として、製造部門を近代化し、設備の改善をはかる。

(1)北京電氷箱廠
　 総事業費：735万元（うち外貨分229万ﾄﾞﾙ）

(2)北京洗衣機廠
　 総事業費：外貨分446万元（うち技術料77万
元）
             内貨分760万元
生産工程：
　・設備導入
　・板金、組立設備       15台
　・金型                 15台
　・検査機器             28台
生産管理
　(1)生産管理体制の改善
　(2)事業部の導入
　(3)倉庫の改善

品質管理についても提言内容は実施された。

実施の遅れはあるが、ほぼ計画案に沿ってﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが実施された。
冷蔵庫については、実施後「雪花」冷蔵庫を生産、品質、利益とも向上した。
但し、その後、市場経済化による競争の激化に対応できず稼働率が落ちている。
洗濯機については、多種類の新製品開発に成功、全部品を国産化し、製品が表彰を受けた。両者と
も輸出を開始、外貨獲得に貢献。

調 査 団 員 数

現地調査期間 81.12.6～12.26／
82.3.11～3.17

国家経済委員会 (社)日本電子機械工業会
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報告書提出後の状況

和 26,706 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

5,3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 56～57
工場（民生用電子）近代化計画調査－上海

実績額（累計）
1984.7　　三廠契約　　調印：松下電気貿易(株)
1985.3　　十二廠契約　調印：松下電気貿易(株)
（上海無線電三廠）　近代化計画に沿って改善と生産工程を中心
に中間段階まで実現させたが、主力製品であったﾗｼﾞｶｾの市場で
競争激化により業況低迷、改善対策、製造ﾗｲﾝは操業中止となっ
ている。
（上海無線電十二廠）　近代化計画ではﾗｼﾞｶｾ用の抵抗器の部品
加工から組立までの一貫生産を目標としてきた。しかし、設備の
導入にあたって日本企業との価格交渉に2年と長期を要したこ
と、また、ﾗｼﾞｶｾの需要が1987年の設備導入時点ですでに一巡し
ていたこともあって組立ﾗｲﾝは低稼働を余儀なくされている。投
資ｺｽﾄも円高の影響で大幅増となり、計画額を1割強上回る680百
万円を投じたものの内容的には一部設備の導入をとりやめてい
る。

1999.10現在：新情報なし

The Study for the Factories (Electronics for
Household Use) Moderniation Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1982.11

コンサルタント名 (社)日本電子機械工業会

調
　
査
　
団

 西　光雄

 (社)日本電子機械工業会 相手国側担当機関名 国家経済委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 82.3.7～3.29／
82.6.27～7.3

計画の概要
1.調査目的
　　上海無線電三廠及び上海無線電十二廠に対し工場診断を実施し近代化計画を作成す
る。
2.結論及び勧告
　(1)上海無線電三廠
　　 ﾗｼﾞｶｾ生産を現行175千台から1985年370千台とすることを目標として、総合管理体制
     を確立し、生産ｼｽﾃﾑと設備を改善する。
　(2)上海無線電十二廠
　　 可変抵抗器生産を現行2,500万個から1985年3,800万個とすることを目標として生産管
     理を近代化し、新設備等の導入をはかる。

(1)上海無線電三廠
　 ﾗｼﾞｶｾ製造年産約6万台（1985.6生産開始）
　 総事業費260百万円（国内資金）
(2)上海無線電十二廠
　　1987.3　完成
　　1987.4　生産開始
　 総事業費約680百万円（国内資金）

生産管理、生産工程、品質管理について、提言内
容が実施された。

1. 三　廠　 (1) プロジェクト実現による効果の大きさ
            (2) 財政的好条件、好環境
2. 十二廠　 (1) 同業種ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進行速度が速かった
            (2) 国内の許可条件が比較的整備されていた
            (3) ﾗｼﾞｶｾを始めとする音響電気ｾｯﾄの市場の活況
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報告書提出後の状況

和 25,571 千円

案　件　名 英 12.21 人月 （内現地5.19人月）

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 56～57
工場（プラスチック）近代化計画調査－上海、無錫

実績額（累計）
1982.8　ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷を中心に日本視察
1. ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（無錫）：1983年12月工場の設備につい
                   て日本製鋼と成約
2. ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ﾗﾐﾈｰﾄ ：1983年3月、工場の改造設備に
         （上海）  ついて新東邦と成約
（無錫）
政府の計画認可と資金供与によって近代化計画の実施ｽｹｼﾞｭｰﾙは
若干遅れたものの、当初計画に沿って1985年既存設備の改造と射
出成形機の導入及び生産管理面での近代化を完了している。近代
化実施により生産効率や品質面でも向上がみられ、業況は好調に
推移。1992年7月株式化へと組織変更を行っている。

3. 1990～1991年に第2次近代化技術改造を実施した。この資金は
江蘇省建設銀行を経由し世界銀行から2,250万元を借入れ、自動
車部品その他の大型成型品用射出成形機、および金型などを購入
した。これらの投資と自己資金を合計し、これまでにほぼ4,136
万元の投資を実施し経営は順調に推移してきた。（1999年現地調
査結果）

The Study for the Factories (Plastics)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1982.8

コンサルタント名 (社)東日本プラスチック造形工業協会

調
　
査
　
団

 中野　一

 (社)東日本プラスチック造形工業協会 相手国側担当機関名 国家経済委員会
馬（国家経済委員会付主任）
李玉安（国家経済委員会技術改造局工程
師）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 82.1.5～1.25

　1.上海人民ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場、2.無錫ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場第1工場に関し、近代化計画を策定し、提言
した。

1. 上海人民ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ工場
　(1)工場管理組織の改善
　(2)既存設備の改善
　　1)　印刷機
　　2)　ｲﾝﾌﾚｰｼｮﾝ
　　3)　ﾗﾐﾈｰﾄ
　　4)　ｽﾘｯﾀｰ
　　5)　製版設備
　(3)新設計画
　　 耐久食品包装材料

2.無錫ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ第1工場
　(1)既存設備の改善
　　 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原料着色法…ﾀﾝﾌﾞﾗｰを利用した、ﾄﾞﾗｲｶﾗｰﾘﾝｸﾞ方式
                       を採用
　　 原料乾燥機
　(2)新設計画
　　 射出成形部門…ｺﾝﾃﾅ5型→20型に増産

総事業費：既存設備の改善…1.4億円
　　　　　設備導入　　　…6.1億円
実施経過：ﾌｨﾙﾑ生産能力を2段階に分けて向上させる。
　　　　　1981年　　　270 ﾄﾝ
　　　　　1983年　　1,900 ﾄﾝ
　　　　　1985年　　6,000 ﾄﾝ

1983.　大日本ｽｸﾘｰﾝ、Think社より設備購入
                        （第1次）
　　　　・製版用ｶﾒﾗ
　　　　・色分析機
　　　　・物理化学設備   107万ﾄﾞﾙ
　　　　・製袋機
　　　　　 など。
　　　　国内より設備購入…428万元

1984.6　稼働開始
～1986.6　設備購入（第2次）…230万ﾄﾞﾙ
　　　　環境対策…150万元

　　　　生産実績：
　　　　　　1988年　2,400 ﾄﾝ
　　　　　　1989年　4,000 ﾄﾝ

生産管理、品質管理についても、提言内容が実施
された。

1.設備導入…各種ｺﾝﾃﾅ他大型成型品生産設備
　既存設備改造更新：着色剤、ﾎｯﾊﾟｰﾛｰﾀﾞｰ、ﾎｯ
ﾊﾟｰﾄﾞﾗｲﾔｰ装置
　射出成形機と付帯設備導入：日本製型締力
1600t、ｱﾒﾘｶ製型締力2700t
　金型工作機と付帯設備新設：新鋭NC制御3次元ﾌ
ﾗｲｽ盤導入により解決
　検査機試験機器と付帯試験室新設：引張・圧
縮・衝撃など試験機、低温恒温試験室
　(*)へ続く

(*)から
2.生産工程
　JICA近代化調査の提言は、生産工程主要22項目、生産管理主要13項目の合計35項目である。主要
提言生産工程22項目19項目は実施完了、未実施3項目は耐候性試験機その他で、中国国内政府機関
へ委託試験可能な設備であり、特別に自工場で持つ程の必要性がない機器である。よって生産工程
主要提言項目は100％実施と結論する。
　設備機器の投資も計画以上に進展し、結果は高い収益性に現われている。
3.生産管理
　生産管理13項目は全て実施されている。製品品質、金型生産技術に関しては、日本の水準に比較
すると満足ではないが、特に中国市場で劣るとは言えず問題とするほどではない。自動車、家電部
品の外観水準は高ﾚﾍﾞﾙであり、ｺﾝﾃﾅｰに関してはやや外観変形（ﾘﾌﾞ部の引け）が有るが、成形条件
と金型品質の関係の検討から解決可能である。
　生産技術研修、作業員研修では日本企業「三甲(株)」との交流が有り、大きな効果がでている。
4.投資実績、投資期間
　既存設備改造投資　1981～1985年　　293万元
　新設備導入投資　　1981～1998年　3,688万元
　その他投資　　155万元
　総投資金額　4,136万元
投資金額調達方法は銀行融資80％、自己資金20％である。
（1999年度現地調査結果）

技術移転例：1. 技術関係者に対するﾌﾟﾗｽﾁｯｸ材料・加工についての学科講習
　　　　　　2. 現場管理者および作業者に対する品質向上についての実技指導
　ﾗﾐﾈｰﾄ化の生産も増え、若干の計画遅れはあるが、ほぼ順調な実施経過といえる。ﾗﾐﾈｰﾄ印刷に関
しては中国でもﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの技術を有し、他からの見学も多い。上海では、製品の種類が2種類から
20種類に増加。無錫では、7ｼﾘｰｽﾞ65規格の新製品が開発された。ﾌﾟﾗｽﾁｯｸによる木材の代替が進
み、木材の節約が進んでいる。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 23,492 千円

案　件　名 英 4.98 人月 （内現地1.99人月）

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 57～58
工場（メカニズム・スピーカー）近代化計画調査－天
津 実績額（累計）

　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑに関し若干規模を縮小し、日本の各商社／ﾒｰ
ｶｰを中国側が独自に選んでﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進している。
　1984.10　松木(株)、末広鉄工所(株)、及び富田電諷音響(株)
と
           契約
　1985.10　日本企業と合弁
　1998.10　新情報はなし

The Study for the Factories (Mechanism Speaker)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1983.11

コンサルタント名 (社)日本電子機械工業会

調
　
査
　
団

 今本　正 シャープ(株)

 (社)日本電子機械工業会 相手国側担当機関名 天津宅声器材：Tianjin Electroacoustic
Equipment Factory
李文祥（天津元　合公司対外経済　長天津
市経済委員会）呉吉祥（副主任）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 83.2.21～3.17

[実施機関]　　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ　天津市無線電廠
　　　　　　　ｽﾋﾟｰｶｰ          　天津電声器材廠

[ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ]　　天津市

[総事業費]　　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ　1,815.6百万円
　　　　　　　ｽﾋﾟｰｶｰ          　1,530.6百万円
[実施内容]
　天津地区における民生用電子工場に対し、工場診断を実施し、既存設備の有効利用に重
点をおいた生産管理と製造技術に関する近代化計画を作成する。
1. ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑの生産拡大
　(1)　機種の拡大と設定
　   　　・新規機種の開発と導入
　   　　・開発設計の技術力の修得
　　　　　 （1～3段階導入の提案）
　(2)生産工程能力の拡大上記機種設定に伴う、
　   　　・具体的工程設備と生産人員
　   　　・金型製作及び部品生産のための諸設備と人員計画
　(3)生産管理能力の拡大
　   　　・各種管理技術の導入方法
　   　　・管理体制の改善方法
　 以上の導入、修得方法の提案
2. ｽﾋﾟｰｶｰ
　(1)設備の提供、据付　　(2)設備の運転指導

[実施経過]
　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑ：　　1983.3　開始　　1985.3　完了

　ｽﾋﾟｰｶｰ：　　1983.9～1984.10 　　ｽﾋﾟｰｶｰ組立
　      　　　1984.2～1985.3　　　ｺｰﾝ紙製造
　      　　　1984.10～1985.12　　ﾎﾞｲｽｺｲﾙ製造

生産管理、生産工程、品質管理について、提言内
容が実施された。

天津市無線電廠：
1985年に2000万元の投資を行い、1985年12月に日
本企業と合弁。大幅増産、品質向上を達成。

天津電声器材廠：
1985年に組立工場、1986年にﾎﾞｲｽｺｲﾙ工場の改造
を実施。総事業費は755万元。

ｽﾋﾟｰｶｰ部門
　1983年に工場診断のまとめ報告のため関係者が訪中。以後、予算不足の関係により商談の具体的
進展なかった。1985年より日本の設備を中心に自動化ﾗｲﾝを導入。輸出比率が30％に達している。
ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ部門
　ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰは表彰を受け、輸出を開始。ｽﾋﾟｰｶｰの品質改善、生産高が大幅に増え、輸出もされて
いる。

技術移転
1. ｽﾋﾟｰｶｰに関し、 (1) 各種資料説明、配布。
                  (2) 現地工場各工程に対する改良指導。

2. ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰﾒｶﾆｽﾞﾑに関し、OJT等を通じ規格・技術資料の配布、移転を行った。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 35,620 千円

案　件　名 英 14.41 人月 （内現地6.52人月）

団長 氏名

所属

9,3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 57～58
工場（プラスチック）近代化計画調査－天津

実績額（累計）
天津第十四塑料製品廠：
1986年にｲﾀﾘｱから設備導入
1999.11現在：変更点及び新情報は特に無し。The Study for the Factories (Plastics)

Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1983.3

コンサルタント名 (社)東日本プラスチック成形工業協会

調
　
査
　
団

 中野　一

 (社)東日本プラスチック成形工業協会 相手国側担当機関名 国家経済委員会、陸江（国家経済委員会技
術改造局付局長）
王毅（同工程師）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 83.1.20～2.9／
83.6.21～6.27

　天津第一塑料廠及び天津第十四塑料製品廠に対し工場診断を実施し、既存設備の利用に
重点をおいた生産工程と生産管理に関する近代化計画を提言した。
1.天津第一塑料廠
 (1) 工場管理組織の改善
 (2) 既存設備の改善
　　　 新ｶﾚﾝﾀﾞｰ
　　　 旧ｶﾚﾝﾀﾞｰ
　　　 印刷
 (3) 新増設計画
　　　 逆L4本ｶﾚﾝﾀﾞｰの設置
　　　 4本ｸﾞﾗﾋﾞｱ印刷機の設置
　　　 ﾎﾞｲﾗｰの新設
　　　 放射線厚さ計の設置
　　　 ｵｲﾙﾐｽﾄ除去装置
　　　 ｶﾚﾝﾀﾞｰﾗｲﾝの更新
　　　 ﾌﾟﾚｽ機の増設
 (4) 所要経費：総事業費 774百万円
2.天津第十四塑料製品廠
 (1) 工場管理組織の改善
 (2) 既存設備の改善
　　　 管製品
　　　 射出成形製品
 (3) 新増設計画
　　　 管製品
　　　 (a) 原料配合設備
　　　 (b) PVCﾊﾟｲﾌﾟ押出系列
　　　 (c) 付帯設備
　　　 (d) 電気設備
　　　 (e) 検査ｹｰｼﾞ類
　　　 射出成形製品
 (4) 所要経費：総事業費 571百万円

第一塑料廠については、古い設備の改造は不許可
となり1989年まで中断。その後世銀の有し（798
万ﾄﾞﾙ）が決定し、ｲﾀﾘｱ企業が落札した。
第十四塑料については、生産管理、生産工程、品
質管理について、提言内容が実施された。事業費
は141万ﾄﾞﾙ。137項目の改善提案の内96項目を実
施に移した。

第一塑料廠で実施が中断となった理由は、診断、提言後に企業の生産内容が変わり、売上成績が不
良となったため、改善計画を導入しなかったことによる。
JICA報告書は世銀への計画案提出に役立った。

第十四塑料廠については、製品の使用範囲が広がり、種類が増加した。ﾊｰﾄﾞPVCが高品質、生産
増、消耗率の低さで表彰された。
1996年5月10日国際ｴｸｽﾌﾟﾚｽﾒｰﾙにて当時無錫ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ第一工場担当通訳鄭富美先生に「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ成形
材料基礎講座－ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ成形材料とその特性比較の基本概念」（中野一著 1995年 化学工業日報社
出版）を寄贈。1998年1月13日同じく当時（1983）国家経済委員会担当通訳林江東先生に同書を寄
贈。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 19,703 千円

案　件　名 英 8.00 人月 （内現地3.00人月）

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 58
工場（家具）近代化計画調査－烟台

実績額（累計）
1.技術移転
　ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対するOJT：木材乾燥、木取り、機械加工、接着、
研削、塗装についての技術指導
1999.11現在：変更点は特になし。

The Study for the Factories (Funiture)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1984.3

コンサルタント名 (社)国際家具産業振興会

調
　
査
　
団

 青木　恒太郎

 (社)国際家具産業振興会 相手国側担当機関名 国家経済委員会
朱熔基（委員）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 83.6.15～7.12

烟台木材工業公司家具工場近代化に関し、
 1. 設備の段階的拡大
 2. 各作業段階での管理体制の確立
 3. 職員の教育・訓練に関し提案を行い、箱物家具生産能力の倍増を図り、日産100台
    年産30,000台、の体制を築く。

　　総事業費 186.96百万円

国際協力事業団より1984年に報告書を受け取り生
産工程の近代化を1984年から1985年にかけて行
なった。報告書で提案された設備投資案は248万
元であったが、実際は300万元必要であった。導
入した設備は、すべて日本製で全部で74台であ
り、ほぼ報告書の提案に沿っている。これらの設
備は箱物家具生産に使用される機械であり、1985
年には中国国内でもﾄｯﾌﾟの設備・技術を持った工
場になった。改造後売上げは、調査時の258万元
から500万元になった。また、改造後当工場の製
品が表彰を受けた。
生産管理面では、工場内での組織改善を行ない、
生産管理体制の確立、ﾏﾆｭｱﾙ作りなどを行なっ
た。品質管理については従業員教育、組織改革な
どを行なった。（1995年3月現地調査結果）

近代化実施後、他工場でも技術導入をしたことと、1986年から当工場では投資を行なわなかったこ
と、また市場の志向の変化により、1989年ごろから技術の遅れが目立ちはじめ、生産量も低下して
きた。現在では生産技術、能力も低い。導入した設備も古くなり、74台導入したもののうち、3台
は当初から使用できず、4台が使用できなくなった。残りの機械もｽﾍﾟｱ･ﾊﾟｰﾂが入手しにくい、機械
が旧式であるなど、問題がでてきている。（1995年3月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 17,521 千円

案　件　名 英 5.26 人月 （内現地3.00人月）

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 58
工場（光学機器）近代化計画調査－天津

実績額（累計）
日立製作所との間で技術提携が実現。

1985.3.25　　　　契約（契約期間5年）
1986末まで 　　　30台ｾﾐﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　　完了
1987　　　　　　 37台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　 〃
1988（計画）　　 23台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　 〃
1989　　　　　　 30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　 〃
1990.11 　　　　 30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　 〃
1991.11 　　　　 20台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　進行中
1992.11 　　　　 20台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　完了
1993.10 　　　　 30台完全ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ　完了
1994.10 　　　　 当該技提製品は現に天津側自身の技術と
        　　　 努力により改善、改良され国産化率もほぼ
        　　　 100％に達している事より技提製品を通じて
        　　　 の本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完全に完了
・上記のように技術提携も終了し、先方は自立にて順調に操業。
本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完全に終了。
1999.11現在：変更点は特になし。

The Study for the Factories (Optics)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1984.3

コンサルタント名 (社)日本分析機器工業会

調
　
査
　
団

 橋詰昭次郎

 (社)日本分析機器工業会 相手国側担当機関名 天津市光学儀器廠
光学儀器廠工場長

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 83.6.20～7.12

　天津市光学儀器廠に対して工場診断を実施し、その結果に基づき既存設備の利用に重点
をおいた生産管理と、生産工程における製造技術に関する近代化計画を提言した。
　1. 生産管理近代化計画
   (1) 業務分担と組織の検討
   (2) 職場配電計画の検討
   (3) 情報管理の強化
   (4) 管理の改善と強化
   (5) 職場の活性化
　2. 生産工程近代化計画
   (1) 現場体質の強化
   (2) 組立工程の改善
　3. 所要資金計画
　　　 総事業費 168百万円

1. 業務分担と組織の再編成
2. 職場の活性化
3. 組立工程の改善
4. その他

総事業費：297.6万元（内外貨分102万元）

1. 技提製品の生産ﾗｲﾝの新設による効果
2. 新工場長の就任に伴う効果

1. 技術移転
　 赤外分光光度計（270～30型）の生産に必要となる生産技術、生産管理等が
 現地関係者に教授された。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 17,962 千円

案　件　名 英 6.00 人月 （内現地4.00人月）

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 58
工場（ガラス）近代化計画調査－上海

実績額（累計）
F/S追加調査実施
　1)東洋ｶﾞﾗｽ(株)　2)工場改造及び設備導入
　内容が不明確であったため
ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ契約

（上海玻璃瓶二廠）
診断後、日本企業から設備導入を計画してきたが、その後の円高
の中で設備価格が急騰、設計費用のみを支出した段階で、業況の
悪化と資金繰り難に陥り、計画中止を余儀なくされている。
1999.10現在：新情報は無し

The Study for the Factories (Glass)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／窯業

最終報告書作成年月 1984.2

コンサルタント名 (社)日本硝子製品工業会

調
　
査
　
団

 梅津　正明

 (社)日本ガラス製品工業会 相手国側担当機関名 上海玻璃瓶二廠
　明良（上海市軽工業局副局長）
　乗（上海市経済委員会企業管理処幹部）
　張（上海玻璃瓶二廠廠長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 83.7.11～7.31

計画の概要
1. 調査の目的
　　 上海市における上海玻璃瓶二廠に対し工場診断を実施し、
　 その結果に基づき既存設備の利用に重点をおいた生産管理と
　 製造技術に関する近代化計画を作成する
2. 結論及び勧告
　 (1) 国際水準までの品質の向上
　 (2) 原料秤量の自動化
　 (3) 溶解窯の耐用年数の向上
　 (4) 省ｴﾈﾙｷﾞｰ
　近代化に必要な資金 832,424,500円

1. 原料秤量の自動化のためｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ制御による
原料自動秤量設備一式導入。
2. 溶解室の省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策として、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ制御
による燃焼制御設備一式導入。

　上記2点に関して契約済みで、現在、第2回設計
会議を行っている。

　中国側が予算不足により、下記の契約内容に変
更した。

　（別紙参照）

　現況に至る理由
　工場改造をして新設備を導入することにより品質向上とｺｽﾄﾀﾞｳﾝがはかれる。

技術移転
　工場の生産管理と生産工程における製造技術分野を中心に現状の調査を行い、改善するための技
術指導を行った。その結果、品質、生産歩留が向上した。一部の設備はｺｺﾑ規制により輸出ができ
ず、国内改造により対処。
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2002年3月改訂

 実現／具体化された内容

CJHS－6156S契約（改訂版）

　中国技術進出口総公司と上海ガラス瓶二廠（以下買方と称す）を一方とし、日本東洋ガラス株式会社と兵庫県貿易株式会社（以下売方と称す）をもう一方とす
る双方の授権代表は、1988年8月26日友好的な交渉により、双方は1985年12月29日締結した契約の変更に同意する。本契約番号は旧来のCHJS－6156Sとする。1985
年12月29日締結した契約について、双方が本変更契約に正式調印後無効とする。

第一章　　定　義
　1．1　　“技術資料”とは売方が買方に提供する日本文或いは英文で書かれたエンジニアリング資料と図面を指す。（付属文書の1．2を参照）
　1．2　　ユーザー工場とは上海ガラス瓶二廠を指す。

第二章　　契約内容
　2．1　　買方は売方より購入することに同意し、売方は買方にバッチプラントと窯の“技術資料”を販売することに同意する。“技術資料”の内容は本契約の
        付属文書の1．2を参照のこと。

第三章　　価　格
　3．1　　売方は本契約の第一章の規程に基づき、提供する“技術資料”の総金額は、CIF上海J¥41,736,100-（四千百七拾三萬六千百円）とする。上記の総金額
        は、固定価格でその内容と項目別価格は下記通り。

　　　　　　A.　Design Fee and Engineering Fee                                 J¥ 10,800,000.-
　　　　　　B.　Drawing Fee for Non-standard Products Manufactured by China        6,500,000.-
　　　　　　C.　Furnace Design Fee                                                 9,000,000.-
　　　　　　D.　Additional Engineering Fee Use China Material                     10,000,000.-
　　　　　　E.　設計打合せ派遣費用                                                  5,436,100.-
                                                       合　　　計              J¥ 41,736,100.-

　3．2　　上記総金額中の“技術資料”価格は、中国上海空港渡しのCIF価格であり、“技術資料”は上海空港で交付する以前の一切の費用を含むものとする。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 12,755 千円

案　件　名 英 4.72 人月 （内現地1.79人月）

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 58
工場（ポリバリコン）近代化計画調査－上海

実績額（累計）
1986.9　　中国側の要請により技術者を派遣し、技術移転の内容
         を再確認した。
1986.11 　中国側の要請により見積書を提示した。見積額2,500
          千USﾄﾞﾙに対し、中国側予算1,000～1,200千USﾄﾞﾙし
          かないとの回答があり、品種の絞り込み、整備の部分
          導入等、予算に近づける方法を提示したが、成約不成
          立となった。
1986.12 　ﾌﾟﾗﾝﾄ成約
1988.10 　導入完了

The Study for the Factories (Poly Variable
Conderser) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1984.2

コンサルタント名 (社)日本電子機械工業会

調
　
査
　
団

 今本　正 東光(株)

 (社)日本電子機械工業会 相手国側担当機関名 上海　旦電容器廠：Shanghai Fudan
                  Capacitors Works
丁宇（廠長）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 83.5.15～6.5

実施機関　　　上海　　旦電容器廠
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ　　　 上海
総事業費　　　　2,569百万円
実施内容
　上海　旦電容器廠　　PVC製造技術改造
　1. 加工精度向上
　 (1) 容量精度　 (2) 金型精度　 (3) 旋盤部品精度　 (4) ﾌﾟﾚｽ部品精度
　2. 生産可能品種
　 (1) 体積別分類　20口　16口　12口　（薄型にも適合）
　 (2) 構造別分類　取付別3品種
　 (3) 容量別分類　4品種
　3. 能力と効果
　 (1) 旋盤部品自動化100％　(2) ﾌﾟﾚｽ部品自動化100％
　 (3) 形成部品　1回形成で24ヶ及び16ヶ（ｲﾝｻｰﾄ部品付）
　 (4) 電気ﾒｯｷ自動化
　4. 技術と設備の導入
　 (1) ﾗﾐﾈｰﾄ設備　(2) 高度自動化組立ﾗｲﾝ
　 (3) 立形成形機　(4) 横形成形機
　 (5) 機械ﾌﾟﾚｽ設備　(6) 旋盤（自動）（二次加工機を含む）
　 (7) 製品性能試験設備及び測定器　(8) 金型加工主要設備
　 (9) ﾍｯﾀﾞｰ及びﾈｼﾞ転造設備
　(10) 電気ﾊﾝﾀﾞﾒｯｷ設備（含廃水処理装置）
　(11) 一部重要金型
実施経過
　1983.12　計画開始時期
　1985.12　完了時期
　段階計画第1段階　443BF220万体制の実施　　　 開始 1983.12 　完了 1984.12
　　　　　第2段階　20B2, 223P460万体制に実施　開始 1984.10 　完了 1985.12

実施ｺｽﾄ：520万元（=1.6億円）
　　　　　（うち、外貨分は85％）

導入設備：ﾗﾐﾈｰﾄ機         1台
          ﾌﾟﾚｽ            5台
          静電ﾉｲｽﾞ防止機  1台
          測定器          1台
          など

生産工程の改善：
　1.加工工程の若干の変更
　　（提案されたｺﾝﾍﾞｱ方式の導入は実施されて
　　　いない）
　2.品質管理
　　・検査規格制定
　　・抜取検査実施
　　・QC活動の普及
　　・測定器導入

生産管理の改善：
　1.管理体制の一部変更
　2.倉庫改善を含めた在庫管理

生産実績：
　1989年　90万個（うち、443BFは、50万個）
　　　　　（目標：960万個）

品質管理についても、提言内容が実施された。

日本側提案内容との差が大きかった理由
1. 実施ｺｽﾄの計画とのｷﾞｬｯﾌﾟ
　(1) 中国側の資金不足
　(2) 東光(株)が当時ﾗﾐﾈｰﾄ技術開発中のため他企業(TWD)から設備導入
2. 生産実績の計画とのｷﾞｬｯﾌﾟ：
　　 原材料価格のｱｯﾌﾟと外貨不足による不十分な輸入

(*)
改造後の製品が1980年代の国際中間ﾚﾍﾞﾙに達し、IEC標準に適合するようになったため、輸出もさ
れている。

技術移転
　1984年7月、1985年7月の2回にわたり中国側技術者が来日、金型加工機械、部品製造機械、鍍金
設備、その他の設備について調査を実施。
工場独自の対応：松下よりﾓｰﾀ各用設備導入（1985年）
                ｽｲｽ、ｲｷﾞﾘｽ、ﾄﾞｲﾂ等より金属加工用設備導入
                ﾄﾞｲﾂよりｴｱﾄﾞﾘｺﾝ技術導入　(*)
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 27,647 千円

案　件　名 英 10.54 人月 （内現地3.74人月）

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59
工場（計器）近代化計画調査－合肥

実績額（累計）
　商業化段階で、西ﾄﾞｲﾂBopp&Reuter社が受注（ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ）
　本調査報告書は商業化段階でﾃｷｽﾄとして有効に活用された。
（合肥儀表廠）
近代化計画後、市場経済化が進む中で調査対象となったｽﾃﾝﾚｽ及
び蒸気流量計は、高価格なこともあって、目標の年3000台及び
5000台生産に達していない。現状でもそれぞれつき2000台及び
1500台に留まっているが、生産工程における近代化は、一部輸入
予定の設備を国内調達に切り替えてｺｽﾄ削減努力をしつつ、ほぼ
提案内容を実現済である。投資ｺｽﾄは500万元（計画では265万
元）、銀行借り入れによって大半の資金調達を行っている。他
方、生産管理面でも販売、技術、品質管理面を強化する形で提言
に沿って組織改革や管理基準の整備を行い効果を上げている。
1990年に近代化計画はほぼ完了（当初予定1987年）した。
1999.11現在：変更点なし

The Study for the  Factories (Measuring
Instruments) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1985.3

コンサルタント名 三菱油化エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

 作道　正俊

 三菱油化エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 安徽省合肥儀表総廠
王兆義（合肥儀表総廠廠長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 84.6.17～6.30

実施機関
　合肥儀表総廠

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　安徽省合肥

総事業費
　総事業費 291百万円うち外貨分　　164百万円
　　　　　　（換算ﾚｰﾄ：1元=110円）

実施内容
　流量計の生産台数を現在の約2倍の生産台数に増強するための調査であり、
　検討した事項は次のとおりである。
　　 1. 生産管理面での近代化
　　 2. 生産工程面での近代化
　　 3. 生産能力面での近代化
　流量計の生産増強後の生産能力
　　 ・ｽﾃﾝﾚｽｵｰﾊﾞﾙ流量計   3,000台/年
　　 ・蒸気流量計         5,000台/年

実施経過
　　1984.3　　開始
　　1985.1　　完了

同　左

同　左

流量計の生産増強後の生産能力
・ｽﾃﾝﾚｽｵｰﾊﾞﾙ流量計  3,000台/年
・蒸気流量計        5,000台/年

生産管理、生産工程、品質管理について、提言内
容が実施された。

　本近代化調査結果は有効に活用され、商業化の段階に移行したが、商業化の段階で本調査に協力
会社として参画したｵｰﾊﾞﾙ機器工業(株)は西ﾄﾞｲﾂのBopp&Reuter社に価格面で敗退した。
　しかしながら、その後ｵｰﾊﾞﾙ機器工業(株)は、合肥儀表総廠と流量計生産に関する業務提携を結
び、委託生産を実施中である。

改造後の歯車流量計の角度は、0.5級から0.2級に改善された。製品は輸入代替できるﾚﾍﾞﾙに向上
し、ｴﾈﾙｷﾞｰ、資材の消耗度は明らかに低下した。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 22,472 千円

案　件　名 英 9.32 人月 （内現地3.32人月）

団長 氏名

所属

5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 58～59
工場（制御整流素子）近代化計画調査－上海

実績額（累計）
　設備導入に関し、中国側と(社)日本電子工業振興協会で交渉を
行ってきたが、1986年12月に双方合意のうえ、交渉を中断するこ
ととした。

　1999.10現在：新情報は入っていない。

The Study for the Factories (Thyristor)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1984.12

コンサルタント名 (社)日本電子工業振興協会

調
　
査
　
団

 柳谷　哲朗

 (社)日本電子工業振興協会 相手国側担当機関名 国家経済委員会　技術改造局
陸江（副局長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 84.3.1～3.18

1. 製造品目の見直しと生産工程、生産管理の近代化
　(1) 製品：1)製品群、2)設計電圧、3)製品設計、以上3点に関する見直し
　(2) 生産工程：1)近代化一貫ﾗｲﾝ、または2)拡散ﾍﾟﾚｯﾄ工程の改造
　(3) 生産管理：1)設備管理、2)材料管理、3)工程管理、4)作業管理、
                5)品質管理、以上5点の改善
2. 総事業費：3,164,690,000円
3. 計画期間
　　 1985年度　計画開始
　　 1986年度　計画完了

生産管理、生産工程、品質管理について、提言内
容が実施された。

　中国側の希望する近代化のための設備改善の内容と設備予算に隔りがあり、1986年の円高により
その差が交渉によって埋めることが不可能なほど広がった。

CTOｻｲﾘｽﾀ700A、1500Aは、AESA（ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾒｰｶｰ）のﾃｽﾄに合格。
生産ﾗｲｾﾝｽを取得。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 18,534 千円

案　件　名 英 8.20 人月 （内現地2.50人月）

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 58～59
工場（ボールペンインキ）近代化計画調査－上海

実績額（累計）
1985.3　 中国側調査団来日
       (株)ﾄﾝﾎﾞ工場視察

1986.初　中国から試験機器6種類9台について引き合い有り。
       東西貿易K.K.を通じて見積書提出。

（上海墨水廠）
当初は近代化計画に沿って改善を進めてきたが、その後の事業環
境の悪化と資金調達難の中で大規模投資は不可能となり一部の設
備を国内調達したに留まり、計画は中止に追い込まれている。
1999.11現在：変更点・新情報は特に無し。

The Study for the Factories (Ballpen-ink)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1984.11

コンサルタント名 (株)トンボ鉛筆

調
　
査
　
団

 川崎　勲

 (株)トンボ鉛筆 相手国側担当機関名 上海市軽工業局制筆公司上海墨水廠
李旭（上海市経済委員会生産技術局　技術
改造処副処長）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 84.3.15～3.28

上海墨水廠に対し工場診断を実施し、近代化計画を提言した。
1. 油溶性黄色または油溶性黒黄染料を海外より輸入して使用。
2. 反応釜についているかくはん機は可変速かくはん機に変更する。
3. 反応釜の加熱装置を温水による自動制御に変更。
4. 合成した油溶性染料は、真空乾燥機で水分1％以下に乾燥してからｲﾝｷ配合に使用する。
5. ｲﾝｷ配合は水分を含まない状態で実施し、真空脱水工程を廃止する。
6. 高性能の遠心濾過器を導入する。
7. 新しい画線機、粘度計、水分計を導入。
8. 工程管理・品質管理の教育を実施。
9. 試作ﾃｽﾄ専門の技術要員を確保。
10.ﾎﾞｰﾙの材質をｽﾃﾝﾚｽから超硬に切り換える。

　生産管理、品質管理について、一部のみ提言内
容が実施された。

　当初は近代化計画に沿って改善を進めてきたが、その後の事業環境の悪化と資金調達難の中で大
規模投資は不可能となっており、計画は中止に追い込まれている。

技術移転例
　品質管理ｾﾐﾅｰ、勉強会、ｲﾝｷ製造方法公開
企業の管理ﾚﾍﾞﾙが向上した。ｹﾝﾄ樹脂印刷ｲﾝｸ、混合溶剤ｲﾝｸを開発、表彰を受けた。
その後の状況不明。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 13,842 千円

案　件　名 英 5.41 人月

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59
工場（整流器）近代化計画調査－上海

実績額（累計）
1988年　ｽｳｪｰﾃﾞﾝより直流ﾓｰﾀｰ用整流器をﾉｯｸﾀﾞｳﾝ方式で導入。
1989年　組立て開始。
1999.10現在：新情報は特になしThe Study for the Factories (Rectifiers)

Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1985.3

コンサルタント名 (社)日本電気工業会

調
　
査
　
団

 久保　康夫 東芝(株)

 (社)日本電機工業会 相手国側担当機関名 上海整流器廠：Shanghai Rectifier Works
黄志方（上海整流器廠廠長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 84.6.20～7.3

工場の近代化計画に関し、生産工程と生産管理について次の提言を行った。

　1. 生産工程
　 (1) 職場環境改善：ﾚｲｱｳﾄ整備、防塵対策等を含め作業環境改善
　 (2) 流し化製造導入：標準の整流装置を流し化製造し、能率向上と問題点顕在化で改善
       活動促進。
　 (3) 品質保障体制：試験検査方法の改善と試験場の整備。
　 (4) 小集団活動：ZD活動、改善提案制度の導入で職場の活性化を行う。
　 (5) 設備の改善：組立、試験、ﾌﾟﾘﾝﾄ基板製造、開発の各設備充実。

　2. 生産管理
　 (1) 工場全体組織の見直し：生産活動の有機編成と改革推進の強化をはかる。
　 (2) 新製品開発体制整備：整流装置の開発体制を整備し自力開発とｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟをはか
る。
　 (3) 用品調達の改善：年2回手配を改め、必要な物を必要な時に必要な量の調達を行
う。
総事業費：
            590百万円
整流器生産目標：
            1988年　5,000台／年

1. 生産工程
　 (1) 職場区分の明確化
　 (2) 加工工程の一部変更
　 (3) 品質保障体制：
           試験装置の導入（4台、40万ﾄﾞﾙ）
           負荷ﾃｽﾄ
           中間検査
　 (4) QCｸﾞﾙｰﾌﾟの結成
　 (5) ﾕｰｻﾞｰｻｰﾋﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟの結成
2. 生産管理
　 (1) 新製品開発体制の強化
　 (2) 在庫期間の短縮
　 (3) 従業員の教育

品質管理について、提言内容が実施された。

　製造ﾗｲﾝの改善は行われておらず、資金面及びｽｹｼﾞｭｰﾙ面での困難さがﾈｯｸであったと考えられ
る。

　CTOｻｲﾘｽﾀ700A、1500Aは、AESA（ｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾒｰｶｰ）のﾃｽﾄに合格。生産ﾗｲﾝｾﾝｽを取得。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 45,326 千円

案　件　名 英 7.00 人月 （内現地7.36人月）

団長 氏名

所属

5,5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60
工場（鉄鋼）近代化計画調査－無錫

実績額（累計）
1998.10現在：新情報なし
左記ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについては、JICAにて1996年2月～11月にかけて実
施された『工場（江蘇錫鋼集団）近代化計画調査』の業務受託会
社にお問い合わせ下さい。上記調査は当連盟加盟外の企業に委託
された模様であり、当連盟としてはﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ出来ないことをご留
意頂きたい。

1999.11　現在：変更点なし

The Study for the Factory (Steel) Modernization
Program in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1985.3

コンサルタント名 (社)日本鉄鋼連盟

調
　
査
　
団

 別府　正義

 (社)日本鉄鋼連盟 相手国側担当機関名 国家経済委員会
陸江（技術改造局　副局長）
劉勇昌（冶金工業部　鋼鉄生産技術司）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 85.3.3～3.21／
85.7.7～7.26

　現在の普通鋼主体の工場から1990年に特殊鋼主体の工場に近代化するために、以下の改
善項目を提案した。
1. 原材料管理････鉄くずの種類別管理方法の改善等
2. 製鋼工場･･････炉外製錬炉の採用、新30ﾄﾝ電気炉の導入、電気炉変圧機容量の増大、ｽﾗ
ｲ
                ﾃﾞｨﾝｸﾞﾉｽﾞﾙの採用等
3. 圧延工場･･････燃焼自動制御ｼｽﾃﾑの導入、鋼塊の大型化、ﾎｯﾄｽｶｰﾌｧｰの設置、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ
                の導入
4. その他････････製品検査、大気・水質・騒音等環境対象策、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ

　以上の近代化に当っては、段階的に推進するものとし、この結果、1990年には特殊鋼化
率は65％に上昇、製品ﾄﾝ当り売上高の増加も期待される。

　　　総事業費：
　　　　　設備費　　8,376万元
　　　　　他技術費　　334万元

　　　実施経過：
　　　　　生産量
　　　　　　　当時　　18万ﾄﾝ/年
　　　　　　　1990　　25万ﾄﾝ/年
　　　　　製鋼能力
　　　　　　　当時　　12万ﾄﾝ/年
　　　　　　　1990　　30万ﾄﾝ/年

総事業費：
　　　1990年までの実績　7,000万元
　　　　　　　　　　（うち、外貨分は30万ﾄﾞ
ﾙ）
　　　　　　　見込み　1.2億元

1. 生産工程
　(1) 設備導入
　　　　　30万ﾄﾝ電気炉　1台（5,000万元）
　　　　　精錬炉        1台
　　　　　連結式加熱炉
　　　　　電気炉集じん装置
　　　　　重油集中供給ｼｽﾃﾑ
　　　　　工業用水再循環装置
　　　　　750Φ圧延機（1991年据え付け予定）
　　　　　外国製電気炉  1台（検討中）

　(2) 変電所改造（1,000万元）
　(3) 品質管理：
　　　　　分析器2台をｱﾒﾘｶより導入し、炉のｵﾝﾗ
ｲﾝ
　　　　　管理を実施

2. 生産管理
　(1) 倉庫の改善
　(2) ｽｸﾗｯﾌﾟの区分管理
　(3) 原材料計量機の精度向上
　(4) 各種教育の実施

　資金の不足、特に外貨の不足から、国産設備、同社製設備の導入を進めている。

　国産品を中心に改造を実施中であるが、性能面で計画ﾚﾍﾞﾙに達していない面もみられる。しか
し、特殊鋼主体への転換は成された。生産管理、品質管理ﾚﾍﾞﾙは大幅に向上。技術面でも良好な効
果があった。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 61,295 千円

案　件　名 英 14.00 人月 （内現地3.25人月）

団長 氏名

所属

7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60
工場（重機械）近代化計画調査（斉斉哈尓市）

実績額（累計） 1987年初、同廠の省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策を中心ﾃｰﾏとする調査ﾐｯｼｮﾝ来日の
相談が当方に寄せられ、日本国内訪問先など手配した経緯がある
が、結局来日せず。

その後、新たな交流・ｺﾝﾀｸﾄなし。
1999.11現在：変更点なし

The Study for the Factory (Heavy, Machinery)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1985.10

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

 宮島　信雄

 (社)日本プラント協会 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　薜光中（診断弁公室副主任）
第一重機廠廠長
　李家駿（廠長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 85.3.2～3.22

1. 製鋼：既設電気炉の近代化必要。平炉は電炉に取替ること。
2. 鍛造：品質と生産向上のために作業改善、周辺機器の追加が必要。
3. 熱処理：熱処理曲線の整備、焼入炉新設。
4. 熱管理：計測器の整備、各炉の近代化改善。
5. 耐火物：自家製品は材質、形状、取り扱い共に改善を要する。外部購入品は用品管理の
改善を要する。

近代化調査後の工場改善情況（部分的に実施）は
以下の通りである。
（製鋼）工場内で改善計画を策定し、電気炉を新
設。また酸素の積極的活用、取鍋精錬炉の導入。
集塵機の大型化、下注造塊法の大型鋼塊への適用
などを実現し、生産工程の近代化、作業効率の向
上、作業環境の改善をはかっている。
（鍛造）自動鍛造の増加により鍛造量は1985年の
23.260tから1994年には45.673tに増えている。ま
た、水圧ﾌﾟﾚｽの改善、表面溶剤用ｽｶｰﾌｨﾝｸﾞ器具の
購入、手動式鋼塊ﾄﾝｸﾞの自社開発、工具ﾏﾆｭﾌﾟﾚｰﾀ
の設置などを行い作業効率の向上と品質面の改善
を実現している。
（熱処理・熱管理）加熱、冷却曲線の実測など
ﾃﾞｰﾀ整備、またﾛｰﾙ、ﾛｰﾀ製造工程のﾃﾞｰﾀ整備と調
整により、省ｴﾈﾙｷﾞｰ（加熱時間25％短縮や余熱処
理などで約30％の省ｴﾈ効果）や品質改善をはかっ
ている。なお熱管理に関しては資金不足もあって
大型炉を一部改善したのみ。
（耐火物）耐火物ﾒｰｶｰとﾀｲｱｯﾌﾟして一部改善を実
施。これら各分野での改善の総ｺｽﾄは8600万元と
当初計画の30％程度にとどまっており、計画の実
施も資金調達難から大幅に遅れている（資金調
達、自己資金20％、銀行借入80％）
(*)

　1964年に導入のｿ連式鋳鍛工場である。製鋼、鋳造、機械製作、耐火物製作などの一貫重機械工
場であるが、全設備が老朽化しており、更新改良の必要があった。公害対策は全く採用されて居ら
ず、省ｴﾈの思想もなかった。

(*)工場全体としては、近代化計画の実施による生産効率の向上や品質向上で、競争力を高めてお
り、収益面でも改善（赤字の解消）がはかられているとのことである。今後は市場経済に対応して
病院など関連部門の独立採算化、工員の減員、管理部門の集約などのﾘｽﾄﾗを進めていくことが必要
となっている。（1995年3月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 55,964 千円

案　件　名 英 27.06 人月 （内現地5.68人月）

団長 氏名

所属

7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60
工場（大冶冶金）近代化計画調査

実績額（累計）
　調査実施後、(株)ﾃｸﾉ大手（大手興産(株)）側における動きは
特にない。

　1999.11現在：新情報は入っていない。
The Study for the Factory (Daye Copper Refining)
Modernization Proram in the People's Republic of
China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1985.11

コンサルタント名 (株)テクノ大手

調
　
査
　
団

 幾島優次郎 (財)日本品質保証機構

 直島大手興産(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
陸江（技術改造局副局長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 85.2.25～3.16

　湖北省大冶冶金工場に於ける粗鋼、硫酸の生産能力増強計画の近代化実施計画
　（粗鋼 100,000ﾄﾝ/年、電気銅 50,000ﾄﾝ/年、硫酸 300,000ﾄﾝ/年にそれぞれ改造）であ
り
　1. 生産工程での近代化
　2. 生産能力面での近代化
　3. 生産管理面での近代化
の提案を行った。

生産管理、品質管理について、提言内容が一部実
施された。

　1985年に診断書提出後、資金不足のため生産能力の増強については着手できなかった。1987－
1988年にｶﾅﾀﾞのﾛﾗﾝﾀﾞ社から改造計画を受け検討した結果、ﾛﾗﾝﾀﾞ社の提示した案で現在進行中であ
る。1996年上期には操業に入る予定。（1993年度現地調査）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 39,213 千円

案　件　名 英 13.58 人月 （内現地4.34人月）

団長 氏名

所属

5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60
工場（大連化学）近代化計画調査

実績額（累計）
　報告書の内容は部分改造を提案。国家経済委員会は部分改造に
賛成。工場側は全面改造を希望。
・工場の部分改造は行わず、30万ﾄﾝの新工場建設を1988年に決定
した。
・ｱﾒﾘｶ、ﾄﾞｲﾂからの技術導入で1995年完成を目指している。
・1993年6月ﾄﾞｲﾂがｿﾌﾄﾛｰﾝをつけ、それにより30万ﾄﾝ/年のｱﾝﾓﾆｱ
ﾌﾟﾗﾝﾄが1994年3月現在建設中である。

The Study for the Factory (Dailian Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1984. 1985

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

 山中　信夫 日産化学工業(株)

 日産化学工業(株) 相手国側担当機関名 大連化学工業公司　陸江（国家経済委員会
技術改造局副局長）
朱心才（大連化学工業公司経理）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 85.2.5～3.16

　大連化肥工場は老朽化した工場で本格的には建て直すべき状況になっていると思われる
が、今回の調査では、既存装置を極力利用して所要資金をあまり大きくしないような提案
を行った。
　現地調査の結果からできるだけｴﾈﾙｷﾞｰ効率を高めるために下記に示すような4つの提案を
行った。
1. 一酸化炭素変換工程の加圧2段化
2. 脱炭酸ｶﾞｽ工程の新型ﾍﾞﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ方式への改造
3. 精製工程の新型液体窒素洗浄法と吸着法の組合せへの変更
4. ｱﾝﾓﾆｱ合成塔出口からの熱回収

1993年1月現在の新しい展開。
　ｱﾝﾓﾆｱ　300,000T/Y
　尿素   520,000T/Y
の新設ﾌﾟﾗﾝﾄを、ﾄﾞｲﾂのｿﾌﾄ･ﾛｰﾝで1992年6月
LINDE(ﾘﾝﾃﾞ社)が受注した。
契約金額は1億数千万ﾏﾙｸと言われている。
新ﾌﾟﾗﾝﾄが完成後は、旧ﾌﾟﾗﾝﾄ（現在稼動中のも
の）はｽｸﾗｯﾌﾟとなる。新工場完成時期は1995年夏
頃の予定。
　1998.10現在：
1)1994年のｱﾝﾓﾆｱ生産高：184,216ton
2)TopsoeのProcessの300,000T/年のｱﾝﾓﾆｱ工場新
設で1997年完成予定と報道されている。

　部分改造か全面改造かで国家経済委員会と工場側に意見の食い違いがあり、実現されるとしても
先になるもよう。
　我々の提案は左記にあるように、なるべくｺｽﾄをかけずにできる、かつenergy efficeney の改善
に著しい効果が期待できるものであった。
しかしながら工場側は、老朽化したﾌﾟﾗﾝﾄのｽｸﾗｯﾌﾟ後、新規のﾌﾟﾗﾝﾄを建てることに固執しているよ
うである。
　従って、相当の資金を必要とするものとなっており、未だ実現にいたっていない。

　改造に必要な機器・機械は先進国からの供給となるため、外貨手当が付かない場合は計画自体が
進展しない。特に状況の変化はない。
（1988年暮、ﾖｰﾛｯﾊﾟの雑誌に本ﾌﾟﾗﾝﾄの改造をｲﾀﾘｱのTechni monte社が受注したとの記事が出た
が、Techni monte及び中国側に問い合わせたところそのような事実なしと否定された。ｽｸﾗｯﾌﾟ ｱﾝ
ﾄﾞ ﾋﾞﾙﾄ案については依然として検討続行中とのこと。）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 62,651 千円

案　件　名 英 28.21 人月 （内現地7.00人月）

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60
工場（錦西化学）近代化計画調査

実績額（累計）
1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず、情報なし。

The Study for the Factory (Jinxi Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1985.11

コンサルタント名 千代田化工建設(株)

調
　
査
　
団

 結城　康

 千代田化工建設(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
陸江（技術改造局副局長）
楊武祥（遼寧省石油化学工業局所長）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 85.2.25～3.16

近代化計画実施上の留意点として
　1. 工場全体の近代化基本計画の立案
　2. 改造計画実施のための実行組織
　3. 改造計画予算の組み方
　4. 改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ
について提案を行った。

工場近代化の実施状況としては、報告書提出後、
本工場の近代化計画が国家の第7次5ヶ年計画とし
てとりあげられたため診断の提案に沿った改造を
ほとんど実施してきた。生産工程の近代化につい
ては、苛性ｿｰﾀﾞ生産用のｲｵﾝ交換膜法、電解設備
（旭硝子社製ﾌﾟﾗﾝﾄ1990年）、およびﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ
製造設備（ｱﾒﾘｶ製ﾌﾟﾗﾝﾄ、1988年）を導入しすで
に稼働している。さらに第9次5ヶ年計画終了時ま
でには80,000ﾄﾝ/年ｸﾗｽのｲｵﾝ交換膜法電解設備を
導入したいという意向である。さらに生産管理、
品質管理についても報告書の提案を参考にしつ
つ、従業員のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟのための教育・訓練、生産
管理体制の確立、作業工程ﾏﾆｭｱﾙの整備、などを
行い品質管理については新規機器の導入、分析手
法の改善、ﾃﾞｰﾀ収集による統計的な品質管理を行
なっている。報告書の提案の内容はほとんど実施
済みである。報告書は、中国語に翻訳され活用し
た。（1995年3月現地調査結果）

調査当時と現在と比較して生産量は苛性ｿｰﾀﾞで、年間85,000ﾄﾝから125,000ﾄﾝへ、またﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ
では12,000ﾄﾝから40,000ﾄﾝへと上昇した。売上高では、1億3,000万元から8億5,000万元へと大きく
伸びている。現在本工場は苛性ｿｰﾀﾞの生産量で全国8位、中国の特大企業の162番目になった。
（1995年3月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 62,796 千円

案　件　名 英 23.38 人月 （内現地5.73人月）

団長 氏名

所属

7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60
工場（南京化学）近代化計画調査

実績額（累計）
　現在までのところ日本側の提出した報告書は一部を除いて、採
用されていない。その間の進捗状況は以下のとおり。
　・ﾚｿﾞﾙｼﾝ製造技術の導入をｱﾒﾘｶに打診。
　　（ｱﾙｶﾘﾌｭｰｼﾞｮﾝ設備）
　・一旦拒否されたが、現在までｱﾒﾘｶとの交渉継続中。
　・自社でも装置改造を進めている。（報告書の一部を採用、中
    国内機器使用）
　・比較的、費用のかからない生産管理の提言内容は、かなりの
    部分が採用されている。
1999.11現在：変更点なし

The Study for the Factory (Nanjing Chemistry)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1985.11

コンサルタント名 三菱油化エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

 佐藤　晋

 三菱油化エンジニアリング(株) 相手国側担当機関名 江蘇省南京化工廠
汪忠懐（社長）
辛振東（副社長）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 85.2.26～3.16

　工場全般、生産管理、生産工程、生産能力に関し近代化計画を提案した。
　このうち生産工程については、優先度をA、B、Cに分けたが優先度Aの項目を実施するの
に必要な投資額は963,470千円と見込まれる。また、生産能力の近代化についてはﾚｿﾞﾙｼﾝに
ついて検討を実施したが投資額は中改造ｹｰｽが経済性に優れ、投資額は337,670～492,170千
円で投下資本回収期間は0.9～1.5年と見込まれる。

　中国側の情勢変化により提言内容が企業側の状況と一部合致していない状況となっている。

　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは報告書の提案・勧告が、今後一層の具体化が実現される可能性はあるとみている。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 66,102 千円

案　件　名 英 5.00 人月 (内現地23.22人月)

団長 氏名

所属

5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60
工場（セメント）近代化計画調査

実績額（累計）
　1986年9月にｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ関係者が訪中した際に中国側関係者より得
た情報によると、耀県工場は報告書を参考にして改造計画を進め
ているとのことである。

1999.10現在：変更点なし

The Study for the Factory (Cement) Modernization
Program in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／窯業

最終報告書作成年月 1985.3

コンサルタント名 宇部興産(株)

調
　
査
　
団

 半田　信吉

 宇部興産(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
陸江（技術改造局　副局長）
包先成（耀県セメント工場　工場長）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 85.3.1～3.24

1. 耀県ｾﾒﾝﾄ工場近代化計画（陝西省耀県）
　 既存の湿式製造方式のままの場合と乾式製造方式に改造した場合の二つのｹｰｽにつき、
熱
   消費の低減、計測・制御ｼｽﾃﾑの自動化、製造環境の改善のための設備の近代化と運転管
   理、品質管理、保全管理、職場風土の活性化等の生産管理の近代化について勧告した。
2. 工源ｾﾒﾝﾄ工場近代化計画（遼寧省本渓市）
　 既存の乾式余熱ﾎﾞｲﾗｰ方式のままで、生産量の増加、熱消費の低減、余熱発電量の増
加、
   計量の自動化、製品品質の改善、環境の改善のための設備の近代化と運転管理、品質管
   理、保全管理、職場風土の活性化等の生産管理の近代化について勧告した。
　 改造は1、2、3号ｷﾙﾝを中心に提案。

提言内容を参考に、生産管理、品質管理につい
て、一部改良が国内の技術協力によって実施され
た。

工源ｾﾒﾝﾄ工場：
資金的に国産技術による改造を1、2号に対し実施
し、現在4号ｷﾙﾝを新設中（1.4億元）。
3号ｷﾙﾝは廃業の方向。

耀県ｾﾒﾝﾄ工場：
当初改造を予定していた4号ｷﾙﾝは部分的に改造が
行われている（1993年度現地調査）。

耀県ｾﾒﾝﾄ工場：
政府の計画承認が新設を優先することになったため、乾式の5号ｷﾙﾝ（生産能力70万ﾄﾝ/年）を建設
済み。改造する予定の4号ｷﾙﾝについては、環境問題もあり1994年上期には改造・計画を決定する予
定（1993年度現地調査）。

対象ｷﾙﾝに環境問題解決のためUNIDO資金1,000万ﾄﾞﾙが投資される予定（1993年度現地調査）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 42,703 千円

案　件　名 英 14.35 人月 (内現地6.82人月)

団長 氏名

所属

5（現地調査）、4（報告書案現地説明）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 59～60
工場（金型）近代化計画調査

実績額（累計）
（無錫模具廠）
　近代化計画に沿った改善計画を実施中であるが、当初予定して
いた投資額600万元の金額調達が困難となり、現状時点では、384
万元（政府200万元、銀行184万元）の投資を実施済である。投資
額の減少で計画中の外国人技術者招聘と一部設備の導入は見送ら
れている。業況は順調に推移しており、近代化の効果も認められ
ている。残りの計画は資金調達をつけた段階で引き続き実施して
いくとしている。
　近代化調査対象であったﾌﾟﾗｽﾁｯｸ金型は、ﾏｰｹｯﾄの収縮により4
年前に生産を取りやめた。現在は、自動車用部品金型および当該
部品、ｴｽｶﾚｰﾀｰ部品などが主要製品である。このうち、自動車部
品の売上ｼｪｱが5割を越えている。1998年9月に株式会社に転換し
た。株式の保有比率は国家が51％、社員が49％である。社員の
80％が株式を購入した。株式は非公開であり、もしも退職者がで
れば、会社の特定部門が買い戻し、新入社員にこれを売り渡すｼｽ
ﾃﾑである。経営上の問題としては人材の流出がある。大卒を毎年
十数人雇用するが、研修をうけて2～3年たつと合弁企業などに出
ていってしまう。（1999年度現地調査結果）

The Study for the Factory (Dice) Modernization
Program in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1985.7

コンサルタント名 昭和テクノシステム(株)

調
　
査
　
団

 西山　誠三

 昭和テクノシステム(株) 相手国側担当機関名 無錫模具廠
　許作民（付廠長）
北京市塑料模具廠
　許鶴峰（廠長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 84.8.19～9.20／
85.3.12～3.21

1.無錫模具廠
　近代的設備を導入しさえすれば工場近代化が実現できるという風潮が強いが技術面にお
いても管理面においても改善すべき点が多々ある。即ち生産技術面においては　1)金型の
種類別専門工場化、2)金型設計に当りｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰ、ﾓｰﾙﾀﾞｰとの連絡を密にし金型製作上のｷｰ
ﾎﾟｲﾝﾄを把握して行うこと。3)規格化標準化を促進し各人ﾊﾞﾗﾊﾞﾗの技術を体系化し技術の向
上と能率の向上を進めること。生産管理面については生産管理の重要性を認識しPlan-Do-
Check-Actionの管理ｻｲｸﾙを工場全部門で実施し高品質、高生産性、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ、納期短縮に重
点を置いた管理を行ってゆく必要性がある。これ等の項目は近代化のための基本で不可欠
の条件であり長期的な計画に基づき協力してゆくことが大切である。

2.北京市模具廠
　工場幹部の工場近代化に対する方向性、進め方は無錫より具体的で堅実であるが、現状
の問題点および改善すべき諸点については生産技術面においても無錫の場合と同様であ
る。

無錫
　樹脂用金型専用工場の建設に着手。
　工場設備ﾚｲｱｳﾄは提言をﾍﾞｰｽにして進め、機械
設備についても手配中。
　生産管理、品質管理についても、提言内容実施
の方向。

北京
　国家承認を受け近代化のための工場建設、機械
導入ならびに機械操作のための技術研修を終了。
　現地稼働中。資金的制約から国産を主体に設備
を導入。投資額は404万元。
　生産管理、品質管理についても、提言内容実施
の方向。

　1984年の調査以降、報告書の提言に基づいて日
本製の機械を購入し、技術改造をおこなった。し
かし、市況の変化により4年前から調査対象のﾌﾟﾗ
ｽﾁｯｸ金型の生産は廃止した。（1999年度現地調査
結果）

無錫：改造後、金型の開発から加工までﾚﾍﾞﾙが明らかに向上。
北京：金型加工の確度をIT7からIT5に向上させた。生産性が倍増、歩留まりも向上し、管理の質も
      向上した。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 47,710 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61
工場（新建機械）近代化計画調査

実績額（累計） 　市場経済化の中で近代化計画が9000万元（20億円）と大規模な
こともあって、国をはじめとして資金調達が当初予定したように
は容易でなくなり、改善計画の進捗にはかなりの遅れが出てい
る。現在の計画達成率は26.9％（1992年末、投資2400万元）今後
1993～1996年の間に25％の進捗を見込んでいる。投資額の80％は
銀行借り入れ、20％が自己資金で、輸入設備を国産に切り替え
て、対応。ｾﾒﾝﾄ需要は旺盛で業況は上向いており、今後も近代化
計画を継続していくとしている。
1999.10現在：その後の情報は入っていない。

The Study for the Factory (Shinken Kikai)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1986.10

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

 疋田　弘

 石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 86.6.23～7.1

1. 工場近代化計画
　 工場近代化計画到成後の生産量
　 　近代化調査対象製品　　　 6,945 T/年
　 　近代化調査対象外製品　　10,890 T/年

　 　　　　　　　合　　計　　17,835 T/年（1985年の1.64倍）
　 近代化に要する経費　　　　1,981,996千円

2. 勧　告
　 工場全体の観点より
　 　－工場近代化計画実施の手順　　　－不要、不急品の処理
　 　－工場近代化計画の調整　　　　　－外注方針の検討
　 　－製品の作り方の徹底的な究明　　－長期経営戦略の立案
　 　－生産情報の収集整理手法の導入
　 　－原価発生単位の明確化
　 　－ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸｼｽﾃﾑの確立
　 　－問題解決能力の育成
　 　－視覚による管理の推進

工場運営の観点より
　－製缶組立工程
　　加工精度の向上
　　品質の向上等
　－機械加工工程
　　設計工程における生産設計作業能率の充実を
　　計る
　－鋳造工程
　　大型鋳鋼品の品質確保
　　鋳鋼品ﾒｰｶｰに対する技術指導等

実施内容は、生産管理と品質管理について、提言
内容を参考としたもの。

 現在までの実施内容は一部であり、更に実施する必要がある。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 64,586 千円

案　件　名 英 24.89 人月 (内現地5.22人月)

団長 氏名

所属

7（うち国内作業 3）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61
工場（山東莱蕪鋼鉄廠）近代化計画調査

実績額（累計）
　莱鋼株式公司は97年8月に上海証券市場に上場している。株式
会社設立についてはADBから提案があり、1990年からADBとの協議
を開始し1992年に技術協力実施の調印がなされた。1993年5月に
専門家が来訪し1994年10月に設計提案終了、1996年に中国政府認
可後具体的取組を開始した。1997年8月22日に会社（莱鋼株式公
司）設立、8月28日に上場した。
　1999年5月に組織全体を集団公司化し、莱鋼株式公司はその参
加企業となった。集団公司の資本金は10.6億元、株式は全て山東
省人民政府保有である。その結果、集団公司、莱鋼株式公司とも
に経営決定は省政府の意向を反映したものとならざるを得ない。
集団公司は鉄鋼鉱山2社、鋼管工場、鉱山建設会社、人造ﾀﾞｲﾔﾓﾝ
ﾄﾞ会社の国有企業計5社を企業としてのﾒﾘｯﾄはないにも関わらず
行政の指導により合併させられている。
　また、当地域が都市から離れていることもあり過去は社会施設
も企業が整備してきたが、分離が進んでいる。病院、食堂、学
校、ｻｰﾋﾞｽ業等は分離を進めているが現状は直属会社の位置付け
にあり、今後は独立させる方向である。（1999年度現地調査結
果）

The Study for the Factory (The Laiwu Iron &
Steel Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1986.9

コンサルタント名 (社)日本鉄鋼連盟

調
　
査
　
団

 杉山　敏 日本鋼管(株)

 (社)日本鉄鋼連盟嘱託（日本鋼管） 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　倪　根仙（輸出入局副局長）
山東来蕪鋼鉄廠
　馬　仲才（山東来蕪鋼鉄廠々長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 86.6.14～6.24

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　山東省莱蕪市郊外

総事業費
　67,764万元（1元=65.4円）

計画内容
　・山東省莱蕪鋼鉄廠は1972年に4つの独立した鉄鋼工場を集約、統合されてできた銑鋼一
貫
    工場ですでに同廠は転炉、熱延設備の建設により近代化をすすめていた。本報告書は
こ
    れら増強計画を前提として最適な種類、寸法の最終製品の生産を行うための設備計
画、
    操業改善策を内容とした近代化案を策定した（第2製鉄、製鋼工場を対象）。
　・第2製鉄工場：燒結工場における挿入原料の整粒強化高炉操業等についての提言等
　・第2製鋼工場：溶銑成分の安定化、二次製錬等設備、操業面の提言等、分塊工場におけ
る
    設備、操業上の問題点に対する提言等
　・操業上の改善と設備新設、改造により、1990年を目標として銑鉄生産は28万ﾄﾝから86
万
    ﾄﾝ
    へ、粗鋼生産は8万ﾄﾝから77万ﾄﾝへ、棒鋼・帯鋼・電縫管生産は6.5万ﾄﾝから58万ﾄﾝへ
と
    拡大する見込みとなった。

　設備の改善は、市場拡大に伴う設備規模の大型
化（焼結設備、送風機等）や完成の遅れ（高炉の
改造、形鋼工場新設）等は見られるものの、近代
化計画の内容に沿った改善が着実になされてい
る。管理面も管理規準・組織の見直しや活動の徹
底・新たな開始等あらゆる面で提案をこえる内容
が行われている。その結果、操業度、品質の向上
も顕著である。1987-1994年の総投資額は31億
元。
　他工場への技術移転については、ﾓﾃﾞﾙ工場に指
定され他工場からの見学者受入が積極的に行われ
ている。（1994年12月現地調査結果）
　中型形鋼工場（年50万ﾄﾝ、改造資金総額 200億
円）を1998年に操業開始し、H形鋼、I形鋼、ｱﾝｸﾞ
ﾙ、ﾁｬﾝﾈﾙ等を生産予定（新日本製鐵、三井物産が
加熱炉、圧延機、精製ﾗｲﾝ機械設備、電機・計
装・計算機設備等を受注、受注金額40億円、1995
年12月入札）－ｱｼﾞｱ開発銀行の融資

1.設備導入・生産工程
105ｍ3焼結機×1基新設(1993年)、焼結機50ｍ3×
1基増設(1995年)、高炉750ｍ3×1基新設(1993
年)、高炉750ｍ3×1基拡大(1995年)、新規ｺｰｸｽ炉
導入(1989年10月)、25ﾄﾝ転炉×1基整備(1995
年)、酸素ﾌﾟﾗﾝﾄ4機（日本製4,000ｍ3、ﾄﾞｲﾂ製
12,000ｍ3、国産3,200ｍ3×2機）導入、H型ﾐﾙ設
備導入、連鋳機4機、炉外精錬機2機、中型圧延
機、40ﾄﾝ高効率電炉等、近代化計画の内容に沿っ
た改善（一部では提案を上回る設備の導入）が着
実に実施されている。また生産設備以外の電機、
水道等の社会資本への投資も行われている。
(*)へ続く

・資金調達面ではADB関連の融資を1989年に3.83億ﾄﾞﾙ（直接融資1.33億ﾄﾞﾙ、保証2.5億ﾄﾞﾙ）を受
けており、このことが多額の投資を可能にした大きな原因であるが、その際にも近代化計画の存在
が融資実現に大きな役割を果たした。
・近代化計画は工場側独自の計画策定途中という時期に実施されたが、計画確定の為の視野を広げ
高いﾚﾍﾞﾙのものを作るという指導的な意味あいでこの高い評価がされている。また、日本側援助の
意味あいを「構造」を作るための支援ということで明確な認識がされていることも協力内容とﾏｯﾁ
した原因となっている。近代化計画によるﾌﾟﾗﾝ作り、その結果としての資金確保、並びに市場拡大
という要因がうまく結びついて成功へとつながっている。また、山東省の支援という要素も大き
い。

 (*) から
2.投資金額・資金調達
1989年から外資2.53億ﾄﾞﾙ（ADB1.33億ﾄﾞﾙ、協調融資0.8億ﾄﾞﾙ、商業融資0.32億ﾄﾞﾙ）＋国内融資＋
自社資金により総額40億元の投資により設備導入・改善（社会資本含む）が進められた。比率では
国内資金と国外資金がほぼ半々である。ADBの融資条件は10年据置き20年返済（ﾄﾞﾙ返済）であり
2000年から返済が始まる。上場に伴い集団公司と上場企業の負担は分担、整理され、生産関係は主
に上場企業、生活関連は集団公司が返却することになっている。また、上場に伴う資金調達で中型
圧延設備を導入している。
1986年以降1998年までの総投資は50億元であり、このうち80％が生産関連、20％が生活関連であ
る。
○ｾﾐﾅｰ …… 鉄鋼工場の管理方法、改善技術

ｸﾞﾙｰﾝｴｲﾄﾞﾌﾟﾗﾝの対象工場。（省ｴﾈ計画を工場策定後、省へ申請したところ活用の指示があり実
施）
計画策定時（1986年）の売上2.5億元、生産で粗鋼11万ﾄﾝ、鋼材8万ﾄﾝ、技術者2,000人から1994年
（予定）では、売上25億元、粗鋼102万ﾄﾝ、鋼材61万ﾄﾝ、技術者7,000人へと急激な拡大をしてい
る。開発面でも国家が定める規準（設備の種類等）では全国52位にﾗﾝｸされている。（1994年12月
現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 29,129 千円

案　件　名 英 12.03 人月 (内現地2.46人月)

団長 氏名

所属

4（うち国内作業 1）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61
工場（上海第十鋼鉄廠）近代化計画調査

実績額（累計）
　資金不足により当面1st stepとしてETL及びShear Lineの現状
幅（514m/m）でのCost Minimum設置を希望。これに沿って
1986.11～1987.1投資実施、概算見積提示を行ったが、計画は実
施に移れてい
     ない。
1999.10現在：追加情報なし

The Study for the Factory (Shanghai No.10 Iron &
Steel Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1986.9

コンサルタント名 (社)日本鉄鋼連盟

調
　
査
　
団

 平尾　隆 新日本製鉄(株)

 (社)日本鉄鋼連盟嘱託（新日鉄） 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　倪　根仙（輸出入局副局長）
上海第十鋼鉄廠
　張　寄生

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 86.6.17～6.24

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　上海市、上海第十鋼鉄廠

総事業費
　2,512百万円（F.O.B JAPANﾍﾞｰｽ）

計画内容
　・上海第十鋼鉄廠は1956年に設立、1984年の総生産量は63.7万ﾄﾝ、主要製品は熱間圧延
    帯鋼、冷間圧延帯鋼・電気ﾌﾞﾘｷ・電縫管で、中国における貴重なﾌﾞﾘｷ工場の一つであ
    る。本調査では既存設備を可能な限り有効に利用し、電気ﾌﾞﾘｷ製品の製造を可能とす
    るための近代化案を策定した。
　・小規模の老朽化した設備で構成されたﾗｲﾝを抱えているため現有する設備を本来あるべ
    き健全な姿に保つための施策。
　・食缶用ﾌﾞﾘｷの様な高級品を製造するために必要な設備と作業の改善及び製品品種の拡
    大。
　・経済指標の一層の向上を目的とした設備と作業の改善策。
　・原材料の品質改善
　・生産品質管理、設備管理、教育訓練等の充実による管理の高度化。
　・ﾕｰﾃｨﾘﾃｨその他の周辺条件の設備
　・本近代化により、食缶用電気ﾌﾞﾘｷ製品の製造が可能となり、全量を食缶用製品の製造
と
    することを目標とする。具体的に必要となるものは、酸洗、冷間圧延、調質圧延連続
焼
    純、電気ﾌﾞﾘｷ、煎断の各ﾗｲﾝの設備新設並びに改造である。
　・ﾌﾞﾘｷの生産量は、1984年実績の1万ﾄﾝに対し、4段階のｽｹｼﾞｭｰﾙをへて2～3万ﾄﾝを目標と
   する。

提言内容は、生産管理、品質管理について、一部
改良が国内の技術協力によって実施された。

1.規格幅を700㎜～1.2ｍに変更せざるをえなくなった。
2.ﾌﾞﾘｷ原材料の薄板の供給不足。
3.生産目標が3万ﾄﾝ/年から6万ﾄﾝ/年に変更された。

・ﾌﾞﾘｷ生産は、上海と武漢の2工場のみであり、需要が1985年で50万ﾄﾝ、1995年には70万ﾄﾝと見込
まれるのに対して供給は10万ﾄﾝにも満たない状況である。
・日本側提案は、現在までのところ生かされていないが、新日鉄との関係はいまだ保たれており、
工場側は日本に再診断を希望している。
・1994年3月現在、上海第十鋼鉄廠は韓国POSCOとｺﾝﾀｸﾄしている模様である。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 37,699 千円

案　件　名 英 15.62 人月 （内現地3.72人月）

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61
工場（石家庄鋼鉄廠）近代化計画調査

実績額（累計）
1999.10現在：追加情報なし

The Study for the Factory (Shin Jia Zhnang Iron
& Steel Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1986.9

コンサルタント名 (社)日本鉄鋼連盟

調
　
査
　
団

 松田　安弘

 (社)日本鉄鋼連盟嘱託（神戸製鋼） 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　倪　根仙（輸出入局副局長）
石家庄鋼鉄廠
　于　洪（石家庄鋼鉄廠々長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 86.6.16～6.24

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　河北省・石家庄市

総事業費
　215億円（F.O.B Japan）

計画内容
　・石家庄鋼鉄廠は58年設立、粗鋼生産13万ﾄﾝの高炉、製鋼、圧延設備を持つ銑鋼一貫
    製鉄所で、すでに1991年を目標とし35万ﾄﾝに拡大する計画が策定されていた。本調
    査はこれらを前提とし、工場診断を実施し、その結果に基づき既存工場設備の活用
    を基本とした製造技術と生産管理技術に関する近代化計画を立案した。
    製鉄工場：高炉、燒結工場の設備、操業面の改善、原料ﾔｰﾄﾞ計画の策定等。
　・製鋼工場：操業改善に関する提案、高級鋼製造に対する設備的配慮、ｽｸﾗｯﾌﾟ処理、
    耐火物寿命延長策等の提案等。
    圧延工場：既存工場の改善事項と対策についての提案及び新棒鋼圧延工場建設に当
    たっての留意事項の提言等。
　・その他、生産管理、ｴﾈﾙｷﾞｰ管理、品質管理、設置保全管理、環境管理、教育訓練等
    についても提言を行った。

　近代化計画策定後に中国の需要の拡大、需要製
品の変化（高級化等）が起きたため工程面の設備
も能力面を中心にそれに応じた変化が起きている
が、その基本的な方針は近代化計画を踏まえてお
り環境保護への投資（工場の都市部立地という条
件から必要とのこと）、生産ｺﾝﾄﾛｰﾙのｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化
等の計画では取り上げられた以上の改善がなされ
たものもある。一方、提案内容のうち改善が進ん
でいない主なものとしては電炉工場における連続
鋳造設備導入（計画中）、圧延新工場建設により
圧延工程の集約があげられる。（1994年12月現地
調査結果）

　末実現と一部実施の遅れが発生した原因としては資金面の不足がある。当初は上部機関と工場で
生産品目の考えの食い違いにより資金調達がうまくいかなかった（現在は解消）ため自己資金のみ
で改善を行わなければならなかった他、現在も「総投資の30％以上の自己資金確保が国家による援
助の前提になる」「銀行借入は国家方針のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでないと難しい」等の問題がある。（現在は投
資額のうち自己資金40％、銀行借入30％、国援助30％）。来年上場し資金確保目指す予定とのこ
と。他工場への技術移転については計画策定後に交流実施等一般的な内容は行われたがその後の大
きな進展はない。
　近代化計画に対する率直な評価としては、製鉄工場のような大規模工場を対象にした場合、期
間・人員が不十分になってしまい役にたったことは間違いないが十分な深みのあるものにまでには
ならなかったという印象、市場の変化が特にそうしたことを大きくしたとの意見があった。
　次期5ヵ年計画においても重点工場となっており粗鋼生産100万ﾄﾝ体制実現のための設備増強が計
画されている。（1994年12月現地調査結果）

　当工場（会社）は1994年に有限会社化。近年の国内需要の順調な拡大により生産販売高も拡大し
ており1993年時点で従業員数7,027名、粗鋼ﾍﾞｰｽ63.4万ﾄﾝ、鋼材17.5万ﾄﾝを生産、売上8.1億元、利
潤8,700万元（1985年時点では従業員数5,038名、粗鋼ﾍﾞｰｽで13.2万ﾄﾝ、鋼材109万ﾄﾝを生産、売上
9,064万元、利潤1,382万元）となっている。（1994年12月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 56,882 千円

案　件　名 英 19.16 人月 （内現地4.16人月）

団長 氏名

所属

2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61
工場（無錫電気ケーブル）近代化計画調査

実績額（累計）
1987.       契約
1990.11.1   当該工場より藤倉電線(株)に下記報告と要請があっ
た。
(1)技術交流を継続したい。
(2)F/Sﾚﾎﾟｰﾄで提案のあったCase-1の実施を希望している。
(3)押出し機の導入を中国政府に要請している。
(4)難燃ｹｰﾌﾞﾙの技術導入を希望する。
上記に対し藤倉電線(株)にて対応検討中。資金面での制約がﾈｯｸ
となって、計画が大幅に遅れている。

1999.11現在：進捗状況不詳

The Study for the Factory (Electric Cable)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1986.12

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 清水　正夫

 藤倉電線(株)被覆線事業部被覆線技術部 相手国側担当機関名 国家経済委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 86.8.25～9.2

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ

総事業費
　約17～8億円（38百万元、うち設備費30百万元）

計画内容
　・ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ生産量：5,500km（現行約 3,300km）
　・品質目標      ：国際的規格（IEC,BIS,JIS）への合格
　・原材料単位    ：国際水準達成
　・労働生産力    ：設計目標達成
　・機械設備      ：1970年末または1980年初の
                    国際水準達成
　・その他        ：試験分析法の改良、教育訓練の徹底

実施経過
　1990年　操業開始

ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ工場建設中（770万元）
第8次5ヵ年計画で設備導入を計画
　　　設備導入費用…2,500万元（予定）

生産工程・管理面での実績：
 (1) 在庫管理方法の改善
 (2) 調達方法の見直し
 (3) 従業員教育
 (4) TQCの導入
 (5) 品質ﾚﾍﾞﾙの向上

ｺﾞﾑｹｰﾌﾞﾙ工場建設が一次中断した理由
 1. 国から認可がおりなかった。
 2. 資金、土地の手当ができなかった。

改善実施は一部に留まっているとの評価で、完遂するよう努力中。さらなる計画導入を図ってい
る。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 58,797 千円

案　件　名 英 22.32 人月 （内現地5.52人月）

団長 氏名

所属

5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61
工場（濱州ピストン）近代化計画調査

実績額（累計）
　本実施計画の機械設備と技術指導についての具体的な検討のた
め、1987年に調査団が来日し、1988年2月～3月の青島商談会を実
施。商談会では、円高による大幅なｺｽﾄ高とそれの吸収のための
中国側当該工場生産品買上げ要求に対する対応不充分の理由で商
談は西欧側企業に傾いた模様。尚、日本側企業でなく西欧企業か
ら購入する方向で検討するように山東省の指導も強く打出され流
れの方向が変わった。
1999.11現在：変更点なし

The Study for the Factory (Piston) Modernization
Program in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1986.12

コンサルタント名 (社)日本プラント協会

調
　
査
　
団

 宮島　信雄

(社)日本プラント協会 技術部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 相手国側担当機関名 国家経済委員会進出口局
STATE ECONOMIC COMMISSION,P.R.C.
BUREAU OF IMPORT AND EXPORT
　倪　根仙（NI GENXIAN）
（国家経済委員会進出口局、副局長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 86.8.31～9.9

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　山東濱州ﾋﾟｽﾄﾝ工場

総事業費
　2,593,500千円うち外貨分2,593,500千円

計画内容
　本ﾋﾟｽﾄﾝ工場近代化のための改善提案に基づく機械設備とそれに伴う教育訓練とﾉｳﾊｳ・技
術指導等の実施計画は溶湯精製・鋳造・熱処理・機械加工・検査・金型・治具切削工具・
ﾋﾟｽﾄﾝ製造専用機の各専門技術分野ごとにその重要性、緊急性を考慮して3期（1期=2年）に
分けた計画内容となっており、各期ごとに独立機能をとり、2期にまたがらないよう配慮し
ている。

　旧式の設備が多く精度も品質管理（教育は行った）も悪い。
　また英国、ｲﾀﾘｰから導入した機器は使いきれずに放棄されていて不要の長物になってい
る（仕様を理解しないまま押し付け輸入させられたものと思われる）。

結果として省のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして投資額714万元
（1988-1990）で改善が実施された。承認が得ら
れなかった原因としては、①資金制約、②当時ま
だ全国1位企業でなく優先順位が低かったこと、③
中央企業が有利になること、等があげられた。実
際の投資は、①建物（150万元）、②外国設備
（200万元）、③国内設備（300万元）、④ｺﾝﾋﾟｭｰ
ﾀ導入（200万元）に活用されている。この投資額
の減額により、一部設備は内製せざるをえない等
の状況になっている。管理面については、生産工
程に比べれば比較的実施された内容が見られた。
（1994年12月現地調査結果）

1988年くらいから当工場独自の改善を実施しており、その主な柱は、①管理ﾚﾍﾞﾙの改善、②設備導
入（4台輸入）、③開発力強化、④教育実施、の4点からなる。その成果が除々に現われ始めた（全
国1位）頃、更なる改善策としてJICAの近代化計画が実施された（計画の総投資額は6,800万元
=25.9億円）。しかし、実際に1988年に工場側が策定した上部国機関に提出した計画は、1,800万元
（一期分5年）となった。金額差は全額を申請した場合、承認が得にくいとの工場側の判断による
ものであるが、その内容についても近代化計画の内容を参考にしたとは言うものの異なる点も多い
ものとなった。これは資金をはじめ、当時の工場の事情を考慮した結果とのことである。さらに
1,800万元の計画が国の承認を得られず規模縮小へ
近代計画の評価については、①日本側が品質、技術面の改善の比重が高かったのに対し、結果とし
て工場側は量拡大を指向したこと等の食い違いが出たこと、②知りたい技術についてﾉｳﾊｳとして拒
否されたことが指摘された。全体として、近代化計画を評価し活用していこうという姿勢は乏し
かったと思われる。
また、近代化計画策定後、日本側ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ並びに中国側双方の考えにより日本への調査団派遣が実
施されている。（1994年12月現地調査結果）

濱州ﾋﾟｽﾄﾝから現在山東ﾋﾟｽﾄﾝに改名。計画策定時1985年の売上920万元、生産量100万個、従業員
600人から1993年には売上1.25億元、生産量370万個、従業員1,100人へと国内市場拡大に伴い成長
し、1988年以降は中国最大のﾋﾟｽﾄﾝﾒｰｶｰとなった。ﾕｰｻﾞｰも山東省から中国全国へと拡大し一部製品
はﾁｪｺ、米国等への輸出も行っている。製品構成は市場変化によってﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ用からｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞ
ﾝ用へと移行している。（1994年12月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 83,914 千円

案　件　名 英 26.20 人月 （内現地5.70人月）

団長 氏名

所属

3,7,3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 60～61
工場（沈陽・大連ガラス）近代化計画調査

実績額（累計）
・大連ｶﾞﾗｽ工場においては「改造工事にかかわる保証問題」
  で行き詰まり、何回か北京で商談が行われたが、新設に変
  更された。
・沈陽ｶﾞﾗｽ工場は2～3回にわたり技術的な接触があったが、
  現在では中断している。
・日本ﾒｰｶｰが「ｷﾞｬﾗﾝﾃｨ」、「金額のﾈｺﾞ」に抵抗すると考え、
  別の形でないと実現は困難とみられる。
・日本ﾒｰｶｰから「中国ｶﾞﾗｽ設計院」への技術移転（有償）を行
  い、ﾊｰﾄﾞのｷﾞｬﾗﾝﾃｨなしなどの工夫がないと具体化は困難と
  みられる。
　1992年12月調査により両工場とも改造が実施されたことを
  確認した。

1999.11現在：進捗状況不詳

The Study for the Factory (Glass) Modernization
Program in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／窯業

最終報告書作成年月 1986.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 呉　信二

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会進出口局
　倪　根仙（副局長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 61.7.7～7.14／
61.7.7～7.20／
61.7.13～7.20

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　A　大連市大連ｶﾞﾗｽ工場
　B　沈陽市沈陽ｶﾞﾗｽ工場

総事業費
　A　　 435,800千円　　　　　すべて外貨分
　　　1,730,352千円　（ｹｰｽⅡ）

計画内容
　A　大連ｶﾞﾗｽ工場
　 　○生産工程は引上機の更新新設のみを行い、その他は少々改造を行うこと。
　 　○特に、品質管理を徹底するために最小限の計測機を追加すること。
　 　○生産工程のﾃﾞｰﾀ採集・採取が少ないので、日常のﾃﾞｰﾀ採集を励行し、工程管理
       を十分に行うこと。
　B　沈陽ｶﾞﾗｽ工場
　 　○近代化目標達成を3段階に分け、それぞれの目標を達成するための近代化を行う
       こと。
　 　○特に、原料調合ｼｽﾃﾑの改造窯槽構造の改造は第2段階の目玉である
       ので行うこと。

提言内容は、生産管理、生産工程、品質管理につ
いて、一部実施された。

・ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対する現地でのOJT

大連ｶﾞﾗｽ工場：
1988年改造提案に基づきｲｷﾞﾘｽより技術導入（684
万元）し、生産額、利益も順調に増加。
沈陽ｶﾞﾗｽ工場：
省ｴﾈを中心に1988年10月に改造を終了。炉の設備
はｲｷﾞﾘｽ、ｱﾒﾘｶ等より購入した。

両工場とも日本以外の国の技術を導入し、改造実
施済みであるので、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完了したものと
みなされる。

・工場側及びﾒｰｶｰ側の改造に伴うｷﾞｬﾗﾝﾃｨの考え方の不足
・円　高
・日本側ﾒｰｶｰにとって、二昔前の技術であり、ﾒｰｶｰも消極的であった。

大連：かまどの溶解状況の改善を通して、ｶﾞﾗｽ原液の品質を向上させ、ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量を減少させ
た。優良製品率が93％向上した。
沈陽：改善後、ｴﾈﾙｷﾞｰ節約が著しい。ｵｲﾙの節約は年間2847ﾄﾝに達した。しかし生産管理、品質管
理のﾚﾍﾞﾙの向上が、さらに必要。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 46,003 千円

案　件　名 英 15.57 人月 （内現地4.11人月）

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62
広西大廠銅坑鉱山近代化計画調査

実績額（累計）
　提案された計画に対して鉱山側からの要請を受けて有色金属工
場公司のｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞで大学教授、研究員、大型機械ﾒｰｶｰ、鉱山社員
等からなる対外的な研究会が2回開催され内容の検討と改善策の
再設定が行われている。その後鉱山内に実施を担当する改造委員
会が設立されて改善を行った。（1995年1月現地調査結果）

1999.10　現在：変更点なし

Modernization Program for the Kwangsi Mine in
the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1987.7

コンサルタント名 三井金属資源開発(株)

調
　
査
　
団

 大田　光弘

 三井金属資源開発(株) 工事本部工事部長 相手国側担当機関名 国家経済委員会企業技術改造診断辨公室
　光　中（主任）
　朱　　（副主任）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 87.3.2～3.31
87.7.21～7.31

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　大廠銅坑鉱山採鉱部内
　（細脈帯型鉱体開発）

総事業費
　1,402,329,000円

計画内容
　1　坑内火災対策
　 ・現状の通気系調査と密閉箇所の指摘
　 ・通気系統変更計画立案

　2　採鉱法の変更
　 ・採鉱計画立案
　 ・基幹開坑計画立案と実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　 ・近代化のための導入機械

　3　近代化に要する経費

　当初の日本側計画では改善策を「緊急課題」と
「採鉱法を中心とした近代化計画」に分けた実施
が立案されたが、中国側は市場の高品位産物への
ﾆｰｽﾞの拡大、鉱山の主体的経営への移行という環
境への変化に対応する為一本化したうえで改善を
実施している。
　また、提案内容の主内容である「坑内火災の鎮
火」については当初計画通りの方法で1988年10月
から1991年12月に実施され無事鎮火した。「通気
方法の改善」については1989－1992年にかけて当
初計画通りの改善がされ、その後最新方式の導入
によるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟが行われた。一方、「採鉱方法の
変更」については、当初計画では「1､2号鉱体は1
次はｻﾌﾞﾚﾍﾞﾙｽﾄｰﾋﾟﾝｸﾞ法、2次は上向充填採掘法」
「3号鉱体はｻﾌﾞﾚﾍﾞﾙｽﾄｰﾋﾟﾝｸﾞ法と上向充填採掘
法」とされていたが、①対象鉱山が低品位中心で
投資回収が難しい、②投資額が大きく資金確保が
できないという理由から「全ての鉱体に対して分
段空場法」が採用された。日本側策定の際には鉱
山側との話し合いが十分なされ納得のうえでの提
案であったが、結果としては上記の理由からこう
なったとのことである。採鉱方法が変わったこと
により導入設備についても変更が見られる。投資
額は合計で3,600万元（1995年1月現地調査結果）

　投資資金の確保については「借入枠の拡大」等の国による支援は行われなかった。資金の借入返
済はﾄﾞﾙで行われており、人民元の切下げで返済額の増大という問題も発生している。技術移転に
ついては行われておらず、鉱山の技術性格上難しいとの意見であった。
　日本側による計画策定を受けたことについては、①技術的啓発、②採鉱法指導、③仕事への姿
勢、④海外情報、等において極めて高い評価がなされた。問題点としては、実施段階で出てきた問
題へのﾌｫﾛｰの必要性があげられた。（1995年1月現地調査結果）

この近代化の実施により1987年と1994年の生産量（精練後）は錫が5,300t→13,700t/年、鉛が
1,200t→3,500t/年、亜鉛が5,500t→22,000t/年へと拡大している。1994年売上は6億元。（1995
年1月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 31,922 千円

案　件　名 英 15.63 人月 （内現地3.61人月）

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62
工場（合肥化工廠）近代化計画調査

実績額（累計）
1988年に相手国より視察に来日。工事見積書提出（第2段階、丸
紅仲介）その後進展なし。

（合肥化工廠）
近代化計画後、市場経済化の中で業況の不振と資金繰り難とな
り、生産工程の改造は第1段階の中間段階に留まっている。主要
設備の日本からの導入も日本企業との価格交渉での合意に達して
いない。これまでの投資額は900万元で50％を自己資金、残りを
銀行借り入れで調達している。今後も近代化計画を継続していく
方針であるが、資金調達及び需要の低迷が課題となっている。計
画生産目標（PVC）の15000万ﾄﾝ/年に対し現状では同7200万ﾄﾝに
留まる。生産管理面では提言に沿って改善を進めており効果もみ
とめられる。

1998.10現在：ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとのその後のｺﾝﾀｸﾄはない。

The Study for the Factory (Hefei Chemical Works)
Modernization Project in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1987.9

コンサルタント名 電気化学工業(株)

調
　
査
　
団

 広田　孝

 電気化学工業(株)設備部部長代理 相手国側担当機関名 国家経済委員会
  朱（企業技術改造診断辨公室副主任）
  美徳群（企業技術改造診断辨公室處長
         工程師）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 0.0.0～0.0.0

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　安徽省合肥市合肥化工廠ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆｰﾙ工場

総事業費
　第1段階機器代金　 21,760 万円
　第2段階　 〃 　　 46,800 万円
　第3段階　 〃 　　 56,450 万円
　上記金額は機器代金のみで、工事費用技術料等は含まない
　　　（日本国内調達ﾍﾞｰｽで算出した）

計画内容
　1. 合肥化工廠のﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆｰﾙの本質ｶｰﾊﾞｲﾄﾞ法
     同業他工場に比し中低位にある。また、製造可能品種も限定されている。
　2. 近代化の計画は3段階に分けた計画を提案した。
　　第1段階：既存設備の小改造によりﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを計る。
　　第2段階：重合及び乾燥全系列を新設し併せて、生産技術と生産管理の
             向上を行う。
　　第3段階：将来に備えた近代化計画

　以上の内、第2段階までは是非実施する必要がある。

生産管理、品質管理について、一部提言内容が参
考にされた。

設備の改善については、主に国内調達による。検測機器は輸入に頼っている。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 32,928 千円

案　件　名 英 19.67 人月 （内現地3.67人月）

団長 氏名

所属

2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62
工場（貴州アルミニウム）近代化計画調査

実績額（累計）
1999.11現在：進捗状況不詳

The Study for the Factory (Aluminium)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1987.8

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 山本　昭治

ユニコ　インターナショナル(株)中国室長 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　篩光中（企業技術改造診断弁公室主任）
貴州省経済委員会
　劉　懐（副主任）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 87.2.12～3.4

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　貴州ｱﾙﾐﾆｳﾑ工場第1電解工場

総事業費
　102.5億円

計画内容
　熱流・電解設備
　陽極焼成炉
　その他付帯設備
　・近代化計画の目標
　　(1) 環境問題の改善　 (2) 生産効率の改善
　　(3) 年間1万ﾄﾝの増産　(4) 労働生産性の向上
　・近代化計画の内容
　　(1) 現有縦型ｾﾞｰﾀﾞｰﾍﾞﾙｸﾞ炉からﾌﾟﾘﾍﾞｰｸ炉へ転換を図る。
　　(2) 現有第2電解工場の炉形式を採用する。
　　(3) 操業管理体制を確立する。

以上によりﾋ素排出量1.0kg/t-Al以下が可能となり電力源単位の向上、
年間15,000ﾄﾝの増産4.6倍以上の生産性向上が可能である。

生産管理、品質管理について、提言内容が一部実
施された。

報告書提出後、資金的な理由により計画は実施されなかった。しかしながら、第一電解工場は環境
問題で操業ｽﾄｯﾌﾟになった。1992年に第一電解工場の改造を行うことにしたが、日本案はその後の
技術革新もあって不採用となった。現在はｽｲｽの提示した案で実施される見込み（1993年度現地調
査）。

第7次5ヶ年計画で一部改造が実施された。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 11,116 千円

案　件　名 英 18.50 人月 （内現地3.40人月）

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62
工場（襄陽ベアリング）近代化計画調査

実績額（累計）
この間の生産性の向上においては大きな役割を果たしたとの評価
があった。（1994年12月現地調査結果）

1999.11現在：進捗状況不詳
The Study for the Factory (Xiang Yang Bearing)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1987.6

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 寺井　昭

NTN東洋ベアリング(株) 取締役中国室室長 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　倪　根仙（進出口局副局長）
　朱　（弁公室副主任）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　湖北省襄燮市

総事業費
　（未積算）
　うち外貨分2,083.6百万円

計画内容
　1. 鍛造ﾗｲﾝ導入
　2. 熱処理設備改造
　3. 研削盤・仕上機導入
　4. 各種検査機器導入
　5. NC旋盤導入
　6. 研削盤の改造

　1. 近代化を行う前に、現状生産工程の解析を十分に行う。
　2. 測定機の導入を計り、上記解析を行うとともに作業長以下の技術向上を
　   計る。
　3. 生産工程中各生産要素のｱﾝﾊﾞﾗﾝｽを改善する。

近代化計画において提案された改善内容は実施時
期の遅れ（7～8次計画中に完了予定が9次計画内
にずれこみ）が一部見られるもののほぼ全て実施
済もしくは実施中。
輸入設備等の購入の提案が国産設備におきかえら
れるｹｰｽは目立ったが計画通りの成果をあげてい
るとのことで、工場の現状を踏まえた変更であり
問題とはなっていない。この間に行われた投資額
は近代化計画による提案以外も含めて4550万元、
うち外貨は300万ﾄﾞﾙで外貨は主に加工機の輸入に
利用された。投資資金の確保は内部留保と銀行か
らの借入れ。
一部未実施、実施の遅れがでた原因については、
①資金面（大規模設備には代替案）、②原材料品
質（事前予算との違い）、③国産設備低精度（要
求通りの品質にならない）の3点があげられた。
（1994年12月現地調査結果）

1993年5月株式会社化。株主構成は国家70％法人10％従業員20％。計画策定時1986年の生産量931万
ｾｯﾄ、売上6,500万元が1993年には生産量1,714万ｾｯﾄ、売上33,356万元へ順調に拡大。この背景には
市場が拡大をしたことに加え株式会社化による経営権の拡大が十分に機能し市場にあった製品の開
発や適切な投資による生産性並びに製品品質の向上が行われたことにより市場におけるｼｪｱも拡大
したことがあげられる、今後も乗用車のﾍﾞｱﾘﾝｸﾞの製造を予定。（1994年12月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 20,803 千円

案　件　名 英 17.06 人月 （内現地6.12人月）

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62
工場（常州トラクター）近代化計画調査

実績額（累計）
(1)1987年12月、常州ﾄﾗｸﾀｰ工場の副工場長および技術者2名を日
本
   へ招聘し、提案した工場近代化についてわが国の工場におけ
る
   具体例を各地で紹介した。
(2)1988年6月、生産技術者5名による専門家ｸﾞﾙｰﾌﾟが訪中し、常
州
   ﾄﾗｸﾀｰ工場において工場近代化の指導を行った。

1998.10現在：新情報・変更なし

The Study for the Factory (Hand Tractor)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1987.7

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

調
　
査
　
団

 須藤　昌宏 井関農機(株)

 井関農機(株) 取締役 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　李弘道（進出口局局長）
　王　毅（進出口副処長）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 87.1.11～1.27

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　江蘇省常州市　常州ﾄﾗｸﾀｰ工場

総事業費
　158億円
　うち外貨分（158億円）

計画内容
　ﾊﾝﾄﾞﾄﾗｸﾀｰ工場の近代化を実施して、品質向上を図り製品を国際ﾚﾍﾞﾙまで、引き上げ、ま
た生産性の向上と製品種類の多様化を図ることを目的とする近代化計画。
　近代化の範囲は以下の通り。
　1. 生産工程の近代化
　　(a) ｷﾞﾔﾎﾞｯｸｽ加工
　　(b) ｽﾌﾟﾗｲﾝｼｬﾌﾄ加工
　　(c) ﾌﾟﾚｽ加工
　　(d) 溶接加工
　　(e) 製品塗装
　2. 生産管理の近代化
　　(a) 設計管理
　　(b) 調達管理
　　(c) 在庫管理
　　(d) 工程管理
　　(e) 製造・検査設備管理
　　(f) 教育訓練
　　    ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ利用
　(*)へ続く

設備：（費用は1,891万元）
　　　(1) FTCﾗｲﾝ（国産化）
　　　(2) NCｾﾝﾊﾞﾝ
　　　(3) ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの設備をﾊﾝｶﾞﾘｰ
　　　    より導入
　　　(4) 塗装ﾗｲﾝをｱﾒﾘｶより導入

改善：(1) 工程変更
　　　(2) 金型標準化規定作成
　　　(3) ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使った生産管理

生産管理、生産工程、品質管理について、提言内
容が参考にされた。

資金不足、製品開発能力の不足、労務問題などで実施は遅れている。
第8次5ヵ年計画期中の完了をめざしている。
　(*)から
3. 品質管理の近代化
　(1)結論
　 ・近代化計画実施により、年産8万台と多品目化（4種類）が達成できる。
　 ・常州ﾄﾗｸﾀｰ工場の技術、管理水準は高いので近代化の効果は大きいと確信する。
　 ・基本を守ること、基礎を充実させることが最重要点である。
　 ・近代化計画実施により、常州ﾄﾗｸﾀｰ工場は中国の模範工場となり得ると確信する。
　(2)勧告
　 ・現有設備で年産8万台は困難であるので、必要な予備措置を講じ、近代化を実施する。
　 ・ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽの是正、段取りの改善、調整作業の排除及び既存設備の改善で、ある程度の生産増強
    が図れるので、早急に改善を実施すべきである。
　 ・品質不良となる原因（素材不良、錆の発生粗雑な品物の取扱い）を排除し4sの徹底を図る。
　 ・ﾌﾟﾚｽの安全は真剣に取り組むべき最重要課題であるので、近代化案をすぐ実行する。
　 ・NC機、ﾛﾎﾞｯﾄ、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ導入に当たっては、事前検討と要員訓練を十分行う。

現在、井関農機(株)との関わりはない
1991年より2回にわたり井関農機は数人の研修生を受け入れ技術指導を行った。それに基づき常州ﾄ
ﾗｸﾀｰ工場は独自に工場の近代化を遂行している。
第7次5箇年計画で改造が国内調達により一部実施された。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 34,021 千円

案　件　名 英 15.86 人月 （内現地3.40人月）

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62
工場（瀋陽第一砂輪廠）近代化計画調査

実績額（累計）
実施の目途がたっていない。

1999.11現在：進捗状況不詳The Study for the Factory Shen Yang Grinding
Wheels Plant Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／窯業

最終報告書作成年月 1987.9

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 石坂　晃

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　倪根仙（進出口副局長）
　宗庚辰（瀋陽市計画経済委員会副主任）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 87.3～（3週間）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　遼寧省瀋陽市

総事業費
　約11億円（29百万元）
　　（1元=37.93円）

計画内容
　ﾋﾞﾄﾘﾌｧｲﾄﾞ砥石の攪拌混合、成形、焼成、仕上加工、検査等の各工程の生産技術及び設備
　を改善し生産工程、生産管理、品質及び公害防止に関し、先進的な国際ﾚﾍﾞﾙに到達せし
　める。
　対象設備：攪拌機、成形ﾌﾟﾚｽ、焼成炉
            仕上加工機及び検査設備等
　1)近代化計画の目標：対象製品はﾋﾞﾄﾘﾌｧｲﾄﾞ砥石とし
　　・1980年代初期の先進国の技術水準を目標とした計画の作成
　　・経済性を考慮した半自動化ｼｽﾃﾑの採用
　　・品質改善を最重点目標とする
　2)近代化計画の内容
　　・攪拌混合工程……ﾌﾟﾘﾝﾀ付ﾃﾞｼﾞﾀﾙ秤量計の採用粘結剤技術の
　　　　　　　　　　　導入他
　　・成形工程　　……金型密着成形方式の採用
　　　　　　　　　　　半自動化ｼｽﾃﾑの導入他
　　・焼成工程　　……新型ｼｬｯﾄﾙ窯の採用他
　　・仕上加工工程……ﾀﾞｲｱﾓﾝﾄﾞ穴仕上機の設置他
　　・検査工程　　……ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾉｷﾞｽの採用
　　・品質管理の推進

品質管理面を中心に、教育、品質ﾚﾍﾞﾙの設定
QCｻｰｸﾙの強化などが工場側として実施されてい
る。

近年の外貨不足によりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの選定が厳しくなり、優先度の点で他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等に比べて遅れて
いる。
第8次5ヵ年計画の中でも、その位置づけが不明確である。
・1990年ごろに第一差輪庁の要人の来日があり、調査団長に電話が入っているが、調査団長は海外
出張中でその後の連絡はとれていない。

具体的な改善提案は明示している。



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 435

2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 6,691 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62
工場（沈陽鋳造廠）近代化計画調査

実績額（累計） 　相手国側担当機関より特にｺﾝﾀｸﾄはない。
　1992年12月調査により資金の不足、生産量の減少により改造提
案は実施に移されていないことが判明した。
　第2工場は取り壊しの方向にある。
　1999.11現在：その後の情報は全くない。

The Study for the Factory (Shen Yang Foundry
Plant) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1987.7

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

 平野　仁郎

 石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会進出口局
　倪根仙（副局長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 86.11.10～11.30

　工場近代化は最新式生産設備機器を導入すれば達成できると考えることは非常に危険で
ある。その理由は新設備機器の導入には、それらを効率的に操業するための生産技術と生
産ｼｽﾃﾑを必要とするからである。これらの技術やｼｽﾃﾑは現状の生産において蓄積されたも
のを見直し、改善することによって実施されなければならない。（設備のように外部から
買うことができないものである。）
　それ故に第1に現状の生産ｼｽﾃﾑと生産技術の問題点を全て抽出し、その原因を分析し、整
理し、原因別に対策をたて実施し、その結果を評価する。そして第2に新生産設備機器に十
分対応できる生産ｼｽﾃﾑと生産技術を見通してから新生産設備機器を導入するべきである。
　第1、2工場の改造を提案。

　いまだ実施されていない。

　企業内部の変化により、市場の売れ行きが悪く、業務が沈滞しているため。

　第8次5か年計画で一部実施予定。（第1工場）
　合弁による自動車部品工場の建設計画を推進中。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 6,981 千円

案　件　名 英 14.39 人月 （内現地10.93人月）

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 61～62
工場（重慶ポンプ廠）近代化計画調査

実績額（累計） 　相手側担当機関よりｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに対し、特にｺﾝﾀｸﾄはない。
　1999.11現在：情報は入っていない。The Study for the Factory (Chongqing Pump

Factory) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1987.7

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

 田矢　孝也

 石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会進出口局
　倪根仙（副局長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 86.11.10～11.30

1. 工場運営の視点より
　機械加工工程：現有設備の効率的運用を計り、工作機械の知能化（ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの導入）
を推進する。工場全体を広く見回しながら機械加工工程の近代化を進めていくことが大切
である。
　組立工程：工場のﾚｲｱｳﾄ・設備の配置を改善し、物の流れや保管方法を改善しなくてはな
らない。ﾌﾞﾛｯｸ組立方式を導入し、作業効率と品質を向上させる。倉庫・運搬ｼｽﾃﾑの改善を
図る。
　検査工程：小型から大型まで4種類に機種を分類し、それぞれに適応した検査方法と設備
を導入し近代化を推進する。測定の自動安定化を図る。
　生産管理部門：生産管理部門の課題は生産の多様化に伴う情報処理の高度化であると言
える。そのﾂｰﾙとしての電子計算機ｼｽﾃﾑが不可欠であり、このようなﾂｰﾙを駆使して多様化
に対応することが生産管理部門の使命といえる。

2. 工場全体の観点より
　戦略的経営の確立：近代化計画の目標とするところは生産能力の増強と品質の改善であ
るが、多様化・高度化に対応するための柔軟な管理ｼｽﾃﾑを構築する必要がある。また技術
内容の高度化・多様化に対応するための販売管理ｼｽﾃﾑ設計管理ｼｽﾃﾑの確立を図る製品の設
計改良、並びに付帯機器の設計改良、製品構成の拡充を推進する。
製品構成と市場戦略：顧客の要求が益々多様化・高度化するなかでこれらのﾆｰｽﾞに対応す
るため新製品開発に力を入れ、いろいろな製品を市場に投入していく必要がある。また、
全製品群としての構成について、全体の統制とﾊﾞﾗﾝｽに特に留意すべきである。
　報告書の位置付けについて：本報告書は以上のような観点からまとめられたものであり
同時に計量ﾎﾟﾝﾌﾟの生産という、特殊な生産ｼｽﾃﾑについて長年の経験と最新の工作機械・電
子計算機・ﾊｰﾄﾞｳｪｱ・ｿﾌﾄｳｪｱの技術動向を調査し、それを加味して作成している。計量ﾎﾟﾝ
ﾌﾟの生産という特殊な生産ｼｽﾃﾑ、即ち多品種小量の受注生産において、機械加工・組立・
検査工程等の混合の生産形態における最善の方策を述べていると同時に、生産ｼｽﾃﾑの問題
をどのようにとりあげていくべきかを示しているものと考える。

　生産管理、品質管理について、提言内容を参考
に国内調達により改善が行われた。
　報告書提出から1993年までに行われた具体的な
改善内容は
　　　工場配置の変更
　　　新倉庫建設の予定
　　　機械設備の導入
である（1993年現地調査結果）。
1994年10月現在
　第8.5計画において約800万元の投資により近代
化実施中。M/Cについては中国製を導入したが、
十分に稼働していない。
　今後新倉庫を建設する予定。

　中国側の資金難により計画規模を縮小して、国家計画に基づいて実施中である。第7次5ヶ年計画
では、700万元が承認済み。第8次5ヶ年計画においては、800万元を予算要求中である（1993年度現
地調査）。

　製品の品質が顕著に改善された。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 65,460 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63
工場（重慶合成化工廠）近代化計画調査

実績額（累計）
　中国工場（太原有機化工）近代化計画調査時（1996年）に、同
業種の生産能力調査をしたところ、重慶合成化工廠のﾌｪﾉｰﾙ樹脂
生産能力は1万ﾄﾝ/年となっていることが判明した。調査時点で
は、ﾌｪﾉｰﾙ樹脂1,500ﾄﾝ/年、成形材料2,500ﾄﾝ/年・成形材料6,000
ﾄﾝ/年であったので、ほぼ目標に近い生産能力増強を実施したこ
とになる。尚、海外からの技術導入をしたとの情報は無いので、
報告書の内容を十分に活用したと判断している。
1999.11現在：変更点なし

The Study for the Factory (Chongqing Phenol
Resin Plant) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1988.7

コンサルタント名 三菱油化エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

 鈴木　浩

三菱油化エンジニアリング(株)四日市支社長 相手国側担当機関名 四川省重慶合成化工廠
　周　恩（社長）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 87.10.7～10.27

　重慶合成化工廠近代化計画に関して、現地調査の結果を踏まえ、生産管理、生産工程に
ついて提案を行った。
　このうちで近代化計画に要する費用は生産管理面の費用は約38百万円、生産工程面で。
約2,875百万円が見込まれる。

生産管理、品質管理について、提言内容が一部実
施された。

その後変化なし（1993年度現地調査）。

工場自体の外貨不足のため、中国製機器による一部改造、生産管理面の合理化以外には実現されて
いない（1993年度現地調査）。

改善はさらに必要であり、第8次5か年計画で追加の改善を予定している。1991年に日本からの提案
をﾍﾞｰｽにして新たな近代化計画が作成され重慶市に提出された。3,600万元の予算規模だが1993年
末現在承認されていない（1993年度現地調査）。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 54,682 千円

案　件　名 英 17.00 人月 （内下地4.40人月）

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63
工場（鄭州ボーリング）近代化計画調査

実績額（累計）
1. 1988年9月工場側より新製品の技術導入希望があったので、
   工場の近代化の早期実施を要望した。
2. 1988年12月調査当時の工場長杜　祥氏は、江南省経済技術
   開発区建設計画指導組副組長に転任した。
3. 1989年1月工場側との交信により、外貨予算の取得が困難な
   模様であることが推察された。
4. 1991年6月に前工場長が別件で来日し、新製品の生産技術導
   入検討のための技術資料の要望があった。資料はただちに
   送付したが、1991年11月現在反応はなし。
1998年10月現在、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄとのその後の交流はない。工場長の
交代、中国内の情勢変化により工場の方針が変わったものと推察
している。提言については、かなりの部分が採用・具体化された
模様。
1999年10月現在、同工場との交流は絶えた状態が続いている。

The Study for the Factory (Zhengzhou Hole Made
Machine) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.8

コンサルタント名 鉱研工業(株)

調
　
査
　
団

 加藤　信一

 鉱研工業(株) 相手国側担当機関名 ・中国国家経済委員会企業技術改造診断辨
公室処長　姜徳群氏
・鄭州勘察機械廠長　杜祥氏調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 87.10.28～11.17

近代化生産規模は、調査時点の年産62台を1990年に110台とすることとし、そのための近代
化策を以下の通り提言した。
1. 経営組織をﾗｲﾝ･ｽﾀｯﾌ組織とし、これに基づく具体的な生産管理組織。
2. 生産手配は、すべて生産管理部が伝票を発行することによって行う。
3. 鋳造については (1)鋳造に温度管理 (2)成分分布 (3)作業環境改善。
4. 熱処理については (1)熱処理用鋼材の導入 (2)焼準温度の改善 (3)加熱炉
   など近代化設備の導入
5. 機械加工は (1)9台の近代化主要工作機械と若干の附属設備の導入
   (2)作業指示の明確化。なお工場側計画の設備更新と建屋増築を確認。
6. 溶接および組立は (1)作業基準の作成実行 (2)近代化溶接機、切断機の導入。
7. 治具の積極活用と切削工具の集中研磨による能率と品質の向上。
8. 生産管理については、設計管理、調達管理、在庫管理、作業管理、工程管理
   の近代化と改善の具体策。
9. ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ利用は最初の段階として調達管理と在庫管理を対象とする。
10.品質管理は (1)検査ﾃﾞｰﾀの活用 (2)検査器具の完備 (3)品質保証体制確立。

以上による近代化設備導入は輸入品が1.47億円、中国製品が22万元であり、提言と合意さ
れた事項が計画通り実行されれば、この投資は1994年までに回収が可能であると策定し
た。

提案された改善項目については、ほぼ全て実施さ
れていた。設備の導入を中心とする生産工程の改
善では導入設備は全て中国製とのことだったが、ｺ
ﾝﾋﾟｭｰﾀｰの導入等の一部内容については計画以上
の進展が見られた。
生産・品質管理面の改善においても生産管理・計
画の一元化をはじめ各内容が専門部門の指導のも
とに行われていた。（1994年12月現地調査結果）

中国製設備の導入となった理由については、①輸入品が高価格なこと、②ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ補修部品入手
が便利なこと、の2点があげられたが精度的には中国製で満足できるとのことであった。近代化の
為の投資額は1993年までで1390万元、1990年までで730万元（計画では1989年までで686万元）で全
て内貨となっている。投資資金のほとんどが内部資金によるもの。近代化計画はこの間の当工場の
生産性向上、製品品質の改善に大きな貢献を果たしたとの評価がなされた。近代化計画の問題点と
しては、中国における変化が激しいために策定当時は最善のものであった計画が陳腐化してしまう
ことまた、中国の国の状況を日本側が必ずしも理解できていないことがあげられた。
調査実施時は政府の指導による生産が強かったが現在では企業の自主権が拡大した結果「市場」へ
の適応の必要性が何度も強調され「品質管理委員会」「営業ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ」等の取組みがなされてい
た。今後については更なる改善の為の日本をはじめとする先進国からの設備、技術の導入等が求め
られた。（1994年12月現地調査結果）

当工場は近代化計画策定（1988年）後、市場ﾆｰｽﾞにあわせ製品構成を大型ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ機械に特化し比
較的順調に生産を拡大している。また、立地に伴う周辺環境面への配慮から鋳鍛造部門が別会社
化、技術者数は75名から167名に増加しており開発を中心に技術力向上への積極的な取り組みがな
されている。その他内製が非効率な部品については外部からの購入を進める等の変化も見られる。
（1994年12月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 55,432 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63
工場（沈陽医療機器廠）近代化計画調査

実績額（累計）
1988年10月報告書をJICAに提出し弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完了した。その
後福岡放射線(株)は技術輸出を前提とした社内体制を検討し関連
商社と協議に入った。
福岡放射線(株)は同工場にﾌﾞｯｷｰ撮影台の試作品を作らせてみた
が、品質がおもわしくないこと、また製品の値段が韓国品並であ
り沈陽工場に作らせるにはﾒﾘｯﾄがないことがわかった。その後、
同工場とﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)との間で進展はない。
計画案はほぼ採用され、費用分担が決定した（国：地方：工場
=5：4：1）。
現在、技術面、経済面の評価を中心にF/S報告書を独自に作成
中。

1999.11現在：進捗状況不詳

The Study for the Factory (Shenyang Medical
Instruments) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 佐藤　健一

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 88.2～（3週間）

　沈陽医療機器廠のＸ線装置製造工場は創業以来約35年を経過している。設備・製造技術
は旧態依然としているため製品の品質、製品製造の効率が悪い。
　調査団の提言する改造案、即ち、1)医用Ｘ線発生装置、2)Ｘ線管装置、3)透視撮影台、
4)関連機器、5)塗装・鍍金の「ﾊｰﾄﾞ技術」及び、1)工場管理、2)工程管理、3)品質管理の
「ｿﾌﾄ技術」を実施することによって、国内同業他社製品に匹敵する製品となり市場では当
該品は優位となる。また、当時の生産台数100台/年を1,000台/年に引き上げる。費用は内
貨分1,160千元、外貨分9,200千元を見込んでおり、1990年6月の操業開始を予定している。
　上述の計画を早期に実施するためには、ﾘｺﾒﾝﾄﾞする日本の装置製造ﾒｰｶｰから技術導入す
ることが望ましい。

調査団の提言に基づいて、沈陽医療機器廠は沈陽
医療管理局と具体計画を検討し日本への調査団の
派遣を計画した。また、日本側製造ﾒｰｶｰもその受
入準備を開始した。
1989年6月の中国国内の動乱によって、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
は停滞していたが、その後生産管理、品質管理に
ついて、提言内容を参考に改善がおこなわれた。

上記の通り、弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは1988年10月完了した。
1990年に日本視察を実施ﾒｰｶｰを訪問。中国側は日本との技術提携の可能性を検討中。
中国国内での技術移転はｵｰﾌﾟﾝな形で行われておらず、本工場への診断が他工場へも波及するとは
言い難い。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 48,765 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63
工場（南昌バルブ工場）近代化計画調査

実績額（累計）
　1999.11現在：　変更は特に無し。

The Study on the Factory (Nanchang Valve Works)
Modernization in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.12

コンサルタント名 岡野バルブ製造(株)

調
　
査
　
団

 山崎　裕

 岡野バルブ製造(株) 取締役 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 88.3.2～3.23

1. 鋳鋼工場、機械加工工場、生産管理、品質管理についての工場近代化案を提言.
2. 設備面では、鋳鋼製造設備、機材加工設備、品質管理用測定器、試験設備の導入を提
案。
3. 管理面では、工場長直轄の専門部門を設け、企業の総合的管理体系を担う組織とするこ
   とを提案。
4. 近代化による生産量を4000t/年（27％増）とし、設備投資資金を19億5,700万円と見積
   った。

主な改善実施内容は以下の通り。

設備投資資金額700万元（提案の約10分の1）

①一部必要設備（吹付加工機械、平車式鋳物熱
 処理ｽﾄｰﾌﾞ他）の導入
②調達・倉庫・設備管理の改善
③品質管理基準に国際標準採用
④品質管理組織の改善
⑤ｶｽﾄｽﾁｰﾙ生産の改善
（1995年3月国家経済貿易委員会からの報告）

診断後、第7次5ヵ年計画期間に700万元（近代化計画の提案は約2000万ﾄﾞﾙ）を透視して改善提案の
一部分のみが実施された。市場経済の流れの影響、経営者の3回の交替、製品構成の拡大のしすぎ
（窓枠等への進出）により、経営が悪化した。改善が行われなかった原因として、投資金額が工場
の現状に比べて余りに多額であったことも指摘された。現在、債務超過事態にあり、生産額は
354.3ﾄﾝ（診断時1637ﾄﾝ）、売上高284万元（診断時1020万元）、職員も実質的に生産活動に従事し
ているのは200－300名に過ぎない。元々技術ﾚﾍﾞﾙが上位に比べ高くなかったことも経営悪化の大き
な原因として指摘された。（1995年3月国家経済貿易委員会からの報告）

日本側の調査については、①工場の問題点に対し比較的全面で建設的な意見、対策がなされた、②
調査団は知識、経験両面で極めて優秀であった、との高い評価がなされている。
当工場は中国ﾊﾞﾙﾌﾞ工場の中位の上ｸﾗｽのところであるが、江西省内では重要な位置にある為に選定
された（他の大手工場は日本企業との交流が既にあった為、対象とならなかった）。
（1995年3月国家経済貿易委員会からの報告）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 63,764 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63
工場（韶関ショベル）近代化計画調査

実績額（累計）
・西ﾄﾞｲﾂよりｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｼﾝｸﾞの技術と設備を輸入し、改造を実施中
である。

・当工場は株式会社化され（有限責任公司）、会社名も韶関新宇
建設機械有限公司に変更されている。それに伴い組織も変更され
た。登録資本金は4680万元、持株比率は従業員80％、国家20％で
ある。
・新製品は建設用ﾀﾜｰｸﾚｰﾝ、ﾊﾞｯﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾄを製造しており、ある程
度の需要がある。（1999年度現地調査結果）

The Study on the Factory (Mixer) Modernization
in the People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.12

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

 和田山　登

石川島播磨重工業(株)機械鉄構事業本部専門部長相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 88.2.26～3.17

　韶関ｼｮﾍﾞﾙ工場の現地調査に基づき、工場近代化計画について問題点をあげ、下記項目に
ついて改善、改良の要点を指摘した。

1. 管理機能
　1) 管理部門
　2) 製造 〃
　3) 生産管理
　4) 品質保証体制

2.　生産体制
　1) 工場の配列
　2) 作業場内の整備配列
　3) 補助工場の活性化

　上記の他、近代化実施のｽｹｼﾞｭｰﾙ経費、設備投資の経済効率についても言及している。

・生産管理、生産工程、品質管理について、報告
書の提言に沿ってほぼ全て実施されている。
1989年から1993年までの間の投資額は4000万元で
ある（1993年度現地調査）

1.設備導入・生産工程
　提案内容は多くが完全実施もしくは一部実施さ
れた。主な実施内容は、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ増設、金属加工
工場におけるLCA機の制作・投入、吊上装置活
用、製缶工場における半自動溶接機拡充、大型板
曲機導入、熱処理工程における60ﾄﾝ油圧ﾌﾟﾚｽ導入
等である。第二期（第3－4年度）分として提案さ
れた内容についてもほぼ同様であり、中小物部品
加工工場統一等が実施された。
2.生産管理
　調査で問題となった減速機の機械加工に関し
て、減速機を外注するようになり機械加工の問題
はなくなったが、減速機を加工していた現場作業
員が余剰となり機械と作業員が遊んでいる状況で
ある。溶接工程については、調査で提言した「ｱｰ
ｸ溶接の替わりにCO2溶接に変更する」ことが実施
されており、溶接の効率化は達成されている。し
かし溶接箇所のｶﾞｽ切断が不揃いで溶接のﾋﾞｰﾄﾞが
荒れている。ﾛｰﾙ曲げ加工も新しい機械を導入し
てﾛｰﾙ精度が良くなったが、大径のﾛｰﾙ曲げ加工は
天井ｸﾚｰﾝを使いながら板曲げを行っており、安全
上問題がある。現在、ISO9001取得（1999年12月
に取得予定）の準備をしている。（1999年度現地
調査結果）

　1988年の診断後、第7次及び第8次5ヵ年計画において、国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして認められた。1993年
末まで、国家計画に従って計画的に投資が行なわれている。今後とも工場の作成した改善計画に
従って続けられる予定（1993年度現地調査）。

　広東省の建設需要の高まりもあって、生産量も調査当時の5倍、生産額では10倍と順調に増加し
ている（1993年度現地調査）。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 38,911 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63
工場（湖南印刷機械）近代化計画調査

実績額（累計）
　これまでの投資額1,600万元のうち40％以上の772.4万元は1993
年度に行われており、近代化のｽﾀｰﾄはかなり遅れたが、これは生
産管理面を中心にした改善の効果が1992年度くらいから出て業績
が改善したことで国からの資金借入が可能になったからである。
当工場は投資資金の70％を国からの借入に依存しており、国の計
画に完全に投資金額がﾘﾝｸしている。近代化の結果「1ﾛｯﾄの生産
が3ヵ月から1週間に短縮された」「品質において2級の国家認定
を受けた」等、生産効率、品質の改善効果も顕著である。（1995
年1月現地調査結果）
　1999.11現在：新たな進展なし。

The Study on the Factory (Hunan Printing Press)
Modernization Program in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.12

コンサルタント名 三菱重工業(株)

調
　
査
　
団

 坂手　彰

 三菱重工業(株)生産技術部主査 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 88.3.2～3.24

1. 生産管理面について、下記の採用を提案した。
 (1) 「小ﾛｯﾄ順送り生産方式」と「部品・ﾕﾆｯﾄ中心の生産形態」
 (2) 組立日程を基準とした、日程管理

2. 生産工程面については、生産能力増強、製造品質向上、生産方式の改善
 の3つの観点から、次の提案を行った。
 (1) 鋳造品質向上のため、老朽化した鋳造設備を改造、更新する。
 (2) 重要部品の機械加工設備と生産増加に伴う不足設備の増強
 (3) 機械加工設備のﾗｲﾝ化
 (4) 定置式組立方式の採用
 (5) 総組立・試運転工場の空調設備新設

3. 設備投資
 　以上の近代化実施のため、1988年～1992年（目標年度）の4年間に於ける、段階的な設
備
 投資案を提示した。

　提案された内容については当初計画に比べ遅れ
は見られるものの生産工程、管理両面において着
実に実行されつつある。1989－1993年度の近代化
のための総投資額は、1,600万元であり、1994－
1995年度で更に少なくとも1,500万元程度の投資
が行われる予定となっている。工作機械等の一部
未導入の設備についてもこれによりほとんど導入
が完了する見込み。これまでの投資額1,600万
元。

　近代化計画の指導を受けたのは省の連絡で存在
を知り工場側が希望したものであり、その最大の
目的は国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに参加することで、国からの
資金援助の獲得を容易にすることにあった。近代
化計画を通じて資金獲得を実現しただけでなく、
特に管理面において先進的手法の導入ができたこ
とに対し高い評価があった。工程の中では特に
「組立工程」への指導の評価が高かったがこれも
管理面の改善による生産性の向上が可能なためと
思われる。（1995年1月現地調査結果）

　当工場は1993年度の実績で売上5,350万元、利益1,600万元、生産量431台、従業員数2,080人であ
り、調査時点88年度実績（売上1,202万元、生産量207台、従業員1,823人）に比べ、国内需要の拡
大もあり順調に業績を拡大している。調査時点では単色印刷機械のみの生産を行っていたが、その
後独自で多色印刷機の開発にも成功し、生産台数の約20％（80台）を占める等、製品構成の高度化
も着実に行われている。（1995年1月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 9,662 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63
工場（上海大隆機械）近代化計画調査

実績額（累計）
大隆機械廠基建科陳培濂氏からの書簡では、提案した改善案を
除々に進めているとのこと。
精練設備の一部については、西ﾄﾞｲﾂからの輸入が成約されてい
る。
（上海大隆機械廠）
近代化計画での提言に基本的には沿っているものの、当初、ｽﾃﾝﾚ
ｽ二次精練用に導入を計画していたAOD炉は、その後のｱﾙｺﾞﾝｶﾞｽの
値上がりからｺｽﾄ高となりVODC炉に変更している。1990年11月に
西ﾄﾞｲﾂから輸入設備を建設済で、調整後、本格稼働の予定であ
る。今後の需要確保にも懸念ないとみられており、生産数量も現
在の年3万ﾄﾝから5万ﾄﾝへの増産が期待できる。今後は生産管理面
での改善に注力していくとしている。

　1999.11現在　先方のその後の状況については、全く承知（関
知）しておりません。

The Study on the Factory (Shanghai Mechanical
Works) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鉱・非鉄金属

最終報告書作成年月 1989.1

コンサルタント名 大同特殊鋼(株)

調
　
査
　
団

 常世田靖一

 大同特殊鋼(株)海外技術協力部主査 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 88.10.24～10.29

1. 現地本格調査に基づく基本的合意事項
　　（1988年5月22日国家経済委員会と調印）
　1) 生産品についての品質（溶剤の気泡と非金属介在物）改善のため導入
　　 すべき二次精練設備の検討
　2) 二次精練設備の導入に関連して、歩留の向上生産能力の増大の検討
　3) 生産品高度化へ対応（溶剤ﾍﾞｰｽ）
鋼塊 19,533→28,180t/月　ｽﾃﾝﾚｽ　207.5t/月→10,818t/月
鉄鋼　8,890→21,820t/月　定合金 8,043t/月→25,455t/月
 計  28,443　50,000t/月

2. 提言の概要
　(1)AOD法の推奨
　　　 対象溶製鋼（主にｽﾃﾝﾚｽ鋼、低合金鋼）に要求される品質仕様
　　　 （〔O〕〔H〕〔N〕〔Pb〕〔S〕〔P〕）を満足するためDH、RH、AOD、
　　　　VAD、LF(V)法を比較しAOD法を推奨した。
　(2)電気炉操業法の改善
　　　 酸素富化＋C－Injection法による電力源単位の改善
　　　 高電圧、低電流操業への移行
　　　 操業ﾊﾟﾀｰﾝの変更
　　　 　　　（電気炉）溶解－(AOD)精練、成分、温度調整
　(3)二次精練導入に伴う、生産管理上の留意点

Ar ｶﾞｽの値上がりにより、AOD法の採用を取りや
め、VODCを検討中。
C－Injection基本試験完了し、実操業への組み入
れ予定。
生産管理、品質管理について提言内容が一部実施
された。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 49,118 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 62～63
工場（力風塑料成型機）近代化計画調査

実績額（累計）
　他工場への技術移転は同業1社（江西省）から14人、3日間受け
入れを行い管理面を中心に実施したとのことであったが先方から
の依頼によるものである。省、工場共に当工場を核にした技術移
転を行うという発送はない。日本側ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとの交流についても
「行いたい」との意向はあるものの、積極的とは言えない。また
日本の企業との合併を考え、おととし手紙を送ったが、回答はな
くそのままになっているとのことであった。（1995年1月現地調
査結果）
1998.10現在：変更点なし

The Study on the Factory (Lifeng Plastic Molding
Machine) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1988.2

コンサルタント名 (株)日本製鋼所

調
　
査
　
団

 谷口　勝真

 (株)日本製鋼所 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部課長 相手国側担当機関名 国家経済委員会
輸出入局処長
　王　毅調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 88.5.30～6.19

現在の射出成形機、中空成形機の年間生産量165台を年間500台に生産能力を増加し、従業
員1人当りの、生産性向上を計る工場の計画に関して、生産工程と生産管理のそれぞれの面
から生産能力及び品質の向上を主眼として近代化計画を提案した。
1)生産工程面での近代化
 (1)機械加工工場の設備については生産能力且つ生産性の向上を計るために、中国の投資
可
  能範囲でのNC機械を導入する事を提案し､生産方式についてもｼﾞｮﾌﾞｼｮｯﾌﾟ方式をGT
（GROUP
  TECHNOLOGY）方式の採用する事を提案した。
 (2)組立工場の中小型射出成形機については組立方式をﾀｸﾄ組立方式に切替える事で生産能
  力の向上を提案した。

2)生産管理面での近代化
　調査、在庫、工程、設計、品質、設備、教育の各々の管理における問題点について、日
本の同種企業の経験と実績を基に、中国の体制の中で実施出来る対応策を提案した。

　近代化計画は7次5ヵ年計画（1986-1990年）の
途中で策定されたため、その間の予算手当ができ
ず8次計画（1991-1995年）の対象計画として日本
側提案内容がそのまま申請された。結局機械部か
ら承認されたのは計画のほぼ50％にあたる700万
元であり、工場の自己資金65万元とあわせて765
万元が近代化の為に投資された。この投資額の減
額により新設組立工場の規模が半分になり、生産
能力が当初計画の500台から300台へ縮小した他、
NC工作機の導入台数が半減する等の影響が出た。
有限公司化したとは言うものの投資資金の大部分
を国からの借り入れに依存しており、その他の調
達源を持たないことがこうした状況を生んでい
る。改善内容は基本的に日本側内容に沿ってお
り、特に生産管理面ではほとんどが実施されてい
る。しかし生産方式の変更（機械加工においてGT
方式採用、組立工程においてﾀｸﾄ方式採用）が実
施されていない原因としては、設備の未導入以前
に生産方式の意味合いに対する認識の不足、新方
式への対応力の欠如等があげられる。9次計画
（1996-2000年）において残り半分の投資内容が
認められほぼ設備の導入は終了する予定とのこと
である。
技術移転については他の分工場に対してもほとん
ど行われていない。（1995年1月現地調査結果）

計画策定時の1988年に比べ売上が600万元→3,000万元、生産台数165台→230台、従業員数150人→
222人、生産品目数5種→16種（市場ﾆｰｽﾞの90％に対応可）と拡大を見せてはいるものの市場経済化
により競争が激化した結果、現在の生産台数は生産能力（300台）の80％以下となっている。また
需要の10％程度については品質面の問題から受注できない状況にある。有限公司は現在、米国、ｲﾀ
ﾘｱの2社とそれぞれ合併について準備を行っている段階。（1995年1月現地調査結果）
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 51,693 千円

案　件　名 英 3.50 人月 （内現地2.30人月）

団長 氏名

所属

5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63～1
工場（陝西印刷機器）近代化計画調査

実績額（累計） 1990.5　　　 廠長以下幹部追放
1990.11～12　新廠長（馬徳欽）以下4名来日
1991.4～1992.12　一機種について技術提携の交渉に入り、現在
継続中
（1992.11中国技術進出口總公司にて技術ﾈｺﾞ、価格ﾈｺﾞ合意、調
印済み）
1993.2　　　 契約発効
1993.5　　　 技術資料引渡し
1993.7　　　 技術資料説明の為、技術者派遣
1993.9　　　 技術者（6名）受入ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
1993.12 　　 1号機CKD部品出荷
1994.7　　　 組立、調整、試運転指導の為、技術者派遣
1994.8　　　 1号機完成ﾃｰﾌﾟｶｯﾄ

2号機以後の進展なし

2000.11現在：特に変更はなし

Feasibility Study of Renovation for Shaanxi
Printing Machinery Plant

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1989.12

コンサルタント名 富士機械工業(株)

調
　
査
　
団

 濱田　久光

 富士機械工業(株) 相手国側担当機関名 陝西印刷機器廠
　金　明浩度長　　94.6交替

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 88.11.25～12.15

(1) 生産管理面、生産工程面の近代化
　現地調査で問題点を摘出し、中華人民共和国の体制の中で実施可能な改善提案を行う。

 1) 管理組織の変更
 2) 事務機器の採用
 3) 工場内整理整頓、清掃
 4) 加工機械配置変更
 5) 治具工具の大巾採用
 6) ﾊﾟﾚｯﾄ、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ採用

(2) 生産能力面の近代化
 1) 設備能力増強
 2) 先進国での研修
 3) 設計ﾉｳﾊｳの取得
 4) 先進国からの専門家受入
 5) 一部機器の購入

1991.11～1992.10　提言(2) 2)先進国での研修
                  (2名)
1993.9　先進国からの技術者受入(6名)

生産能力面の近代化（1993年度現地調査）
　ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの導入を初めとして、生産工程の近
代化を行っている。
　生産管理・財務管理（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの導入）

　提言(2) 3)～5)に関しては、対象機器について中国側が実情にあわない高級機を求め、技術両面
に対する金額的評価に食い違いがあった。
　提言(1)については、実施の見通しあり。

日中技術交流会を通じ、更に2名の研修生を1993年1月受入実施。
全体の投資額は、第7次および第8次5ヶ年計画で2,700万元とかなり圧縮されている。
1994年10月　研修生2名帰国
1997年11月　研修生2名受入
1998年10月　研修生2名帰国
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 39,223 千円

案　件　名 英 5.11 人月 （内現地2.80人対）

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63～1
工場（上海合金工場）近代化計画調査

実績額（累計）
当初は第9次5ヶ年計画期間中に実施の予定があったが、第8次5ヶ
年計画（1990～1995）中へと繰り上げが認められた。現在、第1
段階の熱間圧延、溶解、外削、鍛造設備の改造と一部新鋭設備の
導入に向けての準備段階にある。資金的には政府より借り入れ許
可枠として1500万元（うち外貨147万ﾄﾞﾙ、調達金利も1/2の4.7％
にまで低減）が既に与えられている。設備は国産品を主体に一部
輸入する予定であるが、設備調達ｺｽﾄは、調査時の3200万元から
約2倍に増加するとみられ資金調達に問題を残している。

2000.10現在：変更なし

The Study for the Factory Modernization
(Shanghai Alloy Plant) in the People's Republic
of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1990.1

コンサルタント名 (株)古河テクノマテリアル

調
　
査
　
団

 河野　充

 (株)古河テクノマテリアル 相手国側担当機関名 国家経済委員会
　副主任　朱
　科長　　馬雁鳴調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 89.3.6～3.26

第一段階：熱間圧延工程の設備改善（または新設）を主とし、同時に溶解、外削および鍛
造
　　　　　設備についての大型化対策を行う。
　　　　　日本に於ける設備の概算改造費　　　371.9百万円
　　　　　改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ 　　　　　　　　　　　1995.1～1996.12

第二段階：太物伸線機の設備新設およびその他伸線設備の大型化対策を行う。
　　　　　日本に於ける設備の概算改造費　　　122.7百万円
　　　　　改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ 　　　　　　　　　　　1997.1～1998.12

第三段階：大型ﾎﾟｯﾄ炉の新設およびその他焼鈍設備の改善を行う。
　　　　　日本に於ける設備の概算改造費　　　182百万円
　　　　　改造ｽｹｼﾞｭｰﾙ 　　　　　　　　　　　1999.1～1999.12

1997年現在、特に進展無し

1. 技術資料
　1) 上海の合金工場製各種線材ｻﾝﾌﾟﾙの試験結果
　2) 日本のｼﾞｭﾒｯﾄ線の概況
2. 技術講演会
　1)　熱電対、補償導線及び抵抗合金の見通し
　2) (株)古河ﾃｸﾉﾏﾃﾘｱﾙにおける各種工場管理の現状
  3)上海合金工場を診断しての問題点
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 53,598 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63～1
工場（蘭州石油化工機器）近代化計画調査

実績額（累計） 1994.10現在
　報告書に沿って近代化を実施しており1993年までに約5500万元
を投資し、これによって生産能力は目標17000ﾄﾝを達成した。安
全教育にも取り組み労働環境も改善し労働意欲も向上している。
2000.11現在：情報は入っていない。

The Study on the Factory (Lanzhou Petro Chemical
Machine) Modernization Program in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1989.12

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

 力石　浩二

石川島播磨重工業(株)海外事業本部技術部部長 相手国側担当機関名 国家経済委員会　技術改造司処長
　王　毅

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 1.11.18～11.27

工場側から次のような近代化要求があった。
1) 固有技術の開発・改善を進め、国内及び国際市場における競争力をつける。
2) 年間生産量を数年内に1万ﾄﾝから1.7万ﾄﾝまで引き上げる。
3) 製品の品質向上をはかる。
4) 製品の納期を守る。
5) 新機種（より高温、高圧、より低温並びに耐蝕等）に参入する。
6) 石油化学工業市場（大型石油精製工業及び肥料、繊維、ｶﾞｽ化学等）に進出する。
以上の要求を踏まえ、調査団としての工場近代化の基本方針を次のように提示した。
1) 企業体質強化
　 企業の活性化、管理能力強化、人的資源の能力開発
2) 顧客の信頼獲得
　 生産量、品質、納期保証の厳守
3) 技術開発、新市場開拓
　 自動化、半自動化の推進、大型化、厚物への挑戦、ｽﾃﾝﾚｽ･ｱﾙﾐ部門の強化。

　報告書に沿って実施している。
　現在までに実施した主な内容は212台の新規機
械設備の導入、安全教育である（1993年度現地調
査）。

　資金問題のため計画を一部変更して実施している（1993年度現地調査）。

　市場経済化の中で競争激化、人材の確保難等があり、合併等による積極的な外国からの技術、資
金の導入が不可欠である（1993年度現地調査）。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 76,461 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 中国 予 算 年 度 63～1
工場（四川空気分離設備工場）近代化計画調査

実績額（累計） 　報告書提出時の生産量約3,900ﾄﾝから1993年には6,000ﾄﾝに増加
し、売上額は約3.6倍となった。
2000.11現在：情報は入っていない。

The Study on the Factory (Jinyang Air Seperation
Plant) Modernization Project

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1989.12

コンサルタント名

 石川島播磨重工業(株) 相手国側担当機関名 国家経済委員会
外事司
処長　許　同茂調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 1.11.9～11.17

工場側から次のような近代化要求がなされた。
1) 製作期間の短縮
2) 製品の品質向上
3) 重点機種（空気分離設備、天然ｶﾞｽ液化分離設備）の呼称能力増大のための生産
　 体制整備。

　 これに対して、調査団として以下のような勧告を行った。
1) 製造設備：
　 生産部品の内外作区分を明確にし、その目的に合致した現有設備の改良・改善を
　 中堅技術者の養成を兼ね自工場で実施し、不足設備については若干の新鋭設備導
　 入を図る。
2) 製造技術：
　 低温工学技術で培った特異な技術を向上させ特殊分野の工事を伸ばすとともに、
　 特異技術の活用分野を新たに開拓することも必要である。
3) 生産管理機能：
　 より効率的な生産体制確立をめざし、工場独自の管理体制構築が必要である。
4) 品質保証体制：
　 品質保証体制を確立し、それを強力なｾｰﾙｽ･ﾎﾟｲﾝﾄとすべく各部門における品質検
　 査を徹底していく必要がある。
5) 他分野への進出：
　 本工場の持つ技術を生かして次のような新規分野を開拓することが可能である。
　 ・水素・ﾍﾘｳﾑｶﾞｽの分離
　 ・真空ﾎﾟﾝﾌﾟの製作
　 ・各種真空装置（真空蒸留装置、真空溶解、真空冶金装置、半導体製造装置等）
　 　の製作
　 ・ﾀｰﾎﾞ･ﾁｬｰｼﾞｬｰ、車輌用冷凍機の熱交換器類の製作、熱交換器の小型化、小型冷凍
　 　器への進出。

　計画は縮小されてはいるが提案の内容に沿った
改造がほぼすべての分野で行われている（1993年
度現地調査）。
　計画は縮小されたものの中国製M/C導入、欧米
各国から設備を購入した。

　第8次5ヶ年計画中に資金不足が生じたため計画を一部縮小し、1,500万元とした。1993年末まで
に、1,250万元を投資済みである（1993年度現地調査）。

　生産量、売上高も順調に増加している。また品質の向上もこの工場の競争力強化を支えている
（1993年度現地調査）。

石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

 和田山　登
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（丹東工程液圧機械）近代化計画調査 53,447 千円

案　件　名 英 17.00 人月

団長 氏名 長山　光一

所属 石川島播磨重工業(株)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部　部長

4

89.11.6 ～ 89.11.26

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 1～2

実績額（累計） 相手側担当機関より特にｺﾝﾀｸﾄはない。
1992年12月調査によって実施が確認された。
2002.3現在：新情報なし。The Study on the Factory (Liaoning, Dandong

Construction Machinery Works) Modernization
Programme

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1990.8

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

王　毅（技術改造司処長）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

工場側から下記の近代化要求が出された。
1)固有技術の開発改善を進め、建設用油圧機器工場として模範的な地位を確保
する。
2)製品の品質に問題を発生させない。
3)工場全体の生産のﾊﾞﾗﾝｽをよくするとともに納期を守る。
4)より大型、高圧の分野の新種類を生産する。
5)1995年までに現在（1988／89年度）の年間生産実績、約5,000ﾕﾆｯﾄを12倍の、
約60,000ﾕﾆｯﾄのﾚﾍﾞﾙに引き上げる。
6)1995年の従業員は現在の約2倍の1,000人程度にとどめ、生産性は6倍とする。

以上の要求を達成するために次のような提案をしている。
1)管理の改善　　　：企業体質の改善、生産管理の計数計画実施、
　　　　　　　　　　TQC体制確立、品質保証体制の確立
2)設備の増強、新設：鋳造工場新設（自動ﾗｲﾝ設備、ﾌﾗﾝ造型設備ﾗｲﾝ）
　　　　　　　　　　機械、組立工場新設（油圧ﾕﾆｯﾄ一貫生産設備ﾗｲﾝ）
　　　　　　　　　　および新製造技術の導入
3)技術開発　　　　：大型油圧ﾕﾆｯﾄ、歯車ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ、ｸﾗｯﾁｹｰｽ、
　　　　　　　　　　その他建設機械部品の生産導入。

　2段階の改造計画を立て、第1段階を実施
した。
　新工場を建設し、国産設備の設置を進め
ている。（900万元）
　第9次5ヶ年計画中に自動化ﾗｲﾝを中心と
した改造を進める計画である。

需要の伸びが大きく改造が急がれている。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（揚州捺染）近代化計画調査 45,880 千円

案　件　名 英 16.40 人月（内現地3.40人月）

団長 氏名 和田　正義

所属 東洋紡エンジニアリング(株)

4

90.11.18 ～ 90.11.28

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

陳根強　（廠長）、方* 駿　（副廠長）

国　　　　名 予 算 年 度 1～2

実績額（累計） 調査報告書提出後、国家経済委員会より一部設備購入の
ため外貨の割当があったらしく、中国繊維技術・機械輸
出入公司よりｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへ設備の引き合いがあった。
日本商社を紹介したが商談はまとまらず、ﾖｰﾛｯﾊﾟ製の
機械を購入したと聞いている（日本製の機械を購入する
意思がない様であった）。
近代化計画が進行しているのは事実である。
2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization
(Yangchou Print) in the People's Republic of
China.

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1990.8

コンサルタント名 東洋紡エンジニアリング(株)

朱　変　（主任）、馬雁鳴　（科長）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家計画委員会　企業技術診断弁公室

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 揚州印染廠

実施機関
　国家計画委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　揚州印染廠

総事業費
　生産管理面の近代化　　4,200円
　生産工程面の近代化　659,100円
　生産能力面の近代化　594,500円
　　合　計　　　　　1,257,800円

実施内容
　製品計画（年）
　　晒　　1,000万ｍ
　　染　　3,800〃
　　捺染　1,600〃
　　先染　1,100〃
　　合計　7,500〃

　新増設々備
　　生桟検反機　2　　毛焼機　1　ﾊﾞｯﾄﾞﾛｰﾙ型糊抜機　1
　　連続精錬晒白機　1　ﾏｰｾﾗｲｽﾞ機　1　水洗乾燥機　1
　　連続染色機　2　中間検反機　1　連続樹脂加工機　1
　　防縮機　1　検反碼掛機　4　巻取機　6　自動包装機　1

　「アジアの繊維」誌の報道によると、揚
州印染廠と米国の宏大社（中国系私企業）
との間で合弁企業設立の調印がなされた模
様である。
　総投資額　　　4,769万ドル
　登記資本　　　3,846万ドル
　米国側出費　  2,000万ドル
　年間生産量　 ﾌﾟﾘﾝﾄ6,500～8,000万ｍ
　このプロジェクトの中で、製品構成、設
備配置、工場管理などの設計に当該報告書
が役立っていると推測される。
　1994年3月までに実施された近代化計画
は生産管理及び生産工程に近代化であり、
ほぼ完全に実施されている。生産能力の増
強については、国家からの生産制限もあり
実施しない予定（1993年度現地調査）。

　報告書提出後、工場改造計画を策定し国家に提出した。1991年末に国から2,706万元
の投資許可がおり、1994年3月までに技術改造計画の90％が終了している。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（四川江北機械）近代化計画調査 64,709 千円

案　件　名 英 19.10 人月

団長 氏名 大橋　昌弘

所属 石川島播磨重工業(株)海外事業総括部海外協力部長

4

90.7.1 ～ 90.7.21

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

近代化の必要性
　当工場は中国最大級の遠心分離機製作工場であるが、その製品性能は品質は
国際水準から遅れている。また、産業界の要求の多様化により製品も多角化す
る必要に迫られており、
　*　製品開発能力と製造技術の向上
　*　生産管理機能の多品種少量生産体制への対応、が必要である。

このような課題を解決するために、近代化計画として次のような提案を行っ
た。
短期計画（1991～1994）
　1)　既存設備の改造
　2)　検査機器の近代化
　3)　LAYOUTの改善
　4)　工具管理改善
　5)　NC，MCの導入計画
　6)　保守要員教育

中期計画（1995～1999）
　1)　NC機付加改造
　2)　NC，MCの導入
　3)　高級検査機の導入
　4)　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ導入によるFMC導入計画準備

長期計画（2000以降）
　1)　FMCおよびFMSの導入・活用

　報告書に基づき、「第8次5ヵ年計画」及
び「10年発展企画」を作成した。
　「第8次5ヵ年計画」については政府の認
可が降りたので予算を考慮にいれながら、
ｽﾃｯﾌﾟ･ﾊﾞｲ･ｽﾃｯﾌﾟで推進する。
　第1段階として、教育用CNC旋盤、3次元
測定機、NC中型旋盤、NC立型旋盤を導入す
る予定になっている。（1991.4現在）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 王　毅　（技術改造司処長）

現地調査期間

　1991年4月、前述の導入予定の機械類についての相談
を受け、技術的なｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行ったが、その後の情報は
入っていない。
　2002.3現在：新情報なし。

The Study on the Factory  (Jiangbei Centrifugal
Separator Plant) Modernization Program

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

国　　　　名 予 算 年 度 2

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（湘潭圧縮機）近代化計画調査 61,962 千円

案　件　名 英 20.70 人月

団長 氏名 岡本　惇

所属 石川島播磨重工業(株)海外事業総括部海外協力部長

4

90.6.  ～ 90.6.  

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

近代化の必要性
　中国の圧縮機市場は諸産業の機械化、自動化が進むなかで、そのようとは多
様化高度化している。当工場もこのような環境に対応すべく、生産品目の多角
化を図るために、
　*　製造技術の確立
　*　製品品質の向上
　*　多種少量生産体制の確立
　*　設備の更新など抜本的改善を行い工場体質強化が必要である。
このような課題を解決するために、近代化計画として次のような提案を行なっ
た。

第1期計画（2年間）
　1)　意識改革
　2)　教育ｼｽﾃﾑ確立
　3)　設計改良と標準化
　4)　工場ﾚｲｱｳﾄ改善
　5)　設備移転と投資計画

第2期計画（3年間）
　1)　設備投資実施
　2)　系列商品開発と電算機活用による設計の効率化
　3)　ﾊﾟｿｺﾝ利用による諸管理業務の効率化

第3期（5年間）
　1)　ﾐﾆｺﾝ導入による全社一貫管理ｼｽﾃﾑの確立
　2)　NC機導入及び恒温室設置により、生産性と品質の向上

提言内容の現況は暫定措置。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 王　毅　（技術改造司処長）

現地調査期間

　相手側担当機関とのｺﾝﾀｸﾄがないため、経過不明。
　1994.10現在情報はないが、一昨年に近代化計画を実
施したいが日本企業の技術援助が欲しい旨のｺﾝﾀｸﾄが間
接的にあった。
　2002.3現在：新情報なし。

The Study on the Factory  (Xiangtan Compressor
Production Plant) Modernization Programme

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

国　　　　名 予 算 年 度 2

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（常州絶縁材料総廠）近代化計画 50,383 千円

案　件　名 英 15.32 人月

団長 氏名 田村　和久

所属 三菱化工エンジニアリング（株）

4

90.7.5 ～ 90.7.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

殷仲林　（廠長）

国　　　　名 予 算 年 度 2

実績額（累計） 現在、相手側で調査報告書の内容を評価中であるが、
1991年夏の長江流域の大洪水に野影響により、遅延し
ている。
主担当官が病気入院中のために改造計画は行われていな
い。（1992年12月時点）

2002.3現在：変更点なし

The Study for the Factory Modernization
(Changzhou Insulation Materials Factory) in the
People's Republic of China)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1991.2

コンサルタント名 三菱化工エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 常州絶縁材料総廠

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：江蘇州常州市
事業費：小改造；687百万円（更新；2468百万円）
　　　　中改造；949百万円
概要：
　　BOPP（二軸延伸ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝﾌｨﾙﾑ）；厚み15-20μ（4m幅）
　　年産能力1,000ﾄﾝの達成
　　 （現状では製品品質に問題があるため、生産はほとんどなし）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（南京第二鋼鉄廠）近代化計画調査 38,910 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名 別府　正義

所属 大同特殊鋼(株)海外技術協力部部長

5

90.6.4 ～ 90.6.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済委員会

1.現地調査時における合意事項
　1.工場の年間生産量を特殊鋼主体に200,000tとする。
　2.改造については有効的に既存設備と既存工場建屋を利用し、改造時におけ
る生産休止をなるべく避ける。
　3.製品に国際競争力を持たせるため、国際規格による生産を行なう。
　4.製品の品質確保のため、国際的な先進技術、管理方法を採用する。
2.提言の概要
　1.特殊鋼生産のためには、原材料管理電弧炉での迅速溶解、炉外精錬、連続
鋳造、高熱効率加熱、二次加工設備等の新技術、新設備の導入が不可欠。
　2.環境保全への配慮が必要。
　3.計画立案－実行－結果確認－方針の確立のｻｲｸﾙを回転すること。

　製鉄工場、第一・第二圧延工場に投資を
行なってきた。1994年3月現在、報告書で
示されている第一段階が終了したところで
ある（1993年度現地調査）。

　このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして指定されていない為、資金の調達が大きな問題
である。しかし、工場としては報告書に沿った改造を続けていく方針である（1993年
度現地調査）。

　工場の売上は建設用丸棒を中心の伸びており、販売高も調査時点と比べて1993年は
約4倍に増加している。（1993年度現地調査）。

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 技術改造司引進処

現地調査期間 王　毅　（処長）

2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization (Nanjing
Second Steel Mill) in the People's Republic of
China.

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 大同特殊鋼(株)

国　　　　名 予 算 年 度 2

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（北京第三綿紡織）近代化計画調査 51,471 千円

案　件　名 英 16.80 人月（内現地4.04人月）

団長 氏名 仮本　憲功

所属 東洋紡エンジニアリング(株)

5

90.6.9 ～ 90.6.29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　対外経済貿易司　　帳恩* 　（副司長）

　北京第三綿紡織廠　支美英　（廠長）

国　　　　名 予 算 年 度 2

実績額（累計） 近代化計画の実施が具体化した模様である（完全実施か
部分的実施かは不明）。1993年7月に設備買付ミッショ
ンが来日。ワインダー・メーカーの村田機械（京都）他
を訪問したが、機械の買付は実現していない。外国メー
カーか自国製機械を購入した見込が強い。
1991-1995年に近代化計画に伴う投資を行った結果、生
産ラインは1990年代最新設備を持つ工場となり、品質
が改善、販売も拡大した。年間売上げは5億元、輸出は
4000万ドルとなった。（80％は欧米日韓香港等へ輸
出）。しかし、1990年代後半から競争が激化、アジア
経済危機の影響も受け、競争力確保のための投資を続け
ていたが収益は急激に悪化し収支はとんとん状態となっ
た。1997年から紡績産業は生産過剰を解決するために
国家レベルのマクロ調整（1997-1999年で老朽化した
1000万のスピンドルを減少される政索）が始まり、こ
の工場も1997年9.1万あったスピンドルのうち比較的古
いもの（品質は満たしているが）5.4万を1997年から
1999年にかけて廃棄した（第一、第二工場も廃棄実
施）

The Study for the Factory Modernization (The
Third Beijing Cotton Mill)  in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 東洋紡エンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 　技術改造司　　　　王　毅　（処長）

実施機関
　国家計画委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　北京第三綿紡織廠

総事業費
　紡績設備　　　2,737,805千円
　織布設備　　　2,736,583 〃
　用役設備　　　  932,850 〃
　　合計　　　　5,907,238 〃

実施内容
　長期生産計画（年）
　　　ｶｰﾄﾞ綿糸　　　5,227ﾄﾝ
　　　ｺｰﾏ〃　　　　 5,613〃
　　　織　物　　　 59,174千ﾒｰﾄﾙ

設備近代化の内容
　　〔紡績〕
　　　　新設　混打綿、ｶｰﾄﾞ、ﾗｯﾌﾟﾌｵｰﾏ、ｺｰﾏ、練条機、
　　　　精紡機改造　ｶｰﾄﾞ、練条機、粗紡機、精紡機、卷示機
　　〔織布〕
　　　　新設　整経機、糊付機、ﾘｰｼﾞﾝｸﾞﾏｼﾝ、ﾀｲﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ、
　　　　ﾘｰﾁﾝｸﾞﾏｼﾝ、績巻機、ｴｱｼﾞｪｯﾄ織機、検反機、その他

　工場では1991年からの第8次5ヵ年改造計
画を策定しその計画に基づいて投資を行っ
ている。今までの改造は主に、生産設備及
び生産管理の近代化である。1991年から
1995年にかけて約2億元が投資される予定
である（1993年度現地調査）。
　8・5計画（1991-95年）下に近代化計画
提案の中期計画に基づいて2.1億元を投資
し、ｽｲｽからの梳綿機2台、ｼｬｯﾄﾙ無し織り
機127台等を含め、技術改造を実施した
（1996-1997年も長期計画に基づき年
1,500-2,000万元を投資）。資金調達は銀
行からの借入が85％、自己資金が15％であ
る。生産管理面では生産管理を合理的にす
るための組織変更、TQC活動導入による品
質管理等が実施された。
第三工場は閉鎖されるが、近代化計画の提
案を実施する形で整備された機械は比較的
新しいために第一、第二工場へ移転して活
用される。経営管理を中心とする各種提案
内容は、対象工場の変化、環境の変化もあ
り修正が必要であるが、工場長ができるだ
け生かせる様に働きかけを行う予定とのこ
とである。（1999年度現地調査結果）

　工場の策定した第8次5ヵ年改造計画に報告書提案の一部が採用されている（1993年
度現地調査）。

（*）から
工場の前半の工程部分は特に新しい設備が多く、ｽﾋﾟﾝﾄﾞﾙを減らすと工程全体のﾊﾞﾗﾝｽ
が取れないために、第一、第二、第三工場をあわせて再編成し効率の改善を図ること
となり、1997年8月に第一、第二、第三工場全体が集団公司（北京京棉紡織集団有限責
任公司）となった。元々、各工場は独立した工場であったが、集団公司化は「北京市
の指導」「企業の判断」両方の力による。
第三工場は1997年からｽﾋﾟﾝﾄﾞﾙを減らしながら1999年8月まで操業を続けてきたが1999
年9月1日に生産を終了、閉鎖し、年末までかけて工場の生産工程の調整を実施する予
定である。生産は第一、第二工場に統合される。第三工場の従業員は半数は第一、第
二工場に配転し、半数は「分流」（工場外へ）される。全体の構造調整の結果、今年
は利益が確保できる見通し。工場跡地は不動産開発し、収益は紡績工場へ投資する計
画である。
第一、第二工場の生産品目は同様である。20番手程度の標準製品が中心であるが、10
番手以下の細ものの生産も可能である。
現在の北京第3工場の工場長は30歳。大卒後、1991年から工場勤務、1996年から工場長
となっている。（1999年度現地調査結果）

2002.3現在：新情報なし
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（遼陽製薬機械）近代化計画調査 54,528 千円

案　件　名 英 18.80 人月（事前を含む:20.4）

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

5

90.6.19 ～ 90.7.9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済委員会　技術改造司引進処

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ:遼寧省遼陽市遼陽製薬機械省
事業費:227,223,000円
概要:
　1.調査対象製品 ｶﾞﾗｽ･ﾗｲﾆﾝｸﾞ反応機、及び化学薬品貯槽
　2.生産量 1,400台/年
　3.大型製品 10,000ﾘｯﾀｰ大型製品製造

特記事項なし
提言内容の現況は暫定措置。

特記事項なし

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 王　毅　（処長）

現地調査期間

90年3月に報告書を提出し､弊社ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは完了した｡
その後同工場とﾕﾆｺ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株)との間で進展はな
い｡

2002.3現在:進捗状況不詳

The Study for the Factory  (Liaoyang Pharmacy
Machinery Works) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1991.3

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 2

実績額（累計） （契約額:54,408/事前を含む:58,194）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（鞍山紅旗トラクター）近代化計画 56,700 千円

案　件　名 英 16.00 人月

団長 氏名 三塚　康典

所属 石川島播磨重工業(株)

5

91.3.4 ～ 91.3.24

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 2～3

実績額（累計） 　情報なし
　非公式な風評によると、あまり近代化は進展していな
いようである。
　2002.3現在：新情報なし。

Study for the Factory (Anshan Tractor)
Modernization

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1992.1

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

担当者名（職位） 企業技術改造診断弁公室

現地調査期間 姜徳群　（副主任）

下記のような提言を行い合意を得た。

近代化の基本的考え方
1)組織全体として長期、総合的見地からの戦略的対応
2)生産拡大には設備の増設よりもむしろ生産管理技術、既存設備の有効利用の
技術向上で対処する。
3)品質向上に関しては、治工具の工夫、品質管理技術を向上させ一部近代的設
備導入をはかる。
4)基本的環境（工場の基本設備、従業員の意識改革）を考えることが近代化の
第1ｽﾃｯﾌﾟである。

以上の基本的考えの下に3段階のｽﾃｯﾌﾟを踏んでの近代化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言した。
　第1期（1991～1993）　意識改革とｼｽﾃﾑの再構築
　第2期（1992～1995）　設備導入と技術充実
　第3期（1994～1998）　技術発展と新製品開発

提言内容の現況は暫定措置。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中国国家計画委員会

調 査 団 員 数
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（湖北機械）近代化計画 58,492 千円

案　件　名 英 16.00 人月

団長 氏名  坂手　彰

所属  三菱重工業（株）生産技術部主管

5

91.3.1 ～ 91.11.13

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名

調
　
査
　
団

（1992.6.13入手情報）
1)機電部は当廠を中国南方地域における専用機及びｽﾗｲ
ﾄﾞﾕﾆｯﾄの供給基地とし、重点企業に位置づけた。それ
に従い、工場改造のための投資を批准した。
2)機電部第六設計院で、工場建家を含む建家等の設計に
着手し、ﾌﾟﾗﾝﾄﾚｲｱｳﾄを完成している。
3)専用機及びｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄの技術導入に関し、問い合わせ
てきている。（本件、先方とのｺﾝﾀｸﾄを続けている。）
〈1994.10.20入手〉
・上記の専用機及びｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄの技術導入に関して、そ
の後部品調達を通じて可能性を検討してきたが、無理と
の結論に達し断念した。
2002.3現在：新情報なし

三菱重工業（株）

担当者（職位）

The Study for the Factory Modernization (Hubei
Machine Factory)

調 査 団 員 数

現地調査期間

最終報告書作成年月

コンサルタント名

相手国側担当機関名

予 算 年 度

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

国家計画委員会技術改造司　引進処

処長　王　毅

2～3

中国工場近代化調査／機械工業

1991.12

1.組立工程を中心とした生産方式と生産管理ｼｽﾃﾑに改める。

1)生産管理
・計画生産を改め、受注生産もしくは見込み生産形態をとる。
・組立日程を基準とした、生産計画と日程管理の方法を採用する。
・不良品の再発防止対策を強化し、工程改善によって品質を向上・安定せしめ
る。
2)生産工程
・組立工程は、ﾀｸﾄ組立方式を採用する。
・部品加工工程は、組立日程に併せた小ﾛﾌﾄ順送り生産方式を採用する。
・製品の品質向上のため、組立空間には空調されたﾕﾆｯﾄ組立場を新設する。
・歯車加工設備を導入し、内装能力を強化する。

2.設備投資
生産能力の増強と品質向上を目的とし、生産設備と一部建家の増設を含め、
1993～1995年の3年間荷役3,900万元（第2案5,200万元）の投資をする。

3.その他
1)ｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄと専用機の技術導入を図る。
2)生産計画は再検討する（目標が高すぎる。）

〈1992.6入手情報〉
1)八五計画において、総額4,654万元の投
資が批准された。
3期に分け
　第1期  674万元…既認可生産設備に投資
　第2期 2,980　建家を含む
　第3期 1,000　　　〃

2)精密組立棟を新設する。
3)鋳造工場を外部へ新設する。
4)ｽﾗｲﾄﾞﾕﾆｯﾄとの専用機の技術導入を図
る。
5)その他
・報告書で提案した組織改正案に従い、標
準時間の見積業務を労働人事課から工芸科
へ移管する。
・組立中心の生産管理ｼｽﾃﾑへ改める。

・機電部が、中国南方地区の専用機の中心的ｻﾌﾟﾗｲﾔｰとして指定した。
・自動車産業進行に従う専用機の需要が高まっている。
　（特に、武漢市内に建設中の自動車工場（ｼﾄﾛｴﾝとの合弁）への専用機の具体的商談
　　がある。）
等の理由により、報告書で提案した内容を上回る規模の改造案が実行に移される予定
である。

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、現存
しない。このため追加情報の収集は不可能。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（広州鋼管）近代化計画 37,950 千円

案　件　名 英 10.01 人月

団長 氏名 水田　寛

所属 ﾌﾟﾗﾝﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業本部製鉄ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部長

4

事前調査 90.12.6～90.12.14（9日間×2名）

本格調査 91.3.9～91.3.29（21日間×5名）

報告書説明 91.11.5～91.11.13（9日間×2名）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 2～3

実績額（累計） 1.1993年には、左記のうち中規模改造（第2案）を検討
しているとの情報であった。（ドイツのメーカーと技術
交流中）
2.1995年10月に広州鋼管に状況確認したところ、新立
地、新ライン建設（第3案）を採用し、実行中との事で
ある。
3.1998年6月、1991年の調査当時の上層組織「広州市冶
金集団総公司」の冶金関連部門を総集して、広鋼集団が
構成された。広州鋼管工場は、この広鋼集団の一部門と
して組み入れられることになった。広州鋼管工業は依然
として国有形態のままである。（1999年度現地調査結
果）
4.2000年8月、広鋼集団の一部門としての｢広州鋼管廠
有限公司｣が設立された。
2002.3現在：新情報なし。

Study for the Factory (Steel Pipe) Modernization 調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1992.1

コンサルタント名 住友金属工業(株)

企業技術改造診断弁公司

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国　国家計画委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

2）馬雁鳴　（科長）

1）姜徳群　（處長）

近代化への提言ﾎﾟｲﾝﾄ
1.設備改造案については下記の3つのｹｰｽを提案した。
1）小規模改造（125百万円＊）
　　30千T／年－35千T年
　　　品質－国家特級ﾚﾍﾞﾙ（現在2級）
　　　現状設備改造及び部分的に設備導入

2）中規模改造（421百万円）
　　30千T／年－40千T／年
　　　品質－上に同じ
　　　新設備の積極的な導入

3）新ﾗｲﾝ建設（1220百万円）
　　30千T／年－50千T年
　　　品質－上に同じ
　　　ﾗｲﾝ全体を更新、又は新工場設備

2.その他の提言として下記に言及
　1）原材料の品質改善
　2）管理の高度化と標準の充実
　3）従業員全員の意識の向上

A.提言に基づく改造（新設）
1.設備
　1）鋼管亜鉛ﾒｯｷﾗｲﾝ　ﾄﾞｲﾂ製(SKO社)
能力　35千T/年
製品　φ16～114mm
　2)鋼管ﾈｼﾞ切り期　　　　 ｲﾀﾘｱ製
　3）その他設備　　　　　　中国製
2.ｽｹｼﾞｭｰﾙ
　1994年10月　設備到着
　1995年 1月　〃据付開始
　　　　 5月　〃　〃完了
　　　　 6～7月　試運転調整
　　　　 8月　試生産開始
　1996年 4月　営業生産開始

　1998年10月 営業生産中
3.改善効果
　 調査対象のﾒｯｷ製品の生産量は調査時の
1991年と比較して横ばいである。
B.その後の対応
1.2000年8月、広州鋼管廠は広鋼集団の一
部門の｢広州鋼管廠有限公司｣となった。
2.その際、新立地での新ラインを建設し
た。
1）設備能力:　180千Ｔ/年
2）2001年実績:　60千T/年

　最終報告書作成時（1992.1）は現有設備（小規模改造、中規模改造）改造及び新ﾗｲﾝ
建設を提言したが、一部の改造では近代的なﾗｲﾝとは言えず、現時点の状況は現有設備
はほぼそのままとし、また増産の必要性もあり、新ﾗｲﾝ（1996.4生産開始）に於て提言
内容を参考とし、設備建設を実施した。その後、2000年8月、｢広州鋼管廠有限公司｣設
立の際に、新立地にて新ラインの建設を実現した。ただし、この新ライン建設は｢工場
（広州鋼管）近代化計画｣での提言に基づくものではなく、広州鋼管廠自身の計画によ
るものである。

広州鋼管の幹部は、社長はもとより1992年当時のﾒﾝﾊﾞｰとはすっかり変わっている。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（広州油脂化学）近代化計画 53,477 千円

案　件　名 英 15.30 人月（事前を含む:16.9）

団長 氏名 呉　信二

所属 ﾕﾆｺ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務第4部

6  （内通訳1名）

91.3.9 ～ 91.3.29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 広州市軽工業局

1. ｽｹｼﾞｭｰﾙについては本報告書にﾏｽﾀｰ･ｽｹｼﾞｭｰﾙを示したが、中国側にて、詳細
な実施ｽｹｼﾞｭｰﾙを作成されたい｡殊に生産を停止して行う本格改造工事期間は毎
日の作業項目と手順、所要時間等を算定し、PERT手法を駆使し、ｸﾘﾁｨｶﾙ･ﾊﾟｽを
求め、生産停止期間を最短にすることを勧める｡また、生産停止をしないで事前
に実施できる作業項目を洗い出し、事前準備作業を十分に行い、以て生産停止
期間を短縮する努力をされたい｡

2. 上記、生産停止期間中の販売予定製品量を前以て、一年位かけて作り溜め
し、販売に支障をきたさないよう、ﾏｰｹｯﾄ･ｼｪｱを失わないよう綿密な計画を中国
側で作成することを勧める｡

3. 往々にして、近代化計画といえば、設備を最新式のものに取り替えれば、そ
れだけで良品質の製品が、得られると思われがちであるが、実際は新鋭設備導
入のほか、生産管理面、運転操作面の改善がなければ、良品質のものを低ｺｽﾄで
製造し、国際市場で競争に打ち勝つという目的が達成されるものではない｡作業
管理面の近代化と同時に従業員の教育を併せ協力に推進、実施する必要がある｡
従業員のｺｽﾄ意識を喚起することを勧める｡

提言内容の現況は暫定措置。

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 季瑞玲　（副局長高級工程師）

現地調査期間

特に進展がない模様。
2002.3現在：進捗状況不詳Study for the Factory Modernization (Kwangchow

oil and fat chemical engineering)
調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1991.12

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

予 算 年 度 2～3

実績額（累計） （契約額:53,597/事前を含む:58,335）

国　　　　名



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 461

2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（山東栖霞工具総工場）近代化計画 53,733 千円

案　件　名 英 15.00 人月

団長 氏名 大川　典男

所属 石川島播磨重工業(株)

4

91.3.7 ～ 91.3.27

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 2～3

実績額（累計） 2002.3現在：新情報なし。

The Study for the Factory Modernization
(Shandong General Tool)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1992.1

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

担当者名（職位） 企業技術改造診断公室

現地調査期間 姜徳群　（副主任）

近代化計画に関し合意した事項は次の通りである。
　1.固有技術の開発、改善を進め模範的な作業工具工場とする。
　2.1995年度までに片目片口ｽﾊﾟﾅの生産量を現在の195万個（1990年）から760
　　万個のﾚﾍﾞﾙに引き上げる。
　3.製品の品質ﾚﾍﾞﾙを向上させる。
　4.生産管理技術の向上と効率化を図る。
　5.製品のｸﾞﾚｰﾄﾞを現在の普及品から中級品・高級品へ移す。
　6.従業員は現状（713人）程度にとどめ、生産性を向上させる。

これらの実現のため次のような提言をした。
　1.管理面・・・生産管理手法の確立、品質管理・品質保証体制の確立
　2.設備面・・・ｴｱｰﾊﾝﾏｰの導入、金型加工設備、ﾒｯｷ設備、ﾌﾞﾛｰﾁ加工設備
　　　　　　　　などの導入
　3.技術面・・・材料加熱技術、ｴｱｰﾊﾝﾏｰによる鍛造技術、ﾒｯｷ技術、ﾌﾞﾛｰﾁ
　　　　　　　　加工、ﾌﾗｲｽ加工技術
これらを1995年度までに3期に分けｽﾃｯﾌﾟ･ｱｯﾌﾟしていく方法を提言した。

　工場の近代化について、現在、第一期改
造計画（1993年～1994年）が終了して、
1995年3月より、すべての設備が稼働す
る。第一期改造計画は、国家の第8次5ヶ年
計画でとりあげられ、総投資額は、1,748
万元（うち外貨がUS$155万）である。導入
した設備は鍛造工程では、ｴｱｰﾊﾝﾏｰ（ﾁｮｺｽﾛ
ﾊﾞｷｱ製）、切削工程では、ﾌﾗｲｽ盤（日本
製）で、約$146.5万で金型生産設備（中国
製）である。生産管理面では技術者が従業
員に対して教育する教育・訓練、設備ﾒｲﾝﾃ
ﾅﾝｽ体制の確立、などを行なっている。品
質管理については品質管理の副工場長をお
き、品質検査の専門員をおき、品質管理に
あたっている。設備導入が終了したばかり
で全部稼働していないため生産量300万個
は、調査時とほとんど変化はないが、今
後、年間700万個くらいに上昇し、売上高
も現在の1,300万元から、5,000万元に、ま
だ伸びる見込みである。
　工場では、第二期改造計画を策定して、
山東省に提出して認可を待っている。計画
の予定投資額は、4,500万元で1995年から
1996年にかけて実施したい意向である。こ
の改造が実施されれば、報告書の提案はほ
ぼすべて実施されることになる。
（1995年3月現地調査結果）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国国家計画委員会

調 査 団 員 数
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（上海紡織総架）近代化計画 53,752 千円

案　件　名 英 16.00 人月（事前を含む：17.6）

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ﾕﾆｺ　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業第4部

5  （内通訳1名）

91.3.7 ～ 91.3.27

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 上海止紡織工業局

(1)ｱﾙﾐ合金製ﾋﾞﾚｯﾄの化学成分を定期的に分析し、化学成分の均一化と合わせて
ﾋﾞﾚｯﾄの均質化を図ること。
(2)押し出し金型鋼材の質的確認とともに、金型の設計変更を急ぐ必要がある。
(3)ｱﾙﾐ･ﾋﾞﾚｯﾄの加熱温度を見直す必要がある。
(4)押し出し機の保全強化。機械的ﾄﾗﾌﾞﾙを最小限にするためには、あきらかに
問題となっている箇所を小手先の修理に頼らず、機械的かつ構造的な改造を行
うこと。
(5)ｽﾄﾚｯﾁｬｰの操業条件の変更を行う必要がある。
(6)成形物の屑率を最小限にする。ｱﾙﾐ及びｽﾃﾝﾚｽ材は中国でも高価格な原材料で
ある。原材料の取扱いは工場経営上、最も重要な課題である。
(7)人口時効炉の操業条件を見直す必要がある。
(8)高速織機用ﾍﾙﾄﾞﾌﾚｰﾑの連結金具設計変更
(9)金型設計技術者の教育・訓練を中・長期計画に基づき育成する必要がある。
(10)情報収集並びに情報分析を行い工場経営及び生産活動に利用する必要があ
る。
(11)品質向上・納期短縮及び原価低減の目標達成のためには、生産技術及び生
産管理の改善を行い、工場全体を近代化していく必要がある。

1992年北京機械輸出入公司からﾐｯｸ工場
(株)に設備輸入に関する引合い状がきた模
様。
ﾐｯｸ工場はﾍﾙﾄﾞﾌﾚｰﾑの中国市場調査のため
同社役員を中国に派遣の予定（1993年1
月）。

報告書中に述べた提案時効に基づき機械・設備の導入を図るべく検討しているものと
考える。

ｱﾙﾐ合金の品質基準

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 呉国紅　（科研開発改造下課長　工程師）

現地調査期間

　1993年に上海紡織総架工場調査一行が来日、大阪に
おいてﾐｯｸ工業株式会社を訪問し技術協議を行った。
　1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中国
貿易委を通じて現地工場に打診したところ、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
の必要がない旨回答があった。

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study for Factory Modernization (Shanghai
Heald Frame)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1992.1

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 2～3

実績額（累計） （契約額:53,510/事前を含む:58,248）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（瀋陽毛巾）近代化計画 50,532 千円

案　件　名 英 15.85 人月（内現地4.05人月）

団長 氏名 石井　善満

所属 東洋紡エンジニアリング(株)

5

91.3.11 ～ 91.3.29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 2～3

実績額（累計） 　ﾊｰﾄﾞの近代化は報告書に基づき中国側で進めている
模様である（設備の部分的改造など）（日本製の機械は
高いという理由で購入する意思はない）。
むしろ、工場は日本のﾒｰｶｰの下請け化などの営業活動
を積極的に進めており、そのため報告書の製品品質、生
産性の改善などの提言が役立っているものと思われる。
工場長から、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄへｺﾝﾀｸﾄがあり、2回程訪問を受け
た。
2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization
(Shenyang Towel)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1992.1

コンサルタント名 東洋紡エンジニアリング(株)

企業技術改造診断弁公室　姜徳群　（処長）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

企業技術改造司　王　毅　（処長）

瀋陽毛巾廠　　　　　　　久桂　　（副廠長）　

　　　　　　　　　　生産量　　　　　品　　質　　　　　　　品　　種

短期小規模改造　　 20％増　　一等品率の10％向上　　　  現状維持
中期中規模改造　　7ﾄﾝ／日 　 国際水準に近づいた品質　  現状より多様化
長期新設　　　　7.7ﾄﾝ／日　　国際水準並　　　　　　　  多様化

近代化計画所要資金（単位：千円）

　　　　　　　　　　織　布　　　　　染　色　　　　 合　計

短期小規模改造　　　 58,800　　　　  9,200        68,000
中期中規模改造　　　368,400　　　  517,100       885,500
長期新設　　　　　1,466,640　　　  781,100     2,247,740
　計　　　　　　　1,893,840　　　1,307,400     3,201,240

　外貨を使った設備投資は抑制されている
が（政府の方針）、営業利益を原資として
国内調達可能な部品を使った部分的改善は
進めている模様。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（羅定ラミー）近代化計画調査 67,718 千円

案　件　名 英 17.40 人月（事前を含む19.00）

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

6(通訳1名を含む)

92.5 ～ 4週間

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　ﾗﾐｰ精錬工程の設備改善を図り品質のよい紡績糸を生産すること。良質の紡績
糸を作ることができれば織布生産の稼働率は向上する。
　さらに、設備の保全・修理を報告書に記載したように重点的に実施する必要
がある。

　ﾗﾐｰ紡績糸巻返し用Winder新規に導入す
るため香港及び台湾のWinderﾒｰｶｰと折衝中
とのことである。
　主な実現化された内容は下記の通り
1)精錬工程
　原価負担の大きい精錬工程を停止、ﾗﾐｰ
製品の受注のある時は、ﾗﾐｰ・ﾄｯﾌﾟ又はﾗ
ﾐｰ・ｽﾗｲﾊﾞｰを他社から購入し、紡績糸や織
布を生産している。
2)高圧精錬工程
　原草の仕込み量を減らし、精錬液の循環
を良くし、原草に精錬液が均一に浸透する
ようにした。
3)織機
　ﾗﾐｰ紡績糸の品質向上でﾈｯﾌﾟ、ｽﾗｺﾞ、ﾋ
ｹﾞが減り、経糸の糸切れ率が低減した。
　製布の生産性が向上した。

A.生産性の向上
B.製品の品質改善
C.原価低減

(*)から
1)従業員数（1998年実績）
全工場の人員：1,300人、生産現場：1,215人
2)生産品と生産量（年産量）
A.精紡糸：1,300ﾄﾝ、B.人造毛糸：800ﾄﾝ、C.ｱｸﾘﾙ糸：1,200ﾄﾝ
D.毛糸・混紡糸：900ﾄﾝ、H.ﾗﾐｰ紡績糸：73.5ﾄﾝ（36Nm）
3)生産設備内容
A.全工場の紡績錘：20,000錘、B.織機（外国ｸﾞﾘｯﾊﾟ型）：12台
C.織機（ﾚﾋﾟｱ型）：21台
2002.3現在：進捗状況不詳

　ﾗﾐｰ紡績糸及び織布の生産原価低減が実現できた。その他合成繊維の生産現場にﾗﾐｰ
生産の管理技術を導入することによって、生産性や製品の品質が改善された。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

・近代化の所要整備については、工場側は中央政府と協議の結
果1993年11月に資金調達の目処がついたようである。近代の設
備の一部を日本から調達する計画とのことである。（国計委）
・羅定ﾗﾐｰ工場は、その後ﾗﾐｰ紡績糸巻返し用Winderを新規に導
入するため香港及び台湾のWinderﾒｰｶｰと折衝中とのことであ
る。
・また同社は1993年には業績も良くなり利益を計上できるよう
になったとのことである。

　1999年9月6日から9日までﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査と追加診断調査を実
施した。ﾗﾐｰ中心の生産に見切りを付け、ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ繊維やｱｸﾘﾙ繊
維などの合成繊維や綿などの生産に切り替えた。1998年4月に
同工場の財務担当であった何　傑元氏を工場長に任命した。集
団分工場化を導入した。第一紡績工場、第二紡績工場、銀星紡
績工場、銀発紡績工場、銀豊織布第一工場、銀豊織布第二工
場、毛紡分工場、染整分工場を新組織した。

(*)に続く

The Study for the Factory (Guangdong Luoding
Ramie Textile Mill) Modernization Program in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1992.12

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 4

実績額（累計） （契約額：59,205/事前を含む:64,252）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（太原西山石膏）近代化計画調査 43,177 千円

案　件　名 英 15.30 人月（内現地4.40人月）

団長 氏名 鳥谷部　良

所属 小野田エンジニアリング(株)

5

92.3.5 ～ 92.3.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　太原西山石膏鉱には焼石膏製造設備（2系統合計6,000Ton／年）がある。この
近代化計画を提案した。先ず生産工程面では製造方式、生産能力、品質向上の
ためのﾌﾟﾛｾｽと生産設備の3つの観点から調査し、生産方式の改善と設備の改
善・増強案を提案した。
　製品としては、陶磁器型用、模型用焼石膏10,000Ton／年、建材用（ﾌﾞﾛｯｸ
等）10,000Ton／年、石膏ﾌﾟﾗｽﾀｰ10,000Ton／年程度で、品質面では現状より商
品質で、均一な製品を生産するものとする。設備品では、原料・焼成設備の改
造、焼石膏粉砕設備、混合設備の新設、製品包装設備の新設、各種計測装置の
新設、電気・制御設備の更新等である。
　設備改造は、二期に分けて実施し、準備期間等を含めて、三年間で実施す
る。次々生産管理面では、生産計画、日程管理、調達管理、在庫管理、工程管
理、品質管理、安全管理、設備管理、教育・訓練・環境対策に関し、日本の同
業企業の経験と実績に基づき、中国で実施可能と考えられる対応策を提案し
た。特に、品質向上達成のための生産方式の改善に伴い、各生産工程毎の管理
を中心とした管理ｼｽﾃﾑの改善策を提示した。

　
　1993年12月に中国太原西山石膏で、自国
技術により工場の燒成設備等の改造を行っ
た模様である。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 太原西山石膏礦

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 袁　章成　（工場長）

現地調査期間 武　民敬　（副工場長）

2002.3現在：新情報なし。

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Xishan Gypsum)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1993.1

コンサルタント名 小野田エンジニアリング(株)

国　　　　名 予 算 年 度 3～4

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（浦源建設機械）近代化計画調査 75,958 千円

案　件　名 英

団長 氏名  坂手　彰

所属  三菱重工業（株）生産技術部主管

5

92.6.10 ～ 92.7.2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 4

実績額（累計） 〈1994.6.16入手〉
・詳細は不明だが、1994.6時点で未だ国家部門に対し
て工場から正式な工場改造計画が提出されていない。
・従って、近代化の投資も未だ批准されていないとのこ
と。
2002.3現在：新情報なし。

The Study on the Factory Modernization (Puyuan
Construction Machinery Factory)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1993.2

コンサルタント名 三菱重工業（株）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家計画委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

1.生産管理面については、下記の採用を提案した。
1)「小ﾛｯﾄ順送り生産方式」
2)組立日程を基準とした部品・ﾕﾆｯﾄの製造日程
3)工程で品質を送り込む体制

2.生産工程面については、生産能力増強、品質向上、生産方式の改善の観点か
ら、次の提案を行った。
1)部品加工工程のﾕﾆｯﾄ別ﾗｲﾝ化
2)組立工程のﾀｸﾄ組立方式の採用

3.設備投資
以上の近代化実施のため、1993年～1996年の4年間における段階的な設備投資案
を提案した。

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、現存
しない。このため追加情報の収集は不可能。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（嘉興毛紡績）近代化計画調査 85,551 千円

案　件　名 英 17.40 人月（事前を含む:19.00）

団長 氏名 世古口　健

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

6  （通訳1名を含む）

92.3.2 ～ 3.10 （事前調査）

92.6.11 ～ 7.1 （本格調査）

93.1.14 ～ 1.22 （現地説明）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.紡毛紡績工程について第1段階では原毛管理・調合方法・梳手機の点検・留意
事項など具体的な改善案提案。第2段階では梳毛工程の設備を編糸細番手紡毛糸
生産に対応できるよう改造を提案。既存の2山ｶｰﾄﾞ1ﾄﾗﾊﾞｰｽ方式を4山ｶｰﾄﾞ2ﾄﾗﾊﾞｰ
ｽ方式にすること、ﾎｯﾊﾟｰのﾀﾞﾌﾞﾙ化、ﾍﾟﾗﾙﾀﾏｼﾝの導入、ｺﾝﾃﾞﾝｻの更新。良質の篠
の生産技術を確立したあと細番手編糸の紡出のため、ﾘﾝｸﾞ精紡機をﾐｭｰﾙ精紡機
に替える。自動ﾜｲﾝﾀﾞを導入する。検査機器を備えるなどを提案。

2.ｾｰﾀｰ横編工程については自動横編機周辺に風合い向上のため、高速綛取ﾜｲﾝ
ﾀﾞ、噴射式染色機、全自動縮絨脱水機、ｱｲﾛﾝ仕上げ台の導入を提言した。

3.生産管理は職場の整理・整頓から始めて全調査多対象管理項目について改善
を提案。

4.国外調達設備機器費用は約3億円。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家計画委員会企業技術改造診断弁公室

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 光　雨軍　（副処長）

現地調査期間

・当該総廠の廠長王永氏が1993年4月来日、ｸﾗﾎﾞｳその
他を視察した。
・1994年2月8日、浙江蘭宝国際毛紡集団公司に改組し
た。

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study for the Factory (Jiaxing Wollen
Complex) Modernization, the People's Republic of
China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1993.3

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 4

実績額（累計） （契約額：58,730/事前を含む105,183）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（本渓市助剤）近代化計画 58,814 千円

案　件　名 英 15.50 人月（事前を含む:17.1）

団長 氏名 世古口　健

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

5  （通訳1名を含む）

93.3.3 ～ 3.23 （21日間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.膠質炭酸ｶﾙｼｳﾑの製造について具体的に提言。前半工程（焼成・水和）は既存
設備を改善・利用し、後半（炭酸化・表面処理・濃縮・脱水・乾燥）は新しい
概念設計に基くﾌﾟﾛｾｽを提案した。
2.新しい形状の反応器、反応条件のﾎﾟｲﾝﾄ（炭酸化・表面処理）ﾌｨﾙﾀｰﾌﾟﾚｽ、ﾊﾞﾝ
ﾄﾞ乾燥機、分級粉砕ｼｽﾃﾑ、分析危機など。
3.多品種少量生産、技術ｻｰﾋﾞｽ、研究開発についても言及。自動化は最小限度に
控えた。
4.生産管理は工場の整理整頓が基本。
5.国外調達整備機器の所要資金は約3億円。

調
　
査
　
団

(株)三佑コンサルタンツ

相手国側担当機関名 国家計画委員会企業技術改造診断弁公室

調 査 団 員 数 担当者名（職位） （調査時の名称）

現地調査期間 賀栄培　（処長）

1994.9.24付FAX（本渓市助剤廠工程　姚）
　(1)最終報告書を未だ入手していない。
　(2)10月に訪日視察団が来る。

上記(1)についてはJICA殿の調査・指導によって同廠姚
さんに返事（経貿委企業技術改造診断弁公室にとりに行
くか、郵送してもらうこと）した。

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study for the Factory Modernization (Benxi
Calcium Carbonate)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他

最終報告書作成年月 1993.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

李江利

国　　　　名 予 算 年 度 4～5

実績額（累計） （契約額:52,608/事前を含む57,107）



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 469

2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（瀋陽建設機械）近代化計画 64,907 千円

案　件　名 英 16.70 人月

団長 氏名 瀬戸　俊彦

所属 石川島播磨重工業(株)国際本部

6  （通訳を含む）

事前調査 92.11.24～92.12.2

本格調査 93.2.17～93.3.9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国務院経済貿易弁公室

調 査 団 員 数

国　　　　名 予 算 年 度 4～5

実績額（累計） ・1994年8月弊社（IHI）に対して、技術導入、生産協
力、ﾉｯｸﾀﾞｳﾝ合併などの打診があり、弊社関連部署及び
関連会社に対し意向を打診中。
・1995年10月現在：弊社関連部署及び関連会社ともに
具体的な回答は得られていない。理由としてはすでに大
連の工場と外注契約を行って運搬機の部品外注加工を実
施したものの納期、品質の点で未だ問題点が多い。弊社
製品は大型のものが多く瀋陽のような内陸部では搬送が
不便という理由による。

2002.3現在：新情報なし。

The Study on the Factory Modernization (Shenyang
Building Machinery)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 5.11

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

担当者名（職位）

現地調査期間

対外経済合作司導入処

王　毅　（処長）

　工場調査の結果から現状の問題を抽出し、それを分析することによって近代
化の本質な課題を設定し、下記の4つの近代化計画を策定し提言した。
1.管理機能の強化
　・組織、業務内容の再検討
　・5S運動の展開
　・事務管理の電算化
2.生産性向上
　・標準工数の見直し
　・小ﾛｯﾄ生産方式導入
　・外注加工拡大など
3.製品品質向上
　・TQC運動活性化
　・重要品質問題再発防止など
4.技術力向上
　・教育訓練体制強化
　・開発体制強化
　・溶接・塗装技術強化など
　なお、近代化は2000年完結を目標とし、この期間を3期に分けて段階的に実施
する。設備投資は必要最小限に止めることとした。

　
　1993.11月に国家貿易経済委員会から特
別借款ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの追加案件として批准さ
れ、投資総額2,980万元が認めらた。
1994.12月末までにC1Fﾍﾞｰｽ125万ﾄﾞﾙの設
備輸入を決めた。
　品質向上を中心とした企業管理強化を推
進中であり、1992年に比べ1993年度は生産
高48％、販売65％、利益69％の伸びを示し
た。

　調査期間中、技術移転ｾﾐﾅｰ3件のほか毎日30分の技術相談の時間を設け、様々な日常
の問題についてｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行った。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（四川第一綿紡織染色）近代化計画調査 80,865 千円

案　件　名 英 22.70 人月（事前を含む:24.3）

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

7  （通訳1名を含む）

93.3.4 ～ 93.3.24 （21日間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家計画委員会

　四川第一綿紡織染色効用の紡績・織布・染色工程に関する生産工程・生産管
理の改善・近代化計画を提案。とりわけ染色・仕上工程における生産技術に重
点を置いた。近代化計画は、既存設備を有効に利用することを前提に、特に染
色・仕上工程では既存設備の機能回復が重要。生産量に関しては、紡績工程が
12,846t/年、織布工程が綿及び綿・ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ混紡織物を6,000万ｍ/年、ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ
FYとｽﾊﾟﾝﾚｰﾖﾝ織物各750万ｍ/年、染色仕上工程は綿、綿・ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙFY混紡織物染
色を6,000万ｍ/年、ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙFY及びｽﾊﾟﾝﾚｰﾖﾝ織物各750万ｍ/年、を生産すること
を提案した。
　近代化のための経費の総額（第1.2.3段階の合計）は2,536,349千日本円であ
る。

その後の情報では、
　(1)1993年9月末現在で、1,528万人民元
　　 の利益を計上できた。この調子で行
　　 けば12月末までに2,000万元～2,500
　　 万元の利益が期待できる見通し。
　(2)染色工場は香港のﾒｰｶｰとの間で合弁
　　 会社にした。

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中国経
貿委から回答がなかった．

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study for the Factory Modernization (The
First Sichuan Cotton Mill and Printing)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1993.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 4～5

実績額（累計） （契約額:73,669/事前を含む:78,168）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（無錫工作機械）近代化計画 72,351 千円

案　件　名 英 19.70 人月（事前を含む:21.3）

団長 氏名 大久保　勇

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

6  （通訳1名を含む）

93.2.25 ～ 93.3.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

(株)三佑コンサルタンツ

相手国側担当機関名 無錫機床廠

結論
(1)機械加工工程に五面加工機、FMC（ﾌﾟﾚｷｼﾌﾞﾙ･ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｧﾘﾝｸﾞ･ｾﾙ）、横型ﾏｼﾆﾝ
ｸﾞ･ｾﾝﾀｰを導入して、部品の加工能率を高める。
(2)鋳造工程に熱風式ｷｭﾎﾟﾗを導入して、鋳造部品の材質を高級化する。
(3)鋳造工程にｶﾞｽ式焼純炉を導入して、鋳造部品の応力除去を改良する。
(4)その他、長期計画で示した様に、各種の設備の導入とﾚｲｱｳﾄの変更により軸
受研削盤及び関連製品の品質向上と生産効率を高める。
(5)ｺｽﾄ、機械のﾓｼﾞｭｰﾙ化、CADの推進、専用ﾗｲﾝ、部品の先行手配等の種々の施
策を実施することにより、製品開発期間を短縮する。
(6)各種研削盤について種々の技術を組み込むことにより、製品の性能と信頼性
を向上する。
(7)機械加工工程で種々の標準化を実施することにより、加工能率を向上する。
(8)その他、中期計画で示した種々施策を実施することにより、第8次5ヵ年計画
の早期稼働を実現する。
(9)鋳造、板金、塗装の工程について、種々の提案を実施することにより、技術
的問題を解決する。

勧告
(1)長期計画の実施に当たっては、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾁｰﾑを編成して、総合的に強力に計
画を遂行することを勧告する。
(2)軸受研削盤及び関連する工作機械の内外の市場調査を継続的に行い、今後中
国国内で急速に変貌するであろう各種機械工業のﾆｰｽﾞを捉えて、新製品の概念
設計に反映させることを勧告する。

　先方の第8次5ヵ年計画に関連させ、技術
上の改善を行ったと思われる。

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 洪　汝乾　（廠長）

現地調査期間

1994年になり、外資を導入し日本のﾒｰｶｰと研削盤の製
造に関する合弁会社を設立した。

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study for the Factory Modernization (Wuhsi
Machine Tool)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1993.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 4～5

実績額（累計） （契約額:65,823/事前を含む:70,322）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（無錫動力機）近代化計画 59,598 千円

案　件　名 英 16.00 人月

団長 氏名 神谷　勝義

所属 三菱重工業（株）エレクトロニクス事業部

5

93.2.19 ～ 93.3.11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 4～5

実績額（累計） 〈1994.1.20入手〉
・専用加工設備・試験検査設備について引き合いがあり
対応した。
〈1994.6.16入手〉
・工場改造計画が工場から正式に国家部門に提出され、
批准された。
〈1991.10.20〉
・近代化計画については、元技術提携先である英国
Holset社の指導を得て推進している様子である。
2002.3現在：新情報なし。

The Study for the Factory Modernization (Wuhsi
Engine)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1993.11

コンサルタント名 三菱重工業（株）

調
　
査
　
団

国家計画委員会相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間

1.生産管理面について、下記の採用を提案した。
(1)半月単位の小ﾛｯﾄ･ｼﾘｰｽﾞ生産
(2)組立日程を基準とする部品生産工程の日程展開と日々の管理
(3)製品開発・試作体制の強化
2.生産工程面については、生産能力増強、部品別専用ﾗｲﾝ化及び品質安定・向上
の３つの観点から、次の提案を行った。
(1)鋳造工程の一貫ﾗｲﾝ化
(2)鋳造工程の設備増強
(3)精鋳工程、ﾌﾟﾚｽ工程、機械加工工程、組立工程の一貫ﾗｲﾝ化と必要な生産設
備・検査設備の増強
(4)治工具製作面への加工設備・加工ｼｽﾃﾑの増強
3.設備投資
以上の近代化実施のため、1995年～1996年の2年間の設備投資案を提案した。

〈1995.7.25入手〉
1.生産状況（ﾀｰﾎﾞﾁｬｰｼﾞｬ）
　　　　　　計画　　 実績
　1994 　 60,000 → 40,000
　1995   100,000 → 65,000

2.投資計画
1)「八・五」技術改造第2期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　（4,600万元：1993年末からｽﾀｰﾄ）
・鋳造工程の一貫ﾗｲﾝ化
・機械加工ﾗｲﾝ
・製品開発体制
・型製作の能力ｱｯﾌﾟ等
2)「九・五」技術改造
 （2,900万元：1995年下期よりｽﾀｰﾄ）
・鋳造ﾗｲﾝ増強
・機械加工ﾗｲﾝ増強
・型製作のCAD/CAM化等

2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、現存
しない。このため追加情報の収集は不可能。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（揚州ディーゼルエンジン）近代化計画調査 74,179 千円

案　件　名 英 18.00 人月

団長 氏名 大川　典男

所属 石川島播磨重工業(株)

5

93.12.20 ～ 94.10.30

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

企業技術改造診断弁公室

姜徳群　（副主任）

国　　　　名 予 算 年 度 5～6

実績額（累計） 2002.3現在：新情報なし。

The Study for the Factory Modernization
(Yangzhou Diesel Engine Factory)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1994.10

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

　当該工場はﾄﾗｯｸ（3.0～3.5t）、中型ﾊﾞｽなどのﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝを製造している
が、市場の需要が活性化していることから、生産が注文に応じきれない状況に
ある。全機種の生産計画は1994年8万台から2000年には20万台生産を計画してい
る。今回の近代化計画調査では、主力機種である4102型のｴﾝｼﾞﾝについて提言す
ることとした。4102型ｴﾝｼﾞﾝの生産計画は次のとおり。
 　　　 1995　　　　1996　　　　1997　　　　 1998
 　　　60,000　　　70,000　　　80,000　　　80,000台
　近代化計画の基本方針としてつぎの合意を得、1998年までに3期に分けてｽﾃｯ
ﾌﾟｱｯﾌﾟしていく方法を提言した。
1. 生産技術力の向上をはかる
　工程間運搬方式の改善、運搬具の改善、製造技術の改善、多能工化、自主機
械保全活動、多品種少量生産技術の確立、公害対策、電算化管理など。
2. 品質の向上をはかる
　品質基準の見直し、品質保証体制の見直し、ISO品質認証ｼｽﾃﾑの確立、全社QC
運動の展開、主要外注品の品質保証体制の確立など。
3. 管理能力の向上をはかる
　業務の見直し、改善および実施の評価、5S年運動の実施、階層別教育、中堅
管理者の原価管理、工場運営管理、予定管理、財務管理など。
4. 開発力の向上をはかる
　市場調査、技術情報ｼｽﾃﾑの確立、自社の要素技術確立、新商品開発、電算化
など。
5. 財務管理の向上をはかる
　新財務ﾙｰﾙの教育、向上原価管理機能・組織体制の構築、部門別予算管理ｼｽﾃ
ﾑ、製造原価分析が可能な原価管理の確立、電算化による原価計算ｼｽﾃﾑ、財務決
算ｼｽﾃﾑの確立、標準原価との差異分析手法の確立など。

　当社独自の計画として、新工業団地に進
出する計画を持っていたが、1995年8月に
当社幹部が訪日した際の現状説明による
と、すでに新工業団地進出に着手し、当初
は組立工場を建設し、移動させる方針であ
る。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（南通風機）近代化計画調査 67,400 千円

案　件　名 英 16.85 人月

団長 氏名 山根　一夫

所属 テクノコンサルタンツ(株)

4

93.10.26 ～ 93.11.6

94.1.13 ～ 94.2.2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国　国家経済貿易委員会

1 生産管理の近代化
・技術課の中野生産技術部門を生産部門へ移管（技術向上の役割・責任明確
化）
・品質管理部門の完全独立化
・検査部門の独立と検査員の育成
・設計における図面原紙修正への鉛筆使用
・図面への契約番号記載、図面来歴記載
・承認図の提出
・部品のｺｰﾄﾞ化、部品番号の使用
・生産管理方法改善
　　・工程計画における工程記号使用　　　・負荷計画における山積み表使用
　　・日程計画におけるｶﾞﾝﾄﾁｬｰﾄ使用　　 ・差し立てと日報実施
　　・作業表と移動表を分離して採用

2 生産工程の近代化
・新工場（誘引送風機・軸流送風機一貫生産）建設
（主要設備）　・天井ｸﾚｰﾝ　　  ・炭酸ｶﾞｽ半自動溶接機　・直流溶接機
             ・交流溶接機 　 ・組立用ﾚｰﾙ定盤        ・ﾎﾟｼﾞｼｮﾅｰ
             ・縦型旋盤  　  ・動的釣合試験機       ・定盤
・旧工場設備改善
　・罫書及び作業用定盤     ・平削盤のﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰへの改造
　・ｻﾝﾄﾞﾌﾞﾗｽﾄ設備改造     ・NC切断機改造
　・ﾎﾟｼﾞｼｮﾅｰ             ・ﾀｲﾑﾚｺｰﾀﾞｰ
　・財務会計用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ    ・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ

　高い経済性のある計画であり、当工場の技術的能力と財務上の可能性からみ
て、十分実行可能である。

1.生産工程
鋼材置き場：6項目中で、4項目が完全、一
部実施
鈑金工場：11項目の中で、7項目が完全、
一部実施
ｹｰｼﾝｸﾞ工場：8項目の中で、全部が完全、
一部実施
羽根車工場：6項目の中で、7項目が完全、
一部実施
組み立て工場：3項目の中で、全部が完
全、一部実施
2.生産管理
7項目の中で、6項目が完全、一部実施
3.財務･原価管理
18項目の中で、17項目が完全、一部実施
（1999年度現地調査結果）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

実績額（累計） 　1996年に政府からの指令で株式会社に転換した。国
家が69.9％の株式を保有し、残りは自社の労組や他の
法人により所有されている。職員の9割が労組を通じて
株主となった。各自はめいめい一株づつこう入下（購入
価格4,000元）。その結果、職員一人一人は、自分が株
主であり、周りからとやかく言われる筋合いでないとい
う間違った考えをもち、管理が円滑に行なわれていな
い。（1999年度現地調査結果）
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報は収拾不可能。

The Study for the Factory Modernization (Nantong
Fan)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1994.9

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

国　　　　名 予 算 年 度 5～6
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（上海送風機）近代化計画調査 67,377 千円

案　件　名 英 14.88 人月

団長 氏名 窪田　信高

所属 三菱油化エンジニアリング（株）

4

94.1.13 ～ 94.2.2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 5～6

実績額（累計） 1994.11　上海市機電局、上海送風機工場関係者が協力
　　　　 会社（宇野沢組鉄工所）を訪問。
1995.5　 中国側より技術供与の要請
1995.8　 技術供与に関わる契約書（案）を宇野沢組よ
　　　　 り、中国側に提示
1996.6　 技術供与に関わる契約書（案）で双方合意
1996.10　同契約書（案）上海市上部機関で審査中

2002.3現在：　変更点なし

The Study for the Factory Modernization
(Shanghai Roots Blower)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1994.10

コンサルタント名 三菱化学エンジニアリング（株）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 上海送風機工場

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

威　傑　（工場長）

1. 上海送風機工場の近代化計画に関して、工場診断結果に基づく生産管理、生
産工程の近代化計画を提言した。
2. このうち生産工程の近代化計画の内容は以下のとおりである。
 (1) 目標（生産能力）
　　　 汎用ﾙｰﾂﾌﾞﾛｳ；　　1,000台/年　　現有生産能力；600台/年
　　　 特殊用途ﾙｰﾂﾌﾞﾛｳ；1,000台/年　　　　　　〃
 (2) 投資額
       810.7百万円
 (3) 生産管理の近代化
　　　工場組織の改善
　　　製品標準化、設計要因の増強・教育、技術ﾃﾞｰﾀ等の蓄積
　　　一括発注・個別納入指示方式徹底
　　　原材料管理一元化
　　　部品ｽﾄｯｸ生産方式への変更
　　　負荷計画実施、生産実績分析の重要視
　　　QC工程表遵守
 (4)生産工程の近代化
　　　芯たて盤、中型・大型立て旋盤、ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、
　　　大型・中型中ぐり盤、NC旋盤、立て削り盤ﾎﾞｰﾙ盤等の導入
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（丹東フィルター）近代化計画調査 62,566 千円

案　件　名 英 15.70 人月（事前を含む:17.50）

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

5  （通訳1名を含む）

94.2.22 ～ 94.3.14

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.生産工程の近代化
第一段階：現状の操業方法を既存設備に活用して改善を実施
・原料（P-SF，PVA）の調達・受入の改善
・混綿機の修理・再使用、原料の計量の精緻化
・立て振り型ｸﾛｽﾚｲﾔｰの定期的調整・修理の実施
・ｳｪﾌﾞの振り落とし速度の一定化
・乾燥機の機能ﾁｪｯｸと機能改善
・乾燥機内温度の自動制御化
・排気ﾌｧﾝの速度制御
・ﾌｨﾙﾀｰ濾材の表面温度検出と機械速度制御
・検査・技術開発の改善
・製法・梱包の改善
第二段階
・既存の毛布工場の利用のｹｰｽ（所要資金250百万円）
　混綿機、水平ｸﾛｽﾗｯﾊﾟｰ、ｳｪﾌﾞﾄﾞﾗﾌﾀｰ、縦切装置、ﾌﾟﾚﾆｰﾄﾞﾙﾊﾟﾝﾁ機・ﾆｰﾄﾞﾙﾊﾟﾝﾁ
機、巻取装置、乾燥機、検反機、給湿機、熱媒体油ﾎﾞｲﾗｰが各1台必要
・全設備新規導入のｹｰｽ（所要資金294百万円）

2.生産管理
・組織体制の見直し
・品質管理の近代化－品質保証・TQC
・原価管理の近代化－材料費低減・操業度等
・工程管理の近代化－標準工程表設定、工程表・生産日程計画作成、工程の記
録等
・設計管理、調達管理、在庫管理、安全管理、設備管理
・教育・訓練
・環境対策

3.財務管理

提言内容の現況は暫定措置。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

1999年に同工場のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を立案したが、中国貿
易委を通じて現地工場は倒産した旨、回答があった。

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study for the Factory Modernization
(Dangdong Filter)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1994.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 5～6

実績額（累計） （契約額:52,933/事前を含む:58,863）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（常州フォークリフト）近代化計画調査 69,525 千円

案　件　名 英 15.92 人月

団長 氏名 大塚　邦夫

所属 テクノコンサルタンツ(株)

4

93.12.9 ～ 93.12.17

94.2.26 ～ 94.3.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.年間3,000台の蓄電池式ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ･ﾗｲﾝ生産を達成するためには、早急に加工工
程の改善、部品組立のﾕﾆｯﾄ化、工程のﾗｲﾝ化を中心とした近代化計画を実施する
必要がある。
2.基本遵守と基礎の充実によるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ、責任の所在と指揮命令系統の明確
化、全員参加による品質向上、不良品低減、安全管理、作業環境の改善と維持
についての小集団活動の展開を図ること。
3.販売体制を見直し、強化を図ること。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国　国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報の収集は不可能。

The Study for the Factory Modernization
(Changzhou Folklift)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1994.11

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

国　　　　名 予 算 年 度 5～6

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（合肥鉱山機器）近代化計画調査 74,976 千円

案　件　名 英 19.70 人月

団長 氏名 瀬戸　俊彦

所属 石川島播磨重工業(株)　国際本部

5  （通訳を除く）

本格調査 ：94.3.10～94.3.30（21日間）

ﾄﾞﾗﾌﾄ説明：94.10.25～94.11.2（9日間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 5～6

コンサルタント名 石川島播磨重工業(株)

現地調査期間 姜徳群　（主任）

実績額（累計） 　1994.10以降、当工場は日本のﾒｰｶｰとの技術提携もし
くは合弁によって、市の経済技術開発区に新工場建設に
合意したと、非公式な情報が入っているがその結果は未
確認。

　1997年9月、日立建機と合弁で新工場を建設したとの
新聞情報があった。（合弁時期など詳細は不明）
　2002.3現在：新情報なし。

The Study on the Factory (Hefei Mining Machinery
Plant) Modernization Program

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1994.12

国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 企業技術改造診断弁公室

　当工場の診断は現在（1994）の油圧ｼｮﾍﾞﾙ生産台数450台を2000年までに約3倍
の1,500台とするためにどのような近代化を計るべきか、また製品品質を上げる
ための対策を講ずることである。
　提言は近代化のﾌﾟﾛｾｽを2000年までの6年間を3段階に分けそれぞれのｽﾃｯﾌﾟで
生産性向上と品質向上を図るため、管理と技術との切り口で改善策を提言し
た。主なものは次の通りである。
[生産性向上]　　　　　　　　　　 [品質向上]
・組立工程の定置式からﾗｲﾝ方式　　・5S運動の展開
・完成性能ﾃｽﾄの実掘削廃止　　　　・品質工程表の作成
・鋼板の前処理工程改善　　　　　 ・統計的手法と目にみえる管理
・工具集中研削と段取時間短縮　　 ・購入、外注先との品質監査ｼｽﾃﾑ
・ｸﾚｰﾝの無人化　　　　　　　　　 ・作動油、油圧部品取扱い改善
・小ﾛｯﾄ生産体制　　　　　　　　　・基礎技能訓練の充実
・事務管理の電算化
・工数の正確な把握

1995.10現在：工場からの情報はない。

　本格調査期間中「ﾗｲﾝﾊﾞﾗﾝｽ改善による生産性向上」と「溶接技術」についてｾﾐﾅｰを
開くとともに毎日30～60分の技術相談の時間を設け、約30項目の相談に応じた。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 479

2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（東方絶縁材料）近代化計画調査 63,938 千円

案　件　名 英 16.00 人月

団長 氏名 神谷　勝義

所属 三菱重工業（株）ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ事業部主管

5

94.6.15 ～ 94.7.5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 5～6

実績額（累計）
　JICA提言を受け、1994年4月～1998年3月にかけて中
古ﾌｨﾙﾑ生産設備を日本から購入し、技術改造を実施し
た。提言の内容とほぼ同一の規模と生産能力の設備が日
本の某大手繊維ﾒｰｶｰで休止され廃棄処分となるところ
を、交渉の末購入し移設したもので、1998年4月から試
運転開始、そのまま営業生産に入り、順調に立ち上げ、
1998年度生産実績は約2,350ﾄﾝ、4,000能力の50％を生
産した事になり、好成績を収めた。（本設備は実力
5,000t/年の能力と聞き及んでおり、ほぼ仕様通りの生
産をした。）（1999年度現地調査結果）
2002.3現在：新情報なし。

The Study on the Factory Modernization (Dongfang
Insulating Material Works)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1995.1

コンサルタント名 三菱重工業（株）

調
　
査
　
団

テクノコンサルタンツ（株）

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

1.生産管理面
　新しい量産体制の実現に対して、製品開発体制、調達管理、工程管理、品質
管理、安全管理、教育・訓練に関して改善策を提言した。

2.生産工程
　2000年の目標生産量と品質目標を前提として
・原料保管から製品巻取・裁断までの一貫ﾗｲﾝ化
・生産能力
・品質安定・向上のための自動化
の三つの観点から、現状分析・考察を行い、改善策を提案した。

3.財務管理面
　市場経済の進展に伴い、財務面でも強い企業体質が必要となるので、今後の
財務管理のあり方及び原価管理と原価低減策を提案した。

4.設備投資計画
　現状調査の結果、現有ﾗｲﾝの部分的改造では目標とする品質ﾚﾍﾞﾙの実現が困難
であることが判明したので、投資案としては経済的に可能な現有ﾗｲﾝの改造案と
新設ﾗｲﾝの導入案の2案について具体的内容を検討・提案した。

1.設備導入
　ﾎﾟﾘｴｽﾃ2軸延伸ﾌｨﾙﾑ生産設備能力
4,000t/年1系列導入。
購入設備関係　原料工程：原料受入れ、回
収品貯蔵用ｻｲﾛ、高圧加熱乾燥設備　一式
未延伸工程：溶融押出機、濾過成形ﾀﾞｲ、
縦延伸ﾌｨﾙﾑﾗｲﾝ　一式
延伸工程：横延伸ﾌｨﾙﾑ成形、冷却、巻取り
ﾗｲﾝ　一式
製品仕上・付帯設備：制御機器、中央ｺﾝﾄ
ﾛｰﾙ設備、不良品再生回収設備　一式
その他工場側設備　4階建て生産棟及び付
帯設備（空調、空気清浄など）　一式
2.生産工程
　JICA近代化調査の提言は、生産工程であ
る主要21項目、生産管理主要12項目の合計
33項目である。主要提言：生産工程21項目
中未実施２項目を残しすべて実施完了。
原料乾燥系・残留水分値管理図作成と活
用。
原料水分率～特性粘度～乾燥時間相関図の
作成と活用。
この2件に関してはﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査期間中に
十分理解実行するよう指導した。

　(*) へ続く

(*) から
3.生産管理
生産管理13項目は全て実施されている。
製品・品質設計（ﾏｰｹｯﾄｲﾝ体制）：迅速な品質改良・生産体制、試験研究組織
倉庫管理、在庫管理：不良在庫の削減、製品在庫量の把握、未収金在庫の削減
工程管理：生産と販売の緊密な連携（Quick action）、結果の対比、顧客の要望対応
品質管理：手法理解と生産活動への実践、現場品質管理、品質不良再発防止の組織
4.財務管理
経営分析の指標把握と活用：収益性・生産性分析指標把握と活用
製造原価：分析と推移把握、生産への活用、精造費用と原価、損失の把握と削減
設備投資：工場設備投資収益性分析、計画と結果の比較、投資売上高予測の重要性
5.投資金額・資金調達
総投資金額11,033万元（既存設備改造投資95万元、新設備導入投資8,716万元、その他
投資2,192万元）
投資資金調達方法は銀行融資90％、その他10％。
（1999年度現地調査結果）

　JICA提言はほぼ実施されたが、但し運転条件に若干問題が有り（原料乾燥条件の無
理解と乾燥設備運転作業不良）期待通りの品質が出ていない。なお、この点に関して
は、設備運転操作、乾燥条件とﾌｨﾙﾑ物性等に関し現場指導でほぼ解決の方向に有る。
（1999年度現地調査結果）
　2000.11月現在：本案件を実施したｺﾝｻﾙﾀﾝﾄのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当部門が職制改正の為、現
存しない。このため追加情報の収集は不可能。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（無錫汚染処理機器）近代化計画調査 65,295 千円

案　件　名 英 18.54 人月（事前を含む:20.08）

団長 氏名 大久保　勇

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

6  （通訳1名を含む）

94.7.15 ～ 94.7.31

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.生産工程
・機械加工工場にNCﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、ろ板平面切削専用機、NC旋盤、NCﾎﾞｰﾙ盤、縦
型ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ盤、門型ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ盤導入
・溶接・準備工場にﾀｰﾆﾝｸﾞﾛｰﾗｰとﾜｰｸの姿勢制御装置導入
・組立工場に小容量ｸﾚｰﾝ2台増設、空気操作工具使用
・熱処理工場で加工記録改善
・塗装工場の塗装基準の数値による明確化、作業標準の徹底、作業環境改善
・検査記録の遡及性改善、検査工具の限界ｹﾞｰｼﾞ使用・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化推進

2.生産管理
・品質管理－TQC強化
・設備管理－TPM推進、NC化への対応
・安全管理－安全運動実施、安全意識高揚
・教育訓練－教育環境整備
・環境対策－環境測定器具整備
・工程管理－生産平準化と管理の事務処理業務見直し合理化

3.財務管理

4.所要資金
・土地使用料　　　　　　　　　　240千元
・機械加工設備機器
　　海外調達分　　　　　　　　10140千元
　　国内調達分　　　　　　　　 9044千元
・試験設備　　　　　　　　　　　810千元
・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ設備機器　　　　　　3400千元　　　合計　23634千元

ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの導入

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

技術提携交渉のため3回先方工場関係者と会った。条件
を提示したがまとまらず、中断している。1996年に対
象工場を訪問した。提案していた機械の内、大型、3軸ﾏ
ｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを1台導入していた。ISO9000を取得した。

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study for Factory Modernization (Wuxi Waste
Water Treatment Equipment)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1995.2

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 5～6

実績額（累計） （契約額:58,183/事前を含む:62,899）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（濱陽電機）近代化計画調査 59,156 千円

案　件　名 英 16.20 人月

団長 氏名 柳川　達吉

所属 株式会社　サイエス　ﾁｰﾌ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（当時）

4  （除　通訳）

94.7.12 ～ 94.8.1 （21日間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

(1)審陽電機工場は、大、中型交流電動機、石油用ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀｰ、発電機の製作を
行っているが、1993年で、約149万kwの生産を行っている。（主力系列のJ系列
－旧型の交流電動機の生産：86万kw、3,029台、Y系列：16.3万kw、408台）
これを、2000年には200万kwの生産を達成目標とする。
(2)約1.1億元を投入して、設備の近代化を行い、生産工程、生産管理、財務管
理の近代化を推進する。
(3)経営管理面では、ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ全般の向上を図り、中国国営企業のﾓﾃﾞﾙ工場とな
ることを目指す。
(4)その他の主な具体的提言
　a 海外情報を含む情報収集、加工の工夫及び利用の改善
　b 新設備による生産性向上、ｺｽﾄ低減、品質管理向上度等の数値、計数的把握
　c 帳票類の見直し、整理、ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ化及び登録
　d 計画、実行、統制、反省のｻｲｸﾙによる管理体制の確立
　e 回転機[制御技術]の研究と技術向上
　f 既存設備の活用による新製品分野（例えば、電気誘導加熱炉等）への挑戦

1994年のY系列の生産は、報告書で確認さ
れた目標に沿って、1993年の16.3万kwから
50万kwに達する見通しとなっている。
（1995年2月最終報告書作成時）

　この工場近代化計画調査ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、特に技術移転に留意して作業を行ったの
で、1994年7月12日から同8月1日の本格調査時では、生産工程、生産管理、財務管理の
現状調査、問題点摘出、近代化計画の指摘のそれぞれの過程で、出来るだけの技術移
転をｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ側に行った。
　また、1994年12月6日～同14日の本格的調査報告書（案）説明の折には、工場幹部に
対し、ｾﾐﾅｰ形式による技術移転を実施、出来る限り、提言内容の理解を深めて貰うよ
う努力した。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国　審陽電機工場

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 唐　啓新　（同工場　工場長）

現地調査期間 　

(1)先方の希望により、ISO-9000関係の参考書（柳川団
長の自著）を送付、丁重な礼状を受理。
(2)近代化実現時（2000）には、団長及び主たる調査関
係者を工場側で招待したい旨の申し出あり。
(3)現況については、問い合わせもしたが、特に報告な
し。

2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization
(Shenyang Electric Motor Works)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1995.2

コンサルタント名 (株)サイエス

国　　　　名 予 算 年 度 5～6

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（蘇州試験器）近代化計画調査 64,073 千円

案　件　名 英 21.72 人月

団長 氏名 上田　伸也

所属 富士テクノサーベイ(株)

6  （通訳1名含む）

1994.12.18 ～ 1994.12.27

1995.2.26 ～ 1995.3.18

1995.9.4 ～ 1995.9.12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.工場近代化計画
　1)生産規模　2000年に45ﾗｲﾝの車検ﾗｲﾝ生産
　2)生産工程近代化
　原材料のｷｯﾄ化による組立ﾗｲﾝへの供給／切削加工工程歩のﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰの導入／加
工組立工程におけるﾛｰﾗｱｯｾﾝﾌﾞﾘｰの製作／自主検査充実・検査技術向上・不良解
析力強化／溶接品質の向上と溶接作業の効率化／個別入庫検査方法のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ
　3)生産管理近代化
　市場対応の開発活動実施／設計規準整備／設計のｺｽﾄ管理／生産計画に連動し
た調達計画の策定／在庫管理にABC分析導入／目で見る工程管理実践／標準時間
遵守へ努力／ﾃﾞｰﾀを活用した不良原因追究と改善の完全実施／5S運動実施／全
員参加の生産保全活動推進／小集団活動実施
　4)財務管理近代化
　各種経営指標の有効活用／原価低減活動実施のためのﾃﾞｰﾀ蓄積・分析実施

2.設備近代化（導入機械）
　NC機／ﾌﾟﾗﾉﾐﾗｰ／工具研磨盤／ﾛｰﾗ加工専用機／職場環境設備のための必要機
器

3.結論／勧告
　設計・製造技術員の育成・増強／顧客・競合各社の調査実施による製品開発
戦略立案／ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･ｿﾌﾄｳｪｱ技術向上／販売・ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ人員の強化・増強／合
理化実施と重点部門への人員転換／帳票類の企業活動への活用／TQC・目標管理
実践／原価低減活動推

全体的に、合意／提案後の進展は少ない。以下の問題を抱えている。
1.廠長の交替
　合意／提案後廠長が交替した。新廠長は、現状の状態を大いに問題視していて、2年
後までにJICAの提案を含め改革を進めると明言している。
2.設計課長が退職し、競合企業を設立。
3.弱体であるｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連の設計要因がまだ補強されていない。
4.品質管理体制が実行していない。
5.労務管理面の潜在的問題
6.販売力の弱体

　近代化提案は市機械局と実施を検討したが業績の悪化に伴い実施できていない。上
層部以外報告書を読んでもいない。ここ20年技術改造が行われていない。近代化計画
対象製品であった自動車検査設備は診断当時の製品の生産を取り止め太平洋自動車補
修設備の製品を作っていることもあり、提案内容はほとんど生かされていない。
（1999年度現地調査結果）

*から
2002.3現在：新情報なし

調
　
査
　
団

テクノコンサルタンツ(株)

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 蘇州車両検査設備工場

現地調査期間

1.叶副廠長他2名が診断修了の年の秋に来日した。富士電機(株)の東京効
用で好条件額（電子機器組立）、品質改善の進め方及び従業員の再教育ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑを主に説明し、資料を提供した。また、弥栄工業(株)では、自動車
ﾒｰｶ向け検査機器の紹介及びこの分野の取組み方について紹介と指導をし
た。
2.調査団に参加した、専門家（増子昭吾氏）がJODCの専門家として蘇州試
験機が開発したｼｬｰｼﾀﾞｲﾅﾓﾒｰﾀｰの評価・技術移動を行なった.（1997年3
月）
3.1994年位から業績が悪化（赤字化）し1996年にはかなり経営が厳しい状
況になった。1997年には400万元の赤字を計上している。こうした状況を
打破するために、市機械工業弁公室と協議し1998年6月に株式制（従業員
特殊会）への変更を通じた体制改革を実施した。債務、資産、従業員は新
会社が引き継いだ。改革前は工場長責任制で最高意思決定は職員代表大会
であったが、今は取締役指導の工場長責任制で株主代表大会が最高意思決
定機関である。現在の従業員数は880名であるが、うち出勤従業員は250名
にとどまり、その他は一時帰休等となっている。製品内容は振動試験設備
（売上の70％）、自動車検査設備が中心であり、食品加工機械は部品のみ
ごく少量製造している。近代化計画対象製品であった自動車検査設備は診
断当時の製品の生産を取り止め太平洋自動車設備の製品を作っている。
（1999年現地調査結果）*へ続く

The Study for the Factory Modernization (Shzhou
Testing Instruments) .

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1995.10

コンサルタント名 富士テクノサーベイ(株)

国　　　　名 予 算 年 度 6～7

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（蘇州紡績器材）近代化計画調査 58,492 千円

案　件　名 英 17.36 人月

団長 氏名

所属 テクノコンサルタンツ(株)

5

95.1.12 ～ 95.1.21

95.2.26 ～ 95.3.18

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.工場近代化計画
1)近代化の方針
　生産能力を現状16500kWから60000kWへ引上げ、この増産に対応した生産工
程・生産管理体制の整備及び品質向上を行なう。
2)生産工程近代化
　原材料納入企業と品質保証取り決め／ﾌﾞﾗﾝｷﾝｸﾞﾌﾟﾚｽ能力ｱｯﾌﾟ／固定子積層鉄
心と端蓋の溶接にTIG溶接／NC旋盤導入／切削工具集中管理／工場内圧縮空気ｼｽ
ﾃﾑ・ﾊﾟﾚｯﾄﾌｫｰｸﾘﾌﾄ導入／主極ｺｲﾙ巻工程に半自動巻線装置・自動巻線装置の段階
的採用／巻線絶縁工程に真空加圧含侵装置導入／整流子締付管理方法を定圧・
定寸締法へ変更／高性能ﾜｲﾔｰｶｯﾄ機導入／QC意識と5S徹底／検査・試験の自動化
／半自動的連続塗装設備導入
3)生産管理近代化
　設計審査制度導入／調達先再評価・購買業務合理化／在庫一斉調査実施・適
性在庫量の設定／工程管理ﾃﾞｰﾀ蓄積による目で見る管理定着／工程標準化推進
／不良原因の調査・ﾃﾞｰﾀ化／稼働率調査実施と設備管理の徹底／5S教育実施・
重要技能教育・訓練体系確立／安全・衛生活動推進／環境意識徹底

2.生産設備近代化（設備導入）
　ﾊﾟｿｺﾝとCAD（設計処理能力向上）／生産管理全般のｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ化推進／150ﾄﾝﾌﾟ
ﾚｽ･ﾌﾞﾗﾝｸ取出装置等／固定子の溶接のための割り出し装置・半自動溶接設備／
NC旋盤／固定子の巻線用半自動巻線装置・自動巻線装置／真空加圧含侵装置／
ﾊﾞﾚﾙ研磨機・TIG溶接設備／ﾜｲﾔｰｶｯﾄ機／半自動的連続塗装設備

3.結論
1)近代化実施により近代化方針の実現は可能
2)技術の基礎の充実及び作業の基本遵守が最重要

調
　
査
　
団

富士テクノサーベイ(株)

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 蘇州紡績機材工場

現地調査期間

1998.10現在：
1)生産管理分野は、報告書の提案に基づき、改善実行さ
れている。
2)工場ﾚｲｱｳﾄは、順次提案内容を参考に実施されてい
る。
3)設備導入は、NC旋盤を中心に、予算額と相談しつつ
実施されている。
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報の収集は不可能。

The Study for the Factory Modernization (Suzhou
Texitile Accessories) .

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1995.9

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

国　　　　名 予 算 年 度 6～7

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（揚州シリンダーライナー）近代化計画調査 58,574 千円

案　件　名 英 13.80 人月（内現地5.39人月）

団長 氏名 田村　啓治

所属 （財）素形材センター

4

94.12.18 ～ 94.12.27

95.3.5 ～ 95.3.25

95.9.12 ～ 95.9.20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

当面の改善策：
　鋳造、機械加工、生産管理それぞれの面で基本を忠実に守れば、材料利用率及び生産性
の向上により、現在の不良の半減は容易。

近代化計画：
　            第一段階　　　　　　　　第二段階　　　　　　　　第三段階
　　　　　　　 1995-1996      　　　　1997-1998       　　 1999-2000
　基本事項   　基礎基盤作り         新技術・設備導入        新技術活用
              当面の対策実行       生産拡大               本格生産
              QC活動推進
　溶　　解     材質管理             6tｷｭﾎﾟﾗ1基増設         ｷｭﾎﾟﾗ溶解量8tにｱｯﾌﾟ
　            炉前ﾃｽﾄ材質管理       5t低周波炉新設         電弧炉廃止
              6tｷｭﾎﾟﾗ1基新設
　鋳　　造     現鋳造機改造         長尺遠心鋳造機新設       舶用ﾗｲﾅｰ生産拡大
　            ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ式2台設置    舶用遠心鋳造機新設       生型造型ﾗｲﾝ増設
　            長尺遠心鋳造機試作    生型造型ﾗｲﾝ新設　　      ｼｮｯﾄﾌﾟﾗｽﾄ1台増設
　　　　　　　 舶用砂型試作・改造　　 ｼｮｯﾄﾌﾟﾗｽﾄ1台設置  　　　 粗加工工廃止
　機械加工     当面の対策実施        加工2･3案の実施         加工2･3案の実施
　            加工1案の実施         (各2ﾗｲﾝ新設)             (各4ﾗｲﾝ新設)
　生産管理 　  当面の対策実行        新規設備運転・操作       総合生産保全体制
　            ﾑﾘ､ﾑﾀﾞ､ﾑﾗ､ﾐｽ･ﾛｽ軽減  の早期習得・立上げ       総合設備保全の確立
　            意識改革              新規工程へのQC適用
　            QC活動推進            (QC活動定着)
　            管理体制改善　         総合設備保全推進
期待効果：
　溶解量　　　　年18500t           年23500t          年26800t
　生産量        20万本             280万本         400万本+舶用3万本
　不良率        20-25％            13-16％           10％
　材料利用率     33％                36％             40％
投資額         10220万円           39200万円        30590万円

提言内容の現況は暫定措置

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 国家経済貿易委員会

現地調査期間

2002.3現在：新情報なし

The Study for Factory Modernization (Yanzhou
Cylinder Liner) .

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1995.10

コンサルタント名 （財）素形材センター

国　　　　名 予 算 年 度 6～7

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（常熟キャブレター）近代化計画調査 59,996 千円

案　件　名 英 19.19 人月

団長 氏名 芦川　鯉之助

所属 (株)サイエス・コンサルタント

4

94.12.14 ～ 94.12.23

95.2.19 ～ 95.3.11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　常熟ｷｬﾌﾞﾚﾀｰ工場はﾓｰﾀｰﾊﾞｲｸ用ｷｬﾌﾞﾚﾀｰと農業用・自動車用ｷｬﾌﾞﾚﾀｰの生産及び販売を実
施。
1.ｷｬﾌﾞﾚﾀｰの生産・販売実績（単位･千台）　1992  1993  1994  1995(計画)
　　　　　　　　　　　　　　　　 生産    170   310   360   500
　　　　　　　　　　　　　　　　 販売    185   285   290
2.生産目標　　　1998年　　100万台　　2000年　　150万台

3.近代化計画
1)生産工程
　整理・整頓・清掃の徹底／入出庫作業に省力機器導入／新規ﾀﾞｲｷｬｽﾄ機増設／精密加工
機・精密測定機導入／ﾀﾞｲｷｬｽﾄ自動制御ｼｽﾃﾑ導入／多加工1機械1人作業ｼｽﾃﾑ導入／自動盤・
NC複合工作機械導入／治具標準化／ｼﾝｸﾞﾙ段取り実現／作業者の技能訓練強化／組立治具採
用／中間検査ﾗｲﾝ化／ﾗｲﾝの工程内ﾁｪｯｸ体制強化／検査機器の機能改善・増設
2)生産管理
　部品統一／技術情報蓄積と設計標準化／CAD導入／ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ改善・小ﾛｯﾄ化／需要調査によ
る生産の平準化／ABC分析による調達管理・在庫管理／在庫基準見直し／計画工数の再設定
／各種分析・改善手法の活用／中心値管理実施／品質管理項目明確化／工程設計・品質設
計の合理化／安全教育徹底／設備定期点検のﾁｪｯｸﾘｽﾄ改善／改善手法の教育／製造原価ﾃｷｽﾄ
容易／加工品洗浄設備合理化
3)財務管理
　製造費用の予算統制徹底／投資効果の算定方法のﾙｰﾙ化／原価計画策定／原価管理ｼｽﾃﾑ確
立

4.既存設備近代化経費　総費用　52040万円　中国国内からの購入設備費 16700万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海外からの購入設備費　　 35340万円

5.資金調達　　中国政府 70％　企業自身 30％

6.返済計画　　国家規定の範囲内で企業のあげた利潤より返済

1995年10月現在：
1.生産ﾌﾟﾛｾｽの合理化
（機械加工）
　1工程1ヶ所加工から1工程数ヵ所加工へ
の移行により効率向上
（ﾀﾞｲｶｽﾄ加工）専門の会社へ外注

2.品質向上
　各工程管理項目の遵守徹底により品質の
ばらつきの削減

3.生産効率向上及びｺｽﾄ削減
　生産量管理ｼｽﾃﾑ、原価管理ｼｽﾃﾑのEP化準
備。管理会計の勉強会実施。

　現地調査では工場の現状調査、問題点抽出、近代化提言に加えて、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対し
て技術ｾﾐﾅｰを実施することで技術移転を行った。
　最終報告書（案）の説明の際には工場幹部に対して詳細な説明を行い提言内容の理
解促進に留意した。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 常熟キャブレター

現地調査期間 袁　栄康　（工場長）

2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization
(Changshu Chraburettor) .

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1995.10

コンサルタント名 (株)サイエス

国　　　　名 予 算 年 度 6～7

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（無錫無線パーツ第２）近代化計画調査 72,814 千円（契約額:73,438千円）

案　件　名 英 21.89 人月

団長 氏名 長沢　癸行

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

6  （通訳1名を含む）

95.2.19 ～ 95.2.28

95.5.21 ～ 95.6.10

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.調査対象製品　圧電ｾﾗﾐｯｸﾌｨﾙﾀｰ、圧電ｾﾗﾐｯｸﾄﾗｯﾌﾟ、圧電ｾﾗﾐｯｸ発振子

2.近代化計画の構想
　既存設備活用による良品率向上（高価な新規設備導入は避ける）/歩留率向上によ
り生産量拡大／角型ﾕﾆｯﾄに変更／現在の管理・技術・設備の人材育成／良品率及び
歩留率向上後に新規設備導入の検討

3.近代化計画の方針
　P-C-D-Aｻｲｸﾙ徹底／問題点の重点化のための統計を利用した実態把握から開始／ｽ
ﾀｯﾌと生産現場の協力による解決／自助努力による技術水準向上

4.近代化計画概要（優先度の高い項目）
1)生産工程
（素原料調達）原料開発体制強化
（ｾﾗﾐｯｸ）ﾎﾞｰﾙﾐﾙ排出ｽﾗﾘｰ中の異物除去／噴霧乾燥粉の鉄錆除去／ﾊﾞｯﾁ乾燥路の清掃
／ﾛｰﾙ成型条件の検討／安全衛生対策の実施／環境対策の検討
（ﾌｨﾙﾀｰ加工）ﾗｯﾌﾟ厚みばらつきの改善／分極条件の安定化／周波数大・小の改善／
ﾗｯﾌﾟ作業改善
（ﾄﾗｯﾌﾟ加工）蒸着電極重なり面積のばらつき改善／素子幅の適正化／短冊状態の素
子と周波数の対応性向上／素子・短冊破損不良の改善
（発振子加工）電気性能改善／分極性能の不良対策／周波数大・小の改善／短冊・
素子破損不良の改善／短冊ﾗｯﾌﾟ工程の改善
2)管理
　不良品解析・分析による不良原因追究／工程における不良品・不良率の改善／ﾈｯｸ
工程の序列の整理と重点化／品質管理組織見直し／統計的品質管理による一元的管
理／ﾉｳﾊｳ育成につながる教育訓練実施／従業員の創意を引き出す活動の推進／労働
環境改善
3)財務
　売上金回収条件の改善／企業会計準則に従った会計処理／原価差異の配賦方法の
適正化
(*)へ続く

(*)より
5.実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ

1)生産工程近代化
・短期計画（良品率向上）　　　　1996-1997年
（導入設備）灼熱用の炉、発光分光分析装置、粒度分不測定装置、ｼﾞﾙｺﾆｱ玉石、ﾈｯﾄﾜｰ
ｸｱﾅﾗｲｻﾞｰ、樹脂焼付炉、蒸着装置、ﾗｯﾌﾟｷｬﾘｱ、ｴｱﾏｲｸﾛﾒｰﾀｰ、分極端子板の改造、ﾀﾞｲｻｰ
ｶｯト機、内周ｽﾗｲｼﾝｸﾞ機、ﾗｯﾌﾟｷｬﾘｱ、分極端子板の改造、周波数調整用印刷機、選別・
検査室の温湿度、調整設備
・中期計画（既存建物内増産）　　1997-1998年
（導入設備）仮焼路、ﾕﾆｯﾄﾌﾟﾚｽ機、ﾗｯﾌﾟ盤、蒸着装置、印刷機、ｶｯﾄ機、内周ｽﾗｲｼﾝｸﾞ
機、ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾅﾗｲｻﾞｰ、樹脂焼付炉
・長期計画（大規模増産）　　　　1999年以降
（導入設備）自動はんだ付機、自動ﾜｯｸｽ機、自動特性選別機、自動組立機、自動ﾜｯｸｽ
付機
2)生産管理近代化　・短期的問題着手・実施　　　　　1996-1997年
　　　　　　　　　・長期的な取組が必要な課題　　　1996-1998年
3)財務管理近代化　　　　　　　　1996年

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 無錫無線パーツ第２工場

現地調査期間

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study for Factory Modernization (Wuxi Radio
Component Factory No.2)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1995.11

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 6～7

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（無錫ポンプ）近代化計画調査 62,434 千円

案　件　名 英 17.46 人月

団長 氏名 大塚　邦夫

所属 テクノコンサルタンツ(株)

4

95.2.15 ～ 95.2.24

95.5.24 ～ 95.6.14

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.近代化計画
1)生産工程（主なもの）
（原材料受入）ﾒｰｶｰ指導／仕切新設
（鋳造）大型鋳物にﾌﾗﾝ砂適用／炉前管理用分析機器導入原因追究・対策徹底
（熱処理）温度校正要領確立／将来の材質・ｻｲｽﾞにあわせた設備導入
（加工）ﾌﾗｲｽ系ﾂｰﾘﾝｸﾞ技術修得／現在位置表示装置の有効活用／自動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｼｽﾃﾑ導入
によるNCﾃﾞｰﾀ供給体制確立
（組立）動的ﾊﾞﾗﾝｻ－導入／洗浄装置・ｴｱﾗｲﾝ設置／水圧試験用治工具整備
（塗装）ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ設備による下地処理徹底／ｴﾎﾟｷﾝ系樹脂塗料導入
（検査）次高圧ﾎﾟﾝﾌﾟ試運転実施／循環ﾎﾟﾝﾌﾟ用の実流量試験装置導入／ﾊﾟｿｺﾝﾚﾍﾞﾙの計測ｼｽ
ﾃﾑ導入
2)生産管理
（設計）段階的設計審査と原価予測ﾙｰﾙ化／ｼﾘｰｽﾞの整理と複数型式並行開発／設計ﾏﾆｭｱﾙ化
（調達）重要度の応じた発注方式／目で見る管理によるｶﾑｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ採用
（工程）中日程計画のﾀｲﾑﾊﾞｹｯﾄを3日単位に
（品質）生産の仕組み改革／脳底能力向上と自主点検徹底
（設備）保全促進体制確立
（教育）労使安保部ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる計画進行／教育計画策定実施
（安全／環境）安全理念・原則策定／職場意識改革
3)財務管理
（原価管理）ﾉﾙﾏ時間の実態への近づけ／目標管理徹底
（原価分析）歩留率向上／仕上価格引下／新材料採用
（財務分析）工業用ﾎﾟﾝﾌﾟへのｼﾌﾄ／顧客管理徹底

2.実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ（導入設備）
1)中期計画（1997年まで）投資金額3.9億円
　自硬性型化ｼｽﾃﾑ、CEﾒｰﾀｰ、3次元ﾚｲｱｳﾄﾏｼｰﾝ、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ、NC立旋盤、NC自動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ装
置、動ﾊﾞﾗﾝｻｰ、ﾊﾟｿｺﾝ計測ｼｽﾃﾑ
2)長期計画（2000年まで）
　発光分光分析装置、凝固解析ｼｽﾃﾑ、精密鋳造設備、低周波誘導炉、高速ﾓﾃﾞﾙ加工NC機、
大型熱処理炉、NC立型MC機、ﾎﾟﾝﾌﾟ試運転設備

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 無錫ポンプ工場

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報の収集は不可能。

The Study for the Factory Modernization (Wuxi
Pump Works) .

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1995.12

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

国　　　　名 予 算 年 度 6～7

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（安慶ピストンリング）近代化計画調査 58,328 千円（契約額:59,101千円）

案　件　名 英 18.19 人月

団長 氏名 大久保　勇

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

5  （通訳1名を含む）

95.6.30 ～ 95.7.4

95.8.2 ～ 95.8.14

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.調査対象製品　自動車ｴﾝｼﾞﾝ用ﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞ

2.結論
1)新工場稼働後設備導入（生産量年間3000万本）
2)製品の一貫歩留率を向上（70→90％）させるための方策実施
　ｽﾁｰﾙ製圧力ﾘﾝｸﾞの成型器と熱処理炉導入／溶湯分析装置導入／ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ機導
入／仕上用両面研削盤導入／ﾒｯｷ装置導入／ﾒｯｷ及びﾊﾟｰｶﾗｲｼﾞﾝｸﾞの廃液処理装置
導入／ｴﾝｼﾞﾝ実験装置導入によるﾋﾟｽﾄﾝﾘﾝｸﾞの開発・ﾃｽﾄ／新生産ｼｽﾃﾑのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾁｰﾑ編成・新生産ｼｽﾃﾑ導入／ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ活用加速化／全員参加による5S・改善活動
活性化／売上債権管理強化・適正在庫基準設定／標準原価計算方式導入

3.実施ｽｹｼﾞｭｰﾙ
1)生産工程
・短期計画（設備投資不要な計画）　1996.1～1996.3
・長期計画（設備投資必要な計画）　検討・準備　1996.1～1996.3
　　　　　　　　　　　　　　　　　発注・納入　1996.4～1996.9
　　　　　　　　　　　　　　　　　稼働　　　　1996.10以降
2)生産管理
・新生産ｼｽﾃﾑ　　　1996.8-
・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ化　　　1996.1-　（1997年末完了）
・改善活動活性化　1995.8-
3)財務管理
・財務管理　　　　1996.8-
・原価管理　　　　1996.12-

4.所要資金　　　1)国外調達機械設備　　 9598千元（105575千円）
　　　　　　　　2)国内調達機械設備　　 9229千元
　　　　　　　　3)その他　　　　　　　 1337千元
　　　　　　　　4)合　計　　　　　　　20174千元

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 中国安徽省安慶活塞環廠

現地調査期間

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study for Factory Modernization (Pistonling)
.

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1995.12

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 7

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（武進電気機器）近代化計画調査 59,638 千円

案　件　名 英 17.95 人月

団長 氏名 成田　延雄

所属 (株)サイエス

4  （除通訳）

96.1.17 ～ 96.1.26

96.2.26 ～ 96.3.17

96.8.29 ～ 96.9.6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.武進電機工場は、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ用ｽﾀｰﾀと発電機を約60品種製造しており、全国60ヶ所のｴ
ﾝｼﾞﾝﾒｰｶと２000ヶ所の販売店へ出荷している。
2.八五計画と九五計画のｽﾀｰﾀの生産計画及実績を下表に示す。
　　　　　　 八五計画　　　　　　　 九五計画
　西暦（年） 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
　計画       15   20   30   38   50   67   80   100  125  160
　実績       16   21   34   47   56
3.本格調査団の提言と合意内容
(1)業務指示に沿った各工程の提言
　生産工程では、年次目標を設定した製造品質不良低減を軸とした全20項目にわたる提言
をした。次に生産工程では、工程で品質を作り込むための、QC工程表・作業標準書の整備
から始まって、ISO9000の認定及定着化に至る全48項目にわたる提言をした。
また、財務管理では、管理会計の導入から事務処理のEDP化まで全14項目にわたる提言を
し、合意を得ている。
(2)調査団が特に取上げて提言した内容（3項目）
　A)設備近代化計画として、時系列に短期・中期・長期に区分し、それぞれにA･B･C3案を
立案して、工場の技術面、資金面、その他状況より、現実に沿った提案をした。
投資金額　短期206.7百万円、中期243.7百万円、282.4百万円
　B)工場の経営施策として、社内教育（生産性に寄与する人材の育成）・外注工場政索
（160万台／年　生産具体化への対応）・2技術的部門の設立と展開（技術主導型企業を目
指す）をまとめ提言した。
　C)工場が開発中の減速ｽﾀｰﾀQDJ1301について、一刻も早く生産開始が可能となるように、
現状直面している製品の技術的問題項目への助言、製造技術に関する技術的助言を行っ
た。

以上3点をまとめて、4つの項目に集約提言し、合意を得ている。
　[1]ﾌﾚｷｼﾋﾞﾘﾃｨに富んだ160万台／年　生産性の具体化
　[2]品質保証体制の確立
　[3]製品・生産両面の技術開発体制の確立
　[4]組織と人の活性化

1996年9月3日　最終報告書を中国側へ説明した
時の確認事項
1.武進電機工場の生産計画変更
（ｽﾀｰﾀ160万台／年→ｽﾀｰﾀ280万台／年）
2000年迄に全製品を380万台／年ﾍﾞｰｽの生産をす
る
　内訳　発電機　100万台／年
　　　　ｽﾀｰﾀ　  280万台／年
　　作業機械用 直結ｽﾀｰﾀ  120万台／年
　　ｵｰﾄﾊﾞｲ用　 直結・減速 100万台／年
　　自動車用   直結・減速  60万台／年
2.武進電機工場投資額　　　単位：億元
              1996  1997  1998  1999  2000
1994年8月
武進九五計画  1000  1500  1500  1000
1996年9月
武進九五計画　5000（190万台/年用）3000
　・1996年～1998年の5000万元資金は、国家経
済貿易委員会の融資による。
　・1999年～2000年の3000万元資金は、江蘇省
経済委員会の融資による。
3.武進電機工場の年次生産拡大計画
ｽﾀｰﾀ生産  1996  1997  1998  1999  2000
 前回計画  67    87    100   125   160
 今回計画              190         280
発電機生産
 前回計画  66    88    110   130   190
 今回計画               60         100
4.工場改造内容
1)設計管理・生産管理及財務管理の近代化のた
めDP化を実施する。
ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ2台購入･CAD/CAMの導入　投資110万元
（*）へ続く

2002.3現在:新情報なし

（**）より
・第2次現地調査では、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対し、武進電機工場の直面している技術的問題項
目の助言を含めた技術ｾﾐﾅｰを開催した。
・技術ｾﾐﾅｰ講演内容
・生産工程の自動化（成田）・ﾓｰﾀｰ設計・工場組織（秋山）
・ｽﾀｰﾀ技術動向・開発技術・減速ｽﾀｰﾀ生産技術（松浦）
・財務管理・原価管理（清水）
・先進ｽﾀｰﾀﾒｰｶの製品と技術開設資料の提供

　武進電機工場へ役立つ提言や提案をするため、本格調査団は次のようなﾌﾟﾛｾｽに従って、作業を
進めた。
1.武進電機工場近代化計画調査　着手報告書　　1995年12月27日発送
2.第1次現地調査質問書発送（全119項目）　　　1996年1月11日発送
3.第1次現地調査　　　　1996年1月17日～1月26日（全10日間）
4.第2次現地調査　　　　1996年2月26日～3月17日（21日間）　　（**）へ続く

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国　武進電機工場

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 鄒　林華　（常務副工場長ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ責任者）

現地調査期間

（*）より
2)総組立とｱｰﾏﾁｭｱ工程を社内生産とし、他は分工場へ外注す
る。
3)次のような近代的設備を導入する。
･高速ﾌﾟﾚｽの導入・温度制御型ﾌｭｰｼﾞﾝｸﾞ装置導入･検査設備改善
･自動制御付試験装置（高回転・高出力用）購入･3次元振動台
の購入
･組立工程に新検査設備導入
4)新工場建設
･小型永久磁石ｽﾀｰﾀ工場（1996年11月より建設着手）
･減速ｽﾀｰﾀ工場建設
5)組織変更改善
･設計1課開発担当
･設計2課生産技術担当
　以上の実行計画が確認され、これにより、2000年には年間売
上高10億元、税前利益1億元を実現する。また、1996年のｽﾀｰﾀ
生産台数60万台/年は、中国ﾄｯﾌﾟとなり、市場ｼｪｱは17.8％な
る。
さらに190万台/年では市場ｼｪｱ19％となる。

The Study for the Factory Modernization (Wujin
Electric Machine Works)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1996.10

コンサルタント名 (株)サイエス

国　　　　名 予 算 年 度 7～8

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（蘇州医療器械）近代化計画調査 57,053 千円（契約額:56,896千円）

案　件　名 英 17.83 人月

団長 氏名 大久保　勇

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

4＋1  （通訳）

96.1.30 ～ 2.4

96.3.4 ～ 3.20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

（対象工場の概要）
1.工場名　（蘇州医療器械工場）蘇州医療器械廠　　2.所在地　江蘇省蘇州市大儒巷34号
3.設立　1956年　4.従業員数　746人　　5.調査対象製品　眼科手術用顕微鏡
6.生産実績　眼科手術用顕微鏡1994年469台（1993年504台）　　7.売上高　4500万元
8.主要生産品目　光学機械、眼科手術用顕微鏡、眼科手術用器具、水晶体人工ﾚﾝｽﾞ

（中国側の近代化計画）
1.2000年売上高　510000万元（眼科手術用顕微鏡1750台、6800万元）
2.製品外観、照明の明るさ改善、識別力・焦点深度改良、信頼性・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性向上、操作性向上
3.眼科以外の用途拡大によるｼﾘｰｽﾞ化
4.医療器械技術開発ｾﾝﾀｰ設立
5.2000年までの総投資額　約7000万元（器械設備費用5131万元）

（近代化計画内容）
1.用途別手術用顕微鏡生産計画（2000年）　合計3000台（ガン化用1750台、脳外科用500台、咽喉
科用／形成外科/整形外科用各200台、産婦人科用150台）
2.製品開発　製品設計におけるVR手法導入（部品数低減）、設計機関1/2化手法による短縮
3.生産計画　MRP推進
4.工場計画　GT技法導入による多品種少量生産対応
5.金属部品　部品加工精度向上、加工工程部品移動距離短縮、実機稼働率向上、等
6.光学部品　ﾀﾞｲｱﾓﾝﾄﾞﾍﾟﾚｯﾄ皿採用、ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝみがき採用、はめ込式ﾚﾝｽﾞ保持法採用、等
7.組立工程　ﾓｼﾞｭｰﾙ型生産ｼｽﾃﾑ採用、工程管理強化、工場作業環境・空気清浄度改善、等
8.表面処理　ﾒｯｷ・塗装処理品質試験充実
9.検査　　　検査業務役割分担変更、製品親愛製試験・故障解析充実
10.設備計画 金属加工整備能力の増強、板金化工整備能力・多目的方真空蒸発装置の導入
11.調達管理 ｺｽﾄﾀﾞｳﾝのためのVEの推進
12.在庫管理 販売・生産・在庫計画の一元化、小ﾛｯﾄ生産方式の導入
13.工程管理 5Sの推進、適切な標準時間に基づく工数の設定、生産計画の数量計画から日程計画
への展開
14.品質管理 全社的品質管理活動の導入
15.安全管理 個別職場の安全管理の推進、危険場所の特定と対策、災害統計の記録と活用
16.教育訓練 階層別教育訓練体系の導入
17.一般　　　ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰによる工程管理ｼｽﾃﾑ、ﾄｰﾀﾙｺｽﾄﾀﾞｳﾝの導入　(*)へ続く

1.設備導入
近代化計画において提言された設備のうち、高速ﾚﾝ
ｽﾞ研磨機、真空薄膜形成装置、超音波洗浄装置等の
設備が導入され、ｺﾝﾊﾟｸﾄﾚｰｻﾞｰ干渉計等も近く導入
予定である。NC旋盤、ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ等の切削加工設備
は既存設備の有効活動が対応可能との判断から、ﾌﾟ
ﾚｽﾌﾞﾚｰｷ等は対象工程が外注化されたことから、導
入されていないが、全体的には必要性の高い設備か
ら順調に導入されている。
2.生産管理
生産管理も生産工程同様に「一部分のみが採用され
ているｹｰｽ」が目立つ。特に、調達管理におけるVE
導入、生産計画における日程計画の展開、作業進捗
管理、現場問題対応対は遅れが目立つ。また、在庫
管理関係の項目は項目的には一部実施であるが効果
が充分出ていない。ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを活用した管理も進め
られているがﾃﾞｰﾀ入力ﾐｽが多いために充分活用でき
てない。
3.財務管理
1996年以降新製品導入もあり売上、利益とも年率
20％の伸びを記録しているが、総資本利益率
3.2％、自己資本利益率9％と利益率は低位安定であ
る。
4.投資金額・資金調達
投資金額は1997年以降総額で2,953万元（設備
90％、その他建屋約10％）、1997年～1998年3月
1,453万元、1998年4月以降1500万元。投資資金は
70％が銀行融資（金利4.5％、金利は低下傾向）、
残り30％は自己資金である。9・5計画中に8,000万
元の投資が予定、経貿委により批准されている。経
貿委に批准されていることに加えて、企業の信用
度、成長度から銀行融資が可能になる。現在、

生産工程における提案内容は設備導入に比べて各工程ともに「一部分のみが採用され
ているｹｰｽ」が目立つ。この要因としては、1)必ずしも日本側の提案内容の真意が理
解・徹底されていないこと、2)提案が行われて3年であり、ｿﾌﾄ面の改善を工場独自で
実施するには時間が短いこと、3)工場側が品質改善等の「目標」に直結しやすい項目
を重点的に実施したこと、等が考えられる。（1999年度現地調査結果）

(*)より
18.設計管理 技術継承ｼｽﾃﾑの構築、要素技術開発の先行、工業ﾃﾞｻﾞｲﾅｰの養成
19.環境対策 水質汚濁対策の実施
20.財務管理 資金支払能力を示す指標の定期的把握、資金繰表による経常収支の管
理、資金運用表による財政状況変動の管理
21.原価管理 標準原価計算法の導入、直接経費標準の設定、直接経費の差異分析の実
施

（主要導入設備）
1.金属部品加工工程　MC5台、NC旋盤7台、各種汎用機11台
2.光学部品加工工程　高速ﾚﾝｽﾞ研磨機14台、超音波自動洗浄機／多目的型真空蒸着装
置／ﾚｰｻﾞｰ干渉計1台
3.板金加工工程　　　ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ・ﾊﾟﾝﾁﾌﾟﾚｽ各1台
（所要資金）　　24206千元
（設備投資計画財務分析） 増分内部収益率 ％

(*)から
賃金は1996年12,000元から毎年2,000元ｱｯﾌﾟしており、2000年には20,000元とする計画
である。生産性の向上を反映したものであると同時にｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを与えて品質改善と生
産性向上を促すことが意図されている。1997年に登録先が医薬集団公司に変更。医薬
集団公司はその傘下に国有100％企業5～6社、合弁企業（多くの合弁は集団公司が出
資）を持つ（1999年度現地調査結果）。2002.3現在：進捗状況不詳

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

　売上げ（1998年）6,582万元（税込み7700万元）、生産額8,700万
元（税込み）。従業員数750名。1998年の製品別生産実績は、眼科手
術顕微鏡726台（売上約40％）、人口水晶体3,314枚（同10％）、ｽﾘｯ
ﾄﾞﾗﾝﾌﾟ2,257台（同30％）、手術用具30.67万枚（同20％）。
　販売面では、顕微鏡の国内市場ｼｪｱが50％程度（中小都市では90％
以上）、ｽﾘｯﾄﾞﾗﾝﾌﾟは97％であり、国内生産をほぼ独占している。人
口水晶体は国内に4つの合弁企業があり競争が激しい。製品の販売ﾙｰ
ﾄ（回収条件）は病院50％(口座振込後出荷)、代理店25％（出荷後振
込み、平均6ヶ月）、問屋25％（口座振込後出荷22.5％、出荷後振込
み2.5％）である。
　輸出比率は売上の10％程度。日本企業へのOEM生産も実施してお
り、輸出全体の10％程度を占める。品質の改善により、ここ2～3年
輸出が増加傾向にある。輸出の2/3は商社ﾙｰﾄ、1/3は自社ﾙｰﾄ（24ヶ
国に代理店あり）、主な輸出先は韓国、日本である。
　また、工場独自の訓練所（30名×3年）を保有しているが、1学年
は全員同じ専門（1年目は旋盤工、次の年は工学というように）を学
習するｼｽﾃﾑである。一生同じ職種ということはないが、会社内で訓
練して技術を習得した後に他の職種に移る。ただし、多能工はな
い。
(*)へ続く

The Study for the Factory Modernization (Shzhou
Medical Instruments)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1996.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 7～8

実績額（累計）
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中国 報告書提出後の状況

和 工場（大連燃料噴射ポンプ・ノズル）近代化計画調査 37,338 千円

案　件　名 英 18.89 人月（内現地5.39人月）

団長 氏名 塚原　宏

所属 高圧ガス保安協会情報調査部

5  （通訳共）

第1次　1996年1月

第2次　1996年3月5日～3月25日

第3次　1996年9月

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1998.10現在：不明。

　推察するに、その後大規模な設備更新などの提案内容の実現により、自主的な範囲
での改善の積み上げによるものと考えられる。
　同社の環境は当時と同様か、なお厳しくなり、提言したような設備の大幅な拡充が
実現しないと飛躍的な改善は望めないと考えられる。

The Study for the Factory Modernization (Dalian
Fuel Injection Equipment)

高圧ガス保安協会

プロアクトインターナショナル(株)

相手国側担当機関名 中華人民共和国国家経済貿易委員会

担当者名（職位） 技術改造司

王　毅　（副司長）

7～8

実績額（累計） 1.ﾉｽﾞﾙ製品合格率が60％程度であったが、85％まで改
　善された。
2.生産高は現在180万個／年となっている。
3.合理化により20％人員削減した。ﾉｽﾞﾙ合格率の向上
　は、当時同心度と、ｼｰﾄ面加工精度改善で85％と計画
　していた段階に対応する。
　以上の改善は工場の自主的努力の結果であり、さらな
る改善が要求されている。
2002.3現在：新情報なし.

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1996.9

コンサルタント名

国　　　　名

調
　
査
　
団

調 査 団 員 数

現地調査期間

予 算 年 度

1.対象工場の概要
 1)工場名　大連燃料噴射ﾎﾟﾝﾌﾟ･ﾉｽﾞﾙ工場　　　2)所在地　大連市
 3)調査対象製品　DLL及びDN型燃料噴射ﾉｽﾞﾙ　 4)設立　　1962年
 5)生産高　　　15201万元（1995年）　　　　 6)従業員数　2756人
 7)ﾉｽﾞﾙ生産実績　215万個（1995年）
2.近代化計画の目標
 1)2000年における主産能力の拡大目標を、燃料噴射ﾉｽﾞﾙ1,100万個／年とす
　 る。
 2)高品質製品の最終試験合格率を99％とする。
 3)顧客の要望する製品種類の多様化に対応できる体制とする。
3.重点実施事項
 1)高精度加工設備を3段階に分けて拡充する。（ｶﾞﾝﾄﾞﾘﾙ18台、噴口ﾄﾞﾘﾙ23
　 台、精密内面研削28台、ﾎｰﾆﾝｸﾞ15台、精密端面研削6台、外円成形研削1台、
　 精密外円研削1台、精密一貫成形19台、精密座面研削13台）
 2)高精度整備による高品質製品と一般製品の生産ﾗｲﾝを分離して、安定した高
　 品質製品の生産体制を作る。
 3)安定した効率的生産を維持拡大するため、基本的生産管理手法及びTPM手法
　 を確実に実施。
 4)従業員の品質意識を高め、この計画に積極的な協力を得るため、計画の周知
　 徹底を図る。
 5)設備拡充の各段階毎に実施成果を見直し、計画の継続または修正を検討す
　 る。
4.近代化費用
 1)新規設備導入　　34200元（既存設備保全費用含）
 2)汎用設備増強　　 1711元
 3)その他設備　　　 6182元
 4)合　　計　　　　42093元
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（鄂州金属ネット）近代化計画調査 47,470 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名 増田　定雄

所属 テクノコンサルタンツ(株)

2＋1  （通訳）

96.1.30 ～ 2.8

96.3.6 ～ 3.29

96.9.4 ～ 9.12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

（調査目的）
　工場の工場診断を行い、問題点を解決できる生産工程、生産管理、財務管理
の近代化と鉄線及び金属ﾈｯﾄの生産量年産14150t（2000年）を達成できる生産設
備の近代化とを提案する。

（対象工場概要）
1.対象工場 鄂州市金属ﾈｯﾄ工場　2.所在地 湖北省鄂州市　3.設立 1970年
4.固定資産原価額 527万元(約6700万円)　5.売上高(1995) 770万元(約1億円)
6.生産数量(1995) 約2500ﾄﾝ　7.従業員数 288人
8.生産製品　軟鉄線、織り編み、金属ﾈｯﾄ、ﾌﾟﾗ塗装ﾈｯﾄ

（対象製品）　鉄線及び各種金属ﾈｯﾄ等

（工場設備近代化計画）　合計5億7655万円
1.短期計画（1997年まで）1億8221万円
既存設備の小額投資改造（品質ｱｯﾌﾟ）、新ﾚｲｱｳﾄ対応建屋新設、伸線機設置、粉
体塗装改良2.3号機導入、溶接網機
2.中長期計画（2000年まで）1億3850万円
亀甲網機、熱亜鉛ﾒｯｷ改造、新設亜鉛ﾒｯｷ設備、ﾎﾟｯﾄ炉、平炉新設、ﾄﾗｯｸ購入、
乾式伸線機、湿式伸線機
3.その他費用、付帯設備等　2億5584万円
建て屋3棟、受電設備、関税、工場整備、他

（結論と勧告）
1.生産設備：既存設備の利用・改造、設備行進と新設備導入からなる工場近代
化実施
2.新工場棟：汎川新工場を再整備し、新工場棟に全設備を集約する
3.意識改革の必要性

　1998.10現在：資金入手の目処がたたない。自力で品質改善を少しづつ実施中であ
る。ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ塗装ﾈｯﾄは売れている。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会企業改造弁公室

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 賀　榮培　（副司長）

現地調査期間 湖北鄂州金属ネット工場

1998.10現在：前向きに取り組み中であるが、資金事情
で目立った進展はない。
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報は収集不可能。

The Study for the Factory Modernization (Ezhou
Galvanized Nee)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1996.10

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

範　海明　（廠長）

国　　　　名 予 算 年 度 7～8

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（山東トラクター）近代化計画調査 70,972 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名 田村　啓治

所属 （財）素形材センター

6名＋2名  （通訳）

1996.1.16 ～ 1.25 ／

1996.3.2 ～ 3.22

1996.9.10 ～ 9.18

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

（対象工場概要）
1.工場名　山東ﾄﾗｸﾀ廠　2.対象製品　ﾄﾗｸﾀの大型部品（ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ、ｷﾞﾔﾎﾞｯｸｽ）
3.所在地　済南市の南約120km　4.設立　1960年　5.従業員　5490人（1995年）
6.主要製品　25-30馬力の中型ﾄﾗｸﾀ・ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ（3系列、30品種）　7.売上
げ　3.7億元
（工場近代化目標）
　2000年を目処に中型ﾄﾗｸﾀを年間25000台、小型ﾄﾗｸﾀ15000台、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
30000台に増産し、あわせて工程機器及び車両用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝの生産を実施し売
上高を1995年の2.7倍（10億元）とする。
（近代化計画の基本的考え方）
　第1段階－直ちに実行できる改善による基礎の確立
　第2段階－新技術、新設備の導入による生産力確保、品質ﾚﾍﾞﾙ向上
　第3段階－国際レベルの近代化工場
（近代化計画）
1.鋳造工場
1)第2鋳造工場の生産能力拡大－設備製造ﾒｰｶｰの点検、整備、調整による造型ﾗｲ
ﾝに
2)中子製作近代化－丁寧な中子の製作、ｼｪﾙﾓｰﾙﾄﾞ法採用、中子のｶﾞｽ抜きを主型
に、等
3)後処理工程改善－工程のﾗｲﾝ化、ﾊﾝｶﾞｰｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ1基追加、十分なﾒﾝﾃﾅﾝｽによ
る機械正常化、ｼﾘﾝﾀﾞｰﾍｯﾄﾞの中子をｼｪﾙﾓｰﾙﾄﾞ法で実施
4)鋳造品不良減少・精度向上－不良分析による原因追及・対策・措置実施、原
材料品質向上、鋳物砂管理図による日常管理、炉前管理とCEﾒｰﾀｰ導入、等
2.大型機械加工工程
1)機械加工7ﾗｲﾝ改善・効率化－新規設備導入、機械精度復元、治工具定期点
検、工程管理確立、等
2)工程の流れの改善と加工精度向上－検査・測定器数の管理、中子の改善、品
質管理運動実施　等
（*）に続く

1.設備導入
　近代化計画の重点対象の1つであった
「第2鋳造工場」は既存設備の不調と第1工
場の生産能力で必要な量が確保できている
ことから現在使用されていない。設備導入
が実施されたのは「機械加工工程」であ
り、専用NC機械6台、MC4台、小型MC2台が
導入されている。
2.生産工程
　「鋳造工程」「機械加工工程」ともに第
1段階（1996-1997年）に実施が提案された
「すぐに実施可能な改善項目」はそのほと
どが完全実施もしくは一部実施となってい
る。
3.生産管理
　提案内容の全てが完全実施または一部実
施である。主な改善実施項目は、鋳造品仕
掛在庫の削減、ﾛｯﾄ管理実施、工程管理関
連情報の表示であるが、品質意識向上、ｺﾝ
ﾋﾟｭｰﾀ利用等は一部実施にとどまってい
る。また、全工場を対象とした品質検査ﾁｰ
ﾑ・ISO9001取得のための品質管理ﾁｰﾑの結
成等の品質向上のための取り組みが実施さ
れている。
4.投資金額・資金調達
　近代化投資金額の合計は1,850万元であ
る。上記機械加工設備1,420万元、建屋建
設320万元が主なものである。
（1999年度現地調査結果）

（*）より
3.管理技術の向上による全体の管理ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ
1)科学的方法による品質意識向上
2)鍛造品仕掛在庫の低減、ﾛｯﾄ管理実施、生産関連情報の流れ整理、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ導入、等
（設備導入計画）
第1段階（1996-1997）－投資額1.635億円
　ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽ用機械2台、ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽ用金型2台、CEﾒｰﾀｰ1台、M.C1台
第2段階（1998-2000）－投資額6.685億円
　ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ機械2台、ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞ金型3台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ機械2台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ金型2台、
ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ1台、M.C7台、NC旋盤5台
第3段階（2000-2010）
　ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ機械4台、ｼﾘﾝﾀﾞﾌﾞﾛｯｸ金型7台、M.C18台、搬送ｼｽﾃﾑ1台

調
　
査
　
団

神鋼リサーチ(株)

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

　中型ﾄﾗｸﾀｰﾒｰｶｰでは上海ﾄﾗｸﾀｰ（1998年生産量13,800
台）に次ぐ第2位の生産量（13,144台）を持つが1995年
の生産実績（14,500台）より減少している。（1999年
上半期は前年同期19％増の7,425台）。全体の売上田か
も1998年は33,098万元であり、1995年実績を下回る。
小型ﾄﾗｸﾀｰは競争が羽ケ榎志久利益が確保できないため
に生産を減少（1998年実績4,000台）させ、40-45馬力
の新製品ﾄﾗｸﾀｰを開発、来年から販売（年間5,000台計
画）を開始する。中型ﾄﾗｸﾀｰ部門は華源ｸﾞﾙｰﾌﾟの凱源株
式会社に5,000万元投資し株式参加した。凱源株式会社
はﾄﾗｸﾀｰ工場2工場、農業自動車工場2工場の計6工場が
参加しており、当工場は13％の株式を保有する。中型ﾄ
ﾗｸﾀｰの経営を分離することにより、販売と生産の連携
強化による市場ﾆｰｽﾞへの迅速な対応を実現しより機動
性のある経営を行う狙いである。さらに、ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ本
体加工用の5ﾗｲﾝを設ける新工場を1999年内に着工する
計画である。（1999年現地調査結果）
2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization
(Shandong Tractor Works)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1996.10

コンサルタント名 （財）素形材センター

国　　　　名 予 算 年 度 7～8

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（河南紡績機械）近代化計画調査 61,033 千円

案　件　名 英 16.46 人月

団長 氏名 上田　伸也

所属 富士テクノサーベイ(株)

4＋1  （通訳）

1996.1.25 ～ 2.3

1996.3.6 ～ 3.26

1996.9.4 ～ 9.12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

(対象工場概要－調査実施時)
1.対象工場名及び製品 河南紡績機械工場､GA735型ﾚﾋﾟｱ織り機
2.所在地 河南省鄭州市  3.設立 1959年  4.資本金 8472万元
5.販売額 3416元(1995年) 6.雇用人員 2600人
7.生産機種 ｼｬﾄﾙ織機､ﾚﾋﾟｱ織機､科学繊維･人造繊維用化工品､染色装置､ｺﾞﾑﾗｲﾆﾝｸﾞ加工品等

(工場近代化計画)
1.近代化目標｢幹部･従業員の意識改革｣｢業界ﾄｯﾌﾟの品質実現｣｢顧客の満足するﾚﾋﾟｱ織機の
品揃え｣｢市場競争に打ち勝つ原価の達成｣｢社会･環境との調和｣
2.ﾚﾋﾟｱ織機の近代化 1)GA735高速化､2)GA735適用範囲拡大､3)新型高速機開発
3.近代化投資
 1)1997､1998年の2回に分けて実施
 2)品質改善･向上､新製品開発とそのための技術力向上及び作業能率向上を主眼
 3)NC工作機､超硬ﾁｯﾌﾟ､歯車研磨盤導入による切削精度向上､能率向上
 4)電気炉導入による鋳造品質向上
 5)材料･部品用標準容器導入による職場管理改善
 6)真空熱処理炉､高周波焼入炉導入による熱処理品質向上
 7)ｼﾞﾌﾞｸﾚｰﾝ導入による組立作業改善
 8)開発試験場設置とｾﾝｻ･測定器の充実､CAD導入

(結論と勧告)
1.GA735型の品質改善･安定化が先決､高速化改良とﾌｨﾗﾒﾝﾄ織物製織性ｱｯﾌﾟにより市場で優位
に｡新型高速機開発への注力必要
2.自主開発力強化策推進が重要課題
3.生産能力は設備投資､ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ短縮により年間1000台は可能
4.管理水準向上のために幹部は規定の見直し､従業員活性化作推進が必要
5.原価低減への取り組み必要
6.ｻｰﾋﾞｽ産業育成､委託加工受注拡大､転換教育等による人材活用策推進が必要
(*)へ続く

1.ﾚﾋﾟｱ織機の性能･品質改善
 1)受入検査の強化と外注先指導
 2)組立･加工の品質改善と教育
 3)再発防止対策の徹底的実施
2.高機能型の開発
 調査団の提案に沿って開発中
3.ﾚﾋﾟｱ織機械制御装置の品質
 調査団による品質改善策を外注先と共同
で実施し､飛躍的な品質改善ができた｡
4.各種の品質改善手法を実施し､不良率が
10％から2％に改善された｡

以上の結果､ﾚﾋﾟｱ織機の販売量は増加して
おり1996年は1995年の1.5倍(実績)､1997
年は約5倍になる見通しである｡

1.調査団の適切な提言
2.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの改善に対する意欲と熱意
3.圧力容器の購入に当たっての富士電機の適切で熱心な指導

(*)より
(その他)
1.現在製作中のﾚﾋﾟｱ織機の性能･品質向上課題についてｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄと共同で限界試験を
行って明確にし､改善方法を提言した｡
2.ﾚﾋﾟｱ織機の高機能型開発の方向付けと開発力強化手法を提言した｡
3.ﾚﾋﾟｱ織機制御装置(外注)電子回路故障多発で販売不振に陥っていたので､外注先を含
めた対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ活動を発足させ､調査団が指導を行い､原因を突き止め解決した｡
4.上記活動を例として､ｸﾚｰﾑ対策､原因解明､再発防止への取組みによる品質改善等につ
いて指導･提言した｡

 日本からの圧力容器外注の紹介と､それに当たって日本企業との取引に必要な管理水
準の向上について具体的な提言･指導を行った｡

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 河南紡繊機械工場

現地調査期間 　　克林　（工場長）

ﾚﾋﾟｱ機械を中心に改善策を提言したが､工場全体の経営
が悪化していた｡
 調査団は受注確保が最重要課題と判断した｡当該工場の
支援策の一環として､調査を受託した富士ﾃｸﾉｻｰﾍﾞｲ(株)
は､親会社である富士電機(株)に製缶品外注工場として
紹介した｡
 富士電機(株)は1年間の調査･指導の結果､ｶﾞｽ絶縁開閉
装置用圧力容器(ﾀﾝｸ)の海外製作拠点として評価し､現
在継続発注を行っている｡

2002.3現在:新情報なし

The Study for the Factory Modernization (Henan
Textile Machinery)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1996.9

コンサルタント名 富士テクノサーベイ(株)

国　　　　名 予 算 年 度 7～8

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（乾安亜麻紡績）近代化計画調査 59,134 千円（契約額:58,777千円）

案　件　名 英 17.90 人月

団長 氏名 佐藤　健一

所属 ユニコ　インナーナショナル(株)

4＋1  （通訳）

96.3.6 ～ 3.26

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

（対象工場概要）
1.工場名　乾安亜麻紡績工場　2.所在地　吉林省乾安県　3.設立　1988年8月
4.総売上　3223万元　5.経常利益　49.7万元　6.工場人員数　1050人
7.亜麻紡績生産量　1180ﾄﾝ（1995年）
8.調査対象製品　亜麻糸、亜麻・綿合糸、亜麻布、亜麻・綿交織布

（近代化計画－主な内容）
1.生産工程
1)亜麻紡績－原料仕分見直し、櫛梳機で長線・短線区別、続線工程での亜麻束の揃え方注意、延
線工程でｽﾗｲﾊﾞｰの均一化
2)二亜工程－ｺｰﾐﾝｸﾞ機の針損傷完全修復
3)粗紡工程－ﾎﾞﾋﾞﾝへの巻取ﾃﾝｼｮﾝ－定維持、ｽﾗﾌﾞ･ﾈｯﾌﾟの減少
4)精錬・漂白工程－精錬・漂白液調整法見直し、設備早急修理、作業標準遵守、浴比を上げる
5)潤紡工程－潤紡機の糸道調整を鐘ごとに実施、部品の交換、細盤手糸生産のための作業訓練実
施、糸切減少のための対策を各ｼﾌﾄ毎に実施
6)仕上げ－乾燥機内の温度管理実施（ﾃﾞｰﾀ管理）、乾燥条件改善・乾燥時間短縮化、捲糸工程で
の糸結び目・端糸の長さを潤紡工程に報告
7)屑原料の利用－屑原料を取りまとめ混紡二亜糸の生産実施、紡績全工程の製造原価改善
2.織布新工場
1)使用機械・設備の特徴の修得、作業者の作業標準理解・遵守
2)品質重視、紡績工場との密接な連携
3)織り機の高稼働率確保、品質の良い紡績糸使用
4)亜麻以外の繊維との交織・織物生産
5)1996年10月生産開始遵守
3.生産管理
1)生産管理体制を工場組織の中に作り直し　　　2)小ﾛｯﾄ生産への対応

（近代化計画実施後の年間生産量）
1.既存設備を有効利用した時の紡績糸　　　　1200ﾄﾝ
2.高番手糸　　　　　　　　　　　　　　　　 208ﾄﾝ
3.織布新工場　　　　　　　　　　　　　　　175.7万ﾒｰﾄﾙ

主な実現化された内容は下記の通り。
1)原繊工程
A.ﾛｯﾄで搬入した原草の色分け、
B.原草の腐乱繊維、油汚れ、夾雑物、亜麻
穀除去
C.粗人手工程の実施、不良亜麻除去等
2)前紡工程
A.精線機での亜麻束重ね継ぎ、標準動作の
統一と作業員の訓練を実施している。
B.ﾌﾟﾚｯｼﾝｸﾞﾛｰﾗへの捲き付き減少、ｽﾗｲﾊﾞｰ
の太さ一定
C.ﾌｵﾗｰｽｸﾘｭｰの油汚れ掃除
3)精錬漂白工程
A.粗糸の撚数をあげ、粗糸の乱れを防ぐ
B.ﾌﾗｲﾔｰの調整
C.対原料の浴比をあげる。

生産工程
A.生産性の向上
B.製品の品質改善
C.歩留の改善

　精紡機は、1996年の調査時点では約20％稼働であったが、今回のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査時で
は、約98％稼働であった。現地工場は日本の調査団に感謝している。

2002.3現在：進捗状況不詳

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 吉林省乾安亜麻紡績廠

現地調査期間 郭　旗　（工場長）

1999年9月1日から3日にかけてﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査を実施した。1995年から
1997年にかけて同工場の業績は最悪な状態であった。1997年3月から
企業改革に取り組んだ。その第一段階として紡績工場を残し、織布
工場を売却した。新規に購入したｽｲｽ製の織機等は新品のままで売却
するとともに、織布工場建屋も他社に売却した。1998年1月1日付け
で亜麻紡績工場を吉林省に輸出入公司の所轄とし、工場名を吉林省
乾安嘉力紗亜麻紡績工場に改め、上記の輸出入公司の亜麻担当員
喬　悦懷総経理を工場に迎えた。前総経理の郭　旗氏は1998年4月に
病死した。
1)生産の形態
　A.受注生産　40％、B.見込み生産　60％
2)従業員数（1999年3月現在）
　工場全体1,005人、生産現場920人
3)主要製品
　湿紡純亜麻糸
4)主要製品生産量
　標準18番手　120ﾄﾝ／月
5)販売と調達
　A.販売：国内販売、原料調達：ﾖｰﾛｯﾊﾟ
6)売上高
1998年実績：3,500万元、資本金（1998年実績）：600万元

The Study for the Factory Modernization (Qian'an
Flax Textile)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他

最終報告書作成年月 1996.9

コンサルタント名 ユニコ　インナーナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 7～8

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（江蘇錫鋼集団）近代化計画調査 64,115 千円

案　件　名 英 18.70 人月

団長 氏名 岡田　健

所属 神鋼リサーチ(株)

6

1996.3.1 ～ 1996.3.29

1997.9.5 ～ 1997.9.13

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

(株)神戸製鋼所

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会改造司

1.生産計画、工程流れ図、ﾚｲｱｳﾄ
（総生産量目標）2000年80万ﾄﾝ、1998年62万ﾄﾝ（1995年28.5万ﾄﾝ実績）
（鋼種構成）普通鋼：特殊鋼=16：84（1995年は18：82）、特殊鋼のうち構造用合金鋼の比
率ｱｯﾌﾟ、不銹鋼の生産開始
（製品構成）丸棒の比率ｱｯﾌﾟ（寸法範囲拡大）、棒鋼のうち平鋼、角鋼の拡大
（ﾚｲｱｳﾄ）第1製鋼を解体撤去後、新製鋼と大型圧延を直結して連鋳材が直接圧延できるよ
うに配置。小型圧延は第1圧延の跡地に設置。
2.近代化計画（1stｽﾃｯﾌﾟ、2ndｽﾃｯﾌﾟ、3rdｽﾃｯﾌﾟに分けて実施）
2-1　設備提案
              1st(1996-1997)        2nd(1998)           3rd(2000)
原材料受入                          ｽｸﾗｯﾌﾟﾔｰﾄﾞ設備      合金鉄等保管設備
製鋼（電気炉）酸素富化操業             5t電気炉休止        10t電気炉休止
             ｶｰﾎﾞﾝｲﾝｼﾞｪｸｼｮﾝ法        80t電気炉稼働       30t電気炉改造
             助燃ﾊﾞｰﾅｰ採用
製鋼（造塊）  ﾛﾝｸﾞｱｰﾑ操業           ﾌﾞﾙｰﾑ連鋳設備         第3製鋼鋳化
圧延         鋼塊の保温輸送         大型圧延稼働           ﾎｯﾄｽｶｰ設備設置
             ﾊﾟｽｽｹｼﾞｭｰﾙ改造        均熱炉燃焼自動化       ﾋﾞﾚｯﾄ手入設備
                                  鋼片検査手入設備
                                  小型圧延稼働
鋼管         新鋼管工場稼働
鍛造         超音波探傷器使用      炉温度調整自動化         油圧鍛造ﾌﾟﾚｽ、高速鍛
造機
検査         超音波探傷器使用      非破壊検査設備           電子顕微鏡、SEM、EDM
ｴﾈﾙｷﾞｰ      新酸素製造設備         220kV受電              ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御設備
                                 重油炉自動化制御
                                 ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ自動制御
環境設備  製鋼工場集塵機修理       電気炉直引集塵機  　　　　新廃酸処理設備
                                 鍛造工場防音壁
生産管理                          ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ利用
2-2　投資金額　　内貨143,791万元　外貨3,275万ﾄﾞﾙ
2-3　近代化投資効果　　投資額回収機関7.5年

 本工場を取り巻く経営環境の悪化に伴い、近代
化計画調査で提言した中の大規模な投資が必要
となる計画については、あまり具体化していな
いようである。
　但し、提言・技術指導した品質管理に係わる
超音波探傷器の使用や、省ｴﾈにつながる新酸素
製造装置の設置は行っている。また鋼塊輸送に
は温塊輸送へ改善された模様である。以下に江
蘇錫鋼集団公司の概況を示す。

年間総生産量（単位：万t）
　　　1995  1996  1997  1998  1999  2000
計画 28.55 38.00 38.30 62.30 78.50 80.00
実績 33.80 35.15 33.12 23.75 21.36 -
                       (1-11月)
年間総売上高（単位：億元）
　　　1995  1996  1997  1998  1999  2000
計画 10.5  13.0  15.32 28.00 39.00 40.25
実績 11.53 11.85 12.95 12.62 14.66 -
                       (1-11月)
人員：
1995年調査時点：8,474名
1999年現在：    7,063名

　1996年に策定した近代化計画は、あまり順調に進んでいるとは言えない。その理由
としては、国内の特殊鋼市場の競争が激化していることと、中国のﾏｸﾛ経済安定化政策
の影響を受けている点が挙げられる。

2002.3現在：新情報なし
担当窓口：絵蘇錫鋼集団公司　弁公室主任　王
tel：+86-510-5752384
fax：+86-510-5759085

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 王　毅　（副司長）

現地調査期間 江蘇錫鋼集団公司

The Study for the Factory Modernization (Jiangsu
Wuxi Steel Group)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1996.10

コンサルタント名 神鋼リサーチ(株)

予 算 年 度 7～8

実績額（累計） (第一製鋼工場Replaceについて）
　第一製鋼工場は閉鎖し、新製鋼工場を建設する予定であった
が、前述した経営環境の悪化に伴い、投資を延期している。こ
の新工場建設は15ヵ年計画によって、達成することとしてい
る。また、新工場の建設予定地は、現在の第一製鋼工場の跡地
に建設する予定である。
（第三製鋼工場について）
　第三製鋼工場の電気炉については、改造もReplaceもしてい
ない。但し、同工場の連続鋳造設備は予定どおり導入した。導
入設備は、中国製である。
（線材工場：三圧及び棒鋼工場：四圧について）
　線材工場（三圧）及び棒鋼工場（四圧）は、現在も操業して
いる。
（鋼管工場について）
　新鋼管工場は、予定どおり操業した。
（その他の提言について）
　検査設備について、超音波探傷器を導入・使用している。
　新酸素製造設備（仕様：6,000Nm3/h）を導入した。
　鋼塊輸送について、温塊／熱塊輸送に切り替えた。

滿　載　（董事長）

国　　　　名
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（宝鶏北方照明電器）近代化計画 77,168 千円

案　件　名 英 23.69 人月

団長 氏名 渡辺　大助

所属 富士テクノサーベイ(株)

5＋1  （通訳）

1996.12.4 ～ 1996.12.17

1997.2.28 ～ 1996.3.29

1997.7.24 ～ 1997.8.6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

(対象工場概要-調査実施時)
1.対象工場名及び製品:宝鶏北方照明電器〔集団〕股分有限公司､自動車用電球
2.所在地:陝西省宝鶏市 3.設立:1958年 4.資本金:37,794千元 5.販売額:11,632万元(1996)
6.雇用人員:2009人 7.生産機種:白熱電球､蛍光灯､自動車用電球､その他特殊ﾗﾝﾌﾟ
(工場近代化)
1.近代化目標:売上高=1億5千万元､利益総額972万元(2000年)
      　自動車用電球生産高4100元､3000万個､業界占有率3.4%目標
2.生産工程の近代化
 第1段階:不良率の低減､既存設備の改造･更新､計測装置の導入､工程改善
 第2段階:天然ｶﾞｽへの切替え､製造技術の確立と機械のｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟ
 第3段階:生産量の増加:S25ﾗﾝﾌﾟは1800個/時の生産速度の設備を導入
 第4段階:高速機械〔新H4ﾗﾝﾌﾟﾗｲﾝとT20 模型の設備を導入〕
3.生産管理の近代化
 第1段階:ISO9002認証所得､新製品開発体制整備､原価低減活動の組織化
     5S運動の展開､販売戦略の検討
 第2段階:工場再開発〔設備ﾚｲｱｳﾄの改善〕､運輸公司業務拡大､TQMの展開
 第3段階:CADｼｽﾃﾑの導入､  第4段階:生産管理の近代化
4.財務管理の近代化
 第1段階:近代化準備〔売上拡大策の計画､製造合理化計画､個別原価計算､経営分析指標設
定､中期企業計画〕
 第2段階:近代化の実行
 第3段階:近代化策の定着  第4段階:財務･経理の近代化
5.設備の近代化
 第1段階:現有設備改造､工程監視機器導入､導入線機の改造･更新､ﾋﾞﾃﾞｵｾﾝｻｰ
 第2段階:天然ｶﾞｽ導入､H4ﾗｲﾝの封止機にｱﾆｰﾗ導入
 第3段階:新鋭S25 ﾗｲﾝの導入
 第4段階:T20､新H4ﾗｲﾝの設置

(結論と勧告)
1.老朽化設備の改造･更新により品質向上｡測定装置の導入により作業条件の数値化を実現
し､工程を安定化 (*)へ続く

1.導入線の溶接強度(真直性)の改善
1)ﾛｰﾗｰ式ｽﾄﾚｰﾅｰの採用､2)線材ﾎﾞﾋﾞﾝの水
平配置､3)外部購入品の活用
2.ｶﾞﾗｽﾊﾞﾙﾌﾞのﾌﾞﾛｰ成形の形状ばらつきの
改善(18ﾍｯﾄﾞ成形機の活用)
3.ﾌﾚｱｰ冷却方の改善(不良率の低減)
4.ｽﾃﾑの圧接封止(ﾋﾟﾝﾁ)回数の増加､設備改
造､不良率低下
5.小型電球の封止ﾎﾙﾀﾞｰの改善(形状)
6.半田付けの自動化とｴｰｼﾞﾝｸﾞ工程の導入､
設備改造､耐震性の向上
7.材料･部品のごみ･異物混入防止､容器の
活用と作業台の紙敷き
8.製品のﾄﾗｯｸ積み込みの改善､木製すのこ
によりﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙの破損防止
9.不良統計の充実による不良対策の推進､
品質分析日報の作成と統計分析の活用
10.ｸﾚｰﾑ情報の収集と解析､産品賠償記録表
の作成とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ利用解析
11.安全巡回点検指導事項の実施確認､記録
用紙の様式変更
12.塗装有機溶剤による中毒防止､有機溶剤
を使用しない方式に変更
13.ﾎﾞｲﾗｰの粉塵公害の防止､水膜式除塵機
の設置

1.製品･部品の日本への持ち帰り分析試験による問題点及び原因の明確化､具体的な問
題と原因の提示によって､相互の理解程度が高くなった｡
2.調査団の適切な助言
3.ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの熱意
4.適切な実例･実物による具体的な指導

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 宝鶏北方照明電器工場

現地調査期間 孫　宏明　（総経理）

(*)から
2.提案した改善策を徹底して実行し､不良の低減､品質
向上を図る
3.天然ｶﾞｽを導入し､熱量と圧力を安定化させ､不良率の
低減と品質向上を図る
4.売上拡大により人件費の増加､損益分岐点の上昇を吸
収するため具体案を策定
5.経営分析指標を全方位ﾚｰﾀﾞとして設定､管理し経営の
総合力を高める
6.個別原価計算と製造合理化の推進
7生産管理業務にｺﾝﾋﾟｭｰﾀを導入して近代化し､経営管理
に情報を活用

2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization (North
Lighting Industrial (Group) Co. Ltd.)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1997.9

コンサルタント名 富士テクノサーベイ(株)

国　　　　名 予 算 年 度 8～9

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（宝鶏市機械工業セクター）近代化計画 162,797 千円

案　件　名 英 42.63 人月（内現地19.43人月）

団長 氏名 梅林　一男

所属 （財）素形材センター

13

1996.12.4～12.24／1997.2.24～3.25

1997.6.8～6.25／1997.9.8～9.19

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.共同部品調達：資材担当者会議の設置・市企業への部品発注率の目標設定・
資材調達情報の公開・鋳物ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの設置・物流会社（商社）の設立
2.鋳物ｾﾝﾀｰの設立：ｼｬﾝｼｰ机床庁の試作と技術的完成・宝鶏ﾎﾟﾝﾌﾟ庁の設備・技
術の確立・鋳物部品生産の拠点集約
3.機械部品生産の拡大：精密機械部品（機械加工、熱処理）・精密焼結部品
（粉末材ﾌﾟﾚｽ.熱処理）・大物製缶部品（ﾌﾟﾚｽ.溶接）
4.物流ｾﾝﾀｰの設立：物流機器の開発・拡充・物流ｼｽﾃﾑの開発・物流ｾﾝﾀｰの建
設・運営
5.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業：研究会設立と研究成果発表・物流ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの発足・技術
専門学校の設立・物流ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ会社の設立

提言内容の現況は暫定措置

調
　
査
　
団

神鋼リサーチ(株)

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization (Baoji
City Mechanic Industry Sector)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1997.10

コンサルタント名 （財）素形材センター

国　　　　名 予 算 年 度 8～9

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（宝鶏ビール・アルコール）近代化計画 74,110 千円

案　件　名 英 21.45 人月

団長 氏名 成田　延雄

所属 (株)サイエス

4  （通訳除く）

96.12.4 ～ 96.12.24

97.2.24 ～ 97.3.25

97.7.20 ～ 97.8.2

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
現地調査では向上の現状調査、問題点抽出、近代化提言に加えて、ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対し技
術ｾﾐﾅｰを実施した。ﾌｧｲﾅﾙﾄﾞﾗﾌﾄの説明の際には、工場幹部に対して詳細な説明を行い
提言内容の理解促進に留意した。

宝鶏ビール・アルコール工場

現地調査期間 王　禧祥　（工場長プロジェクト責任者）

8～9
2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization (Baoji
Beer Co., Ltd.)

中国工場近代化調査／その他工業

1997.8

(株)サイエス

中華人民共和国

調 査 団 員 数

国　　　　名

最終報告書作成年月

実績額（累計）

予 算 年 度

1. 宝鶏ﾋﾞｰﾙ・ｱﾙｺｰﾙ工場は、1997年度ﾋﾞｰﾙ生産量160,000t、その他ｱﾙｺｰﾙ生産量
28,000tと中国西域最大手の工場である。
2. 2010年を目標に、1)ﾋﾞｰﾙ新製品の開発（主として質の向上）、2)ﾋﾞｰﾙ・ｱﾙｺｰ
ﾙに加え蛋白飼料、ｺｰﾝ油、その他養鶏、養豚、ｶﾞｽｽﾃｰｼｮン等多角経営化を進め
る。
3. そのための具体的提言、1)市場経済原則に従った体質作り、2)ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの
活性化、3)品質改善、4)資金調達方法の改善とｺｽﾄ低減、5)原価計算手法の質的
向上

　最終報告書作成時において、品質改善、
微生物（ﾀﾞｲﾔｾﾁﾙ）管理が改善され、品質
向上が見られた。

コンサルタント名

相手国側担当機関名

担当者名（職位）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（太原重型機械）近代化計画 77,776 千円

案　件　名 英 22.10 人月

団長 氏名 大島　敏和

所属 （財）素形材センター

5

1996.12.12 ～ 12.24

1997.2.23 ～ 3.29

1997.7.28 ～ 8.11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

第1ｽﾃｯﾌﾟ：新規機械・設備を必要としないただちにできる改善策の大部分を実
施することにより、鉄構物の原価低減及び品質の確立を図る。
第2ｽﾃｯﾌﾟ：主に新規機械・設備の導入による改善を実施することにより、第1ｽ
ﾃｯﾌﾟの改善策実施による効果と合わせて、鉄構物原価の低減目標値15％の達成
を図る。
第3ｽﾃｯﾌﾟ：鋼材罫書き作業のCAM化、将来の屋外型起重機製作への対応策とし
て、製品ﾌﾟﾗﾝﾄ設備導入等の検討と行い、起重機製作のより一層の国際化を図
る。

1.設備導入
　計画では設備の近代化は1998年以降実施され
ることになっていたこともなり、ごく一部しか
実施されていない。歯車研削盤、一時塗装場・
鋼材置き場のﾘﾌﾃｨﾝｸﾞﾏｸﾞﾈｯﾄ、自動溶接機、大型
旋盤等について一部が導入されているが、その
他は近く導入される計画は無い。
2.生産工程
　第1ｽﾃｯﾌﾟにおいて実施が提案された内容につ
いては多くが完全実施もしくは一部実施となっ
ている。主な実施項目は、罫書作業における板
取票作成、ｶﾞｽ切断機品質向上、ｶﾞｽ切断機歪み
発生防止（歪取機使用禁止）、車輪鍛工鋳造品
加工代削減等である。第2ｽﾃｯﾌﾟにおいて提案さ
れた項目も実施が進みつつある。
3.生産管理
　工程管理における「山積表作成」以外の提案
は完全実施もしくは一部実施されている。主要
な実施項目は、設計開発における設計・制作・
検査基準改訂、CAD活用拡大、工程管理における
実工数把握、工程順序見直し、品質管理におけ
る溶接外観判定基準作成、QC活動実施等であ
る。
4.財務管理
　ほとんどの提案が完全実施もしくは一部実施
されている。原価管理表による原価管理が診断
後実施されている他、財務管理ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ導入、中
長期経営計画策定、取引先債権管理、個別工事
着工前の実行予算管理等が行われている。
5.投資金額・資金調達
投資総額300万元（主として銀行融資）
（1999年度現地調査結果）

1.新規機械・設備を必要としない直ちに実施できる提言を多くし、かつこれを第1ｽﾃｯ
ﾌﾟとしたこと。（新規機械・設備は資金の問題があり、実際いつ導入されるかわから
ないため）
2.太原重型機械庁の当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの最高責任者（副庁長）が誠実であり、また近代化
に熱心であるため。

調査期間中におけるその他の状況
1.機械供与なし　2.現地ｾﾐﾅｰ：「日本における大型起重機の現状」（1996年12月16
日、坂田団長）　3.研修員受入なし

調
　
査
　
団

(株)神戸製鋼所

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

対象製品であるｸﾚｰﾝの生産量は1995年以降、6,000ﾄﾝを
やや上回る程度で安定している。1999年は7,000ﾄﾝ、
2000年は10,000ﾄﾝの生産計画である。全公司で従業員
が約3,000人減少したが、これは定年退職者及び繰上退
職者が中心である。今後1-2年かけて学校、病院、住宅
等の社会生活関連を担当している従業員2,000人を「社
会発展公司」に移管する計画である。社会発展公司は事
故採算性としたい。こうした人員削減の結果、8,000人
体制を目指す。
工場診断を受けた後、工場は事業体製となり原材料仕入
れ、製品販売、財務等は自己責任で実施する体制となっ
た。（1999年度現地調査結果）
2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Heavy Machine Industry)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1997.9

コンサルタント名 （財）素形材センター

国　　　　名 予 算 年 度 8～9

実績額（累計）



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 501

2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（太原工具）近代化計画 80,484 千円（契約額:81,675千円）

案　件　名 英 23.75 人月

団長 氏名 大久保　勇

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

6  （通訳1名を含む）

97.3.3 ～ 3.2 （18日間）

97.5.16 ～ 6.11 （27日間）

97.10.6 ～ 10.18 （13日間）

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

生産工程：ｽﾌﾟﾗｲﾝﾌﾞﾛｰﾁの生産に関しては1)ｽﾌﾟﾗｲﾝ研削盤のNC化改造、2)CNCｽﾌﾟ
ﾗｲﾝ研削盤の導入、3)窒化炉の導入。
ｼｪｰﾋﾞﾝｸﾞｶｯﾀｰの生産に関しては1)CNCｾﾚﾃｲﾝｸﾞﾏｼﾝの導入、2)CNC歯形研削盤の導
入、3)CNCｼｪｰﾋﾞﾝｸﾞﾏｼﾝの導入。
ﾋﾟﾆｵﾝｶｯﾀｰに関しては　1)歯形研削盤の導入、2)刃先ｱｰﾙ研削盤の導入、3)すく
い面研削ｼﾞｸﾞの製作。
ｿﾘｯﾄﾞﾎﾞﾌﾞの生産に関しては　1)CNC歯形研削盤の導入。
硬質合金ｶｯﾀの生産に関しては　1)導入予定の設備で十分。全般設備に関しては
1)ｺｰﾃｨﾝｸﾞ装置の性能改善または新規導入、2)ﾜｲﾔｰｶｯﾄ放電化工機の導入、3)各
種測定器の導入。
生産管理：設計力強化のため設計関係組織の統合、品質保証を指向した検査体
制の変更、週単位管理方式の採用
財務管理：売り上げ債権の管理強化、固定資産の効率的運用、仕掛品原価の適
正把握、直接原価計算、標準原価計算の導入
所要資金：合計47,500,500元

不明である。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

工場見学、技術交換の計画があったが、実現していな
い。

2002.3現在：進捗状況不詳

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Tools Industry)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1997.10

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 8～9

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（太原化学工場－有機化工）近代化計画 99,835 千円

案　件　名 英 25.77 人月

団長 氏名 佐藤　晋

所属 三菱化学エンジニアリング(株)

6

96.12.14 ～ 96.12.26

97.2.23 ～ 97.3.29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.既存設備の有効利用に重点を置いた、生産能力、生産工程技術、生産管理お
よび財務管理の向上･改善に関する近代化計画を提案｡
2.生産工程
 ﾎﾙﾏﾘﾝ、ﾌｪﾉｰﾙ樹脂、成形機料を対象に短･中･長期に分けた近代化計画を提案｡
3.生産管理
 管理分野の中で特に、研究開発部と工程管理部門を重視した近代化計画を提
案｡
4.財務管理
 各製品毎の変動費利益管理と損益分岐点による収益改善分析法を近代化計画と
して提案｡

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 太原化学工業集団公司　有機化工廠

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 徐　慶魁　（工場長）

現地調査期間

･1998年末を目処に､ﾎﾙﾏﾘﾝのF/Sを取進中｡
･1998年末を目処に､ISO9000取得準備中｡

2002.3現在:変更点なし

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Chemical Industry-Organic Chemical Industry)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1997.9

コンサルタント名 三菱化学エンジニアリング(株)

国　　　　名 予 算 年 度 8～9

実績額（累計）



個別プロジェクト要約表 ＣＨＮ 503

2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 工場（太原化学工業－化学）近代化計画 84,776 千円

案　件　名 英 21.27 人月

団長 氏名 西山　哲

所属 三菱化学エンジニアリング(株)

5

96.12.14 ～ 96.12.26

97.2.23 ～ 97.3.29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.既存設備の有効利用に重点を置いた、生産能力、生産工程技術、生産管理お
よび財務管理の向上･改善に関する近代化計画を提案｡
2.生産工程
(1)苛性ｿｰﾀﾞ
　塩素製品の販売量の伸び、並び新規塩素誘導品の導入を想定し、3段階に分け
て、原単位の向上を中心とするｺｽﾄ低減策、安定運転確保対策、環境安全対策を
提案｡
(2)塩素化ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ
　化学廠の自社開発技術で、試作段階にあるため、商業生産に向けた設備面、
運転管理面の改善策を提案｡
3.生産管理
　今後は質･効率を重視した管理を指向すべきであるとの視点から、
　1)販売を重視した、利益最大化を目標とした体系の構築
　2)量の拡大でなく効率の追及
等の近代化評価を提案｡
4.財務管理
　中長期計画の策定、利益管理体系の改善、財務管理のOA化等の近代化計画を
提案｡

1.設備導入
　第1～3段階投資完成、苛性ｿｰﾀﾞ生産能力
1.5-2.2-3.0万t/年実現、苛性ｿｰﾀﾞ生産関
連付帯設備投資完了
2.生産工程
　JICA近代化調査:提言48項目中実施52％
(25件)一部実施29％(14件)｡合計提言の
80％は実施又は進行中、未実施は資金手当
困難による｡
3.生産管理
　工程技術資料整備が不十分、進展遅い、
品質管理定着不十分｡職場環境･整理整頓は
良好実施中｡資金不要案件の提言はほぼ実
施済み｡
4.財務管理
　財務資料の開示がなく経営状態は不明｡
苛性ｿｰﾀﾞ設備近代化後の利益改善寄与は
1999年度からで1998年度の効果は不明｡明
瞭に出ていない模様｡苛性ｿｰﾀﾞ事業の収益
は今年度の稼動状態では悪いと予想する｡
5.投資金額･資金調達
　第1～3段階生産設備強化拡大　1.5～2.2
～3.0万t/年
　総投資額　約8,000万元(苛性ｿｰﾀﾞ生産設
備投資額　約5,000万元、付帯設備改善新
設投資　約3,000万元)
　投資期間　1996～1998年　3年
　(1999年度現地調査結果)

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 太原化学工業集団公司　化学廠

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 帳　起有　（第一副廠長）

現地調査期間

対象工場の近代化計画査定後の経過及び現状
隔膜法苛性ｿｰﾀﾞ電解設備能力3.0t/年は約5,000万元を
投資し、1998年末に実現した｡一方、工場内の整理整頓
等の費用をかけない改善提案はほぼ実施し効果が出てい
る｡ただし、重要な塩素ﾊﾞﾗﾝｽ対策が遅れ(資金不足で実
現の時期未定)、苛性ｿｰﾀﾞ3.0万t/年生産の副生余剰塩
素7,000tの用途が無い｡このため、苛性ｿｰﾀﾞ電解の生産
量を2.0万t/年にﾛｰﾄﾞﾀﾞｳﾝし、低稼動状態で推移してい
る｡(1999年度現地調査結果)

2002.3現在:変更点なし

The Study for the Factory Modernization (Taiyuan
Chemical Industry-Chemical)

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1997.9

コンサルタント名 三菱化学エンジニアリング(株)

国　　　　名 予 算 年 度 8～9

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 中国工場（雲南タイヤ）近代化計画調査 45,142 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名 増田　定雄

所属 テクノコンサルタンツ

4  （通訳1は含まず）

98.7.6 ～ 98.7.18

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　本近代化計画では、当工場の現状事業規模（生産量、売上高）に比べて飛躍
的に高い目標を揚げたものであり、販売計画数量の未達、工場環境の変化に応
じた臨機応変な柔軟な対応が望まれる。

調査終了後、以下の点で提言を行った。
*生産管理共通の改善点として以下の対応をする。
　(1)国家規格（GE)、業界基準に立脚→GEをﾐﾆﾏﾑとする公司規格（基準）を制
定する。
　(2)従業員層全般に対する積極性不足→「現状でできることから実施」を公司
の理念とする。
　(3)幹部のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟと意識改革→全員の就業意欲を向上する諸対策の実施。

*生産工程近代化に関する対応
ﾀｲﾔｻｲｽﾞ11.20-20～9.00-20-14pで、120％のｵｰﾊﾞｰﾛｰﾄﾞで、時速100km、連続走行
5時間に耐えるﾀｲﾔを開発し、生産・供給する設備、技術、販売体制を整える。

＊財務管理近代化計画に関する対応
　(1)財務会計管理の制度と組織の改革
　(2)製造原価管理の制度と組織の改革
　(3)財務状況の見直し
　(4)製造原価の見直し
その他

＊設備近代化計画に関する対応
　ﾊﾞｲｱｽﾀｲﾔ2000年200万本の生産計画は、設備導入、技術改善に関し準備不足の
恐れがあり、1年遅く2001年達成を目指し以下の計画設備を導入する。
　(1)2001年のﾀｲﾔ生産能力目標：2000千本
　(2)ﾊﾞﾝﾊﾞﾘｰ、ｽｶｲﾊﾞｰなど、増産設備の近代化計画額：約23.5億円（1元=16
円）

特に情報なし
提言内容の現況は暫定措置。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

調査終了後、以下の点で勧告を行った。

　(1)設備投資のﾀｲﾐﾝｸﾞ
　(2)設備投資金額
　(3)短期導入の主要設備
　(4)近代化計画の成功の為の開発戦略
　(5)専門家の招聘
2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報は収集不可能。

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1998.8

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

国　　　　名 予 算 年 度 10

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 中国工場（雲南化工）近代化計画調査 40,743 千円

案　件　名 英 12.78 人月

団長 氏名 青木　成夫

所属 三菱化学エンジニアリング(株)

3

97.12.1 ～ 97.12.25

98.2.14 ～ 98.3.20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.対象工場の「九五」計画では、2000年までに新製品を含む設備投資及び人員
削減により欠損体質を解消することを目標としており、本調査では現状把握・
問題点摘出に基づき生産工程面、生産管理面、財務管理面の改善策を提言。
2.生産工程
既存設備の最大活用を前提に以下を行う。
　(1)生産能力　22,000t(pvc)までの向上
　(2)製品品質の改善
　(3)製品品種数の拡大
　(4)原単位の改善
　(5)環境・安全対策の実施
3.生産管理・財務管理
　(1)廠全体の利益最大化を目標とする利益管理体系の構築
　(2)中期経営計画の策定
　(3)原単位ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの設置等による効率の追及
　(4)計画・差異分析体系の改善

提言内容の現況は暫定措置。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 雲南化工廠

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 杜　文龍　（廠長）

現地調査期間

2002.3現在：変更点なし
調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1998.9

コンサルタント名 三菱化学エンジニアリング(株)

国　　　　名 予 算 年 度 9～10

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 中国工場（雲南燐鉱山溶成燐肥）近代化計画調査 48,761 千円

案　件　名 英 14.27 人月

団長 氏名 今井　達夫

所属 ユニコ　インターナショナル(株)

5  （含む通訳1名）

97.12.3 ～ 97.12.20

98.2.22 ～ 98.3.24

98.7.6 ～ 98.7.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

国家経済貿易委員会　賀　企業技術改造診
断弁公室　副司長他／雲南省経済貿易委員
会許　技術改造処　処長他／雲南省石油化
学工業庁　王副庁長他／昆陽燐鉱山溶成燐
肥工場　尤工場長他／雲南燐化学工業集団
公司昆陽燐鉱山　向鉱山長他

生産工程:
 高炉原料挿入方法の改善、粉砕機使用ﾎﾞｰﾙの変更、
 各工程のﾃﾞｰﾀ採取及び解析
生産管理:
 計画的人材育成、標準化、新設備計画及び改善のための専門家の起用、
 改善計画推進についての方法
財務管理:
 売上債権の管理強化、固定資産及び在庫の効率的活用、
 各種規定の作成、標準原価の導入、作業時間ﾃﾞｰﾀの整備
その他:
 新製品(微量要素入り溶性燐肥、腐植燐、煙草用肥料)の各仕様提示、新造粒工
場の概念設計の提示

高炉原料挿入方法の改善、粉砕機使用ﾎﾞｰﾙの変
更については、調査期間中に各工程の生産能力
それぞれ10％および20％増加した｡
その他の提言については、一部着手していると
の話であったが、その後の情報無し｡
1.設備導入
第1段階－稼働率向上に依る能力ｱｯﾌﾟ:現状1.7→
1.83万t/年ほぼ実現した｡
第2段階－設備新設費用800万元計上したが、資
金不足で現状1.83→2.2万t/年計画は仕込み工程
だけ(仕込釜2基追加、仕込み原料ﾎﾟﾝﾌﾟ新設)2.2
万t/年実現したのみである｡ここまででは製品
2.2万t/年は実現しない｡
2.生産工程
JICA近代化調査の提言では、生産工程主要31項
目の提言中、9項目実施済み、14項目実施準備
中、残り8提言は資金不足、技術的問題点などの
原因で目途が立たない｡
生産能力向上－重合処方の改善、生産技術改
善、水/ﾓﾉﾏｰ浴比改善など提言実施｡
品質向上－懸濁剤変更、助剤変更などで色相改
善、嵩密度向上、等効果が出ている｡
3.生産管理
生産管理13項目中、2項目は実施予定無し｡但
し、実務上は実施中で緊急を要する事項ではな
いので、ほぼすべて実施済である｡
中長期計画と利益管理計画:諸項目実施済み
原単位向上ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ:委員会制度は未実施である
が既存組織で運営中
技術検討報告書制度の導入:諸項目実施済み
業務改革及び組織の合理化:諸項目実施済み
(*)へ続く

(*)から
4.改善効果
生産量の増大－現生産量1.7万t/年→1999年末1.83万t/年
重合缶改善、反応缶冷却能力向上－未完成
VCM原単位の改善－一部分改善、
蒸気原単位の改善－未完成
（1999年度現地調査結果）

本工場の調査団による日本の工場見学が行われた。

高額の資金を要しない改善改良はほぼすべて実施されて
いる。その効果も大きく、1998年度は赤字2,000万元と
予測していたが△1,800万元程度に収まり、1999年度は
△1,500万元の予算に対し△1,000万元以内に削減見込
である。2000年度決算は若干の利益を見込んでいる。
近代化の為の高額投資には銀行借入れをしたいが、工場
が赤字体質の為、借入れ困難で、工場幹部は民営化する
過程で赤字棚上げの国家政策を期待している。（1999
年度現地調査結果）

2002.3現在：進捗状況不詳

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1998.8

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

国　　　　名 予 算 年 度 9～10

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 中国工場（昆明市機械工業セクター）近代化計画調査 85,241 千円

案　件　名 英 35.36 人月

団長 氏名 石井　暢夫

所属 テクノコンサルタンツ(株)

7

97.11.18 ～ 97.12.27

98.2.15 ～ 98.3.24

98.7.14 ～ 98.7.25

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.機械工業ｾｸﾀｰ
　同ｾｸﾀｰ育成策として、企業経営近代化、経営基盤強化、市場拡大を目標とし
た3つのﾌｪｰｽﾞに分け、14のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言した。

2.雲南変圧器工場
　同工場の近代化策として、基本技術の近代化、設計の近代化、生産ｼｽﾃﾑの近
代化、防塵対策、中間検査、生産技術の近代化を目標とした23のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提言
した。

3.毘明重工集団公司
　生産工程、生産管理、財務管理の近代化に関わる年度別の目標を設定し、具
体的な改善案を提言するとともに、設備の近代化策を策定した。

提言内容の現況は暫定措置。

調
　
査
　
団

富士テクノサーベイ(株)

相手国側担当機関名 昆明市機電工業局

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 趙　永昌　（機電弁公室科技処処長）

現地調査期間

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報収集不可能。

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1998.8

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

国　　　　名 予 算 年 度 9～10

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 中国工場（蚌埠ガラス）近代化計画調査 35,747 千円

案　件　名 英 13.69 人月

団長 氏名 大塚　邦夫

所属 テクノコンサルタンツ(株) 取締役

4  （通訳1名含む）

97.12.1 ～ 97.12.20 ／

98.2.15 ～ 98.3.17

98.7.5 ～ 98.7.17

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.生産工程
1)原料調達の品質指導、2)原料置場の改善、3)鉄分混入の原因の排除
4)計量設備の改良、5)溶解炉の液面／温度制御の改善、
6)ﾌｫｰﾊｰｽ燃料の変更、7)成型機の精度向上、8)金型設計技術の修得
9)成型条件の記録、10)検査情報の生産ﾗｲﾝへのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
11)限度見本の作成、12)ﾚｲｱｳﾄの変更

2.生産管理
1)ﾍﾞﾝﾀﾞｰﾘｽﾄの整備、2)予備品管理の徹底、3)原材料倉庫の整備
4)在庫の整理、5)麻袋の修理基準の作成、6)作業標準の作成
7)TQCの導入、8)管理図の作成、9)非常用電源の確保
10)市場情報の収集、11)安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施

3.設備の近代化
　短期：126万円、中期：3.4億円、長期：3.3億円

原料置場の改善、鉄分混入の原因の排除

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 企業技術改造弁公室

現地調査期間 馬　雁鳴

2002.3現在：本案件担当ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは組織を解散。そのた
め追加情報の収集は不可能

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／化学工業

最終報告書作成年月 1998.8

コンサルタント名 テクノコンサルタンツ(株)

国　　　　名 予 算 年 度 9～10

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 中国工場（豊阜天兎毛紡績）工場近代化計画調査 69,667 千円

案　件　名 英 19.52 人月

団長 氏名 片岡　章

所属 (株)サイエス

5  （含通訳）

97.12.17 ～ 97.12.26 ／

98.2.8 ～ 98.3.28

98.7.5 ～ 98.7.18

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　天宇公司毛紡織工場は、1996年紡績、織布並びに染色整理工程に新鋭の輸入
機械を導入しﾊｰﾄﾞ面の近代化を行ったが、生産技術、製品企画、品質管理等のｿ
ﾌﾄ面の充実が遅れ、近代化の初期の成果を得られず混沌とした状態にあった。
今回生産技術及び管理技術の調査診断を行ったことによって、現状の問題点が
明確になり、具体的な対応策と改善要点を簡単にまとめると以下の通り。

1)生産工程
　ﾄｯﾌﾟ染色とﾘｺｰﾐﾝｸﾞ工程を改善し、糸の品質を向上することが最重要である。
2)生産管理
　方針管理を徹底し、業務の標準化を進めることと、実施結果を検証・評価す
る管理ｻｲｸﾙ（計画・実施・確認・修正）をきちんと機能させることが改善のﾎﾟｲ
ﾝﾄである。
3)財務管理
　過去3年間のﾃﾞｰﾀ分析によって経営の破綻要因が特定できた。
　資金流動分析によって早急に行うべき対策と長期に取り組むべき対策・手
段・手法を明確にした。

1998年8月作成の工場改善事例集に記載し
た、5件の改善がみられた。項目のみ次の
通り。
1.ﾐｷｼﾝｸﾞｷﾞﾙ巻付事故防止
2.染めﾄｯﾌﾟのﾈｯﾌﾟ減少策
3.品質管理手法応用の毛織物欠如の解析
4.安全意識の高揚
5.製品見本の保管と整理、販売促進

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

2002.3現在：新情報なし

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／その他工業

最終報告書作成年月 1998.8

コンサルタント名

阜天兎毛紡（集団）公司

担当者名（職位）

(株)サイエス

国　　　　名 予 算 年 度 9～10

実績額（累計）

現地調査期間

調 査 団 員 数 周　士雲　（菫事）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 中国工場（煙台市機械部品工業セクター）近代化計画 131,126 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名 上田　伸也

所属 富士テクノサーベイ(株)

14  （内通訳3名）

98.11.7 ～ 12.18

99.2.28 ～ 3.30

99.7.18 ～ 7.30

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

王　本強　（工場長）

中華人民共和国では、九五計画において大・中型国有企業を中心に企業改革を
推進することが最重要課題の一つとなっている。このような状況下中国政府の
要請に基づき、1981年以来既存工場及びｾｸﾀｰの近代化調査計画を実施してき
た。本年度は2ｾｸﾀｰ、6工場について本格調査を実施することで合意された。

調査の目標
1)山東栖霞ﾋﾟｽﾄﾝ工場、煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場の現地調査及び調査結果の分析に基
づき既存施設の有効利用に重点をおいたせ遺産工程技術、生産管理及び財務管
理の向上、改善に関する近代化計画の提案。
2)山東省煙台市を中心とした機械部品工業ｾｸﾀｰ（鋳造、鍛冶、機械加工技術中
心）の現状分析、並びに分析に基づく振興計画（経営、技術、市場、産業政
策）の策定。

＜本調査実施中に実施される技術移転ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ＞
　理論ｾﾐﾅｰ／実践ｾﾐﾅｰ／工場診断OJT

ｾｸﾀｰ育成策に関する提言
*国有企業の弱点を克服し、開かれた市場で競争できる企業体質を作る。
*煙台市の優れた産業立地条件を生かし、国際的に活躍できる企業に飛躍する。
提言実行のための具体策
*顧客、競争相手の情報入手に努め、有力顧客、外資系企業等と密接に接触して
自企業の改革・改善の参考にする。
*協会が中心となり地域各企業の取り組み状況の発表会、経験交換会を行って企
業間の競争状態を作り、国内外の参考事例の紹介、外部専門家の招聘等に積極
的に取り組む。
*行政施策として、地域だけで実施できるものと中国全体として取り組む施策が
ある。煙台市から、地域の実情を踏まえて中央の経済貿易委員会に提言できる
機会を作る。

煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場関連
民営化の促進：行政機構と企業職責の分
離、責任・権限の明確化に関する改革が実
施された。
(1)組織の簡素化・ｽﾘﾑ化 (2)中間ﾚﾍﾞﾙ以
上の管理職を50人から31人に削減 (3)在職
人数を720人から600人に削減

中国側はC/P研修の際に北川鉄工所(株)、豊和工業(株)を訪問し、合弁・合資を打診し
たが、断られた経緯がある。

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 煙台市経済貿易委員会

現地調査期間 陳　建利　（課長）

1)煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場に関して：C/P研修での訪問企業で、煙台
ﾄﾗｸﾀｰ部品工場と類似製品を生産している北陸工業(株)と煙台ﾄ
ﾗｸﾀｰ部品工場との協力関係構築の可能性を検討。
2)栖霞ﾋﾟｽﾄﾝ工場に関して：日本のﾋﾟｽﾄﾝを中心とした自動車部
品ﾒｰｶｰから、栖霞ﾋﾟｽﾄﾝ工場との協力関係構築（自社の余剰設
備の売却や有償の技術支援）の可能性について打診があった。
しかし、日本側の提案が栖霞側の希望に十分添った協力になっ
ていない、ということで進展していない。
3)JODC資金による煙台市機械工場に対する技術指導に関して：
C/P研修で来日した煙台市機械工業局の叢景滋副局長が帰国後
傘下企業の希望を取りまとめる。

本計画調査の工場診断報告書に基づき、診断企業の生産経営、
財務管理、品質管理などに対して改革を行った結果、栖霞ﾋﾟｽﾄ
ﾝﾋﾟｽﾄﾝ工場、煙台ﾄﾗｸﾀｰ部品工場、煙台第二工作機械部品工場
の業績が伸び、一定の成果が出はじめている.
2002.3現在：新情報なし。

The Study for the Factory Modernization
(Supporing Industry in Yangtai)  in the Peoples
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1999.7

コンサルタント名 富士テクノサーベイ(株)

煙台トラクター部品工場

国　　　　名 予 算 年 度 10～11

実績額（累計）
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 中国工場（綿陽新華内燃機）近代化計画 62,798 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名 成田　延雄

所属 (株)サイエス

5

第1次 98.11.12～98.11.30

第2次 99.2.22～99.3.29

第3次 99.6.27～99.7.5

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

1.中国政府は工業分野の経済改革推進のため、投資効果の高い綿陽新華内燃機
工場の近代化を計る計画を立てた。工場近代化計画作成にあたっては、長期・
中期・短期に分け現実的な計画を立案する。

2.調査の目的
(1)同工場のﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝおよびｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ生産に関わる生産工程、生産管理お
よび財務管理について的確な診断業務を行う。
(2)生産技術の革新の診断結果に基づき、既存設備の有効利用に重点を置いた生
産工程技術、生産管理および財務管理の向上、改善に関する近代化計画を提案
する。
(3)現地調査期間中、本件調査に参画する中国側関係者に対し、現地調査業務を
通じ、工場近代化調査に関する技術の移転を行う。
(4)診断対象製品は、同工場の1,100型ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝおよび491Q（4Y）型ｶﾞｿﾘﾝｴﾝ
ｼﾞﾝとする。

3.工場経営に関する近代化提言
(1)経営責任の果たせる経営体制確立
(2)企業独立採算の原則
(3)市場に適合した事業展開
(4)市場変化に柔軟な生産体制の確立
(5)他社と差別化できる強みの育成
(6)本業の足元を固める
(7)人財育成（企業に必要な人材を人財とみなして自ら育てる）

提言内容の現況は暫定措置

相手国側担当機関名 中国国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 中華人民共和国綿陽新華内燃機工場

10～11

実績額（累計） JICAからﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟして欲しいとの要望は聞いている
が、その後特にﾌｫﾛｰしていない。
2002.3現在：新情報なし.調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／機械工業

最終報告書作成年月 1999.9

コンサルタント名 (株)サイエス

調
　
査
　
団

現地調査期間

国　　　　名

The Study for the Factory Modernization
(Mianyang Xinhua Diesel Engine) in China

予 算 年 度
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 中国工場（綿陽セメントセクター）近代化計画 133,283 千円

案　件　名 英 33.61 人月（内現地16.64人月）

団長 氏名 小島　壮

所属 小野田エンジニアリング(株)

6

98.11.7 ～ 98.12.16

99.2.22 ～ 99.3.29

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調 査 延 人 月 数

調
　
査
　
団

The Study for the Factory Modernization (Cement
Sector in Mianyang)

中国工場近代化調査／化学工業調査の種類／分野

国　　　　名
2000年11月現在：JICA報告書に基づき、重工業局を中
心として、ｾﾒﾝﾄｾｸﾀｰ振興策を検討中である。
2002.3現在：新情報なし。

実績額（累計）

10～11予 算 年 度

小野田エンジニアリング(株)コンサルタント名

1999.10最終報告書作成年月

現地調査期間

綿陽市重工業局局長　陳王王久
四川双馬水泥（集団）有限公司
　薫事長・総経理　唐月明
四川省安県浮山泥集団有限公司
　薫事長・総経理　李洪林

担当者名（職位）調 査 団 員 数

相手国側担当機関名

2000年11月現在：集塵機設置等、短期対策
の一部を実施中である。

　ｾﾒﾝﾄ分野の近代化振興にはｾｸﾀｰ企業強化のための「構造調整」と将来の需要
に対処するための「設備増強」が主要な課題となっている。この課題を十分考
慮に入れて、綿陽市ｾﾒﾝﾄ分野振興策に関し以下の事項が提案された。
1)企業の構造調整に関して、市政府と各企業により構成されるｾﾒﾝﾄｾｸﾀｰ近代化
委員会を至急設置する。
2)施設の改善、品質の改善、操業率の向上のために企業間で協力し、活発な技
術交流を効率的に行う。
3)管理近代化のために、従業員の自主性を重視する。
4)ﾏｰｹｯﾄの安定化を図るために、ｸﾞﾙｰﾌﾟ化による共同販売、流通機構の共同化に
よって過当競争をなくす。ただし極端な寡占は避ける。
5)新しいｾﾒﾝﾄ生産ﾗｲﾝの増設は、実際の需給関係と、詳細で正確な需要予測に基
づいてﾀｲﾐﾝｸﾞよく行う。
6)資金の調達に関しては、広く検討することが重要。また企業側には財務体質
強化などの自助努力が必要とされる。
7)NSP方式についての早急な技術習得が求められる。
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 中国工場（鞍山第一圧延）近代化計画 63,935 千円

案　件　名 英 15.84 人月

団長 氏名 小野田　文夫

所属 神鋼リサーチ(株)

98.11.12 ～ 98.12.5 ／

99.2.23 ～ 99.3.25

99.7.22 ～ 99.7.30

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　本工場の実態は1998年の製造開始以来、未だ試運転・試作期間の状態にあ
り、日毎に経営環境が厳しくなっていたため、工場近代化の基本方針は早急に
工場の経営が安定できることを主眼としていた。また工場側が当初の目標で
あった生産能力(13,000kw/M)の設定の根拠が乏しく、他方、本調査団の目標値
(12,000kw/M)は、損益分岐点分析の結果、同数値以上の生産により黒字化の達
成が図れることから、本近代化計画は同数値をﾍﾞｰｽに策定し、工場側とも合意
した。
　本調査の目的として、調査対象工場の設備の有効利用に重点を置いた生産工
程技術、生産管理及び財務管理の工場改善に関する近代化計画を提案すること
である。

（本工場近代化目標に対する合意内容／基本方針）
(1)生産能力向上
　既存設備の有効活用を基本とした、月産12,000t体制への移行（現状：月産約
1,084t）、また将来的には月産25,000t安定生産体制を構築できる方策の策定
(2)製造可能品種の拡大（大型ｻｲｽﾞの製品生産）
　製品ﾗｲﾝﾅｯﾌﾟ増による販売競争力の強化と、製品開発能力の向上に必要な方策
の策定

　以上の2点から、工場に対して近代化計画を段階的に分けて進めるよう提案し
た。即ち、Step1では、設備改善と技術指導の導入によって、目標月産7,500t
（～10,000t可能）／製品品質正常化、製造可能品種設定（中～大型）／既存設
備一部改造、定常操業、経営不安縮小を可能とする各種方策を提案した。
　Step2では、損益分岐点となる月産13,000tを達成し（Step1達成後）、最大月
産能力25,000tまで増産することにより企業の大幅黒字化及び負債の償却を狙い
として、設備更新による品質向上、製品品種拡大等による販売強化策等による
経営安定化を目指す提言を行った。

 すぐに改善出来る箇所については、調査
実施時に実行された（一例として、鋼材置
き場、製品置き場の整頓等）。

　本工場は、設立当初からの特殊な事情から、調査開始当初より企業財務状況の著し
い悪化が認められていた。
　同時に中国・冶金工業部の決定事項として、同国の鉄鋼産業の改革・再編が加速さ
れたことより、売却されることとなったと推測される。今後、同工場が稼働するか否
かは不明である。

（*）から
尚、鞍山側に対し売却理由とその経緯、及び沈陽鋼鉄の概況紹介を要請したが、返信
はなかった。
沈陽鋼鉄東方有限公司
経営者：周　波総経理
連絡先：（代表）Tel+86-24-8809-1456
　　　　総経理弁公室Tel+86-24-8809-3133（内線3118）
　　　　　　　　　　Tel+86-24-8809-5705

　鞍山第一圧延工場・弁公室主任の郭峰氏によると、本工場は2000年10月に私営企業
に売却された模様である。
　売却先は同じ遼寧省の「沈陽鋼鉄東方有限公司」（下記に連絡先を記載）であり、
11月20日現在、両者間で経営権等の引き渡しの手続きを進めているところである。
（*）へ
暫定内容の現況は暫定措置

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 担当機関：国家経済貿易委員会技術改造司

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 王　毅　（副司長）

現地調査期間 担当者：鞍山第一圧延工場

2002.3現在：新情報なし

The Study for the Factory Modernization (Anshan
First Rolling Mill)  in China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1999.9

コンサルタント名 神鋼リサーチ(株)

孟　衛群　（工場長）

国　　　　名 予 算 年 度 10～11

実績額（累計）
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2002年3月改訂
中国 報告書提出後の状況

和 中国工場(長春市機械工業セクター）近代化計画調査 千円

案　件　名 英 53.07 人月

テクノコンサルタンツ株式会社

団長 氏名 神倉静夫 富士テクノサーベイ株式会社

所属 テクノコンサルタンツ株式会社

12
99.11～99.12/00.2～00.3/00.6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の状況

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 中華人民共和国国家経済貿易委員会

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

2002.3現在：本案件担当コンサルタントは組織を解散
したため、追加情報入手は不可能。

国　　　　名 予 算 年 度 11～12

実績額（累計） 180,372

・調査目的
吉林省長春市機械工業セクターおよび同セクターに属する長鈴実業株式有限公
司3分公司、長春市自動車スタンピング部品総工場、長春ポンプ製造有限公司の
3工場をモデル工場として近代化の策定。また、吉林省長春市を中心とした機械
工業セクター振興のために有効となる経営、市場、技術に関わる実施プログラ
ムの策定。
・調査範囲
（1）工場診断技術セミナー
（2）対象セクターの概要調査
（3）長春市機械工業セクター企業調査
（4）対象モデル工場（長鈴実業株式有限公司3分公司）　に関する調査
（5）対象モデル工場（長春市自動車スタンピング部品総工場）　に関する調査
（6）対象モデル工場（長春ポンプ製造有限公司）　に関する調査
・提言内容
（1）産業構造再編：技術集積地の確立、企業間リンケージの強化
（2）企業改革の促進：直接的効果を期待する強化策（企業経営教育プログラ
ム、営業管理教育プログラム、巡回企業診断プログラム、人材育成プログラム）
（3）市場拡大（産業情報提供ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、輸出振興ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

The Study for the Factory Modernization
(Machinery Industry in Changchun) in the
People's Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 中国工場近代化調査/機械工業

最終報告書作成年月 00.　8

コンサルタント名



 

 

 

 

 

 

 

 

（6）その他の調査（全２０件） 
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

 実施中

・4ﾓﾃﾞﾙ小水力事業のPre F/S
・協同組合・小規模企業省の組織強化策の提言
・協同組合の組織強化策、地方電化金融支援策の提言
・地方電化政策代替案の提言

4小水事業のうち。ｱﾁｪ･ﾃﾝｶﾞｳ州のﾙﾙﾌﾞ事業を無償で実施する事
が決まり、1996年9月～10月に基本設計を行う。

インドネシア側から無償案件として申請がHigh priorityで出でされ、F/Sで提案さ
れた4地域の2つが1996/1997年度に無償資金協力で実施される予定。竣工費4､320ﾄﾞ
ﾙ。
(1996年1月現地調査結果）
1998年現在：1ヶ所（南東アチェ県、ルルブ村）を無償で実施中。
1999.3：工事竣工、運転開始。
2002．3現在：変更点なし。

プロジェクトの現況に至る理由

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名 協同組合・小規模企業省

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間 93.1.25-93.3.24/93.5.31-93.10.2

93.12.22-93.12.28/94.10.31-94.11.9

現在、PLN似によって実施されているｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国内
の地方電化を、協同組合及び協同組合・小規模企
業省のよって実施させる。これによってPLNの採
算性を改善するとともに、地方電化を加速させ
る。また、このための金融支援ｼｽﾃﾑを確立する。

The Master Plan Study on Cooperative Rural
Electrification in Aceh and North Sumatra

調 査 延 人 月 数 44.05

調査の種類／分野 その他調査(F/Sﾀｲﾌﾟ)/水力発電

最終報告書作成年月 1994.12

コンサルタント名 日本工営（株）

国　　　　名 予 算 年 度 4～6

北ｽﾏﾄﾗ小水力地方電化計画調査  実績額（累計） 222,608
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 結論／勧告

和 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

4

プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

日本技術開発(株)

国　　　　名 予 算 年 度 54

実績額（累計） 7,607

バングラデシュ
自動車修理工場建設計画調査

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間

青柳　朋夫

外務省経済協力局経済協力第2課

79.8.2～8.17

Bangladesh Road Transport Corporation

 実施済

1. ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. B/C...1.6（金利15%）
3. 期待される開発効果
(1)整備工場の不備によるバスの乗り捨て､使い捨ての状
態から脱し、輸入だけによる同国にとっての経済ﾒﾘｯﾄは
計り知れない。
(2)整備不良による事故防止
(3)整備意識の向上

The Basic Design Study on the Construction Project
of Automobile Repair & Maintenance Workshop in
People's Republic of Bangladesh

調 査 延 人 月 数 1.60

調査の種類／分野 その他調査（F/Sﾀｲﾌﾟ）／その他工業

最終報告書作成年月 1979.10

コンサルタント名

実施期間：
　Bangladesh Road Transport Corporation
 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　Dacca市郊外

総事業費
　総計 　　 1,500百万円
　第1年度　1,000百万円
　第2年度　  500百万円
　全額日本からの無償資金協力ﾍﾞｰｽ

事業内容
 整備対象台数　900台（ﾊﾞｽ）
　　重整備　　　8ｽﾄｰﾙ
　　定期整備　　6“
　　車体整備　　6“
　　検査洗車　　1“
　　部品倉庫
　　事務所

経過
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ着手後約1.5ヶ年

同左

同左

無償資金協力　　1､750百万円
　（内外貨分）　1､298百万円
輸入税　　　　　1､000百万円
土地代　　　　　　 10百万円
電気代　　　　　　 20百万円
建設費（土地造成、塀､進入路）
　　　　　　　　　 70百万円
ﾀｲﾔ再生施設を追加

1981.9　竣工

1979.11　　無償E/N(1､000百万円)
1980.7　　 無償E/N（750百万円）
1981.10　　車両整備、ﾀｲﾔ再生、部品管理のJICA派遣専門家が5名着任
 　　　　　（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名：自動車整備ｾﾝﾀｰ）
1984.10　　技術協力は一時中断、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｯｼｭより要請があり次第再開の予定
・1996年10月現在､設備の老朽化が激しく、多くの機械が使用不可能に陥っている｡
・現在は、多くのｽｸﾗｯﾌﾟ部品を組合わせる（ｶﾆﾊﾟﾘｾﾞｰｼｮﾝ）製造工場としての機能も持ち、年
間ﾊﾞｽ600台を製造している。
1999.11現在：変更無し。

プロジェクトの現況に至る理由

1.現況に至る理由
　(1)自動車の耐用年数を改善できること
　(2)無償ﾍﾞｰｽの資金の援助があったこと
2.報告書と具体化された内容との差異
 施設は報告書で予定した能力をそなえているが、その能力はｽﾍﾟｱｰﾊﾟｰﾂ及び資材数の供給不
調、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｯｼｭ側人員配置の不備等により十分に発揮されていない。たとえばﾀｲﾔ再生は年間
2,400本を予定していたが、初年度は約600本の実績である。ﾀｲﾔ再生ﾌﾟﾗﾝﾄは1996年現在、地下
水の浸潤により、使用不能。(1996年10月現在現地調査結果）

1.隣接地にILO、UNDPの援助により自動車整備訓練学校設立（1980）
2.ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｯｼｭ側で従業員宿舎等建設
3.国内唯一の整備された整備工場であり存在意識は大きいが、整備の老朽化、ﾒﾝﾃ不足よる整
備面の問題が顕著である。当初の目標整備能力は1500台／年であったがｶﾆﾊﾟﾘｾﾞｰｼｮﾝへの方向
転換に伴いバス600台／年の製造能力へ（1996年10月現地調査結果）
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団長 氏名

所属
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

実施期間
　Steel Authority of India Limaited

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
 西ﾍﾞﾝｶﾞﾙ、ｲﾝﾄﾞ、ﾊﾞﾝﾌﾟｰﾙ製鉄所

総事業費
・244億ﾙﾋﾟｱ（3､230億円、100Rs＝7.8USﾄﾞﾙ）

実施内容
・ﾊﾞﾝﾌﾟｰﾙ製鉄所は1924年に操業を開始したが、1550年代の鉄技術の進
歩した時期に設備の改造。
・更新を行わなかったために、現在100万ﾄﾝの能力に対し50万ﾄﾝの実績
しかなく、老朽化の著しい製鉄所となっている。本調査では、現地調査
をもとに技術的・財務的検討を加え、既存設備の有効利用をはかりつ
つ、隣接地での新規設備導入により、年産215トンとする同製鉄所の近
代化計画を策定した｡
・近代化は第一期100万ﾄﾝ／年体制、第二期215万ﾄﾝ/年体制に段階的に
実施するものとし、石炭ﾔｰﾄﾞ、ｺｰｸｽ炉、一部圧延機等将来においても利
用可能な既設設備は出来る限り利用し、焼結設備の新規導入、圧延設備
の追加新設等を図ることとした。  （＊）へ続く

（＊）より
・設備明細
　　ｺｰｸｽ炉：No.11ｺｰｸｽ炉設置
　　焼　結：No.1,2焼結機新設
  　高　炉：既存高炉休止、No.5,6高炉新設
　　製　鋼：転炉2基新設
　　連　鋳：ﾋﾞﾚｯﾄCCX3・ﾌﾟﾙｰﾑCCX1新設
　　圧　延：既存中型ﾐﾙ・ﾋﾞﾚｯﾄﾐﾙ・大型ﾐﾙ改造、新棒鋼ﾐﾙ新設
　発電設備：60MW2基新設

1.Basic Engineering実施後。（89.1.6円借款(E/S)L/A55.46億円）
2.E/Sﾛｰﾝにて鉄鋼大手5社とSailとの契約（商業）
3.1989年9月、鉄鋼5社作成のBasic Engineering Reportを提出。その後、ｲﾝﾄﾞ政府側はIRRの
向上のため、ﾌﾟﾛｾｽ変更（Non-Flat--＞Flat）も含めてDastur社に見直しを要請。そのDatsur
社案を含めて現在5つのAlternativeが存在する模様。年内にPIBの結論が出されるという情報
がある。
4.為替その他の影響で、現在必要とされるｺｽﾄはF/S当時の2倍にものぼる。
5.民資導入に際し、議会の一部の抵抗が根強い。（1996年10月現地調査結果）

プロジェクトの現況に至る理由

１.日本鉄鋼5社のBasic Engineeringの協力を実施した直後ﾗｼﾞﾌﾞ・ｶﾞﾝｼﾞｰ政権が退陣、その後
のｼﾝ内閣、ｼｪｰｶｰﾙ内閣共に短命で終わり、この政治的混乱が本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの道行きを大幅に遅ら
せる結果となった｡
2.上記4､5の理由から、現在ではｲﾝﾄﾞ国内外共に現実については極めて悲観的である。(1996年
10月現地調査結果）

直接担当部局の人間以外、興味を示す人は少ない。

 中止･消滅

1999.11現在：追加情報無し

The Feasibility study on the Modernization of
Burnpur works of Indian Iron and Steel Co.Ltd
(IISCO) in India

調 査 延 人 月 数 54.06

調査の種類／分野 その他調査（F/Sﾀｲﾌﾟ）／鉄鉱・非鉄

最終報告書作成年月 1987.3

コンサルタント名

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間

森　孝

(社)日本鉄鉱連盟

89.6.23～7.25

Steel Authority of India Limited (SAIL)
Indian Iron and Steel Co.Ltd. (IISCO)

(社)日本鉄鉱連盟

国　　　　名 予 算 年 度 61

実績額（累計） 139,977

インド
バンプール製鉄所近代化計画調査

（内現地13.45人月）
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

東電設計(株)

国　　　　名 予 算 年 度 63～1

実績額（累計） 253,702

パキスタン
ウェストワーフ火力発電所建設計画調査（D/D）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間

大岩　明雄

東電設計(株) 火力本部　副本部長

88.12.11～12.25／89.3.5～3.19
89.8.15～8.29／89.10.8～10.22
89.12.3～12.17

Karachi Eelctric Supply Corporation Ltd.
(KESC)
S.M. Arshad Bokhari
Managing Director

 遅延･中断

1.ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2.FIRR = 14.0%
　EIRR = 19.9%
　条件
　(1)電力需要の急進に対応できる大容量新電源の
     早期建設
　(2)200MW絞油焚火力発電設備2基の建設
　(3)送電網の系統強化

Detailed Design Study on West Wharf Thermal Power
Plant Project

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（F/Sﾀｲﾌﾟ）／火力発電

最終報告書作成年月 1990.1

コンサルタント名

実施機関
　ｶﾗﾁ電力公社（KESC）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ
　ｶﾗﾁ市ｳｴｽﾄﾜｰﾌ火力発電所（既設）跡地

総事業費
　47,435百万円
　うち内貨　 7,380百万円
　うち外貨　40,055百万円
　(1Rs＝6.25円)

実施内容
(i)  ﾌﾟﾗﾝﾄ使用　　　200MW〔油焚〕´ 2
(ii)　ﾎﾞｲﾗ　　　　   屋外式、再燃、加圧通風式
　　　　　　　　　 重油/ｶﾞｽ燃焼、上部支持吊り下げ型
(iii)　蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ　　 再燃、復水式
　　 蒸気条件　　　主蒸気圧力169kg/平方cmg
(iv)　発電機　　　 横型、水素冷却式
　　　定格　　　　 250MW
　　　周波数　　　 50HZ
(v)　　220kV送電線 亘長25m、2回線
(vi)　 変電所増設　 220kV受電設備（2回線）

実施経過
1)1990.1詳細設計完了
2)施工業者契約（発注仕様書売出し後11ヶ月）
3)工事開始(Lot 1契約後1ヶ月)
4)1992.8送電線完了
5)1993.12　1号機運開
6)1995.3　 2号機運開

　本件はﾊﾟｷｽﾀﾝ側にとって重要案件として位置付けられた第7次5カ年計画（1998～1992）に計
画されたもの、ﾊﾟ側の事情により具体化は中断されたままになっていたが、ﾊﾟｷｽﾀﾝ政府内の投
資調整委員会で内容再検討。環境問題及び燃料貯蔵等について委員会より実施機関（KESC）に
質問が出され、KESCは回答済。投資調整委員通貨後、円借款の要請がなされるものと思われ
た。
　しかし、1993年以降民間発電参入の計画が進められており、本事業も民間に委ねられるべき
との方針がある。ｶﾗﾁ電力に社はこれに反対しているが、政府との間に考え方の差があること
から、本事業の実現には時間かかかる模様(1996年現在)。

2000.11現在：変更点なし

プロジェクトの現況に至る理由
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プロジェクト概要  プロジェクトの現況

報告書の内容 実現／具体化された内容  報告書提出後の経過

 その他の状況

石川島播磨重工業(株)

国　　　　名 予 算 年 度 60～61

実績額（累計） 61,324

チリ
コデルコ社工場近代化計画調査

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

調 査 団 員 数 担当者（職位）

現地調査期間

力石　浩二

石川島播磨重工業(株)

86.6.28～7.27

チリ共和国コデルコ社
エルテニエンテ事業所
工作工場

 実施済

1．ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ：有り
2. FIRR=20.7%
3. 自動化、半自動化機器の新規投資による生産性の向上
を図ると同時に、製品の品質、生産技術の質、従業員の
質の向上のため、各種の方策を実施すべきである。

The Study for the Modernization of the Workshops of
CODELCO in the Republic of Chile

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（F/Sﾀｲﾌﾟ）／機械工業

最終報告書作成年月 1987.3

コンサルタント名

実施機関：
　ﾁﾘ共和国ｺﾃﾞﾙｺ社　ﾗﾝｶｸﾞｱ市ｺﾃﾞﾙｺ社
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｻｲﾄ：ｴﾙﾃﾆｴﾝﾃ事業所　工作工場

総事業費：
　623,000USﾄﾞﾙ、うち外貨分510,000USﾄﾞﾙ（１USﾄﾞﾙ=160円）

実施内容：
　1)工作工場の現状調査結果
　2)近代化計画
　　基本計画＝製造技術
　　生産設備＝管理
　　原材料＝要員訓練計画
　　投資額＝実施計画
　　計画推進上の留意点

　本調査は、銅生産において世界屈指の大企業であるｺﾃﾞﾙｺ社のｴﾙﾃﾈﾝﾃ
事業部を対象に行われた。同事業部の補助部門が抱える、2工場（鋳造
工場、製缶工場）の近代化計画策定が目的であり、基本方針として､以
下の点が挙げられる。(1)事業部とｺﾃﾞﾙｺ社の将来展望の中で、2工場の
将来像を描く必要がある。(2)銅市場でのﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業としては、旧態
依然たる劣悪な環境で無理な生産が行われているような印象は外部に対
して与えてはならない。
(3)国営企業の一つとして、同国の工業水準を引き上げ、責務を有する
ことを自覚せねばならない。また、以上の方針を踏まえた具体的近代化
計画を両工場が実施した場合でも採算性はある、という結論が出され
た。自動化、半自動化の機械を導入し、生産性を向上させるのと同時
に、従業員教育にも投資を行い、生産技術の水準向上にも努力すべきこ
とが提案された。

　報告書が提出された半年後、修理ﾊﾞｰﾂ製造部門だった調査対象部門
が、独立採算の事業部に格上げされた。同事業部に1994年よりDirector
として着任したVictor Martinez氏は、本調査ﾚﾎﾟｰﾄを基に、工場改善点
を理解することが出来たという。事業部として再出発した後は、ｽﾍﾟｱ
ﾊﾟｰﾂの政策以外に、鋳造装置の重機械や精錬ﾌﾟﾗﾝﾄの製造販売〔国内外
市場〕、及び、補修・修理による売上の増加を目指し、当該調査ﾚﾎﾟｰﾄ
での提言を参考にしつつ、事業の拡大に努めた。その結果、事業部とし
てｽﾀｰﾄした当初2年間は赤字だったが、1997年現在では黒字に転換して
いる。
　報告書の中で提言されたもののほとんどが実現された。特に、機械の
導入、地面の舗装、そして、天井への窓ｶﾞﾗｽのはめ込みや、空気洗浄機
の導入など、工員の就業環境の向上が実施された。但し、ﾗｲﾝの自動化
に関しては、資金不足のため、未だ出来ていない。
同事業部に対しては、継続的な調査・技術指導等の援助、また、その他
実現・具体化されたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等は存在しない。但し、近年金属鉱業事業
団が同国北部において資源探査を行なっている。
(1997年9月現地調査結果)

　同組織の事業部への昇格に際しては､本調査ﾚﾎﾟｰﾄが判断材料の一つとされた。ﾃﾞｺﾙｺ社はﾁﾘ
の生産量の50%のｼｪｱを握る公社である。今後民間企業にｼｪｱは奪われていくものの、同国にお
ける基幹産業での中心的位置付けは国策として持ち続けられる｡（ちなみに、銅生産事業への
外資導入により、同社ｼｪｱは今後40%程度までに下がるといわれている。しかし、それら外資企
業が進出する際には、ｺﾃﾞﾙｺ社もJVとして関わっているので、実質的なｼｪｱはそれほど下がるこ
とはないものと推測される。）従って､日本は、ﾁﾘ国の銅の最大の輸入国として、日本の資源
確保の点で長期良好関係を持ち続けることは重要である。(1997年9月現地調査結果)
1999.11　現在､その後の情報は全く入っていない。

プロジェクトの現況に至る理由

takayoshi



個別プロジェクト要約表 ＩＤＮ 901

2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 69,418 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

8,1,9,5,4,4

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

(財)日本エネルギー経済研究所

国　　　　名 予 算 年 度 53～55

実績額（累計）
エネルギー需給データバンク計画調査

インドネシア

 富舘　孝夫

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　1981,1982年度実施の「ｴﾈﾙｷﾞｰ需要計画策定ｼｽﾃﾑ開発技術協力
調査（IND903）」に発展的に継承され、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは進行、活用
された。Data Bank Program on Energy Supply and

Consumption in the Republic of Indonesia
調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／その他

最終報告書作成年月 1979.3

１.計画の概要
(1)調査の目的
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおけるｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸと需要予測手法の設計を行う。
(2)調査の内容
　1978年度は
　1)　既存ｴﾈﾙｷﾞｰ関係統計の調査、ｴﾈﾙｷﾞｰ統計のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化の調査、ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽ表作成の
ための調査
　2)　ｴﾈﾙｷﾞｰ需要予測手法確立のための調査
　3)　工業部門におけるｴﾈﾙｷﾞｰ消費原単位の調査
1997年度は
　1)　ｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの確立
　2)　ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾝﾗﾝｽ表の作成
　3)　中・長期ｴﾈﾙｷﾞ-需給予測ﾓﾃﾞﾙの開発
1980年度は
　1)　ｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑが出力する国家単位のﾏｸﾛｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀを格納するｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝ
ｸの設立
　2)　ｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸをｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽｼｽﾃﾑ、ｴﾈﾙｷﾞｰ需要予測ｼｽﾃﾑと接続し､3つのｼｽﾃﾑを多角的
に利用可能とする。
　3)　石油・ｶﾞｽ以外のﾃﾞ-ﾀも扱う将来に備えて、ｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ機能
を拡充する。
　4)　最終報告書（ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾏﾆｭｱﾙ）の作成

1.　結論及び勧告
　改善すべき問題点として、不足している統計資料の整備、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側の関連諸機関の強調
など。

1)　基礎調査と設計の実施・完成
2)　ﾓﾃﾞﾙ・ﾋﾞﾙﾄ第1段階完成
3)　1981,1982年度実施の｢ｴﾈﾙｷﾞｰ需要計画策定ｼｽ
ﾃﾑ開発技術協力調査（IDN903）に発展的に継承さ
れ、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは実現された。

調査段階での技術的移転
ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄがｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使えるように現地､日本両方で研修を行った。

調 査 団 員 数

現地調査期間 78.10.15～11.4／79.3.4～3.13
79.7.28～80.3.23／80.9.18～10.8
81.1.5～1.25／81.2.16～3.1

鉱山エネルギー省
石油ガス総局（MIGASS）
石油天然ガス公社（PERTAMINA）

(財)日本エネルギー経済研究所 主任研究員



個別プロジェクト要約表 ＩＤＮ 902

2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 194,005 千円

案　件　名 英 94.00 人月

団長 氏名

所属

10,3

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

78.11.20～12.24／
79.7.14～7.22

1.　計画の概要
(1)　調査目的
　ｲﾝﾄﾞﾈｼｼｱ共和国にとって、経済的に重要な位置をしてる石油・天然ｶﾞｽ資源の探鉱・生産
に関する情報を収集・整理・貯蓄し、これら情報を有効利用し得るﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑを確立す
るため、必要な要望の調査及び同ｼｽﾃﾑ確立業務実施計画の策定・ｼｽﾃﾑの概念及び詳細設計
を実施すること。
(2)　調査の内容
　上記調査団による現地調査では、ｲ・国側と技術協力について具体的要望が討議され、結
論としてﾌﾟﾙﾀﾐﾅ（国営石油天然ｶﾞｽ公社）のﾕﾆｯﾄEP-III直轄地区（ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ探鉱・生産局の下
部機構の1つで南ｽﾏﾄﾗ地域を管轄）の石油及び天然ｶﾞｽの探鉱・生産に関するﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑ
を対象とすることが合意された。調査後、同ｼｽﾃﾑの開発はﾌｪｰｽﾞI｢ｼｽﾃﾑ設計｣、ﾌｪｰｽﾞII｢ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ及びｼｽﾃﾑの導入への適用｣、ﾌｪｰｽﾞIII「入力ﾃﾞｰﾀ作成援助」の順に行うことが提案
された。JICAは、ｼｽﾃﾑの概念・詳細設計を行うと同時に相手側の意向を充分設計に取り込
むため、蒸気調査団に引き続き下記調査団（団長　笠原大四郎）を現地に派遣した。
　1)概念設計報告書ﾄﾞﾗﾌﾄ説明調査団
　　(1980年6月2日～同年7月1日、10名)
　2)細設計上部実施協定書協議調査団
　　(1980年9月25日～同年10月1日、3名)
　3)詳細設計報告書ﾄﾞﾗﾌﾄ説明調査団
　　（1981年5月25日～同年6月16日、8名）
2.結論及び勧告
国側の要請では､下記2点が強調された。
　1)同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑの設計にあたって、他ﾕﾆｯﾄへの拡張を考慮すること。
　2)同ｼｽﾃﾑ確立（設計からﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ設立）までのKnow-howをｲ・国側に移転すること。技術
協力の対象となったﾌﾟﾙﾀﾐﾅ・ﾕﾆｯﾄEP-IIのﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑは、石油及び天然ｶﾞｽの探鉱から開
発にわたる地質、物理探鉱、坑井、油層流体解析、生産量、埋蔵量、各種坑井試験、生産
施設、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ等のﾃﾞｰﾀを扱うものとなっており、本調査報告書は開発計画(1979年8月)、
概念設計(1980年8月)及び詳細設計(1981年8月)の3種にまとめられた。

　JICAの実施した、ﾌｪｰｽﾞI「ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑの設
計」に引き続き、ﾌｪｰｽﾞII「ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ及びｼｽﾃﾑ
の導入」ﾌｪｰｽﾞIII「入力ﾃﾞｰﾀ作成援助」の業務が
石油公団によって実施された。

(*)より
石油公団は、1987年1月及び3月下旬～4月上旬の2回に渡って同国に調査団を派遣し、上記要請の具
体的な事項を聴取した。その結果、同要請に応ずることとし､具体的協力方法を取り決めた業務実
施に関する”基本合意書”を1987年10月8日にｲﾝﾄﾞﾈｼｱ共和国側と締結した。
　石油公団は、上記”基本合意書”に従ってﾌﾟﾙﾀﾐﾅ･ﾕﾆｯﾄEP-IIIにﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸを設立する業務を日本ｵ
ｲﾙ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社に委託して実施せしめており、業務は1990年4月のFormal Presentationに
より完了した。

　ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ･ﾕﾆｯﾄEP-IIのﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑの日本側からｲﾝﾄﾞﾈｼｱ共和国側へ引き渡すhandling-over
ceremonyが、1985年4月3日ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで行われ、席上ｲﾝﾄﾞﾈｼｱｰｴﾈﾙｷﾞｰ鉱山省、ｽﾀﾞﾙﾉ石油局長及びﾌﾟﾙ
ﾀﾐﾅ Hend of BKKA ﾜﾙｶﾞﾀﾞﾚﾑ両氏から日本側の関係機関に対し、謝辞があった。1986年12月同上ｽﾀﾞ
ﾙﾉ石油局長より、先回ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ・ﾕﾆｯﾄEP-IIに引き続いてﾌﾟﾙﾀﾐﾅ・ﾕﾆｯﾄEP-IIIにも同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑを
設立してくれるよう要請があった。（＊）へ続

日本オイルエンジニアリング(株)

調
　
査
　
団

 笠原　大四郎

日本オイルエンジニアリング(株)開発部長代理 相手国側担当機関名 鉱山エネルギー省石油ガス庁
石油ガス公社（ブルタミナ）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

石油探鉱生産データバンクシステム開発計画調査
実績額（累計）

　ﾌｪｰｽﾞI｢ｼｽﾃﾑ設計｣の終了にあたって、ｲ・国はﾌｪｰｽﾞII,IIIの実
施に関する技術協力を日本政府に再度､要請すると共にその可能
性を石油公団に打診してきた。同公団はその意義を高く評価し、
具体的な協力方法を取り決めた業務実施に関するBasic
Agreementをｲﾝﾄﾞﾈｼｱ鉱山ｴﾈﾙｷﾞｰ省石油ｶﾞｽ庁との間で締結し､日本
ｵｲﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ〔株〕に、同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑ確立に必要なﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝ
ｸﾞ、ｼｽﾃﾑ導入､入力ﾃﾞｰﾀ作成援助等の業務を委託し、1985年4月に
終了した。
　1987年ｲ・国はﾌﾟﾙﾀﾐﾅEP－III直轄地区(ﾌﾟﾙﾀﾐﾅの探鉱・生産局
の下部機構の一つでｼﾞｬﾜ地域を管轄)の探鉱・生産ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑ
の設立に関する技術協力を日本政府に要請すると共にその可能性
を石油公団に打診してきた。石油公団はその意義を認め、ﾌﾟﾙﾀﾐﾅ
との間に技術協力に関するBasic Agreementを締結した。石油公
団は日本ｵｲﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ〔株〕に同ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑ設計に必要なｼｽﾃ
ﾑ設計、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞｼｽﾃﾑ導入、入力ﾃﾞｰﾀ作成援助等を委託し、
1990年5月に終了した。
　1996年1月現在運用中。(1996年1月現地調査結果)

1999.11　現在：変更点なし

Survey for the Petroleum Exploration and
Production Data Bank System Development Project
in the Republic of Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／その他

最終報告書作成年月 1981.8

コンサルタント名

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 53～56
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 29,717 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

81.8.17～82.3.18

・国家ﾚﾍﾞﾙのﾏｸﾛｴﾈﾙｷﾞｰﾃﾞｰﾀを格納するｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの確立
・ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽｼｽﾃﾑとｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの機能拡充
・ｴﾈﾙｷﾞｰ需給予測ｼｽﾃﾑとｻﾌﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの接続
・ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽｼｽﾃﾑとｴﾈﾙｷﾞｰ需給予測ｼｽﾃﾑの接続
・ｴﾈﾙｷﾞｰ需給ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸの機能補強
・ｵﾍﾟﾗｰｼｮﾝﾏﾆｭｱﾙの作成

1)ﾓﾃﾞﾙ・ﾋﾞﾙﾄの完成・運用
2)そのための操作・整備
3)本調査を通しての技術協力により、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側
は､独力でｼｽﾃﾑを動かしている。このｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽ
表の作成、ｴﾈﾙｷﾞｰ需要ﾓﾃﾞﾙの操作等が毎年行われ
ている。

　必要なﾃﾞｰﾀが大量に必要なことから運用が困難となった。
　大型ｺﾝﾋﾟｭﾀでの使用を前提にしていることからﾒﾝﾃﾅﾝｽ・ｺｽﾄが多額となったうえ、ﾊﾟｿｺﾝ利用とい
う時代の趨勢に対応できなくなった。
(1996年1月現地調査結果)

　ﾊﾟｿｺﾝ容量、ｿﾌﾄ、ﾓﾃﾞﾙ・ﾂｰﾙの発展により､大型ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを使用した運用の時代ではなくなった。

(財)日本エネルギー経済研究所

調
　
査
　
団

 富舘　孝夫

 (財)日本エネルギー経済研究所 相手国側担当機関名 鉱山エネルギー省
石油ガス総局（MIGAS）
石油天然ガス公社（PERTAMINA）調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

エネルギー需給計画策定システム開発技術協力調査
実績額（累計）

　本調査で実施した技術協力内容は､ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側が独力でｼｽﾃﾑを動
かし、協力内容は十分取り入れられた。
　1984年実施の「ﾊﾞﾝｺ炭遊興利用計画調（IDN021）」において、
ｴﾈﾙｷﾞ-需要予測に本案件で作成したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが利用された。
　ｴﾈﾙｷﾞ-ﾓﾃﾞﾙは運用されたが、1985年に運用中止。
                       (1996年1月現地調査結果)

Technical Cooperation for the Energy Supply-
Demand Planning System Development in the
Republic of Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／その他

最終報告書作成年月 1982.9

コンサルタント名

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 56～57
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 38,394 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

7

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

82.2.14～3.15

1.調査の概要
　ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査では調査･解析作業を以下の7項目に区分して実施した
a　現行業務の分析と評価
b　情報ｼｽﾃﾑの方向性と役割
c　情報ｼｽﾃﾑの概念設計
d　要員訓練計画
e　導入ｽｹｼﾞｭｰﾙ
f　費用見積
g　結論及び勧告

2.結論および勧告
　情報ｼｽﾃﾑの構築は商業協同組合省における行政事務の効率化や行政計画の立案政策判断
のための豊富な基礎資料を提供する点で意義深いが、現状では情報ｼｽﾃﾑ構築の基盤である
下部構造をはじめ、組織、要因、ﾃﾞｰﾀ管理等の整備は十分とは言えず、次に述べる事項に
ついて考慮する必要がある。
(1)　ｼｽﾃﾑ化推進組織の確立
(2)　法律および内部規則の整備
(3)　要員訓練
(4)　ﾃﾞｰﾀ収集体制の整備
(5)　ﾃﾞｰﾀの状態の改善
(6)　開発ｽﾀｯﾌと運用ｽﾀｯﾌとの協調
(7)　ﾕｰｻﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発の重要性
(8)　ﾕｰｻﾞｰ部門の位置づけ
(9)　製作情報の活用の重要性
(10) 情報ｼｽﾃﾑの処理能力

　左欄の(1)～(10)にそって情報化が小規模なが
ら推進中である。

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国側の要請を受け、JICA専門家を派遣しており1994年現在4代目である。
　本調査終了後、商業省で機構および機能の変更もあり、新しい現状に即して、1992年に新しいﾏｽ
ﾀｰﾌﾟﾗﾝをｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに依頼して作成している。商業省はこの新ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに沿って、小規模で
ｽﾋﾟｰﾄﾞは緩慢であるが情報化を推進中である。

(株)三菱総合研究所

調
　
査
　
団

 木下　順隆 (株)ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

 (株)三菱総合研究所 相手国側担当機関名 商業協同組合省

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間

貿易商業統計システム開発計画調査
実績額（累計）

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ側の要請を受け､1987年4月2日より1989年4月1日までの
予定でJICA専門家1名を派遣。その後、引き続き専門化が派遣さ
れ1994年3月現在4代目である。商業省における情報ｼｽﾃﾑの構築は
1994年3月現在、基本的にはJICA調査提言の方向に添って進めら
れていると言える。しかし、提言の柱である中型ありいは大型の
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ設置に基づく情報化は実現していない。
　1991.11現在：追記事項特になし。

The Master Plan Study for Strengthening of Data
Processing and Information on Trade and
Cooperatives in the Republic of Indonesia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／その他

最終報告書作成年月 1982.9

コンサルタント名

国　　　　名 インドネシア 予 算 年 度 56～57
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 161,332 千円

案　件　名 英 56.67 人月 （内現地34.15人月）

団長 氏名

所属

8,5,13

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

日鉱探開(株)

国　　　　名 予 算 年 度 58～60

実績額（累計）
サンロケ多目的ダム（水質予測）開発計画調査

フィリピン

 寺江　孝夫

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

日本工営(株)

1995年末までにBOTの入札を行う予定である。
(1995年11月現地調査結果)

1999.10現在：追跡調査実施に至っておらず､情報なし。
The Re-study on the San Roque Multi-Purpose
Dam(Water Quality) Development in the Republic
of the Philippines.

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／その他

最終報告書作成年月 1985.10

1.　貯水池貯留水の水質を予測し、San Roque ﾀﾞﾑから流失する水質を評価した結果、
(1)　流出水中に溶存するCu, Zn, As等の濃度はいずれも低く、ﾌｨﾘｯﾋﾟﾝの農業用水水質基
準を大幅に下回ることが予測された。
(2)　流出水中の懸濁物質の濃度が高く、懸濁物資には相当量の酸可溶性Cuが含まれること
が予測されたが、このCuが計画灌漑地域の田面に残留し、土壌中Cu濃度が作物減収を誘発
する許容限度に達するのは、約120～160年後と推定された。

2.　S/Wに従い、貯水池貯留水の水質を予測し、ﾀﾞﾑから流出（であろう）水質を評価した
結果を客観的に報告するにとどめた。

調 査 団 員 数

現地調査期間 83.11.21～12.20／
83.12.8～12.20／
84.4.12～11.30

電力公社:NPC(National Power
Corporation)
Mr.Jose V. Jovellanos (Special
Assistant to the Chariman)

 日鉱探開(株)
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 272,606 千円

案　件　名 英 100.10 人月 （内現地44.25人月）

団長 氏名

所属

10,6,2,3,3,3,7,7,7,8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

(社)産業環境管理協会

国　　　　名 予 算 年 度 55～60

実績額（累計）
石炭火力発電所及び一貫製鉄所設立に係る環境への影
響調査

シンガポール

 鈴木　一／小林恵三／稲垣喜八

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1999.10現在：その後の新情報はない。

The Study of Environmental Effects of Coal
Firing Power Station and Integrated Steel Mill
in the Republic of Singapore

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／その他

最終報告書作成年月 1985.10

1.　調査の結果、同国における水質(CODおよび水温)・大気質(SO２及び粉じん)は現状では
満足のゆくものであり、さらに発電所と製鉄所の立地に係わる環境の悪化は減少と判断さ
れた。
2.　対象地域はｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ本島および南部・東部の島と地域
3.　総事業費　　276,328百万円
4.　1980.4　　計画開始
　　1985.10　 計画完了

（＊）1984.6.11～7.8/1984.9.3～9.30

1.　火力発電所については一部建設完了、運転
中。
　　製鉄所は、結構需要情勢の変化により具体化
されていない。

2.　火力発電の燃料が、石炭から石油に変更。

火力発電燃料の変更はｴﾈﾘｷﾞｰ事情の変化による。

調 査 団 員 数

現地調査期間 81.2.15～3.16／6.15～7.14／10.25～10.31
82.2.1～2.11／5.23～5.29／7.15～7.24
83.11.23～12.25／84.2.27～3.25／
84.6.11～7.8／9.3～9.30

ジョロン・タウン公社:JTC (Jurong Town
Corporation)
Mr.Lim Sak Lan (Senior Director)
Mr.Jan Suan Yang (Senior Principal
Civil Engineer)

 (社)産業環境管理協会
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 32,063 千円

案　件　名 英 11.37 人月 （内現地0.69人月）

団長 氏名

所属

8

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

(財)日本特許情報機構

国　　　　名 予 算 年 度 59～60

実績額（累計）
特許情報検索システム開発計画調査

中国

 神野　真

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(株)三祐コンサルタンツ

1985.1　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式協力要請
1986.8　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力R/D署名
　　　　「中国特許検索用教育ｼｽﾃﾑ開発事業」
1986.11　協力開始
1991.4　 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ終了式実施（於、中国専利局）

・1988年に日本の日立から機器を導入したが、6つの端末しかｱｸｾ
ｽできず実用面では非常に弱いことからﾄﾞｲﾂのｼｰﾒﾝｽからも機器
(32の端末にｱｸｾｽできる)を導入した｡したがって日立の機器はﾄﾚｰ
ﾆﾝｸﾞ用として使用され、ｼ-ﾒﾝｽ社の機器は実務に使用された。
・1997年ﾄﾞｲﾂからの借款（2,885万ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ）によりIBMの機器を
導入し、ｼｽﾃﾑをすべて一新した。現在2つのｼｽﾃﾑを完成してい
る。
1)世界特許情報検索ｼｽﾃﾑ
2)特許管理ｼｽﾃﾑ
(1999年現地調査結果)

The Study of the Development of Patent
Information Refrence System in the People's
Republic of China

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／その他

最終報告書作成年月 1985.9

結論および提言の概要

1.　ｼｽﾃﾑ化推進部門の設置

2.　法律･内部規則の整備

3.　資料管理体制の整備

4.　要員育成

5.　開発部門と運用部門の相互強調

6.　ｿﾌﾄｳｪｱ（ﾕｰｻﾞｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）開発の重要性

7.　特許情報検索ｼｽﾃﾑの拡張

8.　特許情報検索ｼｽﾃﾑの在り方

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ方式技術協力
1.　案件名
　　特許情報検索用教育ｼｽﾃﾑ開発事業
2.　目的・内容　　中国専利局において実施され
る特許情報検索ｼｽﾃﾑの実用化に備え、教育用ｼｽﾃﾑ
の開発を通じて現地ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄに対し､それに必要
な技術の移転を行う。
3.　期間　(R/D)
　　1986年11月1日～1990年10月31日
4.　経過　研修員延べ20名来日

1.　暫定実施計画の進捗状況
　　1986年8月署名のR/Dの暫定実施計画の実施状況は次のとおり、
　　　専門家派遣………長期専門家3名を派遣済
　　　研修員受け入れ…1986年度7名（ｿﾌﾄｳｪｱ研修)
　　　　　　　　　　　1987年度7名（ｿﾌﾄｳｪｱ研修4名、ﾊｰﾄﾞｳｪｱ研修3名)
　　　　　　　　　　　1988年度6名（ｿﾌﾄｳｪｱ研修）
　　　機械供与………ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ本体及び周辺機器は､1988年3月船積｡1988年4月専利局到着
2.　詳細年次活動計画
　　1987年9月合同委員会に於て、1990年までの詳細年次活動計画が作成された。

　機械据付場所が既存No.4庁舎から、現在専利局が建設中の新庁舎1Fｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ｾﾝﾀｰに変更になっ
た。
　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ室完成1988年8月据付、試運転9～10月の予定であったが新庁舎建設及び中国内情勢によ
り1989年11月、試運転1989年12月～1990年1月となった。

調 査 団 員 数

現地調査期間 85.3.7～3.26

専利局
　王押　益（局長）

 (財)日本特許情報センター
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2002年3月改訂

中国 報告書提出後の状況

和 徳興銅鉱山廃水処理計画詳細設計調査 169,757 千円

案　件　名 英 42.80 人月

団長 氏名 島津　康弘

所属 千代田デイムス・アンドムーア

7  （通訳1名は除く）

96.8 ／ 96.10

97.5 ～ 97.9

97.11

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

　当ｻｲﾄで発生している鉱廃水及び今後発生するであろう鉱廃水を処理し、公共
用水域の水質改善に寄与する廃水処理設備建設のための実証試験と、その結果
を反映した詳細設計について報告した。実証試験では「空気攪拌による二段階
中和ﾌﾟﾛｾｽ」の有効性が確認されたが、実験項目ごとの内容・評価を記した。詳
細設計図は報告書付属図面としてまとめられた。
新規廃水処理施設の建設に係る提言
1.今後中国側が実施する詳細設計に係る留意事項：詳細設計の見直し／ｺﾝｸﾘｰﾄ
構造物の設計／尾鉱堆積・詰まり／配管、操作ｽﾃｰｼﾞ、階段計画／予備の考え方
2.運転ﾏﾆｭｱﾙ作成及び維持管理上の留意事項：運転要領書等の作成／pH計
3.その他：現場詰所の設置／実証試験装置の活用

　二段中和設備の実施設計が進められた。

　機器・計器類は、設備性能の信頼性から自国製では問題があるのではないだろう
か。

調
　
査
　
団

千代田化工建設(株)

相手国側担当機関名 中国有色金属工業総公司

調 査 団 員 数 担当者名（職位） 崔　虎林　（外事局亜州処処長）

現地調査期間

・その後の進捗については把握していないが、1998年5月頃詳
細設計図書の詳細について問合わせがあった。実施設計を進め
ていたものと考えられる。

・JICA報告書の日中双方の分担に従って、中国側（国家有色金
属工業局）は1999年6月までに電力供給、水供給、道路建設等
の設計におけるF/S報告書を作成した。この報告書は徳興銅鉱
山に提出され、そこから江西省銅業公司に手渡された。
・江西省銅業公司は資金依頼を同省環境保護局及び中央の国家
発展計画委員会に提出した。資金調達ができ次第、実施に移る
予定である。地方政府が調達すべき総投資額（9,953万元）の
30％分は準備できており、残りの70％の資金を省環境保護局或
いは国家発展計画委員会から調達しなければならない。予測で
は、この案件は環境関連案件であり、国家自身非常に重視して
いる。また中央には「環境保護基金」が1999年11月に設立さ
れ、およそ30億元の基金が環境優良案件に優先的に分配される
ことから、資金調達は可能であるとの見方が強い。（1999年度
現地調査結果）
2002.3現在：新情報なし

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／その他

最終報告書作成年月 1998.3

コンサルタント名 千代田デイムス・アンドムーア(株)

国　　　　名 予 算 年 度 8～9

実績額（累計）
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2002年3月改訂

スリ・ランカ 報告書提出後の状況

和 89,044 千円

案　件　名 英 22.79 人月

団長 氏名

所属

6（7）  1名交代

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 8～9
工業分野（メッキ産業）振興開発計画アフターケア

実績額（累計）
2002.3現在：進捗状況不詳

Study (After Care) on Industrial Sector
Development (Electroplating and Waste Water
Treatment) in the Democratic Socialist Republic
of Sri Lanka

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査(M/Pﾀｲﾌﾟ）／鉄鋼・非鉄金属

最終報告書作成年月 1997.2

コンサルタント名 ユニコ　インターナショナル(株)

調
　
査
　
団

 長沢　葵行 富士テクノサーベイ(株)

 ユニコ　インターナショナル(株) 相手国側担当機関名 工業開発庁
MR. H. M. V. Jayasinnghe (IDB長官）

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

現地調査期間 35日
18日
10日　計63日

　本調査ではｽﾘﾗﾝｶのﾒｯｷ産業振興のための方向を、排水処理及びﾒｯｷ技術の2つ
の方向から検討した。その結果として、ﾒｯｷ産業振興計画として「IDBﾒｯｷｾﾝﾀｰ技
術・技能向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」を関係機関の支援のもとに推進することを提言した。提
言したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの内容及び関係機関の支援項目は下記の通りである。

1)IDBﾒｯｷｾﾝﾀｰが実施すべき指導・普及方法及び改善計画
　IDBﾒｯｷｾﾝﾀｰの技術向上・普及計画を下記の20項目について提言した。
　(1) 排水処理技術の普及:ﾒｯｷｾﾝﾀｰの排水処理技術の向上策[2項目]／ﾒｯｷｾﾝﾀｰ
　　　の対外活動[5項目]
　(2) ﾒｯｷ技術の向上:ﾒｯｷｾﾝﾀｰの技術向上[4項目]／ﾒｯｷｾﾝﾀｰの対外活動[3項目]
　(3) ﾒｯｷｾﾝﾀｰの組織機能強化:組織機能向上[3項目]

2)関係機関及びIDBの採るべき方策
　関係機関である工業開発省(MID)、中央環境庁(CEA)及びﾒｯｷｾﾝﾀｰが所属する
　工業開発庁(IDB)に対し下記の提言をした。
　(1) 工業開発省(MID):金属加工業の振興／IDBへの支援
　(2) 中央環境庁(CEA):産業の実態を考慮した環境行政／排水基準の見直しと
　　　運用の適正化／融資制度の拡充／法令・規制の徹底
　(3) 工業開発庁:負託業務への制約の解除／中小企業の声を反映した自己改革
　　　案作り／民間との競合の回避／ﾒｯｷ業界への環境規制の適用に関するCEA
　　　との協議

提案に関連したその後の情報はない

提言内容の現況は暫定的
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 31,946 千円

案　件　名 英 人月

団長 氏名

所属

9

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行･活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

(財)エンジニアリング振興協会

国　　　　名 予 算 年 度 55～56

実績額（累計）
太陽熱利用海水淡水化技術協力調査

アラブ首長国連邦

 酒井　紀年

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

1981　　　新ｴﾈﾙｷﾞｰ開発機構に移管
1982.12　  実施機関・ｻｲﾄの変更
1983.3　　 建設工事開始
1984.9　　 完成・試運転
1985.4　　 開所式

1999.10　現在：変更なし

Basic Survey for the Technical Cooperation on
Solar Energy Utilization (Desalination) Project
in the United Arab Emirates

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／工業一般

最終報告書作成年月 1981.6

1.　計画の概要
　　調査目的・調査内容
　1981年1月末の協議調査の結果をうけ、ｱﾗﾌﾞ首長国連邦側は数ヶ所のﾌﾟﾗﾝﾄ･ｻｲﾄ候補地を
選定しており､今調査団は、海岸線、水深、敷地、ｱｸｾｽなどを比較検討し、最適地を選定し
た。

2.　結論及び勧告
(1)　最も有望なﾌﾟﾗﾝﾄ･ｻｲﾄ候補地としてﾑｻﾌｧ工業地区と選定した｡
(2)　1981年度にｻｲﾄ測量、ﾎﾞ-ﾘﾝｸﾞ、概念設計を実施する｡
(3)　ｱﾗﾌﾞ側ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施機関：WED
　　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算：約1,900百万円

ﾌﾟﾗﾝﾄ･ｻｲﾄ
　ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞ市ｳﾑ･ｱﾙﾅﾑ地区
操業能力　海水淡水化　80ﾄﾝ/日
無償能力　建物、機器など約1,900百万円

1.　現況に至る理由
　　受入国と日本の官民が一致して実現に努力した。
2.　報告書と具体化されたものの差異の理由
　　建設ｻｲﾄの変更
　　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施主体が水電気省に変更され、同省の施設が集まっているｳﾑ･ｱﾙﾅﾑが適地と判断
されたため。

調 査 団 員 数

現地調査期間 81.3.3～3.24

Ministry of Petroleum and Mineral
Resources
石油資源省（MPMR）
水電気省（WED）

 (財)エンジニアリング振興協会
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2002年3月改訂

サウディ・アラビア 報告書提出後の状況

和 1,377,679 千円

案　件　名 英 106.80 人月

団長 氏名

所属

34

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  進行・活用

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

国　　　　名 予 算 年 度 56～6
海水淡水化技術協力計画調査

実績額（累計）
2000.10現在:
　1998年3月開催の「水の有効利用と節水」に関するｾﾐ
ﾅｰを契機に、ﾘﾔﾄﾞ市の水道計画についての検討が開始
された。
　相手国担当機関の民営化が問題となっているので、専
門家の派遣、要人の招聘により協力することを計画中。

Research Cooperation for the Project of the Sea
Water Desalination Technology

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／その他

最終報告書作成年月 1995.2

コンサルタント名 (財)造水促進センター

調
　
査
　
団

 後藤　藤太郎

 (財)造水促進センター 相手国側担当機関名 Saline Water Conversion Corporation
Mr. A. A. Al-Azzaz
Direcotr General
Reseach & Technical Affairs

調 査 団 員 数 担当者名（職位）

2000.10現在:
　C/Pは海水淡水化に関する研究計画及び実験手法を習得し、当該分野における活発
な研究所の一つとして世界的にも名を知られる様になった。昨年、国際会議で優秀論
文賞を受賞するまでに成長した。

現地調査期間 91.10～92.1／93.1～93.3
93.5～94.1／94.6～94.12

　海水淡水化に関し、12研究ﾃｰﾏを設定して、共同研究を行った。ﾃｰﾏについて
は、深刻化する海水の油汚染が多段ﾌﾗｯｼｭ法および逆浸透法ﾌﾟﾗﾝﾄに及ぼす影
響・対策研究を、相手側の要請もあって織り込むこととなった。
　多段ﾌﾗｯｼｭ法の研究においては、ｽｹｰﾙ防止剤の性能評価手法や油分の蒸発機
構、逆浸透法の研究においては、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｼｽﾃﾑ用最適膜や油分除去前処理法な
どに関し、実機の運転管理に役立てられる数多くの実験ﾃﾞｰﾀが得られた。

　本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの成果は、1995年度から同一
の相手国側担当機関に対し専門家派遣とい
う形で活用されている。
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 200,206 千円

案　件　名 英 37.08 人月 （内現地26.60人月）

団長 氏名

所属

12

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

アジア航測(株)

国　　　　名 予 算 年 度 55～57

実績額（累計）
セントジョン川水力発電開発計画調査

リベリア

 後藤　一

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　その後、同国は内戦に突入し､土地・鉱山省の職員の消息も不
明のため､ｾﾝﾄ･ｼﾞｮﾝ川水力発電計画についての情報なし。

199911月現在：変更点は特になし。
Pre-Feasibility Study on St.John River
Development Project in the Republic of Lyberia

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／水力発電

最終報告書作成年月 1983.3

　ｾﾝﾄｼﾞｮﾝ川に計画されている上、下流2地点のﾀﾞﾑｻｲﾄ予定湛水地域とその周辺約1,600平方
kmの地形図（縮尺10,000分ﾉ1）を作成した。
　本件は、地形図作成が実施されただけでﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝは含まれていないため､ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄについ
ての提言等は特になし。

内戦により担当機関組織も機能停止の報にあり、少なくとも正常安定まで動きなし。

調 査 団 員 数

現地調査期間 81.11.11～82.2.28

土地・鉱山省 アジア航測(株)
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2002年3月改訂

マリ 報告書提出後の状況

和 337,768 千円

案　件　名 英 50.90 人月 （内現地37.80人月）

団長 氏名

所属

20

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  遅延

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
　相手国の実施機関の予算が乏しく、ﾃﾞｰﾀ収集が実施されていない恐れがある。ま
た、ｼｽﾃﾑ稼働状況の報告もない。
　現地、特に調査対象地域の治安状況が悪化している（第2年次調査中にｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの
車両が盗難にあい、同じ場所で同じ強盗団に政府職員が3人射殺される事件発生）

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

(1)気象観測設備、太陽光発電渇水ｼｽﾃﾑを設置し、運転
を通して収集したﾃﾞｰﾀの解析を行ったが、当該地域は
太陽光発電適地である。
(2)住民の生活ﾚﾍﾞﾙ、教育ﾚﾍﾞﾙが低いこと、国の支援体
制が不十分なことから、維持・管理に問題がある。
(3)JICA職員の現地訪問時の聞き取り調査の結果では、
揚水ｼｽﾃﾑは1996年初現在稼働している由。
2002.3現在：変更点なし

Etude de faisabilite du Project de developpement
agricole de la zome de Nara en Republique du
Mali

調 査 団 員 数

 宮川　喜章

 日本工営(株)

コンサルタント名

　本調査は実証調査のための予備調査と位置付けられて実施されたものであり、報告
書でも実証調査の実施を提言している。しかしながら、「その他の状況」にも説明し
ているように、調査対象地域の治安状況が悪く、相手方政府も安全宣言を発出できな
い状況にあり、実証調査が開始されていない。

国　　　　名 予 算 年 度 4～6
ナラ地域太陽光発電揚水計画調査

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

Ⅰ.調査内容
　2段階に分けて実施が予定された実証調査のための基礎調査の第1段階調査。
水資源（地下水）、気象、太陽光発電に関わる予備調査、太陽光発電ｼｽﾃﾑの予
備調査、概念設計を実証した。

Ⅱ.実施経過
(1)第1年次：
　予備調査及び気象観測、太陽光発電揚水ｼｽﾃﾑ（2ヶ所）の設置。
(2)第2年次：
　ｼｽﾃﾑ運転、ﾃﾞｰﾀ収集、解析、太陽光発電揚水ｼｽﾃﾑの予備評価、概念設計及び
実証調査の可能性の提言。
Ⅲ.実施内容
(1)ﾅﾗ気象観測内に観測機器（1式）設置
(2)太陽光発電揚水ｼｽﾃﾑ2ヶ所（ﾍﾞﾙｻﾞｯｸ、ｺｴﾗ村）の設置、運転指導
　－太陽電池ｱﾚｲ：1.9kw
　－水中ﾎﾟﾝﾌﾟ  ：1.1kw
　－給水設備（貯水ﾀﾝｸ、水汲み場、水飲み場等）：一式
（註）資機材はJICAが調達し据え付け・調整はｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが実施

　左欄に同じ

現地調査期間 93.9.13～3.16／94.6.11～8.3
94.10.17～11.3

その他調査(M/Pﾀｲﾌﾟ)／新･再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

最終報告書作成年月 1995.1

太陽・再生エネルギー局

担当者名（職位）

日本工営(株)
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2002年3月改訂

報告書提出後の状況

和 37,663 千円

案　件　名 英 17.00 人月

団長 氏名

所属

6

合意／提言の概要  実現／具体化された内容  提言内容の現況  中止･消滅

 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況

コンサルタント名

担当者名（職位）

三井情報開発(株)

国　　　　名 予 算 年 度 58～59

実績額（累計）
情報処理システム開発計画調査

トンガ

 丸山　昭

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

　提案､勧告した内容が具体化していない。
　ﾄﾝｶﾞ側は機械保守、及び要因教育のためのｾﾝﾀｰ設置案に興味を
示している。The Study for the Development of Data Prosessing

System in the Kingdom of Tonga
調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野 その他調査（M/Pﾀｲﾌﾟ）／その他

最終報告書作成年月 1984.9

結論：ﾄﾝｶﾞ王国のような小規模国家といえども政府ｻｰﾋﾞｽに関しては､かなりのﾚﾍﾞﾙで提供
せざるを得ない。特に海外送金や貿易収支の変動が国家財政に与える影響が大きいため、ｺ
ﾝﾋﾟｭｰﾀを利用してﾀｲﾑﾘｰな統計の整備が望まれる。また、小規模な産業を育成させるために
開発銀行によるﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝの効率的な運用も期待されるが、いまだに会計機程度の設備に
しか保有していないため、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化が不可欠である｡

勧告：大型機は保守上困難があるため、当初は小型ｺﾝﾋﾟｭﾀｰを政府機関に導入し､最低限必
要な業務のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化を実現する。この時、同国には情報処理要因がほとんどないため､機
械保守及び要因教育のためのｾﾝﾀｰを設置し､専門技術者の指導のもとに種々の訓練を実施す
べきである。またこの様な小規模国で互換性のない機種を多様に導入することは、利用効
率を下げることとなるため、当初に標準的なﾊｰﾄﾞｳｪｱ、ｿﾌﾄｳｪｱの政府による設定も重要であ
る。

具体的な提言内容
(1)　警察省入国管理ｼｽﾃﾑ入国管理情報及びﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ管理情報処理をｺﾝﾋﾟｭｰﾀ化する。
(2)　ﾄﾝｶﾞ開発銀行　貸付管理ｼｽﾃﾑﾘｱﾙﾀｲﾑ処理業務
　　（貸出先情報検索、利子計算業務、新規ｱｶｳﾝﾄ登録業務、等）及びﾊﾟｯﾁ処理をﾐﾆｺﾝ程度
     のｺﾝﾋﾟｭｰﾀにて機械化を実行する。

　資金確保が困難なため、報告書の提言に関連した具体的要請があがってこない。
　ﾄﾝｶﾞ王国側からの要請があれば具体化の可能性は高いと思われるが、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの技術自体が日々
向上しているため、実現の際には再度見直し調査が必要である。

　ﾄﾝｶﾞ政府機関のｺﾝﾋﾟｭﾀｰ化について、日本側から再度F/Sが実施された模様である。当調査団実施
分と合わせて､状況を整理する必要がある。
　提言内容が古くなっており、見直しの必要がある｡調査実施後10年が経過しており、具合的な方
策（方針）を持って再調査の実施が望まれる。

調 査 団 員 数

現地調査期間 83.11.26～12.24

大蔵省財務局：Treasury Department,
Ministry of Finance
Mr.L.Harkness（大蔵省経済専門官）

 三井情報開発(株)
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 提言内容の現況に至る理由

 その他の状況
特になし

調
　
査
　
団

相手国側担当機関名

2002.3現在:変更点なし

Study on Heating System Modernization in the
Slovak Republic

調 査 団 員 数

 小林　哲郎

 国際協力事業団鉱工業開発調査部

コンサルタント名

(1) ｽﾛﾊﾞｷｱ側が独自に近代化計画を実施中である。

(2) 当方に期待する事項が不明で、あるいはｽﾛﾊﾞｷｱ内部でも意見の一致をみていない
　　状況であり、ｽﾛﾊﾞｷｱ側の近代化計画について、技術的報告書としてまとめること
　　で終了した。

(3) その他
　　ｽﾛﾊﾞｷｱ側の近代化計画については実施状況をﾌｫﾛｰしていないため、現況は不明で
　　ある。

国　　　　名 予 算 年 度 5～6
熱供給システム近代化計画調査（予備調査）

実績額（累計）

調 査 延 人 月 数

調査の種類／分野

(1) 予備調査を実施したが、殆どの項目につき現地調査時、期待していた情報
　　が得られなかった。

(2) 環境改善問題について排出基準を基に、各工場単位で検討したが、質問に
　　対して測定手段整備の遅れのせいか、情報の提供不足であった。

(3) 熱供給ﾌﾟﾗﾝﾄの排出基準に対応する問題については、「今後も炭を中心に
　　使い、規制に応じて、環境対策を施して行く」という独自の方針で改修に
　　着手しており、当方より勧告すべき余地もなかった。

(4) ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑについても先方は術的関心を示したが、先方の本件に対
　　する基本方針の設定が先決問題である。

現地調査期間 94.3.14～94.3.27

その他調査(M/Pﾀｲﾌﾟ)／ガス･石炭･石

最終報告書作成年月 1994.9

スロバキア中央配電
熱供給公社

担当者名（職位）

(社)日本プラント協会
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